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はじめに 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロ

ジェクトごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価

分科会を研究評価委員会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェク

トの研究評価を行い、評価報告書案を策定の上、研究評価委員会において確定

している。 
 
本書は、「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」の中間評価報告書であ

り、第２５回研究評価委員会において設置された「水素製造・輸送・貯蔵シス

テム等技術開発」（中間評価）研究評価分科会において評価報告書案を策定し、

第２６回研究評価委員会（平成２２年１１月１１日）に諮り、確定されたもの

である。 
 
 
 

平成２２年１１月 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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成２２年７月１日改正）」第３４条（評価における利害関係者の排除）によ

り、利害関係はないとする。 
 



 
 
 

審議経過 
 
● 第１回 分科会（平成２２年８月２５日） 

公開セッション 
１．開会、分科会の設置、資料の確認 
２．分科会の公開について 
３．評価の実施方法について 
４．評価報告書の構成について 
５．プロジェクトの概要説明 

非公開セッション 
６．プロジェクトの詳細説明 
７．全体を通しての質疑 

公開セッション 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定、その他、閉会 

 
● 第２６回研究評価委員会（平成２２年１１月１１日） 
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評価概要 

 
１．総論 
１）総合評価 
本プロジェクトは国際的にも国内的にも重要な技術開発であり、水素社会の

構築を目指して、水素製造、輸送・貯蔵の実用化、普及のための技術開発に向

けて精力的な取り組みが行われており、着実に成果を上げている。個別の研究

開発成果については、高く評価できるものがあり、実用化の可能性を期待させ

るものである。 
一方、本プロジェクトは、非常に広範な内容を含んでいるので、目標達成の

ためには、システム技術開発と要素技術開発、次世代技術開発の３つの研究開

発項目とそこに含まれる個々のテーマの進捗状況を横断的に把握し、インター

フェイスの部分を責任を持って管理することが極めて重要である。そのために

強力なリーダーシップを持ったプロジェクトリーダーを設置することが望まし

い。 
また、個別の技術には成熟度の高いものも見られるが、2015 年を目標とする

水素供給インフラとしてのシステムの事業化という観点からは、事業化までの

明確なシナリオが描けていない。 
 
２）今後に対する提言 
個々の技術開発のレベルが、基礎研究レベルから耐久性実証レベルまでばら

ばらであり、2015 年という早期の実用化開始をめざす基幹となる技術構成が不

明確である。当面はコスト低減も重要であるが、フィールドテストに移行でき

るだけの信頼性のある技術確立に注力すべきある。果たして社会システムとし

て成立するのかという観点から、例えば特区を設定して推進することも必要で

あろう。同時に、平成 22 年度からは本プロジェクトに基準・標準化研究が組み

入れられているが、海外の強力な企業がしのぎを削る中、海外の動向も十分注

視して国際標準に対応できる基準、標準化を進めるべきである。 
さらに、副生水素をクレジットや税制として優遇することや、安全面は重視

したうえで、高圧ガス保安法・消防法・建築基準法の規制緩和の検討が進むこ

とを期待している。 
 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
本プロジェクトは、水素社会を構築するために燃料電池自動車（FCV）の導
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入と普及を図ることを大前提として、水素製造・輸送・貯蔵システムなどの実

用的な技術開発を目的としており、システム・要素技術の開発と事業化調査に

傾注している。基礎的かつ萌芽的な研究要素も多く、産官学が一体となって

NEDO が関与して開発を促進することは十分な意義がある。エネルギー供給の

安全保障、低炭素社会の構築などを鑑みると、本事業の重要性は益々高まると

考えられ、2030 年の時点では市場規模に対する開発投資という観点から、費用

対効果は大きいものと考えられる。 
 
２）研究開発マネジメントについて 
本プロジェクトは、開発が広範であるがゆえに多くの企業、大学が参画して

おり、研究開発の進展に応じて、計画の見直しも適切に実施されている。 
しかしながら、主要テーマ毎に WG を設置し運営や実施状況を管理、確認し

ている体制は見られたが、テーマ間の連携が具体的にどのようにおこなわれて

いるのか明確でない。システム技術開発と要素技術開発の整合性を図るマネジ

メントを強力に推進する必要がある。 
本プロジェクトは 2015 年頃の水素供給インフラ市場立上げに必要な一連の

システムや機器の技術確立にあるので、中間評価という観点から最終目標達成

のための手段を明確にする必要がある。目標においては、経済性の面が強調さ

れている。安全性と相反する面があり、費用対効果とともに安全性の確保も重

要である。 
これらの観点から、全体の整合性を図りながらプロジェクトを進めるプロジ

ェクトリーダーが不可欠である。また、技術の普及への取り組みについては実

証事業との連携、標準化についても基準・標準化の研究開発との連携を強化す

べきである。特に、国際標準を目指す戦略が明確でなく、戦略策定が重要であ

る。 
 
３）研究開発成果について 
中間目標については、システム技術開発、要素技術開発、及び次世代技術開

発において概ね達成されており、最終的な成果は、新しい技術領域の創出につ

ながるものであり、最終目標達成のための素地は十分できているものと考える。

特に、ステーションあたり 2 億円という線が見えてきたのは重要である。また、

ホウ素系は 2015 年の実用化には困難も予想されるものの、世界最高水準の学術

的成果を挙げている。 
一方、個々のテーマのいくつかは、最終目標の達成が困難で有るように見受

けられる。2015 年頃までに事業化等も見通せないテーマに関しては、知財権取

得をしっかりすべき。特に、水素貯蔵材料の開発は、水素エネルギーシステム
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において最重要な要素技術であるが、質量貯蔵密度、水素放出温度、耐久性及

び材料コストに関しては目標達成を見通せない状況にあるため、中長期の課題

としての再考や見直しを含めて再検討も必要と考える。 
また、水素の供給源の見通しを明確にし、水素をステーションまで運搬する

のか、ステーションで水素を発生させるのか、開発のターゲットをもっと絞り

込むべきである。総花的な開発では、費用対効果が少なくなる恐れがある。 
 
４）実用化、事業化の見通しについて 
初期の水素スタンド向け技術・製品のめどは立ちつつあるなど実用化に繋が

る可能性のある研究成果も見られ、それによる波及効果も期待できる。 
ただし、競合しかつ先行するであろう EV 車両に対する FCV の優位性の強調

とユーザー側の評価が今後重要な視点となるであろう。 
また、目標に到達していない実施項目については、ロードマップを見直すと

ともに、将来技術として可能性を検討するか、他の代替技術への展開も含めて

再考することも必要がある。 
水素供給インフラとしてのシステムの事業化という観点からは、事業化まで

の明確なシナリオが描けておらず、このままでは 2015 年を目標とする早期の事

業化は困難である。特に、水素製造設備と燃料電池自動車の開発・普及との整

合性が取れておらず、再度事業化のシナリオを練り直す必要がある。 
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研究評価委員会におけるコメント 

 
第２６回研究評価委員会（平成２２年１１月１１日開催）に諮り、了承され

た。研究評価委員会から以下のコメントが出された。 
 

● 本プロジェクトは幅広い技術分野を対象としており、全体を統括するプ

ロジェクトリーダーを設置すべきである。 
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第 1章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠

の下の「○」「●」「・」が付された箇条書きは、評価委員のコメントを原文の

まま、参考として掲載したものである。 
 
 

 
 



１．プロジェクト全体に関する評価結果 
１．１ 総論 
１）総合評価 
本プロジェクトは国際的にも国内的にも重要な技術開発であり、水素社会の

構築を目指して、水素製造、輸送・貯蔵の実用化、普及のための技術開発に向

けて精力的な取り組みが行われており、着実に成果を上げている。個別の研究

開発成果については、高く評価できるものがあり、実用化の可能性を期待させ

るものである。 
一方、本プロジェクトは、非常に広範な内容を含んでいるので、目標達成の

ためには、システム技術開発と要素技術開発、次世代技術開発の３つの研究開

発項目とそこに含まれる個々のテーマの進捗状況を横断的に把握し、インター

フェイスの部分を責任を持って管理することが極めて重要である。そのために

強力なリーダーシップを持ったプロジェクトリーダーを設置することが望まし

い。 
また、個別の技術には成熟度の高いものも見られるが、2015 年を目標とする

水素供給インフラとしてのシステムの事業化という観点からは、事業化までの

明確なシナリオが描けていない。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 目標を明確に設定し、実施体制も妥当である。研究成果の多くは評価できる

レベルにあり、実用化の可能性を期待させるものである。 
○ 本プロジェクトは水素社会の構築を目指して、水素製造、輸送・貯蔵の実用

化、普及のための技術開発に向けて精力的な取り組みが行われており、着実

に成果を上げていると評価する。 
○ 水素の製造・輸送・貯蔵が水素エネルギー社会を構築のためのキーとなる技

術であることは、周知の事実である。本プロジェクトではこれらを正面から

取り上げ、2015 年をターゲットに初期導入に対する供給インフラ基盤技術

の確立を目指しており、我が国はもとより国際的にも波及効果のあるエネル

ギーイノベーションを実現するために非常に重要であると考えられる。担当

者もこれを十分認識し緊張感を持って臨んでいる。 
○ NEDO という組織・活動はより重要性が高まっている。国際連携などを積

極的に推進してほしい。 
○ 中間点における結果は、目標達成、成果等ほぼ順調に進んでいる。最終結果

が楽しみである。 
○ エネルギー問題、温暖化問題、地域型環境問題に対応する水素エネルギー社

会実現に向けてやらねばならない取組みである。 
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○ 国際的にも国内的にも重要な技術開発である。他の水素技術事業と連携して

大きな成果が挙げられるものと期待できる。特に、ステーションあたり 2 億

円という線が見えてきた点が評価できる。2015 年に向けて産業界の設備投

資が進むと思われる。 
○ 個別の研究開発成果については、高く評価できるものがある。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● プロジェクト全体を管理するプロジェクトマネージャーがいないことは、こ

の種の大規模な開発にとっては致命的である。個々の要素技術のインターフ

ェイスの部分を誰が責任を持って管理するのか不明である。 
● 以前から水素エネルギーに関するプロジェクトは、モビリティーFCV 関連

に偏り過ぎているのではないかという疑問を持っている。都市再開発や公共

機関の建て替えなどを利用して、あるいは家庭にまで、より面的な広がりエ

ネルギー供給を将来目指しているのであれば、早い時期に着手すべきではな

いか？安全性に関する問題はあろうが、期待したい。これには、技術ばかり

でなく社会科学の専門家による研究開発も必要となろう。特に周辺住民との

コンセンサスをどのように得るのかは重大問題。 
● 重要性が高まっているからこそ、具体的な活動とその見直しをタイムリーに、

また先見的に判断していくのかというのが重要である。 
● ①実証ステーションのディスペンサーホースや緊急離脱弁のシールからの

水素漏れの報告があったが、実際の車両へ充填中に発生しうることであり、

事象そのものは非公開であってはならない。JHFC 等に、即時連絡し、他の

実証ステーションのホースやシールの点検や分解検査等、NEDO の指導で

至急、水平展開をすべき内容である。 ②貯蔵材料のテーマは、水素貯蔵材

料先端基盤研究事業で取組んでいるテーマとの研究の位置付けや進度等の

違い等が判らない。水素貯蔵材料先端基盤研究事業のテーマの評価と同等で

有るのかも不明。各事業の中のテーマ評価でなく、テーマを中心の評価にし

た方が良い。 
● 水素ロードマップにおけるプロジェクト全体の考え方、さらに、今回のテー

マでいえばシステム技術開発と要素技術開発、次世代技術開発の関係がより

明確な形で示されるべきと考える。 
● 世の中は電気自動車で沸いている。スマートグリッドとクラウドコンピュー

ティングがそれに続いている。水素と水素自動車の優位性ないし相補性を正

しく訴え、世論を正しい方向に導くべきである。 
● 失敗は成功の基というように、やっていることはすべてチャレンジングであ

るので、失敗したらどうしようではなくそれをどのように生かすかを考えら
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れるマネジメントをすることのほうが大事であると思う。 
● 本プロジェクトは、非常に広範な内容を含んでいるので、目標達成のために

3つの大テーマならびに大テーマに含まれる個々のテーマについて横断的に

進捗状況を把握かつ整合することがきわめて重要であり、そのためには強力

なリーダーシップをもった PL を選定することが望ましい。 
 
〈その他の意見〉 
・ 研究開発が多岐に渡っており、専門性の観点から評価のやり方に無理が有る

ように感じる。 
・ 水素の製造はともかくとして、輸送・貯蔵で十分な収入を得ることのできる

企業はおそらく皆無である。一方、サンシャイン計画以来、水素研究の歴史

は長い。自社開発を続けてきた企業が今一歩のところで息切れし、脱落する

ことのないよう、十分なケアを望む。 
・ NEDO で開発の進む他のプロジェクトの連携不足を感じる。 
・ 技術の汎用性という観点から、定置型、車両などとの整合性も重要である。 
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２）今後に対する提言 
個々の技術開発のレベルが、基礎研究レベルから耐久性実証レベルまでばら

ばらであり、2015 年という早期の実用化開始をめざす基幹となる技術構成が不

明確である。当面はコスト低減も重要であるが、フィールドテストに移行でき

るだけの信頼性のある技術確立に注力すべきある。果たして社会システムとし

て成立するのかという観点から、例えば特区を設定して推進することも必要で

あろう。同時に、平成 22 年度からは本プロジェクトに基準・標準化研究が組み

入れられているが、海外の強力な企業がしのぎを削る中、海外の動向も十分注

視して国際標準に対応できる基準、標準化を進めるべきである。 
さらに、副生水素をクレジットや税制として優遇することや、安全面は重視

したうえで、高圧ガス保安法・消防法・建築基準法の規制緩和の検討が進むこ

とを期待している。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ ①安全に関するものは、開発技術は非公開でも良いが、事象については広く

情報公開と対応の水平展開をすべきである。 
②貯蔵材料のテーマは、各事業（本事業と水素貯蔵材料先端基盤研究事業）

の中のテーマ評価でなく、テーマを中心の評価にした方が良い。 
・ エネルギーイノベーションプログラムに関する非常に多くのプロジェクト

が NEDO において進行しており、それらの多くは水素に関する技術である

ので、本プロジェクトの進行中あるいは終了後に、プログラムの分野横断的

な評価を行なうことによって、本プロジェクトの位置づけを明確にし、さら

にプログラムを整理することが必要である。また、本プロジェクトで得られ

た成果を世界に広く発信することによって、国際標準化をリードすることが

必要である。 
・ 研究開発から実証へと技術評価を進めることも重要であるが、果たして社会

システムとして成立するのか？という観点から特区を設定して推進するこ

とも必要ではないか？将来の想定コストを反映するために、副生水素をクレ

ジットや税制として優遇することや、安全面は重視したうえで高圧法・消防

法の規制緩和を検討。 
・ 2015 年という目標年度は、今年 5 月の第 18 回国際水素エネルギー会議 (エ

ッセン) で、ドイツおよび日本の目標として国際的に広く紹介された。何が

何でもなしとげるというスタンスで進展させることを期待する。 
・ これらの提案を採用したときに既に評価内容の「研究開発成果」や「実用化、

事業化の見通し」が掴めるから提案者に実施してもらったはずである。よっ

て、採用した初期におのおののテーマで不確定要素すなわち心配事があった
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はずである。それを示してくれると良かった。 
・ 1. 個々の技術開発のレベルが、基礎研究レベルから耐久性実証レベルまで

ばらばらであり、2015 年という早期の実用化開始をめざす基幹となる技術

構成が不明確である。当面はコスト低減よりも、フィールドテストに移行で

きるだけの信頼性のある技術実証に注力すべきある。 
2. プロジェクト全体を整合性を持ってきちんと管理するプロジェクトマネ

ージャーを配置すべきである。 
・ 海外事例はドイツ、フランス、アメリカに多く、海外の動向も十分注視すべ

きである。リンデ、エアーリキッド社等強力な企業がしのぎを削っているが、

国際標準に対応できる基準、標準化を進めるべきであろう。加えて、海外に

比べて非常に厳格な、規制の緩和にも着手すべきである。 
・ 水素社会構築に向けた本事業の研究開発は今後も継続すべきである。ただし、

水素シナリオの中で設定されている開発ロードマップの目標値と、本事業で

実施されている個々のテーマの目標値に整合性を持たせた開発を推進すべ

きである。 
 
〈その他の意見〉 
・ この分野では時機尚早ではあろうが、トップランナー方式が技術開発の実用

化に果たす役割は大きいように思う。トップランナーに重点的な援助、投資

を考えられないのか？ 
・ 技術評価とともに街づくりや社会システムの視点からの検討委員会も必要

でないか？ 
・ 本プロジェクトの評価には直接関係がないが、我が国のエネルギー資源状況

が欧米とは大きく異なるものの、世界的に水素エネルギーの見直しが行なわ

れている現在、我が国の水素エネルギー政策そのものを見直す必要はないの

か。 
・ ②手間がかかるが、評価テーマを分類した上で、評価を実施した方が良い。 
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１．２ 各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
本プロジェクトは、水素社会を構築するために燃料電池自動車（FCV）の導

入と普及を図ることを大前提として、水素製造・輸送・貯蔵システムなどの実

用的な技術開発を目的としており、システム・要素技術の開発と事業化調査に

傾注している。基礎的かつ萌芽的な研究要素も多く、産官学が一体となって

NEDO が関与して開発を促進することは十分な意義がある。エネルギー供給の

安全保障、低炭素社会の構築などを鑑みると、本事業の重要性は益々高まると

考えられ、2030 年の時点では市場規模に対する開発投資という観点から、費用

対効果は大きいものと考えられる。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 我が国が世界の先頭に立って進めるべき事業であり、妥当である。 
○ 水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発は、日本のエネルギー政策、地球

温暖化対策として意義があり、かつ必要な事業である。よって NEDO 事業

として実施すべきものである。内外技術動向からみても先進性が高い。 
○ 今後燃料電池自動車が普及するのであれば、本研究開発は不可欠であり、リ

スクの高さを考えると、NEDO の事業として妥当である。 
○ 本プロジェクトは、水素社会を構築するために FCV の導入と普及を図るこ

とを大前提として、水素製造・輸送・貯蔵システムなどの実用的な技術開発

を目的としており、システム・要素技術の開発と事業化調査に傾注している。

基礎的かつ萌芽的な研究要素も多く、開発レベルを考えると、現時点では企

業単独で行なうよりも産官学が一体となって NEDO が関与して開発を促進

することは十分な意義があると判断する。本プロジェクトの実施は、競合す

る欧米に対するわが国の独自性の差別化と実用化後の市場創出効果を勘案

すれば妥当と考える。 
○ PPP（官民連携）は重要。新たな環境技術先進国となるべくチャレンジ、推

進するための組織的活動はより重要になっている。 
○ (1)エネルギー問題、温暖化問題、地域型環境問題に対応する水素エネルギ

ー社会実現に向けたやらねばならない取組みであるが、マーケット形成が明

確ではない中の技術研究開発であり、NEDO の関与が必要とされる事業で

あることは明白である。各テーマに対して、メリハリの有る予算配分である。

(2)事業目的は妥当、事業目的を成就するための個々のテーマの目標も概ね

良い。 
○ エネルギー供給の安全保障、低炭素社会の構築などを鑑みると、本事業の重

要性は益々高まるばかりであると考える。本分野では、開発された技術の出
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来るだけ早い応用が大いに期待されており、そのためには民間のみでなく、

公的機関が後援する必要性を感じる。2030 年の時点ではあるが市場規模に

対する開発投資という観点から、費用対効果は大きいものと考えられる。 
○ 世界的な水素エネルギー社会への大きな潮流のなかで、二次エネルギーとし

ての水素に係わる技術開発は公共性が高く、将来のエネルギー需給動向から

も国家レベルで取り組むべき課題である。民間単独では取り組み難い技術開

発に係わる研究を推進するためにも、NEDO の関与は必須である。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 水素社会実現のために必要な技術は新しい技術であり、その開発や確立、実

用化、普及のためには想定以上の難しさや不確定さを伴うのが常である。プ

ロジェクトとしての妥当性も重要であるが、国家ビジョン的視点から事業が

推進されることも必要と考える。 
● 韓国、中国、東アジアの猛追が今後考えられ、このためにも戦略的な知財管

理、および技術の標準化を急ぐべきである。加えて、モビリティー、特に

FCV ばかりでなくより広範な面的利用にも目を向けるべきではないだろう

か？ 
● 水素ステーションに特化させてまず実証しようという方針は納得できるが、

同時に、なぜ水素なのかという位置づけを、エクセルギ解析も含めて確立す

る必要がある。他の水素技術事業との連携は大いに図るべきであるが、本事

業の目的というよりは他の事業の目的に近いと思える研究開発が本事業の

成果として一部含まれている。たとえば、水素貯蔵材料の設計指針の提出は

水素貯蔵材料先端基盤研究の領域に近い。本事業で材料設計指針という場合、

それは実験的な評価を伴ってはじめて意義があると銘記すべきである。 
● 国民に対して、自信を持って正々堂々と事業内容を紹介してゆくことが必要

である。国民を仲間に入れて推進することが少ないのではないか。 
● 産業界が既得権者と一体の場合、産業界の開放は進みにくい。国際競争力、

特長ある技術を持つ企業を積極的に評価する事も必要ではないか？ 
● 水素の供給源の見通しを明確にし、水素をステーションまで運搬するのか、

ステーションで水素を発生させるのか、開発のターゲットをもっと絞り込む

べきである。総花的な開発では、費用対効果が少なくなる恐れがある。 
 
〈その他の意見〉 
・ 実用化、事業化が期待されるプロジェクトであればこそ、海外メーカーの部

品や機器を導入して何が何でも成功させるというオプションも考えられる。

国産にどこまでこだわるのか、メーカーの養成もプロジェクトの意義として
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掲げるのか、明確にすべきである。水素貯蔵材料の目標値は高すぎる。実現

できるとして参加した人たちが全力を尽すことを期待するが、その一方で、

目標値が高すぎて参入を断念し、社業からその分野をはずす動きが出ている

ことに対するケアも必要だと感じる。水素関連産業の裾野を広げる必要があ

るのではないか。 
・ 低炭素社会の実現にも十分寄与するものと考えるが、特に水素製造において

は、当面化石燃料の使用が残ってしまう可能性があり、この点に注意（注目）

する必要がないだろうか？ 
・ 欧州など再生可能エネルギーを水素源とするオフサイト型と化石資源を水

素源とするオンサイト型の違いを認識する。日本方式の優位性についての評

価がなされていない。 
・ 国際的に、貢献を惜しまず積極的に結果を開示してもらいたい。 
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２）研究開発マネジメントについて 
本プロジェクトは、開発が広範であるがゆえに多くの企業、大学が参画して

おり、研究開発の進展に応じて、計画の見直しも適切に実施されている。 
しかしながら、主要テーマ毎に WG を設置し運営や実施状況を管理、確認し

ている体制は見られたが、テーマ間の連携が具体的にどのようにおこなわれて

いるのか明確でない。システム技術開発と要素技術開発の整合性を図るマネジ

メントを強力に推進する必要がある。 
本プロジェクトは 2015 年頃の水素供給インフラ市場立上げに必要な一連の

システムや機器の技術確立にあるので、中間評価という観点から最終目標達成

のための手段を明確にする必要がある。目標においては、経済性の面が強調さ

れている。安全性と相反する面があり、費用対効果とともに安全性の確保も重

要である。 
これらの観点から、全体の整合性を図りながらプロジェクトを進めるプロジ

ェクトリーダーが不可欠である。また、技術の普及への取り組みについては実

証事業との連携、標準化についても基準・標準化の研究開発との連携を強化す

べきである。特に、国際標準を目指す戦略が明確でなく、戦略策定が重要であ

る。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 産官学が良くコーディネートされており、総じて研究開発のマネジメントは

妥当であると判断される。また、研究開発の進展に応じて、計画の見直しが

適切に実施されている。 
○ 内外の技術動向を踏まえ、我が国がトップランナーであり続けるための目標

が的確に設定されている。 
○ マネジメントの計画は良くできていると思う。 
○ 設定した条件での技術的成熟、計画に対する研究開発マネジメントとしては

それぞれ進展していて評価する。 
○ 事業立ち上がりから、現在までの所は概ね良い。 
○ 開発が広範であるがゆえに多くの企業、大学が参画している。JHFC や平成

19 年度に終了した水素安全利用等基盤技術開発から継続参加が多いように

見受けるが、2015 年をターゲットに着実に進行していると考えられる。開

発目標や開発予算は費用対効果の観点から妥当であると思う。実施機関との

連携は、ステアリングおよびワーキンググループで十分図られている。成果

の実用化はもとより事業化による経済効果も大きい。 
○ 本プロジェクトにおける水素インフラ、システムや貯蔵容器など目標設定や

実施計画、組織・体制、実用化へ向けたマネジメントは概ね妥当であると判
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断できる。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 可否判定が技術的成熟度なのか、市場適合性なのかが判断しにくい。 
● 本事業は 2015 年頃の水素供給インフラ市場立上げに必要な一連のシステム

や機器の技術確立に有るので、本中間評価では初心に帰って、個々のテーマ

の加速、減速、中止（他事業へ移管等含め）の判断をすべきだが、中間評価

という観点から（今後最終年度に向けて実証に入るテーマは別として）最終

目標達成のための手段をきちんと明示させる様、指導してほしい。 
● どこまでが国産か、どこは海外メーカーに譲るか、という機器調達の仕分け

が不明確である。既に終了したものを含め、次世代技術をどう位置づけるの

か、コンセプトがはっきりしない。現在走っている技術開発が目標未達の場

合の代替手段と位置づけているようには見えず、ただ革新的であるだけに見

える。原理確認できた段階で大型化する、その時はコラボレーションを仕組

む、「効率が 10 倍になれば」といった見通しのあいまいな企画は却下する、

といったダイナミックな目標管理が必要である。 
● システム技術開発と要素技術開発の整合性を図るマネジメントを強力に推

進していただきたい。 
● 3つの研究分野がそれぞれの特徴を生かした目標を設定していることが有効

に機能しているが、一方で、それぞれの分野の相互の協力体制をさらに拡充

することが一層の研究の進展につながると考えられる。 
● 実施体制において推進助言委員会、技術動向調査、フィージビリティスタデ

ィは、ユーザー側からの意見聴取のために重要な位置にあるように思う。発

言力の強化を期待したい。目標においては、経済性の面が強調されている。

安全性と相反する面があり、費用対効果とともに安全性の確保も重要である

と考える。 
● プロジェクトの主要テーマ毎に WG を設置し運営や実施状況を管理、確認

している体制は見られたが、テーマ間の連携が具体的にどのようにおこなわ

れているのか明確でなかった。「次世代技術開発」の中でのテーマ選定や既

に終了したテーマについて、どのようなプロセスでそこに至ったかなど、プ

ロジェクト全体の中での個々のテーマの位置づけなどが明らかでない。 
● 1. 「システム技術開発」において、「ステーション機器システム技術開発」

では目標充填圧力が 70MPa に設定されているのに対して、「車載等水素貯

蔵/輸送容器システム技術」では、目標充填圧力が 35MPa に設定されており、

整合がとれていない。世界の大勢が 70MPa の充填圧力を目標としているこ

とから、「技術の標準化」の観点から、車載等水素貯蔵/輸送容器システムで
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も目標充填圧力を 70MPa にすべきである。その場合、高圧化の技術的なメ

リットがないハイブリッド容器システムについては、実用化までの期間がよ

り長い、じっくりと取り組むべき課題に位置付けを変更するべきである。逆

に、35MPa のハイブリッド容器システムの早期の実用化が見込まれるので

あれば、むしろ、70MPa のステーション開発を中止し、予算を 35MPa の

充填システムに集中させ、世界標準を狙うべきである。2. この種の大型プ

ロジェクトでは、全体の整合性を図りながらプロジェクトを進めるプロジェ

クトマネージャーが不可欠である。研究開発の体制を抜本的に見直す必要が

ある。 
 
〈その他の意見〉 
・ プロジェクトリーダーを置くべきである。1 社で参加している研究開発の中

に、なぜ自社開発ではなく国家プロジェクトなのか、という問いに答えられ

ないと思われるものが複数認められる。一方、多くの企業が参加しているプ

ロジェクトにおいて、単なる寄せ集めであって総合効果が認められないもの

がある。また、技術内容がほとんど開示されていない研究開発も含まれてい

る。プロジェクトリーダーの役割が求められる。WG が機能しているのなら、

成果発表会の時に、WG としての活動も技術内容中心に開示するほうがよい。 
・ 早期に結果が判った方が良いので、契約期間にこだわらず、結果が出たら次

年度まで踏み込んで進めるようなスケジュールを組み直しながら実施して

ほしい。 
・ 専門学会などで提案されている技術ロードマップなども中立的な立場から

の考え方が反映されており、参考にされたらいかがか？ 
・ 本プロジェクトから見た SOFC、純水素型 PEM などの燃料電池への評価が

見えにくい。 
・ 開発テーマの中には、ホースやシールの漏れの発生が報告されているが、こ

のような安全に関する情報は、JHFC やその他の水素ステーションにも速や

かに情報が展開され、対応の水平展開をすべきである。また NEDO がそう

いったマネジメントをすべきである。 
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３）研究開発成果について 
中間目標については、システム技術開発、要素技術開発、及び次世代技術開

発において概ね達成されており、最終的な成果は、新しい技術領域の創出につ

ながるものであり、最終目標達成のための素地は十分できているものと考える。

特に、ステーションあたり 2 億円という線が見えてきたのは重要である。また、

ホウ素系は 2015 年の実用化には困難も予想されるものの、世界最高水準の学術

的成果を挙げている。 
一方、個々のテーマのいくつかは、最終目標の達成が困難で有るように見受

けられる。2015 年頃までに事業化等も見通せないテーマに関しては、知財権取

得をしっかりすべき。特に、水素貯蔵材料の開発は、水素エネルギーシステム

において最重要な要素技術であるが、質量貯蔵密度、水素放出温度、耐久性及

び材料コストに関しては目標達成を見通せない状況にあるため、中長期の課題

としての再考や見直しを含めて再検討も必要と考える。 
また、水素の供給源の見通しを明確にし、水素をステーションまで運搬する

のか、ステーションで水素を発生させるのか、開発のターゲットをもっと絞り

込むべきである。総花的な開発では、費用対効果が少なくなる恐れがある。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 目標に対して、成果を求め着実に進んでいること判断できる。 
○ 中間目標は概ね達成していると評価できる。 
○ 中間目標はおおむね達成されていると判断できる。最終的な成果は、新しい

技術領域の創出につながるものであり、各々の研究成果の市場創出効果も予

測されており、評価できる。現時点では、一部を除いて、アウトプットとし

ての特許や論文による成果の公表がほぼ妥当と考えられる。 
○ 方針決定以降のプロジェクト推進としては妥当である。様々なケースから一

つの仮説を立てて推進しているプロジェクトであり、企業単体では困難な開

発を可能としている。 
○ 事業全体では、着実の技術の進化が見られる。 
○ システム開発技術、要素技術開発ともに順調に推移し、中間目標を達成して

いる。最終目標達成のための素地は十分できているものと考える。特許出願、

論文講演発表も極めて多く、プレス発表等も順調である。次世代技術開発フ

ィービリティスタディにおいても着実に国際政策・技術動向を把握しており、

これらの成果による国際的な優位性を、有効性を確認している。 
○ 目標の達成度については、(1)システム技術開発、(2)要素技術開発、(3)次世

代技術開発において概ね達成されている。また、新たな成果も得られており

その波及効果も見逃せない。 
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○ 成果は概ね良好で、ステーションあたり 2 億円という線が見えてきたのは重

要である。ホウ素系は世界最高水準の学術的成果を挙げている。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 水素エネルギー社会の実現は、効率よりもコストを重視する必要がある。こ

の事業は、初めて挑戦している開発が多い。そのためコスト追求することが

困難な開発がある。まずは現実の可能性を見極めることを優先させるべきだ。 
● 実施テーマの目標設定は実用化を睨んだもので概ね妥当と思われるが、水素

貯蔵では重量・体積貯蔵密度や作動温度など残念ながら現状ではクリアする

ことはなかなか難しい。水素貯蔵材料の開発は、水素エネルギーシステムに

おいて最重要な要素技術であるので研究開発は今後も継続して推進すべき

と思う。ただ、6wt%以上、 放出温度 150℃などは FCV への搭載仕様から

出てくる設定値であるので将来的には必ずクリアすべきレベルと思うが、類

似の目標を掲げておこなった先の「水素安全利用等基盤技術開発」から本事

業へと展開してきての現状を踏まえると、中長期の課題としての再考や見直

しを含めて再検討も必要と考える。 
● 特許出願に至らないのか？出願による技術公開を避けているのか知的財産

戦略が不明確なプロジェクトがある。 
● 技術の普及への取り組みが遅れており、標準化についてもほとんど取り組ま

れていない。特に世界標準をめざす技術戦略が明確でない。 
● 個々のテーマのいくつかは、最終目標の達成が困難で有るように見受けられ

る。2015 年頃までに事業化等も見通せないと思われるテーマに関しては、

知財権取得をしっかりとやるような指導をすべき。また外部発表を何十回と

やっていながら特許出願０もあり、（実施者個別の問題なのか不明だが） 
NEDO として何らかの対応を考慮すべきではなか。 

● 唯一、水素貯蔵材料において一部未達成があるが、これについて述べる。10
数年前から吸蔵量 3mass%を目標としており、依然として大きな課題を抱え

ていると判断している。今回の最終目標はこの 2 倍であるが、全ての目標、

特に材料コスト 1000 円/kg、耐久性に関しては目標達成を見通せない状況に

ある。開発はどちらかと言えば材料研究の原理原則に係る議論となっており、

何らかのブレークスルーが必要であろう。特に他の事業や国際的な成果との

連携も視野に入れるべき。 
● 技術内容が全く開示されていない研究開発がある。特許の関係で開示できな

いとすれば、現物を持参するとか、別の機会に実験場を公開するとか、誠意

ある対応を期待したい。問題がこじれて査察といった事態に陥らないことを

祈る。世界最高水準のホウ素系水素貯蔵材料であるが、2015 年の実用化に

1-13 
 



1-14 
 

は間に合いそうもない。年次展開を明確に示し、関係者に失望感を与えない

施策を望む。 
 
〈その他の意見〉 
・ 目標成果が出なくても、その開発で経験したこと、学んだことが多くあれば

それで良しとするべきである。そのようなマネジメントを望む。 
・ 水素吸蔵合金に関する国際会議（本年はモスクワ、2 年後京都）等が開催さ

れている。動向を調査されたい。 
・ ハイブリッドタンクの中味は水素吸蔵合金に限定されないはずなので、錯体

系を含めた広い範囲の材料から最適なものを選ぶべきである。水素の改質技

術も着実に前進し、安定感がある。オンサイト／オフサイトをどう使い分け

るのか、オフサイトのみでまず離陸するのか、シナリオそのものの再点検を

促す時期に来たと考えられる。成果の汎用性や波及効果を訴えるために、水

素以外のガスを 70MPa にするという例が開示されたが、違和感がある。そ

う言うのなら、具体的な応用例とセットにしたほうがよい。 
 



４）実用化、事業化の見通しについて 
初期の水素スタンド向け技術・製品のめどは立ちつつあるなど実用化に繋が

る可能性のある研究成果も見られ、それによる波及効果も期待できる。 
ただし、競合しかつ先行するであろう EV 車両に対する FCV の優位性の強調

とユーザー側の評価が今後重要な視点となるであろう。 
また、目標に到達していない実施項目については、ロードマップを見直すと

ともに、将来技術として可能性を検討するか、他の代替技術への展開も含めて

再考することも必要がある。 
水素供給インフラとしてのシステムの事業化という観点からは、事業化まで

の明確なシナリオが描けておらず、このままでは 2015 年を目標とする早期の事

業化は困難である。特に、水素製造設備と燃料電池自動車の開発・普及との整

合性が取れておらず、再度事業化のシナリオを練り直す必要がある。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 初期の水素スタンド向け技術・製品のめどは立ちつつある。海外の関係機関

と NEDO が連携を図っているなどの協調は良い。 
○ アウトカムのイメージは明確であり、適切なマイルストーンに則って、研究

開発が概ね順調に進められている。研究目標が達成され、さらにいくつかの

実用化が行なわれた場合、関連分野への技術的な波及効果があることが期待

される。 
○ 事業全体では、着実に事業化への進化が見られる。 
○ 2015 年に向けて産業技術の成熟化が期待される。ただし、FCV の普及開始

が条件であって、競合しかつ先行するであろう EV 車両に対する優位性の強

調とユーザー側の評価が今後重要な視点となろう。 
○ 実用化に繋がる可能性のある研究成果も見られる。また、それによる波及効

果も期待できる。 
○ 実用化・事業化の見通しを見極めながら実施されていることが認められた。

この調子で進めてもらいたい。 
○ 必要と思われる要素技術が漏れなく網羅されている。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 潜在的な問題に関する感度が不足している。今の進度で順調に進めば目的を

達成すると思えるが、潜在的な問題が出てきたらどうするのか。関係者によ

る徹底的なシミュレーションが望まれる。 
● JHFC 事業で実証するようになっていることは良いが、その具体的見通しが

見えなかった（現時点では早期すぎるかも、よって仕方ないかも） 
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● 個別の技術には成熟度の高いものも見られるが、水素供給インフラとしての

システムの事業化という観点からは、事業化までの明確なシナリオが描けて

おらず、このままでは 2015 年を目標とする早期の事業化は困難である。特

に、前段に位置する水素製造設備及び後段に位置する燃料電池自動車の開

発・普及との整合性が取れておらず、再度事業化のシナリオを練り直す必要

がある。 
● モビリティーに偏らない広い意味での面的利用を推進すべきであると考え

る。FCV 車両は、経済性の面で壁がある。繰り返しになるが、都市再開発

や公共機関の建て替えなどを利用して、あるいは家庭にまで、より面的な広

がりエネルギー供給を将来目指しているのであれば、早い時期に着手すべき

ではないか？ 
● 目標に到達していない実施項目については、ロードマップを見直すとともに、

将来技術として可能性を検討するか、他の代替技術への展開も含めて再考す

ることも必要ではないか。 
● 市場ととらえているのは日本国内なのか、海外なのか？欧州で売れる技術と

評価する場合は、欧州の市場や政策との整合性を検討する必要がある。 
 
〈その他の意見〉 
・ 国民に対し、積極的に公開（HP を見ればよいではこまる）してほしい。こ

んなことが可能になったという積極的広報をしてほしい。主旨は、この事業

に国民も巻き込むということである。 
・ 成果は国際的にみてもトップ水準である。技術の標準化、加えて規制緩和へ

の道筋をつける。 
・ 実用化、事業化を第一に考えるのなら、海外メーカーの部品や機器を導入す

るオプションも考えられる。国産にどこまでこだわるのか、自社開発を積極

的に進めようとしない企業をどこまでメンバーとして扱うのか、プロジェク

ト実施者の判断が待たれる。 
・ CE マーキングの認証などについての支援も欲しい。新設スタンドと限らず、

既設のガソリンスタンドの有効利用からの検討も必要。 
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２．個別テーマに関する評価結果 
２．１ システム技術開発 
① 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究

開発 
 
１）成果に関する評価 
中間目標はおおむね達成されており、順調に推移している。 
動的解析モデルによる解析によって、直充填の見通しが得られそうなのは進

歩と言える。また、試算の根拠はより明確にする必要があるが、建設コスト低

減検討により、70MPa 級水素充填対応ステーション機器システム技術建設コス

トを 2.5 億円まで低減できたことは、最終目標である 2 億円の可能性が見えて

きた。さらに、耐久性検証により、１年間ノーメンテナンスの見通しを得たこ

とは評価できる。今後はこの検証実験を基に、安全性を保証しながら特に厳し

いといわれる我が国の規制緩和に寄与してほしい。 
一方、故障予知技術実用化に関しては、複数の技術を連結した時に、ある段

階で起った故障の原因が上流のどこにあったか、直ちに推定できるような、統

合された予知技術を開発すべきである。 
特にホースの漏れやシールの漏れ等、安全に関する課題は、今まで行ってき

た試験の妥当性も含め検証すべき。実際の使用条件を良く調べた上で、単体試

験条件を設定すべきである。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 中間目標はおおむね達成されており、順調に推移しているように見受けられ

る。 
○ コスト低減など全体をよくまとめた成果となっている。また実用モデルとし

ての検討がなされ有効な検証である。この先は運用ノウハウ・耐久評価・安

全対策への検討を希望する。 
○ 少なくとも 2015 年頃の普及開始時期の初期の水素ステーションの規模とシ

ステムとの姿と、現在、目標コストに 5500 万円ほど未達では有るがコスト

の見通しが出てきた。 
○ 参加企業および大学が目標に向かって緊張感を持って、開発を遂行中である。

JHFC で建設したステーションを利用しつつ、検証実験を開始したことは大

いに評価されよう。今後はこの検証実験を基に、安全性を保証しながら特に

厳しいといわれる我が国の規制緩和に寄与していただきたい。コスト 50％
低減達成も見通しが得られている。 

○ 圧縮機、蓄圧器、ディスペンサーなど現状ではいずれも良く目標を達成して
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いる。水素スタンド実用化に向け、各テーマは必要不可欠の要素技術であり、

着実に成果が得られている。 
○ 直充填の見通しが得られそうなのは進歩と言える。汎用の動的解析モデルが

信頼できるものであることを例示的な計測との対比で示すことができれば、

成果の意義が更に高まる。 
○ 70MPa 級水素充填対応ステーション機器システム技術建設コストを 2.5 億

円まで低減できたことは、最終目標である 2 億円の可能性が見えてきたと思

われる。この 3 年間得られた成果は、今後の進展に大きく役立つと思う。 
○ 水素ステーションを完成させ、１年間ノーメンテナンスの見通しを得たこと

は評価できる。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 多くの企業で連携する場合、各社ごとの特許となっているのか特許出願数が

予算の割に少ない。海外のステーションと技術的成果を比較することが出来

ない。 
● プレクールまでして、70MPa 級充填を行うことが、合理的か検討が必要で

あると思う。70MPa 充填には、それなりのエネルギーが必要である。ユー

ザーとしてはできるだけ安い水素燃料を使いたい。 
● 建設コスト2.5億円削減については、必ずしも本研究開発の成果とは言えず、

根拠が不明確。 
● 実際の運転試験による課題が抽出されているが、特にホースの漏れやシール

の漏れ等、安全に関する課題は、今まで行ってきた試験の妥当性も含め検証

すべき。実際の使用条件を良く調べた上で、単体試験条件を設定すべきであ

る。 
● 「現状コスト約 6 億円を約 2.5 億円に低減可能、また特に設計費は約 50%

削減の見通しが得られた。」とあるが、事業原簿やプレゼンからは、その積

算根拠が不明である。 
● 6 億から 2.5 億へのコスト低減を達成したとしているが、個別の設備コスト

低減の積算根拠を明確にしていただきたい。また、国際的な競争力の確保の

視点からも、海外の事例特にコストと安全性に着目した比較が必要であろう。

コスト低減とリスクに関する何らかのアナリシスが必要か？一部に不安材

料あり。熱交換器の着想問題、充填ホースからの漏えい問題など課題がる。

更なる過酷な条件下での様々な影響を考慮すべきである。 
● 動的解析モデルによる検討結果に蓄圧器の温度が明示的に示されていない

のは問題である。環境温度の許容範囲はどうなのか、充填時の温度変化は無

視できるのかなど、詳細な考察が必要である。1 年間ノーメンテナンスの見
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通しを得たというが、判定手段が亀裂や磨耗の目視では信頼性が不足してい

る。故障予知技術として挙げられている異物の FTIR 解析は、例示のものと

してハイレベルとは言えない。複数の技術を連結した時に、ある段階で起っ

た故障の原因が上流のどこにあったか、直ちに推定できるような、統合され

た予知技術を開発すべきである。 
 
〈その他の意見〉 
・ 設計段階で利用できる動的シミュレーションプログラムは、極めて有効であ

ると考える。今後、どの程度公開されるのかあるいは計算機コードとして有

料使用になるのか興味あるところである。 
・ 目標値までのコストダウンの寄与率を技術面と経済面で比較すると後者の

ほうが大きいという結果は衝撃的である。経済面の寄与はいわば贅肉と言う

べきものであり、これを明確化したのは前進と言えるが、中間の成果に加え

るべきものとは考えられない。開発に着手した瞬間、あるいはその前からわ

かっていたことだ、というそしりを受ける可能性もある。着手時のコストを、

(A)「贅肉」こみ、(B) 「贅肉」なしの二通りで表示し、(B)からの進歩を成

果として公表するほうが良い。 
・ もし、70MPa 充填対応ステーションが合理的であるのであれば、このシス

テムが、世界標準となるような活動をしてほしい。小生は、液体水素を利用

したシステムも低コストステーションとして比較検討の対象として検討す

る価値があると思う。 
 



２）実用化、事業化の見通しに関する評価 
実用化に向けて、それぞれ着実に進行していると評価する。特に、目標値ま

でのコストダウンが技術的に可能という結果が得られた点は特筆できる。本課

題の成果は、実質的な水素エネルギー適用元年となるであろう 2015 年の普及開

始につながる成果を達成しつつあり、大いに期待できる。基準作りが同時に進

む興味ある事例であるが、実用化に向けた課題も明確で概ね道筋も完成してい

る。 
一方では、これを実際に市場に導入する際に水素貯蔵量による立地規制から、

どのような区域に立地可能なのか、ガソリスタンドと同等のユーザー利便性を

得るために、立地制限を受けないようにする為に必要な安全技術開発等がある

のかないのかを示してほしい。また、実用化に必要な個別機器の耐久性の実証

がまだ不足している。そして、この技術が完成した暁には、ユーザーは水素を

いくらで購入できるかの試算を提示することも必要である。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 目標値までのコストダウンが技術的に可能という結果が得られた点は特筆

できる。 
○ 事業化を踏まえた実用化研究が精力的に推進されており、総じて実用化が可

能な印象を受ける。 
○ この 3 年間の開発で、成果の実用化可能性は見えてきたと思われる。産官学

体制で、進めたことは良いことである。欲を言えば全体システム特にハード

分野にも大学が噛んでゆけたらよかったのではないか。理由：これから社会

に出る学生がハード開発に携わることは、重要なことである。 
○ 本課題の成果は、実質的な水素エネルギー適用元年となるであろう 2015 年

の普及開始につながる成果を達成しつつあり、大いに期待される。開発と実

証、基準作りが同時に進む興味ある事例であるが、実用化に向けた課題も明

確で概ね道筋も完成している。 
○ 実用化に向けて、それぞれ着実に進行していると評価する。ただし、水素ス

テーションシステムの実用化を議論する際には、水素は二次エネルギーであ

ることに留意して、水素製造から供給あるいは利用までのエネルギー収支の

視点での評価も必要である。 
○ 2015 年の設定条件に対して設計・システム検討するプロジェクトとしてコ

ストのめど、運用実績、課題の抜き出しを評価できる。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 普及開始時期の初期の水素ステーションの姿が技術、コストの観点では見え
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てきたが、これを実際に市場に導入する際に水素貯蔵量による立地規制から、

どのような区域に立地可能なのか、ガソリスタンドと同等のユーザー利便性

を得るために、立地制限を受けないようにする為に必要な安全技術開発等が

あるのかないのかを示してほしい。また、FCCJ シナリオに有る 2015 年、

2000 台/ST の場合、即ち商用ベースに移行していく水素ステーションを考

慮した場合、更に必要となる技術開発があるのか、ステーションコストはど

の程度になるのか等、課題を示してほしい。 
● やはり何度も指摘するように安全安心に対するリスクのコスト低減による

増大はトレードオフの形で存在する。この評価が必要。事業化においては特

に厳しいといわれる我が国の規制と、信頼性を確保した上でのこの緩和が経

済性、国際競争力の面で必要となるか？70MPa なのか 35MPa なのかは、

FCV 車両側の標準化とも関連するので早期の規格化が望ましい。自動車工

業会などの意見も重要。 
● プレクールによる氷結の問題が見つかったのはある意味で成果であるが、水

素中の水分の問題は既に高松ステーションで検討済みだったはずである。実

験に用いた水素の品位の問題なのか、システム上の問題なのか、今後詰めて

いく際、従来の知見を最大限活用すべきである。ホース水素漏れの原因解析

が典型例であるが、故障の犯人探しをして部分最適の道を選ぶことにならな

いよう、トータルシステムとして完成させることを期待する。 
● 事業化までのシナリオは、このまま行けばできると踏んでいるかもしれない

が、申し訳ないが、小生はイメージが湧いてこなかった。 
● 実用化に必要な個別機器の耐久性の実証がまだ不足している。 
● 事業化へのシナリオが受け身に見えがちで、国際標準化・CE マーキングへ

の検討などより積極的に実施してほしい。 
 
〈その他の意見〉 
・ このことが完成した暁には、ユーザーは水素をいくらで購入できるかの試算

を提示するともっとわかりやすくなると思う。 
・ 成果を導入、実施する適用用途の汎用性も、より広い水素供給ニーズ開拓と

ともに重視する必要があろう。 
・ 加工性が SUS316L と同等以上のものが見つかったのかどうか、「示唆」と

いう表現では判定できない。何回テストして何回同等で何回それ以上だった

のか、具体的に成果報告すべきである。 
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３）今後に対する提言 
我が国のエネルギー供給安全保障や CO2 エミッション削減等から、課題の緊

急性が極めて高い。70MPa 級の水素インフラ全体としての FS を行い、運転効

率、コスト、耐久性、安全性等の指針を与える必要がある。70MPa なのか 35MPa
なのかは、FCV 車両側の標準化とも関連するので早期の規格化が望ましい。 
また、最終年度までには、2015 年にユーザー数 2000 台の商用ベースに移行

していく水素ステーションを考慮した場合に、更に必要となる技術開発がある

のか、ステーションコストはどの程度になるのか等、課題を示してほしい。さ

らに、耐久性の判定手段として使用するセンサーの種類・使用法の開示、事業

化されたときの状況想定、欧米での実施状況を視察するなどして、ノーメンテ

ナンス適用可能性についての完成度の高い結論を導いて欲しい。 
さらに、水素の供給源の見通しを明確にし、水素をステーションまで運搬す

るのか、ステーションで水素を発生させるのか、開発のターゲットをもっと絞

り込むべきである。運用による課題抽出、先行地域との事例比較など客観的評

価も必要であり、オフサイト方式に移行した時のスタンドの汎用性についても

考慮してほしい。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術、35MPa 級水素

ガス充填対応ステーション機器システム技術、液体水素充填対応ステーショ

ン技術のそれぞれが、いくらの水素をユーザーに供給できるか、この研究開

発完成の暁には試算していただくと良いと思う。 
・ 我が国のエネルギー供給安全保障や CO2 エミッション削減等から、課題の

緊急性が極めて高い。残された課題を解決しつつ、前進あるのみ。 
・ 70MPa 級の水素インフラ全体としての FS を行い、運転効率、コスト、耐

久性、安全性等の指針を与える必要がある。 
・ 運用による課題抽出、先行地域との事例比較など客観的評価も必要。オフサ

イト方式に移行した時のスタンドの汎用性についても考慮されたし。 
・ ホースやシールの漏れ、即ち安全に関する情報は、JHFC やその他の水素ス

テーションにも情報が即展開され、対応の水平展開をすべきである。また

NEDO がそういった指導をすべきである。最終年度では、FCCJ シナリオ

に有る 2015 年、2000 台/ST の場合、即ち商用ベースに移行していく水素ス

テーションを考慮した場合、更に必要となる技術開発があるのか、ステーシ

ョンコストはどの程度になるのか等、課題を示してほしい。 
・ 1 年間ノーメンテナンスの達成は必須の課題である。見通しを得たという自

己評価であるが、判定手段としてどのようなセンサーをどう使ったか、開示
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されていない。事業化されたときの状況を想定したり、欧米での実施状況を

視察するなどして、完成度の高い結論を導いて欲しい。 
・ 現状の研究開発の進捗はかなり評価できる水準にあると考えられ、最終目標

に向けてのみならず、トータルなシステムとして実用化への次のステップに

いかに結び付けていくかを十分考慮して欲しい。 
 
〈その他の意見〉 
・ 一般市民の水素エネルギーに対するコンセンサスを得るには、説得力のある

成功事例の公開や技術の見える化を進めたうえで、戦略的な宣伝が必要。 
・ 産官学で研究開発を行っているが、もう少し大学がハードの面にふみ込んだ

研究開発をしてゆくことが重要であると思う。そうでないと本当のエンジニ

アが育たない。 
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２．２ システム技術開発 
② 車載等水素貯蔵／輸送容器システム技術に関する研究開発 

 
１）成果に関する評価 
車載用水素タンクとしては、水素吸蔵合金（MH）との組み合わせによるハイ

ブリッド貯蔵容器や 70MPa 高圧水素容器が最も実用化に近いとされており、そ

のための要素技術をはじめ、実用化に向けた技術開発を行うことは重要である。 
より低圧で車載水素量を増やす試みとして、中間目標値を超える性能のハイ

ブリッド貯蔵タンクの開発に成功したことは評価できる。 
ただし、水素吸蔵材料に関しては、基礎研究として可能性を示すことが出来

ても実証や最終目標へのアプローチはかなり困難な状況であろう。特に耐久性

や材料コストに対しては何らかのブレークスルーが必要である。車載用とした

場合、貯蔵密度や充填速度の目標だけではなく、低温時の起動を含め温水回し

等のシステムが成立するのか等十分な検討が必要である。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 水素吸蔵量と圧力損失係数に相関を認めたことは評価できる。合金の熱処理

で水素容量アップが認められた点も進歩点である。 
○ MH を利用したハイブリッド水素貯蔵タンク（貯蔵圧力 35MPa）で 70MPa

軽量高圧水素タンクをシステム重量、容積で優れた水素貯蔵システムの挑戦

は、素晴らしい。世界一の技術ができればよいと思う。 
○ 車載用水素タンクとしては、ハイブリッド貯蔵容器や 70MPa 高圧水素容器

が最も実用化に近いとされており、そのための要素技術をはじめ、実用化に

向けた技術開発を行うことは重要である。中間目標の達成度としては概ね良

好である。 
○ 中間目標値については、体積貯蔵密度、重量貯蔵密度を達成している。 
○ 中間目標はおおむね達成されており、順調に推移しているように見受けられ

る。 
○ 中間目標値を超える性能のハイブリッド貯蔵タンクの開発に成功したこと

は評価できる。 
○ 車載用のタンクは、高圧化のみでは水素の圧縮係数（理想気体からのずれ）

と強度維持のための重量化から目標を達成できず、MH と高圧両方による複

合化によって達成できることが判明、MH の新規材料開発には不安を残すも

のの、十分な成果が得られていると考えられる。参加企業および大学が目標

に向かって互いに協力を惜しむことなく、開発を遂行中である。 
○ 水素吸蔵合金との組み合わせによるハイブリット容器の開発は、より低圧で
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車載水素量を増やす試みとして、可能性を探る興味の深い開発である。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 現在、水素吸蔵合金が十分な性能を有するものが無いために、ハイブリット

容器の目標を達成するには至っていない状況で、2025 年まで開発継続を提

案しているが、車載用とした場合、貯蔵密度や充填速度の目標だけではなく、

低温時の起動を含め温水回し等のシステムが成立するのか等十分な検討が

され、開発継続すべき価値があることを明示すべきである。 
● 水素吸蔵量と圧力損失係数の間の相関が容器形状にどのように依存するか、

熱伝導率とのトレードオフをどう克服するか、研究の筋道が見えない。 
● 自動車は、動力源や燃料貯蔵容器の重量が重いことは、燃費上大変問題であ

る。また、そのコストも多量普及の点から問題となる。70MPa 軽量高圧水

素タンクの性能（重量上、容積上）を上回る性能が得られても、充填時には

貯蔵タンクを冷却する必要があるし、極低温下での使用時、放出時間がかか

ることは、MH 貯蔵の欠点でもある。加えて、MH が水素を吸蔵・放出する

時、MH の体積変化により MH カートリッジが変形し、金属疲労も受ける。

車載を考えると難しいと思われる。 
● 耐久性の実証はこれからであり、本当に実用化に至るのか不明。 
● MH 吸蔵材料に関しては、依然材料研究の原理原則に関する議論にとどまっ

ているように思う。従って、基礎研究として評価されても（つまり可能性を

示すことが出来ても）実証や最終目標へのアプローチはかなり困難な状況で

あろう。特に耐久性や材料コストに対しては何らかのブレークスルーが必要

である。 
● ハイブリッド貯蔵容器では、水素吸蔵合金の貯蔵性能を如何に上げるかと、

熱伝導を含めたエンジニアリングや耐久性に懸かっている。最終目標達成の

ためにも BCC 相及び BCC+C14 相合金でのより一層の高性能化を望む。 
● 車載の場合、体積、重量のみならずタンク形状の自由度や保存効率が求めら

れるが、本技術は万能を求めるより最大有利点を明確にした開発が必要と思

われる。 
 
〈その他の意見〉 
・ Ti-V-Mn 系に量産のメドをつけたことは評価できるが、合金自身は新規なも

のではない。細かい水素容量アップよりは大幅なコストダウンのほうが重要

となる可能性が大きいので、V のかわりに思い切ってフェロバナジンを用い、

これをベースに組成を最適化するほうが意義深いのではないか。 
・ 熱交換器のシミュレーションコードの確立と精度向上は極めて重要である
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と考える。 
・ 車載に限定せず定置用（オンサイト水素貯蔵）や船舶などを含めて評価する

場合に技術的成果が表面化しやすくなる。NEDO の中で吸蔵合金へのウェ

イトが変化しているならば反映する必要あり。 



２）実用化、事業化の見通しに関する評価 
MH 合金を格納する MH カートリッジについての要素技術および MH 合金の

開発が進んでいることは評価できる。従って、競合する複合容器との比較にお

いて、実用化のためには高性能な MH 合金の開発が鍵となる。 
ただし、今回開発している Ti-V-Mn 水素貯蔵合金に使われているバナジウム

は、地球上では戦略物質となっているため、安価で多量に生産する自動車用と

しては、使用に心配がある。さらに、世界の大勢が 70MPa の充填圧力の水素ス

テーションの開発に向かっている中で、35MPa の充填圧力のハイブリッド貯蔵

タンクが本当に実用化されるのか不透明である。 
実用化のためには、水素吸蔵にともなう圧密化の回避や、これと連動する圧

力損失上昇と熱伝導率上昇のトレードオフの克服が必要と考えられる。 
 
〈肯定的意見〉 
○ ハイブリッド水素貯蔵容器は、水素吸蔵合金の高い体積貯蔵密度と高圧容器

の高重量貯蔵密度を生かした貯蔵方式で、実用化の可能性が高い貯蔵システ

ムとして期待される。 
○ システム目標値に近い成果。 
○ 本課題の成果は、水素供給のユーザー側である FCV 車両の標準化にも影響

を持つ可能性があると評価したい。また、スタンドにおける供給圧力につい

ても同様である。MH 側の開発を急ぎ、強力に推し進める必要性はあるもの

の、実用化に向けた課題も明確で概ね道筋も完成している。 
○ 熱処理不要アルミの着想は良い。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● MH 合金を格納する MH カートリッジについての要素技術および MH 合金

の開発が進んでいることは評価できる。しかし、競合する複合容器との比較

において、実用化のためには高性能な MH 合金の開発が鍵となる。 
● 世界の大勢が 70MPa の充填圧力の水素ステーションの開発に向かっている

中で、35MPa の充填圧力のハイブリッド貯蔵タンクが本当に実用化される

のか不透明。 
● やはり問題は MH であって、NEDO の目標値が極めて高いのではないかと

言わざるを得ない。現状では、実験室的な基礎研究で可能性のみを言及する

ことになろう。システムとしての実用化はかなり難しいと思う。ロードマッ

プ等の変更がともなうのではなかろうか？ 
● 目標未達であるため、実施者が 2025 年まで開発継続を提案しているが、車

載ハイブリッド容器システムで車トータルの性能機能が成立する見通しを

1-27 
 



十分検討した上で、開発継続を判断する必要が有る。 
● 微粉化の問題を避けるためにシート状に加工するという着想が示されたが、

水素容量を上げるための熱処理と両立するのかどうか。いちど容量が上がっ

てもそれが繰り返しとともに低下することは無いのか。実際のデータによる

回答を急ぐべきである。 
● MH 合金として使われているバナジウムは、地球上では戦略物質となってい

る。よって、社会情勢に振られてしまう可能性がある。よって、安価で多量

に生産する自動車用としては、今回開発している Ti-V-Mn 水素貯蔵合金の

使用に、心配がある。 
● ハイブリッドタンクは現状では選択肢の一つである。それに適合できる合金

系の開発のほか、合金系に限らず広く他の材料系を探索することも必要と考

える。 
● 車載時の熱媒体が具体的検討なされておらずシステムとして検討を要する。

コストの中間目標から最終目標にむけての根拠が不明瞭。 
 
〈その他の意見〉 
・ 特に材料関連の開発では、他の NEDO 事業や国際的な成果との連携も視野

に入れるべき。 
・ 実用化のためには、水素吸蔵にともなう圧密化の回避や、これと連動する圧

力損失上昇と熱伝導率上昇のトレードオフの克服が必要と考えられる。たと

えばカーボン材料の添加によってこの問題を解決するといったトライアル

を今のうちに開始しておくべきではないか。将来の市場規模を考えると、今

のうちからアルミメーカーを巻き込み、既存品より優れた熱処理不要アルミ

を開発しておくべきではないか。そのための材料評価技術の確立を望む。 
・ 体積貯蔵密度が最大の特徴であり、定置、スマートグリットなど車載以外で

効果的。車載とする場合 70MPa タンクとの比較優位。 
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３）今後に対する提言 
車載ハイブリッド容器システムに関しては、車トータルの性能機能が成立す

る見通しを十分検討した上で、開発継続を判断する必要が有る。そして、最終

目標の達成には、水素吸蔵合金の高容量化も必要条件であることから、本技術

が早期（2015 年）の実用化に間に合うのか再評価し、プロジェクトの位置付け

を再検討する必要がある。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ 先の課題と同様であるが、我が国のエネルギー供給安全保障や CO2 エミッ

ション削減等から、課題の緊急性が極めて高い。残された課題を解決しつつ、

前進あるのみ。 
・ 今後とも、実用化を目指して、技術課題の解決に取り組んで欲しい。 
・ まずは、車載ハイブリッド容器システムで車トータルの性能機能が成立する

見通しを十分検討した上で、開発継続を判断する必要が有る。そして、開発

継続する価値があるならば、目標未達の主たる原因である水素吸蔵合金の性

能が見えた時点で、再開発とすることでも良いのではないか。 
・ 欧米では 70MPa 高圧容器が主流となっているが、35MPa ハイブリッド容

器や高容量水素貯蔵材を用いた貯蔵技術を世界に先駆けて開発し貯蔵分野

でのイニシアチブが取れることを期待する。 
・ 今後の課題が見えていないなど、車載にとらわれた開発が整合しなくなって

いるのであれば、見直すか特長を生かした目標設定が必要。 
・ 水素容器システムとして本当に車載用として意味があるのか、小生は疑問で

ある。 
・ 本技術が早期（2015 年）の実用化に間に合うのか再評価し、プロジェクト

の位置付けを再検討する必要がある。 
・ 遷移金属水素吸蔵合金に強みを有する事業者が研究を進めていることは承

知しているが、35 MPa のハイブリッドタンクの中で用いるのであれば、遷

移金属アラネートのような新規錯体系水素貯蔵材料のほうが目的に合う可

能性が大きい。水素吸蔵合金を用いるという当初計画を変更してでも錯体系

に転ずるべきではないか。 
 
〈その他の意見〉 
・ 材料開発につては、技術ロードマップの再検討が必要。 
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２．３ 要素技術開発 ① 水素製造機器要素技術に関する研究開発 
①-1 水素分離型リフォーマーの高耐久性・低コスト化研究開発 
①-2 水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発 
①-3 CO2 膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

 
１）成果に関する評価 
全体として概ね中間目標を達成しており、今後の道筋も明確である。世界的

に見ても技術水準は高く、国際競争力も獲得していると考えられる。水素ステ

ーション用水素製造技術は水素インフラ構築のために必須の技術であり、水素

スタンド整備に向け着実に成果が得られている。特に、水素分離型リフォーマ

ーで目標を上回る耐久性が実証されたこと、および水素製造装置の高性能化・

低コスト化・コンパクト化に関する研究で、改質器のサイズの大幅な小型化に

成功したことは評価できる。 
一方では、水素発生装置においてスケールアップした場合に、現検証機から

のアナロジーが成立するかどうか、今後、シミュレーションなどによる検証が

必要である。 
また、水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化は、改質器の小

型化に成功するなど成果がありながら特許出願がされていないのは問題であ

る。CO2 膜分離法を用いた水素製造改質システムについては、技術内容の開示

が不十分である。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 3 つのテーマを総括的に評価することは難しいが、中間目標は概ね達成され

ており、順調に推移しているように見受けられる。 
○ ①-1 水素分離型リフォーマーは改良膜の開発、および耐久試験が高水準で成

果を上げている。積極的な特許出願も評価。①-2 水素製造装置は商用機とし

ての初期水準(効率･小型化)は満たされた。①-3 改質システムの開発は各年

段階的に性能向上している。 
○ 水素ステーション用水素製造技術は水素インフラ構築のために必須の技術

であり、水素スタンド整備に向け着実に成果が得られている。 
○ 水素分離型リフォーマーは、フィージビリティ確認段階のものと次世代のも

のとが整合性よく計画されており、着実に進展していて安心感がある。 
○ 将来は化石燃料によらない水素製造にすることが必須であるが、化石燃料か

らの移行期間では、化石燃料から水素製造する製造装置の高性能化、低コス

ト化、コンパクト化に関する研究は必要である。中間目標の達成度、成果の

意義、成果の最終目標の達成可能性の点では、概して問題がないと思われる。 
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○ 水素分離型リフォーマーで目標を上回る耐久性が実証されたことは評価で

きる。また、水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する

研究では、改質器のサイズの大幅な小型化に成功したことは評価できる。 
○ 1. 水素分離型リフォーマーの高耐久性・低コスト化研究開発：中間評価   

項目である耐久性、起動時間共に達成或いは達成が見込まれている。 
2. 水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発：

改質器、PSA ともサイズダウンと性能目標を概ね達成し、50Nm3/ｈ試作機

製作に至っている。 
3. CO2 膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発：目標を達成し、

CO 転化率の高く PSA への依存度を下げられる要素技術が得られた。 
○ 全体として概ね中間目標を達成しており、今後の道筋も明確である。世界的

に見ても技術水準は高く、国際競争力も獲得していると考えられる。最終目

標も達成できる見通しがついている。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化および CO2 膜分離法

を用いた水素製造改質システムは、技術内容の開示が不十分である。 
● 水素製造装置については三つのテーマで実施しているが、それぞれの意義や

必然性がどこにあるのかを説明する必要がある。 
● ①-1 水素分離型リフォーマーはパラジウム膜などコストに課題。①-2 水素

製造装置は改質器の小型化に成功するなど成果がありながら特許出願が 0
とは理解しがたい。①-3 改質システムの開発は反応機サイズを大型化してい

くことが必要。 
● ①－1 触媒一体化モジュールにおいてリークの発生を見ているが、的確な対

応によって原因究明も速やかになされている。水素発生装置においては、収

率の改善と PSA を中心とした小型化実現に可能性を見出しているがスケー

ルアップした場合に、現検証機からのアナロジーが成立するかどうか不安材

料もある。特にコストの面と真空ポンプの追加設置が気になる。 
● ①-2 について、特許出願されていないのが気になる。 
 
〈その他の意見〉 
・ ①-3 改質システムの開発は多くの機関が連携する相乗効果に期待したい。 
・ 開発中に知的財産権等の取得及び標準化を進めることができるものは、実施

することも必要と思うが、事業終了までに実施すればよいと思う。成果の普

及は特許を出してから行わないと問題なのでここで評価するべきものでは

ないと思う。 
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・ 水素純度の確保（水素精製）は PSA が最有力として採用されているが、他

方式との比較、特にコスト面（ランニングも含んだ）に踏み込んだ優位性は？ 
・ テーマ（①-2）では、成果の普及・還元という意味からも積極的に特許出願、

論文、講演等の発表をお願いしたい。 
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２）実用化、事業化の見通しに関する評価 
安全性を担保したうえでの低コスト化を実現して、早期の事業化を目指して

欲しい。加えて、本成果の汎用性、より広い応用への波及効果に期待したい。

水素分離型リフォーマーにおいて、分散型水素製造としては世界初の CO2 回収

が実証されており、波及効果が大きい。今後は触媒一体型モジュールの性能向

上に期待したい。 
水素製造機器要素技術に関する 3 種類の研究開発が並行して進められている

が、それぞれの技術の実用化までに要する期間がまちまちであり、早期の実用

化のストーリーが明確ではない。水素分離型リフォーマー、および水素製造装

置の高性能化については、これまでの NEDO の他のプロジェクトにおいても活

発に行なわれており、それらの成果を十分に取り入れた研究開発が望まれる。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 要素技術の確立、小型試作機による実証と課題の抽出と、確実にステップア

ップしてきており、今後２年の事業期間で実用可能性の検証はもちろんのこ

と事業化のシナリオを具体化できるレベルになると思われる。 
○ 水素分離型リフォーマーにおいて、分散型水素製造としては世界初の CO2

回収が実証されており、波及効果が大きい。CO2 膜分離法を用いた水素製

造改質システムという着想を開示したという点は、今後の研究開発を誘発す

るという意味で波及効果を有している。 
○ 問題も明らかになっているので、実用化、事業化の見通は、十分ある。 
○ ①-3 については、新規な試みであり、最終年度での目標達成にかかわらず、

実用化に向けたさらなる進展を期待したい。 
○ やはり安全性を担保したうえでの低コスト化を実現して、早期の事業化を目

指して欲しい。加えて、本成果の汎用性、より広い応用への波及効果に期待

したい。この成果は、モビリティーへの水素供給にとどまらず、より広範な

水素エネルギーの面的利用拡大にも寄与できるものと思う。また他の用途

（化学工業等）での水素製造にも、適用可能である。 
○ それぞれのテーマが着実に実用化へ向けて進捗している印象を受けた。 
○ ①-1 水素分離型リフォーマーの今後は触媒一体型モジュールの性能向上に

期待。また世界に誇る技術としてより高みを目指されたい。①-2 水素製造装

置は投資的 PJ には有効。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● ①-2 水素製造装置は実証事業で長時間試験などの実績を期待する。商用機と

しての連続運転、PSA コストの低減が課題。①-3 改質システムの開発は基
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礎的評価段階。 
● CO2 膜分離法を用いた水素製造改質システムについては、技術内容が不明

であるため肯定的な評価ができない。 
● ３種類の水素製造技術の研究開発が並行して進められているが、それぞれの

技術の実用化までに要する期間がまちまちであり、早期の実用化のストーリ

ーが明確ではない。 
● ①-1 と①-2 については、NEDO の他のプロジェクトにおいても活発に行な

われており、それらの成果を十分に取り入れた研究開発が望まれる。 
● 特にないが、収率のさらなる改善。高効率化が重要であろう。 
● FCV のための水素製造では、実用化のためには水素純度は重要で高純度な

製造技術開発を望む。 
 
〈その他の意見〉 
・ 実用化、事業化の見通しについての評価項目は、現時点では判断が難しい。

概して提案時に描いたストーリーが達成されると思う。万一、そうならなく

ても判っていることを行っているわけでもないので、大きな波及効果が得ら

れると思っている。 
・ 水素製造における CO2 排出は、その後の再生可能エネルギーとしての H2

に疑惑の念を抱かせることとなろう。この点をどのように説明するか。上記

の事柄は、この問題に反映されるが。 
・ 水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化は、自社の水素製造装

置のラインナップの拡充でしかない印象を与える。オンサイトステーション

にもオフサイトステーションに準ずるコスト目標が課された場合を想定し

て、技術内用を開示し、技術課題をオープンにすることを望む。 
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３）今後に対する提言 
技術活用の拡大のためにも、更なる技術の高度化に期待するが、水素製造の

ためのCO2エミッションは極力避けるべきで、LCAを用いた評価も必要である。 
水素スタンドを含めた水素インフラ全体としての FS を行い、効率、コスト、

大きさ等の指針を与えて、水素製造装置の開発目標に反映させるべきである。

水素製造機器要素技術に関する 3 つの研究開発では、小型試作機については、

システム規模(40、50、10Nm3/ｈ)がさまざまであるため、その性能を横並びす

る等の指導を願いたい。そうすれば、将来、容易にテーマの合体、組合せ技術

の成果が予測でき、NEDO ならではの開発マネジメントの特長として打ち出せ

るのではないか。 
また、早期の実用化に耐える技術を選別し、重点投資すべきで、より実用化

が遠い技術については、長期スパンの研究開発に位置付けを変えるべきである。 
さらに、この成果は、モビリティーへの水素供給にとどまらず、より広範な

水素エネルギーの面的利用拡大にも寄与できる。また他の用途（化学工業等）

での水素製造にも、適用可能である。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ 粛々と、開発を行ってほしい。化石燃料を原材料とするものばかりではなく、

自然エネルギーを利用した安価な水素製造にも人・もの・金を投入すべきで

ある。 
・ 今後も、実用化を目指して、技術課題の解決に取り組んで欲しい。 
・ 水素分離型リフォーマーからの水素を精製してFCの仕様に合せるステージ

についても情報を発信してほしい。PSA でいいのか、もう一段の膜分離を

行うのか。特に後者の情報を発信し、プロジェクトを大きく展開させること

を期待する。 
・ 水素スタンドを含めた水素インフラ全体としての FS を行い、効率、コスト、

大きさ等の指針を与える必要がある。これを水素製造装置の開発目標に反映

させるべきである。 
・ ①-1 水素分離型リフォーマーは全体プロジェクト管理としては技術面の成

果、課題の抜き出しは具体的に進展している。特許等の技術成果を生かしト

ップランナーとなりうる開発を期待する。①-2 海外の PJ など為替を含めた

コスト競争力の検討をされたし。 
・ 水素製造機器要素技術に関する研究開発では三つのテーマが紹介されたが、

要素技術は別として、小型試作機については、40Nm3/ｈ、50Nm3/ｈ、

10Nm3/ｈと、さまざまである。その性能を横並びする等の指導を願いたい。

将来、容易にテーマの合体、組合せ技術の成果が予測でき、NEDO ならで
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はの開発マネジメントの特長として打ち出せるのではないか。 
・ 早期の実用化に耐える技術を選別し、重点投資すべき。より実用化が遠い技

術については、長期スパンの研究開発に位置付けを変えるべき。 
・ 技術活用の拡大のためにも、更なる技術の高度化に期待する。先にも述べた

が、水素製造のための CO2 エミッションは極力避けるべきで、LCA を用い

た評価が必要ではないか？ 
 
〈その他の意見〉 
・ 水素分離型リフォーマー、水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパク

ト化および CO2 膜分離法を用いた水素製造改質システムの 3 者を一体のも

のとして評価するのには無理がある。特に、CO2 膜分離法を用いた水素製

造改質システムは、着想自身は革新的であるが、材料的な裏づけがないと空

想に終わる危険もはらんでいる。未踏革新は国の領域であるが、そのための

マネジメントの開発自身も今後の課題と言えよう。 
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２．４ 要素技術開発 ②水素貯蔵材料・水素貯蔵/輸送機器要素技術に関する

研究開発 
②-1 ホウ素系水素貯蔵材料の開発 
②-2 ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発 

 
１）成果に関する評価 
いずれのテーマにおいても貯蔵の目標値にはまだ達していないが、高容量の

水素貯蔵材料開発のためにチャレンジングな技術開発が行われていると評価で

きる。その中で、ホウ素系水素貯蔵材料において、再吸蔵可能な材料の開発指

針が明確化されたのは特筆できる。複錯陰イオンという物質群に目を向けた着

想も秀逸である。ホウ素系水素貯蔵材料およびラーベス構造を有した高容量水

素吸蔵合金の両者において、最新の解析技術の動員が進んでいる。 
このように、ホウ素系、ラーベス合金ともに、基礎的な知見の集積が進んで

いるが、目標達成には困難が予想される。実用レベルに至るまでには、反応速

度の大幅な改善、反応温度の低下を図らねばならない。 
貯蔵材料として合金系、無機系、有機系、炭素系などがあるが、今回のホウ

素系やラーベス系合金が取り上げられる必然性がどこにあるのかをもっと明ら

かにする必要がある。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 合金開発には、材料設計、合成、評価・解析を三位一体で実施することを行

い効率よく開発をすることが大事であるということからこれらの開発は、そ

の良い例となる。 
○ ホウ素系水素貯蔵材料において、再吸蔵可能な材料の開発指針が明確化され

たのは特筆できる。複錯陰イオンという物質群に目を向けた着想も秀逸であ

る。ホウ素系水素貯蔵材料およびラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金

の両者において、最新の解析技術の動員が進んでいる。 
○ 1. ホウ素系水素貯蔵材料の開発：設定した中間目標は概ね達成レベルに有

る。2. ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発：設定した中間目

標は達成レベルにない。 
○ いずれのテーマにおいても貯蔵の目標値にはまだ達していないが、貯蔵技術

の確立は水素エネルギーシステムの中で最重要課題として位置づけられる。

高容量な水素貯蔵材料開発のためにチャレンジングな技術開発が行われて

いると評価できる。 
○ 両者とも吸蔵量に関しては、中間目標、最終目標を満足する可能性を示唆す

るに留まっている。今後の進展に期待するところ大である。 
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〈問題点・改善すべき点〉 
● ホウ素系、ラーベス合金ともに、基礎的な知見の集積が進んでいるが、目標

達成には困難が予想される。②-2 について、特許出願されていないのが気に

なる。 
● ラーベス構造金属の水素含有が小さい理由、低温で吸蔵・放出する理由を解

明してそれを新たな水素吸蔵合金開発に生かすとしているが、車載するため

には、軽量、小型でなくてはならない。水素含有が小さい理由が判ったとし

て、それにより水素含有率を大きくすることが判る保証はないのではないか。 
● 実用レベルに至るまでには、反応速度の大幅な改善、反応温度の低下を図ら

ねばならない。また 2 段プラトーによる吸蔵、放出過程の複雑化も阻害要因

となろう。先にも述べたとおり、NEDO の目標値が極めて高いのではない

かと言わざるを得ない。現状では、実験室的な基礎研究で可能性のみを言及

することになろう。システムとしての実用化はかなり難しいと思う。ロード

マップ等の変更がともなうのではなかろうか？ 
● 個別の実施項目としてはある程度の成果も上がっているが、問題はこれらの

研究成果をもとに、さらに最終目標（６wt%、水素放出 150℃以下）に繋が

るように如何に研究を推進していくことができるかである。 
● ホウ素系水素貯蔵材料において、たとえばカルシウムのホウ水素化物が可逆

的に水素を出し入れしないことを、理論計算で示したという。理論計算は予

言や設計のために使うべきであり、できない理由の説明には用いないほうが

良いのではないか。何かを添加するとか、特別な中間相へ誘導するプロセス

条件を提案するとか、そういう方向を期待する。ラーベス構造を有した高容

量水素吸蔵合金において、最新の解析技術によって得られた知見が必ずしも

実用合金の提案に結びついていない点に不満がある。達成すべき目標が高す

ぎる点は認めるが、達成すると宣言した以上、設計指針の提示に留まらず実

現可能性まで踏み込むべきである。 
● まだ基礎研究段階の成果であり、開発に要した費用が妥当か疑問。 
● どちらのテーマも開発が遅れている部分（150℃の水素放出温度、6wt．％

級の再水素吸蔵）について、今後の具体的な対応策が明示されていない。 
 
〈その他の意見〉 
・ 貯蔵材料として合金系、無機系、有機系、炭素系などがあるが、今回のホウ

素系やラーベス系合金が取り上げられる必然性がどこにあるのかをもっと

明らかにする必要がある。 
・ コスト、耐久性の面はさらに課題である。 
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２）実用化、事業化の見通しに関する評価 
現状では水素貯蔵材料の 2015 年頃の実用化は難しいと判断せざるを得ない

が、実現すればその分波及効果も大きい。 
しかしながら、実用化への指標として最も重要な 150℃の水素放出温度、6 

wt%級の再水素吸蔵の目標を同時に達成することができておらず、2015 年頃に

普及開始のインフラ技術確立を目指す本事業の目的と乖離が出てきている。ラ

ーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金において、候補合金の組成を見た瞬間

に 6 質量%の達成が不能というケースが多々見られる。設計指針が得られたとし

て、それをどう実用化と結びつけるのか、自らを厳しく問い詰める必要がある。

実用化を議論する段階には至っていない。 
 
〈肯定的意見〉 
○ ホウ素系水素貯蔵材料の設計手法および実験事実の蓄積は世界最高水準で

ある。ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金において、合成困難な合金

の製造技術が開発されたことは、今後の研究開発の持続の核ができた点で有

意義である。 
○ 基礎的研究であるので、十分やってほしい。 
○ 実験室的な知見であっても、10 数年間、3mass％を目標としていた MH 吸

蔵量を画期的に増大させたことは、大きな進展である。材料工学的な原理原

則をさらに堅固なものとし、実用化に近づける努力を期待したい。 
○ 現状では水素貯蔵材料の実用化は難しいと判断せざるを得ないが、実現すれ

ばその分波及効果も大きくこれまで多くの材料系の開発が推進されてきた

と理解する。あくまで貯蔵材料による貯蔵方式を追求し、今回の研究を通し

て新規な材料開発の可能性も含めて期待したい。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 実用化や事業化の議論を行えるレベルにはまだ到達しておらず、多様な水素

ガス供給に対応できる材料の探索や材料開発が課題である。今後の進捗状況

を見て材料系を整理する必要になると思われるが、実用化に向けてブレーク

スルーを期待したい。 
● 実用化への指標として最も重要な 150℃の水素放出温度、6wt．％級の再水

素吸蔵の目標が未達であり、2015 年頃を普及開始のインフラ技術確立を目

指す本事業の目的と乖離が出てきている。 
● ホウ素系については、「今後、さらなる温度低下、反応速度の大幅な改良の

ために、具体的に組成、添加物、および微細構造の最適化を行なう。」とあ

り、またラーベス合金についても、今後の種々の計画が予定されているが、
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いずれも、実用化のためのブレークスルーとなりうるか疑問が残る。 
● 先にも記述したが、特に材料関連の開発では、他の NEDO 事業や国際的な

成果との連携も視野に入れるべきであろう。 
● ハイブリッドタンクの内容物としてアラネート系材料が注目されている今、

ホウ素系水素貯蔵材料がどこまで対抗できるのか、あるいはアラネート系を

凌げるのか、今後解決すべき問題点とセットで今以上に情報開示することが

求められていると思う。ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金において、

候補合金の組成を見た瞬間に6質量%の達成が不能というケースが多々見ら

れる。設計指針が得られたとして、それをどう実用化と結びつけるのか、自

らを厳しく問い詰める必要がある。 
● 実用化を議論する段階には至っていない。 
● 実用化、事業化の見通しについての評価をする段階ではない。 
 
〈その他の意見〉 
・ 複合タンクへの採用に対しては時期をずらすことも視野に入れるべきであ

ろう。 
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３）今後に対する提言 
ホウ素系水素貯蔵材料及びラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金は、基

礎研究の段階であり、開発の位置づけを、「要素技術開発」から「次世代技術開

発」に変更すべきである。あるいは、水素貯蔵材料先端基盤研究事業へ移管す

ることを検討すべきではないか。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ 基礎研究の段階であり、開発の位置づけを、「要素技術開発」から「次世代

技術開発」に変更すべきである。 
・ 水素貯蔵法やその技術、また貯蔵材料については、今後、水素の利用技術の

展開の仕方によってすみ分けが必要になってくる。 
・ 水素吸蔵材料の研究開発を本事業で進めることが妥当とは思わない。かえっ

て水素吸蔵材料の研究開発を閉ざすことにならないとも限らないので、水素

貯蔵材料先端基盤研究事業へ移管することを、NEDO が検討すべきではな

いか。 
・ プロジェクトの実施によって明らかになった実用化の障害となる種々の問

題点について、困難ではあるが、地道に解決を図っていただきたい。 
・ ホウ素系水素貯蔵材料の従事者は、この分野の世界的なリーダーであること

に疑いの余地は無い。しかし、それだけに、アラネート系のような他の錯体

系水素貯蔵材料との比較にも踏み込み、貯蔵材料の全体図を関係者に示す役

割を果して欲しい。ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金と言うだけで、

WE-NET 時代と目標が変わっていない、と思われてしまう。どこに革新性

を盛り込むのか。たとえば、AB2H4 組成を脱却して AB2H8 組成を目指す、

と言えないのか。AB2H8 組成の達成は難度が高く、達成不能となる可能性

も高いが、150℃以下で 6 質量%という旗を掲げ続けるのなら、計画段階で

意味のある案を示さないと、関係者の関心を引き続けることはできない。 
・ せっかく基礎研究をしているので、十分やってほしい。 
・ 複合タンクにおいては、現状最も信頼性の高い MH をまずは採用し、その

後、本テーマの完成を待って採用する。2 段階での実用化が考えられよう。

ロードマップにおける事業化時機の修正は伴うことになろうが、現実的では

ないか？ 
 
〈その他の意見〉 
・ ホウ素系水素貯蔵材料およびラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の

両者をまとめて評価するというやりかたは、学術的な研究開発成果に大きな

差があるため、良いとは言えない。実用化、事業化から比較的遠いというく
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くりなら両者に共通点がある。学術的な研究開発成果を除いた、実用化およ

び／または事業化のための研究開発成果を「真水」で比較評価するというや

りかたもあり得るが、評価法の研究 (Research on research) が必要だとい

うことになる可能性がある。 
・ 粒子状のそれも化学反応を伴う水素吸蔵・放出であるので、粉体の有効熱伝

導率の確保も大きな問題である。実用化に当たっては、伝熱工学的な知見も

大きく成否に影響を持つと思われる。 
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２．５ 要素技術開発 ③水素ステーション機器要素技術に関する研究開発 
③-1 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 
③-2 70MPa 級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発 
③-3 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究

開発 
③-4 都市型コンパクト水素ステーションの研究開発 

 
１）成果に関する評価 
ディスペンサー（流量計）、大型複合蓄圧器、その他機器、及び都市型ステー

ションの 4 つのテーマにおいて、総じて中間目標値を達成し、プロトタイプ機

の設計製作、認証獲得等へ進展している。且つ、個々の要素についても、安全

性の担保と低コスト化に努力している。特に、水素ステーション設置のための

安全技術に関する研究成果は重要である。 
また、低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発で、

70MPa 用コリオリ型流量計開発の見通しを得られたことは、中間目標達成に対

して大変に希望が持てる。また、70MPa 級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器で

破裂圧力 300MPa 以上を達成した意義は大きい。 
ただし、ディスペンサーの開発について特許出願されていないのが気になる。

また、蓄圧器の開発では、80MPa での水素透過の実施検討が必要である。さら

に、水素ステーションにおける危険対策を施す重み付けをつけることが必要で

ある。 
水素ステーション機器要素技術の開発では、世界に先駆けて低コストの

70MPa 級充填対応ステーションを手がけているので、知的財産権等の取得及び

標準化を世界の中心になって進めてほしい。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 70MPa級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器で破裂圧力 300MPa以上を達成

した意義は大きい。鋼製蓄圧器との棲み分けまたは駆逐により、水素ステー

ションのコストダウンに大きく資すると期待できる。 
○ 70MPa 級水素ステーションに必要となるディスペンサー、流量計や調節弁、

高圧バルブ、蓄圧器等に係わる技術開発において着実な進展が見られる。ま

た、水素ステーション設置のための安全技術に関する研究成果は重要である。 
○ FCV の１充填走行距離延長のために、低コスト型 70MPa 級充填対応ステー

ションを安く作ることが必要である。中間達成目標に対して問題はないよう

に思われる。成果の意義としては、難しい 70MPa 用コレオリ型流量計開発

の見通しを得られたことは、大変に希望が持てる。 
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○ 4 つのテーマを総括的に評価することは難しいが、中間目標は概ね達成され

ており、順調に推移しているように見受けられる。 
○ ③-1 基礎評価の準備ができた。③-2 高圧・大型複合蓄圧機仕様のめどがつ

いた。③-3 低コスト化の FS を反映した計画と具体的な検証が進められて

いる。③-4 レイアウト、水素ガスへの安全対策の目標が達成された。 
○ いずれのテーマ、すなわちディスペンサー（流量計）、大型複合蓄圧器、そ

の他機器、都市型ステーションにおいて、総じて中間目標値を達成し、プロ

トタイプ機の設計製作、認証獲得等へ進展している。個々の要素についても、

安全性の担保と低コスト化に努力している。 
○ 1. 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発：さまざま

な改善改良にて目標を達成している。2. 70MPa 級水素ガス充填対応大型複

合蓄圧器の開発：製法に改良の余地があるものの中間目標は達成している。 

3. 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究

開発：主要な機器の開発並びにステーション全体構成の最適化を検討し、大

幅なコストダウンを達成、2015 年スタート仕様が明らかになってきた。4. 
都市型コンパクト水素ステーションの研究開発：安全性検証を着実に展開し

てほしい。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● ③-1 について、特許出願されていないのが気になる。 
● 都市部水素ステーションでは、コンパクトさと安全性を重視した開発が進ん

でいる。燃焼制御システムと反射圧低減壁、水素の不活性化に対して出来る

だけ早い時期に目途をつけて安全性の確保に貢献いただきたい。 
● 耐久性の実証が遅れており、早期の実用化が可能化どうか不透明。 
● 開発の目標値やターゲットが明確でなかったり、技術水準の目標設定が具体

的でない実施項目があって、定量的な評価を難しくしている。 
● ③-1 物的成果物や特許が少ない。③-2 80MPa での水素透過の実施検討

が必要。③-4  ST における危険対策を施すウェイト付けをつけること。 
● 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発

の成果の最終目標が 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム

技術に関する研究開発と重なっていて、研究開発内容の切り分けが不明であ

る。低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究

開発におけるダイナミックシミュレーションは、これでシステム評価できる

レベルには達していないおそれがある。計測可能な量に対する計測結果とま

ず突き合せて、信頼性を確認するステップが必要である。 
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〈その他の意見〉 
・ 世界に先駆けて低コストの 70MPa 級充填対応ステーションを手がけている

ので、知的財産権等の取得及び標準化を世界の中心になって進めてほしい。 
・ 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発

が総力結集型になっているのは良いと思えるが、自工程保証というか、自分

の分担範囲の仕様確認というか、サブシステムをつなぐところがあいまいで

あり、総力を結集した割には単なる寄せ集めになっているきらいがある。 
・ 各要素でのコスト低減は、積算すると相当な値になろう。この積み上げと根

拠を明確にしてもらいたい。 
・ ③-2 低コスト型とは開発結果として得られ特に低コスト型と呼ぶものか?  

③-4 建設合理化検討の中に既 ST の水素 ST 化を含める。 
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２）実用化、事業化の見通しに関する評価 
プロトタイプの設計や試作の見通しが得られているので、システム技術開発

に取り込み、更なる実証実験による信頼性確保と低コスト化を目指していただ

きたい。特に、70MPa 級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器においては、原材料

供給以外の全ての工程を一貫して扱っているため、確実な技術開発がなされて

いる。 
一方、個々の機器がバラバラに開発されており、最終的にシステムとしてど

のような機器構成になり、各機器間のインターフェイスは誰が責任を負うのか

不明確である。また、想定するステーションの目標とする仕様もバラバラであ

り、統一すべきである。他事業の燃料電池システム等実証研究事業（JHFC）で

都市ガス以外にも灯油、ＬＰＧ等の異なる燃料を扱うステーションも同時検討

しており、JHFC 事業との更なる連携強化が必要である。 
実用化のためには、都市部では特に、安全性に関する技術は重要である。 

 
〈肯定的意見〉 
○ 若干のさらなる改良を必要とする機器もあるが、実用化の可能性は高いよう

に考えられる。 
○ プロトタイプの設計や試作の見通しが得られているので、システム技術開発

に取り込み、更なる実証実験による信頼性確保と低コスト化を目指していた

だきたい。低コスト化にはキーとなる技術開発であり、期待度も高い。 
○ 70MPa 級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器においては、原材料供給以外の

全ての工程を一貫して扱っているため、確実な技術開発がなされている。低

コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発に

おける鋼製蓄圧器について、AE による診断結果が開示された姿勢は良い。 
○ 水素ステーションに係わる技術開発は水素インフラ整備に不可欠で、それぞ

れ着実に実用化へ向け進展している印象を受けた。 
○ ③-2 他事業と積極的な連携に期待。見える化に期待。③-3 事業化シミュ

レーションが具体的。課題の共有化によりチームのノウハウ。③-4  技術

面からは十分妥当性有り。 
○ 実用化、事業化というよりは、低コストの 70MPa 級充填対応ステーション

の試作の見通しが立てたと思う。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 開発３と開発４で、想定しているステーションの仕様に差があるようだが、

統一すべきではないか。圧縮機能力は同じだが、開発 3では充填能力 5台/hr、
開発 4 では充填能力 4 台/hr 且つピーク 8 台/hr（こちらの方が現実を踏まえ
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た妥当な仕様設定と思うが）としている。これは蓄圧器の容量に違いが出て

くるので、ステーションコストが違ってくる。このように目標とする仕様が

バラバラで進められているので、統一すべきである。FCCJ シナリオの 2015
年、2000 台/ST の場合、即ち商用ベース（例えば充填ピークとなる時間帯

を考慮する等）に移行していく水素ステーションを考慮した場合、ステーシ

ョンコストはどの程度になるのか、ステーションコストが上昇する予想であ

れば、それを低減するために更に必要となる技術開発があるのか、課題を示

してほしい。 
● 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発

における開発計画が、35MPa から 70MPa へ圧力が上がったことによるも

のと、プレクールすることによるものとで、明確には切り分けられていない。

トータルシステムの中にどう位置づけるかをシミュレーションして、潜在的

な故障要因を今のうちから洗い出しておかないと、事業化直前にあわてる局

面が出てくるおそれがある。 
● 個々の機器がばらばらに開発されており、最終的にシステムとしてどのよう

な機器構成になり、各機器間のインターフェイスは誰が責任を負うのか不明

確である。 
● やはり特に都市部では、安全性に関する技術は重要であろう。開発の方向性

は理解できるので、実績を早く示してもらいたい。 
● ③-1 最終目標(24 年度)におけるコスト目標に根拠が無い。③-2 費用対効

果をより高める。③-3  21 年度 WG コスト検討の精度が不明。③-4 水素

専門 ST は地方向きではない。異なる燃料を扱う ST も同時検討が必要。 
 
〈その他の意見〉 
・ 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発

における鋼製蓄圧器の AE 診断手法をアルミライナー型蓄圧器の診断にも

援用し、総合力を発揮することを望む。都市型コンパクト水素ステーション

における「水素の不活性化」は住民対策上の意味を有する可能性がある。積

極的な情報開示を期待する。 
・ ③-1 事業化は社会情勢を鑑みて判断するのではなく、2015 年と想定した

準備をするべき。③-3 先行する PJ との相乗効果を期待する。③-4 初期は

コストよりも安全対策を優先すべき。緑化などの意匠面の工夫。 
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３）今後に対する提言 
実用化に際しては、特に水素ステーションの安全性が大きな問題である。 安

全性を担保したうえでの低コスト化を実現して、早期の事業化を目指して欲し

い。加えて、本成果の汎用性、より広い応用へ（特に水素の面的利用）の波及

効果に期待したい。水素ステーションの全国展開を見込んだ場合、地域特性に

配慮が必要であり、高度化、低コスト化にあわせて容易な操作性も考慮してお

くべきである。 
また、70MPa 級水素ステーションの開発全体に責任を負うプロジェクトマネ

ージャーを置き、個々の機器の開発の整合性を図るべきである。 
2015 年の FCV 本格普及については、ISO などの国際標準化活動を推進して

いる本プロジェクトの他テーマとの連携が望ましい。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ 安全性を担保したうえでの低コスト化を実現して、早期の事業化を目指して

欲しい。加えて、本成果の汎用性、より広い応用へ（特に水素の面的利用）

の波及効果に期待したい。 
・ 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発

におけるダイナミックシミュレーションが、システム評価以外に水素ステー

ション実用化の際のオペレーションモニタリングも意識して行われている

とすれば、そのように二兎を追うべきではない。ステーションの現場用のモ

ニタリング機器は、別途、低コストで開発すべきものである。 
・ 実用化に際しては、特に水素ステーションの安全性が大きな問題である。

2010 年 8 月 26 日に米国において、水素ステーションでトレーラートラック

が圧縮水素ボンベ（畜圧器）の交換作業中に爆発・火災事故が発生したこと

が報じられていることでもあり、徹底した安全対策が必要とされる。 
・ 70MPa 級水素ステーションの開発全体に責任を負うプロジェクトマネージ

ャーを置き、個々の機器の開発の整合性を図るべきである。 
・ ③-1 検討に多額な資金を運用することなく、技術の実用化と事業化を一体

としてとらえ推進されたい。③-2 積極的な情報開示をし、水素ステーション

設置への理解を高める事も必要。③-3 全国展開を見込んだ場合、地域特性

に配慮が必要。高度化、低コスト化にあわせて容易な操作性も考慮。 
 
〈その他の意見〉 
・ 2015 年の FCV 本格普及がやはり気になるところである。この点については、

ISO などの国際標準化活動を推進している水素社会構築共通基盤事業との

連携が望ましい。 
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・ 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ディスペンサーは着実な進度を示し

ていると思えるが、これがなぜナショナルプロジェクトなのか、なぜ自社開

発ではないのか、理解に苦しむ。ドイツのメーカー (リンデ) などから購入

する方式では水素ステーションのコスト目標が達成できないといった理由

があるのなら、それを開示すべきだし、国家を挙げてやるというのなら一社

任せにしないほうが良いと考えられる。都市型コンパクト水素ステーション

についても同様。 
・ ③-3 国際標準を目指していただきたい。③-4 都市部の緊急発電所(FCV

と連結)として必要性を提案。 
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２．６ 次世代技術開発・フィージビリティスタディ等 
①革新的な次世代技術の探索・有効性検証に関する研究開発 
①-1 水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討 
①-2 可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水

素製造の研究開発 
①-3 高効率水素液化磁気冷凍の研究開発 

 
１）成果に関する評価 
水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討について

は、わが国の水素シナリオ推進のためにも重要な役割を担っていると評価でき

る。可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素

製造、および高効率水素液化磁気冷凍は、直ちに実用化に至る技術ではないが、

世界水準に比肩すべき成果が得られている。磁気冷凍による液化は、効率の面

で他の液化技術と比較して優位性がある。液化以外の冷凍あるいは冷蔵法に適

用できないか、汎用性を追究してほしい。 
ただし、水素・燃料電池の調査検討については、NEDO 開発事業に提言でき

る具体的な技術動向に焦点を絞って纏めてほしい。また、水素技術についての

単なる情報収集や動向調査で済ますことなく、水素エネルギーに係わるプロジ

ェクト全体を戦略的、且つ効率的に推進させることができるよう国際的にイニ

シアチブが取れる活動が望まれる。 
 
〈肯定的意見〉 
○ ①－1 は的確な調査を行い、情報を速やかに提供している。今後は、各プロ

ジェクトにより大きな影響力を持つようになるであろう。技術開発では、概

ね技術のシーズは完成し、有効性を確認できたことは、今後の展開に繋がる

と考えられる。 
○ ①-1 については、情報収集のみならず、我が国からの情報発信を積極的に行

なうことによって、国際的なリーダーシップを発揮する必要があるが、概ね

目標を達成している。①-2 と①-3 については、直ちに実用化に至る技術で

はないが、世界水準に比肩すべき成果が得られている。 
○ ①-1 各国の進捗、特性を十分調査している。①-2 長期ビジョンに基づく

重要な開発テーマ。積極的な特許出願。 
○ 2. 可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水

素製造の研究開発：技術評価はできないが、水素製造の選択肢の一つとして

興味深い研究である。実現性を見定められるレベルまで研究継続がよい。3. 
高効率水素液化磁気冷凍の研究開発：液化水素製造エネルギーを低減する技
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術として興味深いテーマである。 
○ テーマ「水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討」

については、水素燃料電池やその関連技術についての動向調査や検討は、わ

が国の水素シナリオ推進のためにも重要な役割を担っていると評価できる。 
○ 水素の輸送、貯蔵、車載には、液体水素はその目的を行う媒体として群を抜

く。また、日本は国土が小さい国であるので自然エネルギーだけでは、エネ

ルギーがたりない。自然エネルギーが豊富で利用しきれない国から将来もエ

ネルギーを輸入する国となる。その場合は液体水素を作りそのまま輸送する。

よって①-3 高効率水素液化磁気冷凍の研究開発は、国策としても実施する

必要がある。ほかの液化器についても是非検討してほしい。①-2 可視光応

答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研

究開発も自然エネルギーを使うことで大いに評価される。①-1 水素・燃料

電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討は、燃料電池の開発、

実用化は膨大なお金がかかる。かつ、FCV などは、国際商品となる。国際

関連機関等研究・政策動向の調査検討をやる価値は十分ある。 
○ 水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向については、質の高

い情報が集められている。可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質

光電極による水分解水素製造において、人工光合成システムを実現できるレ

ベルの光触媒が見出された点は特筆できる。高効率水素液化磁気冷凍は、実

技、解析とも抜きん出ていると思われる。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● ①-1 調査後の検討や提案が比較的希薄で各国の特性を日本の特性と比較

し提案することを求める。 
● 1. 水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討：

NEDO 開発事業に提言できる具体的な技術動向に焦点を絞って纏めてほし

い。 
● 水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向について、たとえば

「ドイツはオフサイト限定」という場合に、その判断の背景にある技術内容

を的確に開示して欲しい。たとえば、「欧州は回転機器が強い」という知見

と整合するのかどうか。可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光

電極による水分解水素製造において、多孔質というキイワードが掲げられて

いるが、そのことがどう機能するのか、言及されていない。ポイントを絞り

きれていない印象を受ける。 
● 水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討」につい

ては、水素製造・輸送・貯蔵システムに関わる動向調査をもっと行う必要が
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ある。最終的には、世界の技術動向の中で、本プロジェクトの意義を明確に

することが望まれる。 
● ①-3 について、特許出願されていないのが気になる。 
● 政策動向調査と将来の水素エネルギー技術の基盤研究が混在して評価しに

くい。我が国の国際的戦略から、この調査は非常に重要であり、イニシアチ

ブを獲得できるかどうか、今後プロジェクト全体と調査結果とのすり合わせ

必要。 
● 水素技術についての単なる情報収集や動向調査で済ますことなく、水素エネ

ルギーに係わるプロジェクト全体を戦略的、且つ効率的に推進させることが

できるよう国際的にイニシアチブが取れる活動が望まれる。 
 
〈その他の意見〉 
・ 磁気冷凍による液化は、効率の面で他の液化技術と比較して優位性がある。

液化以外の冷凍あるいは冷蔵法に適用できないか（汎用性の追究）？ 
・ ①-1  政策動向と合わせてもう少し企業動向について情報を得たい。 
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２）実用化の見通しに関する評価 
高効率水素液化磁気冷凍の研究開発については、冷凍試験機による効果の確

認もされ、更なる研究で実用化の目途がたつものと期待する。本技術による液

化水素製造に必要なエネルギーと 70MPa 圧縮水素製造に必要なエネルギーと

の比較があると本技術の価値がわかり易くなる。 
技術の有効性は確認できているので、競合他技術との比較の上にたって今後

の展開を検討すべきである。特にランニングコストを中心にした経済性に関す

る検討は、競合他技術との比較の上で重要である。もちろんイニシャルコスト

にも言及してほしい。 
一方、可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解

水素製造においては、人工光合成システムを実現できるレベルの光触媒が見出

されているが、実用には更なる効率向上が必要である。コスト試算ではなく効

率の 6-10 倍の向上を第一に目指すべきではないか。 
国際的な動向調査は、今後のプロジェクトの成否に大いに影響を与える可能

性があるので、このテーマの発言力強化を期待する。 
 
〈肯定的意見〉 
○ ①-1 国際情勢を客観的な評価。①-2 再生可能エネルギーの重要性が高ま

る中期待されるべき技術。①-3 実用材料の開発に成功した事が成果。 
○ 高効率水素液化磁気冷凍の小型のものは完成の域にある。 
○ ①-1 は、その課題内容から調査検討することにより、確度の高い情報が得ら

れることから大きな波及効果がある。①-2 のようなものは、光光合成並みの

エネルギー取得性能が得られれば、何億年経たずすぐ利用できるので、とて

も有効である。①-3 は、利用価値が広く大きい。 
○ 3. 高効率水素液化磁気冷凍の研究開発：冷凍試験機による効果の確認もさ

れ、更なる研究で実用化の目途がたつものと期待する。本技術による液化水

素製造に必要なエネルギーと 70MPa 圧縮水素製造に必要なエネルギーとの

比較があると本技術の価値がわかり易くなる。 
○ ①-2 と①-3 については、将来的な実用化の可能性を秘めており、より一層

の成果が得られれば、学術的かつ工業的に世界的な波及効果は大きい。 
○ 技術の有効性は確認できているので、競合他技術との比較の上にたって今後

の展開を検討すべき。基本的には引き続き開発を継続すべきである。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 特にランニングコストを中心にした経済性に関する検討は、競合他技術との

比較の上で重要である。もちろんイニシャルコストにも言及してほしい。 
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● まだ実用化を議論できる段階ではない。 
● ①-1 他の機関の評価にとどまらず水素社会の先見者とした報告としてほ

しい。①-3 水素貯蔵期間を限定的にしても優位性ある商品像がほしい。 
● 可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解 水素

製造において、「人工光合成システムを実現できるレベル」に達したと自己

評価しつつ、「実用化のためには、効率を現状より 6-10 倍に向上する必要が

ある」という見通しを示しているため、人工光合成システムを実現できるレ

ベルの光触媒が見出されてもなお実用には遠い、という失望感がおこる。今

後計画を変更し、コスト試算ではなく効率の 6-10 倍の向上を第一に目指す

べきではないか。 
 
〈その他の意見〉 
・ ①-2 この段階で問題を探す事よりも成果をいくつあげられたかが重要。 
・ 国際的な動向調査は、今後のプロジェクトの成否に大いに影響を与える可能

性がある。このテーマの発言力強化を。 
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３）今後に対する提言 
水素・燃料電池に関わる研究・政策動向の調査検討については、より一層、

我が国からの情報発信を積極的に行なうことによって、国際的なリーダーシッ

プを発揮し、国際標準化をリードして欲しい。次世代技術をどのような形で広

報するのか、また周知させるのかは今後極めて重要であろう。水素技術につい

ては、常に日本がイニシアチブを取りリードする立場にあって、国際規格化や

標準整備に向けて日本の立場をしっかり確保して欲しい。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ 水素技術については、常に日本がイニシアチブを取りリードする立場にあっ

て、国際規格化や標準整備に向けて日本の立場をしっかり確保して欲しい。 
・ ①-1 については、より一層、我が国からの情報発信を積極的に行なうことに

よって、国際的なリーダーシップを発揮し、国際標準化をリードして欲しい。

①-2 と①-3 については、世界をリードするために今後ともブレークスルー

が必要であり、そのためのチャレンジを積極的に行なって欲しい。 
・ 光触媒－電解ハイブリッドシステムの着想はユニークである。実用化を目指

す研究者とのコラボレーションを志向すべきではないか。高効率水素液化磁

気冷凍の大型化を志向し、コラボレーション体制を構築するのが良い。 
・ 失敗は成功の基とも言われるように、大事なことである。よって、可能性の

あるものにこれからもチャレンジしてほしい。 
・ 次世代技術をどのような形で広報するのか、また周知させるのかは今後極め

て重要であろう。 
・ ①-1 水素スタンド、ＦＣＶへの期待が脱化石資源（資源ナショナリズム）

を前提に見直す機会になってきている。 
 
〈その他の意見〉 
・ シーズの確立なので特に意見はないが、早い時期に適用の汎用性を高めるの

が重要だと思う。 
・ この 3 者をまとめて評価するのは困難である。各々の評価の平均を示すが、

意味があるのかどうか。 
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３．評点結果 
３．１ プロジェクト全体 

1.5 

2.1 

1.6 

2.6 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化、事業化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 
平均値 

評価項目 平均値  素点（注） 
１．事業の位置付け・必要性について 2.6 A A B B A A B A
２．研究開発マネジメントについて 1.6 C B D B B B B B
３．研究開発成果について 2.1 C A B B B B B A
４．実用化、事業化の見通しについて 1.5 C B D B C A C B
（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 
〈判定基準〉  
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D
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３．２ 個別テーマ 
 
３．２．１ システム技術開発 
① 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究

開発 

1.6

1.8

0.0 1.0 2.0 3.0

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 
平均値 

３．２．２ システム技術開発 
② 車載等水素貯蔵／輸送容器システム技術に関する研究開発 

1.3 

1.6 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 平均値 
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３．２．３ 要素技術開発 ① 水素製造機器要素技術に関する研究開発 
①-1 水素分離型リフォーマーの高耐久性・低コスト化研究開発 
①-2 水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発 
①-3 CO2 膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

2.0

2.3

0.0 1.0 2.0 3.0

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 平均値 

３．２．４ 要素技術開発 ②水素貯蔵材料・水素貯蔵/輸送機器要素技術に関

する研究開発 
②-1 ホウ素系水素貯蔵材料の開発 
②-2 ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発 

0.6 

1.1 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 
平均値 
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３．２．５ 要素技術開発 ③水素ステーション機器要素技術に関する研究開 
      発 
③-1 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 
③-2 70MPa 級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発 
③-3 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究

開発 
③-4 都市型コンパクト水素ステーションの研究開発 

1.8 

2.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 

３．２．６ 次世代技術開発・フィージビリティスタディ等 
①革新的な次世代技術の探索・有効性検証に関する研究開発 
①-1 水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討 
①-2 可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水

素製造の研究開発 
①-3 高効率水素液化磁気冷凍の研究開発 

1.3 

1.6 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化の見通し

1.研究開発成果

 

平均値 

平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

３．２．１ システム技術開発 
① 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

 １．研究開発成果について 1.8 C A B C C B B B
 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.6 B B C C C C B A
３．２．２ システム技術開発 
② 車載等水素貯蔵／輸送容器システム技術に関する研究開発 

 １．研究開発成果について 1.6 B B B C C B B C
 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.3 B A D C D C B C
３．２．３ 要素技術開発 ① 水素製造機器要素技術に関する研究開発 
①-1 水素分離型リフォーマーの高耐久性・低コスト化研究開発 
①-2 水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発 
①-3 CO2 膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

 １．研究開発成果について 2.3 B A B B B B B A
 ２．実用化、事業化の見通しについて 2.0 C A C B B A B B
３．２．４ 要素技術開発 ②水素貯蔵材料・水素貯蔵/輸送機器要素技術に関する研究開発 

②-1 ホウ素系水素貯蔵材料の開発 

②-2 ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発 
 １．研究開発成果について 1.1 C C C B D B C - 
 ２．実用化、事業化の見通しについて 0.6 C C D C D C D - 
３．２．５ 要素技術開発 ③水素ステーション機器要素技術に関する研究開発 

③-1 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 

③-2 70MPa 級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発 

③-3 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発 

③-4 都市型コンパクト水素ステーションの研究開発 

 １．研究開発成果について 2.0 B A C B C A B B
 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.8 B B D B C B B A
３．２．６ 次世代技術開発・フィージビリティスタディ等 

①革新的な次世代技術の探索・有効性検証に関する研究開発 

①-1 水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討 

①-2 可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研究開発

①-3 高効率水素液化磁気冷凍の研究開発 
 １．研究開発成果について 1.6 B B C B C B B C
 ２．実用化の見通しについて 1.3 C B D C C B C B

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 



 
 

 

〈判定基準〉  
１．研究開発成果について ２．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D
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第２章 評価対象プロジェクト 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 
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「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」 

 

 

 

事業原簿【公開】 

 

担当部 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

新エネルギー部 

 

 

 



 

目次・概要-(1) 
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概要 

プロジェクト用語集 

 

Ⅰ．事業の位置付け・必要性について 

１．NEDO の関与の必要性・制度への適合性 ·········································· Ⅰ-(1) 

 1.1 NEDO が関与することの意義 ················································· Ⅰ-(1) 

 1.2 実施の効果（費用対効果） ·················································· Ⅰ-(1) 

２．事業の背景・目的・位置づけ ··················································· Ⅰ-(2) 

 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

１．事業の目標 ··································································· Ⅱ-(1) 

1．1 研究開発項目Ⅰ： ｢システム技術開発｣の目標 ·································· Ⅱ-(1) 

（１）７０ＭＰa級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 ·· Ⅱ-(1) 

（２）車載等水素貯蔵／輸送容器システム技術に関する研究開発 ····················· Ⅱ-(1) 

 

1.2 研究開発項目Ⅱ：｢要素技術開発｣の目標 

（１）水素製造機器要素技術 ····················································· Ⅱ-(2) 

（２）水素貯蔵材料（同材料容器を含む）・水素貯蔵/輸送容器要素技術 ··············· Ⅱ-(3) 

 （３）水素ステーション機器要素技術 ············································· Ⅱ-(5) 

   

1.3 研究開発項目Ⅲ：｢次世代技術開発・フィージビリティスタディ等｣の目標 

                                                                  ··············· Ⅱ-(7) 

２．事業の計画内容 

 2．1 研究開発の内容 ·························································· Ⅱ-(13) 

  2．1．1 研究開発項目Ⅰ「システム技術開発」実施内容 ························· Ⅱ-(13) 

  2．1．2 研究開発項目Ⅱ「要素技術開発」実施内容 ····························· Ⅱ-(14) 

  2．1．3 研究開発項目Ⅲ「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」 

実施内容 ···················· Ⅱ-(18) 

 2．2 研究開発の実施体制 ······················································ Ⅱ-(24) 

 2．3 研究の運営管理 ·························································· Ⅱ-(28) 

 2．4 研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 ················ Ⅱ-(33) 

３．情勢変化への対応 ···························································· Ⅱ-(33) 

４．評価に関する事項 ···························································· Ⅱ-(34) 

 

Ⅲ．研究開発成果について 

１．事業全体の成果 ······························································· Ⅲ-(1) 

1．1 研究開発項目Ⅰ「システム技術開発」実施内容 ······························· Ⅲ-(1) 

 1．2 研究開発項目Ⅱ「要素技術開発」実施内容 ··································· Ⅲ-(1) 

 1．3 研究開発項目Ⅲ「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」実施内容 ····· Ⅲ-(2) 

 1．4 事業全体の成果概要 ······················································· Ⅲ-(3) 

 1．5 特許、論文、外部発表等の件数 ············································ Ⅲ-(11) 



 1．6 研究成果の最終目標の達成可能性について ·································· Ⅲ-(11) 

 

２．研究開発項目毎の成果 ························································· Ⅲ-2.1 

2．1 研究開発項目Ⅰ「システム技術開発」 ······································· Ⅲ-2.1 

 2．2 研究開発項目Ⅱ「要素技術開発」 ··········································· Ⅲ-2.2 

 2．3 研究開発項目Ⅲ「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」 ············· Ⅲ-2.3 

 

Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて 

 （実用化の見通しについて） 

１．実用化、事業化の見通しについて ··············································· Ⅳ-(1) 

1．1 研究開発項目Ⅰ「システム技術開発」の実用化、事業化の見通しについて ······· Ⅳ-(2) 

 1．2 研究開発項目Ⅱ「要素技術開発」の実用化、事業化の見通しについて ··········· Ⅳ-(2) 

 1．3 研究開発項目Ⅲ「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」 

の実用化等の見通しについて ··············································· Ⅳ-(3) 

 

 

 

 

（添付資料） 

・イノベーションプログラム基本計画 

・プロジェクト基本計画 

・技術戦略マップ（分野別技術ロードマップ） 

・事前評価関連資料（事前評価書、パブリックコメント募集の結果） 

・特許、論文、外部発表、受賞リスト 
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「研究開発テーマ毎の成果部」目次 

2.1  研究開発項目Ⅰ：「システム技術開発」…………………………………………………Ⅲ-2.1 

Ⅰ-1 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発（実施体制：

(財)石油産業活性化センター、東邦ガス(株)、トキコテクノ(株)、日立オートモティブシ

ステムズ（株）、大陽日酸(株)、横浜ゴム(株)、(国)佐賀大学）………………Ⅲ2.1-1(0) 

Ⅰ-2 車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術に関する研究開発（実施体制：日本重化学工業

(株)、サムテック(株)、(独)産業技術総合研究所）………………………………Ⅲ2.1-2(0) 

 

2.2  研究開発項目Ⅱ：「要素技術開発」 ……………………………………………………Ⅲ-2.2 

Ⅱ-1 水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発（実施体制：東京ガス(株)、日

本特殊陶業(株)）………………………………………………………………………Ⅲ2.2-1(0) 

Ⅱ-2 水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発（実施体制：三菱

化工機(株)）……………………………………………………………………………Ⅲ2.2-2(0) 

Ⅱ-3 CO2 膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発（実施体制：(株)ﾙﾈｯｻﾝｽ・ｴﾈ

ｼﾞｰ・ﾘｻｰﾁ、(国)神戸大学、(国)京都大学、(独)産業技術総合研究所、(株)ミクニ） 

……………………………………………………………………………Ⅲ2.2-3(0) 

Ⅱ-4 ホウ素系水素貯蔵材料の開発（実施体制：(株)豊田中央研究所、(国)東北大学） 

……………………Ⅲ2.2-4(0) 

Ⅱ-5 ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発（実施体制：日本重化学工業(株)） 

……………………Ⅲ2.2-5(0) 

Ⅱ-6 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発（実施体制：(株)タツノ・メ

カトロニクス）                           … …………………………………Ⅲ2.2-6(0) 

Ⅱ-7 70MPa 級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発（実施体制：ＪＸ日鉱日石エネルギー

(株)、サムテック(株)）                    ……………………………………Ⅲ2.2-7(0) 

Ⅱ-8 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発（実施体制：

(財)石油産業活性化センター、(株)キッツ、(株)山武、(財)金属系材料研究開発センター、

(株)日本製鋼所）                         … …………………………………Ⅲ2.2-8(0) 

Ⅱ-9 都市型コンパクト水素ステーションの研究開発（実施体制：清水建設(株)、岩谷産業

(株)）                                    ……………………………………Ⅲ2.2-9(0) 

 

2.3  研究開発項目Ⅲ：「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」 

Ⅲ-1 水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討（実施体制：(株)テク

ノバ                                       …………………………………Ⅲ2.3-1(0) 

Ⅲ-2 IEA/HIA 水素実施協定における国際技術開発動向の調査検討（実施体制：(財)エンジニア
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リング振興協会）                           …………………………………Ⅲ2.3-2(0) 

Ⅲ-3 可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研究開発

（実施体制：(独)産業技術総合研究所）       …………………………………Ⅲ2.3-3(0) 

Ⅲ-4 非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計及び開発（実施体

制：(国)横浜国立大学）                     …………………………………Ⅲ2.3-4(0) 

Ⅲ-5 高効率水素液化磁気冷凍の研究開発（実施体制：(独)物質・材料研究機構、(国)金沢大

学）                                        …………………………………Ⅲ2.3-5(0) 

Ⅲ-6 水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発（実施体制：(国)東京大学） 

                              …………………………………Ⅲ2.3-6(0) 

Ⅲ-7 超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発（実施体制：(独)産業技術総合研究

所、(国)東北大学）                        ……………………………………Ⅲ2.3-7(0) 

Ⅲ-8 ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発（実施体

制：(国)東北大学）                        ……………………………………Ⅲ2.3-8(0) 

Ⅲ-9 Mg および Ti 系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に関わる研究開発（実施体制：

(学)東海大学）                            ……………………………………Ⅲ2.3-9(0) 

Ⅲ-10 水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究開発（実施体制：(独)産業技術総合研

究所）                            …… ………………………………………Ⅲ2.3-10(0) 

Ⅲ-11 水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ（実施体制：(財)エネルギー総合工学研

究所、岩谷産業（株）、川崎重工業（株）、関西電力（株）、清水建設（株）、三菱重工業

（株）、千代田化工建設（株））       ……………………………………………Ⅲ2.3-11(0) 
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概 要 
最終更新日 平成 22 年 7月 30 日 

プログラム名 エネルギーイノベーションプログラム 

プロジェクト名 
水素製造・輸送・貯蔵システム

等技術開発 
プロジェクト番号 Ｐ０８００３ 

担当推進部/担当

者 

新エネルギー部 担当者氏名 橋本主研、青塚主査、中山主査、大河原主査、曽根主査、深

江主査、伊藤主査（22 年度 7月） 

 

燃料電池・水素技術開発部 担当者氏名 橋本主研、青塚主査、山下主査、中山主査、大河

原主査、山本主査、高橋主査、伊藤主査（21 年度） 

 

燃料電池・水素技術開発部 担当者氏名 檜山主研、橋本主研、石原主研、川村主査、青塚

主査、中山主査、大河原主査、山本主査、高橋主査、山下主査（20 年度） 

 

０．事業の概要 来るべき水素エネルギー普及のための水素供給インフラ市場立上げ（２０１５年頃を想

定）に向け、水素製造・輸送・貯蔵・充填に関する低コストかつ耐久性に優れた機器及びシ

ステムの技術開発、要素技術開発、次世代技術開発及びシナリオ策定、フィージビリティス

タディ等を実施する。それにより水素エネルギーの導入・普及に必要な一連の機器及びシス

テムに関する技術を確立する。具体的には、                       

（１）システム技術開発：水素ステーション機器や車載等水素貯蔵/輸送容器について、低コ  

スト化・コンパクト化開発及びそれら機器を組み合わせたシステムとして耐久性検証。    

（２）要素技術開発：水素製造・輸送・貯蔵・充填機器及びシステムに関する高性能化、軽

量化、低コスト化及び長寿命化のための要素技術の開発・検証。          

（３）次世代技術開発・フィージビリティスタディ等：新規概念に基づく革新的な技術（例

えば、化石燃料以外からの水素製造等）の開発及び水素社会実現に向けた技術開発シナリオ

の検討等                                     

を実施する。 

Ⅰ．事業の位置付

け・必要性に

ついて 

資源の乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネル

ギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構

築に取り組んでいくことが不可欠である。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展

の方向性を示し、官民双方がこの方向性を共有することで、将来の不確実性に対する懸念が

緩和され、官民において長期にわたり軸のぶれない取組の実施が可能となることを目指し

「エネルギーイノベーションプログラム」が制定された。本事業は、その「エネルギーイノ

ベーションプログラム」の一環として実施する。 

燃料電池及び水素技術は、上記の目的達成に向けたキーテクノロジーとして、その実用化

への期待が高い。第３期科学技術基本計画（２００６年３月）においては「先進燃料電池シ

ステムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術」が戦略重点科学技術として選定され、エネル

ギー基本計画（２００７年３月）、次世代自動車・燃料イニシアティブ（２００７年５月）に

おいても燃料電池及び燃料電池普及のために必要となる水素技術開発の重要性が述べられ、
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さらには、Cool Earth 50－エネルギー革新技術に定置用燃料電池、燃料電池自動車及び水素

製造・輸送・貯蔵が位置付けられている。従って、本事業は上記エネルギー施策・制度の目

標達成に適合するものである。 

 また、本分野における産業界の健全な育成については、産業界各社が自ら活動・対応する

だけでなく産業界共有・共通の知的財産と成り得るものに対し、国費を元に研究開発・産業

界支援を行い各社活動の重複を避け、短期集中的に仕上げることにより産業界全体として効

率的な技術開発が可能となる。さらに、世界に先駆けて水素関連技術の実用化に先立ちシス

テム技術検証や要素技術開発を行うことは国際市場においても我が国産業界が先導的役割を

果たすこととなり、さらに我が国経済力を向上させることに繋がる点で非常に有効である。 

 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

 

事業の目標 「水素安全利用等基盤技術開発事業」（平成１５年度～１９年度）において、水素の安全性

に係るデータの取得に基づく安全技術の確立、水素の製造・輸送・貯蔵・充填等に係わる技術

開発を行い、関連する各機器について基本仕様を固め、性能において世界をリードできるレベ

ルにまで到達させた。このような関連事業成果を踏まえながら、平成２２年度末を目途に水素

エネルギーの導入・普及に必要な低コスト、耐久性に優れた機器及びシステムを試作開発し、

その試作開発結果を基に平成２４年度までに耐久性評価等を行うことが事業の目標である。 

事業の計画内

容 

主な実施事項 Ｈ20fy Ｈ21fy Ｈ22fy Ｈ23fy Ｈ24fy  

システム技術開

発 

 

 

 

 

 

     

要素技術開発 

 

 

 

 

 

      

次世代技術開発

等 

 

 

      

 

開発予算 

（単位：百万

円） 

 

会計・勘定 Ｈ20fy Ｈ21fy Ｈ22fy Ｈ23fy Ｈ24fy 総額 

一般会計 
0 0 0   0

特別会計 

（需給） 1700 1360 1350   4410

補正予算 

 

180 0 0   180

総予算額 1880 1360 1350   4590

開発体制 経産省担当原課 資源エネルギー 省エネルギー・新エネルギー部 

新エネルギー対策課・燃料電池推進室 

基準・標準化のためのﾃﾞｰﾀ取得等 

脱化石燃料による水素製造技術、シナリオ、ＦＳ等 

材料開発及び材料ﾃﾞｰﾀ取得 

低コスト化・耐久性等のための開発・検証

低コスト化・コンパクト化・耐久性に繋がる開発・検証 
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プ ロ ジ ェ ク ト

リーダー 

なし 

委託先 (財)石油産業活性化センター、東邦ガス(株)、トキコテクノ(株)、 

日立オートモティブシステムズ（株）、大陽日酸(株)、横浜ゴム(株) 

(国)佐賀大学、日本重化学工業(株)、サムテック(株)、 

(独)産業技術総合研究所、東京ガス(株)、日本特殊陶業(株)、 

三菱化工機(株)、(株)ﾙﾈｯｻﾝｽ・ｴﾈｼﾞｰ・ﾘｻｰﾁ、(国)神戸大学、 

(国)京都大学、(株)ミクニ、(株)豊田中央研究所、(国)東北大学、 

(株)タツノ・メカトロニクス、ＪＸ日鉱日石エネルギー(株)、 

(株)キッツ、(株)山武、(財)金属系材料研究開発センター、 

(株)日本製鋼所、清水建設(株)、岩谷産業(株)、(株)テクノバ、 

(財)エンジニアリング振興協会、(国)横浜国立大学、 

(独)物質・材料研究機構、(国)金沢大学、 

(国)東京大学、(学)東海大学、(財)エネルギー総合工学研究所、 

川崎重工業（株）、関西電力（株）、 

三菱重工業（株）、千代田化工建設（株） 

 

情勢変化への

対応 
本事業開始後、平成 20 年 7 月、燃料電池実用化推進協議会（FCCJ）が「2015 年、一般ユー

ザーへの普及開始を目指す」とする『FCV と水素ステーションの普及に向けたシナリオ』を発

表し、平成 21 年 3 月には、産業競争力懇話会も同様の発表を行い、2015 年に FCV・水素イン

フラを普及開始する合意が急速に形成されてきた。 

このような情勢変化に対応するため、 

（1）平成 20 年度に実施したＦＳ（単年度契約）のうち、「低コスト型 70MPa 級水素ガス充填

対応ステーション機器に係わる研究開発」は、継続審査委員会を開催し、平成 21 年度以降も

要素技術開発として継続することにした。 

（2）平成 21 年 11 月に推進助言委員会を開催し、2015 年普及開始期に実用化が必要、且つ実

用化が可能な技術開発に重点を当て、次世代技術開発・フィジビリティスタディ等の革新的技

術、シナリオは平成 21 年度で終了するとのＮＥＤＯ案を示した。これに対し、委員からは研

究開発にメリハリを付けることは賛成するが、次世代技術で「この芽は残しておきたい」とい

う研究については継続する道をつくるべきとの意見が出された。 

（3）平成 21 年 12 月に公開でワークショップを開催し、2015 年普及開始期に実用化が必要、

且つ実用化が可能な技術開発に重点を当てること、燃料電池自動車、定置用燃料電池、水素イ

ンフラの基準・標準化に係わる「水素社会構築共通基盤整備事業」（平成 17～21 年度）の終了

に伴い、2015 年普及開始期に必要な燃料電池自動車、水素インフラの基準・標準化を本事業に
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取り込むことを報告し、追加公募することをアナウンスした。 

（4）以上を踏まえ、平成 22 年 3 月に、次世代技術の継続審査委員会を開催し、2 件を平成 22

年度継続とし、また、基準・標準化等に係わる追加公募を実施し、本事業に取り込むととも

に、2015 年普及開始期に実用化が必要、且つ実用化が可能な技術開発等に重点を当てた予算配

分を行った。 

  評価に関する

事項 

事前評価 平成１９年度実施  担当部 燃料電池・水素技術開発部  

中間評価 平成２２年度実施  担当部 研究評価部 

Ⅲ．研究開発成

果について 

水素の製造・輸送・貯蔵・充填等に係わる技術に関して、性能向上、経済性、信頼性・耐久

性向上、コンパクト化など研究開発を行った。これまでの関連事業成果を踏まえながら、平成

２２年度末を目途に水素エネルギーの導入・普及に必要な低コスト機器及びシステムを試作開

発し、その試作開発結果を基に平成２４年度までに耐久性評価等を行うことである。 

【研究開発目標と成果】 

●研究開発項目Ⅰ：システム技術開発 

（Ⅰ-１）７０ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

ｽﾃｰｼｮﾝ建設ｺｽﾄ低減

検討 

検討前提仕様作成、 設

計費 50％減 

設備ｺｽﾄ 2 億円以下、各機器ﾒﾝﾃﾅﾝｽ回

数 1 回以下/年に繋がる技術を開発・

評価 
ｽﾃｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ運転技術

開発検討 

水素ｽﾃｰｼｮﾝ完成、１年以

上の耐久性確認 

ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｰ機器 

 ｺｽﾄ低減検討 

 機器耐久性検証 

 故障予知技術検討 

機器に関し 50％減  1

年以上耐久性確認 故障

予知技術確立 

ﾌﾟﾚｸｰﾙ設備開発検討 
初期改良型ﾌﾟﾚｸｰﾙ設備製

作、ｺｽﾄ低減方法立案  

＜成果＞ 

・動的解析ﾓﾃﾞﾙによるｽﾃｰｼｮﾝ圧力損失解析、流量解析を実施し、充填時間短縮するための設計

指針提示を可能とした。 

・建設ｺｽﾄ低減検討を実施し、現状ｺｽﾄ約 6 億円を約 2.5 億円に低減可能の結果を得た。またそ

のための課題を整理した。特に設計費は 50%削減の見通しが得られた。 

・耐久性検証に供するﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｰ、ﾌﾟﾚｸｰﾙ設備を製作した。それらの機器を組み合わせ水素ｽﾃｰ



ｼｮﾝｼｽﾃﾑを建設し１年間ﾉｰﾒﾝﾃﾅﾝｽの耐久性検証を実施した。 

・また構成機器の耐久性を検証し、ｼｽﾃﾑ運転時の課題を抽出した。 

 

（Ⅰ-２）車載等水素貯蔵/輸送容器システム技術に関する研究開発 

『中間目標』 

・水素容積貯蔵密度は、28g/L 以上（中間目標）、34.5g/L 以上（最終目標） 

・水素吸蔵合金の吸蔵量:2.7mass%（中間目標） , 3.0mass%（最終目標） 

・水素充填時間は、90%/10min.以内（中間目標）、90%/5min.以内（最終目標） 

＜成果＞ 

・中間目標である 28g/L を上回る 31g/L の体積貯蔵密度を有するハイブリッド貯蔵タンクの

設計・製作を実施した。また、中間目標である 2.7 質量%を超える水素吸蔵量 3.2 質量%を有

する Ti-V-Mn 系 BCC 合金を合成した。 

・中間目標値（２８ｇ/L）を上回る体積貯蔵密度を有するハイブリッド貯蔵タンクの設計・

製作を実施した。 

・中間目標である 2.7 質量%を超える水素吸蔵量（3.2 質量%）を有する Ti-V-Mn 系 BCC 合金

を合成した。 

・低コスト化を目的として、Ｖ系合金の量産性のトライをした。その結果、量産炉での溶解が

可能であることを確認し、製造コストの点からは、中間目標値の\10,000 以下の目処が立っ

た。しかし、原料も含めたトータルのコストとして、安価な原料の使用について検討が必要。 

 

●研究開発項目Ⅱ：要素技術開発 

水素製造・輸送・貯蔵・充填機器及びシステムに関する高性能化、軽量化、低コスト化及び

長寿命化のための要素技術を開発し、検証する。 

（Ⅱ-１）水素分離型リフォーマーの高耐久性・低コスト化研究開発 

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

耐久性 
モジュールレベルで

8000 時間以上  

リフォーマーレベルで 8000 時間以上  

起動時間 
モジュールレベルで 3

時間未満  

リフォーマーレベルで 3 時間未満  

リフォーマー耐

久性 

リフォーマーレベルで

耐久性検証・課題抽出

日常的なメンテナンスを除いて、8000 時間

の運転  
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概念設計 
－ 水素製造効率≧80%  設備サイズ≦10m3  

設備コスト≦30 万円/Nm3-h  

＜成果＞ 

・前事業で開発した従来膜の耐久性を向上した改良膜を開発し、目標の 8000 時間を大きく上

回る 13000 時間の耐久性（製造水素純度 99.99%以上を維持）を確認した。 

・触媒一体化モジュールを用いて、目標の 3 時間未満（2 時間 27 分）で起動し、モジュールに

「割れ」などの損傷がないことを確認した。 

 

（Ⅱ-２）水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発  

実施項目 最終目標（H22 年度） 

水素製造装置要求仕様の調査，検討  装置仕様の確定  

高性能反応器の開発  改質効率：HHV85%以上 

ｽﾁｰﾑｶｰﾎﾞﾝ比：2.5 以下  

高性能水素 PSA の開発  水素回収率：85% 

ｼｽﾃﾑｻｲｽﾞ：現状比 1/3  

50Nm3/h 試作機の設計、製作、 

 検証運転  

改質効率：HHV82.5%以上  

起動時間：1時間  

50Nm3/h 試作機の設計， 

 検証運転のユーザ評価  

試作機設計、運転結果に対しユーザ視点で評価

を行う。  

＜成果＞ 

・FCV 普及初期に向けた水素ステーション用水素製造装置の仕様を明確にした。 

・プロセス検討、改質器構造の概念検討、模擬改質器燃焼試験、改質触媒試験により、改質効

率 85%、S/C2.5、改質器サイズ従来比 1/5 とする見通しを得た。 

・水素 PSA の検討により、PSA 回収率 90%，実規模システムサイズ従来比 1/2 とする見通しを

得た。 

・ステーション運用者視点での評価を反映した 50Nm3/h 水素製造装置試作機の設計、機器製

作を行った。 

 

（Ⅱ-３）CO2膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 
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 CO2選択透過膜の

開発  

170℃以上にて: 1x10-4mol/(m2 s kPa)  

の CO2透過速度にて、CO2/H2選択性が 200  

 ﾒﾝﾌﾞﾚﾝﾘｱｸﾀｰ用

CO 変成触媒の開

発  

160℃以下、SV2000 h-1にてメタン生成が 1%以下、10%程度含

まれる CO 0.1%以下に低減(メンブレンの効果を含む)  

 ﾒﾝﾌﾞﾚﾝﾘｱｸﾀｰの

開発  

1m3/h 原理検証機で

の性能実証 
10m3/h 用プラントでの性能実証 

 水素ｽﾃｰｼｮﾝﾄｰﾀﾙ

ｼｽﾃﾑの最適化  

次世代 H2 ｽﾃｰｼｮﾝｺﾝｾﾌﾟ

ﾄ確立。PSA 1/4, ｵﾌｶﾞ

ｽﾀﾝｸ不要化,S/C = 2, 

効率 80％以上  

改質系、PSA を含む 10m3/h の能力を

持つﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑを、実証するととも

に、300m3/h ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑの F/S 完了 

＜成果＞ 

・ＣＯ２選択透過膜は 180℃で、目標レベルの安定した性能を有する膜の開発に成功した。 

・ＣＯ変性触媒については、より高活性な触媒への改良、コストダウン、量産化の実現に近づ

いている。  

・高性能化と加工性の向上・低コスト化を両立すべく、触媒の組み合わせやリアクター構造の

検討を実施した。 

 

（Ⅱ-４）ホウ素系水素貯蔵材料の開発  

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

複合化によるホウ素系水素化

物開発（H20-H22)  

反応パスの理論解明と

実験検証と、最適組み

合わせ選定 

     ― 

中間相を用いたホウ素系水素

化物開発 (H20-H22)  

中間相の組成・構造の解

明と、中間相の絞り込み

     ― 

添加物・微細構造制御による

反 応 速 度 支 配 因 子 の 解 明  

(H21-H22)  

添加物の選定、微細構

造の評価および、反応

速度の支配因子の解明 

     ― 

 

ホウ素系水素貯蔵材料としての

最適化 (H22)  

150℃以下の水素放出

温度、6wt.%級の再吸

     ― 
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蔵量を見極め 

反応サイクル時の劣化要因の

解明    (H23-)  

    ― 

 

劣化要因の解明とその対処

法の確立  

実用化技術開発 (H23-)  
    ― 

 

材料系の最適化、大量合成技術

の開発、低コスト化の指針  

実用性評価 (H23-)  
    ― 

 

耐久性評価、小型タンク評

価、実用化の課題抽出  

＜成果＞ 

理論計算に基づく材料設計、合成、評価・解析を三位一体で展開することにより、新たなホウ

素系水素貯蔵材料を開発した。  

・複合化に関しては、水素貯蔵に有利な反応経路を理論計算により予測し、複合水素化物の貯

蔵特性における複合比の効果なども検討し、それらの最適化を進めた。  

・中間相に関しては、水素放出・再吸蔵過程で生成した中間相を解明し、水素貯蔵特性におけ

る中間相の役割を検討した。  

・水素放出・再吸蔵反応ともに促進できる添加物を選定し、その促進機構を解明した。また、

微細構造を調査することによって、反応速度の支配因子を抽出した。  

これらの研究を通して、低温での水素放出ならびに再吸蔵が可能な新たなホウ素系水素貯蔵材

料の開発指針を明確化することができた。  

 

（Ⅱ-５）ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発  

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

MgNi2 系 C15 型

ラーベス合金 

水素化物の構造を調べ，

合金組成改良による吸蔵

量の向上  

3 質量％，150℃，1000 サイクルを満

たした合金の開発  

RENi2 系 C15 型

ラーベス合金 

不均化の進行過程を各種

手法にて調査して挙動を

把握する  

水素吸蔵による不均化反応のメカニズ

ムの解明  

CaMg2 系 C14 型

ラーベス合金 

水素化物の構造を調べ，

合金組成改良による放出

温度の低下  

150℃以下でも 6 質量％を放出する合金

の開発  
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CaLi2 系 C14 型

ラーベス合金 

格子定数および原子半径

比を変えた合金の作製・

評価  

不均化等を抑制し，室温で 6 質量％を

吸蔵する合金の開発  

＜成果＞ 

・2 段のプラトーが出現することで水素吸蔵量がそれまでの 1.0 質量％から 1.7 質量％に増加

した，MgPrNi4組成の C15b型のラーベス構造を有した合金を開発した 

・313K で 300 サイクルの水素吸蔵・放出を繰り返した後でも，95％以上の水素吸蔵・放出量を

維持することができる Mg1.4Pr0.6Ni4組成の合金を開発した  

・C14 型のラーベス構造を有した CaLi2 組成合金および第 3 元素置換を行った合金を正確に作

製することができる，ヘリウム雰囲気での浮遊溶解による手法を開発した 

 

（Ⅱ-６）低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

ディスペンサー

全体 

基礎制御評価 防爆申

請・コスト検証 

低価格･高耐久性ディスペンサーの開発  

コスト：  従来比５０％  

耐久性：  メンテ１回以下／年 

コリオリ流量計

の開発 

大流量用検出部、計測

部の簡素化試作 基礎評

価・防爆申請 

ディスペンサー

制御部開発 

簡素化試作 基礎評価・

防爆申請 

＜成果＞ 

・ディスペンサーのプロトタイプの組込み設計・試作が可能になった。 

・プレクール装置の仕様検討、評価装置を試作したことから、基礎評価の環境が整備できた。 

・７０ＭＰａ大流量コリオリ流量計検出部、コアプロセッサータイプの計測部を設計、試作

したことにより、性能評価が可能になった。 

 

（Ⅱ-７）低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合容器の開発  

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

常用圧力 ８０ＭＰａ 充填圧対応圧力 

容量 ２００Ｌ ３００Ｌ 
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重量 １０００ｋｇ以下 １５００ｋｇ以下 

コスト １０００万円以下 １０００万円以下 

＜成果＞ 

・アルミライナーを用いた高圧（破裂圧力３００ＭＰａ以上）複合容器のトウプリプレグ（Ｔ

ＰＰ）を使用したＤＲＹ法による試作に成功し、アルミライナーの設計仕様が確定した。 

・大型・長尺複合容器を製造しうる大型フィラメントワインディング（ＦＷ）装置の設計開発

が終了し、大型複合容器の製造が可能となった。  

・内部加熱法の問題点（加熱ムラ）を確認し、装置の改良および内部加熱法に適した樹脂の開

発を行い、内部加熱法を有効に利用するＦＷ手法に目処が立った。 

 

（Ⅱ-８）低コスト型 70MPa 級充填対応ステーション機器に係わる研究開発 

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

全体 
435 百万円/ｼｽﾃﾑの技術

的見通し確認 

2 億円/ｼｽﾃﾑに向け ｺｽﾄ低減策提

示 

総合的ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 
ステーション主要機器の

最適構成提示 

2 億円/ｼｽﾃﾑ達成可能性提示 

鋼製蓄圧器開発 
材料評価、施工法、検査

技術開発 

本体価格、検査・更新費用低減 

水素用高圧ﾊﾞﾙﾌﾞ開発 
ボールバルブ開発の技術

的見通し確認 

バルブ単価低減 圧力損失低減 

高強度金属材料開発 金属材料候補絞込 高強度耐水素性 金属材料開発 

制御システム開発 
制御システム 機器費用

低減 

制御システム設計費低減 

流量調節弁開発 
シール技術開発 動作保証回数達成 調節弁価格

低減 

＜成果＞ 

・７０ＭＰa 級水素ステーション構成機器に対して技術、コスト両面から平成２０年度分析し

たうえで、充填時間を考慮した最適化検討と、要素技術開発（以下）に取組んだ。高容量鋼製

蓄圧器  水素用高圧ボールバルブ  高強度金属材料  集中型制御システム  高耐久型
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流量調節弁 

・専門分野の異なる連名委託先が相互に連携し、ダイナミックシミュレーションを核とした総合

的エンジニアリング技術と、これら要素技術を組合せることにより、 低コスト型水素ステー

ションの技術的見通しを得た。 

 

（Ⅱ-９）都市型コンパクト水素ステーションの研究開発  

実施項目  中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

試設計 コンパクトした場合の課題抽出 課題解決（案）の提示  

安全要素技術開発 安全性を担保する技術開発 開発技術の検証 

水素ステーションの

安全性評価  

安全要素適用検討 標準設計に対する安全の検

証  

水素ステーションの

経済性評価  

建築試設計、コスト比較  建設合理化検討 

モックアップ実験 実験計画策定 実験実施および評価  

標準設計  ￣ 標準設計（案）の提示  

＜成果＞ 

・ステーションの試設計を実施し、キャノピー上機器設置化や地下化することで配置計画上、

コンパクト化（敷地面積 5１7m2及び 390m2）を実現できることを確認した。 

・反射圧低減壁の開発において、数値解析により反射波のピーク圧力を低減することが可能な

壁（反射波低減壁）の開発を行い、検証実験によりその性能を確認した。 

・水素燃焼制御システムの開発にて、燃焼伝播の防止に必要な条件を確認した。また、水素の

不活性化に関する研究では、着火に至らせない「安全濃度」を決定した。 

 

●研究開発項目Ⅲ：次世代技術開発・フィージビリティスタディ等 

（Ⅲ-１）水素燃料電池に係る国際関連機関等研究・政策動向の調査検討  

ＮＯ 目標 

１ 対応委員会の開催、動向レポートの作成  

２ 動向レポートの作成 
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３ 政策動向レポート、公的研究機関、主要研究所の技術開発動向レポート 

＜成果＞ 

・専門家による「先端燃料電池実施協定対応委員会」を組織、AFCIA の各作業部会に専門家を

派遣、あるいはテクノバで参加し、我が国の R&D 情報を提供した（NEDO の R&D の状況、日本の

政策、大規模実証やそのほかの具体的な R&D プロジェクト）。このような情報提供を通じて、

AFCIA に貢献した。  

・IPHE の議論を分析、わが国の政策や技術開発への影響を分析した。また国内の関係者とも協

力し、日本の取り組みを PR するとともに、米国、カナダ、ドイツ、欧州連合などの主要国の

イニシアティブを支援した。 IPHE に対する我が国の貢献を明確になるように各種の報告など

や作業を滞りなく進めた。  

 

（Ⅲ-２）IEA/HIA 水素実施協定における国際技術開発動向の調査検討  

ＮＯ 目標 

１ 国際技術開発動向の把握 

２ 各 Annex(作業部会）の分析活動動向の把握  

３ 得られた情報の展開・普及及び共有化活動 

＜成果＞ 

水素経済社会の実現に向けて国際協同研究開発を目的とする IEA/HIA（国際ｴﾈﾙｷﾞｰ機関/水素実

施協定）に積極的に参加した。各作業部会にて、収集・交換した水素に関する技術開発動向・

情報を国内に展開し、共有化を図った。 

 

（Ⅲ-３）可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研究

開発 

実施項目 目標 

多孔質半導体光電極の高性能

化  

既存半導体光電極の改良で WO3光電極の性能を超える。 

光触媒-電解ハイブリッドシ

ステムによる水素製造 

レドックス媒体を用いた効率的な酸素発生用光触媒の高

性能化により太陽エネルギー変換効率の最高値を目指

す。 
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新規可視光応答性半導体探索
高速自動半導体探索システムを用いてできるだけ多くの

可視光応答性の新規半導体を探索する。 

理論効率や将来性の試算  
太陽電池と水電解を単に組み合わせたシステムより低コ

スト水素製造できるか検証する。 

＜成果＞ 

・WO3 光触媒の量子収率をセシウム表面処理で既報の 48 倍に向上できた。太陽エネルギー変換

効率(0.3%)は陸上植物並で、人工光合成実現可能レベルに達した。 

・BiVO4 光電極の光電流を炭酸塩電解液を利用することで従来の電解液より 6 倍向上できた。

高速自動半導体探索システムを活用し、新規半導体の特許を 5件出願した。  

・光触媒-電解ハイブリッドシステムの小型実証試験を行った。太陽電池と水電解を単に組み

合わせたシステムより将来低コスト水素製造が可能、という結論を得た。 

 

（Ⅲ-４）非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計および開発 

実施項目 目標 

触媒能評価 
現行材料(貴金属系)に近い性能を有する非貴金属系酸素発生触媒の

開発  

電解試験 
非貴金属系材料をアノード触媒に用いて、現行のアルカリ形水電解

に匹敵する新規固体高分子形水電解セルの開発 

＜成果＞ 

・評価法の確立し、比活性が IrO2を上回る Zr 及び Ta 系材料の触媒の作製に成功した。 

・Zr 及び Ta 系化合物は表面が酸化物であると酸素発生反応の活性が向上した。  

・Zr 系化合物を電極触媒として電解試験を行い、水電解効率は 60%であった。 

 

（Ⅲ-５）高効率水素液化磁気冷凍の研究開発 

ＮＯ 目標 

  １ 実用磁気冷凍磁性材料の開発 

  ２ 高効率水素液化機構の開発 

  ３ 蓄冷型磁気冷凍機の開発 

  ４ 測定技術要素研究 
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  ５ 水素液化磁気冷凍システムの調査と解析 

＜成果＞ 

・AMR サイクルに適合した希土類ガーネットと金属間化合物磁性材料の開発を進め、粒状化の

実用材料製造技術を確立した。 

・２つの駆動機構をもつ AMR 磁気冷凍サイクル試験装置を設計・作製し、AMR サイクルを実証

した。 

・水素液化サイクルの効率改善と高感度水素液量の計測技術を開発した。 

 

（Ⅲ-６）水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発 

実施項目 目標 

水素脆性評価試験  水素濃度；2ppm 以下、負荷速度；準静的～5m/s  

 実大破壊強度試験  圧力；15MPa 程度、パイプ；X65 高強度鋼管、500mm 径、40m 長 

 高速き裂伝播計算モデ

ル構築  
き裂伝播限界圧力とき裂伝播停止長さを+/-20%で予測  

外部からの指導及び協

力  

大学・企業の研究者・技術者からなる研究会を組織し、指導と

協力を得る。  

＜成果＞ 

・水素ガスパイプラインで想定される現実的な圧力・温度件では鋼中に拡散侵入する水素濃度

は低く、準静的・動的条件ともに水素脆化は顕著ではない。  

・水素ガスパイプラインの実大強度試験を実施し、き裂は長距離伝播することはないことを実

証した。  

・開発した高速き裂伝播数値計算モデルを用いて、天然ガスと同程度の靭性を有していれば、

水素ガスパイプラインでき裂の伝播を防止できることを確認した。  

 

（Ⅲ-７）超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発 

実施項目 目標 

超高圧合成法による新規 Mg 合

金系水素貯蔵材料の開発 

「質量貯蔵密度 6 質量％以上、放出温度 100 ℃以下、

耐久性 1,000 回以上」を可能とする材料を探索する。  

超高圧合成法による新規 Li 合 「質量貯蔵密度 6 質量％以上、放出温度 100 ℃以下、
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金系水素貯蔵材料の開発 耐久性 1,000 回以上」を可能とする材料を探索する。  

超高圧合成法による新規 Al 合

金系水素貯蔵材料の開発 

「質量貯蔵密度 6 質量％以上、放出温度 100 ℃以下、

耐久性 1,000 回以上」を可能とする材料を探索する。  

＜成果＞ 

・Mg-(V, Zr)-(Li, Na)-H 系水素化物において、可逆的に水素を吸蔵・放出する新規水素化物

を見出すとともに、水素放出温度と結晶構造との相関を示し得た。 

・7 種の Li-M-H 系新規水素化物（M：遷移金属元素）を見出し、Li-Y 系水素化物において、可

逆的に水素を吸蔵・放出することを確認した。  

・Al 系共晶合金、アラネート、AlH3を原料として試みたが、適用条件下では新規水素化物相は

得られなかった。 

 

（Ⅲ-８）ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発 

実施項目 目標 

細孔制御技術によるゼオライト鋳

型炭素（ZTC）の構造最適化  

ZTC 表面積の増大（目標 5000ｍ2/g）と細孔径の最適

化（範囲 0.65 nm〜1.2 nm） 

金属担持技術による「新たな相互

作用」の導入とその最適化  

Å、更には原子レベルの金属担持、及び貴金属以外

（Ni、Ti）の担持 

ZTC の水素吸蔵性能評価  上記で得られた ZTC の水素貯蔵性能を評価する。 

＜成果＞ 

・スピルオーバー水素の貯蔵サイトを、炭素担体のエッジ、曲率をもつ部位、含酸素官能基、

含窒素官能基に同定できた。 

・炭素担体に担持する Pt の粒径が小さいほどスピルオーバー貯蔵量が増加することを見出し

た。また、安価な遷移金属（Ni）による貯蔵にも成功した。  

・スピルオーバー水素貯蔵サイト候補である、含窒素官能基の大量ドープ法の開発に成功し

た。 

 

（Ⅲ-９）Mg および Ti 系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に係る技術開発 

実施項目 目標 

Mg 基合金の開発  Mg 基合金に関する作製ﾉｳﾊｳを蓄積  
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Mg 基合金に関する熱力学的平

衡反応特性の研究  

Mg 基相分離型水素吸蔵合金の実証 

6.0 質量%, 繰り返し 1000 回, 水素放出温度 100℃  

Ti 基合金の開発  Ti 基合金に関する作製ﾉｳﾊｳを蓄積  

Ti 基合金に関する熱力学的平

衡反応特性の研究  

Ti 基水素吸蔵合金の実証 

6.0 質量%, 繰り返し 1000 回, 水素放出温度 100℃  

Al 水素化合物の合成技術の開

発  

Al 水素化合物の物理的合成法を設計・開発  

＜成果＞ 

・水素吸収・放出に伴う合金の「相分離」によって、MgH2 が熱力学的に著しく不安定化するこ

とが実証された（合金構成元素間の結合力に依存）。 

・Ti 基を有する非固溶系 b.c.c.合金の合成に成功し、室温で 3.5 mass %以上の水素吸収・放

出反応が実証された。  

・Al 水素化合物の物理合成装置の設計・開発を行った。AlH2.5 組成を得ており、物理的合成の

可能性が実証された。 

 

（Ⅲ-１０）水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究開発 

実施項目 目  標 

水素燃料電池自動車の導

入に係る社会的便益に関

する研究（H20-21）  

種々の FCV 導入シナリオの下で、既存の市場で経済価値として評

価されていない、FCV 特有の便益を経済価値として評価すると共

に、導入普及による経済的波及効果を評価する。 

水素燃料電池自動車の社

会的便益評価システムの

構築（H20-21）  

FCV や水素インフラの導入施策は、エネルギー・環境を巡る情勢

の変化や、技術開発の進捗などを反映して、ダイナミックに変化

する可能性があるため、これらの情勢変化に対応したシナリオに

対する便益評価を柔軟にするためのシステムを構築する。  

＜成果＞ 

・FCV の導入普及初期の 5 年間（H20 年度）、及び COCN の新導入シナリオ（H21 年度）をベース

とし、環境便益の外部便益（外部費用の削減）、および経済的波及効果を評価し、導入普及施

策に対する示唆を得た。  

・複数のシナリオに対する便益評価を柔軟に実施するため、これまでに開発してきた方法論に

従った評価システムを構築した。 
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（Ⅲ-１１）水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ 

 ＮＯ 目標 

  １ 前提条件の設定及び全体の評価を行う 

  ２ 高圧水素供給フローの検討を行う 

  ３ 液体水素供給フローの検討を行う 

  ４ 有機ケミカルハイドライド法の検討を行う 

＜成果＞ 

・平成 27 年（2015 年）を想定した水素供給インフラ市場立ち上げに向け、各水素キャリア

（高圧水素、液体水素、有機ケミカルハイドライド）を用いた、オフサイト型水素製造から水

素ステーションにおける燃料電池自動車への充填までの一連のフローにおける、経済的成立性

や実現性及び普及に向けた今後の技術開発課題について抽出・検討を行なった。また、課題の

解決策についての提言も行った。 

 

投稿論文 「査読付き」38 件、「その他」20 件 

特  許 「特許出願」43 件、「PCT 出願」 3 件（予定も含む） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

「外部発表」219 件 

Ⅳ．実用化、事

業化の見通

しについて 

燃料電池実用化推進協議会（FCCJ）が平成 22 年 3 月に発表した「ＦＣＶと水素ステーショ

ンの普及に向けたシナリオ」において、２０１５年がＦＣＶの一般ユーザー普及開始を目指す

年と位置づけられている。さらに、特出すべき内容は２０２５年がＦＣＶ・ステーションの自

立拡大開始の年として、前提条件としてＦＣＶユーザーのメリット（価格・利便性等）が確保

されて順調に普及が進んだ場合、ＦＣＶ累計 200 万台程度、水素ステーション 1000 箇所程度

としている。これは、水素ステーション設置及び水素コストが目標に達し、水素ステーション

ビジネスが成立する時期として、１水素ステーション当たりＦＣＶ2000 台という目標数値であ

る。このようなシナリオに基づき、本研究開発も 2015 年をターゲットとして実用化とその後

の事業化を睨んでいる。 

 

Ⅴ．基本計画に

関する事項 

 

作成時期 平成２０年３月 制定 

変更履歴 平成２０年７月、イノベーションプログラム基本計画の制定により、｢（1）研究

開発の目的｣の記載を改訂。平成２１年３月、中間目標等を追記して改訂。 

平成２２年２月、研究開発項目Ⅱ、Ⅲの拡充、関連事業との連携を追記して改 

訂。 

 



プロジェクト用語集 

 
研究開発項目Ⅰ：「70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発」 

用 語 説 明 

圧縮機 

 

 

水素を圧縮する装置。本ステーションでは、圧縮機の主な仕様

として、流量：300Nm3/h、常用圧力：82MPa。 

緊急離脱カップリング 

 

充填ホースに取り付ける車両誤発進時の安全装置。車両誤発進

により一定の張力が両端にかかると、同装置が２つに分離し、

かつ水素を安全に遮断する機能を有する。 

試験充填容器 

 

 

燃料電池車が無くとも水素の繰り返し充填試験が可能となるよ

う設けた容器（鋼製）。試験ステーションにおける主な仕様は、

常用圧力：７０MPa、容量：１６０Ｌ×２基 

試験評価方法 耐久性、効率、使い勝手などの評価を目的として、圧縮機、蓄

圧器、プレクーラなど機器毎および直充填方式、連続充填方式

などの充填モード毎に、評価部位、測定項目、評価基準、試験

条件、試験頻度をとりまとめたもの。 

水素回収ライン 

 

 

試験充填容器に充填した水素を、減圧して再利用するためのラ

イン。試験充填容器に充填した水素を放散する必要がなく、効

率的に繰り返し充填試験を進めることができる。 

蓄圧器 

 

 

燃料電池自動車に水素を差圧充填するため、水素を貯蔵する容

器（鋼製）。試験ステーションにおける蓄圧器の主な仕様は、常

用圧力：８２MPa、容量：２５５Ｌ（日本製鋼製）×２本、１０

０Ｌ（高圧昭和製）×２本、６０Ｌ（住金機工製）×１本。 

直充填 

 

蓄圧器を介さずに、圧縮機から燃料電池自動車（または試験充

填容器）に充填を直接行う方式。 

ディスペンサー 高圧水素ガスステーションのうち、燃料電池自動車に燃料とし

て高圧水素ガスを供給する装置。 

筐体、ガス用流量計、バルブ、充填ホース、緊急離脱カップリ

ング、充填カップリングで構成される。 

燃料電池自動車試験車両 車載タンク内の温度などを計測する機能を持つ車両。 

普及期前１年分に相当する

充填回数 

 

普及期前のポストＪＨＦＣ（2011～2015 年）期間における稼働

率を、ＪＨＦＣ２と同様の 0.9 回／ｽﾃｰｼｮﾝ・日と想定し、１年

分に相当する充填回数を 270 回と設定した。 

プレクール設備 

 

 

車載タンク内温度の上昇＊を防止するため、高圧の水素を冷却す

る設備で、熱交換器と冷凍機から構成される。試験ステーショ

ンにおける仕様は、充填ノズル出口での水素温度が-20℃以下。

＜＊参考＞高圧水素の充填においては、充填圧力が高いほど車

載タンク内の温度上昇も高くなる現象がある。このため 70MPa

充填では、構成材料の許容温度８５℃を超えないよう、水素を

冷却して車載タンクに充填する必要がある。 

 

プロジェクト用語集-(1) 
 



平均充填流量 

 

 

１回の充填における時間あたりの単純平均流量のこと。水素の

総充填量(kg)を充填時間（min）で除して算出される。 

遮断弁 

 

ディスペンサー内の水素ガスの流れを遮断するバルブ。 

 

充填カップリング 

 

燃料電池自動車に水素ガスを移送するためにディスペンサーと

燃料電池自動車のレセプタクルを接続する機器。 

 

調節弁 

 

ディスペンサー内の水素ガスの流量を調節するバルブ。 

 

ディスペンサー 高圧水素ガスステーションのうち、燃料電池自動車に燃料とし

て高圧水素ガスを供給する装置。 

筐体、ガス用流量計、バルブ、充填ホース、緊急離脱カップリ

ング、充填カップリングで構成される。 

プレクール 

 

水素ガスを燃料電池自動車に充填する前に冷却する工程。 

 

流量計 

 

各々の燃料電池自動車に充填した量を質量で計測する機器。 

顕微赤外分光分析（FTIR） 

 

FT-IR とは Fourier Transform Infrared Spectroscopy の略で 

フーリエ変換赤外分光法のこと。化合物分子の赤外線吸収を利

用して化合物を定性・定量する測定法である。今回は、顕微鏡

を組み合わせ、微細領域の分析を行った。 

電子後方散乱像法 

 

 

電子後方散乱像法（EBSP: Electron Back Scattering Pattern）

のこと。SEM に組み合わせ、ミクロな結晶方位や結晶系を測定

する。結晶粒毎の情報が得られる。また、集合組織や結晶相分

布を解析できる。 

動的解析モデル ある系において、時間と共に変化する圧力、流量といった物理

量を、経験式や理論式に基づき計算により求める手法 

Cv 値 弁の開度を一定にし、その前後差圧を 1psi に保ち、60°F の

水が 1分間に流れる量を US ガロンで表した値。この数値が大き

いほど、弁を流体が流れやすい事を示す。 
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研究開発項目Ⅰ：「車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術に関する研究開発」 
用 語 説 明 

圧力損失係数 充填層の圧力損失を求める Cozeny-Carman の式 

 

 

を下記の式に変換したときのαを圧力損失係数[1/m2]とした。

 

 

 DP :充填層の圧力損失，L：充填層の長さ，e：空隙率 

 d：粒子径，  k：Kozeny 係数(=5), Sv = 6/d 

アルミライナー アルミニウム合金でできた肉厚の薄い容器。加圧時の荷重はあ

まり分担せず、ガスバリアとして機能する。 

火炎暴露試験 

 

圧縮水素自動車燃料装置用容器の技術基準 JARI S 001 に規定

されている設計確認試験の一つ。 

装置すべきバルブ等を取り付け、最高充てん圧力まで水素ガス

を充てんした容器を火炎の中へ曝す試験。 

合格基準は、容器が破裂することなく、容器内のガスが安全弁

から排出されること。 

極端温度試験 

 

ANSI／NGV2（アメリカ国家規格／圧縮天然ガス車両（NGV）用燃

料容器に対する基本的要求事項）に規定されている試験の一つ。

85℃（使用上限温度）で最高充てん圧力×125％を 4,000 回、

-40℃（使用下限温度）で最高充てん圧力×80％を 4,000 回行う

試験。 

合格基準は、加圧試験終了後に容器に漏れが無いこと。 

高圧水素圧力組成等温線ま

たは P－C等温線 

 

水素圧力（P）－組成（C）等温線の呼称。水素貯蔵材料の一定

温度下での水素吸蔵放出平衡特性を示す。 

 

固定端／自由端 

 

 

 

MH カートリッジは、容器にその両端を保持されている。そのう

ちの一方はアルミライナーに固定されていて、固定端と呼んで

いる。他方は、口金部へ挿入しているプラグで支持され、長手

方向に動くことができ、自由端と呼んでいる。 

質量貯蔵密度 

 

 

貯蔵システムの単位質量当たりに貯蔵できる水素質量。水素質

量/（容器質量+水素質量） の値。 

常温サイクル試験 

 

圧縮水素自動車燃料装置用容器の技術基準 JARI S 001 に規定

されている設計確認試験の一つ。 

2MPa 以下から最高充てん圧力×125％以上の圧力の間を往復さ

せる試験。 

合格基準は、加圧回数が 11,250 回以下で、容器に漏れ及び破裂

が無いこと。 

耐圧試験 

 

圧縮水素自動車燃料装置用容器の技術基準 JARI S 001 に規定

されている性能確認試験の一つ。 

最高充てん圧力の 150％以上の圧力に加圧し、30 秒以上保持し
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て容器を十分膨張させる試験。 

合格基準は、容器に漏れ又は異常膨張がなく、かつ、恒久膨張

量が規定値を満足すること。 

体積貯蔵密度 

（容器体積密度） 

貯蔵システムの単位体積当たりに貯蔵できる水素質量。水素質

量/容器外体積 の値。 

バースト試験 

 

 

圧縮水素自動車燃料装置用容器の技術基準 JARI S 001 に規定

されている設計確認試験の一つ。 

容器が破裂するまで昇圧することによって行う試験。 

合格基準は、破裂圧力が最小破裂圧力（最高充てん圧力×225％

以上、かつ、応力比 2.25 以上）以上でありこと。 

落下試験 

 

 

 

圧縮水素自動車燃料装置用容器の技術基準 JARI S 001 に規定

されている設計確認試験の一つ。 

水平落下、垂直落下、斜め 45°落下を実施した容器について、

2MPa 以下から最高充てん圧力×125％以上の圧力の間を往復さ

せる試験。 

合格基準は、加圧回数が 11,250 回以下で、容器に漏れ及び破裂

が無いこと。 

ただし、今回のハイブリッド貯蔵タンクの評価については、落

下方法のみを参照した。 

BCC 相 

 

体心立方（Body Centered Cubic）構造をもつ相。 

 

CFRP 

 

Carbon Fiber Reinforced Plastics の略 

炭素繊維にプラスチック材料を含浸した後，硬化させて成形し

た複合材料のこと。 

C14 型ラーベス相 

 

AB2の組成式で表される金属間化合物のうち、MgZn2型の六方構

造をもつもの。 

FCC 相 

 

面心立方（Face Centered Cubic）構造をもつ相。本研究の場合、

Ti-V-Mn 系 BCC 合金相を水素化すると FCC 水素化物相が生成す

る。 

MH MetalHydride (水素吸蔵合金) 

 

MH カートリッジ 熱交換用のフィン、配管などがついた水素吸蔵合金を入れてお

くための容器。 

Ti-V-Mn 系合金 

 

チタン、バナジウムおよびマンガンからなる合金。金属組成に

よって BCC 相および C14 型ラーベス相を生成する。 
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研究開発項目Ⅱ：「水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発」 

用 語 説 明 

オフガス 

（Off gas） 

改質側ガスから、水素分離膜により水素を分離精製した残り

のガスの呼称。 

カーケンダルボイド 

（Kirkendalｌ void） 

異種元素が接し相互拡散する場合、各元素の拡散速度の差異

が大きいときに生じる空孔。 

グラファイトフェルール 

（Graphite ferrules） 

グラファイト製のフェルール（別途説明あり）。本事業では、

触媒一体化モジュールの継手部に使用している。 

フェルール 

（Ferrules） 

配管の継手部の流体密封手段のひとつで、チューブ端近くの

接続部に咬ませるリング状の部品。 

触媒一体化モジュール 水素分離膜モジュール（別途説明あり）の一種。本事業のテ

ーのひとつで研究開発対象としている。水素分離膜を支持す

る多孔質支持体に触媒機能を持たせている。別置きの改質触

媒を必要としないため、システムのコンパクト化が期待でき

る。 

水素製造効率 水素製造のためのエネルギー効率。定義式は以下のとおり。

 

水素分離型リフォーマー 水蒸気改質による水素生成と水素分離膜による水素精製を

単一つの反応管内で行う水素製造システム。従来システムに

比べて、高効率でシンプルかつコンパクトという特長を有す

る。 

水素分離膜モジュール 水素分離型リフォーマー（別途説明あり）の構成要素のひと

つ。水素分離膜とそれを支持する支持体からなる。反応管（別

途説明あり）の中で使用される。 

反応管 本事業では、水素分離膜モジュールを改質触媒（触媒一体化

モジュールの場合は必要なし）とともに内蔵する高温耐圧容

器を指す。この中で水素の生成と精製を同時に行う。 

ホットモデル 本事業では、補機類（ボイラー、圧縮機、水処理装置等）を

別置きした試験用水素分離型リフォーマーを、ホットモデル

と称している。 

膜モジュール 

 

水素分離膜モジュール（別途説明あり）。 

メンブレン 

（Membrane） 

 

本事業では、水素分離膜を指す。 

MOC 

 

Membrane On Catalyst. 触媒一体化モジュールの英語略称。

）補機の消費エネルギー　　　　

天然ガスの熱量　　　　

量消費される天然ガス流　　　　

水素の熱量　　　　

製造水素流量　　　　
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研究開発項目Ⅱ：「水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発」 

用 語 説 明 

改質効率 

 

水素製造装置に投入した原燃料の熱量に対する送出水素の

熱量の比 

製造効率 

 

水素製造装置に投入した原燃料の熱量及び投入電力量の合

計に対する送出水素の熱量の比 

HHV 

 

High-Heating Value 高位発熱量 

水蒸気の凝縮潜熱を含んだ可燃性ガスの発熱量 

起動時間 

 

装置の起動開始から定格能力の 30%程度で水素を送出するま

での時間 

DSS 

 

Daily Start-up Shut-down 

装置を毎日起動、停止すること 

ホットスタンバイ 

 

反応器運転温度を維持するため最低負荷状態で運転し、待機

した状態 

水蒸気改質 

 

原料（炭化水素）と水蒸気を反応させ、水素を主成分とする

改質ガスを生成させる反応操作 

脱硫 

 

原料中の有機硫黄分を除去する反応操作 

 

変成 

 

改質ガス中の一酸化炭素と水蒸気を水素と二酸化炭素に変

換する反応操作 

S/C 

 

Steam Carbon Ratio 

水蒸気と炭素のモル比 

PSA 

 

 

Pressure Swing Adsorption 

吸着剤への吸着量が成分によって差異があることを利用し、

ガスを精製する装置。 

水素 PSA は水素以外の成分を吸着除去し、高純度の水素を製

造する。 

VPSA 

 

 

Vacuum Pressure Swing Adsorption 

PSA の一種で、真空下で吸着剤から吸着成分を脱離する方式。

 

水素回収率 水素 PSA で供給ガス中の水素量に対する製品水素量の比。 

改質ガス 水素を主成分とし、一酸化炭素、二酸化炭素、メタンからな

る。 

変成ガス 改質ガスを変成器で処理した後のガス。改質ガスと比して、

水素濃度、二酸化炭素が増加し、一酸化炭素が数%まで低下

する。 
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オフガス 水素 PSA に供給される変成ガスのうち、製品水素以外のガス

改質器のバーナ燃料に使用される。 

SV 

 

Space Velocity 

単位触媒量、単位時間に流体が触媒層を通過する流量 

メタン転化率 原料中の炭素原子モル量に対する改質ガス中の一酸化炭素、

二酸化炭素モル量の比 

同じ反応温度においてメタン転化率が高いほど触媒性能が

高い 
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研究開発項目Ⅱ：「CO2膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発」 

用 語 説 明 

キャリア 運び手のこと。本研究では、膜内で物質（二酸化炭素等）を輸送する物

質のことある。 

パーミアンス 透過速度。本研究では、mol/（m2skPa）という単位で評価している。 

メンブレン 膜のこと 

水蒸気改質反応 炭化水素と自ら、二酸化炭素と水素を得る反応。副生成物として一酸化

炭素が発生する。 

変性反応 一酸化炭素と水から二酸化炭素と水素を得る反応 

ＣＯ転化率 変性反応において、一酸化炭素が反応する割合。 

メンブレンリアク

ター 

本研究で開発している、触媒とメンブレンを組み合わせて、ＣＯ変性反

応を行う反応器 

水素ステーション 燃料電池車に水素を供給するための施設。水素を輸送して貯蔵するオフ

サイト型と、都市ガスを改質して、水素をその場で製造するオンサイト

型があり、水素製造装置(オンサイト型の場合)、貯蔵タンク、圧縮装置、

注入装置から構成される。 

ＰＳＡ pressure swing adsorption：圧力変動吸着。吸着剤のガスに対する吸着

特性の違いを利用して、加圧と減圧の操作を交互に繰り返しながら、目

的とするガスを連続的に分離する装置 
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研究開発項目Ⅱ：「ホウ素系水素貯蔵材料の開発」 

用語 説明 

エリンガム図 
標準生成自由エネルギー－温度図のことで、反応の進む方向をこ

の図から読むことができる。 

ガスクロマトグラフィー 
気化しやすい化合物の同定・定量に用いられる機器分析の手法で

ある 

赤外分光分析 
物質に赤外線を照射し、透過（あるいは反射）光を分光すること

で得られるスペクトルから分子構造や状態を知る 

μＳＲ零磁場測定 

μＳＲ（下記参照）を外部磁場なしの状態で行う。本研究では、

水素化物中の水素原子の内部磁場にのみに影響されたμＳＲス

ペクトルとなる。 

第一原理計算 

実験結果を含めて経験的パラメーター等を用いないで、物質に関

する計算を行う。本研究では、既知あるいはモデル構造を元に水

素化物の熱力学的安定性などを理論的に予測する。 

動径分布関数 

ある原子のまわりに存在する原子の数が、平均の密度と比べて. 

どれぐらいであるかをあらわす量で距離の関数となる。Ｘ線散乱

実験などから求めることができる。 

熱重量・示差熱分析 

物質を恒温保持あるいは昇温・冷却することによって生じる、重

量変化や熱変化を捉えることによって、相変態、分解・結合など

の反応を分析する。 

放射光 

高エネルギーの電子等の荷電粒子が磁場中でローレンツ力によ

り曲がるとき、電磁波を放射する現象であり、強力なＸ線や赤外

線が得られ、各種の分析に用いられる。 

ホウ素系水素化物 

M(BHn)x で表される水素化物である。Mはアルカリ、アルカリ土

類、遷移金属元素からなる。B（ホウ素）は水素原子と共有結合

して(BHn)の陰錯イオンを形成し、Mの陽イオンと結合している。

密度汎関数法 

物質の電子状態を求める方法のひとつで、多電子系の基底状態に

おける電子密度分布は，電子密度分布関数の汎関数である全エネ

ルギーを最小にするものとして一意的に与えられることを利用

する。 

ミリング処理 

遊星ボールミリング装置等によって行われる物質の処理方法の

ひとつである。容器内に鋼等の球体と試料をいれ、回転運動を与

えることによって、ボールや容器内壁面と試料、試料同士が衝突

を繰り返して、粉砕加工される。 

無機錯体系水素化物 

M(M'Hn)x で表される一連の水素化物群の総称である。Mはアルカ

リ、アルカリ土類、遷移金属元素、Ｍ’は Al,B,N などの元素か

らなる。M'は水素原子と共有結合して(M'Hn)の陰錯イオンを形成

し、Mの陽イオンと結合している。 
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ラマン分析 

物質にレーザのような単色光を照射し、散乱される光を分光器に

通し観測して得られたスペクトルより、物質の微視的な構造や不

純物の同定などを行う。 

ＲＨＣ 

(reactive hydride 

composite) 

金属水素化物と MgB2 の混合物。ホウ素源としてＢのかわりに

MgB2 を用いることで、水素化反応によるボロハイドライドの合成

が促進される。 

μＳＲ 

(muon spin rotation) 

スピン偏極したミュオンを物質に注入し、ミュオンスピンの感じ

る内部磁場の大きさや揺らぎを実時間で捕らえることにより物

質の様々な性質を明らかにする手法 

マジック角回転法 

(MAS) 

MAS は、Magic Angle Spinning の略称である。試料を強い磁場

の中に入れ、磁場の方向に対して 54.7 度傾いた軸の周りで高速

回転する方法。固体試料の NMR シグナルは非常に線幅が広くスペ

クトルの分解能が低いが、マジック角回転法を用いて測定するこ

とにより、線幅の狭いシグナルとなり、高分解能スペクトルが得

られる。 

核磁気共鳴分析 

(NMR) 

 

外部静磁場に置かれた物質中の原子核が固有の周波数の電磁波

と相互作用する現象を利用した分析手法。原子核の内部構造、物

質の分析、同定の手段として用いられる。 

ＸＡＮＥＳ分析 

(X-ray Absorption Near 

Edge Structure)  

エックス線吸収端近傍構造分析を示す。 吸収端の前後 50 eV 程

度までの領域に見られるピーク構造を解析することで、X線吸収

原子の電子状態や局所構造に関する情報が得られる。 
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研究開発項目Ⅱ：「ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発」 

用 語 説 明 

原子半径比（RA/RB） 

 

AB2型のラーベス合金の A元素と，Ｂ元素の原子半径の比．２元

系の C15 ラーベス合金ではこの値が 1.37 以上であると，水素を

吸蔵して非晶質化が起こるとされている．なお，理想的なラー

ベス構造では 1.225 程度である． 

 

死蔵サイト いったん水素を吸蔵してしまうと，数百℃以上に加熱し真空排

気を行わないと水素を放出することができなくなるような水素

吸蔵サイト． 

水素吸蔵サイト 

 

結晶格子内の水素を吸蔵することが可能な場所で，水素吸蔵合

金を構成している金属原子４個で作る 4面体等である． 

 

水素化分解（不均化） 

 

水素吸蔵合金が水素を吸蔵した後に水素化物と金属に分解する

こと． 

一般に水素化分解が起こると可逆的な吸蔵放出が起こらなくな

る． 

例：CaNi2 ＋ H2 → CaH2 ＋2Ni（水素化分解＝不均化） 

例：CaNi5 ＋ 3H2 → CaNi5H6（水素吸蔵） 

 

水素雰囲気での粉末X線回折

測定（in Situ XRD 測定） 

水素圧下で粉末 X 線回折測定を行い，様々な水素吸蔵量での水

素吸蔵合金の結晶構造を調べる． 

 

水素誘起非晶質化（アモルフ

ァス化），単に非晶質化 

 

水素吸蔵合金が水素を吸蔵した後に結晶構造が崩れアモルファ

スの水素化物になること．一般に非晶質化が起こると可逆的な

吸蔵放出が起こらなくなる． 

 

不均化（水素化分解） 

 

水素吸蔵合金が水素を吸蔵した後に水素化物と金属に分解する

こと． 

一般に不均化が起こると可逆的な吸蔵放出が起こらなくなる．

例：CaNi2 ＋ H2 → CaH2 ＋2Ni（不均化＝水素化分解） 

例：CaNi5 ＋ 3H2 → CaNi5H6（水素吸蔵） 

 

ラーベス構造 

 

A 原子と B原子の半径のサイズの比（RA/RB）が 1.225 あるいは

それに近い値をもち AB2の形の化学式で表される，緻密で安定

な金属間化合物の結晶構造． C15 型，C14 型，C36 型の３種に

分類できる．結晶格子内に多数の水素吸蔵サイトが多数存在し

ており最大で AB2H6（H/M=2）まで到達する合金がある． 

 

BCC（体心立方）構造 

Body-Centered-Cubic 

立方体の格子の頂点以外に中心にも格子点がある結晶構造．格

子内に多数の水素吸蔵サイトが存在しており最大で MH2（H/M=2）

まで到達する． 
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C14 型ラーベス構造 

 

３種類あるラーベス構造の内のひとつで，プロトタイプは MgZn2

である．Zr や Ti 系の水素吸蔵合金が多数報告されている．CaMg2

や CaLi2等の 

高容量が規定できる軽量な化合物が存在する． 

 

C15 型ラーベス構造 

 

３種類あるラーベス構造の内のひとつで，プロトタイプは MgCu2

である．C14 型よりは少ないものの Zr や Ti 系の水素吸蔵合金

が報告されている．(Mg,Ca)Ni2組成の室温で可逆的に吸蔵放出

可能な合金が存在する． 

 

C15b型ラーベス構造 

 

C15 型のラーベス構造の Aサイトが２種類のサイトに規則化し

た構造． 

C15 は AB2であるが C15bは(A10.5A20.5)B2＝A1A2B4 で表される．具

体的には MgPrNi4 が相当している．またこの組成では Mg，Pr そ

れぞれにそれぞれが置換固溶できるため，Mg1.4Pr0.6Ni4や

Mg0.8Pr1.2Ni4が存在する．最近この系の合金の特異低な水素吸蔵

放出特性が明らかになってきている． 

 

ΔH 

 

水素分子１モルを水素吸蔵合金が吸蔵もしくは放出する反応時

のエンタルピーの変化量．実用的な水素吸蔵合金では，-20～-30 

kJ / mol H2程度である． 

 

ΔS 

 

水素分子１モルを水素吸蔵合金が吸蔵もしくは放出する反応時

のエントロピーの変化量．理想的にはおおよそ，-130J/molH2・

K となる．実際には-100～-130 程度である． 

 

H/M 

 

 

水素吸蔵量を表す方法のひとつ．金属水素化物の金属原子 Mと

水素原子Hの比．例えばMg2NiH4ではH/M＝4/3＝1.33（3.6mass%）．

 

PCT 曲線 

Pressure-composition 

-Temperature curve 

水素吸蔵合金の性能を表す最も重要な水素吸蔵量や水素吸蔵・

放出温度および圧力を示している曲線．圧力-組成等温線図と呼

ばれている．  

 

２段プラトー 

 

PCT 曲線に低圧，高圧の２段のプラトー領域が存在しているこ

と．水素圧力あるいは水素量に依存した 2種類の金属水素化物

が存在しているために出現する．本事業で MgPrNi4 で 2 段プラ

トーが存在している事を見出した． 
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研究開発項目Ⅱ：「低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発」 

用 語 説 明 

圧力計 圧力を計測し表示する装置。（機械式） 

圧力伝送器 圧力を計測し、結果を電気信号にて伝送する装置。 

安全弁 

 

高圧ガス機器の内圧が設計圧力以上にならないように圧力を逃

がすための安全装置。 

カウンター 充てんした水素量およびエラーなどを表示する装置。 

ガス検知器 水素ガス検出装置。 

気密試験 設計圧力以上の圧力で気体を使用して行う試験。 

緊急離脱カップリング 

 

水素充てん中に燃料電池自動車が誤発進したとき、ホース断裂

前に離脱し水素の漏洩を防止する安全装置。 

コアプロセッサー 

 

コリオリ流量計で計測部と一体化したディジタル信号処理回路

を内蔵する変換器。 

コリオリ式流量計 

 

振動するパイプ内を流体が流れるときに発生するコリオリ力を

測定することにより質量流量を計測する流量計。 

コントロールボックス 充てんおよびディスペンサーを制御する装置。 

シーケンサー リレー回路の代替装置として開発された制御装置。プログラマ

ブルコントローラとも呼ばれる。 

遮断弁 水素の供給、遮断を制御するバルブ。 

充てんカップリング 

 

燃料電池自動車の水素供給口と接続するディスペンサーからの

水素供給の出口。 

常用圧力 装置の使用状態での最高圧力。 

設計圧力 機器の強度計算で基準となる圧力（＝ 許容圧力） 

常用圧力≦設計圧力。 

操作スイッチ 

 

緊急停止、充てん開始・終了、脱圧などをおこなうためのスイ

ッチ。 

耐圧試験 

 

 

設計圧力の１．５倍以上の圧力で水その他の安全な液体を使用

して行う試験。 

（液体の使用が困難な場合、設計圧力の１．２５倍以上の圧力

で気体を使用） 

脱圧弁 

 

 

ベントラインに接続され充てん終了時にディスペンサー内部配

管から水素を抜くためのバルブ。 

 

ディスペンサー 燃料電池自動車の水素タンクに水素を充てんする装置。 
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バリア 危険場所で使用する電気回路の安全保持回路。 

ブライン槽 水素ガスを冷却するために使用する冷却液の容器。 

プレクール 水素充てん時、車載タンクの温度上昇を抑制するために前もっ

て水素ガスを冷却すること。 

フローチューブ コリオリ流量計で計測される流体が流通する振動管。 

防爆ボックス 

 

 

全閉構造で爆発性ガス（水素）の内部爆発の圧力に耐え、さら

に内部爆発による火炎が外部の爆発性ガス（水素）へ引火を生

じることがない容器。 

ホース 充てん作業を容易にするためのフレキシブル性を持った水素の

通路。 

流量調整弁 水素充てん時に水素の流速を制御するためのコントロールバル

ブ。 

レセクタプル 燃料電池自動車の充てんカップリング接続口。 
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研究開発項目Ⅱ：「低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発」 

用 語 説 明 

キャノピー （ガソリン、水素など）サービスステーションの充填場所の屋根部

分。 

ゲル化 液状の樹脂が流動性をなくし、固化すること。 

樹脂 

 

ここでは主にエポキシ樹脂を指す。加熱により硬化し繊維間に密着

力を持たせる。一般には１００℃～１５０℃の熱を加えて硬化させ

る。 

蓄圧器 ここでは高圧水素を蓄えておくボンベ（容器）をいう。７０ＭＰａ

の車載タンクを備えた燃料電池車に差圧で水素を充填する場合に

は常用圧力８０ＭＰａ以上の蓄圧器が必要となる。 

ディスペンサー 液体・気体を充填する装置。充填量を計量する。 

トウプリプレグ（ＴＰＰ） 繊維の束（通常数万本）にあらかじめ樹脂を染みこませておいたも

の。 

内部加熱法 ライナーを内部から加熱しながらフィラメントワインディングを

行う方法。加温により樹脂の粘度が下がり、繊維内に広がりやすい、

樹脂を最後まで硬化させることが出来れば硬化工程を削減できる

などのメリットが期待できる。 

複合容器 

 

ライナーを繊維（主に炭素繊維やガラス繊維）で巻付け、樹脂で固

めることによって強化した容器。 

フィラメントワインディ

ング 

（ＦＷ） 

ライナーに樹脂を含んだ炭素繊維やガラス繊維を巻付ける複合容

器の製造方法。 

プレクール 

 

 

水素を（燃料電池車に）高圧・高速に充填する場合、水素（および

水素タンク）の温度が急激に上昇するため、あらかじめ水素を冷却

しておくこと。またその装置を指すこともある。 

フープバースト フープ巻したＦＲＰが破壊し、破裂する設計で容器を作製し、破裂

試験を行うこと。あるいは、そのように破裂すること。 

フープ巻 ＣＦＲＰ容器用ライナーの周方向（軸方向にほぼ９０度）に巻きつ

ける（フィラメントワインディングする）巻き方。 

ヘリカルバースト ヘリカル巻したＦＲＰが破壊し、破裂する設計で容器を作製し、破

裂試験を行うこと。あるいは、そのように破裂すること。 

ヘリカル巻 フープ巻に比べ、軸方向に近い（例えば５～７０度）角度で巻きつ

ける（フィラメントワインディングする）巻き方。 

ライナー 

 

複合容器の内材。これに樹脂を含んだ炭素繊維やガラス繊維を巻き

つけ（ＦＷ）た後、樹脂を一般には加熱硬化させて複合容器とする。

ＣＦ carbon fiber。炭素繊維。. 

ＣＦＲＰ 

 

carbon fiber reinforced plastics。炭素繊維強化複合材料。炭素

繊維を樹脂の中に入れ、強度を向上させた複合材料。 

ＤＲＹ法 トウプリプレグを使用したフィラメントワインディング法。ＷＥＴ

法に比べ、フィラメントワインディング時に液状の樹脂を塗布する

工程がないためＤＲＹという。 

ＦＲＰ 

 

fiber reinforced plastics。繊維強化複合材料。 
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ＦＷ 

 

filament winding。フィラメント・ワインディング参照。 

ＰＡＮ Polyacrylonitrile。ポリアクリロニトリル。炭素繊維の原料とな

る。 

 

ＷＥＴ法 繊維に樹脂を塗布しながらフィラメントワインディングを行う方

法。一般に樹脂が均一に塗布しやすいように粘度の低い樹脂を使用

する。 
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研究開発項目Ⅱ：「低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に関する研究開発」 

用 語 説 明 

アクチェータ 自動弁に用いられる駆動機のこと。水素ステーション関連機器

では主に空気圧を動力としたものを使用する。 

固溶強化 

 

窒素添加等により固溶体を作ることにより高強度化する手法。

 

自緊 

自緊処理 

（自己緊縮法：autofrettage） 

 

製造工程中で、水圧などを利用し

て、容器内面に弾性限度以上にな

るような高い内圧を加えると、  

内圧をのぞいた後も変形は元に

戻らず、図のように内層には圧縮

応力、外層には引っ張り応力が残

留し、 容器内層が外層によって

緊縛された状態になる。 

自緊により実効的なき裂進展力

が低減されるので、蓄圧器の耐久

性向上が見込まれる。 

靭性（vE-30℃） 

 

マイナス 30℃におけるシャルピー衝撃試験の吸収エネルギー。

鋼の靭性はこの数値が高いほど高いとされる。 

析出強化 

 

炭化物の代わりに金属間化合物の微細な析出物粒子を熱処理に

より分散させ強度を高める手法。析出硬化系ステンレス鋼とし

て SUS630 が知られている。 

耐力（0.2%耐力） 

 

引張試験において 0.2%の残留ひずみを生じる荷重のこと。構造

設計では 0.2%耐力の 75%を許容応力として用いる場合が多い。

ダイナミックシミュレーショ

ン 

 

系統の微小時間の変化をあらわす微分方程式を立て、数値解法

を用いて解くことにより、対象とする流量、圧力等の時間変化

を計算する予測計算手法 

 

ナノインデンテーション試験 

（超微小押し込み硬さ試験） 

 

摩擦磨耗試験 

薄膜や微小領域の硬さとヤング率の測定を高精度で行う試験。

圧子を材料や薄膜の表面に押込み、表面硬さ等を求める。 

 

試験体の磨耗量、摩擦係数を求める目的で、実供用を模したボ

ールとディスクとの間に荷重をかけ擦り合せる試験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

充てん時の円周方向応力―無自緊との比較―

充てん前 充てんガス圧に
よる引張応力

充てん時の
合成応力

無
自
緊
容
器

自
緊
容
器

引
張

圧
縮

引
張

圧
縮

自緊による
残留応力

域

力

最大応力：大

最大応力：小

水素中でも疲労寿命の延伸水素中でも疲労寿命の延伸
が期待できる！！が期待できる！！

図 X．摩擦摩耗試験 
（荷重増加式ﾎﾞｰﾙｵﾝﾃﾞｨｽｸ試験）

図 X．超微小押込硬さ試験機 
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引張強度（UTS） 

 

限界引張強さ（Ultimate. Tensile Strength － UTS） 

フ ェ ー ズ ド ア レ イ

UT(Ultrasonic Testing)法 

 

 

小さい振動子を多数配列し、そのうちの数個を同時または若干

の時間の遅れを持たせて電気的に制御して振動させ、超音波ビ

ームの方向、集束点等を制御する技術である。フェーズドアレ

イ技術には従来の方法と比べて、超音波ビームの方向、集束点

を任意に設定することが可能で、、きずの検出能力が高く広範

囲を一度に探傷できることと、その結果が断面画像で見ること

ができ、材料内部の詳細な情報が得られる。 

 

ボールバルブ 

（手動弁、遮断弁） 

バルブ構造の一つ。弁棒を９０°回転させることにより開閉を

行う。 

他構造のバルブと比較して、流量を大きくすることが可能であ

る。 

冷間加工 塑性変形を利用した常温で行う加工。オーステナイト系ステン

レスは、熱処理により軟化し、冷間加工により硬化、高強度化

する。 

AE(Acoustic Emission)法 

 

 

材料に許容以上の外力などが加わると、材料に蓄えられていた

ひずみエネルギーは変形やき裂の発生や進展に費やされ、この

時の、一部のエネルギーが音に変わる。これをアコースティッ

ク・エミッションと呼んでいる。この AE 信号を検出することで

稼働中に異常を検出することができるため、装置を停止させる

ことなく監視することが可能である。 

Cv 値 

 

バルブの持つ容量係数で、流体がある差圧でバルブを流れる時

の流量を表した場合の数値。大きいほど流れやすい。 

SA723 鋼 

 

4%Ｎｉ低合金鋼。従来より超高圧特認容器用材料として規定さ

れている。 

SNCM439 鋼 

 

2%Ni 低合金鋼。高張力鋼として強靭性が要求される機械構造用

部品に汎用される。高圧水素用蓄圧器に使用されている事例あ

り。 

SSRT 

(Slow Strain Rate Technique) 

低ひずみ増加率による応力負荷により試料を強制破断させる遅

れ割れ試験法。遅れ割れ特性の評価が短時間で可能であること

から、本研究開発では耐水素性のスクリーニングに用いている。

TOFD 

-+(TimeofFlightDiffraction)

法 

 

 

 

送信用探触子と受信用探触子を一定の間隔で対向させ、探触子

間を直接伝わる波を検出し表示する方法である。この時、き裂

が内在しているとき裂の上端・下端で回折波が発生するので、

き裂先端からの回折波の伝搬時間の差を利用して、検出または

寸法測定を行なうことが可能である。き裂の高さ寸法の測定精

度が良いという特徴がある。 
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研究開発項目Ⅱ：「都市型コンパクト水素ステーションの研究開発」 

用 語 説 明 

安全濃度 

 

 

本研究では CO2を加えることによりある空間に水素が漏洩して

も着火しない CO2／空気の分圧比と、水素が漏洩した空間内の混

合気を外部に排出しても着火の恐れが無い CO2／水素分圧比を

決定した。本研究ではこの両方の条件を満たす CO2／空気／水素

混合気の濃度を安全濃度と呼ぶ。 

可燃濃度の境界 

 

 

空気中で水素の可燃限界は下限が 4％、上限が 75％とされ、そ

の間の濃度が可燃濃度である。空気に CO2を加えると CO2の増加

とともに下限が上昇、上限が下降して可燃濃度が狭まり、本研

究の結果 CO275％で消滅する。CO2濃度を変化させて可燃限界を

測定し、それを結んだ曲線が可燃濃度の境界である。 

水素燃焼制御 

 

水素混合気に水噴霧や不活性ガスを混合し、水素の燃焼を抑制

すること。 

水素の不活性化 

 

 

本研究開発では不活性気体により漏洩した水素が着火・爆燃・

爆轟に至らないようにすることを表す。（ハロン消火剤の場合に

は化学反応により燃焼を抑えるが、本研究の CO2の場合には熱

的影響により燃焼を抑制している（カッコ内は無くても良い））

パイロットバーナ 

 

 

燃焼器では主たる燃料と空気の流れとは別に常に安定して燃焼

する小さなバーナを備えて、最初の点火や条件変動の際の消炎

防止に用いるものをパイロットバーナと呼ぶ。本研究では安定

して燃焼する火炎（パイロットバーナ）の周囲に CO2／空気／水

素混合気を流通させて火炎が広がるか否かを調べた。 

爆風圧エネルギー吸収壁 

 

入射する圧力波が壁面で反射する時に，圧力波のエネルギーの

一部を吸収して反射圧を低減する機構を取り入れた壁 

反射圧低減壁 入射する圧力波が壁面で反射する時に，反射波のピーク圧力を

低減する機構を取り入れた壁 
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研究開発項目Ⅲ：「水素燃料電池に係る国際関連機関等研究・政策動向の調査検討」 

用 語 説 明 

IPHE International Partnership for Hydrogen Economy（水素経済

のための国際パートナーシップ）の略。米国が 2003 年に設立し

た、水素・燃料電池に係る政策レベルの国際協力組織。議長国

は、2003～2007 年が米国、2007～2009 年がカナダ、2009～2011

年がドイツ。行政担当者間の連携と情報交換を行っている。2010

年に名称を International Partnership for Hydrogen and Fuel 

Cells in the Economy に変更。 

IEA 先端燃料電池実施協定 先端燃料電池実施協定（Advanced Fuel Cell Implementing 

Agreement）は、IEA の実施協定（タスクシェアによる R&D と情

報共有対象とする研究交流組織）の一つ。先端燃料電池実施協

定傘下には現状で、Annex 22(PEFC)、Annex 23（MCFC）、Annex 24

（PEFC）、Annex 25（Stationary）、Annex 26（Transport）、Annex 

27（Portable）が設置されている。 
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研究開発項目Ⅲ：「可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水電解水素製造

の研究開発」 

用 語 説 明 

可視光応答性 

 

 

可視光は 400 nm(380 nm)から 800 nm までの波長領域の光であ

る。代表的な光触媒である二酸化チタンはちょうど可視光領域

の短波長側より短い波長の光を利用する紫外光応答性光触媒で

あるので、一般には二酸化チタンの吸収より長い波長の光を利

用できる光触媒が可視光応答性光触媒とされる。 

酸化タングステン 

 

 

黄緑色の可視光応答性の半導体。調製法により異なるが、光吸

収スペクトルの吸収端は 460～480 nm であり、それよりも短い

波長の光を吸収できる。環境浄化利用分野でも銅やパラジウム

助触媒を表面に担持することで高い有機物分解性能を示す。強

酸性でも非常に安定。 

人工光合成 

 

 

 

研究分野によって定義は異なる。例えば錯体化学では、植物の

光吸収用ポルフィリン錯体や酸素発生用 Mn 錯体の機能を部分

的に模倣する研究自体を示す。反応で区分する場合は、光エネ

ルギーを化学エネルギーに「直接」変換・貯蔵する反応（エネ

ルギー蓄積型反応またはアップヒル反応）を起こすシステムを

示す。本研究の水を酸素に分解して Fe3+を Fe2+に還元する反応

もエネルギー蓄積型反応である。水を水素と酸素に完全分解す

る反応、炭酸ガスと水から有機物を合成する反応、窒素と水か

らアンモニアなどを合成する反応も典型的なエネルギー蓄積型

の人工光合成反応である。（均一・不均一）光触媒反応や光電

極反応がその範疇になる。太陽電池と電気分解を組み合わせた

水素製造では、直接的な変換ではないので、人工光合成ではな

い。  

スイッチグラス 

 

 

イネ科・キビ属の永年性草本植物。米国では大統領の一般教書

演説でバイオエタノールを生産するための有望燃料作物として

言及されて有名になった。トウモロコシと同じ光合成能力が高

い種類で、乾燥にも耐え、農地に適さない土地でも栽培容易な

のが特徴。 

太陽エネルギー変換効率 

 

 

 

単位時間当たりの、入射する太陽エネルギーに対して、取り出

したエネルギーの割合。本研究の場合、ソーラーシミュレータ

ーからの疑似太陽光（ラジオメーターで調整）に対して、水を

酸素に分解して Fe3+を Fe2+に還元する反応として蓄積されたエ

ネルギーの割合を示す。農作物の場合は、年間の太陽エネルギ

ー総量に対して、年間で収穫された作物の乾燥物から計算した

蓄積エネルギーの割合を示す。 

光触媒 

 

 

 

 光触媒は光吸収により励起され、酸化反応および還元反応を

引き起こす触媒物質である。不均一系の半導体光触媒や均一系

の色素光触媒などがあるが、本発表は前者。半導体触媒は伝導

帯と価電子帯が禁制帯で隔てられたバンド構造を持つ。バンド

ギャップ以上のエネルギーを持つ光により、価電子帯の電子が

伝導帯に励起され、伝導帯に電子が、価電子帯にその抜け殻の
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正孔が生成する。伝導帯に励起された電子は価電子帯の電子よ

りも還元力が非常に強く、暗時では起こらない還元反応を起こ

すことができる。同様に、正孔も強力な酸化反応を起こす。今

回の反応の場合、正孔により水が酸化されて、酸素が生成され

る。一方、伝導帯に励起された電子は Fe3+を還元し、Fe2+が生成

する。 

光電極 

 

 

本多藤嶋効果で有名な酸化チタン半導体の単結晶を用いた水分

解で用いられた。ｎ型半導体による水分解では、光照射によっ

てその表面で酸素発生、対極で水素発生が起こる。この研究か

ら原理が類似している酸化チタン光触媒の研究が盛んになっ

た。 

量子収率 

 

 

 

本研究での量子収率は「外部量子収率」で表している。入射す

る光子の数に対して、反応に利用された光子の割合であり、見

かけの量子収率とも言う。光子が反射または透過して吸収され

なかった場合や、吸収されて電子－正孔対ができても再結合し

て熱になった場合、その量子収率は低くなる。一方、吸収され

た光子の数に対して、反応に利用された光子の割合の場合は内

部量子収率と言う。外部量子収率は内部量子収率より低くなる。

 

レドックス媒体 

 

 

 

酸化と還元を安定に繰り返す物質。二次電池材料にも用いられ

る。本研究については Fe2+と Fe3+のイオン。植物の光合成にも

酸化や還元を起こす部分に電子移動を仲介する有機物のレドッ

クス媒体が多数存在する。 
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研究開発項目Ⅲ：「非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計および開

発」 

用 語 説 明 

アノード 

(anode) 

正電荷が電極相から溶液の方へ向かって移動する電極。電極反

応が全体として酸化方向に進行している電極。 

アルカリ形水電解  

(alkaline electrolyte 

water electrolysis) 

電解質にアルカリ溶液を用いて水の電気分解をおこなう方法な

らびに装置。 

 

カソード 

(cathode) 

 

溶液側から電極相へ正電荷が移動していく電極。電極反応が全

体として還元方向に進行している電極。 

 

過電圧 

(overvoltage) 

 

電極と電解質界面でのただ 1つの電気化学反応しか生じていな

い場合の平衡電位からの電極電位のずれのこと。過電圧は反応

や電極の“遅さ”を表す。 

固体高分子形水電解 

(polymer electrolyte water 

electrolysis) 

電解質に固体高分子膜を用いて水の電気分解を行う方法ならび

に装置。 

 

酸素発生電極 

(oxygen evolution 

electrode) 

 

水の電気分解(水電解)におけるアノードのこと。アノードにお

いて酸素が発生する反応が起こるので、このように呼ぶ。 

 

質量活性  

(mass activity) 

 

質量当たりの活性のこと。 

 

 

定常分極 

(steady state 

polarization) 

 

十分に遅い電位走査速度で自然電位から電極電位をずらしてい

く操作ならびに測定法。 

 

電解質 

(electrolyte) 

 

その内部をイオンが電荷担体として移動して、電流を流すこと

ができるイオン伝導体のこと。 

 

電気二重層 

(electrical double layer) 

 

電極を電解液に浸漬すると帯電し、それに液中のイオンが引き

寄せられ、電極と電解液中にそれぞれ電荷層が形成される。こ

の層を電気二重層という。 

比活性 

(specific activity) 

 

実面積当たりの活性のこと。 
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研究開発項目Ⅲ：「高効率水素液化磁気冷凍の研究開発」 

用 語 説 明 

エントロピー変化 

 

磁場により変化する磁性体のエントロピーのこと。これが大き

いほど磁性体の冷凍能力が高い。磁性体の磁気相転移温度近傍

でのみ大きいため、冷凍温度領域に転移温度を持つ磁性体を選

択することが重要である。 

 

カルノー型磁気冷凍 

磁気冷凍サイクルの一種。熱機関のカルノーサイクルを磁気冷

凍で実現するサイクル。原理的には熱力学最高効率が可能であ

る。 

 

球状化磁性体 

磁気作業物質の充填率、熱交換効率を向上し、ガスの圧力損失

を減少させるために用いられる球状化した磁性材料である。 

 

磁気熱量効果 

磁性体に磁場変化を与えるとき磁性体の温度が変化する。ある

いは外部へ放熱、吸熱を起こす効果。磁気冷凍の原理となる物

理現象。 

 

磁性体駆動型磁気冷凍サイ

クル 

磁気冷凍サイクルに必要な磁性体の磁場変化を与える方式の一

つ。磁性体を駆動することで、超電導マグネットは永久電流モ

ードで運転することができるため、効率的なサイクル運転が可

能になる。 

 

蓄冷型磁気冷凍 

磁気冷凍サイクルの一種。外部熱交換器(蓄冷器)と熱交換する

ことで、広い温度範囲での冷凍サイクルを可能とする。 

 

ディスプレイサー 

シリンダーとピストンによって熱交換ガスを駆動する機構のこ

と。一般のコンプレッサーと異なり、低温でガスを往復運動さ

せることができる装置のことである。 

AMR 

 

Active Magnetic regenerator の略。能動型磁気蓄冷器。蓄冷

型磁気冷凍サイクルの一種で、磁性体に蓄冷器と冷凍作業物質

の二つの役割をさせることで効率的に蓄冷型冷凍サイクルを実

現させる方式である。 

 

%カルノー効率 

熱力学的最高効率であるカルノー効率に対する実際のサイクル

の効率の割合である。 
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研究開発項目Ⅲ：「水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発」 

用 語 説 明 

ガスパイプライン実大強度

試験 

天然ガスパイプラインで広く適用される試験で、他工事損傷な

どにより鋼管にき裂が発生した場合を想定して、所定の圧力下

で初期き裂を強制的に与え、き裂が高速で伝播する挙動を計測

する実験方法。 

き裂伝播抵抗 延性破壊によりき裂が伝播する際の抵抗値を破壊力学パラメー

タで表わしたもの。パラメータとして、応力拡大係数や J積分

が使われる。 

高速き裂伝播 材料中を高速でき裂が伝播する現象で、鋼の場合には、延性破

壊と脆性破壊でき裂が伝播する。前者では、100~300m/s、後者

では 600~2000m/s の速度である。 

水素脆性 鋼をはじめとする金属材料中に、水素が拡散侵入し、金属の破

壊抵抗を弱める現象。同一の材料でも、水素濃度、試験温度、

歪速度により水素脆性の感受性が異なる。 

水素チャージ 材料の水素脆性感受性を評価するために、材料中に水素を拡散

侵入させる方法。高温高圧水素環境下、電気化学的にチャージ

する方法がある。 

TMCP プロセス 鋼管や厚鋼板を製造するプロセスで、Thermo-Mechanical 

Control Process の略。制御圧延・制御冷却からなる。結晶粒

が微細化して強度と靭性が向上する。 

TMR プロセス 鋼管や厚鋼板を製造するプロセスで、Thermo-Mechanical 

Rolling の略。制御圧延を適用する。結晶粒が微細化して強度

と靭性が向上する。 
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研究開発項目Ⅲ：「超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発」 

用 語 説 明 

FCC Face-centred cubic（面心立方晶）の略。 

c

a
b

  a = b= c 

共晶合金 

Eutectic alloy 

 

共晶反応によって生成する凝固組織を共晶組織と呼び、そのよ

うな組織を持つ合金をいう。共晶組織は一般に 2種類の板状結

晶が交互に配列した層状であるが、稀に棒状、螺旋状をとる。

いずれにせよ、数 μm程度のレベルの微細な組織である。共晶

合金が融解するときは、純粋な単体の結晶のように一定温度（共

晶点）を保つ。 

金属間化合物 

Intermetallic compound 

2 種以上の金属元素から構成される化合物。元素の原子比は整

数である。成分元素個々とは異なる、特有の物理的・化学的性

質を示す。 

空孔 

Vacancy 

格子欠陥の一種である点欠陥の一つ。原子空孔ともいう。原子

が規則正しく配列した結晶格子において、原子が本来在るべき

場所から欠落している格子点をいう。絶対零度（0 K）でない限

り、結晶は空孔が存在した方が安定である。 

合金 

Alloy 

 

 

金属元素単体からなる純金属に対し、複数の金属元素あるいは

金属元素と非金属元素から成る金属様のものをいう。形態とし

ては、完全に溶け込んでいる固溶体や上述の金属間化合物等が

ある。また、必ずしも単相でなくてもよく、複数の相から構成

されるものも含む。金属成分が各々微細に独立した結晶組織を

構成している共晶も合金である。 

サイト 

Site 

結晶格子における格子点、あるいは複数の原子によって構成さ

れる多面体の重心位置を指す。 

錯水素化物 

Complex hydride 

 

錯体系水素化物の略称。 

[AlH4]
－、[AlH6]

3－、[BH4]
－など水素を含み負の電荷を持つ錯イ

オンと正の電荷を持つ金属イオンとから構成される塩。LiAlH4、

NaAlH4、Na3AlH6、Mg(BH4)2などが該当する。 

水素化アルミニウム 

Aluminum hydride 

化学式 AlH3。アランとも呼ばれる。質量水素密度 10.6 ％。 

式量 30.01。密度 1.486 g/cm3。無色の固体。融点約 423K（150℃）。

強力な還元剤で、熱力学的に非常に不安定である。 

金属アルミニウムを直接水素化させる、所謂、気相－固相反応

から得ることは平衡解離圧の関係から非常に困難であるが、有

機溶媒中でのアラネートを原料としたメタセシス反応により比
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較的容易に得ることができる。結晶構造が異なる 7 つの多形

（α、α’、β、γ、δ、ε、ζ）の存在が知られている。 

DSC Differential scanning calorimetry（示差走査熱量分析）の略。

測定試料と基準物質との間の熱量差を計測することで、相変態

温度（融点、ガラス転移点、水素吸蔵･放出温度など）を測定す

る熱分析の手法である。 

TG-TDS Thermogravity-Thermal desorption spectroscopy（熱重量－昇

温脱離ガス分析）の略。 

昇温過程で試料表面及び試料中から脱離するガス成分を分子量

毎（定性的）に質量分析計により検出するとともに、試料の質

量変化を連続的に測定する。複数種類のガスの放出が並行して

起きていなければ、脱離ガス成分毎の定量も可能である。 

熱力学的特性 

Thermodynamic property 

熱伝導率、各種変態温度、エンタルピー、エントロピー、活性

化エネルギー、比熱、潜熱、膨脹率、蒸気圧などの数値として

表される。 

BCT Body-centred tetragonal（体心正方晶）の略。 

c

a
b
a = b ≠ c 

ミリング 

Milling 

 

ボールミリング、メカニカルアロイング、あるいはメカニカル

グラインディングともいう。セラミック製や金属製の硬球と、

材料の粉末を円筒形の容器（材質は硬球と同じ）に入れて自転・

公転させることによって、材料を磨り潰して均質な微粉末とす

る処理。 
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研究開発項目Ⅲ：「ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関するの研究開

発」 

用 語 説 明 

エッジ 

 

 

グラフェンの端の部分のこと。通常は水素で終端されているが、

含酸素官能基で終端されることもできる。 

含酸素官能基 

 

 

グラフェンに付加可能な酸素原子を含む官能基。カルボキシル、

フェノール性水酸基、ラクトン、カルボニル、エーテルなど様々

な種類がある。 

含窒素官能基 

 

 

グラフェンに付加可能な窒素原子を含む官能基。4級炭素（グ

ラフェンシート内の炭素原子 1個が窒素原子 1個に置換された

形）、ピリジン、ピリドン、ピロール、ニトロ基など様々な種類

がある。 

グラフェン 

 

 

炭素六角網面からなるシート状物質。グラフェンが規則正しく

積そうすると、グラファイトになる。活性炭やゼオライト鋳型

炭素などの炭素材料の基本的な構成要素であるが、これらの物

質を構成するグラフェンには、大量の構造欠陥（ダングリング

ボンド、５員環、７員環など）が存在する。 

スピルオーバー 

 

 

金属担持触媒において、気相中の水素分子が金属表面に解離吸

着した後、原子状水素（H・）の状態で担体へと流れ出す現象。

スピルオーバー水素 

 

 

スピルオーバーによって担体へと移動した、原子状水素（H・）

のこと 

スピルオーバー貯蔵 

 

 

スピルオーバー水素を可逆的に吸蔵／放出する、という方式の

水素貯蔵 

ゼオライト鋳型炭素 

 

 

ゼオライトの細孔内部に炭素を充填し、ゼオライトを溶解除去

することで得られる多孔性炭素。ゼオライトが鋳型となり、そ

の規則構造が転写された炭素である。鋳型であるゼオライトと

同じ長周期規則構造をもち、比表面積は最大で 4000 m2/g に達

する。 

物理吸着 静電相互作用の一種であるファンデルワールス力により、気体

分子が固体表面に引き寄せられる現象。固体物質の比表面積が

大きいほど、物理吸着量は増加する。 

 

プロジェクト用語集-(28) 
 



プロジェクト用語集-(29) 
 

研究開発項目Ⅲ：「Mg および Ti 系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に関わる研究開発」 

用 語 説 明 

圧力－組成等温線 金属－水素反応系は、水素平衡圧力と水素吸収量の関係を等温

線として記述する。これより、最大水素吸収量や水素吸収・放

出の可逆性、熱力学的安定性を知ることが出来る。 

グロー放電発光分光分析 分析材料を陰極として異常グロー放電を起こさせ、発する光を

分光することにより元素組成分析を行う方法。スパッタリング

によって深さ方向にも分解能を持ち、水素のような軽元素も定

量できる。 

プラトー圧力 金属－水素反応系において、水素吸収・放出に伴って相変態が

起こると、圧力－組成等温線上に圧力が一定となる領域が現れ

る。熱力学的には、この領域が現れる圧力が高いほど水素化合

物の安定性が低い。水素貯蔵材料を水素供給源として考える場

合、水素供給圧力はこのプラトー圧力によって支配される。 

 



Ⅰ．事業の位置付け・必要性について 

１．NEDO の関与の必要性・制度への適合性 

 1．1 NEDO が関与することの意義 

 我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネルギー技術の開発、

導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構築に取り組んでいく

ことが不可欠である。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方向性を示し、官民

双方がこの方向性を共有することで、将来の不確実性に対する懸念が緩和され、官民において

長期にわたり軸のぶれない取組の実施が可能となることを目指し「エネルギーイノベーション

プログラム」が制定された。本事業は、その「エネルギーイノベーションプログラム」の一環

として実施する。 

燃料電池及び水素技術は、上記の目的達成に向けたキーテクノロジーとして、その実用化

への期待が高い。第３期科学技術基本計画（２００６年３月）においては「先進燃料電池シス

テムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術」が戦略重点科学技術として選定され、新・国家エネ

ルギー戦略（２００６年５月）では燃料電池自動車に関する技術開発の推進が記され、経済成

長戦略大綱（２００６年７月）において運輸エネルギーの次世代技術開発が重点分野として位

置付けられている。エネルギー基本計画（２００７年３月）、次世代自動車・燃料イニシア

ティブ（２００７年５月）においても燃料電池及び燃料電池普及のために必要となる水素技術

開発の重要性が述べられ、さらには、Cool Earth 50－エネルギー革新技術に定置用燃料電池、

燃料電池自動車及び水素製造・輸送・貯蔵が位置付けられている。従って、本事業は上記エネ

ルギー施策制度の目標達成に適合するものである。 

本分野における産業界の健全な育成については、産業界各社が自ら活動・対応するだけでな

く産業界共有・共通の知的財産と成り得るものに対し、国費を元に研究開発・産業界支援を行

い各社活動の重複を避け、短期集中的に仕上げることにより産業界全体として効率的な技術開

発が可能となる。また、世界に先駆けて水素関連技術の実用化に先立ちシステム技術検証や要

素技術開発を行うことは国際市場においても我が国産業界が先導的役割を果たすこととなり、

さらに我が国経済力を向上させることに繋がる点で非常に有効である。 

   

 1．2 実施の効果（費用対効果） 

  当該事業を実施することにより、総合科学技術会議の｢環境エネルギー技術革新計画｣（平

成 20 年 5 月）の技術評価において、2030 年の市場規模：日本１兆円以上、世界３兆円以上

と評価される燃料電池自動車と水素製造・輸送・貯蔵は｢Cool Earth －エネルギー革新技術

計画｣（平成 20 年 3 月）において、世界全体の温室効果ガスの排出量を現状に比して 2050

年までに半減するという長期目標を達成するためのエネルギー分野における 21 の革新的技

術開発の中に選定され、温室効果ガスの削減にも大きな貢献をもたらすことが期待されてい
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る。 

一方、民間団体である燃料電池実用化推進協議会（FCCJ）（次頁参照）が平成 22 年 3 月に

発表した「ＦＣＶと水素ステーションの普及に向けたシナリオ」において、2015 年がＦＣ

Ｖの一般ユーザー普及開始を目指す年、2025 年がＦＣＶ・ステーションの自立拡大開始の

年として、位置づけられており、2025 年には、ＦＣＶ累計 200 万台程度、水素ステーショ

ン 1000 箇所程度のシナリオが示されている。同シナリオでは、2015 年の普及開始に向けて

2006～2014 年までの間の技術課題の解決と規制見直しの推進が提示されており、本事業は

正に当該シナリオに合致するものである。 

このような研究開発投資がもたらす効果として、燃料電池の導入・普及は、省エネルギー

効果、環境負荷低減効果、エネルギーの供給多様化、石油代替効果、分散型電源としての利

用、産業競争力強化と新規産業・雇用の創出が期待される。 

 

２．事業の背景・目的・位置づけ 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、｢ＮＥＤＯ｣という。）では、「水

素安全利用等基盤技術開発事業」（平成１５年度～１９年度）において、水素の安全性に係る

データの取得に基づく安全技術の確立、水素の製造・輸送・貯蔵・充填等に係わる技術開発を行

い、関連する各機器について基本仕様を固め、性能において世界をリードできるレベルにまで到

達させた。安全技術の確立は、「水素社会構築共通基盤整備事業」（平成１７年度～２１年度）に

引き継がれ、燃料電池の大規模な導入・普及や技術レベルの進展に対応した既存規制の見直し等

に資するための安全確認データの取得、国際標準の提案並びに製品性能の試験・評価手法の確立

を、産業界との密接な連携のもとで実施している。 

また、「水素先端科学基礎研究事業」（平成１８年度～２４年度）では、水素物性等に係る基

礎的かつ高度な科学的知見の集積を行い、水素社会到来に向けた基盤整備に資することを目的に、

液化・高圧化した状態における水素物性の解明並びに液化・高圧化による材料の水素脆化に関す

る基本原理の解明及び対策検討など、根本的な現象解析を実施中である。加えて、「水素貯蔵材

料先端基盤研究事業」（平成１９年度～２３年度）では、高性能かつ先端的水素貯蔵材料開発に

必要な水素貯蔵に関する基本原理の解明及び材料の応用技術に必要な基盤研究を実施中であり、

両事業から基礎固めを行うことにより、水素供給インフラを支える材料、機器及びシステム開発

に関するブレイクスルーに繋がることを企図している。 

本研究開発では、これらの動向や並行実施事業の進捗状況を踏まえ、来るべき水素エネル

ギー普及のための水素供給インフラ市場立上げ（平成２７年／２０１５年頃を想定）に向け、水

素製造・輸送・貯蔵・充填に関する低コストかつ耐久性に優れた機器及びシステムの技術開発、

要素技術開発、次世代技術開発及びシナリオ策定、フィージビリティスタディ等を行い、水素エ

ネルギーの導入・普及に必要な一連の機器及びシステムに関する技術を確立することを目的とす
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る。また、技術開発の一翼を担いつつ、実証研究や基準・標準化に関する事業と連携を図りなが

ら推進することにより、燃料電池の実用化・普及展開及び国際競争力の確保に資するものである。 

また、世界に目を向けた場合のＦＣＶ・ステーション技術開発動向について日本の位置づけ、

技術的な開発動向等については以下のような状況である。 

○FCV 車載用水素貯蔵技術  

 ・高圧水素ガス貯蔵が主流である。また、貯蔵圧力として、１充填走行距離延伸のため、高圧

化の方向（70MPa）となっている。 

 ・水素貯蔵の目標値は、日本、米国でほぼ同じ状況である。具体的には以下のとおりである。 

 （重量／体積貯蔵密度：2015 年 5.5wt%／40g/L、究極 7.5wt%／70g/L）  

○水素供給インフラ技術  

 ・FCV の水素貯蔵の方向性に合わせ、水素ステーションも高圧ガス充填が主流であり、 

35MPa→70MPa へと移行する方向である。 

 ・充填方式は、圧縮機から蓄圧器を介し充填する差圧充填方式と圧縮機から直接充填する直接

充填方式がある。両方式ともコスト、技術課題があり実用化のためには検証が必要である。 

 ・充填速度は、ガソリンスタンド並みの３分／5kg-H2が要求されている。 

  ※日本は、大容量圧縮機による直接充填、FCV の車載水素容器の状態をステーションに逐次

伝えて充填する通信充填の開発には未着手。また、規制の面で厳しい状況である。 

○各国の技術レベル  

  技術開発において、北米（特に米国）、欧州（特にドイツ） 、日本が進んでいるが、今後、

韓国、中国等も追い上げてくる状況である。  

 

 

次頁以降に「燃料電池実用化推進協議会（FCCJ）」によるシナリオ」、「ＮＥＤＯロードマップ

2010 年度版 水素製造・輸送・貯蔵技術ロードマップ、水素貯蔵技術ロードマップ」を添付し

た。 
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ＮＥＤＯロードマップ 2010 年度版 

1.5億円

2億円

約60円/Nm3

・規制見直し：
- 使用可能鋼材の拡大
- 水素関連圧力設備の設計基準の係数見直し
- 複合容器の利用検討
- 市街地における水素貯蔵量の増加
- SSへの併設 等

・要素技術の高性能化・軽量化等効率向上、
長寿命化・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性向上、ｺｽﾄ低減

・ｽﾃｰｼｮﾝ総合効率改善（稼働率、DSS運転）
・700気圧ﾌﾙ充填方式の検討・実証（通信充填
技術・ﾌﾟﾛﾄｺﾙの開発、国際標準化）

・直接充填方式の検討・実証
・ｵﾝｻｲﾄCO2分離回収の検討・実証

再生可能エネルギー等を利用したクリーンな水素製造技術（太陽光、光触媒、
バイオ発酵等の革新的な技術シーズの長期的探索）

水素供給技術（ｽﾃｰｼｮﾝ共通技術）

ステーションコスト
（オンサイト、300 Nm3/h）
（オンサイト、500 Nm3/h）

水素供給コスト
（ｵﾝｻｲﾄ・ｵﾌｻｲﾄ共通、ｽﾃｰｼｮﾝ
稼働率80％程度と仮定）

10億円（700気圧 ）～5億円（350気圧）

―

120円/Nm3

水素ステーション
の

現状・成果と
主な課題

・ｲﾝﾌﾗ技術課題を解決
し、商用ｽﾃｰｼｮﾝの整
備へ

・走行距離でｶﾞｿﾘﾝ等価
（HEV）となる水素供
給ｺｽﾄの実現と、それ
を達成しうるｽﾃｰｼｮﾝ
の低ｺｽﾄ化の実現

水素製造・輸送・供給技術ロードマップ

水蒸気改質
（PSA含む）

水素透過型
ﾒﾝﾌﾞﾚﾝﾘｱｸﾀ

水電解

4億円(700気圧) ～3億円（350気圧)
―

90円/Nm3

２０３０年頃
本格商用化

２０２０年頃
普及期

２０１５年頃
普及開始

現在（2010年時点）
技術実証

想定:原油価格 $85/ﾊﾞﾚﾙ(2010)→$95/ﾊﾞﾚﾙ(2020)
LNG価格 $520/㌧(2010)→$805/㌧(2020)

実用段階
製造効率 70%HHV以上

開発・実証段階
40Nm3で3000時間運転

欧米中心に実用化（アルカリ形）

開発・一部実用化（固体高分子形）

製造効率 80%HHV以上 製造効率 85%HHV

350気圧対応

700気圧対応

低コスト化、コンパクト化 等

耐久性向上、水素透過速度向上 等 低コスト化、コンパクト化 等

実証運用中（JHFC2）

実証運用中（JHFC2（鋼製容器））

実証運用中（JHFC2）

350気圧対応

700気圧対応

350気圧対応

700気圧対応

圧縮効率向上、
低コスト、コンパクト化

複合容器の開発、検査技術の検討

安価かつ安全に水素を供給できる、高効率、
高耐久で低ｺｽﾄな水素ｽﾃｰｼｮﾝの実現へ

耐久性30万回、充填精度±1％
充填時間5分以内実証運用中（JHFC2）

実証段階

＜充填技術の高精度化＞
・充填時間の短縮化、最適プレクール実施、

・充填量計測の高度化

圧縮効率向上、

低コスト、コンパクト化

直接充填方式対応（負荷変動対応 等）

ハイブリッド容器開発

低コスト、高効率で、
CO2排出の少ない、
オンサイト水素製造
技術の確立（オンサ
イトCO2分離回収技
術の適用）

・各要素技術は、世界と同等
ﾚﾍﾞﾙの性能に到達。

・例示基準策定・規制見直し
の進展。

・都市ガス、LPG、灯油等のｵ
ﾝｻｲﾄ方式（350気圧）、700
気圧対応ｽﾃｰｼｮﾝを実証運
用中（JHFC2）。

製造効率 75～80%HHV

複合容器の実証、大容量化、長尺化・高圧化、
非破壊検査技術、例示基準策定、 等

効率向上、起動時間短縮、
DSS対応、熱ｻｲｸﾙ耐久性向上等

低コスト化、高効率化 等

高耐久性高分子膜、耐久性向上 等

再生可能エネ電力との組合せ検討、電力変動対策、
電解槽高圧化による低コスト化 等

・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ等を利
用した水素製造技術への
取組の強化

・水素供給ｺｽﾄの大幅低減
（ｶﾞｿﾘﾝ等価以下）

・新規の水素ｽﾃｰｼｮﾝ、水素
供給ｺﾝｾﾌﾟﾄの検討・実証

注：精製する場合は水素精製プロセスが必要。
注：液体水素については、液化コストがかかるので、液化効率の向上が課題。

圧縮水素輸送

液体水素輸送

その他

実用段階（鋼製輸送容器）

検討段階（複合輸送容器等）

実用段階（ﾛｰﾘｰ・ｺﾝﾃﾅ輸送）
ﾛｰﾘｰ・ｺﾝﾃﾅの大型化が進展中

普及初期への開発成果の反映

検討段階（有機ハイドライド 等）

複合容器・ハイブリッド容器（貯蔵材料内蔵） 開発、 劣化・損傷検知技術 等

システム実証、媒体検討等

システム適用検討等

輸送効率向上（高圧化・大容量化）

着脱可能なｶｰﾄﾞﾙ方式の検討、技術基準策定

ﾛｰﾘｰ、ｺﾝﾃﾅの低コスト化
BOG低減

使用できる材
料の拡大

水素輸送コスト
圧縮水素
液体水素(液化ｺｽﾄ除く)

約20円/Nm3

約6円/Nm3
約15円/Nm3

約3-6円/Nm3
約10円/Nm3

約3円/Nm3

水素製
造コスト

約30円/Nm3 約30～20円/Nm3

ｵﾌｻｲﾄ
水素輸送
技術

約1.8億円 約0.9億円 約0.5億円

水素製造
装置ｺｽﾄ
（300Nm3/h規模）

水蒸気改質
部分酸化

実用段階

再生可能ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ・原子力
の利用

水素製造の低炭素化

開発・実証段階（原子力利用水素製造、
酸化物イオン伝導体電解技術等）

（CO2分離技術）

ｼｽﾃﾑ適用検討等 効率向上、低ｺｽﾄ化等

開発・実証段階（化学吸着法、膜分離法、物理吸収法等）

実用段階（アルカリ形）

ｼｽﾃﾑ適用検討等

開発・実証段階（固体高分子形）

低コスト化、高効率化 等

高耐久性高分子膜、耐久性向上 等

水素精製の効率向上、低コスト化等
低コスト、高効率
で、低炭素なオ
フサイト水素製
造技術の確立
（炭素分離回収
技術の適用）

電力変動対策・実証

効率向上、低コスト化等

水素ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻ

蓄圧器

水素圧縮機

ステーション関連
技術

700気圧フル充填の検討・実施
直接充填方式の検討・実施

ｵﾌｻｲﾄ
水素製造
技術

燃料多様化
技術、低炭素
化

実証地域の拡大、輸送媒体検討

水素を低コスト
で大量に輸送で
きる技術の確立

水電解

その他

水素環境下での材料への影響の解明、水素脆化による劣化メカニズムの解析等の基盤技術構築 等
新規の高圧水素用材料開発、既存材料の実運用可能性の見極め、規制見直しのためのデータ取得

ｵﾝｻｲﾄ
ｽﾃｰｼｮﾝ
の場合

ｵﾌｻｲﾄ
ｽﾃｰｼｮﾝ
の場合

ｵﾝサｲﾄ
水素製造
技術

検討段階（高断熱化、ボイルオフ低減等）

本格商用化時に車
載される高圧水素
貯蔵容器規格（充
填圧・充填方法な
ど）への対応）

（注）*
ｽﾃｰｼｮﾝ設備は、水素製造装置(ｵﾝｻｲﾄのみ)、圧縮機、蓄圧器、ディ
スペンサ、プレクーラ(70MPa充填) 。なおｵﾌｻｲﾄｽﾃｰｼｮﾝでは、ｽﾃｰ
ｼｮﾝ設備としての稼働式水素集結容器の仕様・ｺｽﾄ検討が今後必要。

HEVと競合しうるコスト（ガソリン等価燃費）
ｵﾝｻｲﾄ2億円ｽﾃｰｼｮﾝ（500Nm3/h）で達成可能

約60～40円/Nm3
ｵﾝｻｲﾄ5億円ｽﾃｰｼｮﾝ（300Nm3/h）
における現状の水素供給コスト

（ｽﾃｰｼｮﾝｺｽﾄから計算）

ｵﾝｻｲﾄ3億円ｽﾃｰｼｮﾝ（300Nm3/h）
における水素供給コスト
（ｽﾃｰｼｮﾝｺｽﾄから計算）

更なる低減（ガソリン等価燃費以下）

普及開始期の水素需要に見合った簡易・
可搬式水素ステーションの導入を検討

更なる
低コスト化

成果の適用

成果の適用

ｵﾝｻｲﾄCO2分離回
収の検討・実施

 

Ⅰ-(5) 

 



 

成果の適用
成果の適用 成果の適用

水素貯蔵技術ロードマップ

液体水素容器
（4気圧）

9ｗｔ％
BOG*：1-2％/日、開始時間：100h

Ⅰ-(6) 

 

【2015年に向けての課題】
・BOG対応技術
・大型車両用容器の開発

実用段階
5 wt%
BOG*：3-6％/日、開始時間30h

（注）*
水素貯蔵容器コストは、車両1台に搭載される貯蔵シ
ステム（複数容器の場合はその合計）について、各
時期に想定される生産規模でのコストを示す。

水素貯蔵
技術の

現状・成果と
主な課題

高圧貯蔵容器技術が中心
・材料・製造技術による低コスト化
・高圧貯蔵容器の安全性の検証
・水素貯蔵材料の高性能化 等
・新規貯蔵材料探索 等

技術の複合化による
最適貯蔵ｼｽﾃﾑの達成
・飛躍的な低ｺｽﾄ化の達成
・軽量・ｺﾝﾊﾟｸﾄ・高耐久で安
全な水素貯蔵容器の実現

高圧貯蔵容器技術を中核に
他の貯蔵技術も複合化
・量産化による低コスト化
・貯蔵容器のコンパクト化・軽量化
・仕様の標準化

高圧水素貯蔵技術の進展によ
り、公道で500km走行を達成

水素貯蔵量3%（世界トップレ
ベル）の合金開発目途

水素吸蔵合金

無機系材料

水
素
貯
蔵
材
料

乗用車用ハイブリッド容器
（350気圧）
開発・試用段階 2.5 wt%

リチウム系等の高貯蔵密度材料
に関する基礎研究が進展。

水素貯蔵ｼｽﾃﾑ
wt％ / 体積

（貯蔵量5kg相当の場合）

水素貯蔵容器コスト*

２０３０年頃
本格商用化

２０２０年頃
普及初期

２０１５年頃
普及開始

現在（2010年度初頭時点）
技術実証

5 wt% / 178Ｌ
約300～500万円

5.5 wt％ / 125L 6 wt％ / 100 L 7.5 wt％以上 / 70L以下

100～200万円 数10万円程度 10万円程度

【2015年に向けての課題】
・低ｺｽﾄ化、高耐久性
・熱交換器の軽量・高性能化
・合金飛散防止・振動対策・安全技術

水素貯蔵材料容器
（貯蔵材料内蔵）

TiCrV系BCC合金３％目途。

Mg系等の新規合金材料開発
が進展。

貯蔵密度6~9mass％級貯蔵 度3~4mass％以上

小型貯蔵材料容器（30気圧）
試用段階

【2020年に向けての課題】
・水素吸蔵・放出速度性能の向上
・劣化対策、耐久性向上、組成最適化
・低コスト化、リサイクル 等

密
【2015年に向けての課題】
・水素吸蔵・放出速度性能向上
・劣化対策、材料組成の最適化
・新規材料探索 等

【2020年に向けての課題】
・安全性、信頼性向上
・容器、熱交換器の軽量
化・ｺﾝﾊﾟｸﾄ化

・例示基準検討 等

大型車両
への展開

350気圧容器は、例示基準
制定、実用化段階。圧縮水素容器

(車載用複合容器)
700気圧容器は個別認可による
車両搭載、開発・実用化段階。

【2015年に向けての課題】
・広範なﾗｲﾅｰ材料の検討
・容器劣化・損傷探知技術、
非破壊検査技術等）

・水素脆化対応材料
・容器付属品の低ｺｽﾄ化・
高性能化等

【2020年に向けての課題】
・ﾗｲﾅｰ材の最適化・高強度化
・炭素繊維の低ｺｽﾄ化・
ﾘｻｸﾙ技術

・最適設計によるﾗｲﾅｰ、
CFRPの薄肉化

・規制見直し、量産による低ｺｽﾄ化

容器の
仕様の
標準化

水素貯蔵メカニズム解明等基盤研究によるブレークスルー
革新的な水素貯蔵材料・貯蔵システムの検討・開発
（活性炭・CNT等の高貯蔵密度材料等）

*BOG:ﾎﾞｲﾙｵﾌｶﾞｽ

3~4 wt% 4~5 wt%

成果の適用

17wt%
B ：0.5-1％/日、開始時間200hOG*
【2020年に向けての課題】
・BOG対応技術の高度化

【2030年に向け
ての課題】

・更なる低ｺｽﾄ化
（最適設計、
生産技術）

用途別の
最適水素
貯蔵ｼｽﾃﾑ

技術の複合化 技術の複合化

充填圧力
の低圧化

複合容器
並みの低
ｺｽﾄ化

水素吸蔵・放出
性能が高く、ｺﾝ
ﾊﾟｸﾄな水素貯
蔵材料の実現

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

１．事業の目標 

これまでの「水素安全利用等基盤技術開発」（平成１９年度終了事業）等の関連事業成果を

踏まえながら、平成２２年度末を目途に、水素エネルギーの導入・普及に必要な低コスト機器

及びシステムを試作開発し、その試作開発結果を基に平成２４年度までに耐久性評価等を行う

予定である。以下の最終目標は、国内外の技術動向、市場動向を踏まえて策定したＮＥＤＯ燃

料電池・水素技術開発ロードマップに沿った各機器仕様を満足すると共に、関係産業界の要望

を反映し、水素インフラ市場立ち上げ・普及に必要な技術開発目標値を設定した。 

 

1．1 研究開発項目Ⅰ：｢システム技術開発｣の目標 

 各研究開発テーマに関する達成目標は下記の通り。 

（１）７０ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

2015 年頃の市場立上げ時期に必要となる７０ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機器シ

ステムとして以下を満足する技術を確立する。 

『中間目標』 

「水素安全利用等基盤技術開発」にて開発した要素機器等に必要な改良を加えつつ、水素

ステーションシステムとして構成配置し、延べ 1 年以上（DSS 運転等を含む）の耐久性を検

証する。 

 

『最終目標』 

低コスト化：設備コスト ２億円以下／システム 

［３００Ｎｍ３/ｈ規模の場合、土地取得価格を除く］ 

高耐久性 ：各機器メンテナンス回数 １回以下/年 

［日常的な簡易検査やメンテナンスを除く］ 

 

（２）車載等水素貯蔵/輸送容器システム技術に関する研究開発 

水素ステーション機器システムと連動させたトータルシステムの中で、車載等水素貯蔵／輸

送システムに水素をスムーズに充填できると共に、以下を満足する技術を確立する。 

『中間目標』 

低コスト化：水素貯蔵合金のコストを￥１０，０００/ｋｇ以下にする目処をつける。 

高性能化 ：容器体積密度（外容積）＝２８（ｇ－Ｈ２／Ｌ） 以上 

（ハイブリッド容器システムの場合） 

Ⅱ-(1) 



 

『最終目標』 

低コスト化：２０万円以下／容器システム 

          ハイブリッド容器システムの場合は、 

          圧力＝３５ＭPa 

          質量貯蔵密度（システム）＝３wt％ 

               水素量/容積/容器質量＝５ｋｇ/１００Ｌ/１６５ｋｇ 

 

1.2 研究開発項目Ⅱ：｢要素技術開発｣の目標 

達成目標は下記の通り。なお、いずれもシステム技術に適用できる要素技術であることから、

システム技術開発で設定した達成目標を満たす内容とする。 

 

（１）水素製造機器要素技術 

  水蒸気改質方式に関して、 

『中間目標』 

小規模のパイロットプラントを設計・製作し、性能の検証を行う。 

 

『最終目標』 

改質効率＝８０％以上 

起動時間＝３時間未満 

設備サイズ＝１０ｍ３以下 

設備コスト＝３０万円/Ｎｍ３・ｈ 

 

具体的には、以下の各テーマのとおりである。 

（Ⅱ-１）水素分離型リフォーマーの高耐久性・低コスト化研究開発 

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

 耐久性 
モジュ ール レベルで

8000 時間以上  

リフォーマーレベルで 8000 時間以上  

 起動時間 
モジュールレベルで 3

時間未満  

リフォーマーレベルで 3 時間未満  

 リフォーマー耐

久性 

リフォーマーレベルで

耐久性検証・課題抽出 

日常的なメンテナンスを除いて、8000 時間の運転  

Ⅱ-(2) 



 概念設計 
－ 水素製造効率≧80%  設備サイズ≦10m3  

設備コスト≦30 万円/Nm3-h  

 

（Ⅱ-２）水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発  

実施項目 最終目標（H22 年度） 

水素製造装置要求仕様の調査，検討  装置仕様の確定  

高性能反応器の開発  改質効率：HHV85%以上 

ｽﾁｰﾑｶｰﾎﾞﾝ比：2.5 以下  

高性能水素 PSA の開発  水素回収率：85% 

ｼｽﾃﾑｻｲｽﾞ：現状比 1/3  

50Nm3/h 試作機の設計、製作、 

 検証運転  

改質効率：HHV82.5%以上  

起動時間：1時間  

50Nm3/h 試作機の設計， 

 検証運転のユーザ評価  

試作機設計、運転結果に対しユーザ視点で評価を行う。  

 

（Ⅱ-３）CO2膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

 CO2選択透過膜の開発 
170℃以上にて: 1x10-4mol/(m2 s kPa)  

の CO2透過速度にて、CO2/H2選択性が 200  

 ﾒﾝﾌﾞﾚﾝﾘｱｸﾀｰ用 CO 変

成触媒の開発  

160℃以下、SV2000 h-1にてメタン生成が 1%以下、10%程度含まれる CO 0.1%以

下に低減(メンブレンの効果を含む)  

 ﾒﾝﾌﾞﾚﾝﾘｱｸﾀｰの開発  1m3/h 原理検証機での性能実証 10m3/h 用プラントでの性能実証 

 水素ｽﾃｰｼｮﾝﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ

の最適化  

次世代 H2 ｽﾃｰｼｮﾝｺﾝｾﾌﾟﾄ確立。

PSA 1/4, ｵﾌｶﾞｽﾀﾝｸ不要化,S/C = 

2, 効率 80％以上  

改質系、PSA を含む 10m3/h の能力を持つﾄｰ

ﾀﾙｼｽﾃﾑを、実証するとともに、300m3/h ﾄｰﾀ

ﾙｼｽﾃﾑの F/S 完了 

 

（２）水素貯蔵材料（同材料容器を含む）・水素貯蔵/輸送容器要素技術 

『中間目標』 

材料系の探索と開発を実施し、そこから材料組成等を絞り込み、最終目標の質量水素密

度６ｗｔ％以上および水素放出温度１５０℃以下を達成する新規材料の開発の可能性を見
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極める。 

 

『最終目標』 

貯蔵材料（同材料容器や関連部品を含む）に関しては、 

質量貯蔵密度＝６wt％以上、 

水素放出温度＝１５０℃以下、 

耐久性＝１０００回吸放出で初期貯蔵性能の９０％保持、 

材料コスト＝１０００円/ｋｇ 

 

具体的には、以下の各テーマのとおりである。 

（Ⅱ-４）ホウ素系水素貯蔵材料の開発  

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

複合化によるホウ素系水素化

物開発（H20-H22)  

反応パスの理論解明と実験検証と、

最適組み合わせ選定  

     ― 

中間相を用いたホウ素系水素

化物開発 (H20-H22)  

中間相の組成・構造の解明と、中間相

の絞り込み 

     ― 

添加物・微細構造制御による

反応速度支配因子の解明

(H21-H22)  

添加物の選定、微細構造の評価およ

び、反応速度の支配因子の解明 

     ― 

ホウ素系水素貯蔵材料としての

最適化 (H22)  

150℃以下の水素放出温度、6wt.%級

の再吸蔵量を見極め 

     ― 

 

反応サイクル時の劣化要因の

解明  (H23-)  
     ― 

劣化要因の解明とその対処法の確立 

実用化技術開発(H23-)  
     ― 

 

材料系の最適化、大量合成技術の開発、

低コスト化の指針 

実用性評価 (H23-)  
     ― 

 

耐久性評価、小型タンク評価、実用

化の課題抽出 

 

（Ⅱ-５）ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発  

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 
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MgNi2 系 C15 型ラー

ベス合金 

水素化物の構造を調べ，合

金組成改良による吸蔵量の

向上  

3 質量％，150℃，1000 サイクルを満たした合金の開発  

RENi2 系 C15 型

ラーベス合金 

不均化の進行過程を各種手

法にて調査して挙動を把握

する  

水素吸蔵による不均化反応のメカニズムの解明  

CaMg2 系 C14 型

ラーベス合金 

水素化物の構造を調べ，合

金組成改良による放出温度

の低下  

150℃以下でも 6質量％を放出する合金の開発  

CaLi2 系 C14 型ラー

ベス合金 

格子定数および原子半径比

を変えた合金の作製・評価 

不均化等を抑制し，室温で 6 質量％を吸蔵する合金の開

発  

 

（３）水素ステーション機器要素技術 

  水素ステーション機器システムに適用される要素技術として、下記目標達成に繋がる技

術として確立する。 

『中間目標』 

普及に向けた水素ステーションシステム及び機器に関するコストダウン検討を行い、そ

の対策案を検証する。 

 

『最終目標』 

低コスト化：設備コスト ２億円以下/システム 

［３００Ｎｍ３/ｈ規模の場合、土地取得価格を除く]  

高耐久性 ：各機器メンテナンス回数 １回以下/年 

［日常的な簡易検査やメンテナンスを除く］ 

 

具体的には、以下の各テーマのとおりである。 

（Ⅱ-６）低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

ディスペンサー全

体 

基礎制御評価 防爆申請・コスト

検証 

低価格･高耐久性ディスペンサーの開発  

コスト：  従来比５０％  

耐久性：  メンテ１回以下／年 
コリオリ流量計の

開発 

大流量用検出部、計測部の簡素

化試作 基礎評価・防爆申請 
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ディスペンサー制

御部開発 

簡素化試作 基礎評価・防爆申請 

 

（Ⅱ-７）低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合容器の開発  

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

常用圧力 ８０ＭＰａ 充填圧対応圧力 

容量 ２００Ｌ ３００Ｌ 

重量 １０００ｋｇ以下 １５００ｋｇ以下 

コスト １０００万円以下 １０００万円以下 

 

（Ⅱ-８）低コスト型 70MPa 級充填対応ステーション機器に係わる研究開発 

実施項目 中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

全体 
435 百万円/ｼｽﾃﾑの技術

的見通し確認 

2 億円/ｼｽﾃﾑに向け ｺｽﾄ低減策提示 

総合的ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 
ステーション主要機器の

最適構成提示 

2 億円/ｼｽﾃﾑ達成可能性提示 

鋼製蓄圧器開発 
材料評価、施工法、検査

技術開発 

本体価格、検査・更新費用低減 

水素用高圧ﾊﾞﾙﾌﾞ開

発 

ボールバルブ開発の技術

的見通し確認 

バルブ単価低減 圧力損失低減 

高強度金属材料開発 金属材料候補絞込 高強度耐水素性 金属材料開発 

制御システム開発 
制御システム 機器費用

低減 

制御システム設計費低減 

流量調節弁開発 シール技術開発 動作保証回数達成 調節弁価格低減 

 

（Ⅱ-９）都市型コンパクト水素ステーションの研究開発  

実施項目  中間目標（H22 年度） 最終目標（H24 年度） 

Ⅱ-(6) 



試設計 
コンパクトした場合の課題

抽出 

課題解決（案）の提示  

安全要素技術開発 安全性を担保する技術開発 開発技術の検証 

水素ステーションの安

全性評価  

安全要素適用検討 標準設計に対する安全の検証  

水素ステーションの経

済性評価  

建築試設計、コスト比較  建設合理化検討 

モックアップ実験 実験計画策定 実験実施および評価  

標準設計  ￣ 標準設計（案）の提示  

 

1.3 研究開発項目Ⅲ：｢次世代技術開発・フィージビリティスタディ等｣の目標 

具体的には、以下の各テーマのとおりである。 

 

（Ⅲ-１）水素燃料電池に係る国際関連機関等研究・政策動向の調査検討  

ＮＯ 目標 

１ 対応委員会の開催、動向レポートの作成  

２ 動向レポートの作成 

 ３ 政策動向レポート、公的研究機関、主要研究所の技術開発動向レポート 

 

（Ⅲ-２）IEA/HIA 水素実施協定における国際技術開発動向の調査検討  

  ＮＯ 目標 

  １ 国際技術開発動向の把握 

  ２ 各 Annex(作業部会）の分析活動動向の把握  

  ３ 得られた情報の展開・普及及び共有化活動 

 

（Ⅲ-３）可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研究

開発 
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実施項目 目標 

多孔質半導体光電極の高性能

化  

既存半導体光電極の改良で WO3光電極の性能を超える。 

光触媒-電解ハイブリッドシ

ステムによる水素製造 

レドックス媒体を用いた効率的な酸素発生用光触媒の高性能化により太陽エネ

ルギー変換効率の最高値を目指す。 

新規可視光応答性半導体探索 
高速自動半導体探索システムを用いてできるだけ多くの可視光応答性の新規半

導体を探索する。 

理論効率や将来性の試算  
太陽電池と水電解を単に組み合わせたシステムより低コスト水素製造できるか

検証する。 

 

（Ⅲ-４）非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計および開発 

実施項目 目標 

触媒能評価 現行材料(貴金属系)に近い性能を有する非貴金属系酸素発生触媒の開発  

電解試験 
非貴金属系材料をアノード触媒に用いて、現行のアルカリ形水電解に匹敵する新規

固体高分子形水電解セルの開発 

 

（Ⅲ-５）高効率水素液化磁気冷凍の研究開発 

ＮＯ 目標 

   １ 実用磁気冷凍磁性材料の開発 

   ２ 高効率水素液化機構の開発 

   ３ 蓄冷型磁気冷凍機の開発 

   ４ 測定技術要素研究 

   ５ 水素液化磁気冷凍システムの調査と解析 

 

（Ⅲ-６）水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発 

実施項目 目標 
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水素脆性評価試験  水素濃度；2ppm 以下、負荷速度；準静的～5m/s  

実大破壊強度試験  圧力；15MPa 程度、パイプ；X65 高強度鋼管、500mm 径、40m 長  

高速き裂伝播計算モデル構築  き裂伝播限界圧力とき裂伝播停止長さを+/-20%で予測  

外部からの指導及び協力  大学・企業の研究者・技術者からなる研究会を組織し、指導と協力を得る。  

 

（Ⅲ-７）超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発 

実施項目 目標 

超高圧合成法による新規 Mg

合金系水素貯蔵材料の開発 

「質量貯蔵密度 6 質量％以上、放出温度 100 ℃以下、耐久性 1,000 回以上」を

可能とする材料を探索する。  

超高圧合成法による新規 Li

合金系水素貯蔵材料の開発 

「質量貯蔵密度 6 質量％以上、放出温度 100 ℃以下、耐久性 1,000 回以上」を

可能とする材料を探索する。  

超高圧合成法による新規 Al

合金系水素貯蔵材料の開発 

「質量貯蔵密度 6 質量％以上、放出温度 100 ℃以下、耐久性 1,000 回以上」を

可能とする材料を探索する。  

 

（Ⅲ-８）ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発 

実施項目 目標 

細孔制御技術によるゼオライト鋳

型炭素（ZTC）の構造最適化  

ZTC 表面積の増大（目標 5000ｍ2/g）と細孔径の最適化（範囲 0.65 nm〜

1.2 nm） 

金属担持技術による「新たな相互

作用」の導入とその最適化  

Å、更には原子レベルの金属担持、及び貴金属以外（Ni、Ti）の担持 

ZTC の水素吸蔵性能評価  上記で得られた ZTC の水素貯蔵性能を評価する。 

 

（Ⅲ-９）Mg および Ti 系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に係る技術開発 

実施項目 目標 

Mg 基合金の開発  Mg 基合金に関する作製ﾉｳﾊｳを蓄積  

Mg 基合金に関する熱力学的平衡 Mg 基相分離型水素吸蔵合金の実証 
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反応特性の研究  6.0 質量%, 繰り返し 1000 回, 水素放出温度 100℃  

Ti 基合金の開発  Ti 基合金に関する作製ﾉｳﾊｳを蓄積  

Ti 基合金に関する熱力学的平衡

反応特性の研究  

Ti 基水素吸蔵合金の実証 

6.0 質量%, 繰り返し 1000 回, 水素放出温度 100℃  

Al 水素化合物の合成技術の開発  Al 水素化合物の物理的合成法を設計・開発  

 

（Ⅲ-１０）水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究開発 

実施項目 目  標 

水素燃料電池自動車の導入に係る社会

的便益に関する研究（H20-21）  

種々の FCV 導入シナリオの下で、既存の市場で経済価値として評価されて

いない、FCV 特有の便益を経済価値として評価すると共に、導入普及によ

る経済的波及効果を評価する。 

水素燃料電池自動車の社会的便益評価

システムの構築（H20-21）  

FCV や水素インフラの導入施策は、エネルギー・環境を巡る情勢の変化

や、技術開発の進捗などを反映して、ダイナミックに変化する可能性があ

るため、これらの情勢変化に対応したシナリオに対する便益評価を柔軟に

するためのシステムを構築する。  

 

（Ⅲ-１１）水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ 

  ＮＯ 目標 

   １ 前提条件の設定及び全体の評価を行う 

   ２ 高圧水素供給フローの検討を行う 

   ３ 液体水素供給フローの検討を行う 

   ４ 有機ケミカルハイドライド法の検討を行う 
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研究開発項目 担当
平成20年度
(2008年度)

平成21年度
(2009年度)

平成22年度
(2010年度)

平成23年度
(2011年度)

平成24年度
(2012年度) 最終目標(出力)

1.システム技術開発

2.要素技術開発

3.他並行事業

4. フィージビリティ
スタディ等

「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発(水素ステーションシステム・機器関連)」に関するマスタープラン

最終目標
①改質効率：80％
②起動時間：3時間未満
③設備サイズ：10m3以下
④設備コスト：30万円

/Nm3/h

★中間評価

中間目標
各機器のコストダウン検討、
その対応作の検討

※経済性等評価基準を
揃えるなど、連携実施

最終目標

今後の技術開発における
課題を抽出する。

燃料電池システム等
実証研究(JHFC)

水素社会構築事業

※進捗状況及び成果
を技術開発へフィード
バック

最終目標
①普及初期運用を想定

した延べ１年間の耐久性
検証・有効性確認

②ステーションコスト低減
のための技術的課題明確
化、技術的課題解決策に
よるコスト低減効果の評価

※基本計画目標値
a.設備ｺｽﾄ：

2億円以下/ｼｽﾃﾑ
b.耐久性：

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ回数1回/年以下

最終目標
コスト低減対策要素機器
による実用上耐久性検証、
及び普及期生産時のコス
ト低減目標(基本計画目
標値)の達成可能である
ことを示す。

※基本計画目標値
a.設備ｺｽﾄ：

2億円以下/ｼｽﾃﾑ
b.耐久性：

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ回数1回/年
以下を支える機器

［ディスペンサー開発] タツノ

[大型複合蓄圧器] ＪＸ、ｻﾑﾃｯｸ

［低ｺｽﾄ型70MPa級水素

ｶﾞｽ充填対応ｽﾃｰｼｮﾝ機器］

①機器仕様検討 ＰＥＣ

②バルブ開発 キッツ

③コントロール弁 山武

④鋼製蓄圧器 ＪＳＷ

⑤材料開発 JRCM

低コスト型70MPa級水素
ｽﾃｰｼｮﾝ機器要素技術開発

耐久性検証の継続、システムとしての
更なる低コスト化

要素機器の改良、ステーションシステムの構築、耐久性検証
70MPa級水素ｽﾃｰｼｮﾝ
システム技術開発

※JHFC等にも提供

岩谷

清水建設

★中間評価

[改質器・ＰＳＡ精製方式] 三菱化工機

[水素分離膜方式] 東京ガス

日本特殊陶業

[CO2分離膜方式]         ﾙﾈｯｻﾝｽ、
産総研

神戸大、
京都大

ミクニ

小規模パイロットプラントの設計/製作、性能
検証、最終目標達成の目処水素製造機器（改質器低

コスト化/高耐久性化 ）

水素先端科学事業

PEC，JARI 
ENAA,JGA

JARI、
PEC等

産総研、
九大

▽技術開発課題抽出・整理

フィージビリティスタディ

①オフサイト型水素供給 エネ総工研
②液体水素供給 岩谷、川重、

関電、清水、
三菱重工

③ケミカルハイドライド供給 千代田化工

中間目標
小規模パイロットプラント
の設計・製作、性能検証、
最終目標達成の目処

［コンパクト型水素ｽﾃｰｼｮﾝ

検討］

各機器のコストダウン検討、その対応策の検討

コンパクト型システム仕様確立 コンパクト型システム評価検討

中間目標
要素機器の改良、ステーションシ
ステムの構築、耐久性検証

①システム検討・評価 東邦ガス他
②圧縮機 東邦ガス
-
③蓄圧器 東邦ガス
-
④プレクール 大陽日酸

佐賀大
⑤ディスペンサー ﾄｷｺﾃｸﾉ

日立AMS
横浜ｺﾞﾑ

⑥システム低コスト検討 PEC

※水素安全事業開発品(日立)の活用

※水素社会構築事業開発技術(PEC、日製鋼)の活用

★中間評価

★中間評価

目標仕様に基づく水素ステーション
機器の製作、耐久性検証

目標仕様に基づく水素製造装置の
製作、耐久性検証
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研究開発項目 担当
平成20年度
(2008年度)

平成21年度
(2009年度)

平成22年度
(2010年度)

平成23年度
(2011年度)

平成24年度
(2012年度) 最終目標(出力)

1.システム技術開発

2.要素技術開発

3.次世代技術開発

4. 他並行事業

5.フィージビリティ
スタディ等

「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発(水素貯蔵システム関連)」に関するマスタープラン

最終目標
①低コスト化：

20万円以下/容器ｼｽﾃﾑ
②水素体積貯蔵密度：

5kg/100L以上
③水素重量貯蔵密度：

3wt％
④充填速度：

吸蔵量90％/10分以内

最終目標
①重量貯蔵密度：

6wt％以上
②水素放出温度：

150℃以下
③耐久性：1000回吸放出

で初期貯蔵性能の90％
保持

④材料コスト：
1000円/kg以下

車載等水素貯蔵
システム技術開発

技術動向調査

動向整理・技術開発課題抽出▽

最終目標を達成する新規材料の可能性見極め

高容量貯蔵合金開発

中間目標
容器体積密度≧28ｇ/ｌ、ＭＨ
の低コスト化等

システム検証・評価

★中間評価
①システム検討・評価
②熱交換器開発 日重化
③広口容器開発 サムテック
④貯蔵材料低コスト化 産総研

日重化

吸放出速度及び低温化
ホウ素系貯蔵材料開発

豊田中研

東北大

★中間評価

JARI、
PEC等水素社会構築事業

①IEA/HIA エン振協
②IEA/AFC等 テクノバ

・新規公募

①可視光応答性半導体 産総研

②非貴金属化合物 横浜国大

③磁気冷凍 物材研、金沢大

④水素ガスパイプライン 東大

⑤超高圧水素合成 産総研、東北大

⑥ｾﾞｵﾗｲﾄ鋳型炭素 東北大

⑦Mg及びTi系相分離型 東海大

★継続審査により2件延長

最終目標

今後の技術開発に
おける課題を抽出する。

最終目標

現有ガソリン供給インフラ
と同等の設備コストで対応
可能となる材料、機器、
システムの設計指針または
概念設計を確立する。

社会便益性検討

便益性検討・技術開発課題抽出▽

①FCV、H2便益 産総研

★新規な課題が判明した場合新規公募

水素貯蔵材料事業
産総研、
原研等

H22年度 水素貯蔵材
料事業新規公募へ

★中間評価

★中間評価

中間目標
最終目標を達成する新規材
料の可能性見極め

中間目標
将来的な水素技術基盤
の確立

容器体積密度≧28ｇ/ｌ、ＭＨの低コスト化等 容器システムとしての更なる高密
度化、コンパクト化、低コスト化

最終目標を達成する新規材料の可能性見極め

目標達成に向けた新規材料の開発、性能評価
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２．事業の計画内容 

 2．1 研究開発の内容 

事業の目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙のマスタープランに基づき、研

究開発を実施する。 

Ⅰ．システム技術開発： 

「水素供給システム」を構成する機器である、水素ステーション機器や車載等水素貯蔵/輸送容器

について、低コスト化・コンパクト化に繋がる開発を行うと共に、複数機器を組み合わせた｢水素供

給システム｣の全体として耐久性等の検証を行う。 

Ⅱ．要素技術開発： 

水素製造・輸送・貯蔵・充填機器及びシステムに関する高性能化、軽量化、低コスト化及び長寿命

化のための要素技術を開発し、検証する。 

Ⅲ．次世代技術開発・ 

フィージビリティスタディ等：水素エネルギーの導入・普及に関する新規の概念に基づく革新的な技

術（例えば、化石燃料以外からの水素製造等）の開発（国外研究機関を活用した国際共同研究や

国際協力を含む）及び水素社会実現に向けた技術開発シナリオの検討、水素キャリアに応じた

フィージビリティスタディ等を行う。 

 

 

  2．1．1 研究開発項目Ⅰ「システム技術開発」実施内容 

（１）70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発（実施体

制：(財)石油産業活性化センター、東邦ガス(株)、トキコテクノ(株)、日立オートモ

ティブシステムズ（株）、大陽日酸(株)、横浜ゴム(株)、(国)佐賀大学） 

 

2015 年頃を想定した水素供給インフラ市場立上げに向け、低コストかつ耐久性に優れ

た水素ステーションを実現する必要があり、本研究開発では、それに向けたシステム技

術開発を実施する。具体的には以下の内容を実施する。 

①ステーション建設コスト低減検討 

・ステーション仕様検討、建設コスト低減検討、材料物性評価支援（ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽ試験） 

②ステーションシステム運転技術開発検討 

     ・ステーションシステム耐久性検討、運転技術検証 

③ディスペンサ機器開発検討 

    ・ディスペンサーコスト低減、耐久性検討  

    ・故障予知技術開発、配管材料探索 ﾞ 

    ・充填ホースコスト低減、耐久性検討  
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④プレクール設備開発検討 

    ・初期改良型プレクール設備製作、プレクール設備コスト低減検討 

    ・シミュレーション技術による開発支援 

 

（２）車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術に関する研究開発（実施体制：日本重化学工

業(株)、サムテック(株)、(独)産業技術総合研究所） 

 

車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術の低コスト化、コンパクト化および高耐久性に

関する機器および市場立ち上げ時期に必要なシステムの仕様検討、試作開発、性能検

証・評価を実施すると共に、実際の充填や輸送を模擬した条件下における性能検証・評

価を実施する。 

具体的には、燃料電池車の燃料装置用容器として期待されている「水素吸蔵合金と高圧

水素ガスによる水素貯蔵方式を組み合わせたハイブリッド貯蔵タンク」を対象に、

70MPa の高圧水素容器以上の容器体積密度を有するハイブリッド貯蔵タンクの開発及び

実用的なハイブリッド貯蔵タンク用水素吸蔵合金の開発を行い、その性能評価と安全性

評価を実施する。具体的には以下の内容を実施する。 

・ハイブリッド貯蔵タンク用 MH カートリッジの開発 

・計算による熱伝導構造の最適化 

・ハイブリッド貯蔵タンク用広口高圧タンクの開発 

・ハイブリッド貯蔵タンク用水素吸蔵合金の開発 

 

  2．1．2 研究開発項目Ⅱ「要素技術開発」実施内容 

（１）水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発（実施体制：東京ガス(株)、

日本特殊陶業(株)） 

 

水素分離型リフォーマーは、従来のリフォーマーと比較して、最も高効率に水素を製造

することが可能であるだけでなく、シンプルかつコンパクトという特長を有している。 

本事業は、実用的な燃料である天然ガスを用いた水素分離型リフォーマー技術に関する

ものであり、平成 24 年度末に社会実証試験に供試できるレベルの技術の確立する。具

体的には、平成 17 年度～平成 19 年度までの前事業「水素安全利用等基盤技術／水素イ

ンフラに関する研究開発／高効率水素製造メンブレン技術の開発」において得られた成

果を活用しつつ、水素分離型リフォーマーの高耐久化と低コスト化を目指して、以下の

２テーマを実施する。 

・水素分離型リフォーマーシステムの耐久性向上の研究開発 
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・触媒一体化モジュールの研究開発 

    

（２）水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発（実施体制：

三菱化工機(株)） 

 

    本研究開発では、FCV 普及初期（2015 年頃を想定）での事業化に対応した実用的な水素

ステーション用水素製造装置に要求される性能、仕様をユーザの視点から調査、検討し、

その結果により水素製造装置の仕様目標を明確にするとともに、改質器と水素 PSA の高

効率化開発を軸とした研究開発を行い、50Nm3/h 規模試作装置による検証運転を実施し、

その結果とユーザ視点での評価を商用水素製造装置の設計に反映させる。具体的には以

下の内容を実施する。 

   ・水素ｽﾃｰｼｮﾝ用水素製造装置に対する要求仕様の調査，検討 

   ・高性能反応器の研究開発 

   ・高性能水素 PSA の研究開発 

   ・50Nm3/h 水素製造装置試作機の設計，製作，検証運転 

   ・50Nm3/h 水素製造装置試作機のユーザ評価 

 

（３）CO2 膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発（実施体制：(株)ﾙﾈｯｻﾝｽ・ｴﾈ

ｼﾞｰ・ﾘｻｰﾁ、(国)神戸大学、(国)京都大学、(独)産業技術総合研究所、(株)ミクニ） 

 

選択的、高効率に CO2分離が可能な CO2選択透過膜と高性能な CO 変成触媒を組み合わせ

たメンブレンリアクターを開発する。その完成度を高めるために、メンブレンリアク

ターを構成する CO2選択透過膜、CO 変成触媒等の各種要素技術の耐久性、信頼性を確立

するとともに、量産化検討、コストダウン研究等を実施する。さらに、１m3/Hr 規模の

メンブレンリアクターシステム（原理検証装置）での性能実証、メンブレンリアクター

の特長を活かした PSA の最適化検討を行ない、その成果を基に１0m3/Hr 規模の小型パイ

ロットプラント（改質器、メンブレンリアクター、ＰＳＡを含むトータルシステムを想

定）の設計を行なうとともに、実機(300m3/Hr 規模の能力)を想定した一次 FS を行う。 

 

（４）ホウ素系水素貯蔵材料の開発（実施体制：(株)豊田中央研究所、(国)東北大学） 

 

無機錯体系水素化物のうちホウ素系水素化物（以下 M-B-H）は、理論的には最大 18wt％

もの水素を含有することができる。M-B-H の潜在能力を引き出し、車載用の水素貯蔵材

料としての要求を満たすことができれば、燃料電池車の普及を大きく進めることが可能
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である。しかしながら、M-B-H は熱力学的に安定であるため水素を取り出す際に高温に

する必要がある。M-B-H を車載用水素貯蔵材料として実用化するには、最大の特長であ

る水素密度を損なうことなく、室温～150℃程度の比較的低温において迅速に水素を吸

蔵・放出可能な特性を付与する必要がある。本研究開発では、先の「水素安全利用等技

術開発事業」において得られた M-B-H に関する知見を活かし、新しいコンセプト（複合

化、中間相、添加物）に基づくホウ素系水素貯蔵材料の開発を推進する。具体的には以

下の内容を実施する。 

・複合化によるホウ素系水素化物開発 

・中間相を用いたホウ素系水素化物開発 

・添加物・微細構造制御による反応速度支配因子の解明 

・ホウ素系水素貯蔵材料としての最適化 

・反応サイクル時の劣化要因の解明 

・実用化技術開発 

・実用性評価 

 

（５）ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発（実施体制：日本重化学工業(株)） 

 

本研究開発では、蒸気圧が高い Mg や Li および Ca 等の軽量な金属を主要な構成元素と

するラーベス構造を有した合金の放出特性の改善や不均化反応のメカニズム解明を行い、

その抑制を目指した組成の改良・設計を行うことで、6mass％級合金の開発を目指す。

また放出特性の改善や不均化反応の抑制に関する開発指針を得るために、質量貯蔵密度

は少ないが同じ C15 型ラーベス構造を有した Mg 系合金や希土類系合金の水素化物の詳

細な調査を実施し、得られた開発指針を高容量な Ca 系合金に応用することを試みる。

具体的には以下の内容を実施する。 

・Mg 系合金による水素吸蔵サイトの解析 

・希土類-Ｎｉ系合金による不均化のメカニズム解析 

・CaMg2系合金の開発 

・CaLi2系合金の開発 

 

（６）低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発（実施体制：(株)タツ

ノ・メカトロニクス） 

 

水素ディスペンサーは、ガス流路として遮断弁、流量調整弁、コリオリ流量計、ホース、

緊急離脱カップリング、充てんカップリングなど多数のコンポーネントが組み合わされ、
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またそれらをコントロールする制御部および充てん量を表示するカウンターで構成され

ている。これらの構成機器のうち、具体的には低コスト化に向けたコリオリ流量計の開

発と、ディスペンサー制御部の開発（機器の簡素化、集約化）を行う。 

   プレクール装置は７０ＭＰａ水素ガスを燃料電池自動車へ短時間に充てんする場合、水

素を冷却するためのシステムである。現時点ではディスペンサーとは独立機器として運

用されているため、ディスペンサーとの最適化システムを低価格化と併せて検討する。 

   コリオリ流量計のフローチューブは現時点では水素脆化の懸念が持たれているため、安

全性、計測精度における問題有無確認のため従来フローチューブでの水素暴露試験を実

施すると共に、水素に対して低感受性新素材のフローチューブによるコリオリ流量計製

作を実施する。 

 

（７）70MPa 級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発（実施体制：ＪＸ日鉱日石エネル

ギー(株)、サムテック(株)） 

 

現状の鋼製蓄圧器と比較して、コスト的にもスペース的にも有利な蓄圧器用大型炭素繊

維強化複合材料（CFRP）容器の開発を行う。これにより、蓄圧器コストを 50%以下とし、

水素ステーション建設コストの 6%以上を削減することが可能となる。また、蓄圧器重

量が軽量化（目標 30%以下）されることにより、蓄圧器をキャノピー上に設置するなど

レイアウトの自由度が増し、余剰スペースの有効活用や耐震強度軽減によるコスト削減

などが期待できる。 

    効率の面からも水素ステーション蓄圧器は FCV 用容器よりも高容量（200L 以上）のも

のが望まれるため、大型・長尺の容器の製造・評価技術の開発が必要である。 

具体的には以下の内容を実施する。 

①ＦＷ成形技術の開発 

・高圧ＣＦＲＰ容器の作製の開発 

・大型（長尺）ＣＦＲＰの作製の設計開発 

②内部加熱法の開発 

・中型内部加熱装置の設計開発 

・内部加熱装置の適用検討 

③炭素繊維（ＣＦ）・トウプリプレグ（ＴＰＰ）の開発 

・等幅ＦＷ技術の開発と開繊トウプリプレグの開発 

・低温硬化型樹脂の開発 

 

（８）低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発（実施体
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制：(財)石油産業活性化センター、(株)キッツ、(株)山武、(財)金属系材料研究開発セ

ンター、(株)日本製鋼所） 

 

７０ＭＰa 級水素ステーション構成機器に対して技術、コスト両面から分析したうえで、充填時間

を考慮した最適化検討と、要素技術開発を実施する。専門分野の異なる連名委託先が相互に

連携し、ダイナミックシミュレーションを核とした総合的エンジニアリング技術と、これら最先端、

最高水準の開発要素技術を組合せることにより、低コスト型水素ステーション機器の研究開発

を推進する。具体的には以下の内容を実施する。 

・水素ステーションの設備、運用の最適化検討 

・鋼製蓄圧器の開発 

・水素用高圧バルブ開発 

・低コスト・高強度材料開発に係わるＦＳ検討および開発 

・コントロールシステム開発に係わるＦＳ検討および開発 

・流量調節弁開発に係わるＦＳ検討および開発 

 

（９）都市型コンパクト水素ステーションの研究開発（実施体制：清水建設(株)、岩谷産業

(株)） 

 

本研究開発においては、都市部での燃料電池自動車の普及のために必要となる安全でコ

ンパクトな水素ステーションを提案し、その安全性・経済性について検証するものであ

る。また、その普及については、既存のガソリンスタンドとの併設についても視野にい

れ、実用化・事業化を図っていくものとする。具体的には以下の内容を実施する。 

 ・コンパクト水素ステーションの試設計と課題の抽出 

   ・水素ステーションの安全要素技術開発（反射圧低減壁・爆風エネルギー吸収壁の開

発、水素燃焼制御システムの開発、水素の不活性化技術の開発） 

・開発した各安全要素技術を適用した水素ステーションの安全性評価、経済性評価 

・上記開発成果を踏まえたモックアップ試験 

・都市型コンパクト水素ステーションの標準設計 

 

  2．1．3 研究開発項目Ⅲ「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」実施内容 

（１）水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討（実施体制：(株)

テクノバ） 

 

IEA の先端燃料電池実施協定（AFCIA）は 41 ある IEA の実施協定のひとつで、現在 19
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カ国が参加しており、各種燃料電池や主要アプリケーション（自動車、定置、マイク

ロ）分野での研究協力を行っている。また水素経済のための国際協力（IPHE）は、2003

年に米国エネルギー省の主導で設立した水素・燃料電池の政策面での国際コラボレー

ション組織であり、現在 16 カ国・1 地域が参加している。IPHE では政策面での情報交

換、研究開発のプライオリティの決定、水素ロードマップ比較などの活動を行っている

とともに、わが国の政策・研究開発にも影響を与えかねない基準・標準活動や FCV デモ

ンストレーション評価活動も行っている。今後 IPHE と AFCIA は、連携も深めつつ、水

素のアプリケーションとしての燃料電池分野でも情報交換し、水素・燃料電池の両面で

活動領域を広げていくことが予想される。 

そのため、わが国の将来の水素・燃料電池政策、技術開発のために、IPHE と AFCIA の

両面から情報を収集するともに、その動向を調査・検討する。 

 

（２）IEA/HIA 水素実施協定における国際技術開発動向の調査検討（実施体制：(財)エンジ

ニアリング振興協会 

 

IEA/HIA（国際エネルギー機関/水素実施協定）のビジョンである「経済のあらゆる分野の要と

なるクリーンで持続可能なエネルギー源による水素の未来」に向けて、現在、水素統合システ

ムの評価、水素安全、水の光分解による水素製造、バイオ水素製造、基礎的・工学的水素貯

蔵材料開発、各水素供給用の小規模改質器、風力エネルギーと水素の統合を目標に掲げて

いる。 

本調査では、メンバーである我が国も積極的に参加して総合的な水素に関する技術開発動

向の把握と分析活動動向の把握を行い、情報を関係者に共有する。 

 

（３）可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研究

開発（実施体制：(独)産業技術総合研究所） 

   

可視光応答性半導体を用いた光触媒及び多孔質光電極による水分解水素製造の研究開

発に関して、太陽光による水分解水素製造の実用化のための基礎要素技術を開発すると

ともに、理論効率、経済性・将来性の試算に必要な実験データを収集し、太陽電池と水電

解を単に組み合わせたシステムの水素製造コストよりも大きく下回る新しい低コスト水素製

造システムの実現可能性を検討する。具体的には以下の内容を実施する。 

・多孔質半導体光電極の構造制御による高性能化 

・レドックス媒体を用いた効率的な光触媒―電解ハイブリッドシステムによる水

素製造 
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・高速自動半導体探索システムと計算化学を用いた新規可視光応答性半導体探索 

・理論効率、経済性・将来性の試算 

    

（４）非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計及び開発（実施

体制：(国)横浜国立大学 

 

固体高分子形水電解(PEWE)は貴金属由来の材料が酸素発生電極として使用され、シス

テムにおけるコストの割合が大きい。今後の商用化を考えると、貴金属材料の低減が

必須であり、更には酸素発生における過電圧の低い材料の開発が望まれている。 

   本研究開発では、低コスト並びに高活性 PEWE 酸素極材料の創生を目指し、非貴金属

化合物を用いて水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計および開発を行う。具体

的には、以下の内容を実施する。 

    ・触媒能評価として現行材料（貴金属系）に近い性能を有する非貴金属系酸素発生 

触媒の開発 

・現行のアルカリ形水電解に匹敵する新規固体高分子形水電解セルの開発 

 

（５）高効率水素液化磁気冷凍の研究開発（実施体制：(独)物質・材料研究機構、(国)金沢

大学） 

 

磁気冷凍によるエネルギー効率の高い水素液化・貯蔵に関する基盤技術の確立を行う。

水素液化サイクルと蓄冷型サイクルとを組み合わせた高効率水素液化磁気冷凍実証シ

ステムの構築と検証を行い、液体水素製造プラントや水素貯蔵および輸送に関する磁

気冷凍の実用技術へ発展させる。具体的には以下の内容を実施する。 

   ・実用磁気冷凍磁性材料（酸化物系材料、金属間化合物系磁性材料）の開発 

       ・高効率水素液化機構の検証  

・蓄冷型磁気冷凍試験装置の開発 

・液面測定技術の要素研究  

・水素液化磁気冷凍システムの調査と解析  

 

（６）水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発（実施体制：(国)東京大

学） 

 

水素社会における大量の水素輸送をガスパイプラインによって実現するためには水素ガ

スパイプラインの信頼性に関する信頼性指針を確立する必要がある。平成18～19年度に
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実施した「水素安全利用等基盤技術水素に関する共通基盤技術－国際共同研究水素ガス

パイプライン高速破壊防止技術の研究開発」において小径のパイプを用いた破壊強度試

験を世界で初めて実施して、水素ガスパイプラインの信頼性評価に関する研究を行った。 

上記を背景として、本研究開発では、高強度鋼管材料に対する水素脆化感受性の評価、大

口径の鋼管を適用した水素ガスパイプラインの実大強度試験による高速き裂伝播の現象の

調査、水素ガス漏出を想定した燃焼熱輻射に関する検討、ガスパイプライン高速延性き裂

伝播の数値計算モデルの開発、水素ガスパイプライン大規模破壊を防止するための条件に

関する試算を行った上で、これらを総合的に検討するとともに、水素ガスパイプラインの

耐破壊信頼性指針を確立するために必要な検討課題を整理する。 

 

（７）超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発（実施体制：(独)産業技術総合

研究所、(国)東北大学） 

 

本研究開発は、水素吸蔵合金を用いた自動車向けの水素貯蔵装置を成立させるため、ま

た、燃料電池を熱源として水素を放出可能とするために、「質量貯蔵密度 6 質量％以上、

放出温度 100 ℃以下、耐久性 1,000 回以上」を可能とする革新的な水素貯蔵材料を探

索し、同材料の有効性を検証・確認する。 

具体的には、数 GPa（数万気圧）の水素雰囲気下で新規高密度水素化物の合成を行う超

高圧水素合成法を利用して、開発目標値を満たすことができる革新的な水素貯蔵材料の

探索研究を実施する。水素貯蔵材料として、新規マグネシウム合金系材料、新規リチウ

ム合金系材料、新規アルミニウム合金系材料の合成を行い、これら新材料の可逆的な水

素吸蔵・放出特性評価を行うとともに、放射光などを利用しての精密構造解析を体系的

に行い、高密度水素貯蔵材料の設計指針を確立する。 

 

（８）ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発（実施

体制：(国)東北大学） 

 

水素吸蔵材料として、活性炭、カーボンナノチューブ（CNT）、有機金属錯体等に代表さ

れる吸着系材料は、化学反応を一切伴わず物理吸着により水素を貯蔵するため、水素の

吸蔵・放出に加熱は不要であり、しかも吸蔵・放出速度が大きく、繰り返し耐久性も極

めて高い。しかし、吸着系材料の室温における水素吸蔵能は、我々が近年報告したゼオ

ライト鋳型炭素による 2.2 wt% (30 °C、34 MPa)が最高値であり(J. Phys. Chem. C 

113 (2009) 3189)、物理吸着だけを利用して同じ温度・圧力条件においてこれ以上の水

素吸蔵能を達成することは極めて困難である。そこで近年着目されているのが、水素分
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子（H2）の物理吸着に加え、スピルオーバーにより生成する原子状水素（H･）の可逆貯

蔵も併用した新しい貯蔵方式である。 

本研究開発では、室温・高圧における物理吸着量が極めて大きいゼオライト鋳型炭素を

ベースに、スピルオーバー水素の貯蔵も併用した高容量水素吸蔵材料の開発を行う。 

具体的には、ゼオライト鋳型炭素をベースとし、「物理吸着＋スピルオーバー」のメカ

ニズムにより水素を高密度で貯蔵可能な吸蔵材料（水素貯蔵量 6 mass%以上）の開発を

行う。 

 

（９）Mg および Ti 系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に関わる研究開発（実施体

制：(学)東海大学） 

 

本研究開発では、合金の相分離によって発現する「吸熱反応」を利用して、水素化合

物の熱力学的な不安定化を実証することを目指すとともに、新しい「相分離型水素吸

蔵合金」の開発として、Mg 基および Ti 基を有し、ⅢA 族、ⅣA 族元素との合金を作製

し、水素吸蔵特性を明らかにする。また、Ti を中心に非固溶反応系の合金設計と水素

吸収・放出反応についての検討、軽量な水素化合物の代表である AlH3の物理的合成法

の開発を実施する。具体的には以下の内容を実施する。 

・Mg 基を有する合金の作製と熱力学的平衡反応特性 

・Ti 基を有する合金の作製と熱力学的平衡反応特性 

・Al 水素化合物の物理合成法の開発 

 

(10)水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究開発（実施体制：(独)産業技術総合

研究所） 

 

    本研究開発は、特に、水素エネルギーシステム技術の導入と社会との関わりの側面から

研究を実施し、本プロジェクトが目標とする、水素エネルギーの導入・普及に必要な一

連の機器及びシステムに関する技術の確立よる新しいエネルギーシステムの構築を支援

することを目的とする。 

    本研究は、このような基本的認識に基づいて、堅実な形での水素エネルギーシステムの

社会導入を図るため、水素燃料電池自動車及び上記システムの導入に伴う社会的・経済

的便益の分析評価を通じて、有効な施策を提言するものであり、燃料電池自動車の本格

的導入普及に向けた水素供給インフラ市場立上げ時期を念頭において、堅実な形での水

素燃料電池自動車の社会導入を図るための方策について、①水素燃料電池自動車の導入

に伴う社会的・経済的便益の評価、及び②社会的便益評価システムの構築を通じて、燃
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料電池自動車の有効な導入施策の検討などを行い、燃料電池自動車及び水素の社会的受

容の拡大と導入普及の効率的な実現施策を支援するものである。 

 

(11)水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ（実施体制：(財)エネルギー総合工学

研究所、岩谷産業（株）、川崎重工業（株）、関西電力（株）、清水建設（株）、三菱重工業

（株）、千代田化工建設（株）） 

 

本研究開発は、各種水素キャリア（高圧水素、液体水素、有機ケミカルハイドライ

ド）を用いた、オフサイト型水素製造拠点から水素ステーションにおける燃料電池

自動車（FCV）への充填までの一連のフローにおける経済的成立性や実現性を検

討・評価し、普及に向けた今後の技術開発課題を抽出することを目的とする。 

    本研究開発を実施するにあたっては、水素供給インフラ立上げの想定である 2015

年のほか、FCV の普及が始まると予想される 2020 年、本格的普及時期と予想され

る 2030 年における FCV の普及台数と水素供給ステーション設置数を想定し、各年

における水素需要量、対象となる 3 種の水素キャリアに共通の前提条件を設定する。 

    この前提条件に基づき、フィージビリティスタディは、始めに各水素キャリア毎に

現状の技術を用いた場合の各年における水素供給コストを算出し、コスト構成を把

握した上で技術開発が期待できる項目を抽出し、技術開発が達成された際の水素供

給コストを集め求め、経済性、WtT のエネルギー効率、環境性（CO2排出量）の評価

を行うとともに、それらの検討を基に、各水素キャリア毎に普及に向けての技術開

発課題を抽出するものである。 
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 2．2 研究開発の実施体制 

  本事業は、３分類され「水素ステーション機器システム、車載等水素貯蔵・輸送容器システ

ム技術」のシステム技術開発、「水素製造機器、貯蔵材料・輸送機器、水素ステーション機

器」の要素技術開発、「技術開発シナリオ、革新的次世代技術」の次世代技術開発・フィージ

ビリティスタディ等となっている。システム技術開発の最終目標に向けて要素技術開発の各

テーマが個々の目標を設定し実施している。また、技術開発シナリオの調査結果等により研究

開発の方向付けの微調整等も行える体制である。下記に実施者を記載したが、各実施者は各

テーマの先駆的な実施者で技術力もあり、また将来の事業化に向けた企業規模を有する実施者

である。 

また、2.3 項の「研究の運営管理」で記載したように関連するテーマ毎にＷＧを立ち上げＷ

Ｇ毎にリーダーを選出し情報の共有化等を図るためにＷＧ体制を構築した。 

 

2．2．1 研究開発項目Ⅰ「システム技術開発」の実施体制 

（１）70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発（実施体

制：(財)石油産業活性化センター、東邦ガス(株)、トキコテクノ(株)、日立オートモ

ティブシステムズ（株）、大陽日酸(株)、横浜ゴム(株)、(国)佐賀大学） 

（２）車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術に関する研究開発（実施体制：日本重化学工

業(株)、サムテック(株)、(独)産業技術総合研究所） 

 

2．2．2 研究開発項目Ⅱ「要素技術開発」の実施体制 

（１）水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発（実施体制：東京ガス(株)、

日本特殊陶業(株)） 

（２）水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発（実施体制：

三菱化工機(株)） 

（３）CO2 膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発（実施体制：(株)ﾙﾈｯｻﾝｽ・ｴﾈ

ｼﾞｰ・ﾘｻｰﾁ、(国)神戸大学、(国)京都大学、(独)産業技術総合研究所、(株)ミクニ） 

（４）ホウ素系水素貯蔵材料の開発（実施体制：(株)豊田中央研究所、(国)東北大学） 

（５）ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発（実施体制：日本重化学工業(株)） 

（６）低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発（実施体制：(株)タツ

ノ・メカトロニクス） 

（７）70MPa 級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発（実施体制：ＪＸ日鉱日石エネル

ギー(株)、サムテック(株)） 

（８）低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発（実施体

制：(財)石油産業活性化センター、(株)キッツ、(株)山武、(財)金属系材料研究開発セ
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ンター、(株)日本製鋼所） 

（９）都市型コンパクト水素ステーションの研究開発（実施体制：清水建設(株)、岩谷産業

(株)） 

 

 2．2．3 研究開発項目Ⅲ「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」の実施体制 

（１）水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討（実施体制：(株)

テクノバ） 

（２）IEA/HIA 水素実施協定における国際技術開発動向の調査検討（実施体制：(財)エンジ

ニアリング振興協会 

（３）可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研究

開発（実施体制：(独)産業技術総合研究所） 

  （４）非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計及び開発（実施

体制：(国)横浜国立大学） 

（５）高効率水素液化磁気冷凍の研究開発（実施体制：(独)物質・材料研究機構、(国)金沢

大学） 

（６）水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発（実施体制：(国)東京大

学） 

（７）超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発（実施体制：(独)産業技術総合

研究所、(国)東北大学） 

（８）ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発（実施

体制：(国)東北大学） 

（９）Mg および Ti 系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に関わる研究開発（実施体

制：(学)東海大学） 

(10)水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究開発（実施体制：(独)産業技術総

合研究所） 

(11)水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ（実施体制：(財)エネルギー総合工

学研究所、岩谷産業（株）、川崎重工業（株）、関西電力（株）、清水建設（株）、三菱重

工業（株）、千代田化工建設（株）） 
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経済産業省

・東邦ガス（株）、トキコテクノ（株）
（株）日立オートモティブシステムズ(株)、
大陽日酸（株）、横浜ゴム（株）、佐賀大学
（財）石油産業活性化センター

・日本重化学工業（株）、サムテック（株）
（独）産業技術総合研究所

・東京ガス（株）、日本特殊陶業（株）
・三菱化工機（株）
・(株)ルネッサンス・エナジー・リサーチ

（株）ミクニ、神戸大学、京都大学
（独）産業技術総合研究所

・（株）豊田中央研究所、東北大学
・日本重化学工業（株）

・清水建設（株）、岩谷産業（株）
・（株）タツノ・メカトロニクス
・ＪＸ日鉱日石エネルギー（株）、サムテック（株）
・（財）石油産業活性化センター、

（株）キッツ、（株）山武、
（財）金属系材料研究開発センター
（株）日本製鋼所

・（独）産業技術総合研究所
・横浜国立大学
・（独）物質・材料研究機構、金沢大学
・東京大学
・東北大学、（独）産業技術総合研究所
・東北大学
・東海大学

ステーション機器システム

車載等水素貯蔵/輸送容器システム

水素製造機器

貯蔵材料、貯蔵/輸送機器

水素ステーション機器

革新的次世代技術

（システム技術開発） （要素技術開発） （次世代技術開発・ﾌｨｼﾞﾋﾞｨﾘｨﾃｨｽﾀﾃﾞｨ等）

NEDO 新エネルギー部

・（独）産業技術総合研究所
・（財）エネルギー総合工学研究所、

岩谷産業（株）、川崎重工業（株）、
関西電力（株）、 清水建設（株）
三菱重工業（株）、千代田化工建設（株）

技術開発シナリオ、フィージビリティスタディ

技術動向調査

・ （株）テクノバ
・ （財）エンジニアリング振興協会

推進助言委員会

 

＜事業実施体制の全体図＞ 
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【実施体制 その１，その２】として各区分での実施テーマ名と実施者について下記に記す。 

【実施体制 その２】では、実施年度についても記載した。 

車載等水素貯蔵/輸送容器システム技術
に関する研究開発

日本重化、サムテック、産総研

70MPa級水素ガス充填対応ステーション機器
システム技術に関する研究開発

東邦ガス、トキコテクノ、日立AMS、
大陽日酸、横浜ゴム、佐賀大学、PEC

水素製造装置の高性能化・低コスト化・コン
パクト化に関する研究開発 三菱化工機

水素分離型ﾘﾌｫｰﾏｰの高耐久化・低コスト化
研究開発 東京ガス、日本特殊陶業

CO2膜分離法を用いた水素製造装置改質
システムの開発 ﾙﾈｯｻﾝｽ・ｴﾅｼﾞｰ・ﾘｻｰﾁ、

ミクニ、神大、京大、産総研

車載等水素貯蔵/輸送容器システム

ホウ素系水素貯蔵材料の開発
豊田中央研究所、東北大学

ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合
金の開発 日本重化低コスト型70MPa級水素ガス充填対応ディスペ

ンサーの開発 タツノメカトロニクス

70MPa級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の
開発 ＪＸ日鉱日石エネルギー、サムテック

低コスト型70MPa級水素ガス充填対応ステーショ
ン機器に係わる研究開発

PEC、キッツ、山武、JRCM、日本製鋼所

都市型コンパクト水素ステーションの研究開発
清水建設、岩谷産業

貯蔵材料、貯蔵/輸送機器

水素製造機器

水素ステーション機器

システム技術開発

要素技術開発

ステーション機器システム

【実施体制 その１】

水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策
動向の調査検討 テクノバ

可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質
光電極による水分解水素製造の研究開発 産総研

【実施体制 その２】
平成20～22年度の委託テーマ（２/２）

IEA/HIA水素実施協定における国際技術開発動向
の調査検討 エンジニアリング振興協会

非貴金属化合物を用いた高機能酸素発生触媒の設
計及び開発 横浜国立大

高効率水素液化磁気冷凍の研究開発
物質・材料研究機構、金沢大

水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研
究開発 東京大

＊超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研
究開発 産総研、東北大

＊ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー
水素貯蔵に関する研究開発 東北大

＊MgおよびTi系相分離型高容量水素吸蔵合金の設
計と実証に関わる研究開発 東海大

水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究
開発 産総研

水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ
エネ総工研、岩谷産業、千代田化工 等

技術開発シナリオ、フィージビリティスタディ

革新的次世代技術

技術動向調査

平成20年度終了
平成21年度終了

平成20-21年度終了

H20-21年度終了

H20-21年度終了、
H22新規公募で実施

H20-21年度終了

＊貯蔵テーマは、H20-21年度に実施し、H22年度は新規公募にて水素
貯蔵材料先端基盤研究事業へ

平成20-21年度終了

平成20-21年度終了

平成20-21年度終了

H20-22年度

H20-22年度
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 2．3 研究の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発責任者や研

究開発実施者と密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標並びに本研究開発の目的及

び目標に照らし適切な運営管理を実施する。 

具体的には、必要に応じてＮＥＤＯに設置する技術検討委員会等における外部有識者の意見

を運営管理に反映させる他、適時委託先からプロジェクトの進捗について報告を受けるなどを行

う。また、事業を効率的に推進するために、本事業の実施者間での報告会を開催し、実施者間及

び関係産業界等との情報の共有と共通認識を図ることとする。 

 水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発に関する外部有識者（関係産業界、学識経験者、関

連事業関係者）による「推進助言委員会」を平成 21 年 11 月に開催し事業の進め方等について意

見及び助言を頂き取り進めた。また、実施者間での意見交換等のため「水素ステーション関連Ｗ

Ｇ」、（下部ＷＧとして水素ステーション関連サブＷＧ1、ＷＧ2）、「水素製造関連ＷＧ」、「水素貯

蔵関連ＷＧ」、「水素キャリア委員会」を開催し各プロジェクトの目標の共有化、進捗状況等につ

いて報告を行い事業の推進を図った。下記に各ＷＧの参加対象テーマと実施者の構成及び実施内

容を示す。 

 

【研究開発の運営管理（ＷＧの目的、実施状況】 
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●「水素ステーション関連ＷＧ」の参加対象テーマと実施者 

（ＷＧリーダー：(財)石油産業活性化センター） 

・70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発（実施者：(財)

石油産業活性化センター、東邦ガス(株)、トキコテクノ(株)、日立オートモティブシステム

ズ（株）、大陽日酸(株)、横浜ゴム(株)、(国)佐賀大学） 

・低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発（実施者：(株)タツノ・メカト

ロニクス） 

・70MPa 級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発（実施者：ＪＸ日鉱日石エネルギー(株)） 

・低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発（実施者：(財)石

油産業活性化センター、(株)キッツ、(株)山武、(財)金属系材料研究開発センター、(株)日

本製鋼所） 

・都市型コンパクト水素ステーションの研究開発（実施者：清水建設(株)、岩谷産業(株)） 

・水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討（実施者：(株)テクノ

バ）） 

・IEA/HIA 水素実施協定における国際技術開発動向の調査検討（実施者：(財)エンジニアリン

グ振興協会） 

 さらに、サブＷＧによりテーマを絞り込んで「水素ステーション関連サブＷＧ１」はシステム

技術テーマを中心に実施したサブＷＧであり、「水素ステーション関連サブＷＧ２」は要素機器

技術テーマを中心に実施したサブＷＧである。 

このＷＧでは、最終目標である設備コスト ２億円以下／システム［３００Ｎｍ３/ｈ規模の場

合、土地取得価格を除く］に向けて各機器メーカと検討を行い、現時点で約２．５億円程度の見

通しを得ており、最終目標値へ向けて検討中である。また、耐久性に関しても各機器メンテナン

ス回数 １回以下/年［日常的な簡易検査やメンテナンスを除く］について各実施者が試験室レ

ベルでデータ検証中であり、これに並行して各要素機器を組み合わせたシステムして東邦ガス総

合研究所でデータ検証試験中であり試験室レベルのデータとシステム実証データとを総合的に検

討しながら最終目標値に向けて取り進めている。 

 

●「水素製造関連ＷＧ」の参加対象テーマと実施者 

（ＷＧリーダー：東京ガス(株) ） 

・水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発（実施者：東京ガス(株)、日本特

殊陶業(株)） 

・水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発（実施者：三菱化工

機(株)） 

・CO2 膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発（実施者：(株)ﾙﾈｯｻﾝｽ・ｴﾈｼﾞｰ・ﾘｻｰ
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ﾁ、(国)神戸大学、(国)京都大学、(独)産業技術総合研究所、(株)ミクニ） 

 

 2015 年のオンサイト型の水素ステーションの水素製造装置の低コスト化、高耐久性に向けて

各実施間で実施内容、進捗状況を報告し共有化を図った。また、各実施者間で相違していた効率

の定義、機器の稼働率の考え方について整理し目標値に対する整合性を図った。補機等の共通機

器のコスト低減策の検討討議を実施した。また、実施者による外部助言委員会にＮＥＤＯも参加

し本事業での位置づけあるいは方向付けについて助言を行った。 

 

●「水素貯蔵関連ＷＧ」の参加対象テーマと実施者 

（ＷＧリーダー：日本重化学工業(株) ） 

・車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術に関する研究開発（実施者：日本重化学工業(株)、

サムテック(株)、(独)産業技術総合研究所） 

・ホウ素系水素貯蔵材料の開発（実施者：(株)豊田中央研究所、(国)東北大学） 

・ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発（実施者：日本重化学工業(株)） 

 

水素貯蔵に関する情報交換を行い、熱処理時の温度履歴測定、スピニング時の温度変化測定に

ついて討議検討した。ハイブリッド貯蔵タンクに関する法令対応については高圧ガス保安法だけ

でなく、道路運送車両法についても検討する必要があることが判明した。熱処理工程、研究設備、

破裂試験等の見学を行うと共に意見交換を実施し、情報の共有化に努めた。また、自動車メーカ

等のユーザー・ニーズの研究開発への取り組みのためＷＧへの参加と意見交換を実施した。 

 

●「水素キャリア委員会」の参加対象テーマと実施者 

（ＷＧリーダー：(財)エネルギー総合工学研究所 ） 

・水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ（実施者：(財)エネルギー総合工学研究所、

岩谷産業（株）、川崎重工業（株）、関西電力（株）、清水建設（株）、三菱重工業（株）、千代

田化工建設（株）） 

 

 本委員会では、実施者のみならず外部有識者、関係業界団体等も委員会の委員として参加し、

ユーザー側での立場としての見解も網羅した。高圧水素、液体水素、有機ケミカルハイドライド

による供給フローについて検討し、各フローについて経済性等も検討した結果、普及初期では高

圧水素供給が有利であることが判明した。これにより現在、高圧水素供給に集中した研究開発体

制で実施している。 

 

各「水素ステーション関連ＷＧ」、「水素ステーション関連サブＷＧ１」、「水素ステーション関連
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サブＷＧ２」、「水素製造関連ＷＧ」、「水素製造プロジェクトで実施者独自での外部有識者による

外部助言委員会」、「水素貯蔵関連ＷＧ」、「水素キャリア委員会」での会議実績表を頁 WG-(1)～

(7)に提示した。 

 

●ＮＥＤＯと実施者との面談及び意見交換について 

平成 20 年より開始した事業で約 1．5 年経過した時期である、平成 21 年度の中間期に各テー

マの実施者との面談を約１～２時間程度を掛け行い「進捗状況の報告、予算執行状況、課題の抽

出、今後の実用化に向けた見通し等」について聴取し状況把握と進言等を行った。これにより今

後の各テーマの課題等を把握し適切な方向付けを実施した。 

 

●他事業及び事業内のＷＧの連係体制について 

 基礎基盤研究である「水素先端科学基盤研究事業、水素貯蔵材料先端基盤研究事業」、技術実

証である「燃料電池等システム実証研究」、また水素社会構築共通基盤整備事業（平成 21 年度終

了）とも連携を図り取り進めている。 

：システム技術開発

：要素技術開発

：次世代技術開発等

【研究開発の運営管理（ 他事業及び事業内の連携）】

水
素
貯
蔵
材
料
先
端
基
盤
研
究
事
業

水素ステーション関連WG
東邦ガス、トキコ、日立ＡＭＳ、大陽

日酸、横浜ゴム、佐賀大、PEC

タツノ 清水建設、岩谷

PEC、キッツ、山武、日製鋼、JRCM

ＪＸ

a 水素製造関連WG

三菱化工機

東京ガス、日本特殊陶業

ルネッサンス、神戸大、京
都大、産総研、ミクニ

水素貯蔵関連WG

日重化、サムテック、産総研

豊田中研、東北大

日重化

次世代技術関連（貯蔵）

産総研、東北大

東北大

東海大

技術動向調査

テクノバ、エン振協

連携
（共同研究）

連携
（事業への取込）

水
素
先
端
科
学
基
礎
研
究
事
業

連携
（データ提供
材料評価）

燃料電池システム等実証研究事業

水素社会構築共通基盤整備事業

連携
（研究成果
の取込）

連携
（成果の共有）

情報提供

材料
提供

フィージビリティスタディ

連携
（WG参加）

連携
（情報提供）

（1 ）

（2） （3）

（4）
（5）

（6）
（7）

（9）

情報交流（8）

エネ総工研、岩谷、
千代田化工等

上記の（１）～（９）までの連携については以下のとおりである。 

（１）水素インフラに関する安全技術研究において設計、製作した 70ＭPa 充填対応の蓄圧器を
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東邦ガスに建設したステーションに設置し、耐久性を検証している。また、蓄圧器に使用し

た材料の水素脆化を評価するため同ステーションでサーベランス試験を実施している。 

（２）水素ステーション関連ＷＧで実施している低コスト化検討と JHFC で実施しているＷＧ１

でのコスト評価分科会と連携し、ステーションの低コスト化に向けた検討を連携し実施して

いる。また、水素ステーション関連ＷＧで検討している東邦ガスステーションと JHFC の千

住ステーションでの共通課題であるプレクール設備、充填速度等の検討について連携を図り

検討を実施している。 

（３）JHFC インフラモデル検討会で検討している水素製造装置のランニングコストの資料につ

いて、水素製造関連ＷＧで詳細を検討し数値の見直し等の助言を実施したりし情報の共有化

を図った。 

（４）本事業で開発した流量調整弁等の水素用機器の部材を水素先端科学基礎研究事業に提供し、

水素環境下のトライボロジー評価研究の題材とすると共に、材料評価結果を本事業の機器開

発にフィードバックした。 

水素先端科学基礎研究事業で開発した水素物性データベースの情報を NEDO 関連事業関係

者に公開する場(2009 年 10 月）に参画し、機器設計等への成果活用を検討するとともに、

データベースの改善提案を行った。 

JHFC 水素実証で用いた水素ステーションの解体材料を水素先端科学基礎研究事業に提供

し、水素環境での長期間使用材料の特性評価を行った。ここで明らかになった蓄圧器材料に

おける熱処理の重要性情報を、JHFC ワーキング G 会議にて報告し、安全な機器製造に関す

る情報の共有を図った。 

（５）水素貯蔵材料先端基盤研究事業へは開発中の貯蔵材料を提供する。代わりに開発・整備し

ている先進的な解析技術等での解析データを受け取ることにより互いの目標達成に向けた連

携を実施した。 

（６）水素キャリアで検討した知見を水素ステーション関連ＷＧのメンバーにも公表し情報の共

有化を図るとともにＷＧへも参加し意見交換を図った。 

（７）技術動向について実施者よりＮＥＤＯをはじめ、各関連ＷＧのメンバーも参加してセミ

ナーを実施し情報の共有化を図った。 

（８）ＮＥＤＯ主催の水素貯蔵材料フォーラム及び連携成果報告会等で開発の進捗に関する情報

を共有化した。 

（９）水素貯蔵材料先端基盤研究事業へは先進的技術により開発中の貯蔵材料を提供する。代わ

りに開発・整備している先進的な解析技術での解析データ、あるいは計算科学的手法による

性能予測データ等を受け取ることにより互いの目標達成に向けた連携を実施した。 

水素貯蔵材料に関しては、平成 22 年度より水素貯蔵材料先端基盤研究事業に新規公募によ

り実施する。
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2．4 研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 

２０１５年をＦＣＶ、水素インフラの普及開始期としての位置付けである。 

（１）ＦＣＶ、水素インフラの実証試験を行う「燃料電池システム等実証研究」の後継実証事業

（2011～2015 年度）を立ち上げ、本事業（2008～2012 年度）により技術開発が完了したシ

ステム、機器から順次、実使用条件下での実証試験に移行し、その技術が確立したことを検

証する実用化、事業化への道筋を構築中である。 

（２）技術開発が完了しても、実用化、事業化には現行の法規制等が支障となる場合がある。そ

のため、実用化、事業化に支障となるＦＣＶ、水素インフラの規制見直し、国際標準化に資

するデータ取得等を 2010 年度より本事業に取込んで実施する予定である。（例えば、使用鋼

種の拡大、複合容器の蓄圧器としての使用可、設計基準としての耐圧係数の見直し等）  

（３）成果を上げた後の実用化、事業化を優位にするためにも特許出願等を積極的に出願し権利

化するよう指導している。また、外部への成果のアピールのため、論文、プレス発表等を積

極的に実施することも指導している。 

 

３．情勢変化への対応 

「水素安全利用等基盤技術開発」（平成１９年度終了事業）の後継事業として実施している

「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」については、2015 年頃の燃料電池自動車の普

及に向け取り進めている。 

本事業開始後、平成 20 年 7 月、燃料電池実用化推進協議会（FCCJ）が「2015 年、一般ユー

ザーへの普及開始を目指す」とする『FCV と水素ステーションの普及に向けたシナリオ』を発

表し、平成 21 年 3 月には、産業競争力懇話会も同様の発表を行い、2015 年に FCV・水素イン

フラを普及開始する合意が急速に形成されてきた。 

このような情勢変化に対応するため、 

（１）平成 20 年度に実施したＦＳ（単年度契約）のうち、「低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対

応ステーション機器に係わる研究開発」は、継続審査委員会を開催し、平成 21 年度以降も

要素技術開発として継続することにした。 

（２）平成 21 年 11 月に推進助言委員会を開催し、2015 年普及開始期に実用化が必要、且つ実

用化が可能な技術開発に重点を当て、次世代技術開発・フィジビリティスタディ等の革新的

技術、シナリオは平成 21 年度で終了するとのＮＥＤＯ案を示した。これに対し、委員から

は研究開発にメリハリを付けることは賛成するが、次世代技術で「この芽は残しておきた

い」という研究については継続する道をつくるべきとの意見が出された。 

（３）平成 21 年 12 月に公開でワークショップを開催し、2015 年普及開始期に実用化が必要、

且つ実用化が可能な技術開発に重点を当てること、燃料電池自動車、定置用燃料電池、水素

インフラの基準・標準化に係わる「水素社会構築共通基盤整備事業」（平成 17～21 年度）の
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終了に伴い、2015 年普及開始期に必要な燃料電池自動車、水素インフラの基準・標準化を

本事業に取り込みことを報告し、追加公募することをアナウンスした。 

（４）以上を踏まえ、平成 22 年 3 月に、次世代技術の継続審査委員会を開催し、2 件を平成 22

年度継続とし、また、基準・標準化等に係わる追加公募を平成 22 年 3 月に実施し、本事業

に取り込むとともに、2015 年普及開始期に実用化が必要、且つ実用化が可能な技術開発等

に重点を当てた予算配分を行った。 

 

４．評価に関する事項 

事前評価については、平成１９年度に事前評価書にまとめ総合評価として、2015年頃に期待さ

れる燃料電池自動車に不可欠な水素供給インフラ市場立ち上げに向け、必要な機器及びシステム

に関する技術開発並びに実証であり、将来的に我が国の運輸部門のエネルギーの効率的な利用及

び温室効果ガスの排出削減という困難な問題の解決に大きく寄与することが期待されることから、

国の積極的な支援のもとＮＥＤＯが委託事業として実施することが意義があるとの評価であった。 

また、平成２０年２月２７日～３月３日 ＮＥＤＯ ＰＯＳＴ３においてパブリックコメント

の募集を行い、ご意見を頂き基本計画に反映した。 

 

 

 

 

 

 

 

















 

Ⅲ．研究開発成果について 

１．事業全体の成果 

  中間目標に対して総じて達成したものと判断できる。本事業の最終目標はＦＣＶ、水素ステーショ

ンの普及であるが現在これらが実証段階の国は米国、独国そして日本である。世界的に見ても日本は

先駆者であり最終目標を達成すれば地球温暖化防止等の対応のため、この成果は日本国内のみならず

世界市場の拡大が期待できる。ＦＣＶ、水素ステーションが普及すれば民間レベルで各機器の効率化、

低コスト化等の技術開発の競争が促進されることが期待できる、また新たな周辺産業として例えば、

定期メンテナンス、点検検査等の業務が立ち上げることも考えられる。 

 

1．1 研究開発項目Ⅰ「システム技術開発」 

「７０ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発」では市場立上

げ時期に必要となる７０ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システムとして「水素安全利用

等基盤技術開発」にて開発した要素機器等に必要な改良を加えつつ、水素ステーションシステムと

して構成配置し、延べ 1 年以上（DSS 運転等を含む）の耐久性を検証することが中間目標であるが

目標に対して充分な成果を達成しており、最終目標に向けて進捗中である。 

「車載等水素貯蔵/輸送容器システム技術に関する研究開発」では水素ステーション機器システ

ムと連動させたトータルシステムの中で、車載等水素貯蔵／輸送システムに水素をスムーズに充填

できると共に、中間目標に充分な成果を達成しており、上記と同様に最終目標に向けて実施中であ

る。 

 

 各プロジェクトの詳細については、2.1 項の研究開発項目毎の成果を参照のこと。 

 

  1．2 研究開発項目Ⅱ「要素技術開発」 

  要素技術については、いずれもシステム技術に適用できる技術であることから、システム技術開

発で設定した達成目標を満たす内容となっている。水素製造機器要素技術での水蒸気改質方式に関

して、小規模のパイロットプラントを設計・製作し、性能の検証をほぼ達成しており充分な成果を

得ている。また、メンブレンタイプの研究開発に関しても中間目標に対して充分な成果を得ており

最終目標に向けて進捗中である。水素貯蔵材料（同材料容器を含む）・水素貯蔵/輸送容器要素技術

に関しても中間目標に対して一部未達成な部分もある。また、水素ステーション機器要素技術では、

水素ステーション機器システムに適用される要素技術として、コスト低減に向けて検討をしており、

システム技術へ適用できるよう実施している。 

 

  各プロジェクトの詳細については、2.2 項の研究開発項目毎の成果を参照のこと。 
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  1．3 研究開発項目Ⅲ「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」 

  水素エネルギーの導入・普及に対し、新規の概念に基づく革新的な次世代技術（たとえば、化石

燃料以外からの水素製造等）の探索及び同技術の有効性確認・検証を行うと共に、水素社会実現の

ための技術開発シナリオの検討、水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ、基準・標準化

に資するデータ取得等を行うことが必要である。次世代技術開発について、平成 20 年、21 年を実

施し成果を得ており、また技術開発シナリオについては、平成 20 年度に「水素キャリアに応じた

フィージビリティスタディ」、平成 21 年度に「水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究

開発」を実施し、他プロジェクトへ内容を反映し成果を上げている。 

 

   各プロジェクトの詳細については、2.3 項の研究開発項目毎の成果を参照のこと。 
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1．4 事業全体の成果概要 

1．4．1 事業全体 

 研究開発項目の中間目標に対して､下記の表のとおり概ね達成する見込みである。 

 

達成度「◎：大幅達成、○：達成、△：一部達成、×：未達」 

項目 中間目標 成果 達成度 今後の課題 

システム技術開発  

(1)ステーション機器シ

ステム  

 

 

要素機器の改良、ス

テーションシステム

の構築、耐久性検証 

 

・建設コスト２．５

億円の見通しを得

た。 

・ステーションを建

設、検証試験開始。

○ 

 

更 な る コ ス ト 低

減、-40℃プレクー

ル時の耐久性検証 

 

(2)車載等水素貯蔵・輸

送容器  

 

 

容 器 体 積 密 度 ≧

28g/l、MH の低コス

ト化等 

中間目標を超える体

積密度のタンクを開

発  

 

○ 

 

最終目標達成のた

めの低コスト化、

高性能化  

 

要素技術開発  

(1)水素製造機器  

 

 

 

小規模パイロットプ

ラントの設計・製

作、性能検証、最終

目標達成の目処  

・50Nm3/h 試作機を

設計・製作 

・ 改 質 効 率 ≧ 85%

（製造効率≧80%）

の見通し得た。 

○ 

 

最終目標達成のた

めの低コスト化、

コンパクト化、耐

久性の検証 

(2)水素貯蔵材料等  

 

 

 

 

最終目標を達成する

新規材料の可能性見

極め  

 

・ホウ素系貯蔵材料

の中間相の役割を解

明 

・ラーベス合金で２

段プラトーにより吸

蔵量が増加する合金

を発見 

△ 

 

・ホウ素系は、放

出温度、反応速度

改良 

・ラーベス系は、

貯蔵密度改良 等  

 

(3)水素ｽﾃｰｼｮﾝ機器  

 

 

 

各機器のコストダウ

ン検討、その対応策

の検討  

 

総じて、要素技術の

研究開発を進め、プ

ロトタイプの設計、

試作の見通しを得

た。 

○ 

 

更 な る 低 コ ス ト

化、耐久性の検証  

 

次 世 代 技 術 開 発 ・

フィージビリティスタ

ディ（シナリオ）等 

 

 

・将来的な水素技術

基盤の確立 

・今後の技術開発課

題の抽出  

 

・総じて、技術とし

ての有効性を確認  

・国際政策・技術動

向を把握し、情報提

供 

○ 

 

・実用化を目指し

た技術開発への移

行  

・ 国 際 的 な リ ー

ダーシップの発揮 

 

 

1．4．2 研究開発項目別の成果 

 

各テーマについての成果概要は以下のとおりである。 

 

研究開発項目Ⅰ：｢システム技術開発｣ 

中間目標 研究開発成果 達成度

（１）７０ＭPa 級水素ガス充填対応

ステーション機器システム技術に関

する研究開発 

市場立上げ時期に必要となる７０

・動的解析ﾓﾃﾞﾙによるｽﾃｰｼｮﾝ圧力損失解析、流量解

析を実施し、充填時間短縮するための設計指針提

示を可能とした。 

 

中 間 目

標 に 対

し て 達

成。 
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ＭPa 級水素ガス充填対応ステーショ

ン機器システムとして以下を満足す

る技術を確立する。 

『中間目標』 

「水素安全利用等基盤技術開発」に

て開発した要素機器等に必要な改良

を加えつつ、水素ステーションシス

テムとして構成配置し、延べ 1 年以

上（DSS 運転等を含む）の耐久性を

検証する。 

 

（参考）『最終目標』 

低コスト化：設備コスト２億円以下

／システム 

［３００Ｎｍ３/ｈ規模の場合、土地

取得価格を除く］ 

高耐久性 ：各機器メンテナンス回

数 １回以下/年 

［日常的な簡易検査やメンテナンス

を除く］ 

 

・建設ｺｽﾄ低減検討を実施し、現状ｺｽﾄ約 6 億円を約

2.5 億円に低減可能の結果を得た。またそのため

の課題を整理した。特に設計費は 50%削減の見通

しが得られた。 

 

・耐久性検証に供するﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｰ、ﾌﾟﾚｸｰﾙ設備を製

作した。それらの機器を組み合わせ水素ｽﾃｰｼｮﾝｼｽ

ﾃﾑを建設し１年間ﾉｰﾒﾝﾃﾅﾝｽの耐久性検証を実施し

た。 

 

・また構成機器の耐久性を検証し、ｼｽﾃﾑ運転時の課

題を抽出した。 

 

 

 

 

（２）車載等水素貯蔵/輸送容器シス

テム技術に関する研究開発 

水素ステーション機器システムと

連動させたトータルシステムの中

で、車載等水素貯蔵／輸送システム

に水素をスムーズに充填できると共

に、以下を満足する技術を確立す

る。 

『中間目標』 

低コスト化：水素貯蔵合金のコスト

を 

￥１０，０００/ｋｇ以下にする目

処をつける。 

高性能化：容器体積密度（外容積） 

＝28（ｇ－Ｈ２／Ｌ）以上 

ハイブリッド容器システムの場合 

 

（参考）『最終目標』 

低コスト化：２０万円以下／容器シ

ステム 

高性能化  

ハイブリッド容器システムの場合

は、 

 圧力＝３５ＭPa 

 質量貯蔵密度（システム）＝３

wt％ 

 水素量/容積/容器質量 

＝５ｋｇ/１００Ｌ/１６５ｋｇ 

 

 

・中間目標値（２８ｇ/L）を上回る体積貯蔵密度を

有するハイブリッド貯蔵タンクの設計・製作を実

施した。 

 

・中間目標である 2.7 質量%を超える水素吸蔵量

（3.2 質量%）を有する Ti-V-Mn 系 BCC 合金を合成

した。 

 

・低コスト化を目的として、Ｖ系合金の量産性のト

ライをした。その結果、量産炉での溶解が可能で

あることを確認し、製造コストの点からは、中間

目標値の\10,000 以下の目処が立った。しかし、

原料も含めたトータルのコストとして、安価な原

料の使用について検討が必要。  

 

 

 

中 間 目

標 に 対

し て 達

成。 
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研究開発項目Ⅱ：｢要素技術開発｣ 

中間目標 研究開発成果 達成度 

（１）水素製造機器要素技術 

  水蒸気改質方式に関して、 

『中間目標』 

小規模のパイロットプラントを設計・

製作し、性能の検証を行う。 

 

（参考）『最終目標』 

改質効率＝８０％以上、起動時間＝

３時間未満 

設備サイズ＝１０ｍ３以下、 

設備コスト＝３０万円/Ｎｍ３・ｈ 

 

＜水素分離型リフォーマー＞ 

・前事業で開発した従来膜の耐久性を向上した改

良膜を開発し、目標の 8000 時間を大きく上回る

13000 時間の耐久性（製造水素純度 99.99%以上

を維持）を確認した。 

 

・触媒一体化モジュールを用いて、目標の 3 時間

未満（2 時間 27 分）で起動し、モジュールに

「割れ」などの損傷がないことを確認した。 

 

＜改質器・ＰＳＡ精製＞ 

・プロセス検討、改質器構造の概念検討、模擬改

質器燃焼試験、改質触媒試験により、改質効率

85%、S/C2.5、改質器サイズ従来比 1/5 とする見

通しを得た。 

 

・水素 PSA の検討により、PSA 回収率 90%，実規模

システムサイズ従来比 1/2 とする見通しを得

た。 

 

・ステーション運用者視点での評価を反映した

50Nm3/h 水素製造装置試作機の設計、機器製作を

行った。 

 

＜ＣＯ２膜分離法＞ 

・ＣＯ２選択透過膜は 180℃で、目標レベルの安定

した性能を有する膜の開発に成功した。 

 

・ＣＯ変性触媒については、より高活性な触媒へ

の改良、コストダウン、量産化の実現に近づい

ている。 

 

・高性能化と加工性の向上・低コスト化を両立す

べく、触媒の組み合わせやリアクター構造の検

討を実施した。 

 

 

中間目標

はほぼ達

成。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）水素貯蔵材料（同材料容器を

含む）・水素貯蔵/輸送容器要素技術 

『中間目標』 

材料系の探索と開発を実施し、そこ

から材料組成等を絞り込み、最終目

標の質量水素密度６ｗｔ％以上およ

び水素放出温度１５０℃以下を達成

する新規材料の開発の可能性を見極

める。 

 

（参考）『最終目標』 

＜ホウ素系＞ 

・複合化に関しては、水素貯蔵に有利な反応経路

を理論計算により予測し、複合水素化物の貯蔵

特性における複合比の効果なども検討し、それ

らの最適化を進めた。  

 

・中間相に関しては、水素放出・再吸蔵過程で生

成した中間相を解明し、水素貯蔵特性における

中間相の役割を検討した。  

 

・水素放出・再吸蔵反応ともに促進できる添加物

中間目標

に対して

一部未達
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貯蔵材料（同材料容器や関連部品を含

む）に関しては、 

質量貯蔵密度＝６wt％以上、 

水素放出温度＝１５０℃以下、   

耐久性＝１０００回吸放出で初期貯

蔵性能の９０％保持、 

材料コスト＝１０００円/ｋｇ 

を選定し、その促進機構を解明した。また、微

細構造を調査することによって、反応速度の支

配因子を抽出した。  

＜ラーベス構造＞ 

・2 段のプラトーが出現することで水素吸蔵量がそ

れまでの 1.0 質量％から 1.7 質量％に増加し

た，MgPrNi4組成の C15b型のラーベス構造を有し

た合金を開発した。 

 

・313K で 300 サイクルの水素吸蔵・放出を繰り返

した後でも，95％以上の水素吸蔵・放出量を維

持することができる Mg1.4Pr0.6Ni4 組成の合金を開

発した。 

 

・C14 型のラーベス構造を有した CaLi2 組成合金お

よび第 3 元素置換を行った合金を正確に作製す

ることができる，ヘリウム雰囲気での浮遊溶解

による手法を開発した 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）水素ステーション機器要素技

術 

水素ステーション機器システムに適用

される要素技術として、下記目標達

成に繋がる技術として確立する。 

『中間目標』 

普及に向けた水素ステーションシステ

ム及び機器に関するコストダウン検討

を行い、その対策案を検証する。 

 

（参考）『最終目標』 

低コスト化：設備コスト ２億円以下

/システム 

［３００Ｎｍ３/ｈ規模の場合、土地

取得価格を除く]  

高耐久性：各機器メンテナンス回数１

回以下/年 

［日常的な簡易検査やメンテナンス

を除く］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ディスペンサー＞ 

・ディスペンサーのプロトタイプの組込み設計・

試作が可能になった。 

 

・プレクール装置の仕様検討、評価装置を試作し

たことから、基礎評価の環境が整備できた。 

 

・７０ＭＰａ大流量コリオリ流量計検出部、コア

プロセッサータイプの計測部を設計、試作した

ことにより、性能評価が可能になった。 

 

＜大型複合容器＞ 

・アルミライナーを用いた高圧（破裂圧力３００

ＭＰａ以上）複合容器のトウプリプレグ（ＴＰ

Ｐ）を使用したＤＲＹ法による試作に成功し、

アルミライナーの設計仕様が確定した。 

 

・大型・長尺複合容器を製造しうる大型フィラメ

ントワインディング（ＦＷ）装置の設計開発が

終了し、大型複合容器の製造が可能となった。  

 

・内部加熱法の問題点（加熱ムラ）を確認し、装

置の改良および内部加熱法に適した樹脂の開発

を行い、内部加熱法を有効に利用するＦＷ手法

に目処が立った。 

 

＜低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ｽﾃｰｼｮﾝ機

器＞ 

・７０ＭＰa 級水素ステーション構成機器に対して

技術、コスト両面から平成２０年度分析したう

えで、充填時間を考慮した最適化検討と、要素

技術開発に取組んだ。 

（高容量鋼製蓄圧器、水素用高圧ボールバル

中間目標

に対して

ほぼ達成
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ブ、高強度金属材料、集中型制御システム、高

耐久型流量調節弁） 

 

・専門分野の異なる連名委託先が相互に連携し、

ダイナミックシミュレーションを核とした総合

的エンジニアリング技術と、これら要素技術を

組合せることにより、低コスト型水素ステー

ションの技術的見通しを得た。 

 

＜都市型コンパクト水素ステーショ 

ン＞ 

・ステーションの試設計を実施し、キャノピー上

機器設置化や地下化することで配置計画上、コ

ンパクト化（敷地面積 5１7m2及び 390m2）を実現

できることを確認した。 

 

・反射圧低減壁の開発において、数値解析により

反射波のピーク圧力を低減することが可能な壁

（反射波低減壁）の開発を行い、検証実験によ

りその性能を確認した。 

 

・水素燃焼制御システムの開発にて、燃焼伝播の

防止に必要な条件を確認した。また、水素の不

活性化に関する研究では、着火に至らせない

「安全濃度」を決定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究開発項目Ⅲ：｢次世代技術開発・フィージビリティスタディ等｣ 

中間目標 研究開発成果 達成度 

（１）革新的な次世代技術の探索・

有効性検証 

現有ガソリン供給インフラと同等の

設備コストで対応可能となる（水素

供給インフラを構成する）材料、機

器、システムの設計指針または概念

設計を確立する（平成２１年度まで

の目標）。さらに、それまでの研究

開発成果を評価し、更に１年間の継

続可と判断する研究開発について、

実用化のための詳細検討・検証等を

行う（平成２２年度までの目標）。 

 

＜可視光応答性半導体 水分解＞ 

・WO3 光触媒の量子収率をセシウム表面処理で既報

の 48 倍に向上できた。太陽エネルギー変換効率

(0.3%)は陸上植物並で、人工光合成実現可能レ

ベルに達した。 

 

・BiVO4 光電極の光電流を炭酸塩電解液を利用する

ことで従来の電解液より 6 倍向上できた。高速

自動半導体探索システムを活用し、新規半導体

の特許を 5件出願した。 

 

・光触媒-電解ハイブリッドシステムの小型実証試

験を行った。太陽電池と水電解を単に組み合わ

せたシステムより将来低コスト水素製造が可

能、という結論を得た。 

 

＜非貴金属化合物を用いた水電解＞ 

・評価法の確立し、比活性が IrO2を上回る Zr 及び

Ta 系材料の触媒の作製に成功した。 

 

・Zr 及び Ta 系化合物は表面が酸化物であると酸素

ほぼ達成
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発生反応の活性が向上した。 

 

・Zr 系化合物を電極触媒として電解試験を行い、

水電解効率は 60%であった。 

 

＜高効率水素液化磁気冷凍＞ 

・AMR サイクルに適合した希土類ガーネットと金属

間化合物磁性材料の開発を進め、粒状化の実用

材料製造技術を確立した。 

 

・２つの駆動機構をもつ AMR 磁気冷凍サイクル試

験装置を設計・作製し、AMR サイクルを実証し

た。 

 

・水素液化サイクルの効率改善と高感度水素液量

の計測技術を開発した。 

 

＜水素ガスパイプライン＞ 

・水素ガスパイプラインで想定される現実的な圧

力・温度件では鋼中に拡散侵入する水素濃度は

低く、準静的・動的条件ともに水素脆化は顕著

ではない。 

 

・水素ガスパイプラインの実大強度試験を実施

し、き裂は長距離伝播することはないことを実

証した。 

 

・開発した高速き裂伝播数値計算モデルを用い

て、天然ガスと同程度の靭性を有していれば、

水素ガスパイプラインでき裂の伝播を防止でき

ることを確認した。 

 

＜超高圧水素合成法＞ 

・Mg-(V, Zr)-(Li, Na)-H 系水素化物において、可

逆的に水素を吸蔵・放出する新規水素化物を見

出すとともに、水素放出温度と結晶構造との相

関を示し得た。 

 

・7 種の Li-M-H 系新規水素化物（M：遷移金属元

素）を見出し、Li-Y 系水素化物において、可逆

的に水素を吸蔵・放出することを確認した。 

 

・Al 系共晶合金、アラネート、AlH3 を原料として

試みたが、適用条件下では新規水素化物相は得

られなかった。 

 

＜ゼオライト鋳型炭素＞ 

・スピルオーバー水素の貯蔵サイトを、炭素担体

のエッジ、曲率をもつ部位、含酸素官能基、含

窒素官能基に同定できた。 
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・炭素担体に担持する Pt の粒径が小さいほどスピ

ルオーバー貯蔵量が増加することを見出した。

また、安価な遷移金属（Ni）による貯蔵にも成

功した。 

 

・スピルオーバー水素貯蔵サイト候補である、含

窒素官能基の大量ドープ法の開発に成功した。 

 

＜ＭｇおよびＴｉ系相分離型＞ 

・水素吸収・放出に伴う合金の「相分離」によっ

て、MgH2 が熱力学的に著しく不安定化すること

が実証された（合金構成元素間の結合力に依

存）。 

 

・Ti 基を有する非固溶系 b.c.c.合金の合成に成功

し、室温で 3.5 mass %以上の水素吸収・放出反

応が実証された。 

 

・Al 水素化合物の物理合成装置の設計・開発を

行った。AlH2.5 組成を得ており、物理的合成の可

能性が実証された。 

 

（２）水素エネルギー導入・普及の

ための技術開発シナリオに関する

フィージビリティスタディ等 

水素エネルギー導入・普及に向

け、社会コストミニマムとなる展開

シナリオ及び水素キャリア（有機ハ

イドライド、液体水素等）に応じた

ケーススタディやフィージビリティ

スタディを行い、今後の技術開発に

おける課題を抽出する（平成２１年

度までの目標）。 

 

 

 

 

 

 

＜IEA/AFC の動向＞ 

・専門家による「先端燃料電池実施協定対応委員

会」を組織、AFCIA の各作業部会に専門家を派

遣、あるいはテクノバで参加し、我が国の R&D

情報を提供した（NEDO の 

R&D の状況、日本の政策、大規模実証やそのほか

の具体的な R&D プロジェクト）。このような情報

提供を通じて、AFCIA に貢献した。 

 

・IPHE の議論を分析、わが国の政策や技術開発へ

の影響を分析した。また国内の関係者とも協力

し、日本の取り組みを PR するとともに、米国、

カナダ、ドイツ、欧州連合などの主要国のイニ

シアティブを支援した。 IPHE に対する我が国の

貢献を明確になるように各種の報告などや作業

を滞りなく進めた。 

 

＜IEA/HIA の動向＞ 

・水素経済社会の実現に向けて国際協同研究開発

を目的とする IEA/HIA（国際ｴﾈﾙｷﾞｰ機関/水素実

施協定）に積極的に参加した。各作業部会に

て、収集・交換した水素に関する技術開発動

向・情報を国内に展開し、共有化を図った。 

 

＜水素エネルギーシステム便益＞ 

・FCV の導入普及初期の 5 年間（H20 年度）、及び

COCN の新導入シナリオ（H21 年度）をベースと

し、環境便益の外部便益（外部費用の削減）、お

よび経済的波及効果を評価し、導入普及施策に

達成 
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対する示唆を得た。 

 

・複数のシナリオに対する便益評価を柔軟に実施

するため、これまでに開発してきた方法論に

従った評価システムを構築した。 

 

＜水素キャリアに応じた＞ 

・平成 27 年（2015 年）を想定した水素供給インフ

ラ市場立ち上げに向け、各水素キャリア（高圧

水素、液体水素、有機ケミカルハイドライド）

を用いた、オフサイト型水素製造から水素ス

テーションにおける燃料電池自動車への充填ま

での一連のフローにおける、経済的成立性や実

現性及び普及に向けた今後の技術開発課題につ

いて抽出・検討を行なった。また、課題の解決

策についての提言も行った。 

 

 

1．4．3 研究開発成果の意義 

（１）成果の市場性  

  水素ステーションに係わるシステム、要素機器、水素製造装置の成果は、2015 年の FCV・水素イン

フラの普及開始期の市場の創造に繋がる。一方、車載等水素貯蔵・輸送容器、水素貯蔵材料等の成果

は、水素の高圧水素貯蔵だけでは限界があり、複合化（高圧＋貯蔵材料）によるコンパクト化等が可

能となり、2020 年以降の市場の創造に繋がることが期待されている。 

 

（２）成果の水準  

  成果は、水素製造装置等をはじめ技術的には世界トップ水準にある。ただし、欧米にコスト的に競

合するためには、低コスト化の阻害要因になっている安全性を担保した規制見直しが必要である。今

後、技術開発と規制見直しを両輪として推進することが重要である。 

 

（３）成果の汎用性 

  水素製造装置の成果は、水素ステーションに限らず他の用途の水素製造にも適用可能である。また、

70MPa という超高圧の水素貯蔵・輸送・充填等に係る成果は、他のガス（天然ガス、工業ガス等）に

も適用可能である。 

 

（４）他の競合技術と比較しての優位性 

  ガソリン・ハイブリット車と比較して、水素・ＦＣＶは Well to Wheel 効率において優位なだけで

なく、水素は再生可能エネルギー等あらゆる一次エネルギーから製造でき、エネルギーの多様化、

CO2 削減の面からも優位である。ただし現時点では経済性が課題である。 
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1．5 特許、論文、外部発表等の件数 

本事業での特許、論文、外部発表等の件数は以下の表のとおりである。平成 20 年度に成果を上げ、

その成果を平成 21 年度に反映したものであり特許、論文の件数が増加しており研究内容を踏まえ適切

に発信した。また、外部発表について平成 20 年度は６１件、平成 21 年度は１４３件の件数であり一般

に向けて広く研究内容及び研究成果を情報発信した。また、平成 22 年度は 6 月末（4 月～6 月）までの

集計であり年度末には平成 21 年度と同等あるいはそれ以上の件数になると想定している。 

具体的な特許、論文、外部発表の内容については添付リストを参照のこと。 

特許、論文、外部発表等の件数 

区分 

 

 

年度 

特許出願 

 

論文 その他外部

発表（プレ

ス発表等）国内 

 

外国 PCT 出願 査読付き その他 

Ｈ20 

年度 
９ ０ ２ １０ ６ ６１ 

Ｈ21 

年度 
２５ ０ １ ２５ １３ １４３ 

＊Ｈ22 

年度 
９ ０ ０ ３ １ １５ 

  ＊Ｈ22 年度は 4，5，6月までの集計数である。 

  

 

1．6 研究成果の最終目標の達成可能性について 

 最終年度である平成２４年度末までにシステム技術開発、要素技術開発についての達成見通しは以下

のとおりである。 

項目 最終目標 

（平成 24 年度末） 

達成見通し 

システム技術開発  

(1)ステーション機器シ

ステム  

 

 

 

 

 

・設備コスト  

  ２億円以下/システム  

・耐久性  

  メンテナンス回数  

  １回/年以下  

 

 

・設備コストは、現状２．５億円までの見

通しは得られており、更なる低コスト化

に向けた検討、規制見直しの進展によ

り、目標達成は可能。 

・耐久性は、現在の耐久性試験の進捗状況

より、目標達成の見込み。但し、一部機

器は更なる検証が必要。 

 

(2)車載等水素貯蔵・輸

送容器 

 

 

 

 

 

低コスト化：２０万円以下／

容器システム 

高性能化 ：  

ハイブリッド容器システムの

場合は、 

 圧力＝３５ＭPa  

 質量貯蔵密度（システム）

＝３wt％ 

 水素量/容積/容器質量＝５

ｋｇ/１００Ｌ/１６５ｋｇ 

 

・高性能化は、中間目標をクリアする評価

用タンクを試作中であり、年度末までに

得られた評価結果による改良を進めるこ

とによって、目標達成は可能。 

・低コスト化の目標達成は、今後の検討次

第であるが、車載高圧貯蔵容器の現状コ

スト（数百万円）から類推すると難し

く、2020 年以降の実用化を確実なもの

すべく、着実な進展が重要。 

Ⅲ-(11) 

 



Ⅲ-(12) 

 

要素技術開発  

(1)水素製造機器  

 

 

 

 

 

 

水蒸気改質方式に関して、  

製造効率＝８０％以上 

起動時間＝３時間未満 

設備サイズ＝１０ｍ３以下 

設備コスト＝３０万円/Ｎ

m3・ｈ以下 

 

３方式の開発を実施。本年度までのＰＳＡ

方式は、ほぼ目標達成の見込み。水素分離

型リフォーマー方式は、設備コストが今後

の検討に依るが、目標達成は可能。CO2 膜

分離方式は、現状１Nm3/h 規模の原理検証

装置の試作段階であり、目標達成は見通せ

ない。 

 

(2)水素貯蔵材料等  

 

 

 

 

貯蔵材料（同材料容器や関連

部品を含む）に関しては、 

質量貯蔵密度＝６wt％以上、

水素放出温度＝１５０℃以

下、 

耐久性＝１０００回吸放出で

初期貯蔵性能の９０％保持、

材料コスト＝１０００円/ｋ

ｇ  

 

ホウ素系、ラーベス合金ともに、４つの目

標値全てに亘っての目標達成を見通すこと

は難しい（例えば、ホウ素系は質量貯蔵密

度、水素放出温度について目標達成は可能

であるが、吸放出の可逆性が課題で耐久性

について目標達成は見通せない）。 

水素貯蔵材料先端基盤研究事業との連携を

強化し、着実に進展させることにより、２

０２０年以降の実用化を確実なものにする

ことが重要。  

 

(3)水素ｽﾃｰｼｮﾝ機器  

 

 

 

 

 

 

低コスト化：設備コスト ２

億円以下/システム 

［３００Ｎｍ３/ｈ規模の場

合、土地取得価格を除く]  

高耐久性 ：各機器メンテナ

ンス回数 １回以下/年 

［日常的な簡易検査やメンテ

ナンスを除く］  

 

・設備コストは、水素ステーションＷＧ等

で設備コスト ２億円に向けて各要素機

器の低コスト化を検討しており、量産効

果、規制緩和等の前提条件はあるものの

目標達成は可能。 

・耐久性は、今後の耐久性試験によるが、

耐久性を設計、各種試験に反映してお

り、目標達成は可能。  

 

 



Ⅲ-2.1 

 

 

２．研究開発項目毎の成果 

2．1 研究開発項目Ⅰ「システム技術開発」 

 

Ⅰ－１ 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発（実施者：

(財)石油産業活性化センター、東邦ガス(株)、トキコテクノ(株)、日立オートモティブシステ

ムズ（株）、大陽日酸(株)、横浜ゴム(株)、(国)佐賀大学） 

 

Ⅰ－２ 車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術に関する研究開発（実施者：日本重化学工業(株)、

サムテック(株)、(独)産業技術総合研究所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



●進捗成果ｻﾏﾘ（平成20年度～平成22年度6月末）
・動的解析ﾓﾃﾞﾙによるｽﾃｰｼｮﾝ圧力損失解析、流量解析を実施し、充填時間短縮するための設計指針提示を可能とした。
建設 ｽﾄ低減検討を実施し 現状 ｽﾄ約6億円を約2 5億円に低減可能の結果を得た またそのための課題を整理した 特に設計費は50%削減の見通しが得られた

(I-1) 70MPa級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発
委託先：（財）石油産業活性化センター、東邦ガス（株）、トキコテクノ（株）、日立オートモティブシステムズ（株）、大陽日酸（株）、横浜ゴム（株）、（国）佐賀大学

・建設ｺｽﾄ低減検討を実施し、現状ｺｽﾄ約6億円を約2.5億円に低減可能の結果を得た。またそのための課題を整理した。特に設計費は50%削減の見通しが得られた。
・耐久性検証に供するﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｰ、ﾌﾟﾚｸｰﾙ設備を製作した。それらの機器を組み合わせ水素ｽﾃｰｼｮﾝｼｽﾃﾑを建設し１年間ﾉｰﾒﾝﾃﾅﾝｽの耐久性検証を実施した。
・また構成機器の耐久性を検証し、ｼｽﾃﾑ運転時の課題を抽出した。

●背景/研究内容･目的 ●これまでの実施内容／研究成果
2015年頃を想定した水素供給ｲﾝﾌﾗ市場立上げに向け、低
ｽﾄか 耐久性に優れた水素ｽﾃ ｼ を実現する必要があ

・水素ｽﾃｰｼｮﾝ用動的解析ﾓﾃﾞﾙの検証から、充填時間短縮のための設計指針提示が可能となった。
ﾃ ｼ 建設 ﾄ 億円程度 設計費 削減の見通しを得た また ﾄ低減のための課題をまとめた

●研究目標

ｺｽﾄかつ耐久性に優れた水素ｽﾃｰｼｮﾝを実現する必要があ
る。本事業では、それに向けたｼｽﾃﾑ技術開発に取組む。

実施項目
中間目標

（H22年度）

最終目標

（H24年度）

・ｽﾃｰｼｮﾝ建設ｺｽﾄ2.5億円程度、設計費50%削減の見通しを得た。またｺｽﾄ低減のための課題をまとめた。
・要素技術開発事業と連携し、材料物性評価支援（ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽ試験）を実施した。
・試験ｽﾃｰｼｮﾝを設計・建設し、平均流量約1.7kg/min、冷却水素温度約-30℃の充填能力を確認。機器およ

び運転ﾓｰﾄﾞの試験評価方法をとりまとめた。
・普及期前の1年相当充填回数の耐久性試験実施、蓄圧器、圧縮機等主要設備の健全性確認。

1年間ﾉｰﾒﾝﾃﾅﾝｽ性の見通しを得た。また緊急離脱ｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞからの水素漏洩などの課題を抽出した。

①ｽﾃｰｼｮﾝ建設ｺｽﾄ
低減検討

検討前提仕様作成、
設計費50％減

設備ｺｽﾄ2

億円以下、

各機器ﾒﾝ

ﾃﾅﾝｽ回

②ｽﾃｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ運
転技術開発検討

水素ｽﾃｰｼｮﾝ完成、
１年以上の耐久性
確認

年間 ﾝﾃﾅﾝ 性 見通 を得 。ま 緊急離脱 ｯ ﾘﾝｸ ら 水素漏洩な 課題を抽出 。
・直充填方式の見通し、2台連続充填時の充填ｶﾌﾟﾗｰ操作性能を確認し、水素冷却の影響の評価開始。
・検証用ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｰ試作完成、事前評価試験を実施。充填精度は±1%以下。実証試験への適用確認した。
・ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｰについて、自社製作機器、他社開発品のｺｽﾄ分析から、目標である50%ｺｽﾄ低減の検討を実施。
・故障予知技術として、ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｰにﾌｨﾙﾀを装着し、異物付着の評価技術を確立した。
・加工性評価から、探索した材料はJIS SUS316L相当材と旋削性等が同等以上と示唆された 。
・ﾎ ｽ耐久性評価にて 改善すべき課題が明らかとなった またｺｽﾄについては 20%低減見込みを得た

実施

項目
成果内容

自己

評価

●研究成果まとめ●今後の課題
／スケジュール（H24年度まで）

ﾃﾅﾝｽ回

数1回以

下/年に

繋がる技

確認

③ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｰ機器

ｺｽﾄ低減検討

機器耐久性検証

故障予知技術検討

機器に関し50％減

1年以上耐久性確認

故障予知技術確立

・ﾎｰｽ耐久性評価にて、改善すべき課題が明らかとなった。またｺｽﾄについては、20%低減見込みを得た。
・初期改良型ﾌﾟﾚｸｰﾙ設備製作。設計仕様満足を確認。熱交換器小型化等で5百万円ｺｽﾄ低減目処を得た。

・更なるｺｽﾄ低減仕様検討、動的解析ﾓﾃﾞﾙ検証。
・普及期以降を想定した設備耐久性検証 課題抽出

①
前提仕様作成、建設ｺｽﾄ2.5億円、
設計費50%減の見通しを得た。

○

②
水素ｽﾃｰｼｮﾝを完成させ、1年間
ﾉｰﾒﾝﾃﾅﾝｽの見通しを得た。

○

ｺｽﾄ低減検討実施中 緊急離脱

術を開

発・評価
④ﾌﾟﾚｸｰﾙ設備開
発検討

初期改良型ﾌﾟﾚｸｰﾙ
設備製作、ｺｽﾄ低減
方法立案

●実施体制及び分担等

・普及期以降を想定した設備耐久性検証、課題抽出。
及びそれに対する対策の検討と評価。

・ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｰ構成機器の耐久性検証、50%ｺｽﾄ低減検討。
ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｰ、配管等材料探索。

・検証試験下での故障予知検証、材料脆化評価。
・ﾎｰｽ水素漏れ原因究明、安全性立証。

酷条 時 ﾟ 備 転 ﾞ 得

●実用化・事業化の見通し ③

ｺｽﾄ低減検討実施中、緊急離脱
ｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ、ﾎｰｽの耐久性の課題
抽出、故障予知技術確立、金属
材料探索。

△

④
初期改良型ﾌﾟﾚｸｰﾙ設備を製作
し、ｺｽﾄ低減方策を立案した。

○

NEDO 石油産業活性化ｾﾝﾀｰ

東邦ｶﾞｽ

ﾄｷｺﾃｸﾉ

日立ｵｰﾄﾓﾃｨﾌﾞｼｽﾃﾑｽﾞ

項目①

項目②

項目③

項目③

・主要設備の1年間ﾉｰﾒﾝﾃﾅﾝｽ確認。水素ｽﾃｰｼｮﾝ事業
適用可能性の見通しを得た。

・ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｰ実用化技術に目処。今後耐久性検証を通じ

・過酷条件時ﾌﾟﾚｸｰﾙ設備運転ﾃﾞｰﾀ取得、設計。

特許

出願

論文

発表

外部

発表

受賞

等

１ １ ６ ０

横浜ｺﾞﾑ

大陽日酸

佐賀大学

項目③

項目④

項目④

普及期実用化技術確立。
・故障予知技術実用化には長期運転実証必要。
・実用化に有望な金属材料あり。
・ﾎｰｽは現状課題を早急解決、速やかな実用化を目指す。
・商用ﾌﾟﾚｸｰﾙ設備仕様確立に目処。
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70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

  実施者：（財）石油産業活性化センター、東邦ガス（株）、トキコテクノ（株）、 

      日立オートモティブシステムズ（株）、大陽日酸（株）、横浜ゴム（株）、（国）佐賀大学 

 

1. 事業概要 

 2015 年頃を想定した水素供給インフラ市場立上げに向け、低コストかつ耐久性に優れた水素ステーシ

ョンを実現する必要がある。本事業では、それに向けたシステム技術開発に取組む。なお本事業実施す

る研究テーマと担当については、表 1にまとめた。 

表 1 研究テーマと担当 

大項目 研究テーマ 担当 

①ｽﾃｰｼｮﾝ建設ｺｽﾄ低減検討 ｽﾃｰｼｮﾝ仕様検討、建設ｺｽﾄ低減検討 

材料物性評価支援（ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽ試験）
石油産業活性化ｾﾝﾀｰ

②ｽﾃｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ運転技術開発 

 検討 

ｽﾃｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ耐久性検討 

運転技術検証 

東邦ｶﾞｽ、ﾄｷｺﾃｸﾉ 

大陽日酸 

③ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻ機器開発検討 ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｺｽﾄ低減、耐久性検討 ﾄｷｺﾃｸﾉ 

故障予知技術開発、配管材料探索 日立ｵｰﾄﾓﾃｨﾌﾞｼｽﾃﾑｽﾞ

ﾎｰｽｺｽﾄ低減、耐久性検討 横浜ｺﾞﾑ 

④ﾌﾟﾚｸｰﾙ設備開発検討 初期改良型ﾌﾟﾚｸｰﾙ設備製作、ﾌﾟﾚｸｰﾙ

設備ｺｽﾄ低減検討 
大陽日酸 

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ技術による開発支援 佐賀大学 

2. 事業目標 

2.1 ステーション建設コスト低減検討 

 検討前提ステーション仕様を、動的解析モデル検証を元に設定する。建設コスト 2億円に向けたコス

ト低減検討を行い、その成果を評価する。要素技術開発事業と連携し、材料物性評価を支援する。 

2.2 ステーションシステム運転技術開発検討 

 東邦ガス技術研究所に70MPa級水素ステーション(以下、試験ステーションと記す)を設計・建設する。

実環境において圧縮機・蓄圧器など各設備をシステムとして運転試験を行い、日常点検・定期点検を通

じて、圧縮機など各機器の課題を抽出するとともに、１年間ノーメンテナンスの耐久性検証などを行う。 

2.3 ディスペンサ機器開発検討 

 1 年間ノーメンテ相当の耐久性を確保する技術確立を目指す。また、コスト低減においては構成機器

について、各々現状に対して 50%のコスト低減のための課題の抽出とその対応技術の確立を図る。 

 ディスペンサ等の故障予知技術確立に向けて、定量的な評価技術を確立する。また配管材料として耐

水素環境脆化性に優れ、加工性の良好な金属材料の探索、配管・弁類のコスト低減の可否を検討する。 

 ディスペンサホース耐久性検討においては、メンテナンス周期 1年以上の性能を維持するための技術

確立、および実用における解決すべき課題を明らかにする。また、コスト低減検討においては、現状コ

ストに対し 20％以上のコスト低減を目指す。 

2.4 プレクール設備開発検討 

これまでの検討事例等を踏まえ、初期改良型プレクール設備を製作する。また温度解析モデルにより

定量化した最適冷却能力に基づき、コンパクトかつコスト低減 (目標：20％) 型次期プレクール設備を



設計する。またメンテナンス周期 1年以上を満足する耐久性技術の確立を図る。 

3. 事業成果 

3.1 ステーション建設コスト低減検討 

 ステーション内任意位置の圧力、水素流量が推定可能な水素ステーション用動的解析モデルによる検

証を実施し、ステーション仕様の検討を実施している。解析の一例を図 1,2 に示す。図 1は差圧充填シ

ステムにて充填した場合の充填状況を、図 2は直充填 2段型（ブースター型）システムにて充填した状

況を、それぞれ示す。この解析モデルを活用し、ステーションの最適仕様検討を実施中である。 
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   図 1 差圧充填モデルの充填解析結果     図 2 ブースタ型システムの充填解析結果 

 また水素ステーション関連 WG にてコスト低減検討を実施した。検討にあたっては設定した仕様に基

づき機器毎に検討を実施し、現状 6億円の建設コストが 2.5 億円程度まで低減可能であること、および

それを実現するための課題をまとめた。特に設計費に関しては 50%削減の見通しが得られた（表 1,2）。 

       表 1 検討前提条件             表 2 コスト低減検討結果 

現状精査 検討結果

１．圧縮機（含む冷却、制御） PEC 92

２．蓄圧器 JSW、新日本石油 90

３．ディスペンサーユニット
タツノメカトロニクス

横浜ゴム
40 15

４．プレクール設備 大陽日酸 40 24

５．配管・バルブ類
キッツ、山武

日立ＡＭＳ、ＪＲＣＭ
21 7

６．計装・制御関連 山武 35 30

７．土木・機器設置等工事 PEC 180 76

８．設計費等 PEC 100 28

598 255合　　　計

設備等コスト区分

75

ＷＧ検討結果
（単位：百万円）担当

 項目 前提

・ を基本（充填圧力7→70MPa）

　ブースター型（2段直充填）も検討

・ を優先（充填時間を検討）

圧縮機 ・ １基

蓄圧器 ・70MPa差圧充填を基本、容器の型式は検討

ディスペンサー ・1基／ステーション

プレクール設備 ・熱交出口で水素ガス温度－20℃

・配管サイズ9/16B

・機械特性はSUS316冷間加工と同等

・土地の取得価格は考慮しない

・ガソリンスタンド等との併設はなし

・水素ガスは最大量での保有が可能とする

・高圧ガス保安法（一般則第7条の３）に準拠

・車両通信は含まない

全般

配管、弁類

その他

70MPa差圧充填

５台/時間

100MPa級、300Nm3/h、

 

 

 

 

 

 

 

 さらに要素技術開発事業と連携し、試験ステーション蓄圧器に、遅れ割れ試験用金属材料試験片を挿

入し、材料物性評価を支援した。 

 

3.2 ステーションシステム運転技術開発検討 

 平成 22 年 2 月に試験ステーションを完成させ（図 3）、平均充填流量約 1.7kg/min（最大瞬間流量：

約 3.0kg/min）、充填ノズル出口水素温度約-30℃と国内最大級の充填能力を確認した（図 4）。圧縮機な

ど機器毎、直充填など運転モード毎に試験評価方法を策定した。また燃料電池車試験車両への充填試験

を実施し、車載タンク内の温度上昇を含めた形でデータ取得し、次世代プレクール設備の仕様検討に資

する充填流量、冷却水素温度などと車載タンク内温度上昇の相関を検証した。 

 耐久性検証を目的として、試験充填容器などへの繰り返し充填試験により、普及期前の 1年分に相

当する充填回数（270 回）を達成した。また、運用・日常点検結果・定期点検時の機器内面の非破壊検

査結果等から、蓄圧器、圧縮機など主要機器の健全性が確認でき、1 年間ノーメンテナンスの見通しを

Ⅲ-2.1-(2) 



得た。さらに、システムとしての運転試験において、①緊急離脱カップリングからの水素漏洩、②プレ

クール熱交換器における充填回数の増加に伴う圧力損失の上昇(熱交換器内壁面での水素中水分の着霜

によると推定される圧力損失の上昇が見られた）、③充填ホースからの水素漏洩の課題を抽出し、共同

事業者にフィードバックした。 
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   図 3 試験ステーションフロー図         図 4 最大充填能力確認試験 

 

 コスト低減を目的として、直充填方式における流量調整方

法および充填制御シーケンスを検討し、作動確認試験により、

圧力の脈動がなく制御シーケンスどおり安全に充填できるこ

とを確認した。また、水素冷却による低温影響の評価を目的

として、2台連続充填試験後における充填カプラーの着霜状況

（図 5）や同カプラーの操作性が良好であることを確認し、年

間を通じた低温影響の評価を開始した。 

 

                             図 5 充填カプラーの着霜状況 

3.3 ディスペンサ機器開発検討 

(1)ディスペンサ本体に関する検討 

東邦ガスの検証サイトに設置する検証用ディスペンサーの試作を完成させ、事前評価試験を実施し、

耐圧・気密試験、水素ガス充填精度（±1%以下）を確認した。また充填制御シーケンスの製作において

は、先行事業で開発した充填制御方式を基に、JHFC ステーション等の情報も参考にして実施した。 
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      図 6 検証試験サイト        図 7 充填試験結果（設定充填速度：500g/分） 

2010年2月から実証充填試験を開始し、各種条件による試験を通じて6月の自主検査までの間に270回

の充填を実施した。現在は弁体を始めとする要素機器について、分解調査を実施中である。 

コスト低減については、自社製作分の流量計、緊急離脱カップリング、及び他社開発品の調節弁等の

要素機器や製作工数について、量産効果を見込んだ分析を実施し、目標である 50%低減検討を行った。 
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(2)故障予知 

 高圧ガス用フィルターを使用し、フィルタ捕獲物に関して形態観察や元素・組成解析から、異物、樹

脂成分等の識別が可能となった。この手法を用い、試験ステーション試運転後のディスペンサ中の異物

を評価したところ、異物は確認されなかった。 

 

(3)材料探索検討 

高圧水素ガス暴露の材料への影響や、合金開発の研究動向を調査した。また（財）金属系材料研究

開発センター殿より候補材料の提供を受け、加工性、旋削性を評価した。評価結果の一例を以下に記

す。表3は外形50mmの試料を外形8mm（加工長さ90mm）まで旋盤加工した際の加工後表面と加工に用い

た工具刃先の状況を示す。加工部表面は有意な差は見られなかった。参照材については、刃先に金属

が凝着しているのが認められるが、被験材では刃先の異常は見られなかった。 

さらに市販配管（米国製）についてメーカー推奨曲率にて曲げ加工を行い、電子後方散乱回折像法

（EBSP）による組織観察を行った。その結果マルテンサイトの形成はみられないとの知見を得た（表4）。 

   表3 加工性（旋削性）評価の結果    表 4 曲げ加工した配管の組織観察結果 

 試料A(参照材) 試料B(被験材) 

仕上げ 

加工後の 

表面 

  

 未加工部 曲げ加工部 

組織観察結果   

EBSP 観察イメージ

 

凡例 

 オーステナイト 

 マルテンサイト 

  

0.50mm  
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中仕上げ 

加工後の 

工具刃先 

の状況 

  

  

(4)ホースコスト低減、耐久性検討 

 ホース単体での耐久性評価を実施し、普及初期３年相当の低温水素耐久性（6,600 回）および本格普

及期１年相当の低温屈曲耐久性（30,000 回）を確認した。また、ホース内面層材料の劣化評価試験を実

施し、普及初期3年相当の水素浸漬時間において、材料物性の著しい変化等の劣化が無い事を確認した。

上記評価を踏まえ、試験ステーションでの耐久性評価を開始したところ、充填 165 回にてホースからの

ガス漏れが発生した（なお短期間でここまでの回数の充填を行った例は、国内ではない）。ここで漏れ

部近傍にて、内面層樹脂の疲労破断および、破断部周辺の樹脂層内部に微小な気泡の形跡が確認され、

これらが漏れの原因と推定された。今後これらの原因究明を図るとともに、実用に向けた対策検討と安

全性立証について検討を実施する。 

 また、コスト低減検討においては、現行ホース仕様のコスト分析および市場他社ホースの情報収集を

実施し、材質、構成、サイズ等の仕様検討の結果、加締金具の材質・形状変更およびホースの材質構造

変更により現状に対し約 20%のコスト低減見込みを得た。また、コスト低減実現のために必要な検討課

題を明らかにした。 

 

3.4 プレクール設備開発検討 

0.50mm

0.50mm0.50mm 
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 既設 JHFC ステーションプレクール設備の運転結果を基に改良点を検討し、初期改良型プレクール設

備を開発した（図 9）。またプレクール装置及びディスペンサー部の水素温度及び圧力変化を求める解析

モデルを作成し、プレクール設備内高圧水素配管の必要長を推定した。その結果、配管の短縮化、設備

のコンパクト化による更なるコスト低減が期待できる結果を得た。さらに配管短縮化に必要な配管加工

技術（螺旋径縮小）の目処をつけた。これらの検討により 5百万円のコスト低減の目処を付けた。なお

耐久性技術については、2010 年 6 月末の定期自主検査の結果から検討する。 

 

3.5 特許、論文、外部発表等の件数 

 区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国 

内 

外 

国 

PCT 

出願

査読 

付き 

その

他 

H20FY 0 0 0 0 0 なし 

H21FY 1 0 0 0 0

70MPa ステーション完成発表（東邦ガス（株）） 

第 6 回国際水素・燃料電池展「FC EXPO 2010」（横浜ゴム（株）） 

日本機械学会長崎講演会（（国）佐賀大学） 

第 29 回水素エネルギー協会大会（（国）佐賀大学） 

H22FY 0 0 0 1 0
高圧水素ｶﾞｽ用ﾎｰｽ ibar HG70 開発に関するﾆｭｰｽﾘﾘｰｽ（横浜ゴム（株）） 

日本ガス協会都市ガスシンポジウム（東邦ガス（株）） 

 

4. まとめ及び課題 

4.1 まとめ 

・水素ステーション用動的解析モデルの検証から、充填時間短縮のための設計指針提示が可能となった。 

・ステーション建設ｺｽﾄ 2.5 億円程度、設計費 50%削減の見通しを得た。またコスト低減のための課題を

まとめた。 

・要素技術開発事業と連携し、材料物性評価支援（サーベイランス試験）を実施した。 

・試験ステーションを設計・建設し、平均流量約 1.7kg/min、冷却水素温度約-30℃の充填能力を確認し

た。また機器および運転モードの試験評価方法をとりまとめた。 

・普及期前の 1 年相当充填回数の耐久性試験実施、蓄圧器、圧縮機等主要設備の健全性確認。1 年間ノ

ーメンテナンス性の見通しを得た。また緊急離脱カップリングからの水素漏洩などの課題を抽出した。 

・直充填方式の見通し2台連続充填時充填カプラー操作性能を確認し、水素冷却の影響の評価開始した。 

・検証用ディスペンサ試作完成、事前評価試験にて充填精度±1%以下、実証試験への適用を確認した。 

・ディスペンサについて、自社製作機器、他社開発品のコスト分析から、目標である 50%コスト低減の

検討を実施した。 

・故障予知技術として、ディスペンサにフィルタを装着し、異物等の評価技術確立の目処を立てた。 

・加工性評価から、探索した材料は JIS SUS316L 相当材と旋削性、穿孔性が同等以上と示唆された 。 

・ホース単体の耐久性は確認できたが、試験ステーションでの耐久性評価中に、実用における改善すべ

き課題が明らかとなった。またコストについては、20%低減見込みを得た。 

・必要プレクール温度をシミュレーションから求め、初期改良型プレクール設備を設計、製作。さらに

動的解析モデル検討からプレクール設備内必要配管長を推定し、熱交換器小型化等も併せ 5 百万円コ

スト低減目処を得た。 
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4.2 課題 

・更なる建設コスト低減のためのステーション仕様検討、動的解析モデルによる検証。 

・普及期以降を想定した設備耐久性検証、課題抽出。及びそれに対する対策の検討と評価。 

・ディスペンサ構成機器の耐久性検証、50%コスト低減検討。 

・検証試験下での故障予知検証、材料脆化評価。ディスペンサ、配管等材料探索。 

・ホース水素漏れ原因の究明、実用化のための対策および安全性立証についての検討。 

・過酷条件時（夏季）のプレクール設備運転データ取得し、プレクール設備全体設計を行う。 

・より多くの系について計算を適用し、また管摩擦損失係数等を検討し、計算精度向上を狙う。 

 

5. 実用化・事業化見通し 

＜実用化に関して＞ 

・耐久性試験により、主要設備の１年間ノーメンテナンスを確認し、水素ステーション事業への適用可

能性について見通しを得た。 

・動的解析モデルによる解析を通じて得られた低コスト型ステーション関する設計資料は、水素ステー

ションの設計、実用化に大きく貢献するものである。 

・ディスペンサーについては、構成部品も含め機器開発及び信頼性評価を実施し、主要な実用化技術に

目処をつけた。今後、これらの耐久性評価・検証を通して、故障予知技術も含め、普及期の実用化技

術を確立する。 

・充填用ホースについては、現状課題を早急に解決し、速やかな実用化を目指す。 

・水素流量が最大時において、プレクール出口水素温度-20℃が確認でき、商用プレクール熱交換器仕

様の確立に目処が立ち、実用化の見通しが得られた。 

 

＜事業化に関して＞ 

・本事業での研究開発項目の事業化については、水素供給インフラの普及に向け、水素ステーションの

設置を全国展開する事が前提となる。そのため、今後の水素事業に関する国の施策や規制基準の見直

し状況、また関連業界の動向について情報収集を行い、国の方針、業界団体としての意向に沿った形

で、速やかな事業化が出来るように、準備を進めていく。 

 



●進捗成果ｻﾏﾘ（平成20年度～平成22年度6月末）
・中間目標値（２８ｇ/L）を上回る体積貯蔵密度を有するハイブリッド貯蔵タンクの設計・製作を実施した。
・中間目標である2.7質量%を超える水素吸蔵量（3.2質量%）を有するTi-V-Mn系BCC合金を合成した。

（Ⅰ－2）車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術に関する研究開発 委託先：日本重化学工業（株）、サムテック（株）、（独）産業技術総合研究所

・低コスト化を目的として、Ｖ系合金の量産性のトライをした。その結果、量産炉での溶解が可能であることを確認し、製造コストの点からは、
中間目標値の¥10,000以下の目処が立った。しかし、原料も含めたトータルのコストとして、安価な原料の使用について検討が必要。

●背景/研究内容･目的 ●これまでの実施内容／研究成果
近年，自動車メーカーにより燃料電池自動車の実証試験が実施

されているが，水素の搭載方式としては，高圧複合容器(Type-3，
)が主流とな ている 最近では 充填あたりの航続距離の

高融点金属であるVを多く含むMHの量産性の検討のため、コールドクルーシ
ブル炉での溶解をトライし、量産規模で溶解可能なことを確認した。

Type-4)が主流となっている。最近では１充填あたりの航続距離の
伸長を目的として，充填圧力を35MPaから70MPaへ高圧化した容
器を搭載した燃料電池自動車の実証試験も実施されており、車載
に適した、よりコンパクトな貯蔵方法が必要とされている。本研究
開発では，70MPa高圧容器以上の体積貯蔵密度を有し，かつ，よ
り低圧での水素貯蔵を可能とする水素吸蔵合金と高圧複合容器
を組み合わせたハイブリッド水素貯蔵タンクの開発を実施し 開発

ル炉での溶解をトライし、量産規模で溶解可能な を確認した。
２本のタンクで5kgの水素を貯蔵することを想定（現状のMHでは4kg）し、内容

積を50L、車載を想定して全長を1m未満として、ハイブリッド貯蔵タンクを設計・

製作した。水素吸蔵試験を今後、実施する予定であるが、容積貯蔵密度は
70MPaの高圧容器を上回るハイブリッド貯蔵タンクを開発した。今後、性能試験、

安全性試験を実施する予定である。また、性能試験の結果、充填性能を向上さ
せたハイブリッドタンクを今年度、製作し、中間目標値の90%/10min.を目指す。

実施項目
中間目標

（H22年度）
最終目標

（H24年度）

●研究目標

を組み合わせたハイブリッド水素貯蔵タンクの開発を実施し、開発
したハイブリッド貯蔵タンクの性能試験・安全性試験を実施する事
を目的としている。

新規容器のスペック （一部は設計値）

内容積(L) 50.8(L)

外容積(L) 66(L)

高圧容器質量 29.6(kg)
1

10

100

/M
Pa

Sample1 (Ti0.84V1.47Mn0.69)
25℃

圧
力

, P
/ M

P
a

（H22年度） （H24年度）

（Ａ）ハイブリッド貯蔵タンク用
MHカートリッジの開発

MHカートリッジの

設計・製作・ＭＨの
低コスト化

性能向上、安全
性試験の実施

（B）計算による熱伝導構造の
最適化

シミュレーション
の精度向上

シミュレーション
を用いた最適化

ＭＨカートリッジ質量 68.2(kg)

水素重量(kg) 2.0(kg)

体積貯蔵密度 31(g/外容積-L)

質量貯蔵密度 2.0(%) 0.001

0.01

0.1
P
/

3 53 02 52 01 51 00 50 0

1st cycle
2nd cycle

平
衡

水
素

圧

（C）ハイブリッド貯蔵タンク用広
口高圧タンクの開発

広口高圧タンクの
設計・製作

性能向上、安全
性試験の実施

（D）ハイブリッド貯蔵タンク用水
素吸蔵合金の開発

Ti-Mn-V系水素吸
蔵合金の開発

性能向上、耐久
性試験の実施 実施項目 成果内容

自己
評価

(A)ハイブリッド貯蔵タンク用 中間目標を超える体積貯蔵
密度を有す タ を 〇

●研究成果まとめ●今後の課題
／スケジュール（H24年度まで）

【ハイブリッド貯蔵タンクの開発目標】

3.53.02.52.01.51.00.50.0
水素吸蔵量, C / 質量%

・性能試験の実施、熱交換器の改良
・安全性試験の実施

●実施体制及び分担等

NEDO 日本重化学工業（A） 佐賀大学（B）

●実用化・事業化の見通し

MHカートリッジの開発 密度を有するタンクを開発 〇

(B)計算による熱伝導構造の
最適化

MH充填層の圧力損失係
数の測定を実施した。

〇

（C）ハイブリッド貯蔵タンク用
広口高圧タンクの開発

中間目標を超える体積貯蔵
密度を有するタンクを開発

◎

１）水素容積貯蔵密度は、28g/L以上（中間目標）、34.5g/L以上（最終目標）
２）水素充填時間は、90%/10min.以内（中間目標）、90%/5min.以内（最終目標）
３）水素吸蔵合金の吸蔵量:2.7mass%（中間目標） , 3.0mass%（最終目標）
４）水素吸蔵合金のコスト ¥10,000以下(中間目標)、¥3,000円/kg(最終目標)

・体積貯蔵密度を追求した
ハイブリッド貯蔵タンクの設計・製作

・低コスト化・高性能化

質量貯蔵密度は高圧容器に劣るが、ハイブリッNEDO 日本重化学工業（A）

サムテック（C）

産業技術総合研究所（D）

佐賀大学（B）

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

2 1 14 0

（D）ハイブリッド貯蔵タンク用
水素吸蔵合金の開発

中間目標を超える水素吸蔵
量を有する合金を合成した。

◎ド貯蔵容器の利点である体積貯蔵密度の高さ
を生かした車両への適用が期待されている。

今後も「技術課題」の解決に取り組み、実用化
を目指し、ＦＣＶの２０２５年の自立拡大開始に
間に合うよう開発を継続する必要がある。
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開発項目 「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発／システム技術開発／車載等水素貯蔵・輸送

容器システム技術に関する研究開発」 
 

実施者：サムテック（株）、日本重化学工業（株）、（独）産業技術総合研究所 
 
１．事業概要 
本事業は、「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」を対象として、車載等水素貯蔵・輸送容

器システム技術の低コスト化、コンパクト化および高耐久性に関する機器および市場立ち上げ時期に

必要なシステムの仕様検討、試作開発、性能検証・評価を実施すると共に、実際の充填や輸送を模擬

した条件下における性能検証・評価を実施する。 
具体的には、燃料電池車の燃料装置用容器として期待されている「水素吸蔵合金と高圧水素ガスに

よる水素貯蔵方式を組み合わせたハイブリッド貯蔵タンク」を対象に、70MPa の高圧水素容器以上

の容器体積密度を有するハイブリッド貯蔵タンクの開発及び実用的なハイブリッド貯蔵タンク用水素

吸蔵合金の開発を行い、その性能評価と安全性評価を実施する。 
 
２．事業目標 
 本事業の平成 24 年度の開発最終目標は基本計画に掲げられているとおり、システムの仕様として、

水素量／容積（内容積）／容器質量＝5kg／100L／165kg を前提とする。この目標値に外容積基準値

を追加すると、水素量／容積（内容積）／外容積／容器質量＝5kg／100L／145L／165kg となり、

本開発対象システムの最大の特徴である容器体積密度（外容積基準）は約 34.5g-H2／L となる（5kg
／145L＝34.5）。これは、競合する技術である 70MPa 高圧容器の容器体積密度を上回る目標値であ

る。なお、H22 年度の中間目標としては、下記の目標を掲げ、開発を推進している。 
 
（平成 22 年度：中間目標） 

（ⅰ）容器体積密度（システム） 28(g-H2/L)以上 （最高使用圧力：35MPa） 
容器体積密度＝定格水素貯蔵量(g)/ハイブリッド貯蔵タンクの外容積(L)  
以下、容器体積密度は外容積を基準とする。 

   参考値：1)平成 17～19 年度、NEDO 事業でのハイブリッドタンクの実績値：26(g-H2/L ) 
2)70MPa 高圧容器(35MPa 容器の 1.3 倍の貯蔵量と仮定し計算)：24(g-H2/L )  

 （ⅱ）水素充填時間（システム） 
     10 分間で定格水素貯蔵量の 90％以上の量を貯蔵できること 
 （ⅲ）実用的水素吸蔵合金の水素貯蔵量 
     2.7mass％ 
 （ⅳ）水素吸蔵合金のコスト 
     10,000 円/kg 以下のめどを立てる（現状 30,000～40,000 円/kg） 
 
３．事業成果 
２本のタンクで 5kg の水素を貯蔵することを想定（現状の MH では 4kg）し、内容積を 50L、車

載を想定し、全長を 1m 未満として、 ハイブリッド貯蔵タンクを設計・製作した。水素吸蔵試験を

今後、実施する予定であるが、容積貯蔵密度は 70MPa の高圧容器を上回るハイブリッド貯蔵タンク

を開発した。今後、性能試験、安全性試験を実施する予定である。 
 
 

内容積(L) 50.8(L) 

 
   図 3.1 開発したハイブリッドタンク 

外容積(L) 66(L) 

高圧容器質量 29.6(kg) 

ＭＨカートリッジ質量 68.2(kg) 

水素重量(kg) 2.0(kg) 

体積貯蔵密度 31(g/外容積-L) 

質量貯蔵密度 2.0(%) 

表 3.1 新規試作容器スペック（一部は設計値） 
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Ⅰ ハイブリッド貯蔵タンク用広口高圧タンクの開発 (サムテック株式会社) 

 

(1)性能向上開発 
ハイブリッド貯蔵タンクの高性能化に焦点をしぼり、広口高圧タンクの開発を行った。新規試作

容器の概要を図 3.1-2 に示す。今回の開発するハイブリッド貯蔵タンクは、中間目標である体積貯

蔵密度（外体積）28[H2-g/L]を達成でき、31[H2-g/L]となる。 
今回試作するハイブリッド貯蔵タンクは、70MPa 高圧タンクよりも多くの水素を貯蔵できるため、

破裂試験および常温サイクル試験の基準は、70MPa 圧縮水素自動車燃料装置用容器の技術基準（仮

称）を参考にした。主な要素技術開発成果を以下に示す。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
①熱処理不要なアルミライナーの開発 

ハイブリッド貯蔵タンクの性能（充てん速度）向上を図るために、ＭＨカートリッジの設

計自由度を向上できる熱処理不要なアルミ材料を用いた容器開発を行った。小型試験容器を用

いた評価の結果、熱処理不要なアルミ材料をハイブリッド貯蔵タンクに適用する場合、応力設

計は従来材料と比べ、1 割程度低く設定する必要があるものの、ハイブリッド貯蔵タンクの性

能としては、同等であることが確認できた。 
 
②容器口金部の見直しによる軽量化 

固定端側は、ライナーで MH カートリッジを保持しているが、自由端側は、プラグおよび

口金部で保持するために、シールへの負担が大きいことがわかった。これより、三次試作容器

においては、MH カートリッジの保持方法を見直すことにより、自由端側の口金部の径を小さ

くすることにより、シールへの負担を軽減し、軽量化を達成した。 
 

(2)安全性確認・評価試験 
前事業より、ハイブリッド貯蔵タンクの安全性について、車載用高圧水素容器の技術基準（JARI

S 001）に基づく評価試験を進めてきた（バースト試験、常温サイクル試験、極端温度試験、火炎

暴露試験は前事業で実施済み）。本事業では、JARIS001に基づいて落下した広口高圧タンクと従

来仕様のハイブリッド貯蔵タンクの損傷について、各容器を耐圧試験圧力まで加圧し、その際のひ

ずみ測定から剛性の低下率を算出することで評価した。 
この結果、図3.2-1のようにハイブリッド貯蔵タンクは広口高圧タンクと比べて約2倍剛性が低

下していることがわかった。これより、ハイブリッド貯蔵タンクの耐衝撃性の評価として、通

常の高圧タンクと同じ評価方法の適用は困難であることがわかった。 
 

 

 

 

 

図 3.1-2 三次試作容器の概略図 

870mm

360m
m

 

CFRP 
①アルミライナー 

MH カートリッジ（日本重化学工業） 

(固定端) 

(自由端) 

②口金部 
広口高圧タンク（サムテック） 
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※3  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.2-1 剛性低下比較  
 

※3 剛性低下率(指数)＝各容器の損傷していない箇所の弾性率を 1 とした時の損傷した場所の弾性率の指数  
 
Ⅱ ハイブリッド貯蔵タンク用 MH カートリッジと水素吸蔵合金の開発 

（日本重化学工業株式会社） 
 

① ハイブリッド貯蔵タンクの基本諸元の策定 
昨年度検討した結果、コストの観点からは低圧化することにより、FRP の肉厚の減少や熱交換器

の材質の薄肉化等が可能となり、低コスト化が可能となるが、現状、室温で使用可能な水素吸蔵合金

（2.2～2.4mass%）を考慮すると、体積貯蔵密度、重量貯蔵密度の観点からは 35MPa が最適な圧力

となる事を確認した。そこで貯蔵圧力を 35MPa とし、内容積を 100L とした場合、50L とした場合

のアルミライナー＋CFRP の設計を共同実施先であるサムテックにて設計し、その広口高圧容器に対

して、MH カートリッジの基本設計を実施した（図 3.2-1、2 参照）。中間目標である 28g/L を超える

貯蔵密度とするには、100L タンクの場合には MH カートリッジの重量が 140kg 程度となる。100kg
を超える MH カートリッジをハイブリッド貯蔵タンク内部に保持するためには、アルミライナーの肉

厚を増加する必要があり、現時点の水素吸蔵合金の吸蔵量では、現実的でない設計となってしまう。

そこで、ハイブリッド貯蔵タンクの基本諸元としては、充填圧力を 35MPa、内容積を 50L として、

設計を実施することとした。 
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試算条件： 内容積　50L 外容積 65L
                高圧容器重量　(アルミライナー+CFRP) 30kg
                ＭＨ比重　6.5 g/cc  MH吸蔵量 2.5wt%

X （％）　: ＭＨカートリッジの体積割合　Ｖ（カートリッジ）/内容積＊１００
Ｘｈ（％） : MHカートリッジの熱交換部体積割合　V(熱交換器）/Ｖ（カートリッジ）*１００
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       図 3.2-1   体積貯蔵密度（内容積 100L）        図 3.2-2   体積貯蔵密度（内容積 50L）   
 
② 小型フランジ容器による水素吸蔵特性評価 
ハイブリッド貯蔵タンクに求められる性能の一つに水素スタンドでの急速充填性能があげられる。

本プロジェクトでは、中間目標として 90%/10min の性能の達成を目標に MH カートリッジの熱交換

器の検討を実施している。前事業では、MH の吸蔵反応時の反応熱を除去するため、熱媒管を MH
カートリッジの外筒の周囲に溶接加工し、合金層の発熱を熱媒管へ伝えるために、合金層内部にアル

ミニウムフィンを設置した熱交換器を採用した。その結果、水素吸蔵特性は 81%/10min であり、目

標を達成するためには、更なる伝熱効率の向上が必要とされている。そこで、MH の反応熱を直接、



熱媒管へ効率良く伝えるために、熱媒管を合金層内部に設置する構造について小型フランジ容器を用

いて検討した。具体的には、熱媒管にアルミ製のエロフィンを巻きつけた熱交換器を製作し水素吸蔵

特性試験を実施した。実験結果より 10 分間に熱媒管の管壁からどの範囲まで反応が進んでいるかを

熱電対の測定結果、水素吸蔵量から算出した。今後、これらの結果を元に、熱交換器を最適化した

MH カートリッジの設計・製作を実施し、中間目標値の達成を目指す。 
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図 3.2-3 フランジ容器を用いた水素吸蔵特性評価   図 3.2-4 熱交換器（小型フランジ容器） 
 

② 水素吸蔵合金の開発 

MH カートリッジに、水素吸蔵合金を充填した状態で工程を進める場合、水素吸蔵合金にはアルミ

ライナー加工時の熱負荷や、熱処理による熱負荷がかかる。その影響を調査するため、アルミライ

ナーの加工工程における影響を調査した。その結果、ライナーのスピニング加工後に取り出した水素

吸蔵合金の水素吸蔵量は、熱処理工程を経ていない合金との差は無く、スピニング加工における熱影

響は無かった。しかし、その後の T6 処理まで行うと、水素吸蔵量が減少した。水素吸蔵量の減少は、

酸素濃度測定の結果、熱処理中に水素吸蔵合金の表面が酸化したことによるものと考えられる。熱処

理の影響を排除するためには、スプレーでの急冷処理や熱処理の必要の無い材料の検討が必要である。 
 また、量産化技術の検討を行うため、V 等の活性な高融点金属の溶解に用いられているコールドク

ルーシブ炉での溶解をトライし、量産性の検討を実施した。溶解に用いた炉は鉄換算で１０ｋｇ規模

の CCM 炉であり、溶解量を 7kg として、溶解を実施した。CCM 炉による溶解は水冷銅るつぼ内に

て実施するため、初回の溶解時にるつぼ底面に凝固相（スカル）が残存するが、化学分析の結果、ほ

ぼ目標組成どおりに溶解できることを確認した。また、アーク溶解法では酸素濃度が 1000～
2000ppm であったのに対し、CCM 炉の溶解では、原料の酸素濃度と同等の 400ppm 程度であった。

量産試験の結果、量産炉での溶解が可能であることを確認し、製造コストの点からは、中間目標であ

る¥10,000 以下の目処が立った。しかし、原料

も含めたトータルのコストとして、安価な原料

の使用について検討が必要。 

1013
 
Ⅲ 計算による熱伝導構造の最適化（国立大学

佐賀大学：日本重化学より再委託） 
前事業において、模擬的な３次元モデルを用

いた水素吸蔵特性のシミュレーションを実施し、

熱交換器を設計したが、実験データとの差異が

あり、目標の吸蔵特性を達成することができな

かった。その差異の要因として、合金層の圧力

損失の影響を考慮していなかったことが原因の

一つではないかと考えた。そこで、昨年度、圧

力損失の影響を考慮したシミュレーション方法

を検討した。そのシミュレーション手法から予
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3.2-5  圧力図 損失係数の測定

Ⅲ2.1-2(4) 



測された圧力損失係数の値は 3.8×1016[1/m3]であった。今年度は、水素吸蔵状態の圧力損失係数を実

験的に求める装置を設計・製作し、シミュレーションで予測された値との比較を実施した。実験によ

り観測された圧力損失係数の値は 1013[1/m3]のオーダーであった。この結果より、シミュレーション

と実験結果との差異の原因を全て圧力損失の影響であるとは言えないことが確認できた。今後、その

他の要因について調査し、シミュレーションコードの精度を向上し、熱伝導構造の最適化を実施する。 
 
Ⅳ ハイブリッド貯蔵タンク用水素吸蔵合金の開発 （独立行政法人産業技術総合研究所） 
 
現在ハイブリッド貯蔵タンクに用いられている水素貯蔵材料は、過去に産業技術総合研究所がトヨ

タ自動車との共同研究により開発した体心立方（BCC）構造をもつチタン系合金がベースとなってい

る。Ti-V-Mn 系 BCC 合金は水素化によって BCC 相および 2 つの面心立方（FCC）相の 3 種類の水

素化物相を生成する。本研究では、これら 3 種類の水素化物間の水素吸蔵放出を利用することで高い

水素貯蔵量を目指した。また、Ti-V-Mn 系合金は合金の組成によって BCC 相の他に C14 型ラーベ

ス相を生成する。我々は本研究課題開始以前に BCC 相が C14 型ラーベス相に比べて高い水素貯蔵量

をもつことを明らかにしており、平成 20 年度より BCC 相を主たる成分とする合金の開発を進めてき

た。図 3.4-1 は Ti0.84V1.47Mn0.69、Ti0.93V0.93Mn1.14 および Ti0.63V0.93Mn1.44 合金の 25℃における水素

圧力（P）－組成（C）等温曲線を示したものである。Ti0.84V1.47Mn0.69 合金は、25℃において中間目

標である 2.7 質量%を越える 3.2 質量%の水素を吸蔵したが放出はほとんど観察されなかった。この

合金は 120℃で水素を放出した後であれば再び 25℃において 2.6 質量%の水素を吸蔵することが分

かった。他方、Ti0.93V0.93Mn1.14 合金は吸蔵した水素の約 40%、Ti0.63V0.93Mn1.44 合金はほぼ 100%の

水素を 25℃において放出した。X 線回折実験により、Ti0.84V1.47Mn0.69合金は BCC 単相合金であるこ

とが、Ti0.93V0.93Mn1.14および Ti0.63V0.93Mn1.44合金は BCC 相および C14 型ラーベス相からなる 2 相

合金であることが分かった。現時点ではその機構は不明であるが、C14 型ラーベス相が BCC 相に共

存した合金では室温付近で水素放出が観察されることが分かった。 
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図 3.4-1：(a)Ti0.84V1.47Mn0.69-H2、(b)Ti0.93V0.93Mn1.14-H2 および(c)Ti0.63V0.93Mn1.44-H2 系の 25℃にお

ける P-C 等温曲線. 
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特許、論文、外部発表等の件数一覧 
  区分 
 
年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 
（プレス発表等） 国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY 0 件 0 件 0 件 件 0 件 4 件 
H21FY 2 件 0 件 0 件 1 件 0 件 9 件 
H22FY 0 件 0 件 0 件 件 0 件 1 件 
（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 
４．まとめ及び課題 
  ハイブリッド貯蔵タンクの開発では、２本のタンクで 5kg の水素を貯蔵することを想定（現状の

MH では 4kg）し、内容積を 50L、車載を想定して全長を 1m 未満として、ハイブリッド貯蔵タンク

を設計・製作した。水素吸蔵試験を今後、実施する予定であるが、容積貯蔵密度は 70MPa の高圧容

器を上回るハイブリッド貯蔵タンクを開発した。今後、性能試験、安全性試験を実施する予定であり、

急速充填試験を実施し、性能を改善したタンクの設計・製作を今年度中に実施する予定である。 
 安全性については、落下試験後のハイブリッド貯蔵タンクと落下試験後の通常の高圧容器（Type-
3）を耐圧試験圧力まで加圧し、その際のひずみ測定から剛性の低下率を算出したところ、ハイブ

リッド貯蔵タンクは広口高圧タンクと比べて約 2 倍剛性が低下していることがわかった。 
 水素吸蔵合金の開発に関しては、種々の組成をもつ Ti-V-Mn 系合金を合成して、その水素吸蔵放

出特性を明らかにした。その結果、水素貯蔵量の中間目標である 2.7 質量%を上回る合金の合成に成

功した。現時点では室温付近でのこの合金の水素放出は確認されていない。Ti-V-Mn 系合金は組成を

変化させることにより BCC（体心立方）相の他に C14 型ラーベス相を生成させることができる。こ

れまでに、BCC 相および C14 型ラーベス相が共存した合金では室温付近での水素放出を観察できた

ため、今後は BCC 相および C14 型ラーベス相からなる 2 相合金を合成して、水素貯蔵量および水素

吸蔵放出圧力を最適化する予定である。特に、合金が室温付近で繰り返して水素を吸蔵放出すること

を目指して、水素放出過程の平衡水素圧力を上昇させることが課題である。 
 
５．実用化・事業化見通し 
 体積貯蔵密度に関して、70MPa の高圧容器を上回るハイブリッド貯蔵タンクを開発できたが、実

用化へ向けての課題として、コスト低減や安全性評価方法の確立が必要である。コスト低減に関して

は、高圧容器（Type-3,Type-4）の低コスト化の課題と共通するが、安価な炭素繊維の採用、製造コ

ストの低減等があげられる。また、水素吸蔵合金の高容量化及び低コスト化も課題である。 
 安全性評価方法については、高圧ガス保安法や道路運送車両法への対応が必要となる。落下試験、

水素吸蔵合金の膨張・収縮による影響、振動試験の影響等、従来の高圧容器の安全性評価だけでは評

価できない項目について整理し、安全性に関するデータを蓄積する必要がある。 
現時点では、重量貯蔵密度は複合容器に劣るが、ハイブリッド貯蔵容器の利点である体積貯蔵密度

の高さを生かした車両への適用が期待されている。今後も「技術課題」の解決に取り組み、実用化を

目指し、ＦＣＶの２０２５年の自立拡大開始に間に合うよう開発を継続する必要がある。 
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 2．2 研究開発項目Ⅱ「要素技術開発」 

 

Ⅱ－１ 水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発（実施者：東京ガス(株)、日本

特殊陶業(株)） 

 

Ⅱ－２ 水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発（実施者：三菱化

工機(株)） 

 

Ⅱ－３ CO2 膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発（実施者：(株)ﾙﾈｯｻﾝｽ・ｴﾈｼﾞｰ・ﾘ

ｻｰﾁ、(国)神戸大学、(国)京都大学、(独)産業技術総合研究所、(株)ミクニ） 

 

Ⅱ－４ ホウ素系水素貯蔵材料の開発（実施者：(株)豊田中央研究所、(国)東北大学） 

 

Ⅱ－５ ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発（実施者：日本重化学工業(株)） 

 

Ⅱ－６ 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発（実施者：(株)タツノ・メカ

トロニクス） 

 

Ⅱ－７ 70MPa 級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発（実施者：ＪＸ日鉱日石エネルギー(株)、

サムテック(株)） 

 

Ⅱ－８ 低コスト型 70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発（実施者：(財)

石油産業活性化センター、(株)キッツ、(株)山武、(財)金属系材料研究開発センター、(株)日

本製鋼所） 

 

Ⅱ－９ 都市型コンパクト水素ステーションの研究開発（実施者：清水建設(株)、岩谷産業(株)） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



●進捗成果ｻﾏﾘ（平成20年度～平成22年度6月末）
・前事業で開発した従来膜の耐久性を向上した改良膜を開発し、目標の8000時間を大きく上回る13000時間の耐久性（製造水素純度99.99%以上を維持）を確認した。
・触媒一体化モジュールを用いて 目標の3時間未満（2時間27分）で起動し モジュールに「割れ」などの損傷がないことを確認した

（ＩＩ－１） 水素分離型リフォーマーの高耐久性・低コスト化研究開発
委託先： 東京ガス(株)

日本特殊陶業(株)

触媒 体化モジュ ルを用いて、目標の3時間未満（2時間27分）で起動し、モジュ ルに「割れ」などの損傷がないことを確認した。

●背景/研究内容･目的 ●これまでの実施内容／研究成果
将来の燃料電池自動車等の本格普及に向けては、先行して水素

供給インフラの整備が必須である。本事業は、高効率かつシンプル
でコンパクトな水素製造システム（水素分離型リフォーマー）技術に

テーマ 実施内容 研究成果

改良膜を開発し 耐久（連続改質）試験 13000時間後の製造水素純度は99 997%でコンパクトな水素製造システム（水素分離型リフォ マ ）技術に
関わるものである。平成24年度末に社会実証試験に供試できるレ
ベルの技術の確立を目的として、以下のテーマを実施している。
(i) 水素分離型リフォーマーシステムの耐久性向上の研究開発

前事業で開発した40Nm3/h級システムをベースとして、システ
ムとしての耐久性の向上と課題を抽出する。

(ii)触媒一体型モジュールの研究開発

(i)

改良膜を開発し、耐久（連続改質）試験。 13000時間後の製造水素純度は99.997%。

改質機能を有する模擬モジュールで予備試験。 昇温後2時間40分での改質開始を確認。

40Nm3/h級システムの運転を継続し、課題抽出。 補機の信頼性などの課題を明確化。

オフガス中CO2の分離回収実証試験。 分散型水素製造としては世界初のCO2回収。

実施項目 中間目標（H22年度） 最終目標（H24年度）

●研究目標

●研究成果まとめ●今後 課題

一層のコンパクト化と低コスト化を見込んで、新コンセプトの
水素分離膜モジュールを開発し、耐久性を向上させる。

(ii)

モジュールでの耐久（連続水素透過、改質）試験 リーク発生要因を特定。対策の効果確認。

電気炉を用いたモジュール急速起動試験。 2時間27分で水素（99.998%）製造開始。

ガス燃焼式小容量リフォーマーを製作し、評価。 起動と初期性能に問題がないことを確認。

A. 耐久性
モジュールレベルで
8000時間以上

リフォーマーレベルで
8000時間以上

B. 起動時間
モジュールレベルで
3時間未満

リフォーマーレベルで
3時間未満

リフォ マ レベル 日常的なメンテナン

実施項目 成果内容 自己評価

A 耐久性

テーマ(i)：13000時間のモ
ジュール耐久性を確認。

◎
目標以上

●研究成果まとめ●今後の課題
／スケジュール（H24年度まで）

テーマ(i)：
・膜モジュールでの3時間以内の起動確認（～
H22年度）
40N

3
/h級システム運転後のモジ ル解体

C. リフォー
マー耐久性

リフォーマーレベル
で耐久性検証・課題
抽出

日常的なメンテナン
スを除いて、8000時
間の運転

D. 概念設計

水素製造効率≧80%
設備サイズ≦10m3

設備コスト≦30万円

A. 耐久性
テーマ(ii) ：リーク発生要因を
解明。対策品で再試験中。

△
達成見込

B. 起動時間

テーマ(i)：予備試験で2時間
40分での改質開始を確認。

△
達成見込

テーマ(ii) ：昇温後2時間27分 ○

・40Nm /h級システム運転後のモジュール解体
調査（～H22年度）
・40Nm

3
/h級システムの運転継続（～H24年度）

テーマ(ii)：

・リーク対策を施した膜モジュールでの8000時
間耐久性確認（～H22年度）

/Nm3-h

●実施体制及び分担等

NEDO 東京ガス(株)（テーマ(i),(ii)）
●実用化・事業化の見通し

テ マ(ii) ：昇温後2時間27分
での水素製造を確認。

○
達成

C. リフォー
マー耐久性

テーマ(i)：補機の信頼性な
どの課題明確化。

○
達成

テーマ(ii) ：試験用小容量リ
フ により性能を確認

○
達成

両テーマ共通：

・水素製造効率、設備サイズ、設備コストに関す
る概念設計（～H24年度）

日本特殊陶業（株）（テーマ(ii)）

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

11 5 19 9

フォーマーにより性能を確認。 達成
テーマ(i)：水素製造インフラの立ち上がりに合わ
せて、フラッグシップ機として市場導入。

テーマ(ii)：水素製造インフラの本格普及に向け
て、より低コストなシステムとして導入を促進。
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「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発 水素製造機器要素技術に関する研究開発 水素

分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発」 

実施者：  東京ガス株式会社 

 日本特殊陶業株式会社 

 
１．事業概要 

将来の燃料電池自動車等の本格普及に向けては、先行して水素供給インフラの整備が必須で

あり、2015（平成 27）年頃より、水素供給インフラの立上げが期待されている。水素供給イン

フラの立上げおよびその拡大に際しては、安定かつ低価格な水素製造法の早期の確立が求めら

れているが、その最も有力な候補が、炭化水素系燃料を水蒸気改質する水蒸気改質法である。

なかでも、水素分離型リフォーマーは、従来のリフォーマーと比較して、最も高効率に水素を

製造することが可能であるだけでなく、シンプルかつコンパクトという特長を有している。 

本事業は、実用的な燃料である天然ガスを用いた水素分離型リフォーマー技術に関するもの

であり、平成 24 年度末に社会実証試験に供試できるレベルの技術の確立を目的としている。

具体的には、平成 17 年度～平成 19 年度までの前事業「水素安全利用等基盤技術／水素インフ

ラに関する研究開発／高効率水素製造メンブレン技術の開発」において得られた成果を活用し

つつ、水素分離型リフォーマーの高耐久化と低コスト化を目指して、以下の２テーマを実施す

る。 

（ⅰ）水素分離型リフォーマーシステムの耐久性向上の研究開発 

（ⅱ）触媒一体化モジュールの研究開発 

 

２．事業目標 

2.1 中間目標（平成 22 年度末） 

下記①、②について、水素分離膜モジュール単体レベルで達成する。③については、リフォ

ーマー（試験用小容量リフォーマーを含む）レベルで実施する。 

① 高耐久性実証：メンテナンス回数を１回／年以下とするための長期耐久性を持つ水素分離膜モジ

ュールを開発すること。（指標としては、膜モジュール単体レベルで 8000 時間以上の運転経過後に

おいても、水素純度 99.99%以上を維持するものとする。） 

② 起動時間実証： 3 時間未満で起動し、かつ起動後も水素分離膜モジュールに損傷等が発生せず、

水素純度 99.99%以上を維持していること。 

③ 実使用環境下における耐久性検証と課題の抽出：リフォーマーを用いた耐久性試験に着手し、課

題を抽出すること。 

2.2 最終目標（平成 24 年度末） 

下記①、②について、リフォーマー（リフォーマーホットモデル（～5 Nm3/h 級）を含む）

レベルで達成する。③については、前事業で開発した 40Nm3/h 級システムを用いた長期運転試

験により検証する。また、④～⑥については、普及機を想定した 100～300Nm3/h 規模へスケー

ルアップしたシステムの概念設計による検証を目標とする。 

① 高耐久性実証：メンテナンス回数を１回／年以下とするための長期耐久性を持つ水素分離膜モジ

ュールを開発すること。（指標としては、リフォーマーホットモデルでの耐久試験を実施し、8000
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時間以上の運転経過後においても、水素純度 99.99%以上を維持するものとする。） 

② 起動時間実証： 3 時間未満で起動し、かつ起動後も水素分離膜モジュールに損傷等が発生せず、

水素純度 99.99%以上を維持していること。 

③ システムの運転安定性：システムを構成する補機類について、メンテナンス回数を１回／年以下

とするための耐久性を確認すること。（指標としては、日常的な簡易検査やメンテナンスを除いて、

8000 時間以上の運転が可能であることを実証するものとする。） 

④ 水素製造効率：水素製造効率が 80%以上可能であること。 

⑤ 設備サイズ：設備サイズが 10m3以下を達成可能であること。 

⑥ 設備コスト：設備コストが 30 万円/Nm3･h を達成可能であること。 

 

３．事業成果 

3.1 (i) 水素分離型リフォーマーシステムの耐久性向上の研究開発 

1) 高耐久性実証（中間目標①：達成) 

 前事業において 5000 時間の耐久性を確認した膜モジュール 2 本を組み込んだ反応管を用い

て、膜モジュール単体レベルでの連続改質試験を継続実施した。使用した膜モジュールは、前

事業で開発した従来品から耐久性に悪影響を及ぼす膜材料中不純物を低減した改良品である。

試験の結果、目標の 8000 時間を大幅に上回る 13000 時間にわたる試験後においても、リーク

量はわずかであり、膜の高純度化によって大幅に耐久性向上がなされたことが確認された（図

1）。また、13000 時間後の製造水素純度は 99.9968％（不純物濃度は 32 ppm）であった（図 2）。 
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 図 1 水素製造量およびリーク量の変化 図 2 製造水素純度の変化 

 

2) 起動時間実証（中間目標②：達成見込） 

予備試験として、改質器機能のみを有する反応管を用い、電気炉にて急速起動試験を実施し、

コールド状態からの昇温開始後約 2 時間 40 分での改質開始を確認した。今後、反応管に水素

分離膜モジュールを組み込んで急速起動試験を実施すれば、中間目標②は達成される見込みで

ある。 

3) 実使用環境下における耐久性検証と課題の抽出（中間目標③：達成） 
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 前事業にて水素製造効率 81.4%を達成した 40 Nm3/h 級システム（図 3）の運転試験を継続し、

システムとして実使用環境下での耐久性を検証するとともに、オフガスに含まれる CO2分離回

収の実証試験も実施した。平成 22 年 7 月 1 日現在、総運転時間は 2339 時間、起動回数は 62

回を数えているが、水素製造量、水素製造効率とも安定しており（図 4）、製造水素純度も 99.99%

以上を維持していることが確認された。一方、システムの信頼性に関しては、一部補機類の運

転信頼性に課題があることが明確となった。 
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図 5 連続水素透過試験結果 図 6 連続改質試験結果 
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3.2 (ii) 触媒一体化モジュールの研究開発 

1)高耐久性実証(中間目標①：達成見込) 

・水素製造性能に関わるモジュール耐久性の確認 

 触媒一体化モジュール(MOC: Membrane On Catalyst)について、膜モジュール単体での連続

水素透過試験と連続改質試験を実施した。その結果、連続水素透過に対しては少なくとも 3000

時間にわたって水素透過性能が低下しないこと(図 5)、連続改質に対しては少なくとも 767 時

間にわたって水素製造性能が低下しないこと(図 6)を確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



・製造水素純度に関わるモジュール耐久性の検証 

 前述の連続改質試験では、製造水素純度が時間の経過とともに低下することがわかった。ま

た、連続水素透過試験および連続改質試験の後の膜モジュールは、ともにリークが確認された。

これらの試験により、製造水素純度に対しては課題があることが明らかになったが、すでに、

詳細にリーク箇所を分析することにより、リーク発生要因を解明している（表 1）。さらに、各

要因ごとに表１に記載の対策を実施し、対策について個別にその効果を確認した（図 7,8）。現

在、すべての要因に対する対策を講じた膜モジュールで、改めて連続改質耐久試験を開始して

おり、中間目標①は達成される見込みである。 

 

表 1 リーク発生要因と対策 

リーク発生箇所 リーク発生要因 対策 

 

 

 

水素分離膜 

＜製造プロセスに起因する要因＞ 

 水素分離膜に膜中空孔が生じ、使用中

にリークに発展することがある。 

 膜中空孔はめっき膜と支持体の密着

性の悪いところに形成されることを見

出したため、密着性が改善するよう、成

膜条件を最適化した。 

＜使用条件に起因する要因＞ 

 外部からFe系の異物が膜に飛来･付着

した結果、Fe と Pd の相互拡散を生じ、

両者の拡散速度の違いにより、カーケン

ダルボイドを生じる。 

 試験用反応管内面からの Fe 系異物の

飛来を防止するため、試験用反応管内面

をめっき処理した。（対策効果を図 7 に

示す） 

 

 

接合部 

＜製造プロセスに起因する要因＞ 

 支持体-グラファイトフェルール（GF）

-継手間で熱膨張挙動の差が大きいこ

と、高温で GF の復元力が小さいことに

より、使用中にリークが発生することが

ある。 

 GF にガラスを併用してシール性を向

上し、リークフリー化を実現した。（対

策効果を図 8 に示す） 

さらに、支持体部を YSZ 緻密体とする

ことで接合部の強度も向上した。 

 

 

図 7 反応管内面めっきの効果 図 8 ガラス併用継手のリーク量 
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  温度：600℃
  供給／リーク側圧力：0.8/0 MPaG

めっきなし
 

めっきあり
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2) 起動時間実証（中間目標②：達成） 

 急速起動試験の結果、コールド状態からの昇温開始後 2 時間 27 分で水素製造を開始し、昇

温開始 3時間後の製造水素純度は 99.9985%（不純物濃度は 15ppm）であることを確認した。な

お、急速起動後の膜モジュールに割れなどの損傷はなかった。 

3) 実使用環境下における耐久性検証と課題抽出（中間目標③：達成） 

 ガス燃焼式の試験用小容量リフォーマーを設計･製作し、この中に、4本の膜 MOC モジュール

を内蔵する反応管を設置して、実使用環境に近い状態での試験を行った。その結果、温度分布

が小さい（モジュール内温度差＜50℃, モジュール間温度差＜20℃）リフォーマーが設計でき

たことを確認した。また、水素製造性能にも問題なく、試験終了後にもモジュールの損傷など

はなかった。今後は、長期の耐久性が課題となる。 

 

3.3 その他（テーマ(i)(ii)共通） 

1) 技術調査 

 Fuel Cell Seminar & Exposition, NHA Hydrogen Conference and Expo, World Hydrogen Energy 

Conference など、多数の学会・国際会議に参加し、水素分離型リフォーマーに関する情報収集

を行った。 

2) 特許・論文・外部発表・プレス発表 

 本事業に関わる特許、論文、外部発表（講演発表）、プレス発表の件数は表 2 のとおりであ

る。 

表 2 特許、論文、外部発表等の件数一覧 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY ２件 ０件 ０件 １件 １件 ３件＋ﾌﾟﾚｽ発表９件 

H21FY ７件 ０件 ０件 ０件 ２件 １３件 

H22FY ２件 ０件 ０件 ０件 １件 ３件 

 （※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約）       平成 22 年 7 月 1日現在 

3) 外部助言委員会 

 外部有識者として、伊藤直次教授（宇都宮大）、石原達己教授（九州大）、香川豊教授（東京

大）を招き、外部助言委員会を計 4回実施した。 

 

４．まとめ及び課題 
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 中間目標に対する達成度を表 3および表 4にまとめる。今後は、達成見込みとなっている課

題の達成を確認するとともに、研究開発の主対象を膜モジュール単体からリフォーマーへと移

し、最終目標の達成を目指す。 

表 3 テーマ(i)中間目標達成状況 

中間目標 自己評価 備考 

①耐久性 ◎ 目標を大幅に

上回る達成 

目標の 8000 時間を大幅に上回る 13000 時間の耐久性（製造水

素純度 99.99％以上）を確認した。 

②起動時間 △ 達成見込み  改質機能のみを有する反応管を用いた予備試験によって、2 時

間 40 分での改質開始を確認した。今後、水素分離膜モジュール

を用いた試験を行なう。 

③リフォー

マー耐久性 

○ 達成  40Nm3/h 級システムの運転を継続し、補機の信頼性などの課題

を明確にした。 

表 4 テーマ(ii)中間目標達成状況 

中間目標 自己評価 備考 

①耐久性 △ 達成見込み 連続水素透過試験で 3000 時間、および連続改質試験で 767 時

間の水素製造性能に関する耐久性を確認した。 

 リークの発生要因を特定し、要因毎に対策の実施と効果確認を

行った。現在、すべての対策を施した膜モジュールで耐久性試験

を実施いる。 

②起動時間 ○ 達成  急速起動試験を実施し、昇温後 2 時間 27 分での水素製造開始

と、製造水素純度 99.9985%を確認した。 

③リフォー

マー耐久性 

○ 達成  ガス燃焼式試験用小容量リフォーマーを設計・製作して試験を

行ない、性能を確認した。 

 

５．実用化・事業化見通し 

5.1 (i) 水素分離型リフォーマーシステムの耐久性向上の研究開発 

膜モジュール単体レベルとしては、既に１年以上の耐久性を実証している。また、システム

としては、運転実績も重ね、運転安定性に関わる課題を抽出している。本事業内に、この課題

を改善して完成度を高め、実システムとして１年以上の耐久性を実証する。残る課題は低コス

ト化であるが、水素分離膜モジュール製造コストを中心にコスト低減を図り、本事業内に目処

を立てる。本事業終了時には、実証試験に供試できるレベルでシステム技術を確立し、水素製

造インフラの立ち上がりに合わせて、水素製造インフラのフラッグシップ機として市場導入を

図る予定である。 

5.2 (ii) 触媒一体化モジュールの研究開発 

本事業内に、リフォーマレベルでの１年以上耐久を実証するとともに、実システムとしての

原型を確立する。本事業終了後、早急にシステム試作機を製作してシステムとしての運転実績

を重ね、水素製造インフラの本格普及に向けて、より低コストなシステムとして、水素製造イ

ンフラの導入を促進していく予定である。 



●進捗成果ｻﾏﾘ（平成20年度～平成22年度6月末）
・FCV普及初期に向けた水素ステーション用水素製造装置の仕様を明確にした。
・ プロセス検討、改質器構造の概念検討、模擬改質器燃焼試験、改質触媒試験により、改質効率85%、S/C2.5、改質器サイズ従来比1/5とする見通しを得た。

（ Ⅱ － ２ ） 水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発 委託先：三菱化工機株式会社

・水素PSAの検討により、PSA回収率90%，実規模システムサイズ従来比1/2とする見通しを得た。
・ステーション運用者視点での評価を反映した50Nm3/h水素製造装置試作機の設計、機器製作を行った。

●背景/研究内容･目的 ●これまでの実施内容／研究成果

水素インフラの中心である水素ステーションを普及可能なも
のとするためには 水素製造装置の高性能化 低 スト化

A. ・ステーション運用者の視点から水素製造装置の仕様を明確化した。
1)装置能力 300N 3/hのとするためには、水素製造装置の高性能化、低コスト化

等に加えて、水素ステーションの運用に求められる起動時
間の短縮化、首都圏等の狭小エリアへの設置等を想定した
開発が必要である。FCV普及初期での事業化に対応した

実用的な水素ステーション用水素製造装置を提供するため、
水素製造装置仕様の明確化と装置仕様を満足する水素製

1)装置能力 ： 300Nm3/h
2) 装置コスト ： 9000万円以下
3) 設置ｽﾍﾟｰｽ： 5.5m×10m（周辺スペース含む）
4) 起動時間 ： １時間（DSS運用）

B. ・改質器、バーナ構造の概念設計を行い改質器の小型化を図り、
改質器サイズを従来比1/5とする見通しを得た。

●研究目標

製 装 装 製
造技術の確立を目的とする。

実施項目 最終目標（H22年度）

A 水素製造装置要求仕様の調査 検討 装置仕様の確定

・改質器，バーナ構造を模擬改質器燃焼試験で検証し、
バーナ設計に反映した。

・触媒試験により改質触媒の初期性能を確認し、比較的安価な
Ni系改質触媒にて S/C2.5以下での適用可能性を見出した。
・水素製造装置のプロセス検討により改質効率85%の見込みを得た。

C ・吸着ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ検討により真空再生の採用と再生サイクルの

実施項目 成果内容 自己評価

●研究成果まとめ

A.水素製造装置要求仕様の調査，検討 装置仕様の確定

B.高性能反応器の開発 改質効率：HHV85%以上
ｽﾁｰﾑｶｰﾎﾞﾝ比：2.5以下

C.高性能水素PSAの開発 水素回収率：85%
ｼｽﾃﾑｻｲｽﾞ：現状比1/3

D 50Nm3/h試作機の設計 製作 改質効率：HHV82 5%以上

C. ・吸着ｼﾐｭﾚ ｼｮﾝ検討により真空再生の採用と再生サイクルの
最適化により、水素回収率90%達成の見通しを得た。
・ﾊﾟｲﾛｯﾄ規模試験装置で操作パラメータが水素回収率，
水素純度に及ぼす影響の傾向を把握した。
・実規模システムの検討によりシステム
サイズﾞを従来比1/2とする見通しを得た。

水素製造装置試作機 設計

図８ 試作機イメージ（メインスキッド）

A. 水素製造装置仕様の明確化 ○

B. 改質効率85%（HHV基準）
S/C=2.5
改質器サイズ従来比1/5

○

C 水素回収率90% △
●今後の課題

D.50Nm /h試作機の設計、製作、

検証運転

改質効率：HHV82.5%以上
起動時間：1時間

E.50Nm3/h試作機の設計，

検証運転のユーザ評価
試作機設計、運転結果に対し
ユーザ視点で評価を行う。

D. ・50Nm3/h水素製造装置試作機の設計、
機器製作を行った。

E. ・ステーション運用者の視点から
試作機設計図書の検討、評価を行い
設計に反映した。

●実施体制及び分担等

C. 水素回収率90%
システムサイズ1/2

△

D. 50Nm3/h試作機の設計・機
器製作の実施

○

E. ユーザ視点から試作機設計
を評価検討し、設計に反映

○

●今後の課題
／スケジュール（H22年度まで）

NEDO
三菱化工機
（項目B,C,D）

東京ガスケミカル
（項目A,E）

試作機の製作・設置工事完了後、連続
運転、模擬DSS運転を実施し、装置機能、
性能の検証を行う。

●実用化・事業化の見通し
特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

0 0 0 0
試作機による検証結果を反映させた商
用規模水素製造装置を2015年頃に市場
投入する予定である。
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水素製造装置の高性能化・低コスト化・コンパクト化に関する研究開発 

 

実施者：三菱化工機株式会社 

再委託先：東京ガスケミカル株式会社 

１．事業概要 

 現在、JHFC ステーションでは従来の工業用途向け水素製造装置を転用して実証中である

が、効率やコスト等未だ多くの解決すべき課題がある。水素インフラの中心である水素ス

テーションを普及可能なものとするためには、水素ステーション用として水素製造装置の

高性能化、低コスト化等のための要素技術開発に加えて、水素ステーションの運用に求め

られる起動時間の短縮化、首都圏等の狭小エリアへの設置等を想定した開発が必要である。 

 本研究開発では、表１の研究開発を実施する。FCV 普及初期（2015 年頃を想定）での事

業化に対応した実用的な水素ステーション用水素製造装置に要求される性能、仕様をユー

ザの視点から調査、検討し、その結果により水素製造装置の仕様目標を明確にするととも

に、改質器と水素 PSA の高効率化開発を軸とした研究開発を行い、50Nm3/h 規模試作装置に

よる検証運転を実施し、その結果とユーザ視点での評価を商用水素製造装置の設計に反映

させる。 

表１ 研究開発項目 

研究開発項目 担当（再委託） 

水素ｽﾃｰｼｮﾝ用水素製造装置に対する要求仕様の調査，検討 （東京ガスケミカル㈱）

高性能反応器の研究開発 三菱化工機㈱ 

高性能水素 PSA の研究開発 三菱化工機㈱ 

50Nm3/h 水素製造装置試作機の設計，製作 三菱化工機㈱ 

50Nm3/h 水素製造装置試作機の検証運転 三菱化工機㈱ 

50Nm3/h 水素製造装置試作機のユーザ評価 （東京ガスケミカル㈱）

 

２．事業目標 

２－１ 商用水素製造装置の目標仕様 

 水素ステーション用商用水素製造装置の想定目標仕様を表１の通り設定したが、各数値

は、要求仕様の調査、検討の結果を反映させ、見直しを図る。 

表２ 商用水素製造装置想定仕様 

 想定目標仕様 現状（工業用途向け） 

水素製造能力 300Nm3/h ～200Nm3/h 

改質効率（HHV 基準） 85%以上 75%程度 

（製造効率（HHV 基準）） （80%以上） （70%程度） 

装置サイズ 20m3以下 80m3程度 

装置コスト 90 百万円以下 180 百万円程度 

起動時間 1 時間 4 時間程度 

原料 13A 都市ガス 13A 都市ガス，LPG 等 
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２－２ 開発項目の目標 

 本研究開発は、改質器と水素 PSA の高効率化開発を軸とした研究開発を行い、50Nm3/h 試

作装置を設計、製作し、検証運転による成果の確認を実施する。各研究開発項目の目標は

以下の通りである。 

（１）高性能反応器開発目標 

 ①改質効率： 85%以上（HHV 基準，300Nm3/h 相当商用機） 

 ②S/C： 2.5 以下（都市ガス原料では従来 3.0 程度） 

（２）高性能 PSA 開発目標 

 ①水素回収率：85%以上（300Nm3/h 相当実用機） 

 ②システムサイズ：現状の 1/3 以下 

（３）試作機開発目標 

 ①水素製造能力：50Nm3/h 

 ②改質効率：82.5％以上（HHV 基準） 

 ③起動時間：１時間 

 

３．事業成果 

３－１ 水素ステーション用水素製造装置に対する要求仕様の調査，検討 

天然ガススタンドの建設・運転管理・設備管理の経験を元に装置サイズ、コスト、メンテ

ナンス方法、起動時間、ステーション運営に応じた装置の運転方法につき仕様を検討し、

表２の通り目標仕様を決定した。 

表３ 水素製造装置目標仕様 

 目標仕様 

水素製造能力 300Nm3/h 

設置面積 10m×5.5m 

（周囲ｽﾍﾟｰｽ含む） 

装置コスト 90 百万円以下 

装置運用 起動時間 1時間 

DSS 運用 

 

（１）水素製造能力 

既存給油スタンドの需要実績を参考とし水素ステーションでの車両充填スケジュールを仮

定し、供給量および稼働率の点から装置能力を検討した結果、300Nm3/h が妥当と判断した。 

（２）装置サイズ 

FCV 普及初期は既存天然ガススタンドを水素ステーションに置き換えることが主流になる

ものと想定し、既存天然ガススタンドの敷地面積を調査した結果、単独設置型天然ガスス

タンドの 80～90%は、その敷地面積が 450m2程度であった。この敷地面積に対し、水素ステ

ーションのレイアウト検討を行った結果、キャノピー上に各装置が配置できるものとした

場合、水素製造装置の設置面積としては、装置周囲歩廊，メンテナンスエリア等を含め 

10m×5.5m 程度になるとの結果を得た。 
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（３）装置コスト 

設備投資費による水素単価の影響を検討した結果、FCV普及初期の水素価格を 70～80円/Nm3

とするには装置稼働率を 100%としても、水素ステーション建設費は 3 億円程度とする必要

があり、他の建設，設備コストを考慮すると水素製造装置は 90 百万円とする必要がある。 

（４）運用方法 

既存のガソリンスタンド、天然ガススタンド、LPG スタンド等の調査結果を参考に、水素ス

テーションの営業時間と充填台数の時間帯別分布を想定し、要求される起動時間を検討し

た結果、開店準備時間内に起動する必要があり、１時間以内の起動時間が求められると判

断した。また DSS 運用と夜間ホットスタンバイ運用でのコスト比較の結果、DSS 運用が有利

と判明した。 

（５）メンテナンス 

水素単価低減には、装置稼働率を高めることが必須であり、メンテナンスに伴うステーシ

ョン休業日数は出来るだけ短期間にする必要がある。水素製造装置および付帯設備に関す

る法定検査及び定期修理項目別に実施内容を検討し、短縮化を図ることが必要である。 

 

３－２ 高性能反応器の研究開発 

（１）改質効率の向上 

1) 水素製造装置プロセス検討 

改質方式には高い改質効率が得られる水蒸気改質方式を採用し、水素製造装置のプロセス

並びに装置構成を検討した。検討の結果、S/C=2.5、水素 PSA の水素回収 90%以上とするこ

とで改質効率 85%を達成できる見通しを得た。最終的なプロセス、装置構成についてはコス

ト，装置サイズとのバランスより決定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 水素製造装置概略フロー  

2)改質触媒の評価試験 

マイクロ試験設備にて S/C=2.5 において十分な活性を有する改質触媒を探索するため、触

媒試験装置にて Ni 系触媒と Ru 系触媒の短期性能試験を行った（図 2）。原料には 13A 都市

ガスを用いた。300 時間程度の短期試験では触媒の違いによるメタン転化率の低下、改質ガ

ス中に C2 以上の成分が検出されるなどの劣化兆候は見られなかった。また、使用済触媒の

炭素量分析では S/C=1.5 では Ni 系触媒の炭素析出量が多い結果となったものの、S/C=2.0

では Ni 系と Ru 系での炭素析出に差異は見られなかった。 

このことから、13A 都市ガス原料では Ni 系触媒を S/C=2.5 で使用できる可能性があると判

断し、さらに長期連続試験にて適用可能性を追求した（図３）。4000 時間経過後も触媒性能
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劣化は認められなかったことから、比較的安価な Ni 系改質触媒を S/C=2.5 の条件にて運転

可能なことを確認し、水素製造装置試作機に採用し、実装置環境下で検証することとした。 
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（２）小型化 

1)改質器構造の検討 

従来装置では主要機器である改質器が多くのスペースを占有していることから、改質器の

大幅な小型化を検討した。反応管の小径多管化、配置の極小化、バーナ構造を検討した結

果、改質器の占有容積を従来装置の 1/5 程度まで低減可能との見通しを得た。 

2)模擬改質器による検証 

改質器の反応管への改質反応熱を有効に伝達させるには改質器炉内の温度分布が均一にな

ることが望ましく、改質器、バーナ構造の検証のため、熱流体解析と模擬改質器による検

証を行った。水素製造量 50Nm3/h 相当規模の模擬改質器を製作し、バーナ燃焼試験を行った。

バーナはパイロットバーナ，メインノズル，オフガスノズルを有した混焼バーナであり、

各ノズル径、数量及び配置等を種々変更し、都市ガス単独燃焼、オフガス混合燃焼におい

て良好な燃焼状態を確認し、改質器及びバーナ設計へ反映した。 

 

図３ Ni 系改質触媒長期試験結果

図６ 模擬改質器炉内状況 

図２ 改質触媒短期比較試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 模擬改質器 図４ 模擬改質炉解析例  

Ⅲ

 



３－３ 高性能水素 PSA の研究開発 

（１）パイロット規模検証試験 

パイロット規模試験装置にて検証試験を実施した。試験設備規模の制約から吸着剤量に対

し配管等のデッドスペースが過大なため、高純度での評価が困難であったが、システム各

操作パラメータが水素回収率，水素純度に及ぼす影響の傾向を把握し、PSA システムのシー

ケンス設計データを入手した。 

（２）実規模システムの検討 

パイロット規模検証試験結果と吸着シミュレーション検討結果を元に、実規模 PSA システ

ムの検討を行った。真空再生方式の採用、高サイクル化により、吸着剤充填量およびオフ

ガスホルダ容積が低減できることを確認し、最終的に従来に比して１塔当りの吸着剤量を

1/3 に、オフガスホルダについてはさらに２塔化による吸着塔脱圧工程の改良により、ホル

ダ容積を 1/5 に低減可能であることが分かった。なお、真空再生方式では常圧再生方式に

はない真空ポンプが必要となるが、その占有容積を加味しても常圧再生方式 PSA システム

と比較し占有機器容積で 1/2 に縮小出来ることが分かった。この結果を水素製造装置設計

に反映した。 

表４ PSA システム比較 

 従 来 本研究開発 

方式 4 塔常圧再生 5 塔真空再生 

サイクル時間比 1 0.33 

水素回収率 75% 90% 

吸着剤量比（1塔当り） 1 0.33 

オフガスホルダ容積比 1 0.2 

真空ポンプ なし あり 

システム機器占有容積比 1 0.5 

 

３－４ 50Nm3/h 水素製造装置試作機の設計，製作 

 上記の各研究開発項目の検証として、300Nm3/h 商用機を考慮した 50Nm3/h 水素製造装置試

作機を設計した。現在機器製作を完了し、スキッド内組立工事を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 試作機改質器 図８ 試作機イメージ（メインスキッド） 
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３－５ 50Nm3/h 水素製造装置試作機のユーザ評価 

 工業用途向け水素製造装置の運用経験を元に試作機の基本設計図書について評価、検討

を行い、設計に反映させた。また、商用規模水素製造装置では一部機器が小型ボイラに該

当する可能性があることから、水素ステーション運用上の問題点の有無につき検討し、運

用上問題ないことを確認した。 

３－６ 特許、論文、講演、報道等の件数 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H21FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

４．まとめ及び課題 

（１）水素ステーション用水素製造装置に対する要求仕様の調査，検討 

 ・水素製造装置の目標仕様を明確化した。 

（２）高性能反応器の研究開発 

 ・水素製造装置プロセス、機器構成を検討、決定した。 

 ・改質器構造検討により従来の約 1/5 のサイズとした。 

 ・模擬改質器燃焼試験結果をバーナ設計に反映した。 

 ・低 S/C 下でも安価な Ni 系改質触媒が使用できる見通しを得た。 

（３）高性能水素 PSA の研究開発 

 ・パイロット規模試験装置にて実機設計データを取得した。 

 ・PSA システム検討により、システムサイズを従来の 1/2 に縮小可能なことを確認した。 

（４）50Nm3/h 水素製造装置試作機の設計・製作 

 ・ユーザ評価を反映させた設計を実施し、一部機器の製作を行った。 

 試作機完成後、連続運転及び DSS 模擬運転含めた検証試験を実施し、装置設計の妥当性

の評価、改善点の抽出を行い、商用水素製造装置の設計に反映させる。 

また、試作機製作の結果を元に装置コストの試算を行い、目標装置コスト達成のための方

策を検討する。 

 また実用化に当たっては実環境下での長期運転による検証が必要であり、本事業の成果

である 50Nm3/h 水素製造装置試作機について一定の成果が得られた場合は、平成 23 年度以

降に JHFC 水素ステーション等での実証試験に供することを提案する。実証結果を商用機設

計に反映することで、より水素ステーション事業に適した水素製造装置の提供が可能とな

るものと考える。 

 

５．実用化・事業化見通し 

 工業用途向け及び JHFC 水素ステーション向け水素製造装置を多く納入しており、本研究

開発で得られた成果を元に商用水素製造装置の設計を進め、2015 年頃より市場投入の予定

である。 



●進捗成果ｻﾏﾘ（平成20年度～平成22年度6月末）
・ＣＯ２選択透過膜は180℃で、目標レベルの安定した性能を有する膜の開発に成功した。
・ＣＯ変性触媒については より高活性な触媒への改良 コストダウン 量産化の実現に近づいている

（Ⅱ－ 3 ）CO2膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発
委託先： (株)ルネッサンス・エナジー・リサーチ、神戸大学、京都大学
（独）産業技術総合研究所、 (株)ミクニ、再委託先: 大分大学

・ＣＯ変性触媒については、より高活性な触媒への改良、コストダウン、量産化の実現に近づいている。
・高性能化と加工性の向上・低コスト化を両立すべく、触媒の組み合わせやリアクター構造の検討を実施した。

●背景/研究内容･目的 ●これまでの実施内容／研究成果
水素ステーションの小型化、低コスト化、高効率化を目的として、選
択的、高効率にCO2分離が可能なCO2選択透過膜と高性能なCO変 1 0E-04
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の特徴を活かしたPSAの最適化を行い、小型パイロットプラントを想
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いてCO2/H2選択性≧200(mol比) 、CO2
透過速度≧1×10-4 mol/(m2 s kPa)の性

能を安定して示す膜を開発した（図１）。
さらに、リアクターの高流量化への対応
のため、円筒型メンブレンの開発を行っ
た。製膜手法の検討の結果、外コート、
内 トとも 平膜型メンブレンと同等

●研究目標

定したFSを行う。

実施項目 中間目標（H22年度） 最終目標（H24年度）

(A) CO2選択透過膜の
開発

170℃以上にて: 1x10-4mol/(m2 s kPa)
のCO2透過速度にて、CO2/H2選択性が200
160℃以下 SV2000 h 1にてメタン生成が1%以

Time (h) Pressure at feed side (kPa)

80

100

率
(%

)

98%

高濃度COにおいて高性能な触媒（A)が機能

内コートとも、平膜型メンブレンと同等
の性能を有する円筒型メンブレンの開
発に成功した(図２）。

図１ 180℃での性能試験結果 図２ 円筒膜（外コート、内コート）の透過性能

(B)CO2変性触媒の開発
Ｃｕ系触媒（Cu-ZnO-Al2O3触媒）の第4成分の添加方法の改善を試みるこ
と により、触媒性能（CO転化率）が向上することを見出した。貴金属触媒

については 量産化を視野入れ含有貴金属量の低減を進めた結果 従来
(B) ﾒﾝﾌﾞﾚﾝﾘｱｸﾀｰ用
CO変成触媒の開発

160℃以下、SV2000 h-1にてメタン生成が1%以
下、10%程度含まれるCO 0.1%以下に低減(メン
ブレンの効果を含む)

(C) ﾒﾝﾌﾞﾚﾝﾘｱｸﾀｰの
開発

1m3/h原理検証機での
性能実証

10m3/h用プラントでの
性能実証

次世代H2ｽﾃｰｼｮﾝｺﾝｾﾌﾟ
改質系、PSAを含む
10m3/hの能力を持つﾄｰ

0

20

40

60

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3

C
O

転
化

率

触媒A
触媒B
触媒A+触媒B(前段･後段)

低濃度COにおいて高性能な
触媒（B)が機能

については、量産化を視野入れ含有貴金属量の低減を進めた結果、従来
の１/３の貴金属量で同等の活性を有する触媒の開発に成功した。さらに、
入り口用触媒（高濃度COで高活性）、と出口用触媒（低濃度COで高 活

性）を開発。リアクター各部で有効に機能する触媒の組合せの効果を確
認。 ＣＯ転化率を９８％にまで向上できることを見出した（図３）

(C)メンブレンリアクターの設計

平板型 円筒型などのリアクタ の形状や加工性の検討を行 た また

●実施体制及び分担等

NEDO RER（A,B,C,D） 大分大学（B）

実施項
目

成果内容 自己評
価

(A) 開発目標性能を達成。円筒型メンブレンの開発に成功。 ◎

●研究成果まとめ●今後の課題
／スケジュール（H24年度まで）

(D) 水素ｽﾃｰｼｮﾝﾄｰﾀﾙ
ｼｽﾃﾑの最適化

ﾄ確立。PSA 1/4, ｵﾌｶﾞｽ
ﾀﾝｸ不要化,S/C = 2, 効
率80％以上

10m /hの能力を持つﾄ

ﾀﾙｼｽﾃﾑを、実証すると
ともに、300m3/hﾄｰﾀﾙｼ
ｽﾃﾑのF/S完了

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3
接触時間 (s)平板型、円筒型などのリアクターの形状や加工性の検討を行った。また、

円筒 型メンブレンによるリアクター設計を検討している 図３ 触媒充填方法検討

課題

開発した要素技術を組み合わせてメンブレンリアクターとし
ての実証を行う

神戸大学（A,B）

京都大学（B）

産総研（B）

(A) 開発目標性能を達成。円筒型メンブレンの開発に成功。 ◎

(B) 160℃で活性を有する貴金属系触媒を開発しさらに貴金属
量を1/3に。ＣＯ転化率を向上させる触媒の組合わせを見出
した。

◎

(C) 性能面、コスト面での有利なリアクターの設計 ○

ての実証を行う。

スケジュール
22年度 1Nm3/Hr 規模の原理検証機による検証
23年度 上記システムによるエンジニアリングデータ取得
24年度 10Nm3/Hr 規模のパイロットプラント建設。トータ

ルシステムにより検証。

●実用化・事業化の見通し

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

2 1 20 2

(D) シミュレーションにより、ＰＳＡの小型化を示唆 ○
ミクニ（C,D）

水素ステーションへの応用については、共同開発
先の㈱ミクニが水素関連ビジネスの一環として実
施予定。
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事業名：「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発／水素製造機器要素技術に関する研究開発

／CO2膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発」 

 

実施者：株式会社ルネッサンス・エナジー・リサーチ 

     （再委託先：国立大学法人大分大学） 

    株式会社ミクニ 

国立大学法人神戸大学 

    国立大学法人京都大学 

    独立行政法人産業技術総合研究所 

     

１．事業概要 

水素ステーションの小型化、低コスト化、高効率化を目的として、選択的、高効率に CO2分離が

可能な CO2選択透過膜と高性能な CO 変成触媒を組み合わせたメンブレンリアクターを開発する。

その完成度を高めるために、メンブレンリアクターを構成する CO2選択透過膜、CO 変成触媒等の

各種要素技術の耐久性、信頼性を確立するとともに、量産化検討、コストダウン研究等を実施す

る。さらに、１m3/Hr 規模のメンブレンリアクターシステム（原理検証装置）での性能実証、メ

ンブレンリアクターの特長を活かした PSA の最適化検討を行ない、その成果を基に１0m3/Hr 規模

の小型パイロットプラント（改質器、メンブレンリアクター、ＰＳＡを含むトータルシステムを

想定）の設計を行なうとともに、実機(300m3/Hr 規模の能力)を想定した一次 FS を行う。 

 

２．事業目標 

２－１ 研究開発の目標（本開発プロジェクト全体の目標） 

従来の水素ステーション用改質システムの代替技術としてＣＯ，CO2を化学平衡の制約を越えて

同時に低減できるメンブレンリアクターを開発し、メンブレンリアクターの特長を活かし PSA の

小型化につながる吸着剤の最適化検討を行なう。また下記の性能・特長を有するメンブレンリア

クターを１Ｎｍ３／Hr 規模の原理検証装置を用いて耐久性、信頼性も含めて実証する。 

 

２－２ 全体の目標を達成するための開発項目毎の目標 

１）ＣＯ２選択透過膜の開発 

前プロジェクトで得られた１６０℃の操作でＣＯ２透過速度が１x10-４mol/(m2 s kPa)、ＣＯ

２／Ｈ２選択性が約１００の性能を有するＣＯ２選択透過膜をベースに、耐熱性をさらに向上さ

せると共に、長期耐久性の確認、量産化技術の検討を実施する。 

開発目標： 耐熱性  １７０℃以上（前プロジェクトで１６０℃を達成） 

      ＣＯ２／Ｈ２選択性  約２００（前プロジェクトで１００を達成） 

      ＣＯ２透過速度  1x10-４mol/(m2 s kPa)以上 

２）高性能ＣＯ変成触媒の開発 

 現状（断熱型変成器）：２００℃、ＳＶ １０００ h-1でＣＯを０．５～１．０％以下に低減 

開発目標：動作温度 １７０℃以下（銅系触媒：ただし耐熱１７０℃のメンブレンを前提） 

     ＳＶ   約２０００ h-1 



 

      メタン生成   １％以下 

        １０ %程度含まれるＣＯを０．１％以下に低減 

     （ただし前提となるＣＯ２透過速度1x10-4mol/(m2 s kPa)、メンブレンの効果を含む） 

メンブレンの耐熱性、長期耐久性の確保の観点から、より低温活性の優れた貴金属系触媒も 

平行して開発する。 

開発目標：貴金属系触媒：動作温度目標１６０℃ 

（触媒の量産化手法の確立、貴金属濃度約１／２、コスト半減を目指す） 

３）メンブレンリアクターの開発 

開発目標：  出口ＣＯ濃度  ０．１％以下（従来のＣＯ変成器は１．０～０．５％） 

 出口ＣＯ２濃度   １．０％以下（従来のＣＯ変成器は２０％以上）  

 メンブレンリアクター操作温度：１７０℃以下で使用可能 

 （従来のメンブレン耐熱性は１６０℃） 

        メンブレン・触媒複合（一体）化の効果を合せてＳＶ２０００ h-1程度を達成      

４）水素ステーショントータルシステムの最適化 

次世代H2ｽﾃｰｼｮﾝｺﾝｾﾌﾟﾄ確立。PSA 1/4, ｵﾌｶﾞｽﾀﾝｸ不要化,S/C = 2, 効率80％以上  

               

３．事業成果 

３－１ CO2選択透過膜の開発研究成果 

前プロジェクトで開発したＣＯ２選択透過膜をベースにキャリアや製膜方法の改良による耐熱

性の向上を検討した結果を図－１に示す。図中の波線はそれぞれ本プロジェクトの CO2 パーミア

ンス、CO2/H2選択性の目標値である。図に示されるように 160℃～200℃の範囲において、初期性

能では目標値をクリアすることができた。図－２(a)に同膜を改良した膜の 170℃での耐久性試験

結果を示す。170℃において、CO2 パーミアンスは 350 時間以上経過後も 1×10-4mol/(m2 s kPa)

以上の性能を安定して維持していることがわかる。また 180℃での耐久性も図－２(b)に示すが、

安定した性能を維持している。 
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図-2(b) 180℃での耐久性試験結果  

図－２(a) 170℃での耐久性試験結果 

図-1 CO2 パーミアンス、H2 パーミアンス、CO2/H2 選択性

に対する温度の影響 
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 従来メンブレンは成膜が容易な平膜での研究を進め

てきたが、本 PJ では量産化が容易で、触媒との組み合

わせにも自由度が大きい、円筒型支持体内側への製膜方

法を検討した。図－３に円筒内コート膜、外コート膜の

評価結果を示す。製膜方法の検討の結果、内コート膜、

外コート膜共に、ＣＯ２透過速度が１x10-４mol/(m2 s kPa)

を超える性能を示す製膜法の開発に成功した。 図－３ 円筒内コート膜、円筒外コート膜の評価結果 

 

３－２ 高性能ＣＯ変成触媒の開発成果 

①銅系触媒の改良 

180℃以下での Cu 系 CO 変性触媒の活性向上を目指し、Cu 系触媒（Cu-ZnO-Al2O3触媒）をベー

スに調製法および第 4成分の添加効果を検討した。その結果、特定の第４成分において触媒性能

（CO 転化率）が向上することを見出した。 

 

②貴金属系ＣＯ変性触媒の改良 

ＰＪ前期までの開発成果として既存の銅触媒の 180℃の活性レベルを 160℃で発揮する貴金属

触媒の開発に成功している。ＰＪ中期はさらに貴金属濃度の低減を目的とした研究をおこない、

貴金属担持方法の改良により従来の１／３程度の貴金属量で充分な性能を持たせることに成功し

た。 

 

③メンブレンリアクターへの触媒充填方法の最適化 

 CO 変性触媒の改良の過程で、高 CO 濃度領域で 

高活性を示す触媒と逆に、低 CO 濃度領域で高活 

性を示す触媒を見出した。前者はメンブレンリア 

クター入口部に適しており、後者はメンブレンリ 

アクターの出口部に適している。その２種の触媒 

を組み合わせて充填することにより大きな CO 低 
図－５ 2 種類の触媒の組合せ効果

減効果があることを確認した。その結果を図－５に示す。 

 

３－３ メンブレンリアクターの開発成果 

前プロジェクトの成果としてＣＯ２選択透過膜とＣＯ変成触媒を組み合わせたメンブレンリアク

ターの実証に成功し、出口ＣＯ濃度は５ｐｐｍ、ＣＯ２も０．３％と、コンベンショナルなＣＯ

変成技術では原理的に不可能なＣＯ、ＣＯ２の低減が達成されている。本研究開発では、最終的

なターゲットである３００Ｎｍ３／Hr 規模の水素ステーションを想定した時のスケールアップ手

法を検討し、メンブレンのモジュール化を実施する。 

本 PJ では、メンブレンリアクターの試作研究成果を基に生産性を意識した構造および加工方法

の検討を実施した。今年度は更なる量産性の向上を目指し、量産性の高いプレス加工を主体とし

た透過膜保持部の構造・加工方法検討、および小中規模生産に対応可能な積層シール構造のメン

ブレンリアクターの設計を行った。 

 



 

図－６に設計・試作したメンブレンリアクターの概略図を示す。図－６（a）のような従来の方

形のリアクターを、図－６(b)、(c)のような円形のリアクターとすることで、円筒状の部品構成

が可能となりコスト面及び強度面で有利となった。また、プレス加工、ヘム加工を可能とするこ

とにより、従来のリアクターより、加工面での設計自由度やコストの優位性を高めることが期待

できる。 
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図－６ 透過膜保持気密部概略図（a）従来のリアクタ構造，（b）透過膜保持

部の構造展開，（c）透過膜保持部の外観および断面 
 
 

 

 

３－４ 水素ステーショントータルシステムの最適化の成果 

本 PJ では前 PJ に引き続き、改質器の効率、改質器出口ガス組成、ＰＳＡの設計、パージガス

必要量、水素回収率等をパラメーターとした水蒸気改質器関連のプロセススタディを実施すると

共に、最近の PSA 吸着剤の進歩を調査し、メンブレンリアクター出口ガス組成が与える、PSA 吸

着剤必要量への影響をアップデートした。最新型の PSA 吸着剤をもとにしたシミュレーションの

結果では、CO やメタンは 0.1％程度の濃度でも吸着剤必要量に影響するが、CO2 濃度はある程度

まで（１～２％）低減されていれば、全体の PSA 吸着剤必要量（PSA サイズ）への影響はあまり

大きくないことが分かった。このことはメンブレンリアクターの基本設計において、CO 変性触媒

量と CO2 選択透過膜の膜面積のバランスは、従来の設定よりも CO 変性反応の進行に考慮した設計

が有利なことを示唆している。 

今後は、改質器、メンブレンリアクター、PSA を含む全体システムの最適化を高精度なプロセ

スシミュレータを作成して検討し、現在作成中のメンブレンリアクター原理検証装置で最適条件

 



 

での性能を確認するとともに、次のステップである本格的な水素ステーショントータルシステム

でのパイロットテスト（１０ｍ3 クラスを予定）に必要なエンジニアリングデータ取得につなげ

る計画である、 

 

３－５ 成果の意義 

本研究開発により得られるＣＯ２分離型メンブレンＣＯ変性器は、ＣＯを既存のＣＯ変性器と

違い平衡の制約を越えて一桁低い０．１％レベル以下にまで除去できると共に、ＣＯ２の除去も

同時に行える。従って、水素ステーションに適用すれば、最大のコストを占めていたＰＳＡの大

幅な小型化と共に、低Ｓ／Ｃによる大幅な効率向上も可能となるため、水素ステーションの普及

促進に貢献できると考えている。また自動車用および家庭用のＰＥＦＣシステム向けの新技術と

して大きなインパクトがあり、ＰＥＦＣシステムの早期実用化、普及拡大に貢献できるものと考

えている。 

 

３－６ 特許、論文、外部発表等の件数一覧 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20 １件 0 件 1 件 0 件 1 件 6 件 

H21 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 14 件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 

４．まとめ及び課題 

前 PJ で開発した促進輸送膜の更なる開発を行ない、170℃の高温で高い CO2透過速度（目標：1

×10-4mol/(m2 s･kPa)以上)と高い対水素選択性（目標:200 以上)を合せ持つ CO2選択透過膜の開発

に成功した。促進輸送膜は、過去の研究ではもっぱら低温域で研究がなされ、100℃以上のデータ

は得られていなかったが、キャリアを含めた膜の製造方法を最適化することでこれらの目標を達

成する事ができた。耐久性についても、当初は初期劣化が著しく、耐久性に問題があったが、製

膜条件を改良することで、使用条件下で安定な性能を発揮する膜を開発し、長期耐久性の確立に

メドをつけた。またガス透過選択性についても、既に述べたように、対水素選択性は既に目標で

あった CO2 / H2のモル比で 200 以上の性能が達成できているが、最近は 160℃で 700 を超える性

能の膜の試作にも成功している。  

本研究開発のベースとなる CO2分離膜は、出来るだけ低温で操作する事が望ましく、前 PJ では

160℃で十分な活性を有する CO 変成触媒の開発を目指し、Cu 系触媒の 180℃の活性レベルを示す

貴金属系高性能触媒の開発に成功した。本 PJ では、Cu 系触媒の更なる性能向上と、貴金属系触

媒の、量産技術の確立を進めてきた。その結果、Cu 系触媒では第 4成分の添加による活性向上を

見出し、貴金属系触媒では、従来の１/３の貴金属量で充分な性能を持たせることに成功した。さ

らに、反応特性が異なる 2 種の触媒を組み合わせることにより、触媒だけでも出口 CO 濃度を 0.1

％未満とできることを見出した。 

上記、CO2選択透過膜の開発成果と、触媒の開発成果を組み合わせた、メンブレンリアクターに

Ⅲ2.2-3(5) 
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より、従来の CO 変性器の出口 CO 濃度および、出口 CO2濃度をそれぞれ、０．１％以下（従来の

ＣＯ変成器は１．０～０．５％）、  １．０％以下（従来のＣＯ変成器は２０％以上）という非

常に高性能な CO 変性器が可能となることが示唆されており、PSA の小型化による水素ステーショ

ンのコストダウン、サイズダウンが期待できる。今後、1Ｎｍ３／Hr 規模の原理検証装置（メンブ

レンリアクターの１m3/Hr 規模のシステムを想定、改質器、ＰＳＡは含まない）に組み込み、千

時間以上の耐久性を確認し、１年以上のメンブレンリアクターおよび各要素技術の耐久性を見通

す予定である。（平成 23 年度以降に 1０Ｎｍ３／Hr 規模のパイロットプラントを建設し、トータ

ルシステムで寿命を含めて実証する予定） 

 

５．実用化・事業化見通し 

開発成果の実用化・事業化については、早期導入の望まれる水素ステーションへの応用につい

ては、共同開発先の（株）ミクニが水素関連ビジネスの一環として実施する。（株）ミクニは自

動車部品メーカーであり、家庭用燃料電池の（改質器を始めとする）各種部品の開発・事業化を

行っており、本開発成果についても水素ステーション用のみならず、燃料電池自動車や家庭用Ｐ

ＥＦＣシステムのパーツとしてのＣＯ２分離型メンブレンリアクター単体での商品化も想定して

いる。将来的には、メーカーの海外部門を通じて海外事業化展開も行う計画である。 

今後の事業化計画としては、本研究開発成果であるＣＯ２メンブレンリアクターの完成度を高

めると共に、コストダウンや信頼性向上を目的として、ＣＯ２選択透過膜の長期耐久性の確立、

選択性、動作温度の最適化、高性能ＣＯ変成触媒の長期耐久性の確立、コストダウン研究等を

実施し、さらに改質器、メンブレンリアクター、ＰＳＡを含むトータルシステムでの性能実証

を行ない、スケールアップのためのエンジニアリングデータを取得し、２０１５年での実用化

を目指す。平成２２年度以降の研究開発については、平成24年度に予定しているトータルシス

テムの実証の結果を踏まえ、長期耐久性の確認および商品化のための量産化・コストダウンの

ための検討を１年間程度行った後、国内外での事業化展開を考えている。 

水素ステーションや燃料電池分野以外の一般化学分野や石油精製分野のＣＯ変性器の省エネル

ギー技術としての事業化については、本プロジェクト終了後にスケールアップ、高圧対応の検討

を必要があればエンジニアリング会社との連携により実施し、（株）ルネッサンス・エナジー・

リサーチがライセンスビジネスとして国内外に展開する。 



●進捗成果ｻﾏﾘ（平成20年度～平成22年度6月末）
理論計算に基づく材料設計、合成、評価・解析を三位一体で展開することにより、新たなホウ素系水素貯蔵材料を開発した。
・複合化に関しては、水素貯蔵に有利な反応経路を理論計算により予測し、複合水素化物の貯蔵特性における複合比の効果なども検討し、それらの最適化を進めた。
中間相に関しては 水素放出 再吸蔵過程で生成した中間相を解明し 水素貯蔵特性における中間相の役割を検討した

（Ⅱ－ 4 ）ホウ素系水素貯蔵材料の開発 委託先：（株）豊田中央研究所、東北大学金属材料研究所

・中間相に関しては、水素放出・再吸蔵過程で生成した中間相を解明し、水素貯蔵特性における中間相の役割を検討した。
・水素放出・再吸蔵反応ともに促進できる添加物を選定し、その促進機構を解明した。また、微細構造を調査することによって、反応速度の支配因子を抽出した。
これらの研究を通して、低温での水素放出ならびに再吸蔵が可能な新たなホウ素系水素貯蔵材料の開発指針を明確化することができた。

●背景/研究内容･目的 ●これまでの実施内容／研究成果
背景： 地球環境およびエネルギー供給に関する問題解決の手段
として燃料電池車の普及が重要であるが、そのためには実用的な

＜複合化によるホウ素系水素化物開発＞ ＜添加物による反応活性化＞
LiBH4＋2LiNH2系の熱重量-示差熱分析 Mg(BH4)2の水素放出特性におけるTiCl3の添加効果Ca(BH4)2系複合材料の反応パス予測

走行距離を実現する必要がある。

目的： 車載可能な高容量新規水素貯蔵材料を開発して燃料電池
車の走行距離を向上させ、その普及に貢献することを最終的な
ターゲットとする。

研究内容： 本事業では高水素密度を有するホウ素系水素化物

CaH2 + 2B + 3H2
↔ Ca(BH4)2

RHC
CaH2 + MgB2 + 4H2

2CaH2 + CaB6 + 10H2
↔ 3Ca(BH4)2

水素放出後SEM写真
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2

633 K●研究目標

研究内容： 本事業では高水素密度を有するホウ素系水素化物
（M-B-H)に着目し、理論計算・合成・評価・解析技術を結集した
体制で、新しいコンセプト（複合化、中間相、添加物）に基づくホウ素
系水素貯蔵材料の開発を推進する。

↔ Ca(BH4)2 + MgH2
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実施項目 目 標

1. 複合化によるホウ素系水素化物開発
（H20-H22)

反応パスの理論解明と実験検証と、最

適組み合わせ選定

2. 中間相を用いたホウ素系水素化物開発

(H20-H22)
中間相の組成・構造の解明と、中間相の

絞り込み
10-1

-10 -8 -6 -4 -2 0

Hydrogen Content (mass%)

Temperature (K)

実施項目 成果内容 自己評価

1. 複合化によるホウ
素系水素化物開発

第一原理に基づく反応パスの予測手法を確立

系複合材料を開発
○

●研究成果まとめ●今後の課題
／スケジュール（H24年度まで）

0
800700600500

再吸蔵温度 (K) AHμHH-μ-H結合分率 AHμH

10.50 10.50 10.50

開発目標を達成するには、さらなる温度低下、
反応速度の大幅な改良が必要である。今後、

g 12 12

の生成が確認 温度高

3. 添加物・微細構造制御による反応速度支配

因子の解明 (H21-H22)
添加物の選定、微細構造の評価および、

反応速度の支配因子の解明

4. ホウ素系水素貯蔵材料としての最適化

(H22)
150℃以下の水素放出温度、6wt.%級の

再吸蔵量を見極め

5. 反応サイクル時の劣化要因の解明 (H23-) 劣化要因の解明とその対処法の確立

●実用化・事業化の見通し

素系水素化物開発 M-B-N-H系複合材料を開発
○

2. 中間相を用いたホ
ウ素系水素化物開発

水素放出・再吸蔵過程で生成した中間相を解明
および、貯蔵特性における中間相の役割を解明

◎

3. 添加物・微細構造
制御による反応速度
支配因子の解明

水素放出・再吸蔵反応を促進する添加物の選定
微細構造と反応速度の相関を検討
反応速度の支配因子を抽出

○

4 ホウ素系水素貯蔵 200℃付近で水素放出・再吸蔵できるLi-B-N-H △

本事業で開発したLi-B-N-H系複合材料の組成、

添加物、および微細構造等の最適化を行い、
実用可能なホウ素系水素貯蔵材料の開発を
推進する。

ホウ素系水素化物は10mass%以上の水素を貯蔵可

6. 実用化技術開発 (H23-) 材料系の最適化、大量合成技術の開発、

低コスト化の指針

7. 実用性評価 (H23-) 耐久性評価、小型タンク評価、実用化の

課題抽出

●実施体制及び分担等

NEDO （株）豊田中央研究所

東北大学金属材料研究所

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

2 16 45 0

4. ホウ素系水素貯蔵
材料としての最適化

200℃付近で水素放出 再吸蔵できるLi B N H
系複合材料を選定

△能である。本事業の開発により、100℃付近まで水

素放出温度が低下し、再吸蔵反応が部分的に進行
することを見出した。実用レベルまでには、さらなる
温度低下、反応速度の大幅な改良が必要である。こ
れらの課題を解決することにより実用化検討へ進む
ことが期待される。

実施項目１，２，４，５，６，７

実施項目２，３，４，５，６

Ⅲ
2
.
2
-
4
(
0
)



ホウ素系水素貯蔵材料の開発 

実施者：（株）豊田中央研究所、（国）東北大学 金属材料研究所 

１．事業概要 

  無機錯体系水素化物のうちホウ素系水素化物（以下 M-B-H）は、理論的には最大 18wt％もの水素を

含有することができる。M-B-H の潜在能力を引き出し、車載用の水素貯蔵材料としての要求を満たす

ことができれば、燃料電池車の普及を大きく進めることが可能である。しかしながら、M-B-H は熱力

学的に安定であるため水素を取り出す際に高温にする必要がある。M-B-H を車載用水素貯蔵材料とし

て実用化するには、最大の特長である水素密度を損なうことなく、室温～150℃程度の比較的低温に

おいて迅速に水素を吸蔵・放出可能な特性を付与する必要がある。本事業では、先の「水素安全利用

等技術開発事業」において得られた M-B-H に関する知見を活かし、新しいコンセプト（複合化、中間

相、添加物）に基づく取り組みを活発に展開することによって目標達成を図る。 

２．事業目標 

 水素貯蔵材料（同材料容器や関連部品を含む）の開発目標は i)質量貯蔵密度＝6wt%以上、ii)水素

放出温度＝150℃以下、iii)耐久性＝1000 回吸放出で初期貯蔵性能の 90%保持、iv)材料コスト＝1000

円/kg である。前期事業(平成 20-22 年度)では、M-B-H 系水素化物の探索と開発を実施し、そこから

材料組成等を絞り込む。22 年度末の時点で、最終目標の質量水素密度 6wt％以上および水素放出温度

150℃以下を達成可能な新規材料の可能性を見極める。 

３．事業成果 

 理論・実験・解析の三位一体として研究開発を展開し実施

計画の遂行に努め、下記の成果を得た。 

（１）複合化によるホウ素系水素化物開発 

 ①MgB2 をホウ素源として金属水素化物と混合することで、

ホウ素系水素化物への水素化反応が促進されることが報告さ

れており、このような混合体は Reactive Hydride Composite

（RHC)と呼ばれている。この RHC の熱力学的安定性と水素

化・脱水素化反応の可逆性について、密度汎関数法に基づく

第一原理計算により解析した。 

 図１は Ca 系 RHC の水素化・脱水素化反応に対する温度と

標準生成自由エネルギーの関係を示したエリンガム図である。

水素平衡圧を一定とした場合、通常の水素化反応にくらべ

RHC の方が平衡温度は低いことから、RHC により水素化反応

の熱力学的特性が改善されていることがわかる。ただし、

RHC を水素化した後の脱水素化反応は Ca(BH4)2 単体の分解反

応と比べて、平衡温度がわずかに低い。すなわち Ca 系 RHC

の水素化・脱水素化反応は可逆的ではない可能性が高い。 

 ②Mg(BH4)2+xMg(NH2)2 は純粋な Mg(BH4)2 や Mg(NH2)2 に比べ

て水素放出温度が低い。このため、まず水素化反応に対する

複合比ｘの影響を調べた。熱重量・示差熱分析(TG/DTA)曲線

を図２に示す。723K までの各複合体の水素放出量は x の増加

に伴い減少する結果となった(x=1, 1.5, 2 でそれぞれ 10.1, 

8.2, 7.7 mass%)。623K で比較すると x=1.5 が最も水素放出

量が多い。一方、x の増加に伴い水素放出ピーク温度(523K

CaH2 + 2B + 

3H2  

RHC 

CaH2 + MgB2 + 4H2 

↔ Ca(BH4)2 + MgH2 

2CaH2 + CaB6 + 10H2 

↔ 3Ca(BH4)2 

図１ Ca 系 RHC に関する 
      エリンガム図。 
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付近)は上昇する傾向を示した(図２(b)中に矢印で示す)。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 図４ Mg(BH4)(NH2)の結晶構造     図３ Mg(BH4)2+Mg(NH2)2の XRD プロファイル 
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 次にMg(BH4)2+xMg(NH2)2(x=1, 1.5, 2)のミリング処理後（水素放出前）と水素中573Kで水素放出し

た試料について、放射光（SPring-8 BL19B2）によるＸ線回折測定および汎用XRD装置を改良した水素

雰囲気中でのin-situ XRD測定（図３）を行なった。Mg(BH4)2+Mg(NH2)2は加熱に伴い、結晶相1 →結晶

相2 (2Mg(BH4)(NH2)) →非晶質相の過程を経て水素を放

出する。結晶相2について、第一原理計算に基づく安定

構造予測結果と比較しながら結晶構造を精密化した結果、

図４に示すように、c軸方向にMg2+、NH2
-、Mg2+、BH4

-、

Mg2+の順に陽イオンMg2+と陰イオンBH4
-、NH2

-が交互に積

み重なる構造であることが明らかになった。この構造は

LiBH4 + nLiNH2 (n=1～3)複合系の場合と同様に、性質の

異なる2種類の陰イオンBH4
-とNH2

-が共存しており、この

結果水素放出が低温化しているものと考えられる。 
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③LiBH4+2LiNH2混合体(5wt%NiCl2添加)は 423K で 9mass%

以上の水素を放出する。本実験では再水素化の可能性に

ついて検討した。水素圧力 0.1MPa、523K で脱水素化し

た後、水素圧力 50MPa、温度 373K または 473K、24 時間

保持の条件で再水素化処理を行なった。図５に TG および

DTA 分析結果を示す。TG 曲線から見積もると、473K で再

水素化処理した試料の水素放出量は 1.2mass%であった。

また、423K 付近で水素の放出が開始していることから、

本複合材料の一部が再水素化されていることが明らかに

なった。 

④Ca(BH4)2にLiAlH4と複合化させた材料を合成し、その水

素放出特性を評価した。ガスクロマトグラフによる水素

検出では、各試料とも約130℃付近から水素の放出が開始

した（図６）。Ca(BH4)2とLiAlH4を複合化させることで、

水素の放出温度を下げることが可能であることが明らか

になった。 

    図５ LiBH4+2LiNH2再水素化試料の 

         TG/DTA 分析 

図６  TPD-GC による Ca(BH4)2+nLiAlH4   

         からの放出水素量(n=0.5～3) 
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（２）中間相を用いたホウ素系水素化物開発 

①14.9 mass%もの高い水素貯蔵密度を有す

る Mg(BH4)2 に着目して、水素放出反応の過程

で生成する中間相に対して、水素放出条件

（等温または昇温過程）が及ぼす影響につい

て詳細に解析した。 

図７に等温過程における Mg(BH4)2 の水素放

出特性を示す。633 K での 2 つのプラトーは、

それぞれが Mg(BH4)2から MgH2まで、MgH2から

Mg までの水素放出に相当する。また 558 K に

おけるプラトーの形状から、多段反応で

Mg(BH4)2 の中間相が生成していることが示唆

された。図７の挿入図に示す熱重量－示差熱

分析の結果からは、昇温過程における水素放

出反応でも等温過程と同様に多段階で進行し、

中間相が生成することが判明した。ラマン・

赤外分光分析および第一原理計算などの結果を総合すると、この中間相は MgB12H12 を中心とする B-H

系化合物であることが確認された。 

10-1

2

4

6
8

100

2

4

6
8

101

2

H
yd

ro
ge

n 
pr

es
su

re
 ( 

M
P

a 
)

-10 -8 -6 -4 -2 0

Hydrogen Content (mass%)

 633 K
 603 K
 573 K
 558 K

-16

-14

-12

-10

-8

-6

-4

-2

0

W
ei

gh
t L

os
s 

(m
as

s%
)

800700600500400300
Temperature (K)

 D
TA (endo.      )

TG Diff.

Mg

MgH2

Mg(BH4)2

②

③

①

①
②

③

④

中間相

633K 

603K 

573K 

558K

図７ Mg(BH4)2の水素放出特性（挿入図は昇温過程   

      における熱重量－示差熱分析の結果）。 

② Mg(BH4)2の再水素化特性を調査するために、Mg(BH4)2を 623K、6h で脱水素化処理後、473～773K

の温度域(いずれも 40MPa、12h)で再水素化処理を行った。各温度で再水素化した試料の再水素化量を

図８に示す。再水素化量は 673K 付近で最大値の 7.6mass%となることが分かる。即ち、再水素化温度

の上昇に伴い、その反応が速度論的に促進されるために再水素化量が顕著に増加する。一方、再水素

化温度が 700K を超える場合には、再水素化した試料が熱力学的に不安定となり逆に再水素化量が減

少する。図９に示す再水素化した試料の 11B マジック角回転法核磁気共鳴分析（11B MAS NMR）の結果

から、Mg(BH4)2  および中間相 MgB12H12 の再生成が確認できた。これらの結果から、再水素化温度を

制御することによって、Mg(BH4)2および中間相 MgB12H12の再生成が可能になることが示唆される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ Mg(BH ) の各温度で再水素化（40MPa H 、12h4 2 2 ）で

再水素化処理した試料の水素含有量（=再水素化量） 

図９再水素化した試料の 11B MAS NMR

分析結果【共同研究先 東北大学

前川英己氏、高村仁氏】 

ケミカルシフト (ppm) 
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図１０ 昇温過程における

Y(BH4)3の熱分析結果（(a)熱重量

－示差熱分析、(b)質量分析）。 

図１２ 10mol%TiCl3 を添加した試料を再吸蔵処理

した後、及びそれを 523K, 773K まで加熱した試

料の Ti の動径分布関数【共同研究先 日本原子力

研究開発機構 西畑保雄氏】 

図１１ 各種添加物を混合した Mg(BH4)2 試

料の熱重量分析結果 

 ③200℃付近での水素放出反応が期待される Y(BH4)3 に

注目して、その合成条件を確立するとともに、水素放出反

応や中間相組成を解析した。 

YCl3 と LiBH4 を出発原料として、ジエチルエーテル中で

のメタセシス反応と LiCl 分離により高純度の目的化合物を

合成した。粉末 X 線回折測定の結果、生成物である LiCl の

一部が残留しているものの、主成分は Y(BH4)3であることを

確認した。図１０に昇温過程における熱重量－示差熱分析

および質量分析の結果を示す。Mg(BH4)2 と比較して水素放

出量（6.8 mass%）は少ないが、約 460K で水素放出反応が

開始している。水素放出反応は Mg(BH4)2 と同様に多段反応

であり、昇温に伴い 1)相変態（低温相 → 高温相）、2)融

解、3)Y(BH4)3 の中間相と YH3 への分解、4)中間相の分解、

5)YH3の分解が順に起こることが明らかになった。 

（３）添加物・微細構造制御による反応速度支配因子の解明 

 ①Mg(BH4)2の水素放出特性における添加物効果を調査した。

図１１に各種の化合物を添加した試料の熱重量分析の結果を示す。いずれの試料においても14mass%前

後の水素放出量が確認される。また、各試料の水素放出開始温度を単独のMg(BH4)2（約550K）と比較す

ると、C、TiC、TiB2を添加した場合は明確な変化が見られないが、TiCl3を添加することで約370Kから水

素放出反応が開始することが明らかになった。また水素再吸蔵反応においても、TiCl3はもっとも良い

反応促進効果を示した。 

 TiCl3 の促進効果を明らかにするために、XANES 測定により Ti の動径分布関数を解析、評価した。

図１２に 10mol%TiCl3を添加した試料を再吸蔵処理した試料、及びそれを 523K, 773K まで加熱した

試料の Ti の動径分布関数を示す。全ての試料において観測された Ti の動径分布関数は Ti が TiB2

として存在していることを示唆している。このため、添加した TiCl3 は Mg(BH4)2 と反応することで

Ti(BH4)3 を形成し、この Ti(BH4)3 が分解することで TiB2 が生成したと考えられる。このように生成

した TiB2は、Mg(BH4)2の水素放出温度の低下および、再吸蔵反応の促進に寄与すると考えられる。 
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水素放出後試料の微細構造観察から、TiCl3 の

添加により Mg(BH4)2 の再吸蔵反応が促進された

もう一つの原因として、水素放出反応時におけ

る MgH2の析出の抑制であると考えられる。 

 図１３に TiCl3 無添加の Mg(BH4)2 と TiCl3 を

10mol%添加した試料をそれぞれ水素放出処理し

た試料の SEM 像を示す。単独の Mg(BH4)2では試

料表面に針状の MgH2 の析出が観察される。一方

で TiCl3を添加した試料では数μm 前後の粒子が

凝集しており、針状の MgH2 の析出は確認できな

かった。TiCl3無添加試料では、水素放出後に試料表面に MgH2が析出するため、試料中の Mg と B 原子

を偏在する結果となる。このため、水素を再吸蔵させるためには Mg と B 原子の長距離拡散が必要と

なり、結果として反応速度が低下したものと考えられる。TiCl3を添加した試料では、MgH2の析出が抑

制され、水素放出後の試料中に Mg や B 原子が高分散状態を保つことで、拡散距離の短縮、さらには

再吸蔵反応が促進されたと考えられる。 

図１３ Mg(BH4)2および Mg(BH4)2に 10mol%TiCl3
を添加した試料の水素放出後の SEM 像 

 

（４）μSR（ミュオン・スピン回転・緩和法）によるホウ素系水素化物の分析・解析 

ホウ素系水素化物中に微量の不純物としてプロトンが

存在したときのプロトンの占有サイト及び結合状態を調

べるため、μSR 実験を行った。正ミュオン（μ+）は軽

いプロトンの同位体（質量はプロトンの 1/9）と考えら

れ、物質中の振舞いはプロトンとほぼ同様であるため、

μ+の状態を解析することにより，プロトンの状態を知

ることができる。図１４に結果の一例を示す。実験はカ

ナダの TRIUMF 研究所の M20 ビームラインで行った。

LiBH4 の零磁場測定では自発的な回転信号を観測した。

これは，μ+と核スピン 1/2 のプロトンが結合状態（H-

μ+-H 結合）を形成していることに起因する。 

0.2

0.1

0

A
0P

ZF
(t)

1086420
TIME (μs)

BG
H-μ-H
KT

Exp.
Fit

LiBH4
ZF-μSR at 5 K

  図１４  LiBH4中のミュオンスピン 

          偏極度の時間変化 

各種のホウ素系水

素化物中のプロトンの

状態を調べるためμSR

実験を行った。試料に

は LiBH4、NaBH4、KBH4、

Ca(BH4)2、Mg(BH4)2、

Sc(BH4)3 6 種の粉末多

結晶を用いた。零磁場

測定（図１５）では

Mg(BH4)2を除く３種の 図１６  脱離温度と H-μ+-H 

        生成率の関係  
試料で測定した全ての

温度範囲で、回転信号
  図１５ μSR プロファイル 
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。

を観測した。磁性を持たない物質における零磁場ミュオンスペクトルの回転信号は、正ミュオン（μ

+）と水素 H が結合状態を形成していることに起因する。図１６に零磁場スペクトルの解析結果を示す

横軸は試料中に打ち込んだμ+が H-μ+-H 結合を形成する確率、縦軸は試料からの水素脱離温度 Tdであ

る。Tdと H-μ+-H 結合の生成率に明瞭な相関を見出した。 

特許、論文、外部発表等の件数一覧 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY 0 件 0 件 0 件 3 件 3 件 13 件 

H21FY 2 件 0 件 0 件 5 件 5 件 32 件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 

４．まとめ及び課題 

 理論計算・実験・解析チームが一体となって、ホウ素系水素貯蔵材料の研究開発を実施した。 

（１）理論計算では、ホウ素化物を用いたＲＨＣ（reactive hydride composite）の水素化・脱水素

化の反応経路を予測し、複合化の方向性を示した。 

（２）種々の錯体水素化物の複合化を実施し、単体 BH4および NH2化合物よりも水素放出温度が低い複

陰イオン錯体水素化物 Mg-B-N-H を開発した。同様の複陰イオン錯体水素化物である Li-B-N-H につい

て、塩化物の添加と高温高圧水素化処理により、一部再水素化が可能であることを示した。一部の水

素が 130℃で放出可能な複陽イオン錯体水素化物 Li-Ca-Al-B-H を開発した。 

（３）Mg(BH4)2,Y(BH4)3のホウ素系水素化物を合成し、水素放出過程での中間相の生成を明らかにした。

また、再水素化過程においても中間相は重要な役割を有していることが示唆された。 

（４）Mg(BH4)2 の水素放出・再水素化反応への添加物効果を検討し、TiCl3 化合物が水素放出・再水素

化の両反応に極めて効果的であることを見出すとともに、その機構についても解析を進めた。また、

添加物により水素放出後試料の微細構造を制御することで、構成元素の良好な分散状態を維持する 

ことが再水素化反応の速度向上に寄与することを示した。 

（５）ホウ素系水素化物の微細構造解析技術としてμSR を導入し、陽イオン種の違いによるホウ素系

水素化物の熱力学的安定性と H-μ+-H 生成率との相関を見出した。 

 

５．実用化・事業化見通し 

 ホウ素系水素化物は 10mass%以上の水素を貯蔵可能である。本研究開発では、複合化、中間相、添

加物等の最適化によって、水素放出温度が 100℃付近まで下がり、高温高圧ではあるが一部再水素化

も可能であることを見出した。実用レベルまでには、さらなる温度低下、反応速度の大幅な改良が必

要である。今後の研究開発によって、これらの課題を解決したうえで、実用化検討へ進むことが期待

される。 

 



●進捗成果ｻﾏﾘ（平成20年度～平成22年度6月末）
・2段のプラトーが出現することで水素吸蔵量がそれまでの1.0質量％から1.7質量％に増加した，MgPrNi4組成のC15b型のラーベス構造を有した合金を開発した
・313Kで300サイクルの水素吸蔵・放出を繰り返した後でも 95％以上の水素吸蔵・放出量を維持することができるMg Pr Ni 組成の合金を開発した

（Ⅱー5 ） ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発 委託先：日本重化学工業株式会社

・313Kで300サイクルの水素吸蔵・放出を繰り返した後でも，95％以上の水素吸蔵・放出量を維持することができるMg1.4Pr0.6Ni4組成の合金を開発した
・C14型のラーベス構造を有したCaLi2組成合金および第3元素置換を行った合金を正確に作製することができる，ヘリウム雰囲気での浮遊溶解による手法を開発した

●背景/研究内容･目的 ●これまでの実施内容／研究成果

ラーベス合金ではZrV2H6のようにH/Mが2.0まで到達する合金
が存在している 一方Mgを含んだ軽量なラーベス合金では 0 0 5 1 0 1 5

水素吸蔵量 / 質量% 1.7mass%右の図には2段目のプラトー領域が確認できた
M P Ni の各温度でのPCT曲線を記した 水素吸蔵が存在している．一方Mgを含んだ軽量なラーベス合金では，

H/M=0.7程度までしか水素を吸蔵しない．その理由を調べる
ために水素化物の構造等の情報を取得し，ZrV2のそれらと比
較・検討を行う．また得られた知見をもとにMg系ラーベス合金
が，H/M=0.7程度までしか水素を吸蔵しない理由および常温
常圧で可逆的に水素を吸蔵・放出できる理由を解明する．そ
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△：75℃

□：50℃
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H/M=1.1
MgPrNi4の各温度でのPCT曲線を記した．水素吸蔵
量は0℃，8MPaで約H/M=1.１，1.7質量％であった．
上段および下段のプラトー領域の水素放出の平衡
圧力値からファントホッフプロットにより求めたΔHおよ
びΔSはそれぞれ-19.6，-42.4kJ/molH2および
-98.2，-126.8kJ/molH2・Kであった． また上段の水

●研究目標

の結果をもとに，より高吸蔵量が期待できる合金系であるC14
型のCaMg2系およびCaLi2系の合金が吸蔵・放出可能となる
ような改良へのフィードバックを行う．

×：25℃

◎：0℃
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水
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図 MgPrNi 組成合金のPCT曲線

素化物は立方晶C15b，下段の水素化物は斜方晶
であった．Mg1.4Pr0.6Ni4組成合金では313Kで300サイ
クルの吸蔵・放出後でも95％以上の水素移動量を
維持していた．
RE系合金：各種RE，微量添加合金の試作・評価
Ca系合金：第3元素を置換した合金の試作・評価

実施項目 中間目標（H22年度） 最終目標（H24年度
）

MgNi2系C15型
ラーベス合金

水素化物の構造を調
べ，合金組成改良に
よる吸蔵量の向上

3質量％，150℃，
1000サイクルを満た
した合金の開発

●研究目標

実施項目 成果内容 自己評価

プ

●研究成果まとめ
●今後の課題
／スケジュール（H24年度まで）

○MgおよびRE系
・不均化の挙動解析によるメカニズムの

図．MgPrNi4組成合金のPCT曲線Ca系合金：第3元素を置換した合金の試作 評価

よる吸蔵量の向上 した合金の開発

RENi2系C15型
ラーベス合金

不均化の進行過程を
各種手法にて調査し
て挙動を把握する

水素吸蔵による不
均化反応のメカニズ
ムの解明

CaMg2系C14型
水素化物の構造を調
べ 合金組成改良に

150℃以下でも6質
量 を放出する合

MgNi2系C15型
ラーベス合金

2段プラトーによる吸蔵量が
増加する合金の発見および2
種類の水素化物の構造解析

○

RENi2系C15型
ラーベス合金

不均化挙動に関する情報を
取得．抑制案に基づいた試
作の実施

△

不均化の挙動解析によるメカニズムの
解明および抑制方法の考案

23年度まで：不均化挙動の観察，測定
24年度まで：メカニズム解明および抑制

方法の考案，実証

○Ca系
・改良した組成合金の水素化物の構造CaMg2系C14型

ラーベス合金
べ，合金組成改良に
よる放出温度の低下

量％を放出する合
金の開発

CaLi2系C14型
ラーベス合金

格子定数および原子
半径比を変えた合金
の作製・評価

不均化等を抑制し，
室温で6質量％を吸
蔵する合金の開発

●実用化・事業化の見通し

作の実施

CaMg2系C14型
ラーベス合金

室温で水素化物の高真空に
よる放出の有無の調査実施

×

CaLi2系C14型
ラーベス合金

ヘリウム雰囲気で浮遊溶解
炉を用いてのCaLi2系合金の
作製方法を開発

△

改良した組成合金の水素化物の構造
解析を行い，死蔵水素の情報を取得

し，再度の組成設計に反映させる
23年度まで：水素化物の構造調査
24年度まで：再設計合金の試作・評価

●実施体制及び分担等

NEDO 日本重化学工業(株)

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

0 0 6 0

作製方法を開発

現状では，2段プラトーによる吸蔵量の増加
と断片的な不均化に関する情報の取得に留
まっており，今後これらを基にCa系の改良が
できれば実用化の見通しがたつと考えている．
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ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発 

 

実施者：日本重化学工業（株） 

１．事業概要 

 

高容量な水素貯蔵材料を開発するために重要なことは、軽量な元素で構成された材料を開発することである。Mg、

Li および Ca 等は軽量であるためそれらの水素化物（MgH2 等）の水素含有量（水素貯蔵量）は高濃度（高容量）と

なる。しかしながらそれらの水素化物は通常、非常に安定であるため、大気圧力程度の水素放出圧力を得るために

は、少なくとも 300℃以上の高温が必要になる。この課題を克服するために現在までに、さまざまな試みが行われてき

たが、Mg、Li および Ca 等が室温程度の温度で可逆的に大気圧力程度の水素を速やかに放出するような改良は成

功していない。 

また様々な手法で Mg、Li および Ca を主要な構成元素とする合金を作製することで、室温程度の温度で可逆的

に大気圧力程度の水素を速やかに吸蔵・放出することを目指した改良も試みられているが、満足のいく結果は得られ

ていない。水素の吸蔵反応は室温程度の温度で開始するようにはなるものの、放出反応は依然として 300℃程度を

必要とし、かつ可逆性や反応速度にも問題がある結果となっているのが現状である。反応速度に関しては通常の

AB5 型の合金では、平衡状態に達するまでに要する時間が数分程度であるが、一部の Mg 系合金では数時間から

数日かかるものがあり、大きな課題となっている。 

また一部の Mg、Li および Ca 系の合金は水素を吸蔵した後に、合金の分解反応（不均化反応）が起こり、MgH2

や CaH2 および LiH 等の水素化物が生成してしまう。一旦これらが生成すると、大気圧力程度の水素の放出には

MgH2 や CaH2 および LiH 等の分解反応に必要な、少なくとも 300℃以上の高温が必要になる。また上記のように、

遅い反応速度、高温を要する放出特性および不均化反応等の問題のほかにも、Mg、Li および Ca 等を含有した合

金を開発する際の問題点として、通常の溶解法では蒸発によって生成する Mg、Li および Ca の微粉末の危険性が

ある。このため、多種多様な合金を系統的に作製し研究することが困難であることが、この系の合金開発の進展を妨

げている理由のひとつでもある。この問題に関しては、これまでの研究開発で、溶解時の雰囲気ガスの成分を変化さ

せることや、融点が低い母合金を用いる 2 段階の溶解法で、Mg などの蒸気圧の高い金属群がチャンバ内壁に凝縮

して微粉末となり、自然発火性の危険性が高くなる合金開発実験上の障害を取り除くことが可能であることを見出し

た。 

当社では平成 15 年度～19 年度にかけて「水素安全利用等基盤技術開発－水素に関する共通基盤技術開

発－高容量水素吸蔵合金と貯蔵タンクの開発」事業において(独)産業技術総合研究所殿と共同で Mg 系合金の

開発および溶解作製法の改良を行ってきた結果、室温で可逆的かつ速やかに水素を吸蔵・放出することが可能な

Mg 系 C15 型および C15b 型ラーベス構造の合金を開発した。開発した合金は Mg を 30at%程度含有しており、質量

貯蔵密度は 1.5mass％程度である。この Mg を多量に含有し室温で可逆的にかつ速やかに吸蔵・放出する合金の

開発は世界的にも注目を集めている。この系の合金の水素吸蔵量を増やす目的で新たに開発した Ca 系 C14 型

ラーベス構造の合金は、Mg を 70at%程度含有しており、室温で速やかに 5mass％以上の水素を吸蔵する。またこの

合金は水素吸蔵後でも不均化反応による MgH2 を生成することはなく、合金は分解せず、結晶構造を維持した状

態で水素を吸蔵する。しかし大気圧力程度の水素を放出する反応は室温では起こらず、ターボ分子ポンプによる高

真空までの減圧や 250℃程度の加熱によって、はじめて水素を放出する。この 250℃の加熱もしくは真空排気による

水素放出反応を詳細に調べた結果、室温での水素吸蔵後では生成していなかった、MgH2 からの放出が起こってい

ることが判明した。 

これらの結果をふまえ、本事業の研究開発では蒸気圧が高い Mg や Li および Ca 等の軽量な金属を主要な構成

元素とするラーベス構造を有した合金の放出特性の改善や不均化反応のメカニズム解明を行い、その抑制を目指し

た組成の改良・設計を行うことで、6mass％級合金の開発を目指す。また放出特性の改善や不均化反応の抑制に

関する開発指針を得るために、質量貯蔵密度は少ないが同じ C15 型ラーベス構造を有した Mg 系合金や希土類

系合金の水素化物の詳細な調査を実施し、得られた開発指針を高容量な Ca 系合金に応用することを試みる。 

C15 型ラーベス構造を有する Mg 系や希土類系のメカニズム解析は、基本的には 6mass%が期待できる C14 型

Ca 系合金の高容量化のアプローチの手段である。 

なお本研究に使用する合金の試作方法に関しては、先に記した開発した溶解方法を用いる予定である。 

 本事業では、以下のメカニズム解析と研究開発を実施する。 

 

１） Mg 系合金による水素吸蔵サイトの解析 

室温で可逆的に吸蔵・放出可能な C15 型ラーベス構造の Mg 系合金が、なぜ室温でも放出可能なのかを

調べる目的で水素吸蔵サイトの情報を取得し、得られた情報をもとに、高吸蔵量型合金である C14 型の
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CaMg2 系合金が、室温で水素を放出可能となるような改良にフィードバックを行う。 

 

２） 希土類-Ｎｉ系合金による不均化のメカニズム解析 

C15 型ラーベス構造の希土類-Ni 系合金の水素吸蔵による不均化反応のメカニズム解明を行い、得られた

情報をもとに、高吸蔵量型合金である C14 型ラーベス構造の CaLi2 系合金の不均化反応抑制を目指した合

金設計にフィードバックして 6mass％級合金の開発を行う。 

 

３） CaMg2 系合金の開発 

CaMg2 系合金の水素が吸蔵されているサイトおよび吸蔵されていないサイトの情報を取得し、その情報をもと

に元素置換等によりサイトの構成元素を変化させることおよび C15 型ラーベス合金によるメカニズム解明の結果

を応用することで放出特性を改善する。 

 

４） CaLi2 系合金の開発 

高吸蔵量の C14 型ラーベス構造の CaLi2 系合金では水素吸蔵後の CaH2 と LiH への不均化反応の抑制を

目指し、不均化反応のメカニズムを解明することにより得られた情報および C15 型ラーベス合金での解析情報を

もとに不均化反応抑制を目指した合金設計を行い、実用的な 6mass％級合金を開発する。 

 

２．事業目標 

 

本事業は燃料電池自動車等の普及と水素エネルギーの導入・普及に向けて必要となる水素製造・輸送・貯

蔵・充填等一連の機器およびシステムに関する要素技術開発のうち、高容量水素吸蔵合金を開発するために実

施するものである。また本事業では、水素貯蔵技術に関する要素技術の開発として、ラーベス構造を有した新規高

容量水素吸蔵合金の研究開発を実施し、水素貯蔵機器およびシステムの高性能化・軽量化等効率向上に繋がる

技術を開発することを目的としている。 

具体的には以下の性能を満たした水素吸蔵合金を開発することが事業の目標である。 

 

・水素質量貯蔵密度が 6mass%を有すること 

・0.1MPa 以上の水素圧力での水素放出温度が 150℃以下であること 

・初期貯蔵性能の 90％を維持した吸蔵・放出回数としての耐久性が 1000 サイクル以上であること 

 

 また、実用化を考慮して－10℃～50℃での温度範囲での使用を想定した水素貯蔵タンクに合金を充填することを

想定した結果、以下の数値に関しても目標とする。 

 

・反応熱|ΔH|が 20～30kJ/molH2 程度（ただしΔS は-100J/molH2・K とする） 

・水素の体積貯蔵密度が 0.25～0.10g/cm3 程度 

・水素の吸蔵・放出速度が 10 分で最大吸蔵量の 90%以上を吸蔵・放出 

・材料コストが 1000 円/kg 

 

３．事業成果 

 

3-1．Mg 系合金 

 

 以 下 の 図 1 に は Mg2-

xPrxNi4 組成の C15b 型のラー

ベス合金の 0～100℃で 0.01

～8MPa までの範囲の PCT

曲線を示した。これらの結果

から分かるとおり、PCT 曲線

は、化学組成がわずかにかわ

ることで大きく特徴が変化する

ことが分かった。x=0.6 合金の

PCT 曲線では平坦で幅が広
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図 1．Mg2-xPrxNi4の PCT 曲線（x=0.6, 1.0, 1.2） 
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い 1 段のプラトー領域が確認できたが、化学量論組成である x=1.0 合金での 0℃で 8MPa までの測定の結果では、

高圧部分で 2 段のプラトー領域の出現が確認できた。その結果、水素吸蔵量は H/M=0.6（1.0 質量％）から

H/M=1.1（1.7 質量％）まで増加した。下段のプラトー領域の水素放出の平衡圧力値からファントホッフプロットにより

求めたΔH およびΔS は x=0.6，1.0 合金でそれぞれ-39.2，-42.4kJ/molH2 および-133.0，-126.8kJ/molH2・K で

あった。より高圧の水素を用いて x=1.0 合金の上段プラトーの詳細を調べた結果、ΔH およびΔS は-19.6kJ/molH2

および-98.2kJ/molH2・K であった。化学量論組成より Pr がリッチな x=1.2 合金では、明確なプラトー領域が存在し

ておらず、吸蔵量も極端に少ない結果となっていた。 

 図 2 には、同合金の水

素吸蔵時の構造の変化

を調べた粉末 X 線回折

測定結果を示した。測定

領域は、水素固溶相（合

金相）、プラトー領域（2

相共存領域）および水素

化物相の 3 つの領域であ

る。x=0.6 合金では生成

する水素化物の金属副

格子はホストの合金と同

じ C15b 型のラーベス構造

であった。つまり水素吸蔵

時に合金は等方的に膨

張していた。一方 x=1.0

合金は生成する水素化

物は斜方晶系の結晶構

造であった。つまり異方的に膨張していた。x=1.2 合金では水素吸蔵によって非晶質化が起こっていた。また Mg、Pr

の加重平均した原子半径と Ni の原子半径の比（RMg,Pr/RNi）が、1.39(x=1.2)であり、2 元系の C15 型ラーベス合金で

非晶質化が起こるとされている 1.37 以上の値となっている。よって本系でも「原子半径比が 1.37 以上で非晶質化が

起こる」という経験則が有効であることが分かった。従って今後の実用合金の化学組成を設計する際には、非晶質化

を抑制するために、この原子半径比を考慮する必要があると言える。 
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図 2．Mg2-xPrxNi4の各状態での XRD プロファイル（x=0.6, 1.0, 1.2） 

○：合金，固溶体相  
◆：斜方晶型水素化物相  
▼：立方晶型水素化物相  
×：Be,BeO  

 図 3 には、MgRENi4 合金

（RE:La, Ce, Pr, Nd, Sm, Gd）

の PCT 曲線を示した。La, Ce

合金以外では明確にプラトー

領域が確認できた。また Nd, 

Sm, Gd 合金では格子定数が

Pr 合金より小さくなっており、そ

のため平衡圧力が上昇し、測

定した温度，圧力範囲では２

段目のプラトーが観察できな

かったものと思われる。Nd, Sm, 

Gd 合金でのΔH およびΔS は

それぞれ、-43.9，-33.3，-34.5

kJ/molH2 お よ び -133.5 ， -

108.2 ， -120.8 kJ/molH2 ・ K

であった。La 合金では、1 質

量％程度の水素の吸蔵・放

出は確認できたが、プラトーは

確認できなかった。Ce 合金で

は水素の吸蔵が確認できな

かった。これらに関しては今後詳細を調べ明らかにしていきたいと考えている。 

10

 

 下の図 4 には化学量論組成合金である MgRENi4(RE：Pr，Nd，Sm，Gd)の水素化物の水素雰囲気中での XRD

測定の結果を示した。この結果から分かるとおり、いずれの希土類元素を用いた合金でも MgPrNi4 と同様に、水素化
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物の金属副格子は◆

印で示した元の合金と

同様の C15b 型の結

晶構造を取ることが分

かった。つまり水素化

物は異方的に膨張し

ていることが分かった。 

また以前の研究で

Mg1.4RE0.6Ni4(RE：Nd，

Sm，Gd)合金では Pr

の場合と同様に１段の

プラトー領域が確認で

き、かつ水素化物が

等方的に膨張した

C15b 型の構造を取る

ことが分かっている。こ

れらのことと今回の結

果を合わせて考えると、Mg2-xPrxNi4 合金で観られた x の値の違いでの水素化物が、①C15b 型(等方的膨張，１段プ

ラトー)、②斜方晶化(異方的膨張，2 段プラトー有り)、③非晶質化と変化する傾向が、RE：Nd，Sm，Gd 合金でも

観られるものと予想される。ただし非晶質化に関しては原子半径が Pr>Nd>Sm>Gd となっているため、それぞれの合

金で非晶質化が起こる x の値は変化してくるものと思われる。またこの x の値は臨界値の 1.37 から逆算すると、

x=1.1(RE：Nd)、x=1.2(RE：Sm)、x=1.3(RE：Gd)と予想される。 

 図 5 には MgPrNi4 および

Mg1.4Pr0.6Ni4 合金のサイクル

特性を調べた結果を示した

測定

。 

MPaは 313K で、約 3

、

の水素圧をチャージし 10

分間吸蔵させた後、ロータ

リーポンプで同じく 10 分間

真空排気を行うサイクルを

繰り返した。またサイクル測

定の途中で、313K で最高

8MPa までの条件で PCT

測定を実施した。その結果

を図 6 に示した。図 5 の結

果 か ら 明 ら か な よ う に 、

Mg1.4Pr0.6Ni4 合金では非常

にサイクル特性に優れており

300 サイクル後でも 97％程

度の水素吸蔵量を維持し

ていた。この値から推定する

と目標の 1000 サイクルで

90％以上を達成するものと

思われる。一方 MgPrNi4
合金では、初期の 50 サイ

クルで 25％以上吸蔵量が

減少してしまう結果となって

いた。同様の傾向が PCT 測定結果でも得られた。サイクル測定後の合金の XRD 測定および粒度分布測定を行っ

た結果より、MgPrNi4 合金では XRD ピークのブロードニングが顕著に確認できた。一方 Mg1.4Pr0.6Ni4 合金では 300 サ

イクル後でも XRD ピークはシャープなままであった。また、粒度の変化にも違いがみられ、MgPrNi4 合金にくらべて

Mg1.4Pr0.6Ni4 合金では微粉化が顕著に起こっていた。これらの結果からサイクル特性に影響を与えている要因を考察

し、今後の特性の向上に向けての化学組成や構造の改良に反映していくことが重要であると思われる。 
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0 100 200 300
0.4

0.6

0.8

1

サイクル数（回）

吸
蔵

水
素

量
（
m

as
s%

）

at 313K

0 100 200 300
50

60

70

80

90

100

110

50

60

70

80

90

100

110

サイクル数（回）

at 313K

吸
蔵

水
素

量
維

持
率

（
%

）

MgPrNi4 MgPrNi4 

Mg1.4Pr0.6Ni4

Mg1.4Pr0.6Ni4 

図 5．MgPrNi4および Mg1.4Pr0.6Ni4のサイクル特性 

20 30 40 50 60
2θ / degree

20 30 40 50 60
2θ / degree

In
te

ns
ity

 (a
rb

. u
ni

ts
)

M=Nd M=Sm

M=Pr M=Gd

図 4．MgRENi4の水素化物の XRD プロファイル（RE：Nd, Pr, Sm, Gd） 

◆:斜方晶型水素化物相, ×:Be,BeO 

Ⅲ2.2-5(4) 



3-2．希土類 Ni2 系合金  

CaNi2 でみられた水素吸蔵による不均化を抑制するために、格子定数および原子半径比を減少させた R

した合金では水素吸蔵による非晶質化が確

-3．CaMg2 系合金 

 

 ENi2 系合

CaMg2 系の不均化の抑制ができた（Ca0.8La0.2）Mg2Ni0.1 組成合金が C14 構造を維持しての 150℃以下での放出

による真空排気（100℃、約 10 時間） 

） 

なお、ター は約 3×10-3Pa であった。1 回目の水素チャージでは、吸蔵量は 24

-4．CaLi2 系合金 

CaLi2 の水素吸蔵による不均化を抑制するために、格子定数および原子半径比を変化させた合金の試作を試みた。

図 7．浮遊溶解中の CaLi2 系合金の様子             図 8．作製した CaLi2 系合金インゴット 

金の作製，評価を行った。RE が La, Pr, Gd 合金では不均化が確認できた。より格子定数および原子半径比を減

少させた合金での不均化抑制効果を確認する目的で RE が Eu , Er, Yb, Lu での合金をアーク溶解法にて作製した．

また第 3 元素添加による不均化反応の抑制効果を確認する目的で RENi2B0.25 合金（RE：Ca, La, Pr, Gd, Eu, Er, 

Yb, Lu）を高周波誘導溶解およびアーク溶解法により作製した。 

 RENi2 合金（RE：Pr, Gd）の RE サイトを 50％以下の量で Mg で置換

認できた。この非晶質化は合金の化学組成に敏感に依存しており、置換量が 50％をこえると非晶質化が起こらなく

なる事がわかった。また水素化時の温度が高いとより非晶質化しやすいことも分かった。 

 

3

 

 

が可能かどうかを確認するために、ターボ分子ポンプを用いて(Ca0.8La0.2)Mg2.Ni0.1H5.8 の真空排気を 100℃にて行った。

実験手順は以下の通りである。 

１．水素化物作製 

２．ターボ分子ポンプ

３．室温、3MPa の水素チャージ（１回目） 

４．R.P.による真空排気（80℃、約 10 時間

５．室温、3MPa の水素チャージ（２回目） 

６．粉末 X 線回折測定（大気中） 

ボ分子ポンプによる最高到達真空度

時間で約 1.7mass％であった。1 回目の水素チャージでは、70 時間で約 1.0mass％であった。粉末 X 線回折測定

の結果、C14 相は観られず、Mg、Ca に分解していた。以上の結果のように、ターボ分子ポンプによる排気後では水素

の再吸蔵は起こったつまり放出は起こったが、C14 構造を維持することができなかった。(Ca0.8La0.2)Mg2.14Ni0.11H5.8 を不

安定化させる目的で（Ca0.8La0.2）Mg2Ni0.1 の格子定数を小さくするよう La を Ce、Pr、Nd、Sm で置換した合金を作製

した。また生成した C14 相の格子定数がわずかに小さくなっていることを確認した。 

 

3

 

 

具体的には高周波誘導溶解炉により B，C，Al，Mg，La，Ni の添加・置換合金の作製を試みた。しかし高温、長時

間の溶解により、るつぼと溶融金属との反応が確認できた。様々な素材のるつぼでの溶解を試みたが、結果は同様で

あった。そこで、るつぼからの不純物の混入を防ぐため浮遊溶解炉での試作を試みた。その結果、最初に溶けた Li の

液体が Ca 等の固体と良く反応し、均一な合金組成の湯が容易に作製できた。また雰囲気ガスを He にすることで Li

や Mg の蒸発挙動を制御でき、安全に精度良く正確に目的組成の合金を作製することができた。以下の図 7, 8 には

浮遊溶解中の CaLi2 系合金および凝固後のインゴットの写真を示した．なおインゴットは直径が 2～3cm で 5～10g

程度である．粉砕等の作業はグローブボックス内で行っている。 
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．まとめ及び課題 

Mg 系 C15b 型合金 ： MgRENi4 組成合金で 2 段のプラトー領域が出現し、水素吸蔵量が向上することを見出 

    課   題     ： び MgCeNi4 および MgLaNi4 組成合金でみられる他の希土類組

 

希土類 Ni2 系合金  ： 水素吸蔵による非晶質化（不均化）の挙動に関する情報を取得できた。また非晶質化の有    

    課   題     ： 析を行い、メカニズムを解明

 

CaMg2 系合金     ： C14 型の結晶構造を維持した状態で生成する水素化物は 150℃以下で高真空での

    課   題     ： 構造解析を実施する。

 

CaLi2 系合金     ： 格子定数や原子半径比を変化させた組成の合金を精度良く作製可能な、ヘリウムガス

    課   題     ： 造解析を行い、死蔵水素の情報を取得し、更なる

 

．実用化・事業化見通し 

現状では、Mg 系合金での 2 段プラトーによる吸蔵量の増加，RE 系合金での断片的な不均化に関する情報の取

特許、論文、外部発表等の件数一覧 

 

４

 

○

した。低圧および高圧で出現する 2 種類の水素化物の結晶構造は斜方晶および立方

晶（C15b 型）であることがわかった。水素化特性は化学組成に非常に敏感であり、Mg と

RE の量比がわずかにずれるだけで 2 段プラトーが消滅したりアモルファス化が起こったりす

る。サイクル特性では Mg1.4Pr0.6Ni4 組成合金が優れており 300 サイクル後でも 95％以上

性能を維持していた。 

２段プラトーの詳細およ

成合金とは異なる挙動の調査を行う。 

○

無が合金の化学組成に敏感に依存していることがわかった。 

不均化の初期段階を各種手法で観察することで挙動の解

することで抑制方法を考案し、実際の合金組成に反映させ実証する。 

○

排気により水素を放出するものの、不均化が起こってしまう。放出温度の低下を目指し

た格子定数が（Ca0.8La0.2）Mg2Ni0.1 より小さい合金を試作した。 

格子定数を小さくした合金の評価を行い、生成する水素化物の

また中性子回折等で死蔵水素の情報を取得し、不安定を目指した組成設計に反映

する。 

○

雰囲気中での浮遊溶解炉を用いた手法を開発し、CaLi2 の Ca および Li サイトを第 3

元素で置換した合金を作製した。 

改良した組成合金の水素化物の構

組成設計に反映させる。不均化抑制メカニズムを盛り込んだ組成合金の試作評価を行

う。 

 

５

 

 

得および CaLi2 系での試料作製手法の開発に留まっており、今後これらを基に高容量が期待できる Ca 系合金の組

成設計により、不均化抑制や放出特性の改良ができれば実用化・事業化の見通しがたつものと考えている。 

 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
PCT※出願国内 外国 査読付き その他 

H20FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H21FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件 

H22FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件 

（※Patent Co ion Trea 協力条operat ty :特許 約） 



●進捗成果ｻﾏﾘ（平成20年度～平成22年度6月末）
・ディスペンサーのプロトタイプの組込み設計・試作が可能になった。
・プレクール装置の仕様検討 評価装置を試作したことから 基礎評価の環境が整備できた

（ Ⅱ－ 6 ）低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 委託先：㈱タツノ・メカトロニクス

・プレクール装置の仕様検討、評価装置を試作したことから、基礎評価の環境が整備できた。
・７０ＭＰａ大流量コリオリ流量計検出部、コアプロセッサータイプの計測部を設計、試作したことにより、性能評価が可能になった。

●背景/研究内容･目的 ●これまでの実施内容／研究成果

背景：世界的な環境意識の高まりや、我が国エネルギー
供給の安定化 効率化 地球温暖化 環境問題の

①ディスペンサー開発
供給の安定化・効率化・地球温暖化、環境問題の
解決および新エネルギーの開発等を図る目的の一
環として水素社会構築の重要性が認識され、その
早期実現が求められている。また、普及促進のた
めには安全性を担保した低価格、高耐久性の水素
ステーションの早期実現が必須である。

・ディスペンサー全体の仕様検討、構成機器の検討

現状のディスペンサーの仕様、構成機器を見直し、信頼性を考慮し、安全性、耐久性を
十分確保した上で、コスト効果のあるプロトタイプの設計、試作に目途がついた。

・制御部の簡素化

ディスペンサー制御部の簡素化として、コリオリ流量計の計測部簡素化で開発した防爆
ボックスを流用可能にした。また、簡素化に対応する電子基板の開発をおこなった。

防爆ボックス

●研究目標

目的：水素供給インフラ立ち上げ（２０１５年頃）に向けた
低コスト、高耐久性を実現した水素ディスペンサー
を開発する。

②プレクール開発

現状のプレクール設備の仕様および構成を検討し、ヘリウムガスでの基礎評価設備の設
計、試作を実施した。

③コリオリ流量計開発

・検出部の開発

大流量を実現するチューブ材質の強度計算、流路形状を検討した結果、候補材としてＳ
６６０を選択した Ｓ ６６０を使用して チ ブの設計試作をお な た

プレクール評価用設備

実施項目 中間目標（H22年度） 最終目標（H24年度）

ディスペンサー

全体

基礎制御評価

防爆申請・コスト検証

低価格･高耐久性
ディスペンサーの開
発

コスト：大流量用検出部、計

ＵＨ６６０を選択した。ＳＵＨ６６０を使用してフローチューブの設計試作をおこなった。

・計測部の開発

簡素化を実現するため、防爆ボックスを開発した。来年度の防爆申請の基礎評価（強度
試験、ケーブル引留め機能試験など）を実施し申請用データを取得した。また、検出部
を計測部と一体化したコアプロセッサータイプの仕様検討をおこない、設計・試作した。
使用する電子デバイスについては、デバイス評価キットを利用して基本構想をまとめ、
実用化回路の設計をおこない、基板設計まで実施した。コスト：

従来比５０％

耐久性：

メンテ１回以下／年

コリオリ流量計
の開発

大流量用検出部、計
測部の簡素化試作

基礎評価・防爆申請

ディスペンサー

制御部開発

簡素化試作

基礎評価・防爆申請
実施項目 成果内容 自己評価

ディスペン プロトタイプの設計 試作に ○

●研究成果まとめ●今後の課題
／スケジュール（H24年度まで）

実用 回路 設 を 、 板設 実施 。

コリオリ流量計

①ディスペンサーのプロトタイプ開発

組込み設計、防爆申請、コスト検証

●実施体制及び分担等

ディスペン
サー全体

プロトタイプの設計、試作に
見通しを得た。

○

コリオリ流量
計の開発

コアプロセッサータイプの性
能評価が可能になった。

○

ディスペン
サ 制御部

簡素化実現に目途がついた ○NEDO ㈱タツノ・メカトロニクス

組込み設計、防爆申請、 ト検証

②ディスペンサー電子部簡素化

③プレクール装置の基礎評価

④コリオリ流量計の性能評価

コアプロセッサータイプの開発、防爆申請

⑤ディスペンサ 実証試験

●実用化・事業化の見通し
特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

０ ０ ０ ０

サー制御部
開発

⑤ディスペンサー実証試験

実用化の目途が立ち、インフラ立ち上がり状況に合
わせて事業化を予定。
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低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発 
委託先：㈱タツノ・メカトロニクス 

 

１．事業概要 

  本研究開発は、「水素製造・輸送・貯蔵システム等システム等技術開発」を対象として、「水素ス 

テーション機器要素技術に関する研究開発」を行うこととし、研究開発項目「低コスト型７０ＭＰ 

ａ級水素ガス充填対応ディスペンサーの開発」を実施する。 

 燃料電池自動車へ高圧水素を供給する重要な機器である水素ディスペンサーは、ガス流路として 

遮断弁、流量調整弁、コリオリ流量計、ホース、緊急離脱カップリング、充てんカップリングなど 

多数のコンポーネントが組み合わされ、またそれらをコントロールする制御部および充てん量を表 

示するカウンターで構成されている。これらの構成機器のうち、具体的には低コスト化に向けたコ 

リオリ流量計の開発と、ディスペンサー制御部の開発（機器の簡素化、集約化）を行うと共に、同 

ＮＥＤＯ事業内の他のプロジェクトで開発予定の廉価版遮断弁、流量調整弁等の搭載および機器 

メーカーでの新規開発品の搭載によりコスト低減を図る。尚、各機器の開発時にはコスト低減のた 

めの製造手法（一体化、樹脂化、板金金型化等）について検討し、その手法による開発の有効性が 

顕著であれば実施する。 

 プレクール装置は７０ＭＰａ水素ガスを燃料電池自動車へ短時間に充てんする場合、水素を冷却 

するためのシステムである。現時点ではディスペンサーとは独立機器として運用されているため、 

ディスペンサーとの最適化システムを低価格化と併せて検討する。 

 コリオリ流量計のフローチューブは現時点では水素脆化の懸念が持たれているため、安全性、計 

測精度における問題有無確認のため従来フローチューブでの水素暴露試験を実施すると共に、水素 

に対して低感受性新素材のフローチューブによるコリオリ流量計製作を実施する。 

 

２．事業目標 

  我が国エネルギー供給の安定化・効率化、地球温暖化問題・地球環境問題の解決および新エネル 

ギーの開発等を図る目的の一環として、水素社会構築の重要性が広く認識され早期実現が求められ 

ている。水素インフラ立ち上げは２０１５年に燃料電池自動車の一般ユーザーへの普及開始を目指 

すとＦＣＣＪが表明しているが、その後の普及促進のためには安全性を担保した低価格、高耐久性 

の水素ステーションの早期実現が急務である。よって、本事業における低コスト型７０ＭＰａ級水 

素ディスペンサーの研究開発（機器開発を含む、低コストおよび高耐久性機器開発）では、水素ス 

テーションの普及促進、ひいては水素エネルギー社会の実現を図るため以下を目標とする。 

  ①低価格ディスペンサーの開発（現行比５０％） 

  ②高耐久ディスペンサーの開発（メンテ周期１年以上） 

 また、その実施にあたり、各研究機関等で得られたデータを有効に活用する必要があるため、本事 

業の他分野の委託先（財団法人 石油産業活性化センター等）、他のプロジェクト（ＪＨＦＣ２） 

並びに車両メーカー、機器メーカーと各種Ｗ．Ｇなどへの積極的な参画により、緊密に連携して取 

り組むこととする。 

 

３．事業成果 

３．１ ディスペンサー開発 

（１）レイアウト設計 

ディスペンサー全体の仕様・構成機器を検討した結果、遮断弁および脱圧弁について同ＮＥＤ 

Ｏ事業で㈱キッツが開発中の安価なボールバルブの開発見込みが立ったので構成機器に採用した。 

概要仕様は以下のとおり。 

 ①型式：ＥＡＩＴ１１１１（暫定）、シングル、両面カウンター、サイドカップリング掛け 

 ②充てん圧力：７０．０ＭＰａ 

 ③常用圧力：上流側 ８０．０ＭＰａ 下流側 ７０．０ＭＰａ 

 ④設計圧力：上流側 ８９．０ＭＰａ 下流側 ７８．０ＭＰａ 

 ⑤計量範囲：０．２５～５．０ｋｇ／ｍｉｎ 

 ⑥計量精度：±１．５％ 

 ⑦カウンター：液晶 ６桁 ０～９９９９９９ｇ 

 ⑧流量計：コリオリ式流量計 
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⑨遮断弁／脱圧弁：ボールバルブ 

⑩流量調節弁：電空式制御弁 

⑪安全弁：設定圧力 ７８．０ＭＰａ 

⑫圧力伝送器：出力レンジ ０～１２０ＭＰａ 

⑬圧力計：測定レンジ ０～１２０ＭＰａ 

 

  また、他のＮＥＤＯ事業での規制見直しの観点から以下の仕様を考慮してディスペンサーの実用 

化モデル開発を実施する。 

 ①ホース断裂保護のため、緊急離脱カップリングの設置 

 ②安全弁元弁の未設置 

 

（２）制御部の簡素化 

   ディスペンサー制御部は充てん制御と各種エラーおよび警報を自身の表示装置に表示する機能 

と、水素ステーション全体を管理するシステム（制御盤）へ各種情報を発信する機能が必要であ 

る。現在のディスペンサーではそれらの機能の一部を独立したシーケンサーで実施している。制 

御部の簡素化、低コスト化として充てん制御、高圧ガス機器の制御、制御盤との信号授受など、 

その機能の全てを満足する制御部を検討した。さらにコリオリ流量計計測部の表示操作の機能を 

統合、集約することによりディスペンサー内部機器を制御部にて一括制御を目指し、電子関係の 

高機能化、低価格化に目途をつけた。関連する電子デバイス検討、選定し電源基板、制御基板の 

設計、試作を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           ディスペンサー電源基板 
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72 108
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XTAL XTAL

   

   

   

   

         ディスペンサー制御基板 

 

   また、ディスペンサーにおいて機能統合を実現するためにソフトウェアの仕様検討をおこない、

ハードウエア開発と同期しながら基本設計をすすめた。開発コストの削減、開発期間の短縮、開

発したソフトウェアの信頼性を高めるべく、ソフトウェアの開発環境についても検討を重ねた。 
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３．２ プレクール開発 

  燃料電池自動車へ７０ＭＰａ水素ガスを充てんするときには、車両容器の温度上昇を抑えるため、 

水素ガスを冷却するプレクール装置が設置されている。現行のプレクール装置は独立した装置で 

ディスペンサーとは連動して制御していない。充てんシステム全体の簡素化、低価格化の観点から 

プレクール機能を統合した充てんシステムを検討した。プレクールの機器構成を検討するため、ヘ 

リウムガスでの基礎評価設備の設計、試作を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プレクール評価用設備             ブライン配管 

 

３．３ コリオリ流量計開発 

（１）検出部の開発 

   コリオリ流量計検出部の水素脆化の影響を確認するため試験装置の設計、基礎試験を実施しコ 

リオリ流量計の大流量対応に向け、予備的データを取得した。基礎試験用に４５ＭＰａ級大流量 

コリオリ流量計を開発し、大流量仕様におけるフローチューブの厚肉化やそれに伴う検出部回路 

の改善点等を確認、整理した。 

①耐圧・気密試験 

   結果：耐圧試験 ６７．５ＭＰａ（水圧）にて問題なし。 

      気密試験 ４５．０ＭＰａ（ガス圧）にて問題なし。 

 

  ②振動試験 

   結果：検出部３方向（Ｘ，Ｙ，Ｚ）取り付け状態において、 

加振によるフローチューブの破壊がなく、正常信号の 

出力を確認した。 

 

  ③ゼロ点安定性試験（温度試験） 

   結果：－２０℃～４０℃において安定性に問題なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             ゼロ点温度安定性試験 
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  ④精度試験 

   結果：１Ｋｇ／ｍｉｎ～８０Ｋｇ／ｍｉｎの流量範囲で精度０．５％と良好。 
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精度試験 

 

大流量用フローチューブの材質検討、強度計算、性能を満足する形状などを検討し候補材料と 

してＳＵＨ６６０を選択した。ＳＵＨ６６０は水素感受性が低く水素脆化が少なく、かつ高圧ガ 

スに耐えうる強度を併せ持った材料で、現時点では最も有力な材料と考える。ＳＵＨ６６０を使 

用してフローチューブの設計試作を実施した。 

 
材質 許容応力 耐水素脆化 チューブ感度 選定結果

SUS316L △ ◎ ×
SUS310S ○ ○ △
NW0276 ◎ △ ◎
SUH660 ◎ ○ ◎ 採用

 

 

 

 

 

 

 

（２）計測部の開発 

   コリオリ流量計の計測部を簡素化するため、 

流量計測に用いるデータの設定機能、流量、エ 

ラー状態等の表示機能を、ディスペンサー制御 

部への機能移管実現に目途がついた。簡素化した 

計測部の電子部品、基板を収納する防爆ボックス 

を開発した。本防爆ボックスはディスペンサー 

のバリアや電源、制御基板などを収納するための 

耐圧ボックスとしても使用可能な設計とした。 

防爆申請のための基礎評価（強度試験、ケーブル 

引留め試験等）を実施し、申請用データを取得 

した。 

                               防爆ボックス 

 

①耐圧試験 

   耐圧試験装置を使用し、破壊圧力が要求性能以上で 

あることを確認した。 

要求性能 ： 容器が２０００ＫＰａの 

圧力にて破損なきこと。 

 

 

 

 

 

耐圧試験装置 
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耐圧試験結果 

 
破壊圧力（ＫＰａ） 判定

ボックス ２２００以上 良

カバー ２０３０ 良
コントロールボックス

供試品

３０３０ 良ジョイントボックス

 

 

 

 

 

 

 

②ケーブル引留め機能試験 

ケーブル引込み部の引留め機能試験を実施し、いずれのパッキンも要求性能を満たしているこ 

とを確認した。 

   要求性能 ： 引留めるケーブル直径（ｍｍ）の２０倍の力（Ｎ）を６時間以上加えたとき、 

ケーブルのすべり量が６ｍｍ以下であること 

 

 

変位計

荷重

すべり量を記録

シャフト
パッキンの適用最小ケーブル径

と等しく、表面粗さRa1.6以上

引留め機能試験装置

変位計

荷重

すべり量を記録

シャフト
パッキンの適用最小ケーブル径

と等しく、表面粗さRa1.6以上

引留め機能試験装置

ケーブル引込部

グランド

パッキン ケーブル引込部

グランド

パッキン

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
6時間後のケーブルのすべり量

3.6

4.4

2.6

3.6

4.4

1.2

4.3

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

1 2 3 4 5 6 7

パッキンNo.

す
べ

り
量

(m
m

)

基準値

6時間後のケーブルのすべり量

3.6

4.4

2.6

3.6

4.4

1.2

4.3

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

1 2 3 4 5 6 7

パッキンNo.

す
べ

り
量

(m
m

)

基準値

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに計測部機能を簡素化し、検出部と一体化したコアプロセッサータイプの仕様検討を行い、 

設計、試作を実施した。使用する電子デバイスについてはデバイス評価キットを利用して基本構 

想をまとめ、実用化回路の設計を行い、機能を集約した基板設計まで実施した。 
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計測部基板             コアプロセッサータイプ 

 

３．４ 特許、論文、外部発表等の件数一覧 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H２０FY ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

H２１FY ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 

４．まとめ及び課題 

４．１ まとめ 

 ①ディスペンサー実用化モデルの組込み設計、試作の見通しを得た。 

 ②ディスペンサー制御部の簡素化に目途がついた。 

 ③プレクール装置の基礎評価環境が整備できた。 

 ④７０ＭＰａ大流量コリオリメータのコアプロセッサータイプの性能評価が可能になった。 

 

４．２ 課題 

 ①ディスペンサーのプロトタイプ開発 

  機能を集約化した制御基板、他のプロジェクト等で開発された新規高圧ガス機器を反映させた組 

込み設計を実施し、実用化モデルを開発する。実用化モデルにて防爆申請、コスト検証を行う。 

 ②ディスペンサー電子部の簡素化 

  バリア、電源などの組込み設計、開発したソフトウェアの適合性検証を実施する。 

 ③プレクール装置の基礎評価 

  試作した評価装置にて評価試験を行い、機器の性能確認、課題抽出を行う。 

 ④７０ＭＰａ大流量コリオリメータの性能評価 

  コアプロセッサータイプのコリオリメータの性能評価および防爆申請を行う。 

 ⑤ディスペンサーの実証試験 

  実用化モデルにて実際の水素ステーションで燃料電池自動車への充てんを繰り返し、ディスペン 

サー全体の耐久性、信頼性等の検証が必要である。 

 

５．実用化・事業化見通し 

  実用化の目途がついたと判断ができる。事業化については社会情勢、インフラ立ち上がり状況を 

鑑みて判断したい。 
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●進捗成果ｻﾏﾘ（平成20年度～平成22年度6月末）
・アルミライナーを用いた高圧（破裂圧力３００ＭＰａ以上）複合容器のトウプリプレグ（ＴＰＰ）を使用したＤＲＹ法による試作に成功し、アルミライナーの設計仕様が確定した。
・大型・長尺複合容器を製造しうる大型フィラメントワインディング（ＦＷ）装置の設計開発が終了し 大型複合容器の製造が可能となった

（Ⅱ－7 ） 低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合容器の開発 委託先：ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社
サムテック株式会社

・大型・長尺複合容器を製造しうる大型フィラメントワインディング（ＦＷ）装置の設計開発が終了し、大型複合容器の製造が可能となった。
・内部加熱法の問題点（加熱ムラ）を確認し、装置の改良および内部加熱法に適した樹脂の開発を行い、内部加熱法を有効に利用するＦＷ手法に目処が立った。

●背景/研究内容･目的 ●これまでの実施内容／研究成果
燃料電池自動車（ＦＣＶ）の２０１５年度からの普及に向け、

２０１３年度末までに水素供給インフラ整備の目処を立てる
１．ＦＷ成形技術の開発

（１）高圧ＣＦＲＰ容器の作製
必要がある。現在、ＦＣＶに搭載されている圧縮水素用容器
の圧力仕様は、７０ＭＰａが主流となっており、水素ステー
ションに必要となる蓄圧器の常用最高圧力は８０ＭＰａ以上
となる見込みである。この高圧水素用蓄圧器用として、本研
究では、現行の鋼製蓄圧器と比較して、コスト的にもスペー
ス的にも有利な蓄圧器用大型炭素繊維強化複合材料（ＣＦ

（１）高圧ＣＦＲＰ容器の作製

ＦＣＶ用７０ＭＰａ車載タンク（破裂圧力２００ＭＰａ以下）には適用可能なライナーであっても、本開発

目標の水素ステーション用蓄圧器には対応できないことが判明し、ライナー口金・ネジ部の設計変更

を行い、破裂圧力３００ＭＰａ以上のＣＦＲＰ容器の作製を可能とした。

（２）大型（長尺）ＣＦＲＰの作製

大型ＦＷ装置を設計開発し ６ｍ １６００ｋｇまでの大型容器の作製が可能となったス的にも有利な蓄圧器用大型炭素繊維強化複合材料（ＣＦ
ＲＰ）容器の開発を行う。この開発により、水素ステーション
建設コストを６％以上削減し、水素供給インフラの整備に貢
献する。本研究では、従来のＷＥＴ法に比べ、品質が安定し
高速でＦＷすることのできるＴＰＰとＦＷ時の巻崩れや樹脂の
加熱硬化工程時間の削減が期待できる内部加熱法を組み
合わせた新規のＦＷ手法により ストダウンを目指す

大型ＦＷ装置を設計開発し、６ｍ、１６００ｋｇまでの大型容器の作製が可能となった。

２．内部加熱法の開発

（１）中型内部加熱装置の設計開発

既存ＦＷ装置に開発した内部加熱装置を設置した。コンプレッサーで空気をライナーに流し、ライ

ナーへの流入直前にヒータで空気を加熱する。ＣＦＲＰ容器の表面温度を解析し、温度調整を行う。

（２）内部加熱装置の適用検討

実施項目 中間目標（H22年度） 最終目標（H24年度）

常用圧力 ８０ＭＰ 充填圧対応圧力

●研究目標

合わせた新規のＦＷ手法によりコストダウンを目指す。 （２）内部加熱装置の適用検討

内部加熱法によるＣＦＲＰ容器の試作を行い、内部加熱法の問題点を確認した。厚巻時の加熱ムラ、

温度伝達などの問題点に対し、装置改良、樹脂の新規開発などで対処していく。

３．炭素繊維（ＣＦ）・ＴＰＰの開発

（１）等幅ＦＷ技術の開発と開繊トウプリプレグの開発

ＴＰＰが収束しないＦＷ手法を開発するとともに 開繊ＴＰＰを開発し 容器強度の向上を図 た常用圧力 ８０ＭＰａ 充填圧対応圧力

容量 ２００Ｌ ３００Ｌ

重量 １０００ｋｇ以下 １５００ｋｇ以下

コスト １０００万円以下 １０００万円以下

実施項目 成果内容 自己評価

●研究成果まとめ●今後の課題
／スケジュール（H24年度まで）

ＴＰＰが収束しないＦＷ手法を開発するとともに、開繊ＴＰＰを開発し、容器強度の向上を図った。

（２）低温硬化型樹脂の開発

低温で短時間に硬化する樹脂を開発し、内部加熱法の問題点を改善する検討を開始した。

●実施体制及び分担等

NEDO JX日鉱日石ｴﾈﾙｷﾞ-(株)

（炭素繊維・樹脂の開発）

九州大学

（FW成形方法・

成形装置の開発）

●実用化・事業化の見通し

実施項目 成果内容 自己評価

ＦＷ成形技術 高圧・大型ＣＦＲＰ容器の作製が可
能となった

○

内部加熱法 中型装置を開発し改良検討中 ○

ＴＰＰ・樹脂 等幅ＦＷ技術、開繊ＴＰＰの開発 ○

２００Ｌでより効率的なＦＷ手法を確立（Ｈ２２
年度）し、３００Ｌ級の容器を完成させるととも
に、実証テスト用に特認取得を目指す。（Ｈ２３、
２４年度）

ＮＥＤＯ別事業で実施している水素ステーシ
サムテック株式会社

（大型CFRP蓄圧器成形

技術の開発）

成形装置の開発）

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

５件 ２件

ＴＰＰ 樹脂 幅 技 、開繊 開発

低温硬化型樹脂の開発中

○

岩谷産業（株）

（蓄圧器の評価試験

補助）

ＮＥＤＯ別事業で実施している水素ステ シ
ョン用ＣＦＲＰ容器の技術基準策定と連携し、
開発した容器の評価試験を行い、特認取得し
水素ステーションでの実証テスト経て、実用化
を目指す予定である。
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低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発 

 
委託先：ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社 

    サムテック株式会社 

     

１．事業概要 

   燃料電池自動車（FCV）の 2015 年度からの普及に向け、2013 年度末までに水素供給インフラ整

備の目処を立てる必要がある。現在、FCV に搭載されている圧縮水素用容器の圧力仕様は、70MPa

が主流となっており、その FCV に水素を供給する水素ステーションに必要となる蓄圧器は、常用

最高圧力が 80MPa 以上となる見込みである。この蓄圧器を既存の鋼製材料を用いて製造した場合

には、かなり厚肉な容器となり、重量が過大になるばかりでなく、製造の困難さからコストも大

幅に上昇してしまう。（250L の鋼製蓄圧器コスト:2500 万円、重量：3.8ton） 

   本事業では、現状の鋼製蓄圧器と比較して、コスト的にもスペース的にも有利な蓄圧器用大型

炭素繊維強化複合材料（CFRP）容器の開発を行う。これにより、蓄圧器コストを 50%以下とし、

水素ステーション建設コストの 6%以上を削減することが可能となる。また、蓄圧器重量が軽量化

（目標 30%以下）されることにより、蓄圧器をキャノピー上に設置するなどレイアウトの自由度

が増し、余剰スペースの有効活用や耐震強度軽減によるコスト削減などが期待できる。 

   FCV では、70MPa 級水素用 CFRP 容器の設計・製造・評価技術が確立されているが、水素ステー

ション蓄圧器に求められる技術基準１）は、FCV 用 CFRP 容器の技術基準２）より厳しいものとなる

見込みであり、炭素繊維（CF）を厚巻にすることによる技術的課題は大きい。また、効率の面か

らも水素ステーション蓄圧器は FCV 用容器よりも高容量（200L 以上）のものが望まれるため、大

型・長尺の容器の製造・評価技術の開発が必要となる。 

本事業では、この技術的課題をクリアし、より低コストの CFRP 容器を製造するために、以下

の手法を用いて高圧大型蓄圧器の開発を進める。 

 

①あらかじ CF に樹脂を塗布したトウプリプレグ（TPP）を用いたドライ（DRY）法によりフィラ

メントワインディング（FW）を行う。これにより、従来の FW 直前に樹脂を塗布するウェット

（WET）法に比べ、高速での FW が可能となり、量産化時のコストダウンが期待できる。 

  ②ライナーの内部を加熱しながら FW を行う。（内部加熱法）この FW 手法により、FW 時に樹脂の

硬化を開始させ、厚巻による内層の CF の巻崩れ防止、FW 後の樹脂硬化工程の時間短縮、厚巻

樹脂硬化時の発熱による過昇温の低減などが期待できる。 

 

1) 平成 22-24 年度ＮＥＤＯ事業「水素インフラ等に係る規制見直しのための研究開発」にて

技術基準案作成を検討中。予想基準は、耐圧：設計圧力（90MPa）の 3 倍以上（270MPa 以上）、

サイクル寿命：100,000 回程度 

2) 耐圧：最高充填圧力の 2.25 倍以上（158MPa 以上）、サイクル寿命：11,250 回以上 

 

２．事業目標 

 2.1 平成 20-22 年度開発目標 

  (1)常用圧力 80MPa、200L の CFRP 容器の完成。コスト 1000 万円以下、重量 1000kg 以下。 

  (2)技術基準が確定していないため、容器性能として破裂圧力 300MPa 以上を目標とする。 

  

2.2 平成 23-24 年度開発目標 

  (1)常用圧力 80MPa 以上３）、300L の CFRP 容器の完成。コスト 1000 万円以下、重量 1500kg 以下。 

  (2)別途ＮＥＤＯ事業で作成予定の技術基準案に沿った性能を目標とする。 

 

3) カーメーカーから、FCV への水素充填圧を現在の温度に関わらず 70MPa 以下から、85℃、

87.5MPa 以下とするよう要望がある。ディスペンサー、配管、プレクールなどの対応の可否

を勘案しながら目標常用圧力を決定する必要がある。 

  

2.3 その他事業との協力 

  (1)平成 23 年度末～平成 24 年度初に、「水素インフラ等に係る規制見直しのための研究開発」で
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検討中の技術基準案に沿った CFRP 容器（200L）を作製し、特認取得を目指す。 

  (2)平成 24 年度、特認を取得した CFRP 容器でポストＪＨＦＣ事業（未定）において実証テスト

を行う。（疲労劣化のないこと、システムとして問題の起こらないことの確認） 

  (3)「水素インフラ等に係る規制見直しのための研究開発」事業後の措置として、平成 26 年度ま

でに例示基準化が計られる見込みである。これに対応し、300L の CFRP 容器を作製し、平成 27

年度からの FCV 普及開始に向けたインフラ整備に着手する。 

年度 平成 22 年度 

（2010 年度） 

平成 23 年度 

（2011 年度） 

平成 24 年度

（2012 年度）

平成 25 年度

（2013 年度）

平成 26 年度 

（2014 年度） 

平成 27 年度

（2015 年度）

目標  

 

 

 

 

 

     

              

容器製造 

実証テスト 
例示 

基準化 省令等改正折衝 

実証テスト 200L 特認取得

技術基準案作成 

200L 完成 300L 完成 

図１ 事業目標とスケジュール（案） 

 

３．事業成果 

3.1 FW 成形技術の開発 

(1)高圧 CFRP 容器の作製 

TPP を用いた DRY 法により設計破裂圧力 320MPa 以上の CFRP 容器を作製した。 

 

ｱ．（検討１）31L 容器試作（既存中型 FW 装置を使用） 

 【容器仕様】 

  ライナー：アルミニウム合金（T6061-T6）、容量 31.3L 

    CF：ポリアクリロニトリル（PAN）系炭素繊維 

  樹脂：ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社製 25MT-1 

  設計破裂圧力：340MPa 

    
    図２ 試作した容器写真 

【破裂試験結果】 

  シール部からのリークによりネジ部が破壊し、202MPa までしか昇圧できず。 

  ⇒口金・ネジ部を改良し、検討２へ 

 

ｲ．（検討２）110L 容器試作（新開発大型 FW 装置を使用） 

 【容器仕様】 

  ライナー：アルミニウム合金（T6061-T6）、容量 110L 

    CF： PAN 系炭素繊維、 樹脂：ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社製 25MT-1 

  設計破裂圧力：320MPa 

 
   図３ 試作した容器写真 
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  【破裂試験結果】 

  320MPa 以上 

  高圧 CFRP 容器の作製に成功した。 

  ⇒大型 200LCFRP 容器の作製を行うとともに、内部加熱法の適用、樹脂・TPP の開発改良など

の検討を行い、よりコストダウンを目指していく。 

 

(2)大型（長尺）CFRP 容器の作製 

  以下の仕様の FW 装置を設計開発し、運転を開始した。 

   最大 FW 可能長さ：6m、最大 FW 可能重量：1633kg、最高水平移動速度：従来機の５倍 

    

ｱ．（試運転１）長さ 1530mm 容器試作 

  大型 FW 装置の稼働を確認し、調整を行った。 

   
     図４ 1530mm 容器試作状況 

 

 ｲ．（試運転２）長さ 2000mm 容器試作 

   2000mm、設計破裂圧力 320MPa 以上の CFRP 容器を試作し、大型（長尺）CFRP 容器の作製が

可能であることを確認した。（上記 3.1(1)ｲ．参照） 

    

今後、今年度の目標である長さ 2700mm（200L）容器の作製を開始する。 

 

3.2 内部加熱装法の開発 

(1)内部加熱装置の設計開発 

  既存中型 FW 装置に開発した内部加熱装置を設置した。装置の構成を図５、全体写真を図６

に示す。 

 

  図５ 内部加熱装置構成図           図６ 内部加熱装置概要 

 

リア

ルタイムでモニタリングを行い、ヒータ温度へとフィードバックし、温度調整を行う。 

 

本装置は、コンプレッサーで圧縮した空気を、流量計を介して電磁弁で制御しつつ給気部へ

と流す。給気部の内部には空気を加熱するためのヒータが内蔵されており、流れてきた空気を

加熱する。CFRP 容器温度は 2 つの熱画像装置（サーモグラフィ）によって PC へ転送し、
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(2)内部加熱法での CFRP 容器試作と破裂強度評価 

 従来の WET 法、DRY 法、DRY 法に内部加熱法   取り入れた DRY＋内部加熱法の３種の FW 手法で

CFRP 容器を試作し、破裂強度を比較した。 

   ｱ

ム合金（T6061-T6）、容量 73L 

  

社製 25MT-1 

    内部加熱条件：外面を 80℃にコントロール、FW 終了後加熱炉で樹脂を硬化 

 

     各 FW 手法での破裂強度比較結果を図７に示す。 

 

．試作・FW 条件 

   ライナー：アルミニウ

   CF：PAN 系炭素繊維 

   樹脂：WET 法･･･市販エポキシ樹脂、DRY 法･･･ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会

 

ｲ．破裂試験結果 

 
 

図７ 各 FW 手法での破裂強度結果 

    

部加熱温度条件）でより早く硬化を開始する樹脂を開発することで、温度の影響を低減する。 

    温風吹き出し口形状の改良を行った。その一例および改善効果を図８、９に示す。 

 

   図８ 温風吹き出し口形状の改良例     図９ ライナー各部温度分布測定結果 

 

ー形状に合わ

せた吹き出し口形状の改良と内部加熱法での破裂強度の改善を行っていく。 

 

   ために、ヘリカル部分

で した。結果を図１０に示す。 

試作・FW 条件は 3.2(2)ｱ．と同じ。 

 

     内部加熱法を用いた場合、破裂強度が低下する結果となった。 

 原因の一つとして、内部加熱温度が容器内で不均一であるため、樹脂が均一に硬化せず

CFRP 層での強度が不均一になったことが考えられる。この対策として、温風の吹き出し口の

形状を改良し、容器内での温度差を少なくする検討を開始した。また、従来よりも低温（内

 

   ｳ．温風吹き出し口形状の改良検討 

 

       
 

温風が直接ドーム部に当たらず、できる限り分散して吹き込まれるように工夫することで、

ライナーの局所的な高温化を防ぐことが出来ることを確認した。今後、ライナ

3.3 CF（TPP）、樹脂の開発 

  (1)WET 法と DRY 法のヘリカルバーストによる破裂強度比較 

 FW 手法による破裂強度への影響を確認し、より優れた TPP を開発する

破裂する設計で FW し、破裂強度を比較
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図１０ ヘリカルバーストによる破裂強度比較 

 

    通常の破裂強度試験では、差が見られなかった（3.2(2)ｲ．）ものの、ヘリカルバースト試験

においては、DRY 法は WET 法の 85%の強度しか発現しなかった。 

    TPP には、可使時間の長い（室温で硬化しにくい）ことが求められるため、樹脂にはある程

度の粘度を持たせることが必要である。そのため、DRY 法では WET 法に比べ、FW 時にトウが広

がりにくく、また、FW 工程中にトウが狭まってしまう傾向がある。これによってヘリカル巻時

に、層間の密着性が低下し、ヘリカルバーストでの強度が低下するものと考えられる。 

    これを解決するために、トウが狭まらない等幅 FW 技術の開発および開繊 TPP の開発を行っ

た。 

 

  (2)等幅 FW 技術および開繊 TPP の開発 

    TPP を狭めることなく FW する技術を開発し、その技術を使用した DRY 法で FW を行い、WET

法と破裂強度を比較した。また、TPP そのものを開繊する技術を開発し、その開繊 TPP（図１

２）を使った開繊 DRY 法での破裂強度も同時に比較した。試作条件は(1)と同じであるが、容

器は 7.5L のものを使用した。結果を図１１に示す。 

   
    図１１ 等幅 FW 技術を使った FW 法での破裂強度比較     図１２ 開繊 TPP（左） 

        （ヘリカルバーストによる比較） 

    等幅 FW 技術を用いた DRY 法では、破裂強度の向上（WET 比 85%⇒92%）が見られたが、開繊

DRY 法では、通常 DRY 法に比べほぼ同等の結果となった。 

    開繊で期待される効果は、トウの薄肉化にあると考えられており、薄くするほど容器強度は

高くなると予想されるが、顕著な効果が確認されるには、まだ薄肉化が不十分だとも考えられ

る。しかし、薄肉化により FW 時間が延びるというマイナス面もあり、今後、巻効率も考慮し

ながら改善を継続する。 

 

  (3)低温硬化樹脂の開発 

    3.2(2)ｲ．に記載したように、内部加熱法での破裂強度を改善するため、また、内部加熱法

での効果的な FW（FW 中に下層の樹脂がゲル化し巻崩れが起きない、加熱炉での硬化処理の時

間を短縮するなど）を目指すために低温で硬化・ゲル化する樹脂の開発を行っている。 
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     ※ゲル化：樹脂に流動性がなくなること 

    大型容器での FW 時間を勘案して、目標ゲル化時間は、80℃で 60 分以内とした。図１３に開

発した樹脂の加熱温度とゲル化時間の関係を示す。目標のゲル化条件は達成できているが、現

段階では、樹脂自体の強度が不足しており、改良が必要である。対応策はすでにできており、

温風の吹き出し口の改良と並行して内部加熱法の有効利用を検討していく予定である。 

    

       図１３ 樹脂の加熱温度とゲル化時間 

 

3.4 特許、論文、外部発表等の件数一覧 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY １件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

H21FY ３件 ０件 １件 ０件 ０件 １件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 

４．まとめ及び課題 

  TPP を用いた DRY 法での高圧（破裂圧力 300MPa 以上）長尺（2m 以上）CFRP 容器の製造が可能と

なった。DRY 法は生産効率的には WET 法に勝るものの、強度的には改良の余地がある。今後、更な

る TPP の改良（開繊 TPP、樹脂の改良）、DRY 法 FW 技術の向上を行いながら、内部加熱法を有効に

活用することで、低コスト型蓄圧器の完成を目指していく。 

 

５．実用化・事業化見通し 

  ＮＥＤＯ事業「水素インフラ等に係る規制見直しのための研究開発」およびポストＪＨＦＣプロ

ジェクトと協力し、実証化テストを行い、水素ステーションにおける CFRP 蓄圧器の技術基準の法

制化を行い、実用化を可能とする。 

  実証化は、平成 22 年度で完成を予定している 200LCFRP 容器の製造技術を用いて、特認を取得し、

実施する計画である。また、平成 26 年度からのインフラ整備に対しては、平成 23、24 年度で予定

している本事業で開発する 300L 級の CFRP 容器を投入する予定である。 
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●進捗成果ｻﾏﾘ（平成20年度～平成22年度6月末）
・７０ＭＰa級水素ステーション構成機器に対して技術、コスト両面から平成２０年度分析したうえで、充填時間を考慮した最適化検討と、要素技術開発（以下）に取組んだ。

高容量鋼製蓄圧器 水素用高圧ボールバルブ 高強度金属材料 集中型制御システム 高耐久型流量調節弁

（ Ⅱ－８ ） 低コスト型70MPa級充填対応ステーション機器に係わる研究開発
委託先：(財)石油産業活性化センター（PEC）、(株)日本製鋼所、(株)キッツ、(財)金属系材料研究開発センター(JRCM)、(株)山武

高容量鋼製蓄圧器 水素用高圧ボ ルバルブ 高強度金属材料 集中型制御システム 高耐久型流量調節弁
・専門分野の異なる連名委託先が相互に連携し、ダイナミックシミュレーションを核とした総合的エンジニアリング技術と、これら要素技術を組合せることにより、

低コスト型水素ステーションの技術的見通しを得た。

●背景/研究内容･目的 ●これまでの実施内容／研究成果
・水素供給インフラ市場立上げ（平成２７年／２０１５年頃を想定）
に向け、水素製造・輸送・貯蔵・充填に関する低コストかつ耐久性
に優れた機器及びシ テムの技術開発に なげる

（１）ステーション全体のコスト低減策候補の提案と総合的エンジニアリング技術の開発 (ＰＥＣ)
・コスト構造分析と課題抽出を行い、435百万円/システムのコスト構造に対する開発計画立案した（Ｈ２０）。

実施項目 中間目標（H22年度） 最終目標（H24年度）

●研究目標

に優れた機器及びシステムの技術開発につなげる。
＜最終目標＞ 低コスト化： 設備コスト２億円以下／システム

耐久性： 各機器メンテナンス回数１回以下／年

ト構造分析 課題抽出を行 、 百万円 シ テ の ト構造 対する開発計画 案した（ ）。
・ダイナミックシミュレーションを用いて充填時間の検討を行い、差圧充填での最適機器構成を検討した。

（２）鋼製蓄圧器開発 （日本製鋼所）
・高容量化、基数削減による蓄圧器設備コスト低減可能性を示し、候補材料としてSA723鋼を選定した（Ｈ２０）。
・SA723鋼の細粒組織が得られ、強度と耐水素性が得られる熱処理条件を明らかにした。
・内圧疲労試験装置を用いて水素脆化き裂進展検出試験を行い、AE法による検出可能性を示した。

（３）水素用高圧バルブ開発 （キッツ）

全体
435百万円/ｼｽﾃﾑの
技術的見通し確認

2億円/ｼｽﾃﾑに向け
ｺｽﾄ低減策提示

①総合的
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

ステーション主要機
器の最適構成提示

2億円/ｼｽﾃﾑ達成可
能性提示

②鋼製 材料評価、施工法、 本体価格、検査・更

・水素用高圧ボールバルブ開発による、バルブ単価の低減および圧力損失低減の可能性を示した（Ｈ２０）
・高圧水素環境下長期保持試験により、高圧水素下でシール材として使用可能な材料を選定した。
・封止構造、重要部位構造、材質を検討、アクチェータ搭載時のコンパクト化技術を検討し、手動弁、遮断弁の

バルブ設計を完了した。
（４）低コスト・高強度材料開発 （ＪＲＣＭ）

・JIS SUS316L材と耐水素性が同等で、強度を30～50%向上することを目標とし、計画を立案した（Ｈ２０）。
ラボレベルの溶製 圧延を行い 機械的特性試験 ＳＳＲＴ試験により 候補鋼材を絞り込みした

②鋼製

蓄圧器開発

材料評価、施 法、
検査技術開発

本体価格、検査 更
新費用低減

③水素用高
圧ﾊﾞﾙﾌﾞ開発

ボールバルブ開発の
技術的見通し確認

バルブ単価低減
圧力損失低減

④高強度金
属材料開発

金属材料候補絞込 高強度耐水素性
金属材料開発

・ラボレベルの溶製、圧延を行い、機械的特性試験、ＳＳＲＴ試験により、候補鋼材を絞り込みした。
・バルブ、調節弁メーカーへの試作材料提供による加工性評価を行ない、良好な結果を得た。

（５）コントロールシステム開発 （山武）
・ステーション制御集中化による制御機器費用低減、標準化によるソフト設計費低減可能性を示した（Ｈ２０）。
・制御システムのコンセプトを構築、ソフトウエア仕様を確定させ、制御機器費用の低減を確認した。

（６）流量調節弁開発 （山武）
・シール部の長寿命化および ＪＲＣＭと連携した調節弁本体小型化によるコスト低減を検討した （Ｈ２０）属材料開発 金属材料開発

⑤制御シス
テム開発

制御システム
機器費用低減

制御システム
設計費低減

⑥流量調節
弁開発

シール技術開発 動作保証回数達成

調節弁価格低減

実施項目 成果内容 自己評価

項目① ﾀﾞｲﾅﾐｯｸｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ、最適化 ○

●研究成果まとめ●今後の課題
／スケジュール（H24年度まで）
平成２２年度までの技術開発ではこれまで
に得られた技術的知見を設計、施工法等

シ ル部の長寿命化および、ＪＲＣＭと連携した調節弁本体小型化によるコスト低減を検討した。（Ｈ２０）
・摩擦磨耗試験等を通じ、高圧水素中における表面処理技術、パッキン材の選定を完了した。

●実用化・事業化の見通し

項目② 高容量化材料評価 ○

項目③ ﾎﾞｰﾙ弁設計 ○

項目④ 材料候補絞込 ○

項目⑤ ﾊｰﾄﾞｳｴｱ集約化検討 ○

●実施体制及び分担等

NEDO ＰＥＣ（項目①）

日本製鋼所（項目②）

水素ステーションの設置を全国展開すること

に反映することにより、４３５百万円／シス
テムの技術的見通しを固める。以降は、
耐久性検証等、最終的な製品としての開
発目標の達成に向けた技術開発を行う。

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

7 1 3 0

項目⑥ シール技術開発 ○
キッツ（項目③）

ＪＲＣＭ（項目④）

山武（項目⑤、⑥）

水素ステ ションの設置を全国展開すること
が前提となる。今後の水素事業に関する国の施
策や規制基準の見直し状況、また、関連業界の
動向について情報収集を行い、国の方針、業界
団体としての意向に沿った形で、速やかに事業
化ができるように、準備を進めていく。
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低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発 

実施者：財団法人石油産業活性化センター（ＰＥＣ）、株式会社日本製鋼所、株式会社キッツ          

   財団法人金属系材料研究開発センター（ＪＲＣＭ）、株式会社山武 

                  

１．事業概要 

７０ＭＰa 級水素ステーション構成機器に対して技術、コスト両面から平成２０年度分析したうえで、充填時間

を考慮した最適化検討と、要素技術開発（以下）に取組んでいる。専門分野の異なる連名委託先が相互に連

携し、ダイナミックシミュレーションを核とした総合的エンジニアリング技術と、これら要素技術を組合せることに

より、低コスト型水素ステーションの技術的見通しを得た。 

 

高容量鋼製蓄圧器 水素用高圧ボールバルブ 高強度金属材料 集中型制御システム 高耐久型流量調節弁 

 

２．事業目標 表１ コスト構造分析/低減策検討
百万円

現状推定 低減案

1 圧縮機 ・100MPa級、300Nm
3
/h、1基 １００ ７０

2 蓄圧器 ・

Ⅲ2.2-8(1) 

平成２０年度フィージビリティスタディ（ＦＳ） 

 を実施し、ステーションの要求仕様を整理したうえで、 
450Lｘ2基

集中制御システム

長寿命調節弁

スキッド化

制御

赤字：ベースモデルからの変更を示す

高強度材
  料の採

ボール弁の採

１００ ５０

3 ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｰ
・別要素技術開発でコスト半
  減を目標に検討中

４０ ２０ １５

ﾌﾟﾚｸｰﾙ

設備

・ の採用

・ の採用

・機器・設備の

・工事仕様の標準化

8 設計費等 ・標準化設計（含む ） １００ ５０ ２８

６６０ ４３５ ２５５

３０

７５

７

低コスト型仕様
コスト（H20 FS） H21 WG

検討結果
設備等

４０ ２４

5
配管・
ﾊﾞﾙﾌﾞ類

５０ ３５

4
・システム技術開発で実証化
  段階である

４０

２０

7
土木建設･
機器設置等
工事

２００ １５０

6
計装･
制御関連

３０

費用総額

・SUS316Lに替わる
用

・ 用

７６

検討前提のベースモデルを設定した。現状の技術に 

基づくコスト構造の検討を行い、６．６億円／システム 

とコスト試算した。 

ＦＳ検討から、本事業での技術開発により４．３５億円/ 

システムに低減できる可能性を示したうえで、要素技術 

開発に取り組んでいる。（表１） 

 

３．事業成果 

３．１ 水素ステーションの設備、運用の最適化検討（ＰＥＣ） 

ステーションの機器コスト、充填時間を考慮し、ステーション全体の最適機器構成を導出するため、国内で

初めてダイナミックシミュレーションを用い解析を行った（図１、２）。その結果、差圧充填における最適機器構

成として、蓄圧器４５０L×２基の結果を得た。 
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蓄圧器圧力

ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻ入口圧力

ﾌﾟﾚｸｰﾙ熱交換器入口圧力

ﾌﾟﾚｸｰﾙ熱交換器出口圧力

カプラ出口圧力

ダミータンク圧力

充填時間： 218 sec

平均流速： 1.52 kg/min

バンク１

バンク２

図１ ダイナミックシミュレーションによる検証結果         図２ ５台連続充填の連続充填検討結果 

 



３．２ 鋼製蓄圧器の開発（日本製鋼所） ３．２ 鋼製蓄圧器の開発（日本製鋼所） 

蓄圧器の高容量化に最適な材料として選定した SA723 鋼について、化学成分や熱処理条件を検討し、組織

や結晶粒径、強度、靭性について評価し、大型蓄圧器の実機冷却速度を模擬した熱処理条件において、中心

部まで均質組織且つ微細な結晶粒を得ることが出来た。従来材である SNCM439 鋼と比較して、高い靭性：吸

収エネルギーの値を示しており、高容量蓄圧器として世界トップレベルの強度と靭性を確保した（図３）。 

蓄圧器の高容量化に最適な材料として選定した SA723 鋼について、化学成分や熱処理条件を検討し、組織

や結晶粒径、強度、靭性について評価し、大型蓄圧器の実機冷却速度を模擬した熱処理条件において、中心

部まで均質組織且つ微細な結晶粒を得ることが出来た。従来材である SNCM439 鋼と比較して、高い靭性：吸

収エネルギーの値を示しており、高容量蓄圧器として世界トップレベルの強度と靭性を確保した（図３）。 

 高容量化蓄圧器の耐久性向上に有効と判断した自緊施工を SA723 鋼製の試験容器に施し、疲労予き裂進

展試験により、高容量化蓄圧器の長期連続供用の可能性を今後確認する。稼動中の連続的な監視方法として

AE 法による水素脆化による微小き裂の検出を検討した結果、き裂の発生信号の検出および AE 波形の特性を 

 高容量化蓄圧器の耐久性向上に有効と判断した自緊施工を SA723 鋼製の試験容器に施し、疲労予き裂進

展試験により、高容量化蓄圧器の長期連続供用の可能性を今後確認する。稼動中の連続的な監視方法として

AE 法による水素脆化による微小き裂の検出を検討した結果、き裂の発生信号の検出および AE 波形の特性を 

評価することが可能となった。図４に代表的な水素脆化によるき裂発生の AE 信号を示す。波形の 1～2 のピー

クがき裂発生となる。 

評価することが可能となった。図４に代表的な水素脆化によるき裂発生の AE 信号を示す。波形の 1～2 のピー

クがき裂発生となる。 
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①：0°側の AE センサー信号 

②：90°側の AE センサー信号 号 

  

800 900 1000 1100 1200 1300
0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

３．３ 水素用高圧バルブ開発（キッツ） ３．３ 水素用高圧バルブ開発（キッツ） 

既に確立したＣＮＧステーション用ボールバルブの設計技術を基礎とし、加えてバルブ重要部位構造、

材質に関する試験検討を行ったうえで、国内初の水素用高圧ボールバルブ開発の技術的見通しを得、設

計を完了させた。現在バルブの試作中で、完了後、各種評価を予定している。 

既に確立したＣＮＧステーション用ボールバルブの設計技術を基礎とし、加えてバルブ重要部位構造、

材質に関する試験検討を行ったうえで、国内初の水素用高圧ボールバルブ開発の技術的見通しを得、設

計を完了させた。現在バルブの試作中で、完了後、各種評価を予定している。 

  

(1)非金属材料の高圧水素下繰返暴露、長期保持試験 (1)非金属材料の高圧水素下繰返暴露、長期保持試験 

軸、内部、外部のシール材候補材料 16 種（繰返暴露 軸、内部、外部のシール材候補材料 16 種（繰返暴露 

試験は 11 種)から、候補材料を絞り込んだ。評価項目は、 試験は 11 種)から、候補材料を絞り込んだ。評価項目は、 

寸法（体積）変化、表面観察（ブリスター、色等）、発泡 寸法（体積）変化、表面観察（ブリスター、色等）、発泡 

試験（試料を石鹸水に入れ、放出ガスを確認）とした。 試験（試料を石鹸水に入れ、放出ガスを確認）とした。 

（図５） （図５） 

  

(2)手動弁、遮断弁のバルブ設計 (2)手動弁、遮断弁のバルブ設計 

  ＣＮＧステーション用ボールバルブの設計技術を基礎とした０次構想設計に、FEM 解析を実   ＣＮＧステーション用ボールバルブの設計技術を基礎とした０次構想設計に、FEM 解析を実 

施、結果をフィードバックすることで１次構想設計とした。更にバルブ重要部位構造毎に実施した部 施、結果をフィードバックすることで１次構想設計とした。更にバルブ重要部位構造毎に実施した部 

分試作・評価結果を反映させることで、手動弁、遮断弁の設計を完了させた（図６）。 分試作・評価結果を反映させることで、手動弁、遮断弁の設計を完了させた（図６）。 

図４ AE 法による水素脆化き裂発生信号 

注１）Class2材を選択した場合

SA723
 (φ1000mm材)

 

 

靭
性

, 
vE

-
3
0℃

［
J
］

室温引張強度, UTS［MPa］

① 

② 

SNCM439
 (φ335mm材)

vE-30oC≧27J

U
T
S
≧

9
30

M
P

a 注
1
)

＜繰返暴露試験＞ 
暴露圧力：40MPa 
暴露時間：24h 以上 
暴露温度：常温 
繰返し回数：5 回 
＜長期保持試験＞ 
暴露圧力：90MPa 
暴露時間：168h 
暴露温度：80℃ 

図３ SA723 鋼の強度と靭性の関係

評価試験容器 

図５ 繰返暴露試験・長期保持試験の試験条件



 

 (e) アクチェータダイレクト接続方式(d) ラジアル荷重負荷耐久試験 (c)  軸封止構造部分試作品による耐久試験
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 (ｃ) 開閉作動耐久試験 (a) ３次元全体解析(b) ２次元部分解析イメージ
 

図６ 開発ボールバルブ（遮断弁）の断面構造  

 

(a) ３次元全体解析 （抽出された問題及び方向性について設計へフィードバック） 
全閉時のシール性能を評価するため、各部品の変位挙動や接触状況を FEM 解析した。 

(b) ２次元部分解析 （抽出された問題及び方向性について設計へフィードバック） 
全閉時のシール性能を評価するため、シール面の圧力分布を FEM 解析した。 

(c) 部分設計及び部分試作評価によるバルブ重要部位構造及び材質の決定 
      内部封止構造： He による開閉作動耐久試験を実施し、内部封止構造及び材質を決定。 

軸封止構造 ： 90MPa の水素による軸摺動耐久試験を実施し、軸封止構造及び材質を決定。 
(d) 軸摺動構造 

繰返し揺動耐久試験を実施し、軸摺動構造及び材質を決定。 
(e) アクチェータ搭載時のコンパクト化技術検討 

     バルブの作動トルクを計算により求め、作動トルクに合致した空気圧式スプリングリターン 
アクチェータを設計し、ダイレクト接続方式を考案（特許出願中） 

 

 

３．４ 低コスト・高強度材料開発に係わるＦＳ検討および開発（ＪＲＣＭ） 

(1)ラボレベルでの溶製→圧延による材料試作 

水素ステーション用材料として世界最高水準の低コスト・高強度材料開発を目的として（表２）、特性評

価用試験材の試作を実施した（表３）。比較材である JIS SUS316L 材の機械的強度（耐力）の 30～50％向

上を開発目標とした。材料の高強度化のため方策として固溶強化、析出強化、冷間加工等の方法を用い

ることで、試作する鋼種の成分を決定した。試作は、ラボレベルでの溶製、圧延、熱処理を行って、特性等

の検討・評価のための試験片を作製した。 



 

  

(2)試作材料の特性等の検討・評価及び絞り込み 

(1)項で作製した試験片（試作試料）の機械的特性、耐水素特性の検討・評価を行った。特性評価として

SSRT（Slow Strain Rate Technique）試験や組織観察等を実施し、開発目標を達成した。試作材料の中で

機械的特性、耐水素特性の優れた材料(#4)を絞り込み、今後の開発に供する候補材料とした（図７）。 

(3)バルブ、調節弁メーカーへの試作材料提供と一次評価 

(2)項で絞り込まれた試作材等を、(1)項で溶製した材料の一部から丸棒等に加工し、バルブ、調節弁メ

ーカー等３社へ提供し、加工性の評価を実施した。その結果はいずれも問題なく、今後の開発に供する候

補材はこの評価結果をもふまえて選定した。 
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表２ 開発目標 表３ 試作鋼種の特徴 

図７ SSRT 試験結果の例 ( ＃4：高圧水素ガス中(85MPa) ） 

 

３．５ コントロールシステム開発に係わるＦＳ検討および開発（株式会社山武） 

(1)室内設置制御盤のコンパクト化によるコスト低減 

複数の設備メーカの提供する制御盤を集中化し、計装制御盤の面数を低減することでのコンパクト化と、

コスト低減（コスト目標 2100 万円以下）を可能とする構成を検討し結果を得た。 

(2)ソフトウエア、設計図書類の徹底的な再利用 

各設備との入出力や実施する制御機能を標準仕様として定義しソフトウエア仕様書としてまとめた。22 年

度に製作に向けた設計図書の製作と試作による再利用性検証を実施中である。 

(3)FS 検討ベースモデルに対応する効率化制御機能の検討 

ステーション全体へのコスト低減と運用上の効率化を目的とし、最大 4 台の圧縮機やディスペンサ、さらに

充填方式の切替、将来の車両通信にも対応できる国内初の制御機能の検討を行っている。 

 中圧蓄圧器 

ディスペンサ 中圧圧縮機 

ブースタ 
圧縮機 ディスペンサ

蓄圧器  

 

 

 

［差圧充填制御］  ［2段直充填型制御］ 

図８ 効率化制御における充填方式例 



 

３．６ 流量調節弁開発に係わるＦＳ検討および開発（株式会社山武） 

(1)シール寿命延長のためのステム表面処理技術の開発 

世界最高水準である 30 万回以上のシール寿命を得るため、水素雰囲気においても剥離しないバルブ

ステムの表面処理技術の開発を行った。いくつかの表面処理候補に対して、ナノインデンテーション試験

及び水素雰囲気中における摩擦摩耗試験等を実施することで、水素に対して耐久性のある表面処理候補

を得た。（図 10） 

(2)シール寿命延長のためのグランドパッキン材料組合せの選定 

 水素充填時における調節弁内部の温度－圧力変化の状態を調査検討し、この状態変化に対して適応

可能なグランドパッキン材料の候補の評価を行った(図 11)。 
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図 11 候補材料の比摩耗量 
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図９ 流量調節弁シール構造 図 10 密着性の改善効果 

 

３．７ 特許、論文、講演、報道等の件数一覧（予定のものも含む） 

 区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国 

内 

外 

国 

PCT 

出願

査読 

付き 

その

他 

H20FY 0 0 0 0 0 なし 

H21FY 0 0 0 0 1

学術振興会第 129 委員会 （(株)日本製鋼所） 

Hydrogenius Tribology Symposium （(株)山武） 

第 6 回国際水素・燃料電池展「FC EXPO 2010」 （(株)山武） 

H22FY 7 0 0 0 0 なし 

 

４．まとめ及び課題 

 以下に平成２１年度の技術開発内容と、平成２２年度の課題を示す。平成２３年度以降は耐久性検証

等、最終的な製品としての開発目標達成に向けた技術開発を行う。 

項目 技術開発内容（Ｈ２１） 課題（Ｈ２２） 

ステーション 

全体（ＰＥＣ） 

・最適化検討を実施 

   蓄圧器、圧縮機の最適機器構成を検討 

・連名委託先の高強度配管、弁類を想定した

場合の圧力損失低減を推定      （表４） 

・スキッド化によるコスト低減検討 

・プレクールを含む最適化検討 

蓄圧器 

（日本製鋼所） 

・高容量化候補材として SA723 鋼を評価 

・ＡＥ法が水素脆化き裂の検出に有効である 

 ことを確認 

・施工方法（自緊法）の開発 

・き裂検出の精度向上 
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バルブ 

（キッツ） 

・ボール弁設計の実施 

   非金属材料選定、封止構造検討、 

   重要部位試作評価 

・ボール弁の試作、評価 

・金属材料開発（ＪＲＣＭ）と連携 

 した機器設計製作の検討 

金属材料 

（ＪＲＣＭ） 

・高強度候補材の絞込みが完了 

・メーカーと連携した加工性評価を実施 

・高強度候補材の試作、試供 

・さらなる高強度化の検討 

制御システム 

（山武） 

・コスト低減型集中型制御システムの開発 

・複数蓄圧器を活用した蓄圧器選択制御を検討 

・充填時間を短縮する最適制御検討

・ソフトウエア標準化検討 

流量調節弁 

（山武） 

・流量調節弁シール方法の検討 

    表面処理技術、パッキン材を選定 

・水素中でのシール性能の評価 

・金属材料開発（ＪＲＣＭ）と連携 

 した機器設計製作の検討 

本事業開発成果が水素ステーションに及ぼす影響として、コスト面での直接的な効果は大きくないが、充填

時の差圧解消、充填速度の増加に大きく寄与する。今回実施した最適化検討結果、及び現在開発中のバルブ

開発＆高強度材料の開発成果を考慮したダイナミックシミュレーション結果では、最適化検討により、ステーシ

ョン差圧が 36％低減し、平均ガス流速は 28％増加し、バルブ開発＆高強度材料の開発では、ステーション差

圧が 50％低減し、平均ガス流速が 35％増加すると推定される（表４）。 

 

表４ 事業開発成果が水素ステーションの実用性能に及ぼす影響 

 
ベースケース 

（３バンク） 

最適化検討 

(２バンク) 

(レイアウト見直) 

技術開発成果 

・バルブ開発 

・高強度材 

ステーション差圧 (MPa) 

（流速 2,000g/min 時） 

２５．２ 

(－) 

１６．２ 

（64%） 

１２．６ 

(50%) 

平均ガス流速 （g/min） 
１，１８０ 

(－) 

１，５１５ 

(128%) 

１，５８９ 

(135%) 

 
５．実用化・事業化見通し 

(1)実用化について 

・高容量蓄圧器用材料（ＳＡ７２３鋼）は、素材自体の靭性、耐水素性を確認した。今後耐久性を向上するた

めの施工方法とともに常時監視方法を確立し実用化を図る。 

・高強度金属材料については、ＳＵＳ３１６Ｌより３０～５０％の高強度を有し、また耐水素特性は同等であるこ

とを確認し、加工性についても評価した。今後は、法規制対応に必要な技術データの整備と、配管・バル

ブメーカーと連携した実機に対する設計製作技術の確立を行う。 

・高圧水素用ボールバルブは基本性能を確認のうえ製品設計を完了した。今後実流体試験等により耐久性

を評価する。 

・集中型制御システムは、基本コンセプトを完成し、実用化に向けた作動検証が必要である。 

・流量調節弁は高耐久化のためのシール技術を完成した。今後製品バルブの設計、試作を行い、実流体試

験等により耐久性を評価する。 

 

(2)事業化について 

本事業での研究開発項目の事業化については、水素供給インフラの普及に向け、水素ステーションの設

置を全国展開することが前提となる。そのため、今後の水素事業に関する国の施策や規制基準の見直し状

況、また、関連業界の動向について情報収集を行い、国の方針、業界団体としての意向に沿った形で、速や

かに事業化ができるように、準備を進めていく。 



●進捗成果ｻﾏﾘ（平成20年度～平成22年度6月末）
・ステーションの試設計を実施し、キャノピー上機器設置化や地下化することで配置計画上、コンパクト化（敷地面積5１7m2及び390m2）を実現できることを確認した。
・反射圧低減壁の開発において 数値解析により反射波のピーク圧力を低減することが可能な壁（反射波低減壁）の開発を行い 検証実験によりその性能を確認した

（ Ⅱ－９ ） 都市型コンパクト水素ステーションの研究開発 委託先：清水建設㈱・岩谷産業㈱

・反射圧低減壁の開発において、数値解析により反射波のピーク圧力を低減することが可能な壁（反射波低減壁）の開発を行い、検証実験によりその性能を確認した。
・水素燃焼制御システムの開発にて、燃焼伝播の防止に必要な条件を確認した。また、水素の不活性化に関する研究では、着火に至らせない「安全濃度」を決定した。

●背景/研究内容･目的 ●これまでの実施内容／研究成果
１.試設計と課題の抽出

●これまでの実施内容／研究成果
水噴霧
箇所

1）試設計

2-3) 水素燃焼制御システム開発
燃焼伝播を防止するためには、水素

濃度が16％の場合には水噴霧が８ノ
ズル 二酸化炭素5％＋ヘリウム50％

都市部に水素ステーションを設置する際には、人・建物が密集するため通
常以上の安全性の確保が重要な課題となる。また、現行法規制下の一般的

図5 炎が水噴霧箇所
で消滅した実験結果

2-4)水素の不活性化に関する研究
燃焼実験により安全濃度を示す

2つのCO2分圧比を決定（図6）

水素 安全性

1）試設計
機器配置を地下

化、屋上化すること
等で、配置計画上、
コンパクト化を実現
できることを確認
（図2）

ズル、二酸化炭素5％＋ヘリウム50％
あるいは窒素55％が適当であることを
確認（図5）

地上階 屋上階

な水素ステーションの敷地面積が1000m2程度であるのに対し、都市部の既
存ガソリンスタンドの2/3が敷地面積660m2以下となっていることから、都市
部の狭い敷地に建設可能で安全なコンパクト水素ステーションの実現が必
要である。

本研究開発では、このような背景を踏まえ、
敷地面積500m2、さらには350m2といったコン
パクトな 水素 シ （図 ） 実

図1  都市型コンパクト
水素ステーション（案）

4.水素ステーションの経済性評価
建屋各形式別コスト比較を行い、

土木・建築工事費と土地代の合計
がベース配置の約半分になること

漏洩箇所

2%

1.5%
漏洩箇所

2%

1.5%

図2 敷地面積517m2の配置例 3.水素ステーションの安全性評価
都市型水素ステーションに必要とさ
安全レベルを確保できることを確認

2. 安全要素技術の開発
2-1）換気システム
漏洩水素の拡散解析を実施、

可燃濃度以下に換気可能であ
ることを確認（図3）

2-2）反射圧低減壁及び

パクトな70MPa水素ステーション（図1）の実
現のため、機器配置計画を行い、建設合理
化等も含めた低コスト化を図るとともに、多
重防護の考えに基づく安全要素技術を開発
し、安全性を確保することを目的としている。

さらに、これらの計画・設計・施工技術を統合して、コンパクト・低コスト・安
全な70MP 水素ステ シ ンを構築し 既存のガソリンスタンドとの併設も含

実施項目 中間目標（H22年度） 最終目標（H24年度）

1 試設計 コンパクトした場合の課題抽出 課題解決（案）の提示

●研究目標

がベ ス配置の約半分になること
を確認

図3 水素ガスの濃度コンター図

図6 CO2による不活性化の概念
2 2）反射圧低減壁及び

エネルギー吸収壁
反射圧低減壁を提案し 、

低減性能を数値解析に
より確認（図4）

さらに検証実験を実施
エネルギー吸収壁を提

案し爆発実験によりその

150
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通常の壁

反射圧低減壁
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全な70MPa水素ステーションを構築し、既存のガソリンスタンドとの併設も含
め、水素ステーション建設促進につなげる。

機器設置等 ベース配置 緩和適用 機器地下設置1*) 低圧容器地下設置2*)

敷地面積(㎡) 876 613 517 390

土木・建築工事費3*)（億円） 0.72 0.54 0.78 0.81

土地代（億円） 6.12 4.40 3.82 2.88
注：斜体の数値は概算値を示す。地価は東京都区内の主たる駅から10Km圏内とした。
         1*) 機器とは、蓄圧器や圧縮機を指す。

2*) 蓄圧器 圧縮機に加え 低圧容器を地下設置する

地上式 地下式

1. 試設計 コンパクトした場合の課題抽出 課題解決（案）の提示

2. 安全要素技術開発 安全性を担保する技術開発 開発技術の検証

3. 水素ステーションの

安全性評価

安全要素適用検討 標準設計に対する安全の検証

4 水素ステーションの

経済性評価

建築試設計、コスト比較 建設合理化検討

実施項目 成果内容 自己評価

1. 試設計 地上式（631m2）、高架式(517m2)、および
地下式(517, 390m2)のレイアウト完成

○ 達成

●研究成果まとめ

●今後の課題
／スケジュール（H24年度まで）

図4 反射波の圧力
の時刻歴波形

案し爆発実験によりその
効果を検証 100

0 2 4 6 8 10
   TIME (ms)

        2*) 蓄圧器、圧縮機に加え、低圧容器を地下設置する。
         3*) 直接工事費

5. モックアップ実験 実験計画策定 実験実施および評価

6. 標準設計 ￣ 標準設計（案）の提示

●実施体制及び分担等

●実用化・事業化の見通し

2. 安全要素技術
開発

反射圧低減壁、水素燃焼制御システム、
水素の不活性化の各技術の開発

○ 達成

3. 安全性評価 周囲への影響度（人的被害等）を踏まえ
た建屋形式・安全要素技術適用検討

△ 一部
達成

4. 経済性評価 1の試設計に対する建築設計・コスト比較 △ 一部

／スケジュ ル（H24年度まで）
・安全要素技術の適用と検証（H22～24年度）
・経済性評価・建設合理化検討（H22～24年度）
・モックアップ実験（H23～24年度）
・70MPa水素ステーションの標準設計（H24年度）

ンパクトな機器配置が実現され 安全要素技術
NEDO 清水建設 項目1～6 九州大学 項目2

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

７ 0 0 0

経済性評価 部
達成コンパクトな機器配置が実現され、安全要素技術

の目途が立ったことから、H24年度までの検証により
都市型コンパクト水素ステーションの実用化が可能
である。燃料電池自動車等が普及開始するH27年
度には、今後の低コスト検討・標準化により事業化
できる見通しである。

岩谷産業 項目1,3,4,6 東京工業大学 項目2
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都市型コンパクト水素ステーションの研究開発 

実施者：清水建設㈱・岩谷産業㈱ 

 

１．事業概要 

 

-330

330-660

660-990

990-1650

1650-3300

3300-

総敷地面積

26.4%

40.7%

18.0
11.4%

3% 0.5%
（㎡）

燃料電池自動車の実用・普及に伴って、水素ステーションの全国的な需要が高まると予想される。

特に、都市部に水素ステーションを設置する際には、人や建物が密集するため通常以上の安全性が必

要となるとともに、敷地の確保が重要な課題となる。図

1-1 に東京都の既存ガソリンスタンドの敷地面積に関す

る統計によると、全スタンドの 2/3 が敷地面積 660m2以

下であるのに対し、従来の（現行法規制下で建設される

一般的な）水素ステーションが 1000m2程度の敷地を要し

ていることから、同程度のコンパクト化が必要と考え

2.2-9(1) 

図1-1 東京都ガソリンスタンド総敷地面積統計
（「H17年度 給油所経営・構造改善等実態調査報告書」

H18.3（財）日本エネルギー経済研究所石油情報センター）

ら

  

も視野にいれ、実用化・

  

済性評価を行い、低コ

  

の開発、

  

備を実現し、モックアップ試験を経て、都市型水素ステーションの標準設計の確立へと繋げていく。 

  

２．事業目標 

パクト化」および「安全性確保」を実現

るために次のような要素技術の開発を行うこととした。 

① 水

置 検討を行うとともにそれぞれの課題を抽出する。  

  

②

れる。 

 本研究開発においては、都市部での燃料電池自動車の

普及のために必要となる安全でコンパクトな水素ステ

ーションを提案し、その安全性・経済性について検証す

るものである。また、その普及については、既存のガソ

リンスタンドとの併設について

事業化を図っていくものとする。 

 コンパクト化に関しては、現行法規制、前提条件を踏

襲し、考え得る最小面積の水素ステーションの機器配置

図を策定した。この基本配置案に基づいてさらに緩和規

定を考慮し、地上式、キャノピー上機器設置式、地下式

の３種類の機器配置図を提案した。例として図 1-2 に敷

地面積 390m2の水素ステーション（案）を示す。さらには、

これらの機器配置図を基に、ステーションの建築設計を

行い、建設工事費等を算出して経
図 1-2  都市型コンパクト水素ステーション（案）

スト化のための合理化検討の基礎とする。 

 安全性の検討に当たっては、多重防護の考えに基づいて、3 つの安全要素技術の開発を進めている。

3 つの安全要素技術としては、「着火・爆発しても被害を低減する」技術として、反射圧低減壁・爆風

エネルギー吸収壁の開発、「着火しても燃焼を制御する」技術として水素燃焼制御システム

および「漏洩ガスに着火させない」技術として、水素の不活性化の研究を実施している。 

 今後は、これらの要素技術を組合わせることにより、設定した安全レベルを達成する構造および設

本研究開発の事業目標は、水素ステーションのコンパクト化および安全性確保による都市型水素ステ

ーションの標準設計の確立であり、燃料電池自動車の将来の普及に繋がる技術を確保することである。

そこで、本研究開発においては、水素ステーションの「コン

す

 

素ステーションの試設計と課題の抽出 

現行の法規制に則り、ベースとなる水素ステーションの機器配置を確定する。それと同時に、関連

法規整理、機器仕様明確化を行う。さらにこの基礎配置に基づき、機器の地下設置、キャノピー上設

、地下とキャノピー上の分散設置などの配置

                                     

 水素ステーションの安全要素技術開発 
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1）反射圧低減壁・爆風エネルギー吸収壁の開発 

着火・爆発しても被害を低減する」ことを目標に、反射圧低減壁・爆風エネルギー吸収壁を開発する。

ここでは、反射波

Ⅲ2.2-9(2) 

「

のピーク圧力を低減すること、反射波のエネルギーを吸収して反射圧を弱めること

「 も、その燃焼伝播を防止、ある

制御システムを開発（確立）する。 

「

さらに不活性気体と混合するこ

とで安全に外部に放出する安全技術を開発することを目標とする。 

③ 

②で開発した各安全要素技術を水素ステーションに適用し、安全性の評価・検証を行なう。 

④ 

行う。さらに、このコストをベースとして、設計・施工合理

検討による低コスト化へと繋げる。 

⑤ 

実験では、

安全性の検証を行う。そのデータを都市型水素ステーションの標準設計に反映させる。 

⑥ 

また、合理化検討では建設費と工期等が従来の水素ステーションの 1/2 とすることを目

標とする。 

 

３．事業成果 

1).コンパクト水素ステーションの試設計と課題の抽出 

ンパクト水素ステ

ー

、離隔距離が延びることから大きな敷地面積が必要となるため更なるコンパクト化が必要とな

る

置

を目標とする。 

2）水素燃焼制御システムの開発 

着火しても燃焼を制御する」ことを目標に、漏洩水素ガスに着火して

いは被害を低減可能な水素燃焼

3）水素の不活性化技術の開発 

漏洩ガスに着火させない」ことを目標に、水素ステーション機器のある空間に対し、常時不活性気体

を充満しておくことで、仮に水素が漏洩しても空間内で着火させず、

 

水素ステーションの安全性評価 

 

水素ステーションの経済性評価 

経済性評価のデータとして、①で提案された機器レイアウトについて、設計・施工等の検討を行い、

都市型水素ステーションのコスト評価を

化

 

モックアップ試験 

①～④の開発成果を踏まえ、適切な機器配置を模擬したモデルした実証実験を行う。実証

 

標準設計 

①～⑤の成果を踏まえ、パイロットステーションの設計を行い、標準となる都市型水素ステーション

を提示する。

燃料電池自動車の導入・普及が先行されると目され

る都市部での水素ステーション設置に向けて、従来よ

りも設置面積の低減を目指したコ

ションの試設計を実施した。 

燃料電池自動車への充填圧力は、一充填走行距離を

延ばすことを目的として、従来の 35MPa から 70MPa へ

と高圧化する傾向にある。水素ステーションに適用さ

れる技術基準（一般高圧ガス保安規則第 7 条の 3）も

それに合わせた改定が進められているが、70MPa 級水
屋上階 

素ステーションにおいては、35MPa 級水素ステーション 

に比べ

。 

敷地面積削減のひとつの方法として、高圧ガス設備の地下設置、屋上設置が考えられるが、これに

ついては法文上記載がないため、こういった配置計画は国内では前例がない。そこで 70MPa 級水素ス

タンドにおいて、①一般高圧ガス保安機側第 7 条の 3（離隔距離の緩和措置なし）に従った場合、②一

般高圧ガス保安機側第 7 条の 3（離隔距離の緩和措置あり）に従った場合、③高圧ガス設備を地下に設

した場合、④高圧ガス設備を屋上に設置した場合、について配置検討を行い課題の抽出を行った。 

地上階 

図 3-1 屋上設置の設計例 



ここで、離隔距離については未制定のため、火気距離 8m、敷地境界距離、ディスペンサ公道距離 6m

と仮定した。図 3-1 に屋上設置の設計例を示す。 
これらの配置検討を行った結果 下式、屋上式の安全面に対する課題と

し った項目を表 3-1 に記載する。 

、法整備がなされていない地

てあが

表 3-1 安全面に対する課題 

方式 課題 

地下式 
閉鎖空間となるため強制換気等の滞留防止措置を取る必要がある。 

爆発時の爆風圧が周囲・地上に与える影響を考慮する必要がある。 

屋上式 着火時の火炎・輻射熱、爆発時の爆風圧が周囲に与える影響を考慮する必要がある。 

2）安全要素技術開発

2.2-9(3) 

図 2-2 反射後の圧力の時刻歴波形
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2-1）換

析し、時間経過に伴い水素ガスの可燃濃度範囲が

の程度まで拡大して行くかを確認した。図 2-1 に水素ガスの濃度コン

2-2）反

認した。その結果、反射波のピー

ク圧力を４割程度低減できることが明らかになった。図 2-2 に反射

波

れた。さらに、爆風圧のエネルギーを吸収するエ

提案し、その効果を検証

した。本技術を機器室の壁に適用する際の設置イ

2-3）水

8％ の場

水 不活性ガスの効果により燃焼伝播の防止が可能で

あ が判明した（図 2-6）。結果の一部を表 2-1 に示す。 

漏洩箇所

2%

1.5%
漏洩箇所

2%

1.5%

気システム 

提案された地下式コンパクト水素ステーションに対して、漏洩水素

の拡散解析を実施し，必要換気量を確認した．現状の圧縮天然ガスス

タンドの法定換気量の 6 割程度の換気量があれば、直径 0.2mm のピン

ホール連続漏洩に対しては水素ガスの可燃濃度以下に換気可能であ

ることを確認した。また、換気システムが停止した場合の水素ガス濃

度の拡散性状を解 ど

ター図を示す。 図 2-1 水素ガスの濃度コンター図

射圧低減壁及びエネルギー吸収壁 

反射圧低減壁の材料および構造の検討を行い、効果的な反射圧低

減壁を提案するとともに、提案された低減壁の低減性能，および低

減メカニズムを数値解析により確

の圧力の時刻歴波形を示す。 

数値解析により開発した反射圧低減壁の低減効果を検証する

ために爆発実験を実施した（図 2-3）。数値解析

同様、反射波のピーク圧が低減することが確認さ

   TIM

図 2-4 設置イメージ図

壁

反反射圧低減板 

ネルギー吸収壁について

メージ図を図 2-4 に示す。 

素燃焼制御システム 

 漏洩水素ガスの燃焼・爆発のリスクに対し、水噴霧と不活性ガ

その空間の安全を維持するシステムを開発した（図 2-5）。

スの効果により、水素の燃焼を抑制し、

 

ものを用いた。不活性ガスとしては、ヘリ水噴霧はその粒径が重要であり、平均粒径が 16 ミクロンの

ウム、二酸化炭素、および窒素の様々な濃度の組み合わせ

を検討した。 

験の結果、水素濃度 および16％いずれ 合でも、実

噴霧と

ること

 

 

 

試験体 試験装置

圧力センサ

試験体 試験装置

圧力センサ

試験体 試験装置

圧力センサ

図 2-3  検証実験の様子

2-5 燃焼実験の概要図
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2.2-9(4) 

図 2-7 CO2による不活性化の概念

これらの結果から、水素濃度が 8％の場合に、燃焼伝播を防止するため

には、水噴霧が８ノズル、ヘリウム 20％が適当である。水素濃度が 16％

の場合には水噴霧が８ノズル、二酸化炭素 5％＋ヘリウム 50％あるいは窒

素 55％が適当である。 

 

表 噴 8 ノ の場 各ガ 伝 度  

2-6 の防止 燃焼伝播図

2-1 水素濃度 8%、水 霧 ズル 合の スでの 播限界濃 と燃焼速度

ガス He CO2 N2 CO2+He CO2+He CO2+N2 CO2+N2 

伝播限界濃度（％） 20 25 35 5+15 10+10 5+15 以上 10+10 以上

最少燃焼速度（m/s） 0.127 0.094 0.141 0.113 0.102 0.132 0.105 

＊伝播限界濃度は燃焼伝播を防止できる最少ガス濃度（体積％） 

遅い燃焼速度である。 

2‐4

性気体を注入することにより、

漏

よる不活性化の概念を示す。空気中における水素

の

せる燃焼器を制作した。本測定結果と従来の火炎伝播による測定結果（途

い条件を可燃濃度とした。H2 および Air の頂点から可燃と判

いて安全濃度を示す２つの CO2 分圧比を定義した。 

  Y＝

  

より、水素が漏洩しても空間内が可燃濃度になることが避けられる。

さ

析ソフト STAR-CD を用いて空間内に放出された水素の流動・拡散挙動を計算するこ

と より、漏洩水素の流動・拡散の基本的特徴を明らかし、水素ステーションにおける不活性化空間設

計の指針を得た。 

３）水

密集することから、事故時の影

響度は大きく、高い安全要求となる。そのため、安全要素技術の適用には、反射圧低減壁、燃焼制御、

ならびに水素不活性化技術を用いることが安全確保には必要となる。 

＊最少燃焼速度は燃焼が防止できなかった実験条件のなかで、最も

 

) 水素の不活性化に関する研究 

地下室のような半閉鎖空間に不活

洩水素の着火を防止するのに加えて、排気筒から外気に放出した

場合にステーションの近隣での着火を防止する安全濃度を保つとい

う新しい概念の安全技術である。 

図 2-7 に CO2 に

可燃範囲は、水素濃度が燃焼の下限界（4％）から上限界（75％）

であるので、H2、Air、CO2 混合気の可燃濃度は図に示す３角形に近

い形状になる。 

この可燃濃度の境界（いわゆる可燃限界）は測定装置、測定方法

に依存する値であるが，ここでは特に厳しい条件として裸火が存在 

する場合の可燃限界を測定するために、パイロットバーナの周囲に

H2、Air、CO2 混合気を流通さ

中まで伝播した場合も含む）から最も厳し

断された実験結果の外側に接する直線を引

CO2／（CO2＋空気）≧ 0.75        (1) 

Z＝CO2／（CO2＋H2）≧ 0.9           (2) 

これら両方の条件を満たす領域が図の「安全濃度」と記された四角形であり、不活性化の対象空間を

常にこの濃度範囲に制御することに

らに、漏洩した水素が拡散混合により安全濃度になれば外部に放出してもステーション外の点火源に

より着火することが避けられる。 

さらに、熱流体解

に

 

素ステーションの安全性評価 

建設地点を（郊外－市街地－都市部）と分類した際の建屋形式、事故時の周囲への影響度、安全の要

求について表 3-1 に示す。 

この表は、都市部になるほど確保できる敷地は狭く、その結果建屋形式は重要機器のキャノピー上機

器設置式や地下式を選択することとなる。都市部では周囲に人や建物が
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反射圧
低減壁

燃焼制御
水素

不活性化

郊外 広 地上式 小 低 - - -

市街地
地上式
キャノピー上設置式

- ○ -

キャノピー上設置式 ○*1) ○ －

地下式 ○ ○ ○*2)

注： *1) 蓄圧器等機器の周囲のフレームに設置する。

*2) 例：蓄圧器等を防護壁で囲い、計器類は外部に集め、防護壁内に常時不活性ガスを充てん

都市部

安全要素技術（本研究）の適用
建設地点 建屋形式 安全の要求敷地

事故時の周囲
への影響度

狭 大 高

これをターゲット

安全要素

技術の適

用が望ま
れる。

表 3-１ 周囲への影響度（人的被害等）を踏まえた建屋形式・安全要素技術適用レベル 

 

 

4) 水素

表 4-1 ほぼ同じであ

る。土木 確認した。 

 

 

 

ステーションの経済性評価 

に、各建屋形式別コスト比較を行った。土木・建築工事費は、ベース配置に対し

・建築工事費と土地代の 、約半分になることを

表 4-1 各建屋形式別コスト比較 

合計では、ベースの機器配置に比べ

高架式

機器設置等 ベース配置 緩和適用 キャノピー上機器設置 機器地下設置1*) 低圧容器地下設置2*)

敷地面積(㎡) 876 613 517 517 390

土木・建
土地代（億円） 2 3.82 2.88

地上式 地下式

築工事費3*)（億円） 0.72 0.54 0.56 0.78 0.81

6.12 4.40 3.8  
注：斜体 10Km 圏内とした。 

圧器や圧縮機を指す。 

) 蓄圧器、圧縮機に加え、低圧容器を地下設置する。 

3*) 直接工事費 

5) 特許、論文、外部発表等の件数一覧 

の数値は概算値を示す。地価は東京都区内の主たる駅から

1*) 機器とは、蓄

2*

 

2.2-9(5) 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
PCT※出願国内 外国 査読付き その他 

H20FY ４件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

H21FY ３件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約）  

４

1) 水

設計を実施した各配置案に関し、万一の漏洩・着火・爆発時の周囲に与える影響の評価ならびに安

全対策の付与によるコンパクト化案の妥当性を検証する必要がある。 

 

2-1）

案された地下式コンパクト水素ステーションを対象に必要換気量を明らかにした。今後の課題とし

て、地下室サイズと換気量および最適な給排気口の位置の関係を明らかにする必要があると考えられる。 

2-2）反射圧低減壁及びエネルギー吸収壁 

． まとめ及び課題 

素ステーションの試設計と課題の抽出 

一般高圧ガス保安規則第 7条の 3をベースに、高圧ガス設備を地下に設置した場合、屋上に設置した

場合等のコンパクト化配置検討を行った。 

試

 

2) 安全要素技術開発

換気システム 

提
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数値解析により反射圧低減壁の開発を行い、検証実験によりその性能を確認した。さらに、エネルギ

ー吸収壁について提案し、その効果を検証した。今後の課題として、水素ガスでの検証や実規模サイズ

での性能確認が必要であると考えられる。 

 

2-3）水素燃焼制御システムの開発 

漏洩水素ガスの燃焼・爆発のリスクに対し、水噴霧と不活性ガスの効果により、水素の燃焼を抑制し、

その空間の安全を維持するシステムを開発した。今後、実規模に近いサイズでの燃焼制御実験、ならび

に可能性としての水素の最強の濃度である 30%程度での燃焼抑制実験が必要であると考えられる。また、

水噴霧の定量的な表現方法、ならびに誤報の識別を含め、水素センサとの連動によるシステム化も検討

する必要がある。 

 

2-4) 水素の不活性化に関する研究 

CO2 による半閉鎖空間の不活性化の指標となる安全濃度については信頼性の高い値が得られたが、漏洩

水素の流動・拡散挙動については空間内の機器の配置、水素漏洩場所、水素漏洩量に依存するので、ス

テーションの設計に当たっては実状に合った条件設定による流動・拡散挙動の計算が必要である。 

 

3）水素ステーションの安全性評価 

都市部における水素ステーションの建設には、敷地が狭く人や建物が密集していることから、安全要

素技術を適用することにより、都市型水素ステーションに必要とされる安全レベルを確保できることを

確認した。さらには、H23 年度に実施予定であるモックアップ実験により検証する。 

 

4) 水素ステーションの経済性評価 

各建屋形式別コスト比較を行った。都市部における水素ステーションの建設においては、その地代を

考慮した場合、機器の高架設置式、地下設置式が低コストであることが確認できた。さらには、このコ

ストをベースとして、合理化検討による低コスト化へと繋げる。 

 

５． 実用化・事業化見通し 

燃料電池実用化推進協議会（FCCJ）作成

フェーズ1

Ⅲ2.2-9(6) 

技術実証 技術実証
社会実証

普及初期 本格商用化
フェーズ２ フェーズ３ フェーズ４

2010 2011 2015 2016 20XX

水素ST設置数

FCV台数

2020年
FCV ：5万台
水素ST ：1000箇所

2030年
FCV ：100万台
水素ST ：5000箇所

2015年

事業化

技術課題の解決

事業化の検討

FCV普及開始

燃料電池実用化推進協議会（FCCJ）作成

フェーズ1 フェーズ２ フェーズ３ フェーズ４
技術実証 技術実証

社会実証
普及初期 本格商用化

2010 2011 2015 2016 20XX

水素ST設置数

FCV台数

2020年
FCV ：5万台
水素ST ：1000箇所

2030年
FCV ：100万台
水素ST ：5000箇所

2015年

事業化

技術課題の解決

事業化の検討

FCV普及開始

   図 5-1 水素ステーション普及シナリオ 

コンパクトな機器配置が実現され、安全要素技

術の目途が立ったことから、H24 年度までの検証に

より都市型コンパクト水素ステーションの実用化

が可能である。図 5-1 に燃料電池自動車と水素ス

テーションの普及に向けたシナリオを示す。燃料

電池自動車等が普及開始する H27 年度には、今後

の低コスト検討・標準化により事業化できる見通

しである。 

 

水素ステーション以外にも水素供給インフラ全体、例えば水素製造プラント、および大量需要のた

めの大・中規模水素貯蔵施設等の建設へ事業展開ができる。 
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 2．3 研究開発項目Ⅲ「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」 

 

Ⅲ－１ 水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討（実施者：(株)テクノ

バ 

 

Ⅲ－２ IEA/HIA 水素実施協定における国際技術開発動向の調査検討（実施者：(財)エンジニアリ

ング振興協会） 

 

Ⅲ－３ 可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研究開発

（実施者：(独)産業技術総合研究所） 

 

Ⅲ－４ 非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計及び開発（実施者：

(国)横浜国立大学） 

 

Ⅲ－５ 高効率水素液化磁気冷凍の研究開発（実施者：(独)物質・材料研究機構、(国)金沢大学） 

 

Ⅲ－６ 水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発（実施者：(国)東京大学） 

 

Ⅲ－７ 超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発（実施者：(独)産業技術総合研究所、

(国)東北大学） 

 

Ⅲ－８ ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発（実施者：

(国)東北大学） 

 

Ⅲ－９ Mg および Ti 系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に関わる研究開発（実施者：

(学)東海大学） 

 

Ⅲ－10 水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究開発（実施者：(独)産業技術総合研究

所） 

 

Ⅲ－11 水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ（実施者：(財)エネルギー総合工学研究

所、岩谷産業（株）、川崎重工業（株）、関西電力（株）、清水建設（株）、三菱重工業（株）、

千代田化工建設（株）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



●全期間成果ｻﾏﾘ（実施期間 ：平成20年度～平成21年度）
・専門家による「先端燃料電池実施協定対応委員会」を組織、AFCIAの各作業部会に専門家を派遣、あるいはテクノバで参加し、我が国のR&D情報を提供した（NEDOの
R&Dの状況、日本の政策、大規模実証やそのほかの具体的なR&Dプロジェクト）。このような情報提供を通じて、AFCIAに貢献した。

（ Ⅲ－ 1 ）水素燃料電池に係る国際関連機関等研究・政策動向の調査検討 委託先：株式会社テクノバ

状況、 本 政策、大規模実証やそ 具体的な ジ ク ）。 ような情報提供を通 、 貢献 。

・ IPHEの議論を分析、わが国の政策や技術開発への影響を分析した。また国内の関係者とも協力し、日本の取り組みをPRするとともに、米国、カナダ、ドイツ、欧州連合
などの主要国のイニシアティブを支援した。 IPHEに対する我が国の貢献を明確になるように各種の報告などや作業を滞りなく進めた。

●全期間実施内容／研究成果●背景/研究内容･目的
A．IEA AFCIAの動向の調査・検討・普及
AFCIAの情報を入手し、また作業部会に専門家を派遣して最新動

A．IEA AFCIAの動向の調査・検討・普及
・専門家による「先端燃料電池実施協定対応委員会」を組織した。AFCIAの情報を入手し、また作業部会に専門家を派遣して最新動

向、活動内容を入手してわが国の政策や技術開発への影響を分析
する。

B． IPHEの動向の調査・検討・普及
IPHE委員会に参加し、最新動向、活動内容を入手し、わが国の政
策や技術開発への影響を分析する。また関係者に情報を提供する。

C IPHE AFCIAメンバー国やその主要関連研究

専門家による「先端燃料電池実施協定対応委員会」を組織した。
・AFCIAの各作業部会（PEFC、SOFC、定置用FC、ポータブルFC）に専門家を派遣、あるいはテクノバで参加し、我
が国のR&D情報を提供した（NEDOのR&Dの状況、日本の政策、大規模実証やそのほかの具体的なR&Dプロジェ
クト）。このような情報提供を通じて、AFCIA参加国に対して日本の取り組みをPRし、学術的な情報による貢献を
行った（FC・水素に着実に取り組んでいることを国際的にPRし、欧州・北米などの国に印象づけた）。

B． IPHEの動向の調査・検討・普及
・IPHEの各委員会に参加し 最新動向 活動内容を入手した

●研究目標

C. IPHE、AFCIAメンバー国やその主要関連研究

機関の政策・技術開発動向の調査・検討
IPHE、AFCIAにおけるメンバー国の発言、プレゼンテーション、およ
びその他の情報から、参加メンバー国や、その国の主要関連研究
機関の政策・動向を把握、情報を提供する。

IPHEの各委員会に参加し、最新動向、活動内容を入手した。
・IPHEの議論を分析、わが国の政策や技術開発への影響を分析した。対応が必要な議論や動きに関しては、国内
関係者と連携し、その対応を行った。
・特にIPHEの教育ワーキンググループやデモンストレーションワーキンググループ、規制・基準標準ワーキンググ
ループでは、国内の関係者とも協力し、日本の取り組みをPRし、高い評価を受けた。
・IPHE委員会の場で、米国、カナダ、ドイツ、欧州連合などの主要国のイニシアティブを支援した。
・IPHEに対する我が国の貢献を明確になるように各種の報告や作業を滞りなく進めた。

実施項目 目標

A 対応委員会の開催、動向レポートの作成

B 動向レポートの作成

●研究目標 対す 我 国 貢献を明確 な う 各種 報告 作業を滞りな 進 。
・IPHE水素貯蔵ワークショップ（H21年10月、モスクワ）に参加し、国際的な水素貯蔵研究の動向を調査した。
・IPHEの水素インフラワークショップ（H22年2月、サクラメント）に参加し、水素ステーションをめぐる米国、ドイツ、欧
州委員会の取り組みを調査した。

C. IPHE、AFCIAメンバー国やその主要関連研究機関の政策・技術開発動向の調
査・検討
・IPHE AFCIAにおける情報をもとに 政策情報をとりまとめ 関係者に提供した（米国 カナダ ドイツ ノルウェ

●今後の課題

C
政策動向レポート、公的研究機関、主要研
究所の技術開発動向レポート

実施項目 成果内容 自己評価

●研究成果まとめ●実施体制及び分担等

・IPHE、AFCIAにおける情報をもとに、政策情報をとりまとめ、関係者に提供した（米国、カナダ、ドイツ、ノルウェー、
欧州委員会、など）。
・DOEの水素プログラムメリットレビューの情報を入手・分析し、関係者に提供した。
・欧州燃料電池水素ジョイントアンダーテイキング総会に参加し、その情報を入手・分析し、関係者に提供した。

・IEAとIPHEはｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝの動きもあり、わが
実施項目 成果内容 自己評価

A
対応委員会の開催、動向レポート
の作成

○

B
動向レポート、会議内容の報告、
各種ワークショップの分析

◎

NEDO

政策・技術開発動向調査グループ

先端燃料電池実施協定対応委員会
・九州大学大学院工学研究院
・東京都市大学総合研究所

株式会社ENEOS ク

テクノバ
ﾗ 動 、

国の水素燃料電池政策への影響を見極める
ために、今後もその動きに注意が必要。
・日本の政策的取り組みや研究開発は高く評
価されており、これらの組織を通じて情報を
継続的に発信することで、国際的なリーダー
シップを発揮することが重要。

●実用化の見通し

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

0 0 0 0

C 動向レポート、各種会議の分析 ○

東 都 究
・株式会社ENEOSセルテック
・産業技術総合研究所（関西）

・調査（フィージビリティ調査の一環）であるた
め、実用化をめざした技術開発は行っていな
いが、調査による結果の情報提供を通じて、
他の研究開発の実用化を支援できる。
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水素・燃料電池に関わる国際関連機関等研究・政策動向の調査検討 

実施体制：(株)テクノバ 

 

１．事業概要 

 

IEAの先端燃料電池実施協定（AFCIA）は 41 あるIEAの実施協定のひとつで、現在 19 カ国が参加しており、各種

燃料電池や主要アプリケーション（自動車、定置、マイクロ）分野での研究協力を行っている（図 1表 1）。 
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Annex 25：StationaryAnnex 22：PEFC 

 
Annex 26：TransportationAnnex 23：SOFC 

 

Annex 24：MCFC Annex 27:Portable

技術分野の Annex（Technology annexes） 用途分野の Annex（Application annexes） 

 

図 1．AFCIA の全体構成 

 

表 1．Annex22、24、25、27 の概要 

Annex(作業部会) 内容 参加国 OA(幹事)国 

Annex 22 PEFC(固体高分子形燃料電池) 17 カ国 米国 

Annex 24 SOFC（固体酸化物形燃料電池） 14 カ国 米国 

Annex 25 定置用燃料電池ｼｽﾃﾑ 13 カ国 スウェーデン 

Annex 27 携帯用燃料電池  7 カ国 ドイツ 

 

また水素経済のための国際協力（IPHE）は、2003 年に米国エネルギー省の主導で設立した水素・燃料電池の政

策面での国際コラボレーション組織であり、現在 16 カ国・1 地域が参加している（図 2）。IPHEでは政策面での情

報交換、研究開発のプライオリティの決定、水素ロードマップ比較などの活動を行っているとともに、わが国の政

策・研究開発にも影響を与えかねない基準・標準活動やFCVデモンストレーション評価活動も行っている。 

 
水素経済のための国際パートナーシップ

2003年11月に設立。10年間の期限付き。

米国エネルギー省が提唱。水素・燃料電池に係る
情報交換等を促進するための国際協力組織。
実際の参加者（実務担当者）は、IEAの水素実施協
定（Hydrogen Implementing Agreement：HIA）と重
なることが多い。

 

 

 

 

 

 
オーストラリア

フランス
アイスランド

日本
ノルウェー

英国
欧州委員会

カナダ
ドイツ

イタリア
韓国

ロシア
米国

ブラジル
中国

インド

IPHE
IEA HIA

ベルギー
デンマーク
フィンランド
リトアニア
オランダ

シンガポール
スペイン

スウェーデン
スイス

注：IEA HIAとは違い、IPHEにはファンド拠出がない

注 当時の日下一正資源エネルギー

庁長官が中川大臣代理で署名

 

 

 

 

 

図 2．IPHE の組織 
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今後 IPHE と AFCIA は、連携も深めつつ、水素のアプリケーションとしての燃料電池分野でも情報交換し、水素・

燃料電池の両面で活動領域を広げていくことが予想される。よってわが国の将来の水素・燃料電池政策、技術

開発のためには、IPHE と AFCIA の両面から情報を収集するともに、その動向を調査・検討した。 

 

２．事業目標 

① AFCIA の動向の調査・検討・普及 

AFCIA の執行委員会（ExCo）情報を入手するとともに作業部会に専門家（エキスパート）を派遣し、最新動向、

活動内容を入手し、わが国の政策や技術開発への影響を分析する。さらに国内において先端燃料電池実施協

定対応委員会を組織し、専門家や関係者間で情報交換を行うとともに、その対応を検討する。 

 

② IPHE の動向の調査・検討・普及 

IPHE の委員会に参加し、最新動向、活動内容を入手し、わが国の政策や技術開発への影響を分析する。ま

た、関係者に情報を連絡・普及する。 

 

③ IPHE、AFCIA メンバー国やその主要関連研究機関の政策・技術開発動向の調査・検討 

IPHE、AFCIA におけるメンバー国の発言、プレゼンテーション、およびその他の情報から、参加メンバー国や、

その国の主要関連研究機関の政策・動向を把握し、わが国の政策や技術開発への影響を分析する。また、関

係者に情報を連絡・普及する。 

 

３．事業成果 

事業の成果は以下のとおりである。 

 

① IEA AFCIA の動向の調査・検討・普及  

・専門家による「先端燃料電池実施協定対応委員会」を組織した。  

・AFCIA の各作業部会（PEFC、SOFC、定置用 FC、ポータブル FC）に専門家を派遣、あるいはテクノバで参加し、

我が国の R&D 情報を提供した（NEDO の R&D の状況、日本の政策、大規模実証やそのほかの具体的な R&D

プロジェクト）。このような情報提供を通じて、AFCIA 参加国に対して日本の取り組みを PR し、学術的な情報に

よる貢献を行った（FC・水素に着実に取り組んでいることを国際的に PR した）。  

 

② IPHE の動向の調査・検討・普及  

・IPHEの各委員会に参加し、最新動向、活動内容を入手した（表 2、表 3）。  

・IPHE の議論を分析、わが国の政策や技術開発への影響を分析した。対応が必要な議論や動きに関しては、

国内関係者と連携し、その対応を行った。  

・特に IPHE の教育ワーキンググループやデモンストレーションワーキンググループ、規制・基準標準ワーキング

グループでは、国内の関係者とも協力し、日本の取り組みを PR し、高い評価を受けた。  

・IPHE 委員会の場で、米国、カナダ、ドイツ、欧州連合などの主要国のイニシアティブを支援した。  

・IPHE に対する我が国の貢献を明確になるように各種の報告や作業を滞りなく進めた。  

・IPHE 水素貯蔵ワークショップ（H21 年 10 月、モスクワ）に参加し、国際的な水素貯蔵研究の動向を調査した。  
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・IPHEの水素インフラワークショップ（H22 年 2 月、サクラメント）に参加し、水素ステーションをめぐる米国、ドイツ、

欧州委員会の取り組みを調査した（表 4）。  

 

表 2．IPHE の動向：タームと議長国 

第 1 期（2003～2005）・第 2 期（2005～2007）：米国 

• ブッシュ大統領の水素イニシアティブの「国際的プロモーション」組織としてスタート。米国 DOE（と

DOT）が主導。  

• 積極的にデータ共有や共同プロジェクトを推進。  

• 欧州も水素プロジェクトを EU 内で「通しやすい」ので積極活用。  

• 国際的な水素ロードマップを作ることを目指したが、各国の反対が多く挫折。代わりに、R&D の優

先度を定めた「プライオリティスコアカード」などの活動を行った。 

第 3 期（2007～2009）：カナダ 

• 天然資源省（NaturalResourcesCanada）と産業省（IndustryCanada）がリード。  

• 初期には産業界との対話を重視。ステークホルダ会合などを実施。  

• SoN（State of Nation：IPHE 施政方針）の策定、米国、カナダ、ドイツ、ノルウェーなどの提案による

個別プロジェクト（Global IPHE Project を実施。  

第 4 期目（2009～2011）：ドイツ 

• カナダで停滞した IPHE を立て直し。ドイツ NOW が主導。  

• SC と ILC を統合して、１つの委員会とすることを提案。  

• IPHE の名称を変更。  

• 2009～2010 年に、一連のワークショップを行う予定。  

- インフラワークショップ（2010 年 2 月）  

- デモンストレーションワークショップ（2010 年 9 月）  

- 定置 FC ワークショップ  

 

表 3．IPHE の最近の動向 

• IEA HIA と IPHE 間で MoU 締結。 

一定の制約の元、IPHE メンバーが IEA HIA のﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ、ExCo に参加できる。 現在、以下の IEA 

HIA のタスクを対象にコラボレーションが実施中/検討中。  

Task 22（水素貯蔵）              2008 年に MoU 締結。実施中  

Task 18（水素統合システムの評価）    2009 年に MoU 締結。 

Task 19（水素安全に関する国際協力）  検討中  

• 新規に南アフリカがメンバーシップを認められる  

• 進行中の国際連携プロジェクト：IPHE スチューデントコンペティション  

高校生を対象にした教育コンペティション。日本、米国、ドイツ、アイスランド、ラトビアが参加。日本

は NEDO/JHFC の教育活動の一環として実施。3 月に JHFC で募集し、秋田工業高校を採択。

2010 年 5 月の WHEC で表彰。  

• IPHE アワード（2 年毎に開催）  



表 4．IPHE インフラワークショップ報告 

（1） ワークショップの概要 

日時： 2010 年 2 月 25～26 日（26 日は午前中のみ） 

場所： カリフォルニア州サクラメント 

参加者： 約 100 名 

  日本からの参加者：エンジニアリング振興協会、株式会社テクノバ 

 

（2） ワークショップの概要 

① 2020 年へのパスウエイ：主要 IPHE メンバー国からの報告 

• 米国：DOE（John Garbak） 

• 米国：CaFCP（Catherine Dunwoody） 

• 欧州連合（FCH JU）：Total（Philippe Mulard） 

• ドイツ：Total（Philippe Mulard） 

• 日本：エンジニアリング振興協会（戸室仁一） 

• 韓国：現代自動車（B. K. Ahn） 

② 水素ステーションビジネスケース 

• ビジネスケースの紹介：Marc Melaina（National Renewable Energy Laboratory） 

• オンライン・フォーカスグループの紹介：Chris White（CaFCP） 

• 分科会に分かれてディスカッション（アイディアジェネレーション） 

④ 総括 

 

 

 

 

 

                          左から 戸室氏、Mulard 氏、Garbak 氏、Ahn 氏、Dunwoody 氏

 

（3） 所感 

• 本ワークショップに参加しているのは米国、ドイツ、日本、韓国、カナダのみである。参加者には、

DOE やカリフォルニア州関係者などの政策立案者、ステーション関連企業（Air Products、Linde、Air 

Liquide）、自動車メーカー（GM、Daimler、Toyota、Honda、Nissan）、石油会社（Shell、Chevron）が一

通り参加していたが、これは前日に CaFCP の運営チーム会合があったため、そのまま参加した人が

多かったためである。 

• 実際に全参加者が分科会でのディスカッションに参加するという「ワークショップ」形式であったが、デ

ィスカッションのテーマは「カリフォルニアで 2012 年までにいかにして 40 カ所のステーションを整備す

べきか」というものであった。 
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③ IPHE、AFCIA メンバー国やその主要関連研究機関の政策・技術開発動向の調査・検討  

・IPHE、AFCIA における情報をもとに、政策情報をとりまとめ、関係者に提供した（米国、カナダ、ドイツ、ノルウェ

ー、欧州委員会、など）。  

・DOE の水素プログラムメリットレビューの情報を入手・分析し、関係者に提供した。  

・欧州燃料電池水素ジョイントアンダーテイキング総会に参加し、その情報を入手・分析し、関係者に提供した。  

 

４．まとめ及び課題 

 

IEAと IPHEはコラボレーションの動きもあり、わが国の水素燃料電池政策への影響を見極めるために、今後もそ

の動きに注意が必要である。  

また、日本の政策的取り組みや研究開発は高く評価されており、これらの組織を通じて情報を継続的に発信す

ることで、国際的なリーダーシップを発揮することが重要である。  

 

５．実用化・事業化見通し 

 

調査（フィージビリティ調査の一環）であるため、実用化をめざした技術開発は行っていないが、調査による結果

の情報提供を通じて、他の研究開発の実用化を支援できると考えられる。  
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●全期間成果ｻﾏﾘ（実施期間 ：平成20年度～平成21年度）

水素経済社会の実現に向けて国際協同研究開発を目的とするIEA/HIA（国際ｴﾈﾙｷﾞｰ機関/水素実施協定）に積極的

●背景 ●全期間実施内容／研究成果

水素経済社会の実現に向けて国際協同研究開発を目的とするIEA/HIA（国際ｴﾈﾙｷ 機関/水素実施協定）に積極的

に参加した。各作業部会にて、収集・交換した水素に関する技術開発動向・情報を国内に展開し、共有化を図った。

No. 研究開発項目 研究成果内容・OECD(経済開発機構）
OECDの傘下に代替ｴﾈﾙｷﾞｰ源
の開発を目的にIEA（国際ｴﾈﾙ

１８

１９

水素統合システムの

評価

水素安全

●ｻﾌﾞﾀｽｸB「実証ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの評価」は水素実証ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを既存の

評価ソフトを利用してｴﾈﾙｷﾞｰ効率、経済性等ｼｽﾃﾑ評価を行う。

第2期(2007-2009)では水素ｽﾃｰｼｮﾝを中心に新たに10ｼｽﾃﾑの評

価を実した。2010より新たに「水素供給コミュニティ」が発足予定。

●ｻﾌﾞﾀｽｸA：ﾘｽｸ管理手法、B：水素安全に関するﾃｽﾄ。C:情報管

による国際ｴﾈﾙｷﾞｰ計画
・世界のｴﾈﾙｷﾞｰ需給構造
の改善が必要

の開発を目的にIEA（国際ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ 機関）が設立
・IEAの中に水素に関する協同研
究 開発を目的にHIA(水素実施
協定） が1977年に設立

●目的

（１） 水素経済社会の実現に向けて国際的協同研究開発を実施
（２） 安全・環境を配慮した世界共通の水素技術関連情報の共有
（３） 総合的な水素研究開発と分析活動の支援

１９

２６

２１

水素安全

水の光分解水素

製造

バイオ水素製造

●ｻﾌ ﾀｽｸA：ﾘｽｸ管理手法、B：水素安全に関するﾃｽﾄ。C:情報管

理。水素安全に関する各国の安全実験が紹介・ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化。日
本からはJARIのHY-SEFを紹介。

●光電気化学的水電解用に効率と安定性に優れた光電極・光触

媒材料の開発に向けてR&D。

●ﾊﾞｲｵﾏｽや太陽光等の再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰを原料にして発酵や光
●研究の概要と目標

概要 水素 関する国際技術開発動向と分析活動動向

２２

（幹事：産総研/

日本）

水素貯蔵材料

合成反応にて水素製造する。ｱｼﾞｱにおけるこの分野での研究開

発が期待される

●IPHE(水素経済の国際ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ)との合同がIPHE/DOEよ

り提案され、双方合意,2008.3月ｶﾅﾀﾞ及び2008.10月ｲﾀﾘｱにて合同

会議。

● 月 ｷ ｸｵ 会議に ｻ ﾞﾀ ｸ (市場研究） ﾘ ﾀﾞ は日本

実施項目 目標

A 国際技術開発動向の把握

概要：水素に関する国際技術開発動向と分析活動動向の
把握を行い、情報を関係者に発信する

●実施体制及び分担等

２３

２４

２８

定置式小型改質器

風力発電-水素

大規模水素インフラ

●2006.6月のｷｯｸｵﾌ会議にてｻﾌﾞﾀｽｸ3(市場研究）のﾘｰﾀﾞｰは日本

（東京ガス）に選ばれた。

●ｻﾌﾞﾀｽｸA:風車、水電解装置のﾚﾋﾞｭｰ B:ｼｽﾃﾑのｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ、

C:市場研究、横浜国大から専門家登録。

●2009.11月のEx-Co会議にて新規タスクとして、承認された。

B 各Annex(作業部会）の分析活動動向の把握

C 得られた情報の展開・普及及び共有化活動

●今後の課題

●実施体制及び分担等

NEDO (財)ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ振興協会

IEA/HIA水素実施協定対応委員会
（作業部会18-24専門家16名

（１） 水素経済社会実現に向けてIEA/HIAへの積極的参加

● 新規Annex 28（大規模水素インフラ）への参加

（２） IEA/HIA国際会議にて得た 情報の国内への展開と普及

●研究成果まとめ

実施項目 自己評価

A ◎（作業部会18 24専門家16名 （２） IEA/HIA国際会議にて得た 情報の国内への展開と普及

● 公開されたデータベース（Website)の利用

● IEA/HIA国際協同研究開発の活動報告会の実施
B ○

C ○

●実用化の見通し及び特許等： なし
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IEA/HIA 水素実施協定における国際技術開発動向の調査検討」（平成２０年度～平成２１年度） 

財団法人 エンジニアリング振興協会 

1. 事業の概要 

本事業は、「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」を対象として IEA/HIA（国際エネル

ギー機関/水素実施協定）のビジョンである「経済のあらゆる分野の要となるクリーンで持続可

能なエネルギー源による水素の未来」に向けて下記のテーマを目標に掲げており、メンバーで

ある我が国も積極的に参加して総合的な水素に関する技術開発動向の把握と分析活動動向

の把握を行い、情報を関係者に共有する。 

 

【IEA/HIA 水素実施協定専門作業部会と内容】 

Annex(作業部会) 内容 日本の専門家 

Annex 18 水素統合システムの評価 産総研（2 名） 

Annex 19 水素安全 日本自動車研究所（JARI） 

石油産業活性化ｾﾝﾀｰ(PEC)

(2 名) 

Annex 26(旧 20) 水の光分解による水素製造 産総研（2 名） 

Annex 21 バイオ水素製造 産総研他（2 名） 

Annex 22 基礎的・工学的水素貯蔵材料開発 産総研他（4 名） 

Annex 23 水素供給用の小規模改質器 東京ガス他（2 名） 

Annex 24 風力エネルギーと水素の統合 横浜国大（1 名） 

 

2. 事業目標 

1) 国際技術開発動向の把握 

・ 日本からの専門家を派遣し、総合的水素研究開発・分析活動の情報交換を行う。又、入手した

水素関連情報を展開し、NEDO の推進する水素関連事業などに資する。 

・ 各作業部会に派遣した日本の専門家を通して各作業部会で実施している実用化前の共同研

究開発動向を把握する。分野としては、製造・貯蔵・統合システムなどがある。 

製造： Annex 20（水の光分解による水素製造）、Annex 21(バイオ水素製造)、Annex 23 (小規

模改質器) 

貯蔵：Annex 22(水素貯蔵材料開発)、Annex 24 (風力エネルギーと水素の統合) 

統合システム：Annex 18 (水素統合システムの評価)、Annex 19(水素安全) 

 

2) 分析活動動向の把握 

IEA/HIA水素実施協定では独立した分析活動を行なっており、既存のモデルを使って、参加

国が実施する実証事業の成果と学習点を分析する。我が国も派遣する専門家が各Annex 

(作業部会)にて分担を持って分析活動を行なう。 

 

3) 情報の展開・普及及び共有化活動  
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各作業部会で把握した技術開発動向及び分析活動動向ならびにIEA/HIA水素実施協定にお

ける各Annex (作業部会)のワークショップ（国際会議）や各Annex 毎に設けられたウェブサイ

トやIEA/HIA水素実施協定が発行する年次報告書やNews Letter等から得られた水素関連情

報の展開・普及及び共有化を図る。具体的には下記が挙げられる； 

 

・ エンジニアリング振興協会での成果発表会：年１回の成果発表会にてIEA/HIA水素実施

協定における国際技術開発状況の情報を展開する。 

・ 関連する団体・企業への情報展開：各Annexの技術開発項目に関連する団体・企業な

どへ技術開発状況の情報を展開する。（例：Annex 23「小型定置式改質器」⇒日本の「改

質器」メーカ・団体などに情報の展開） 

・ 出版物の展開・普及：IEA/HIA水素実施協定にて公開しているAnnual Report(年次報告

書)やIEA/HIA News Letterなどを適宜、関連業界・団体へ情報を展開・普及する。 

 

3. 事業の成果概要 

1）IEA HIA(水素実施協定)専門会議へ専門家を派遣し、水素に関する国際的技術開発動向の

把握と情報の共有化と展開を図る： 

2) 分析活動動向の把握 

IEA/HIA 水素実施協定では独立した分析活動を行なっており、既存のモデルを使って、参加

国が実施する実証事業の成果と学習点を分析する。 

①Annex-18 (水素実証試験の評価): 

・ 本 Annex は「水素システム社会への融合に関する情報を提供する」という全体目標の

下に二つのSubtaskより構成されてきたが、2006年11月に3年間の延長が承認され、

2007 年 1 月より 2nd Phase に入る（2009 年 12 月まで）。 

・ 2008 年は 4 月にアテネ、9 月にコペンハーゲンにて Workshop 会議を実施。 

・ 2nd Phase では下記三つの Subtask となった。 

Subtask A：情報データベースの構築 

Subtask B：実証プロジェクトの評価 

Subtask C：統合と研修（技術的側面のみならず社会的・経済的側面を考慮に入れて

水素システム導入の障壁となっている原因を抽出し、その対策を検討する。） 

・ 2009 年 10 月ハワイにて国際会議：Annex 18 は 2009 年度にて終了予定。Final Report

概要を審議した。次期 Annex は「Distributed and Remote Energy Systems using H2」

（分散型水素システム）にて立上げ、OA (幹事)はトルコの UNIDO が予定。2010.5 月の

エッセン IEA/HIA Ex-Co 会議に Proposal を提出後、発足予定。 

②Annex-19 (水素安全) 

以下三つの Subtask に分けて各 Subtask リーダの下で検討・議論されている。 

 Subtask A： Risk Management (危機管理)：A1 既存のリスクアセスメント手法の調査、

A2 水素システムと従来の炭化水素系燃料設備とのリスクアセスメント比較、A3 確

立論的リスク評価 
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 Subtask B：Safety Testing （安全試験）：B1 既存の実験データの調査、B2 現在実施

中の実験プログラムの調査、B3 リスクマネジメントの観点での既存データの十分性

の調査及び不足項目の摘出 

 Subtask C：Information Dissemination (ステークホルダー向けの情報整理とその提供) 

・ 2008 年 3 月カナダ、同 8 年 9 月オスロ及び 2009 年 4 月サンフランシスコ、同年 9 月

に仏・コルシカにて国際会議を実施。Subtask A では日本から規制見直し様に実施し

たリスク評価も含めて評価事例の調査結果を整理（PEC/菊川氏）。又 JARI/HySEF に

おける水素安全に関するデータや評価技術レベルについてのデータなどについて発

表・報告した 

  ③Annex 26 (旧 20)(水の光分解による水素製造) 

・ 2008.10.18 ﾊﾜｲにて Annex26 のｷｯｸｵﾌ会議、2009 年 4 月サンフランシスコにてワーク

ショップ会議が開催された。 

・ 旧 20 の水の光分解による水素製造の為の材料開発として半導体材料分野を各担当

が分担して探索が進められている。 

・ 米国 DOE ではいくつかの機関にて鉄系酸化物半導体、酸化タングステン系半導体、

非酸化物半導体、シリコン系半導体などを担当し探索中で今後データベース化予定。 

・ EU ではタンデム型光電極の水素製造、半導体光電極のナノ構造制御する水分解水

素製造の２つのプロジェクトが進められている。 

・ 日本（産総研）の太陽光水素製造の位置づけについて紹介し、その後光電極及び光

触媒を紹介。光電極については主に Fe2WO6 について、その性能向上の最適化、バ

ンド構造の解析、ガス発生測定や長期安定性について紹介した。 

④Annex-21（光生物学的水素製造）： 

・ 産業技術総合研究所/三宅氏が OA(幹事)となりすすめられ、2008年 8 月にｽﾍﾟｲﾝ･ﾏｼﾞ

ｮﾙｶ島、2009 年 2 月にｽｴｰﾃﾞﾝ･ｳﾒｱ、同年 9 月にフィンランド、2010 年 3 月にイタリア

にて国際会議が実施された。 

・ 本 Annex 21 は下記四つの Subtask に分けられる。 

Subtask A：光合成微生物（藻類や光合成細菌）や嫌気性細菌のバイオマス水素製造 

Subtask B：光合成微生物と光エネルギーを用いた水やバイオマスからの水素製造シ

ステムの高効率化技術 

Subtask C：微生物が有する酵素やタンパク質を利活用した生体模倣技術・分子ハンド

リング技術による光水素生産デバイス・燃料電池システムの構築 

Subtask D：当該技術のフィージビリティースタディなどの可能性評価、社会生活・社会

システムへの影響評価、生活の質の確保に関する評価など。 

・ バイオマスの利用技術に関しては中国、台湾の研究が活発化しているが、プロジェク

トでは韓国、日本が優位に立っている。北欧では大型基礎研究プロジェクトが数件進

行中であり、高度な基礎研究を行える環境を維持している。上記国際会議に各国のバ

イオ水素製造の研究の現状について意見交換が成された。 

・ 2008.11 月の IEA/HIA Ex-Co 会議にて 2009 年から第 2 期として 2 年の延長が承認さ
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れ、2010.8 月に Annex 21 OA (三宅氏)→米国に交替予定。次回会議は 2010.9 頃 

⑤Annex 22（固相及び液相水素貯蔵材料の開発）： 

・ 2006 年 6 月 Ex-Co 総会にて Annex 17 から 22 へ継続が承認され、2007 年 1 月から

3 年間(2009.12.31 まで)の継続。2010.1 月より Annex22 第 2 期（2 年間）移行予定。 

・ Annex 22 で設定されている目標は以下の通り。 

A) 国際的な水素貯蔵目標に合致する可逆的 or 再生可能水素貯蔵媒体を開発する。 

B) 目標 A に合致する可能性ある水素吸蔵媒体の基礎的及び工学的理解を深める。 

C) 定置用途向けの水素貯蔵材料及び貯蔵システムを開発する。 

・ IEA/HIA と IPHE との協同が MOU(覚書)により実現され、2008.3 月のカナダ Workshop

会議より IPHE からの参加（ロシアを含む数名）があった。 

・ 2009.4 月韓国済州島会議、同 10 月パリ会議が実施され、日本より専門家出席。 

・ 第 2 期からはサブタスクが増える見込みで「水素貯蔵技術のエンジニアリング及び応

用セッション」が立上げ予定で日本から更に 1 名（日本重化学）の専門家を増員予定。 

⑥Annex-23 (ｵﾝｻｲﾄ水素供給用小規模改質器)： 

・ 2006 年 6 月 Annex 23 キックオフ会議（ブラッセル）Subtask１/標準化とモジュール化、

Subtask２/持続可能性と再生可能資源、Subtask3/市場調査から構成される活動行う

ことで合意。 

・ OA はノルウェーの SINTEF, Subtask1,2,3 のリーダは各 1，2 をノルウェー、3 を日本（東

京ガス/安田氏、三菱化工機/小渕氏）が務めることで合意した。 

・ 2008 年 4 月の東京会議、同年 11 月のパリ会議、2009 年 10 月のイスタンブール会議

（2009.5 月のオスロ会議は豚インフルエンザによる海外渡航自粛令にて不参加）では

Subtask 1 では 100/500Nm3 級改質器の仕様比較作業を、ST2 では小規模 CCS につ

いて CO2 削減の量的寄与について審議、ST3 では日本のシナリオ研究から抽出した

パラメータリストとステーション建設に関わる規制・基準について紹介した。 

⑦Annex-24 (風力発電-水素製造)： 

・ OA(幹事)国はスペインで出席者は 6 カ国合計 17 名。各国の風力発電の現状、風力-

水素製造に向けた研究など報告された。 

・ Subtask は A) State of Art (現状の機器設備-風車、水電解装置、中間機器のレビュー

と水素製造能力・市場研究など)、B) Needed improvement & system integration   C) 

Business concept development の三つに分けられる。 

・ 2008.4 月にアテネ（Annex 18 と併催）及び同年 10 月スイスでは水電解メーカ IHT 社の

ホストによる工場視察を兼ねて会議開催され（日本から横浜国大/太田氏出席）風力

から水電解による水素製造の技術課題が議論された。 

・ 2009.4 月米国デンバー（NREL）会議では NREL の実証（風力発電＋水電解水素製造）

の施設を視察した。又、同年 10 月のドイツ Oldenburg 会議で、燃料電池サイトを視察。 

  ⑧Annex 28 (仮称)新規立上げ予定（大規模水素インフラと大容量水素貯蔵） 

・ 2009.2 月ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑにて定義付け会議が開催され、日本から ENAA 出席。（日本の水

素インフラの現況－JHFC2 を発表・報告 
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・ 本作業部会の展望は 2020-2025 年の水素インフラを焦点とし、大量貯蔵及び流通を

含む最も実用的・経済的水素インフラを探索するものとして捉える。（OA オランダ） 

・ 2009 年 11 月の IEA/HIA Ex-Co 会議 (セビリア)にて新規立上げの承認を受けた。（日

本からの参加するとの意向を表明した。）キックオフ会議は 2010.5 月エッセン予定 

 

3) 情報の展開・普及及び共有化活動  

① IEA ExCo 会議への出席 

・ 2008 年 6 月にﾌﾞﾘｽﾍﾞﾝにて第 58 回、2008 年 11 月にｷﾞﾘｼｬ･ｱﾃﾈにて第 59 回、2009

年 11 月スペイン・セビリアにて第 61 回の Ex-Co 総会が実施され、日本から NEDO, 

ENAA＋OA(Annex 21=産総研)が出席した。（第 60 回の 2009.5 月サンフランシスコ

Ex-Co 会議は豚インフルエンザによる海外渡航自粛の為、不参加） 

・ 日本からは我国の燃料電池、水素技術取組みの現状等、JHFC 水素ステーション状況

等を報告。又 ExCo 総会出席の機会に、各国メンバーとの情報交換を行い水素エネル

ギー利用に関する各国の研究開発動向の把握に努めた。 

② 国際会議出席による情報収集・交換などの実施 

【WHEC 17（第 17 回世界水素エネルギー会議）】 (2008 年 6 月豪州・ﾌﾞﾘｽﾍﾞﾝ) 

・ 約 1000 名参加（日本から約 100 名）各国から水素技術開発に関する講演発表が 300

件、。他に約 250 件のポスター発表あった。各国の報告の項目骨子以下の通り。 

・ 米国：水素社会への政策、水素貯蔵技術、自動車用燃料電池システム等 

・ EU：課題=エネルギーセキュリティ、大気汚染、温室ガス低減、産業競争力の確保等。 

・ 日本：水素ステーション、燃料電池、技術開発ロードマップ等 

【ICHS3 第 3 回国際水素安全会議】（2009 年 9 月フランス・コルシカ）出席 

・ 約 200 名参加（日本から 5 名）IEA/HIA Annex 19 (水素安全)と併催。 

・ 日本から青山学院大/山田氏、JARI/富岡氏、ENAA/宮下がプレゼンを行った。 

・ ENAA/宮下から「Residential Fuel Cell Certification and Insurance in Japan」（日本にお

ける家庭用燃料電池の認証及び保険について）を発表した。 

 

【特記事項】：IEA/HIA水素実施協定-各Annex活動報告会を実施 

・ IEA/HIA水素実施協定の各Annexの専門家より平成20年度～21年度における活動報

告会を平成22年2月9日（火）にNEDO日比谷オフィス国際ビル4階会議室にて実施。 

・ 参加者は産学官における水素関連の研究開発・実証試験などに携わる研究者・技術

者を対象に約４０数名が参加され、専門家による報告に質疑応答が成された。 

・ 今回初めての試みとして、広くオープンに声を掛けて、IEA/HIA水素実施協定における

国際技術開発動向について、得られた情報を展開・発信したが、好評であったので、

今後も継続して報告会を実施したい。 

 

4. まとめ及び課題 

 １） まとめ 
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各国で水素エネルギー導入に向けての長期ロードマップが相次いで発表されたことを受けて、

研究者、事業者の間でも水素技術、水素プロジェクトへの参加が急速に増加しており、この動きを

受けて、IEA の水素実施協定活動も活発になってきている。 

Annex (作業部会)19「水素安全」は、我国を含む 12 カ国の参加により水素安全に関する「リスク

管理手法」「安全検証のためのテスト方法」など広範な内容を含む国際協力活動に取組むことに

なった。「水素安全」の分野では、我国は WE-NET 事業以来、種々の爆発実験など様々な分野で

研究開発を進めてきた経緯があり、この分野での国際協力への貢献が大いに期待されている。

又 Annex 21(バイオ水素製造)の OA (Operating Agent =作業幹事)を努める我国（産総研）は、積

極的なリーダ活動を展開し、来る水素社会の実現に向けた研究開発においてプレゼンスを高める

ことに意義があった。又、Annex 23 (小規模改質器)においては日本はサブタスク 3（市場研究）の

リーダを務め、日欧米の「改質器-水素」のコスト調査など市場研究に貢献し、評価を得た。 

特記事項として「IEA/HIA 水素実施 IEA/HIA 水素実施協定-各 Annex 活動報告会」を 2010

年 2 月 9 日に実施し、産学官における水素関連の研究開発・実証試験などに携わる研究者・技術

者を対象に約４０数名が参加し、専門家による報告に質疑応答が成された。今回初めての試みと

して、広くオープンに声を掛けて、IEA/HIA 水素実施協定における国際技術開発動向について、

得られた情報を展開・発信したが、好評であったので、今後も継続して報告会を実施したい 

 

2) 課題 

① 水素経済社会の実現に向けた国際技術開発の積極的参加 

･ 新規 Annex 28（大規模水素インフラ＆パイプライン及び大量貯蔵）への参加 

② IEA/HIA 国際会議にて得た共有の水素関連研究開発 情報の国内への展開と普及 

・ 公開された研究開発情報をデータベース（Website)の利用 

・ 国内水素関連会議にて IEA/HIA 水素実施協定における国際協同研究開発紹介 

・ IEA/HIA 水素実施協定国際協同研究開発の活動を通じた技術開発情報の発信 

 

 

5. 実用化・事業化見通し 

IEA/HIA 水素実施協定における国際技術開発は現状 R&D (研究開発)と未来の水素社会に向

けた情報の共有であり、実用化・事業化の見通しはまだ立っていない。 

 

 

 

以上 



●進捗成果ｻﾏﾘ（平成20年度～平成22年度6月末）
WO 光触媒の量子収率をセシウム表面処理で既報の48倍に向上できた 太陽エネルギ 変換効率(0 3%)は陸上植物並で 人工光合成実現可能レベルに達した

（Ⅲ－３）可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研究開発
委託先：産業技術総合研究所

・WO3光触媒の量子収率をセシウム表面処理で既報の48倍に向上できた。太陽エネルギー変換効率(0.3%)は陸上植物並で、人工光合成実現可能レベルに達した。
・BiVO4光電極の光電流を炭酸塩電解液を利用することで従来の電解液より6倍向上できた。高速自動半導体探索システムを活用し、新規半導体の特許を5件出願した。
・光触媒-電解ハイブリッドシステムの小型実証試験を行った。太陽電池と水電解を単に組み合わせたシステムより将来低コスト水素製造が可能、という結論を得た。

●これまでの実施内容／研究成果●背景/研究内容･目的

可視光応答性半導体を用いた光触媒及び多孔質光電極に ①BiVO 光電極の光電流を炭酸塩電解液を利用することで従来の電解液より6倍向上できた 性能向上・可視光応答性半導体を用いた光触媒及び多孔質光電極に
よる水分解水素製造の研究開発に関して、太陽光による水
分解水素製造の実用化のための基礎要素技術を開発すると
ともに、理論効率、経済性・将来性の試算に必要な実験デー
タを収集する。

太陽電池と水電解を単に組み合わせたシステムの水素製

①BiVO4光電極の光電流を炭酸塩電解液を利用することで従来の電解液より6倍向上できた。性能向上

の反応機構として、中間体の炭酸ラジカルから半導体伝導帯への電子注入の可能性が推察され、量子
収率が100%を超える（最大133%)可能性があり、理論限界効率の増大につながる成果である。450nm付
近ではBiVO4光電極の量子収率はWO3光電極を大幅に上回った。
②光触媒ー電解ハイブリッドシステムにおけるFe3+還元用光触媒の研究において、飛躍的に高性能で安
定な光触媒（Cs等アルカリ表面処理WO3)を開発した（特許出願済み）。この触媒を用いるとFe3+をすみや
かに 2+ 100%変換することで太陽 ネルギ を貯蔵でき 小さな電解電圧(＜0 8 )で水素を製造でき

実施項目 目標

●研究目標

・太陽電池と水電解を単に組み合わせたシステムの水素製
造コストよりも大きく下回る新しい低コスト水素製造システム
の実現可能性を検討する。

かにFe2+へ100%変換することで太陽エネルギーを貯蔵でき、小さな電解電圧(＜0.8V)で水素を製造でき
るという小型実証試験も行った。その量子収率（可視光で19%）はこれまで論文報告値(0.4%)の48倍、太
陽エネルギー変換効率（0.3％）はこれまで論文報告値で最も高い。この太陽エネルギー変換効率はバイ
オマスエタノール原料の高収量作物として注目されているスイッチグラスの値(0.2%)よりも高い。しかも

バイオマスエタノール製造で必要な後工程（収穫や粉砕、糖化、発酵等）が不要である。つまり、バイオ
マスエネルギーよりも高効率且つ2次利用しやすい変換貯蔵形態を実現できたことで、本光触媒反応は実施項目 目標

①多孔質半導体
光電極の高性能

化

既存半導体光電極の改良でWO3光電極
の性能を超える。

②光触媒-電解

ハイブリッドシス
レドックス媒体を用いた効率的な酸素発
生用光触媒の高性能化により太陽エネル

高効 す 変換貯蔵 実 、本光 媒
自然のバイオマスを超えたことになる。まさに人工光合成システムを実現できるレベルに達したと言える。
③ロボットを用いた高速自動半導体合成・探索システムを活用し、Fe-Ti-X系（X=Sr,Ba,Ta,In,Sm）やFe-
Zr-X系（X=Sr,Si,Al,Zn,Ta,In,)など新規の可視光応答性半導体組成43種を見出し、特許5件出願した。
④光触媒-電解ハイブリッドシステムにおいて、太陽電池と水電解を単に組み合わせたシステムより低コ
スト水素製造が可能、という結果を得た。効率3%の光触媒プールを仮定し、電解ハイブリッドシステムに
おける水素製造コストは ハイブリッドしない場合に比べて約7割に低減できることが試算された

●今後の課題
／スケジュール（H22年度まで） 実施項目 成果内容 自己評価

① 従来法より効率は超えてないが量
子収率では450 で最高値

△

●研究成果まとめ

ハイブリッドシス
テムによる水素
製造

生用光触媒の高性能化により太陽エネル
ギー変換効率の最高値を目指す。

③新規可視光応
答性半導体探索

高速自動半導体探索システムを用いてで
きるだけ多くの可視光応答性の新規半導
体を探索する。

実験としては効率の向上を更に目指
すとともに コスト試算の設定条件を

おける水素製造コストは、ハイブリッドしない場合に比べて約7割に低減できることが試算された。

子収率では450nmで最高値

② 粉末系で最も高く、陸上植物並み
の効率を達成

◎

③ 新規組成で5件の特許出願 ○

④ 太陽電池 水電解法より低コストの ○

●実用化の見通し
●実施体制及び分担等

④理論効率や将
来性の試算

太陽電池と水電解を単に組み合わせたシ
ステムより低コスト水素製造できるか検証
する。

実用化のためには 効率を現状より6～10

すとともに、コスト試算の設定条件を
幅広くし、資産精度を向上させることで
将来性・実現可能性を明確にする。

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

６ ４ 23 ０

④ 太陽電池-水電解法より低コストの
試算

○
NEDO 産総研（全項目）

実用化のためには、効率を現状より6 10
倍に向上する必要があるが、原理的には
可能であることがわかった。効率を3倍の
1％にできれば世界中で研究ブームが起こ
り、日本はその先頭に立つことができる。
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可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による 

水分解水素製造の研究開発 

 

独立行政法人 産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門 佐山  和弘 

     

１．事業概要 

太陽エネルギー利用の数少ない選択肢の一つとして、水を分解して水素と酸素を製造する「

太陽光水素製造技術」は持続可能な水素社会実現のための理想的な技術である。本研究開発事

業の目的としては、可視光応答性半導体を用いた光触媒及び多孔質光電極による水分解水素製

造の研究開発に関して、太陽光による水分解水素製造の実用化のための基礎要素技術を開発す

るとともに、正確なコスト計算に必要な実験データを収集することである。太陽電池と水電解

を単に組み合わせたシステムや化石資源の接触改質による水素製造システムの水素製造コスト

よりも大きく下回る新しい低コスト水素製造システムの実現可能性を検討する。具体的には、

多孔質半導体光電極の構造制御による高性能化、レドックス媒体を用いた効率的な光触媒

―電解ハイブリッドシステムによる水素製造、高速自動半導体探索システムと計算化学を

用いた新規可視光応答性半導体探索、理論効率、経済性・将来性の試算などの研究を進め

て、上記事業目的を達成する。 

 

２．事業目標 

（１）多孔質半導体光電極の構造制御による高性能化： 

既存半導体光電極の改良で WO3 光電極の性能を超える。 

（２）高速自動半導体探索システムを用いた新規可視光応答性半導体探索： 

レドックス媒体を用いた効率的な酸素発生用光触媒の高性能化により太陽エネルギー変

換効率の最高値を目指す。 

（３）レドックス媒体を用いた効率的な光触媒―電解ハイブリッドシステムによる水素製造： 

高速自動半導体探索システムを用いてできるだけ多くの可視光応答性の新規半導体を探

索する。 

（４）理論効率や将来性の試算： 

太陽電池と水電解を単に組み合わせたシステムより低コスト水素製造できるか検証する。 

 

３．事業成果 

（１）多孔質半導体光電極の構造制御による高性能化 

本研究では、既存の半導体を用いた多孔質半導体光電極についてその高性能化を行い、従来の

WO3 光電極の性能を上回る水分解効率を達成できるかどうか検討した。いくつかの半導体を検討

した中では WO3 よりも長波長まで吸収を示し、且つ比較的量子収率が高い BiVO4 光電極の高性能

化を中心に研究した。この研究の過程で、炭酸塩電解液を利用することにより光電流値を従来の

電解液に比べ著しく向上する効果を見出した。この反応機構を推察すると、量子収率が将来 100%

を超える可能性があり、その興味深い現象を詳しく調べた。 

図１に代表例として K2SO4 と NaHCO3 電解液での電流-電圧(I-V)特性を示す。Na2SO4 に比べて

NaHCO3や KHCO3中の光電流が非常に高い。1.23V(RHE)と 1.9V で 1.7 と 2.6mA/cm2であった。Na2SO4

は緩衝液ではないので、光電流を過小評価する可能性がある。リン酸や硼酸は炭酸塩と同じ緩衝

液であるが、リン酸や硼酸では光電流は低かった。つまり、炭酸塩の電流向上効果は緩衝効果と
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は無関係と言える。Na2SO4 は高濃度でも性能はあまり変わらなかったが、炭酸塩では飽和溶液が

最も良かった。似たようなｐH 領域で比較しても炭酸塩では効率が大きく向上しているので、光

電流向上はｐH の効果ではない。炭酸塩としては CO2を吹き込んでｐH を低くした方が光電流が大

きかった。KHCO3 以外はどれも Na 塩で統一比較し、炭酸塩では Na と K どちらも効果があるので、

カチオンの効果でもない。以上の結果より、光電流の向上は炭酸アニオン、特に HCO3
-イオンが直

接影響していることが明確に言える。吸収および IPCE（見かけの量子収率）スペクトルを比較す

ると、スペクトル端はどちらも 520nm で単斜晶 BiVO4のバンドギャップ(2.4eV)と一致した。IPCE

は電圧とともに向上し、最高で 420nm で 45％になった。この値は、BiVO4 光電極の報告例の中で

最高値であり、可視光応答性半導体光電極の中で、WO3に次いで 2番目に大きかった。また、440nm 付

近では WO3 の値を超え、酸化物半導体電極では最も高い量子収率になることがわかった。 

次に、炭酸イオンの著しい効果について議論する。HCO3
-イオンの著しい効果としては、UV 照射

下での TiO2 光電極酸素発生において、二段階電流-電圧曲線および飽和光電流の向上が観測され

ている。さらに UV 照射下での TiO2、Ta2O5、ZrO2 などの光触媒による水の完全分解でも炭酸塩の

活性向上効果が観測されている。ZrO2 光触媒上では Na2CO3 でも効果があるが、NaHCO3でより効果

があった。光触媒上では助触媒の逆反応抑制とパーオキソカーボネート経由の酸素発生促進の 2

つの効果が考えられている。今回の BiVO4電極での HCO3
-イオンの著しい酸素発生促進効果では、

まず２つの場合分け（HCO3
-イオンと半導体との間に電子移動がある場合と無い場合）が考えられ

る。電子移動が無い機構の場合、酸素の吸着を抑制している可能性がある。電子移動が無い場合

では、表面に吸着した HCO3
-イオンが立体障害的に酸素の BiVO4 上の吸着を防ぎ、逆反応（BiVO4

上の電子による酸素の還元）を妨げる機構が考えられる。しかし、暗時の BiVO4 電極上での酸素

の電気化学的還元によるカソード電流を測定すると、NaHCO3 中ではリン酸や硫酸水溶液中よりも

酸素還元電流が小さくなるのではなくむしろ大きくなり、HCO3
-の存在は酸素還元を抑制している

という説明はできないことが明確に言える。 

もう一方の説明は、電子移動がある機構の場合、つまり、炭酸ラジカルやパーオキソカーボネ

ート経由の酸素発生促進の機構である。TiO2 光電極上では HCO3
-イオン存在下で 2 段階の電流-電

圧曲線の特異の形状から、炭酸ラジカルの生成とそのラジカルから FTO 近傍の TiO2 の CB また

は FTO への電子注入の反応機構が推察された。2 段目の光電流向上は 0.8V(NHE)以上で観測された

。一方、BiVO4 電極の場合は電流-電圧曲線は 2 段階ではなく、一般的な形状に見える。BiVO4 のオ

ンセット電位（Voc）は TiO2 より約 0.5V 正なのでその CB も正に大きいと推察される。そのため

、炭酸ラジカルからの電子注入は BiVO4 の

Voc 付近の電位から既に起こっているため、

全電位領域で他の電解液よりも光電流が大

きかったと考えれば、このメカニズムとの

整合性はある。炭酸イオン濃度が飽和まで

高いほど光電流が高いこともこのメカニズ

ムを支持している。この反応機構が正しけ

れば量子収率は最高で 133%まで大きくなる

可能性があり、学術的にも実用的にも非常

に興味深い現象である。将来性試算にも影

響があるので、現在詳しく検討している。 
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（２）高速自動半導体探索システムを用いた新規可視光応答性半導体探索 

複数の元素で構成される半導体はドープ化合物や定比複合化合物、固溶体、結晶系などを考慮

すると数万種類以上になる。これまでの新規可視光応答型半導体の探索は手作業で行われており

、迅速に進んでいるとは言えない。効率よく探索を行うためには、経験とデータの蓄積に基づい

た従来型の手法だけでなく、探索の高速自動化技術の開発も同時に必要である。そこで、汎用性

の高い半導体膜ライブラリー合成手法として MOD法を用いた高速自動合成探索システムを利用し

て様々な半導体の電荷分離効率の高速探索と高速評価を行った。昨年度までに 11000 個以上のサ

ンプル評価を行った。その結果酸化鉄三元系、すなわち Fe-Ti-X(X＝Sr,Ba,Ta,In,Sm)系（図 2）

や Fe-Zr-X（X=Sr,Si,Al,Zn,Ta,In,Sn,B,Y)系における特殊な組成で可視光応答性が向上すること

を見いだした。これ以外の三元系においても

特異的に光電流が向上する組成を４３種類見

いだした。この成果をまとめて特許を５報出

願した。３元系以上の複合酸化物のこのよう

なピンポイントに近い特異的な組成を手動に

よる探索で見いだすのは困難であり、本自動

半導体合成装置の有用性を示す例の一つであ

る。鉄系の複合酸化物の開発は欧米で激しい

競争が行われている。実施例の明確な材料特

許戦略を推進する上でこのような高速自動探

索装置の利用は重要である。 

光
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図２：Fe-Ti-B 系の光電流測定結果 

 

（３）レドックス媒体を用いた効率的な光触媒―電解ハイブリッドシステムによる水素製造 

太陽電池を用いた電気分解による水素製造法は、非常に高い効率で高純度水素が得られるとい

う長所を持っているが、酸素生成のための大きな過電圧により、電気分解するためには 1.6～2.0V

の外部バイアスが必要となり、非常に高コストである太陽電池を少なくとも 3～4 個以上直列した

電圧が必要となってしまうという課題がある。このことから、大きく低コスト化できる技術の開

発が望まれている。一方、光触媒による直接水分解法は、太陽電池と比べ非常に低コストかつシ

ンプルであり、撒くだけで大面積化できるという魅力的な長所を持っている反面、反応の難易度

が非常に高いために、現状の反応効率はまだまだ低い。そのため、大幅な効率向上が望まれてい

る。このように、これら２つの技術は、それぞれの課題が克服できればもちろん理想的な水素製

造技術となる可能性を秘めているが、どちらも解決しなければならない深刻な課題がある。その

ため、それぞれの課題克服のみに焦点を絞って研究を発展させるだけでなく、それ以外の全く新

しい基盤技術の開発、もしくは既存の技術をうまく組み合わせた、より理想的なシステムの開発

も、近い将来この課題を必ず解決するためには重要である。我々は、この光触媒技術と太陽電池

による直接電解技術の２つの技術をうまく組み合わせることで、どちらの課題も克服できる可能

性のある水素製造システムを考案した。それが光触媒―電解ハイブリッドシステムである（図３

）。レドックス媒体として鉄イオンを例に挙げてこのシステムを説明する。まず１段階目として

、粉末光触媒を利用して Fe３＋イオンを Fe２＋イオンに還元しながら酸素を製造するエネルギー蓄

積反応を進行させる。そして２段階目として Fe２＋イオンを Fe３＋イオンに再酸化しながら水素を

製造する反応を電気分解技術により進行させ、全体で水を分解し水素を製造する。１段階目の光

触媒を利用したエネルギー蓄積反応では、生成する気体は酸素のみであり、太陽光エネルギー

は Fe２＋イオンとして溶液中に安定に蓄えられる。このことから、光触媒による直接水分解では
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必要となってしまう、透明かつ水素を捕集できる大面積カバーが必要ないため、大面積化がより

容易に行える。さらにこの Fe3+の還元反応は、困難な水の分解反応と比べ熱力学的に求められる

条件が非常に緩いため、より高効率に反応を進行できる材料を開発できる可能性がある。２段階

目の Fe イオンを用いた電気分解技術は、別目的ではあるがすでにパイロットプラントとして確立

した技術であり、Fe2+イオンさえ安定に供給することができれば、従来の直接水電解法の半分以

下である 0.8V 以下の低い電圧で効率よく高純度水素を得ることができる。このことから、現段階

の Fe イオンをレドックス媒体として利用した

場合であっても電解コストを単純に半分程度ま

で下げることが可能となる。このように、この

システムにはどちらの課題も克服できる可能性

がある。このシステムに残された当面の課題は

、このシステムを高効率に駆動させるために

、Fe3+イオンを高効率に還元できる光触媒を開発

することである。そこで、この Fe3+イオンの還

元反応に対して活性を示すと報告されている

WO3に着目し、その高性能化を検討した。 

図３ 光触媒ー電解ハイブリット水分解シ

ステムの原理

水を酸化させながら Fe3+イオンの還元を行う反応に対して、様々な金属塩を含む水溶液で WO3

粉末に対する表面処理を行ったところ、セシウム塩水溶液で表面処理を行った WO3 光触媒（以

後 Cs-WO3 と表記する）が非常に高い性能を示すことがわかった。ここで Fe２+は、酸素生成量に比

例して化学量論的に生成していることを確かめている。セシウム塩水溶液の処理前後で、WO3 光触

媒粒子の表面積、粒子形状、光吸収、および内部構造はほとんど変化していなかったのに対し、

活性向上した WO3 光触媒表面には、水に溶解しない Cs 化合物が存在していることが確認できた

。Cs 塩水溶液による表面処理方法としては、水熱処理溶液に Cs 金属塩を添加する方法、および

炭酸セシウムを WO3 粒子に含浸して 500 ℃程度で焼成する方法のどちらも有効であった。こ

の Cs 塩水溶液で表面処理した WO3 光触媒は強酸性水で洗浄して表面の Cs イオンを強制的に除去

することでさらに活性が向上した。なかでも、硫酸鉄(FeSO4)水溶液で洗浄することで最も高い活

性を示し、最終的には未処理の WO3 光触媒(18 µmol/h)に比べて 10 倍以上の活性(196 µmol/h)に

なった。そこでこの Cs-WO3 光触媒の劇的な

活性向上メカニズムを詳細に調べた。その

結果、WO3 表面に偏在した Cs を強酸性水で

強制的に除去することで、通常の WO3 表面

には無かったイオン交換可能なサイトが形

成されていることが明らかとなった。さら

に、このイオン交換サイトにプロトン（H+

）と水が H3O
+の形で特異吸着したサイトで

は、水の酸化による酸素発生が効率的に進

行し、一部 Fe2+が置換したサイトでは Fe3+

の Fe2+への還元反応がすみやかに進行して

いるというメカニズムが実験的に推察され

た。 
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図４：光触媒反応での酸素発生の経時変化 

最も活性が高い条件に最適化した光触媒の酸素発生の経時変化を図４に示す。実験の最初に添

加した Fe3+イオンがすべて Fe2+に還元されるまで酸素発生反応が効率よく進行した。鉄塩水溶液
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は硫酸塩でも塩化物でも 100 %化学量論的に反応が進行し、塩化鉄水溶液の方が高い活性(256 

µmol/h)を示した。繰り返し実験しても触媒の活性劣化は無かった。可視光での量子収率 19 %（

420 nm）は、Fe3+イオンからの酸素発生 WO3 光触媒に関するこれまでの報告値 0.4 %（405 nm）の

48 倍であった。太陽光のエネルギーが Fe2+イオンという化学エネルギーに変換される太陽エネル

ギー変換効率は 0.3 %に達した。この値は、バイオ燃料の有望原料作物として有名なスイッチグ

ラス（0.2 %)を超える値である。光合成のバイオマスを原料としてエタノールなどの二次利用し

やすいエネルギー形態に変換するバイオ燃料製造では、収穫や運搬、粉砕、発酵などの処理工程

が非常に複雑である。一方、光触媒―電解ハイブリッドシステムでは図３に示したように Fe2+イ

オンを含む水溶液を低電圧電解することで直接水素製造ができる。今回の研究成果は安価な粉末

光触媒システムを利用して、将来の水素エネルギー社会構築のための太陽エネルギーを用いた低

コストによる水素製造の実現を目指す上で大きな進歩である。 

 

（４）理論効率や将来性の試算 

鉄レドックスを利用した場合、様々な光触媒の理論限界効率を計算したところ、WO3 並（

～480nm）や BiVO4 並（～520nm)までの波長の光を全て利用できると仮定すると、太陽エネル

ギー変換効率は 2.4%および 3.6%になるので、2～3%の実現は将来可能と考えられる。簡便な

試算であるが、光触媒プールと夜間電力（8 円/kWh)の電解ハイブリッドシステムにおける水

素製造コストは、ハイブリッドしない夜間電力水電解の水素コストに比べて将来的には約３

割以上低減できることが試算された。電解電源に太陽光発電からの電力を用いた場合は、電

力費の割合が多くなるので、これに光触媒とハイブリッドすると水素コストの削減割合は更

に大きく、4 割以上低減できる。以上より、少なくとも太陽電池と電解を単純に組み合わせ

た水素コストよりはるかに安価であると結論できる。また、レドックス媒体として鉄イオン

（E=0.77V)ではなくもっと負のレドックスポテンシャルの媒体を使えば、電解電圧は更に小

さくなり、水素コストも大幅に削減できる。さらに、本システムは電力平準化にも大きく貢

献できるので、太陽光発電や風力発電など変動の大きな再生可能エネルギーの導入推進に役

に立つ。 

 

特許、論文、外部発表等の件数一覧 

  区

分 

 

年度 

特許出願 論文 

その他外部発表 

（プレス発表等） 

国内 外国 PCT※出

願 

査読付

き 

その他 

H20FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 

H21FY 6 件 0 件 0 件 3 件 3 件 19 件 

H22FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 2 件（予定も含む） 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 

 

４．まとめ及び課題 

（１）多孔質半導体光電極の構造制御による高性能化 

炭酸塩電解液を利用することにより、既存の BiVO4 光電極の光電流値を従来の電解液に比べ 6

倍向上することができた。440nm 以上の波長領域ではこの BiVO4 光電極の量子収率は従来の WO3
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光電極を上回る値であった。この反応機構として、中間体の炭酸ラジカルからの電子注入の可能

性が推察されたので、量子収率が 100%を超える可能性があることが示唆された。 

（２）高速自動半導体探索システムを用いた新規可視光応答性半導体探索 

自動高速半導体合成探索装置を利用して 11000 個以上のサンプル評価を行った。その結果酸化

鉄三元系、すなわち Fe-Ti-X(X＝Sr,Ba,Ta,In,Sm)系や Fe-Zr-X（X=Sr,Si,Al,Zn,Ta,In,Sn,B,Y)

系における特殊な組成で可視光応答性が向上することを見いだした。これ以外の三元系において

も特異的に光電流が向上する組成を４３種類見いだした。この成果に関しては特許を 5 件出願し

た。 

（３）レドックス媒体を用いた効率的な光触媒―電解ハイブリッドシステムによる水素製造 

鉄レドックスを用いた系において、Cs 表面処理した WO3 という飛躍的に高性能な光触媒を開発

することが出来た。この成果に関して特許を 1 件出願し、プレスリリースを行った。この光触媒

の活性は未処理触媒の約 14 倍であり、量子収率 19%はこれまで論文で報告されていた値の 48 倍

であった。これは太陽エネルギー変換効率 0.3％という植物並みの効率を達成したものであり、

人工光合成の実現可能性が見えてきた。 

（４）理論効率や将来性の試算 

光触媒－電解ハイブリッドシステムにおいて、太陽電池と水電解を単に組み合わせたシステム

より低コストで水素製造が将来的に可能という結果を得た。将来の効率 3%の光触媒プールを仮定

し、電解ハイブリッドシステムにおける水素製造コストは、ハイブリッドでない場合に比べて 3

割以上低減できることが試算された。今年度中にコスト試算精度を更に向上させる。 

 

５．実用化の見通し 

 太陽エネルギー利用の数少ない選択肢の一つである、光触媒及び多孔質光電極を用いて水を分

解して水素と酸素を製造する「太陽光水素製造技術」は持続可能な水素社会実現のための理想的

な技術である。Cool Earth-エネルギー革新技術計画にも将来の再生可能エネルギーを用いた革新

的低コスト水素製造技術として記載がある。欧州 7 カ国では昨年からユーロプロジェクト（FP7

）が開始され、多孔質酸化物半導体光電極のナノ構造を精密に制御することで水分解太陽エネル

ギー変換効率の向上を検討し、太陽光発電－水電解を単純に組み合わせたシステムより大幅に水

素コストを低減させることを目指している。米国でも DOE や NSF の Solar Hydrogen プロジェクト

が進められ、さらに Solar Fuel のイノベーションバブ拠点の選定も進行している。このように太

陽エネルギーを直接化学エネルギーに変換・蓄積する研究が世界的に盛り上がっている。このよ

うな状況の中で、本次世代技術開発・フィージビリティスタディの研究に関して、将来の効率が

どこまで向上できるかなどの予測を行い、太陽電池と水電解を単に組み合わせたシステムより低

コストで水素製造が可能というコスト試算を得たことは大きな前進である。目標値が明確になり

ロードマップも作成できるようになる。 

実用化のためには、太陽エネルギー変換効率を現状より６～１０倍に向上する必要があるが、

原理的には可能であることがわかった。これまであまり研究資金を投資してこなかった分野であ

り、この成果を踏まえて、企業や大学とともにプロジェクト化をすればより実用化は加速される

。短期的には 5 年以内に太陽エネルギー変換効率を現状の 3 倍の１％にできれば世界中で研究ブ

ームが起こり、日本はその先頭に立つことができる。 



●全期間成果ｻﾏﾘ（実施期間 ：平成20年度～平成21年度）
・評価法の確立し、比活性がIrO2を上回るZr及びTa系材料の触媒の作製に成功した。
・Zr及びTa系化合物は表面が酸化物であると酸素発生反応の活性が向上した

（Ⅲ－４）非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計および開発
委託先：国立大学法人 横浜国立大学

・Zr及びTa系化合物は表面が酸化物であると酸素発生反応の活性が向上した。
・Zr系化合物を電極触媒として電解試験を行い、水電解効率は60%であった。

●背景/研究内容･目的 ●これまでの実施内容／研究成果

固体高分子形水電解(PEWE)は貴金属由来の材料
擬似反応表面積：

電気二重層領域の
I

i * =

より有効な触媒能評価
のために

i* @1.6 V ≡ iinit.*
面積あたりに規格化した酸素発生電流

(初期比活性指標)
定常分極
測定

固体高分子形水電解(PEWE)は貴金属由来の材料

が酸素発生電極として使用され、システムにおけるコス
トの割合が大きい。今後の商用化を考えると、貴金属
材料の低減が必須であり、更には酸素発生における過
電圧の低い材料の開発が望まれている。

本事業では低コスト並びに高活性PEWE酸素極材料

電気二重層領域の
ｱﾉｰﾄﾞ電気量(QA) QA

i.  = 

(I : 電流)
i*(0.5 h@1.6 V) ≡ iss.* (定常比活性指標)定電位測定

酸化度(DOO)の定義
(X線回折より)

IntensityTa2O5 or ZrO2DOO = 
IntensityTa2O5 or ZrO2 + IntensityTaC0.5N0.5 or 

ZrC0.5N0.5

●研究目標

の創生を目指し、非貴金属化合物を用いて水電解用
高機能酸素発生アノード触媒の設計および開発を行っ
た。
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ｶｿｰﾄﾞ：Pt
実施項目 目標

(A) 触媒能評価
現行材料(貴金属系)に近い性能を有す
る非貴金属系酸素発生触媒の開発

●今後の課題 ●研究成果まとめ

・触媒の質量活性の向上

図3 水電解電流密度と
水電解電圧の関係.

図2 iinit.*のZr及びTa化

合物粉末のDOO依存性.
図1 i*のTa及びZr化合物薄膜作
製時の酸素分圧(PO2)依存性.

(B) 電解試験

非貴金属系材料をアノード触媒に用い
て、現行のアルカリ形水電解に匹敵す
る新規固体高分子形水電解セルの開
発

実施項目 成果内容 自己評価

●実施体制及び分担等

●実用化の見通し
NEDO 国立大学法人 横浜国立大学

・Ta及びZr系触媒を用いた電解セル
での効率の向上

A 現行材料より高い酸素
発生比活性触媒の作製

◎ 目標以上

B 非貴金属化合物でも水
電解することを確認

△ ほぼ達成

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

0 1 3 0

電極の作製及び塗布条件の最適化
することで実用化へ見通し

Ⅲ
2
.
3
-
4
(
0
)



非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計お

よび開発 

実施者：国立大学法人 横浜国立大学 

 

１．事業目的 

水電解は原理的に水素とともに酸素も発生す

るが、その酸素発生の過電圧が高いと、それに

伴うロスも大きくなり、商用化にとって障害と

なる。特に固体高分子形水電解(PEWE)では電解

質が強酸性であるため、酸素発生の過電圧が多

少大きくとも耐酸性を有する条件が優先され、

貴金属由来の材料が酸素発生極として使用さ

れており(図1)、コストに占める割合が大きい。

今後の商用化を考えると、コストの面からは貴

金属材料の低減が必須であり、更には酸素発生

における過電圧の低い材料の開発が望まれて

いる。そこで本事業の目的はその双方を満たす

べく、非貴金属化合物を用いて水電解用高機能

酸素発生アノード触媒の設計および開発を行

った。 
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図1 固体高分子型水電解(SPWE)の電圧
収支例(50℃)

 

２．事業目標 

本プロジェクトでは部分酸化技術を用いて、耐久性を備えた高機能酸素発生触媒の研究開

発を行い、それを非貴金属化合物における酸素発生触媒能の開発設計に活かしていく。以

下の二点が目標である。 

1) 現行材料(貴金属系)に近い酸素発生触媒能を有する非貴金属系酸素発生触媒の開発 

2) 非貴金属系材料をアノード触媒に用いて、現行のアルカリ形水電解に匹敵する新規固

体高分子形水電解セルの開発 

具体的には1)では薄膜及び粉末材料の双方からの開発を行った。PEWEに使用されている現

行材料との比較を行うために、薄膜及び粉末の実表面積あたりの活性(比活性)を評価でき

る手法の開発を行った。その評価手法を基に電気化学測定を行い、非貴金属系材料と現行

材料との比較を検討した。2)では非貴金属材料が果たして酸素発生電極として作用するの

かを現行の電解セルのアノード電極触媒として組み込んで、電解試験を行い、電圧－電流

の関係及び水電解効率を算出した。 

 

 

Ⅲ2.3-4(1) 

 



３．事業成果 

3-1. 触媒活性評価法 

電流に関して、IrO2粉末：Zr 化合物薄膜＝1：4×10-4であるのに対して、表面積に関し

ては、おおよそ IrO2粉末：Zr 化合物薄膜＝1：5×10-1 であった。表面積と電流密度が比

例関係にない事がわかる。触媒能を幾何面積のみで比較する方法は必ずしも適切ではない。

そこで、電気化学的実表面積を模擬できる指標を用いて両者を比較する。指標として電気

二重層領域（0.3 - 0.8 V）の CV からアノード電気量（QA）を求めた。定常分極及び定電

位測定から得られた電流を Iとした。それを用いて i*（= I QA
-1）を算出し、IrO2粉末触

媒との比較可能な触媒比活性評価法とした。定常分極における 1.6 の i*（i*init.）をこれ

までの EOERに替わる指標とし、初期比活性を評価した。また、定電位測定で得られた 0.5 h

における i*を iSS.*とし、定常状態の比活性として評価した。 

 

3-2. 薄膜触媒 

3-2-1. 薄膜作成時の基板温度(θBase.)が触媒比活性(酸素発生反応)に与える影響 

Zr 及び Ta 化合物薄膜（Po2 = 20 mPa）の i*とθBase.の関係を図 2に示す。比較として IrO2

粉末の i*init.及び iSS.*を併記した。どちらの化合物ともに温度が低いほど i*init.が大きく

なり、Zr 化合物薄膜はθBase. = 30oC で Ta 化合物薄膜はθBase. = 50oC で最大値を示した。そ

の時の i*init.は Zr 及び Ta 化合物薄膜においては IrO2粉末の値よりも 3倍以上大きく、Ta

化合物薄膜においては IrO2粉末の値よりも 1.5 倍程度大きく、どちらの化合物ともに初

期比活性は高いと考えられる。しかし、全ての Zr および Ta 化合物薄膜の iSS.*は IrO2粉

末の値よりも小さく、安定性が低かった。各θBase.の i*init.と iSS.*を比較すると、温度が

低いほど i*init.と iSS.*の差が開いている。温度が高いほど安定性が維持されると思われ

る。 

 

3-2-2. 薄膜作成時の酸素分圧(Po2)が触媒比活性(酸素発生反応)に与える影響 

Zr 化合物薄膜（θBase. = 200oC）および Ta 化合物薄膜(θBase. = 320oC)の i*と Po2の関係

を図 3に示す。比較として IrO2粉末の i*init.及び iSS.*を併記した。Ta 化合物薄膜につい

ては iss*と i init.*共に Po2 = 6 mPa において最大値を得た。このことから酸素分圧には最

適値が存在することが考えられる。つまり高活性な触媒を得るための、酸素と窒素の最適

な割合が存在する可能性があることがわかる。しかし結果から、iss*と i init.*共に IrO2

の値より小さい値であった。一方、Zr 化合物薄膜においては 3-10 mPa で極大領域が見ら

れた。この Po2領域で作製した Zr 化合物薄膜の i*init.は IrO2粉末の i*init.と比較して 3

倍程度大きい。従って、Zr 化合物薄膜の比活性は IrO2粉末よりも高いと思われる。また、

各 Po2.の i*init.と iSS.*を比較すると、比活性が高い Zr 化合物薄膜ほど、全体として安定

性は低いと思われる。しかし、この時の Zr 化合物薄膜の iSS.*の IrO2の iSS.*より大きいこ

とから、安定性は良好であると言える。従って、θBase. = 200oC、Po2 = 3-10 mPa で作製し
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た Zr 化合物薄膜は IrO2を超える高比活性な酸素発生触媒であると思われる。 
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図3 i*のTa及びZr化合物薄膜
作製時の酸素分圧(PO2)依存性.

図2 i*のTa及びZr化合物薄膜作
製時の基板温度(θBase.)依存性.

 

3-3. 粉末触媒 

資源量も比較的多く、酸性溶媒中で安定な Zr 及び Ta 化合物 2-3)を非貴金属代替アノー

ド材料として着目し、酸素発生反応(OER)の触媒能の検討および評価を行った。 

 

3-3-1. 粉末の部分酸化時の温度が触媒比活性(酸素発生反応)に与える影響 

 図 1.2-1に Zr-CNO 粉末の i*とθBase.の関係

を示す。比較として IrO2 粉末の i*init.及び 

iSS.*を併記した。Zr-CNO の i*init.及び iSS.*

は 700℃以上で一定となり、その値の i*init.

及び iSS.*は IrO2粉末のそれと比較しても高

い値となった。従って、Zr-CNO 粉末の比活

性は IrO2粉末と同等であると思われ、特に初

期比活性のi*init.は IrO2粉末の i*init.と比較

して 2倍程度高いものであった。従って、θBase. 

= 700oC 以上で作製した Zr-CNO 粉末は IrO2

を超える高活性 OER 触媒であることを示唆

した。 
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図4 i*のZr化合物粉末触媒作

製時の粉末作製温度(θ)依存

性 (0.1 M H2SO4, 30℃).
 

3-3-2. Zr 化合物粉末の XRD 評価と酸化度 

部分酸化処理の時間を変えることにより、酸化の程度を変化させた粉末試料を得た。図

5に ZrC0.5N0.5を出発物質として、部分酸化処理の時間を変化させた試料の XRD 回折パター

ンを示す。TaC0.5N0.5 からの酸化の程度を表す指標として酸化度(DOO : Degree Of 
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Oxidation)を導入する。酸化度は TaC0.5N0.5 が 2θ ≒ 33.4 o となる最強のピーク強度 I 

[ZrC0.5N0.5]と、ZrO2 monoclinic の 2θ ≒ 28.3 oのピーク強度 I [ZrO2]を用いて、次式で

定義した。 

 

DOO = Imono. ZrO2 / (Imono. ZrO2 + IZrC0.5N0.5)                 (1) 

 

3-3-3. DOO と Zr および Ta 化合物粉末の初期比活性評価 

Zr および Ta 化合物粉末における DOO と i*init.の関係を図 6 に示す。比較のために IrO2

粉末の i*init.も併記した。DOO に関わらず部分酸化することにより、酸素発生初期比活性

は IrO2粉末の i*init.よりも高い結果が得られた。また、Zr 化合物粉末の i*init.は DOO に強

く依存する結果にはならなかった。いずれにせよ、Zr 化合物の i*init.は IrO2粉末の i*init.

より2倍程度高い結果となり、IrO2を超える高比活性酸素発生触媒であることを示唆した。 

 一方、Ta化合物粉末のi*init.はDOOに依存する結果を示唆し、DOOが大きくなるとi*init.

は小さくなった。今回の実験範囲では Ta 化合物粉末の i*init.は IrO2粉末の i*init.より高

くなり、DOO ＝ 0.2 においては IrO2粉末の i*init.の 2 倍強高い結果となった。このこと

から Ta 化合物の i*init.は条件によっては IrO2を超える高比活性酸素発生触媒であること

を示唆した。 
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図6 iinit.*のZr及びTa化合物粉

末のDOO依存性.
図5 焼成時間の異なるZr化合

物粉末のX線回折パターン.

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-4. 電解セル試験 

これまでに Zr や Ta の炭窒化物の OER 触媒能を評価してきたが、それが果たして PEWE

アノードの電極触媒に用いた際に水電解を行うことが出来るのか、また、そのときの効率

がどうであるのかを確かめる必要がある。そこで部分酸化した Zr 炭窒化物(Zr-CNO)を

PEWE のアノード電極触媒として用い、電解セルを試験して、その特性を評価した。 

水素極(カソード)には白金触媒、電解質に Nafion®膜を用い、酸素(アノード)極の触媒
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量を 0.6 -0.9 mgcm-2で 3 段階に分けて調整して試験を行った。なお、アノード電極触媒

には Zr-CNO (DOO = 0.07)を用いた。測定温度は 80℃で行った。 

 図6に水電解電流密度(A･cm-2)と水電解電圧(V)の関係を示す。触媒量の増加

とともにその電解電圧は小さくなり、担持量が0.8 mg･cm2以降で1 A･cm-2のと

き2.6 Vであった。また、1 A･cm-2における新触媒担持量と水電解効率の関係

を図7に示す。この結果より、担持量が0.8 mg･cm2以降でおおよそ一定となり、

0.9 mg･cm2のとき、効率が60%となり最も高かった。以上の結果より、担持量

が0.9 mg･cm2のときに最も良好な電解特性を示し、またこの値が試験条件にお

いて最適であることがわかった。 
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3-5. 特許、論文、外部発表等の件数一覧 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H21FY 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 3 件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 
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(1) まとめ及び課題 

まとめ 

• 評価法の確立し、Zr 及び Ta 系材料で現行材料の IrO2を上回る比活性を有する

触媒の作製に成功した。 

• Ta 及び Zr 系化合物における酸素発生反応は表面が酸化物であることが活性に

寄与することがわかった。 

• 遷移金属系材料を電極触媒として電解試験を行い、水電解効率 60%の性能を有

することがわかった。 

課題 

・触媒の質量活性の向上 

Ta及びZr系触媒の更なる性能開発及び粉末の微細化(nmオーダーレベル)

によりIrO2に匹敵する質量活性を有する触媒材料の開発 

・Ta及びZr系触媒を用いた電解セルでの効率の向上 

材料及び担持量等の最適化により、現状のPEWEのエネルギー変換効率(8

0%以上)の達成及び1 Acm-2で電圧1.6 V以下の達成を目指す 

・Ta及びZr系触媒の耐久性の評価 

非貴金属材料を用いた電解セルを長時間運転し、寿命評価及び電気化学

的手法を用いた材料劣化手法の確立 

 

(2) 実用化の見通し 

本プロジェクトで単極試験におけるZrおよびTa系薄膜および粉末材料の比活性は現行

のIrO2を上回る結果が得られた。TaおよびZrの資源量はIrO2のそれと比較して、10倍およ

び100倍以上あり、価格は1/10および1/100以下となる。従って、上記の成果は画期的なも

のであり、実用化に大きく寄与できるものと考えられる。本プロジェクトでは予算の関係

で粉末材料を用いての電解セル試験しか出来なかったが、PEWEのアノードにはTi基板上に

Ta2O5膜、そしてその上にIrO2膜によって形成されたDSA(Dimensionally Stable Anode)

電極も使用可能である。事業化にむけては薄膜電極を用いて電解セルを作製することでそ

の見通しが得られると考えられる。また、上記の課題をクリアできれば、世界的にも先進

的な水素エネルギー社会を牽引する水電解セルが作製できると思われる。 

 

 

 

 

 



●進捗成果ｻﾏﾘ（平成20年度～平成22年度6月末）
・AMRサイクルに適合した希土類ガーネットと金属間化合物磁性材料の開発を進め、粒状化の実用材料製造技術を確立した。

動機構をも 磁気冷凍 ク 試験装 を設計 作製 ク を実証 た

委託先：物質・材料研究機構、金沢大学（Ⅲ － ５） 高効率水素液化磁気冷凍の研究開発

・２つの駆動機構をもつAMR磁気冷凍サイクル試験装置を設計・作製し、AMRサイクルを実証した。
・水素液化サイクルの効率改善と高感度水素液量の計測技術を開発した。

●背景/研究内容･目的 ●これまでの実施内容／研究成果

エネルギー密度の高い液体水素は貯蔵・輸送に有用
であるが 極低温で液化する際には相当量の仕事が消

(1) 実用磁気冷凍磁性材料の開発
であるが、極低温で液化する際には相当量の仕事が消
費されるため、液化や貯蔵に最適化された冷凍システ
ムの開発が不可欠となっている。磁気冷凍法は原理的
にはカルノー効率を満足するため、世界的にも水素液
化への応用が進められている。

磁気冷凍によるエネルギー効率の高い水素液化・貯

(1-1) 酸化物系材料
鉄ガーネットにおける鉄原子間の強い相互作用を利用したGd-Fe-Ga ガーネット (GGIG) の開発
に成功した。30K領域で使用可能であり、かつ水素化しない特長をもつ。

(1-2)金属間化合物系磁性材料
RT2系(R:Dy, Gd, T:Al, Ni)強磁性体について、遠心力鋳造法により粒状化に成功した。広い温度
で使用が可能であり 一次転移 二次転移による大きな熱量効果が発生できる

蔵に関する基盤技術の確立を目的としている。水素液
化サイクルと蓄冷型サイクルとを組み合わせた高効率
水素液化磁気冷凍実証システムの構築と検証を行い、
液体水素製造プラントや水素貯蔵および輸送に関する
磁気冷凍の実用技術を大きく進展させる。

で使用が可能であり、 次転移、二次転移による大きな熱量効果が発生できる。
(2)高効率水素液化機構

粒状磁性体と板状磁性体のハイブリッド構成により水素液化効率を向上。
(3)蓄冷型磁気冷凍試験装置の開発

２つの駆動機構をもつ試験装置を設計・製作し、磁場・熱交換を独立制御することに成功した。こ
れによって本格的なAMRサイクルの駆動を行い、わずか1.8Tで12度以上の冷却温度幅を得た。

( )測定技術要素研究●研究目標

実施項目 目標

A 実用磁気冷凍磁性材料の開発

B 高効率水素液化機構の開発

(4)測定技術要素研究
超高感度・小型静電容量型水素液面計を開発し、十分な性能を持つことが確認された。

(5)水素液化磁気冷凍システムの調査と解析
蓄冷型磁気冷凍サイクルのシミュレーションによる解析手法を確立した。特に、蓄冷器内での磁性
体の多層化や多段化の解析を行ない、磁性体の選択や蓄冷器内への配分比等の指針を得た。

●今後の課題
／スケジュール（H22年度まで）

実施項目 成果内容 自己評価

A 実用材料の開発に成功 ◎

●研究成果まとめ
B 高効率水素液化機構の開発

C 蓄冷型磁気冷凍機の開発

D 測定技術要素研究

E 水素液化磁気冷凍システムの調査と解析
AMRサイクルの熱交換ガス駆動に、

外部のディスプレーサーを用いる方
式を開発中 これによ て 駆動部

●実施体制及び分担等
B ハイブリッド化設計を終了 ○

C AMR冷凍サイクルを実証 ○

D 超高感度・小型水素液面計を開発 ○

E シミュレーション手法を確立 ○

●実用化の見通し
NEDO 物質・材料研究機構(実施項目A,B,C,E)

金沢大学(実施項目A C D E)

式を開発中。これによって、駆動部
分を小型化させ、５Tの有効磁場を
用いることが可能となる。

現在は冷凍サイクルの実証に注

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

0 10 33 0

E シミュレーション手法を確立 ○金沢大学(実施項目A,C,D,E) 現在は冷凍サイクルの実証に注
力しているが、最適化された専用
のマグネットを使用することによ
り、5年以内に実機レベルの水素
液化機を構築できる可能性。
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高効率水素液化磁気冷凍の研究開発 

実施者：物質・材料研究機構、金沢大学 

 

1.事業概要 

 水素の輸送・貯蔵・供給形態を考えるとき、エネルギー密度の高い液体水素はきわめて

有用であるが、極低温液体であるがゆえに生成・保持の観点からは利用方法が限定されて

しまう。また、常温の水素ガスを極低温で液化する際には相当量の仕事が消費されるため、

有効エネルギー効率の低下は避けられない。したがって、液体水素を有効利用するために

は、液化や貯蔵に最適化された冷凍システムの開発が不可欠となっている。磁性体の磁気

熱量効果を利用する磁気冷凍法は原理的な冷凍効率がカルノー効率を満足するため、世界

的にも水素液化への応用が進められている。 

 本事業はこれまでに蓄積してきた磁気冷凍による水素液化技術をもとに、エネルギー効

率の高い水素液化・貯蔵に関する基盤技術の確立を目的としている。水素液化サイクルと

蓄冷型サイクルとを組み合わせた高効率水素液化磁気冷凍実証システムを構築し、その検

証を行い、液体水素製造プラントや水素貯蔵および輸送に関する磁気冷凍の実用技術を大

きく進展させる。本事業は物質・材料研究機構と金沢大学との共同によって実施される。 

 

2.事業目標 

 水素磁気冷凍に関するこれまでの研究成果を継承しながら、冷凍システムへの飛躍を目

指して、その基盤技術の開発と検討を行う。実施項目と目標を併記して以下に示す。 

① 実用磁気冷凍磁性材料の開発（金沢大学、物材機構） 

 ガーネット系磁性材料、金属間化合物磁性材料、一次転移材料を取り上げ、熱交換効率

の高性能化に不可欠な粒状化試料の作製・評価を行う。 

【到達目標】球状試料（直径 0.3mm 以上）の製造法を確立し、ガーネット材料と金属系材

料を組み合わせ、30K から 77K までの領域を AMR サイクルで駆動可能であることを示す。 

② 高効率水素液化機構の開発（物材機構） 

 低圧の水素ガスを対流させ液化水素を効率的に取り出す機構や、高効率磁気冷凍水素液

化機構に蓄冷型冷凍サイクルを結合したサイクルを用いることにより、磁気冷凍水素液化

機構のさらなる高効率化を図る。 

【到達目標】磁性体やシリンダー形状、ガスシールの工夫により、現状の液化効率を 10％

以上向上させる。 

③ 蓄冷型磁気冷凍機の開発（物材機構） 

 大口径超電導マグネットに適合したクライオスタットを製作し、ガス駆動機構を有する
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本格的な AMR サイクル試験機を構築する。これによって、20K から 77K までをカバーする水

素液化温度領域における蓄冷型磁気冷凍サイクルの実証と実用化への可能性を調べる。 

【到達目標】ガスシールをピストンリング式へ変更し、冷凍周波数と効率を向上させる。

排熱温度の制御を向上した試験冷凍により、プロトタイプシステムに必要な情報を得る。 

④ 測定技術要素研究（金沢大学） 

 一般に市販されている水素液面計は本研究にはサイズの点から使用が困難である。MgB2

を用いた超電導液面計や、液体水素の誘電率を利用した櫛形や同軸型の静電容量式液面計

の開発を行う。 

【到達目標】長さ 10cm 以下の極小サイズ水素液面計を磁気冷凍水素液化機構に用い、分解

能 3％以上を達成する。 

⑤ 水素液化磁気冷凍システムの調査と解析（金沢大学、物材機構） 

 磁気冷凍サイクルの熱解析、材料や冷凍システム構築の概念設計などを通じて、磁気冷

凍システムの経済性等について検討を進める。また水素磁気冷凍開発の調査を実施する。 

【到達目標】海外で進められている磁気冷凍システムの比較を行い、現状の磁気冷凍にお

ける効率の到達点を示すと共に、国際技術交流を進める。 

 

3.事業成果 

3.1 実用磁気冷凍磁性材料の開発 

(1) 希土類鉄ガーネット材料 

 液化段及び予冷段低温側で有望な材料として期待される希土類鉄ガーネット材料の性能

評価と磁性材料の球状化を行った。これまでに液化段に用いられていた希土類ガーネット

は磁気特性、耐水素性に優れた性能を示しているが、高温側で磁気エントロピー変化が小

さくなる。鉄ガーネットにおいては、鉄の強い相互作用により作られる内部磁場により希

土類が受ける磁場を増強することができるため、高温でも大きなエントロピー変化が期待

される。そこで本研究では Gd3Ga5012の Ga を 30%, 40%, 50%鉄に置換した材料（GGIG）を作

成した。転動造粒法により、直径 0.4mm 程度の球状化したガーネットの作成も行った。こ

の磁性材料の性能を磁化測定、断熱消磁実験によって行った。球状化した材料を塊状の材

料と比較した場合、低磁場において若干磁気エントロピー変化が減少する傾向が見られた

が、ほぼ同等の磁気特性を得ることができた。また、実際の蓄冷型磁気冷凍機に組み込み、

冷凍試験を実施した。この結果、従来のガーネット材料を上回る効果が高温領域で確認さ

れた。 

(2) 金属間化合物系磁性材料 

 予冷段高温側材料には強磁性体の材料が望ましい。金属間化合物系磁性材料で有望な RT2
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系(R:Ho, Dy, Gd, T:Al, Ni)の磁性体について、磁性材料の球状化について遠心力アトマ

イズ法により最適条件を見出すことができた。この結果、ほぼ球状に近い試料の作製に成

功した（図 1）。これらの試料は蓄冷型磁気冷凍機に実際に組み込まれ、冷凍試験によって

優れた特性が確認された。 

 

図 1．試作された球状化 GdNi2試料 

 

3.2 高効率水素液化機構の開発 

 低圧の水素ガスを磁性体シリンダー中に流し、カルノーサイクルによって液化水素を高

効率で生成する機構を検討した。粒状の磁性体を用いると間隙に液体水素がトラップされ

るため、液体水素の取り出しが困難となる。しかし、熱交換面積は著しく増加するため、

初期の液化過程における効率は板状に比べて 50％以上大きい。本研究では両者を融合し、

液体水素の流路を設置した磁性体形状を調べた。シミュレーションの結果、水素と磁性体

との熱交換効率は流路の形状に大きく依存することがわかった。球状と板状とを組み合わ

せたハイブリッド化によって、効率の増加が見込めることがわかった。 

3.3 蓄冷型磁気冷凍機の開発 

 物質・材料研究機構が所有している大口径超電導マグネットに適合した新しいクライオ

スタットの設計と製作を行った。これまでは蓄冷器が磁場中で移動することによる磁場変

化と蓄冷器内の流体の流れが同時に起こり独立した制御が不可能であったが、本研究で開

発する磁気冷凍機においてはマグネットの口径の大きさを利用し流体の流れを発生させる

ディスプレーサーを蓄冷器に内蔵することが可能になり、磁場変化と流体の流れを独立に

制御できるシステムを完成させることができた（図 2）。研究項目 3.1 で実施した試料を用

い、AMR 型蓄冷サイクル（Active Magnetic Regeneration）の実験を実施した。その結果、

30Kから60K領域でのAMRサイクルの作動が実証された。駆動型磁気冷凍では初めてである。

また、HoAl2 を用いた冷凍試験では、わずか有効磁場 1.8T のもとで磁性体ホルダー内部に
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12 度以上の温度勾配が形成され、磁気冷凍による蓄冷サイクルが水素予冷に有効であるこ

とが実証された（図 3）。 

 

 
図 2．試作された水素磁気冷凍用 AMR 試験装置 
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図 3．水素磁気冷凍用 AMR 試験装置による取得データの一例 

 

3.4 測定技術要素研究 

 本研究で開発される小型の磁気冷凍機に適合する、MgB2を用いた超電導液面計と液体・気

体水素の誘電率の差を利用した静電容量式の水素液面計を開発した。 液体水素を用いた動

作確認を校正が行われ、静電容量式では液面分解能 0.02mm (0.06%以上の分解能)を達成し

た。また、長さ 10cm 以下の小型化が可能であり、十分な性能を持つことが確認された。 

 

3.5 水素液化磁気冷凍システムの調査と解析 

 水素磁気冷凍システムおいて主要部である、蓄冷型 AMR 磁気冷凍サイクルサイクルのシ

ミュレーションによる解析を進めた。特に、広い温度範囲での動作に必要な蓄冷器内での

磁性体の多層化や AMR の多段化によるサイクルの冷凍能力や効率の解析を行ない、磁性体

の選択や蓄冷器内への配分比等の指針を得ることができた。海外における磁気冷凍開発の

調査によって、韓国等で試作が進んでいる磁気冷凍サイクルの実験に参加し、幅広い討論

を行った。サイクル解析においては、水素温度領域と同様に磁性体の磁場変化と流体変化

が同時に起こる場合の解析法について調べた。 
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3.6 特許、論文、講演、報道等の件数一覧 

  区分 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY 0 件 0 件 0 件 4 件 0 件 7 件 

H21FY 0 件 0 件 0 件 4 件 0 件 9 件 

H22FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 4 件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 

4.まとめ及び課題 

（１）まとめ 

・ 鉄系希土類ガーネットを開発し、水素液化温度以上の領域でも使用可能となった。

転動造粒法により、球状試料の大量生産技術を確立した。 

・ RT2 系の磁性体について、遠心力鋳造法により粒状化試料の作製に成功した。冷

凍テストにより、その性能が確認された。 

・ 高効率水素液化機構に蓄冷型冷凍サイクルを結合したハイブリッドサイクルの

有効性を確認するとともに、流体流れの解析によって、高効率化への条件を明ら

かにした。 

・ ２つのディスプレーサを使った AMR 蓄冷型冷凍サイクルを実現した。25K〜60K 領

域での駆動に成功するとともに、有効磁場変化 1.8Ｔで、12 度以上の温度差発生

を達成した。 

・ MgB2 超伝導および静電容量型の 2 方式の磁気冷凍用小型水素液面の開発に成功。

液体水素を用いた試験により十分な性能を確認した。 

（２）課題 

・ 粒状化について製造企業との連携により実用技術開発を進める必要がある。 

・ 熱交換ガスの駆動機構を磁性体と分離する方式を採用することにより、小型化と

熱安定化を達成させる。 

・ ハイブリッドサイクル（水素液化＋AMR サイクル）の実証試験により、高温領域

からの水素液化を試みる必要がある。 

 

5.実用化・事業化の見通し 

 磁気冷凍サイクルに最適化されたマグネットを用いれば、実用化への展望は大きく開け

ると考えられる。LNG 熱源を利用可能な冷凍システムであり、事業化への魅力は大きい。 



●全期間成果ｻﾏﾘ（実施期間 ：平成20年度～平成21年度）
・水素ガスパイプラインで想定される現実的な圧力・温度件では鋼中に拡散侵入する水素濃度は低く、準静的・動的条件ともに水素脆化は顕著ではない。
・水素ガスパイプラインの実大強度試験を実施し き裂は長距離伝播することはないことを実証した

委託先：（国） 東京大学（III－６） 水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発

・水素ガスパイプラインの実大強度試験を実施し、き裂は長距離伝播することはないことを実証した。
・開発した高速き裂伝播数値計算モデルを用いて、天然ガスと同程度の靭性を有していれば、水素ガスパイプラインでき裂の伝播を防止できることを確認した。

●背景/研究内容･目的 ●全期間実施内容／研究成果

水素社会における大量の水素輸送をガスパイプライン
によって実現するためには水素ガスパイプラインの信頼

（１）水素チャージ鋼管材のき裂伝播抵抗を計測し、水
素ガスパイプラインで想定される現実的な圧力と温度 4
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によって実現するためには水素ガスパイプラインの信頼
性に関する信頼性指針を確立する必要がある。高強度鋼
管材料に対する水素脆化感受性の評価、水素ガスパイプ
ラインの実大強度試験による高速き裂伝播の現象の調
査、水素ガス漏出を想定した燃焼熱輻射に関する検討、
ガスパイプライン高速延性き裂伝播の数値計算モデルの

素ガスパイプラインで想定される現実的な圧力と温度
の上限条件でも鋼中に拡散侵入する水素の濃度は
高々0.01ppm程度以下と低く、準静的・動的条件ともに
水素脆化はほとんど現れないことを確認した。（図1）
（２）水素ガスパイプラインの実大強度試験を実施し、強
制的に発生させた延性き裂は長距離伝播することなく、
300 600 程度で停止することを実証した（圧力
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●研究目標

開発、水素ガスパイプライン大規模破壊を防止するため
の条件に関する試算を行った上で、これらを総合的に検
討するとともに、水素ガスパイプラインの耐破壊信頼性指
針を確立するために必要な検討課題を整理する。

300～600mm程度で停止することを実証した（圧力：
16MPa、鋼管：X65、550mm径、13.5mm厚）。（図2）
（３）漏出水素ガス燃焼熱輻射に関する数値検討を行い、
天然ガスパイプラインに比べて水素ガスパイプラインの
ほうが熱輻射が小さいという結果を得た。
（４）開発した高速き裂伝播数値計算モデルにより、同

0.000 0.002 0.004 0.006 0.008 0.010 0.012

Ductile Crack Length m
図1 き裂伝播抵抗に及ぼす水素の影響

延性き裂進展長さ (mm)

実施項目 目標

A 水素脆性評価
試験

水素濃度；2ppm以下、負荷速度；準静
的～5m/s

●研究目標
裂

一靭性（き裂伝播抵抗値）で比較すると、天然ガスパイ
プラインよりも水素ガスパイプラインのほうがき裂伝播
距離が短く、天然ガスパイプラインと同レベルの靭性を
確保しておけば、き裂が長距離伝播することを防止でき
ることを確認した。

●今後の課題B  実大破壊強度
試験

圧力；15MPa程度、パイプ；X65高強度
鋼管、500mm径、40m長

C 高速き裂伝播
計算モデル構築

き裂伝播限界圧力とき裂伝播停止長
さを+/-20%で予測

D 外部からの指 大学・企業の研究者・技術者からなる

実施項目 成果内容 自己評価

現実的条件で水素脆化顕著でない ○達成

●研究成果まとめ
図2 実大強度試験におけるき裂伝播挙動

（１）広範な鋼管材料に対する水素脆
化感受性の評価と限界条件の見極め

（２）より広範な条件における高速き裂
伝播と停止に対する評価とこれに基づ
いた鋼管の必要靭性値の決定

D 外部からの指
導及び協力

大学 企業の研究者 技術者からなる
研究会を組織し、指導と協力を得る。

●実施体制及び分担等

NEDO
東京大学（実施項目
A B C）

SINTEF（実施項目
B） ●実用化の見通し

A
現実的条件で水素脆化顕著でない
ことを確認。

○達成

B
実大強度試験により大規模破壊が
発生しないことを実証。

○達成

C き裂伝播距離推定精度20%を達成。 ○達成

いた鋼管の必要靭性値の決定

（３）漏出水素ガス燃焼輻射の実測と計
算による影響度評価

（４）上記検討結果を総合した水素ガス
パイプラインの信頼性評価指針の確立

A,B,C） B） ●実用化の見通し

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

0 3 6 0

D 研究会により外部助言・指導実施 ○達成

研究会（実施
項目D）

我が国の製鉄会社で製造される高靭
性鋼管を適用すれば高圧水素ガスパイ
プラインを実現することは技術的に可能
である。
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水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発 
 

実施者：国立大学法人 東京大学 

再委託先：SINTEF（ノルウェー） 

 

１．事業概要 

水素社会における大量の水素輸送をガスパイプラインによって実現するためには水素ガスパイプラ

インの信頼性に関する信頼性指針を確立する必要がある。平成18～19年度に実施した「水素安全利用等

基盤技術水素に関する共通基盤技術－国際共同研究水素ガスパイプライン高速破壊防止技術の研究開

発」において小径のパイプを用いた破壊強度試験を世界で初めて実施して、水素ガスパイプラインの

信頼性評価に関する研究を行った。 

上記を背景として、本研究においては、高強度鋼管材料に対する水素脆化感受性の評価、大口径の鋼

管を適用した水素ガスパイプラインの実大強度試験による高速き裂伝播の現象の調査、水素ガス漏出を

想定した燃焼熱輻射に関する検討、ガスパイプライン高速延性き裂伝播の数値計算モデルの開発、水素

ガスパイプライン大規模破壊を防止するための条件に関する試算を行った上で、これらを総合的に検討

するとともに、水素ガスパイプラインの耐破壊信頼性指針を確立するために必要な検討課題を整理する。 

 

２．事業目標 

 本事業における各実施項目と目標は以下のとおりである。 

①パイプ材料の水素脆性評価試験（東京大学） 

 高圧水素ガス環境下においてパイプ材料中に侵入する水素模擬し、実験室的に水素をチャージした

パイプ素材に対して準静的破壊靭性試験、及び、高速き裂伝播試験を行ない、水素脆性の定量的評価

を行う。 

(a)落錘型の高速破壊試験機を用いた水素チャージ材き裂伝播抵抗測定法の確立 

・試験条件：落錘質量；200kg以下、荷重負荷速度；7m/s程度以下、評価材料の板厚；12mm以下 

・測定項目：荷重、変位、及び、き裂成長量の動的計測 

・き裂伝播抵抗値：破壊力学パラメータ（J積分等）の抵抗曲線を適用 

(b)パイプ材料のき裂伝播抵抗値に及ぼす鋼中水素濃度の影響の明確化 

・J積分抵抗曲線の水素濃度依存性に関するデータ取得 

・試験条件：水素濃度；2ppm程度以下、温度；0℃～室温の範囲、荷重負荷速度；準静的～5m/s程

度の範囲 

②水素ガスパイプライン実大破壊強度試験（東京大学・SINTEF） 

 口径が約500mmの鋼管を用いて実大破壊強度試験を実施する。き裂伝播挙動、パイプの歪、パイプ

内圧等の動的計測を行う。パイプの全体的な破壊挙動を高速度カメラにより観察する。加えて、ガス

漏出による周辺環境への影響を調査するために、燃焼輻射について検討する。 

(a)試験体の設計、作製、及び、試験条件の設定（東京大学） 

・実大水素ガスパイプラインき裂伝播試験に供試する試験体を1体作製 

・条件：圧力；15MPa程度に設定、パイプ；X65高強度鋼管、板厚12mm、口径500mm、長さ40m程度

で設定 

(b) 実大破壊強度試験の実施と動的計測（SINTEF） 

・測定項目；き裂伝播速度、パイプの動的歪、パイプ内圧の動的変化、パイプ全体の動的変形挙

動（高速度カメラ） 

③水素ガスパイプライン高速き裂伝播計算モデルの構築（東京大学） 

 既開発の水素ガスパイプライン高速き裂伝播現象を再現する計算のプロトタイプモデルを拡張して、

き裂伝播開始直後の挙動の記述ができるようにし、計算を適用できるパイプの口径の拡張を図る。こ

のために、き裂伝播に伴う過渡現象を扱えるモデルに改良する。さらに、実大破壊強度試験との整合

性をとり、計算可能な口径の範囲拡大を図る。 

Ⅲ2.3-6(1) 



・き裂の発生から伝播、停止に至る動的なプロセスを計算するモデルを構築。ガスの減圧挙動と

パイプの破壊挙動を連成。き裂伝播開始直後の過渡的挙動を計算可能とする。水素脆化の影響を

考慮（材料の特性値として）。 

・適用範囲：圧力；15MPa程度以下の水素ガス、及び、メタンガス（比較）、パイプ口径：200～

500mm 

・計算精度：実大破壊強度試験において、き裂伝播限界圧力とき裂伝播停止長さを+/-20%で予測 

・本モデルにより、口径が500mm程度までの水素ガスパイプラインにおいて、き裂非伝播（ガス

漏洩）を実現するための必要条件（所与の圧力、口径、板厚、初期き裂寸法に対する材料の必要

抵抗値）を計算可能とする。 

④外部からの指導及び協力 

 本研究には、天然ガスパイプラインの破壊強度と信頼性に関する知見が参考となる。これまで、こ

の分野で多くの知見を有しているガス事業者、パイプ製造鉄鋼会社等の研究者から指導と協力を得る

ために研究会を設置する。 

・ガスパイプラインの強度に関する大学・企業の研究者・技術者からなる研究会を組織し、有

意義な研究成果が出せるように、指導と協力を仰ぐ。 

 

３．事業成果 

３－１ 研究成果 

（１）パイプ材料の水素脆性評価試験（実施項目①） 

本試験では、次項で述べる実大試験に供試した鋼管材料に対して、水素チャージにより鋼中に水素

を拡散侵入させ、落重試験による動的試験、及び、比較として準静的試験を行い、水素脆化の評価を

実施した。 

 鋼管から長さ 190mm、幅 35mm、厚さ 10mm の切欠き付

曲げ試験片を採取した。繰返し荷重により約 2mm 長の

疲労予き裂を導入した。水素チャージ条件は、条件

(1)：45MPax50℃x48h、条件(2)：45MPax95℃x48h、及

び、チャージなし、とした。チャージはオートクレー

ブにより行った。水素ガスパイプラインの上限圧力と

しては 20MPa 程度を想定すればよいが、安全側として

それよいも高い 45MPa とした（条件(1)）。条件(2)は水

素脆性の影響を明確にするために、条件(1)よりもさら

に高温にし（装置の上限条件）、水素濃度を高くするこ

ととした。 

図 1 落重試験中の試験片変形とき裂進展

の模様（条件(2）） 

既設の落重試験機を改造して本研究に適用できるよ

うに改造して動的試験を実施した。準静的試験に

は油圧サーボ試験機を使用した。図 1 に、落重試

験における試験片の変形とき裂進展の模様（高速

カメラ映像）の例を示す。 

6

 き裂進展を考慮した J 積分算式を用いて、計測

データから J 積分抵抗曲線を求めた。図 2 に、水

素チャージなしとチャージ条件(2)の結果を示す。

ここで、横軸はき裂進展長さ、縦軸は J 積分値で

ある。全体的に、準静的試験よりも動的試験のほ

うが抵抗値が大きい。これは歪速度が上昇したこ

とにより強度が上昇したことが主な原因と考えら

れる。次に、準静的試験において、水素チャージ

の有無による抵抗曲線の勾配に差が現れた。一方、

動的試験においては、抵抗曲線の若干の差はある

ものの、水素チャージの有無によって抵抗曲線の

勾配には有意な差は認められなかった。従って、
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図2  J-R曲線に及ぼす水素チャージ有無と荷重

速度影響（実線；準静的、破線；動的、青；無

チャージ、赤；チャージ条件(2)） 
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き裂が動的に伝播する場合には、水素チャージの影響は少ないと言える。 

 試験後実施した水素昇温分析の結果、拡散性水素濃度は条件(1)で 0.01ppm 以下、条件(2)で 0.14～ 

0.18ppm であった。条件(2)は現実の水素ガスパイプラインで想定されるよりもはるかに高い温度と圧

力であり、それでも動的試験において水素の影響は顕著ではなかった。条件(1)では、拡散性水素濃

度は高々0.01ppm であり、この強度の鋼では準静的な条件でも水素脆化が顕著には現れないレベルで

あると考えられる。 

 以上の結果から、現実的な水素ガスパイプラインに条件を想定した場合には、X65 程度の強度レベ

ルにおいて水素脆化は顕著ではないと結論できる。ただし、より厳しい条件においては水素脆化が顕

在化する可能性があるので、限界条件の見極めにはさらに詳細な調査が必要である。 

（２）水素ガスパイプライン実大破壊強度試験（実施項目②） 

本実験で供試した鋼管は、米国石油協会規格 

API 5L-X65 の UOE 鋼管で、外径は 559mm、肉厚は 13.5mm である。TMCP プロセス、及び、TMR プロセ

スで製造された鋼管を用いた。実大バースト試験は 2009 年 8 月、ノルウェーの Giskas にて実施した。

11m 長の 4 本の鋼管を溶接して全長 44m の試験体を作製した。図 3 に試験体のレイアウトを示す。中

央には TMCP と TMR 鋼管を配置した。図 4 に試

験体の設置状況を示す。試験体に純度 99.9%の

水素ガスを封入し、圧力が 16.0MPa に達した

時点で、長さが 700mm の初期き裂を瞬時に導

入して、その直後のき裂伝播挙動を観察した。

図 5 に、伝播したき裂の形状を示す。初期き

裂を含めて、TMCP 鋼管側で 640mm、TMR 鋼管で

970mm の長さでき裂は停止した。き裂伝播速度

の最大値は概ね、200m/s であった。図 6 に、

ガス減圧挙動を示す。き裂発生直後に減圧が

生じていることが確認された（破線は後述の

モデル計算値）。 

図 3 実大バースト試験体のレイアウト 

本試験により、水素ガスパイプラインにお

いて、軸方向に伝播開始したき裂は早期に停

止することが実証された。 

水素ガスパイプラインにおいて、き裂が発

生して開口部からガスが漏出することを想定

し、漏出したガスの燃焼による輻射の影響を

評価した。評価にあたり非定常の輻射モデル

を構築し、上記の実大試験データからパラ

メータを設定した。計算結果の例を図 7 に示

す。横軸は初期圧力、縦軸は火炎から 40m の 図 4 実大バースト試験体の設置状況 

 
 

図 5 初期き裂から伝播したき裂の形状 図 6 実大試験におけるガス減圧挙動 
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位置における輻射エネルギーである。同一の

鋼管径と圧力で比較すると、天然ガスパイプ

ラインよりも水素ガスパイプラインのほうが

被害範囲は小さくなる結果が得られた。 

（３）水素ガスパイプライン高速き裂伝播計

算モデルの構築（実施項目③） 

 実施項目②で実施した水素ガスパイプライ

ンの実大試験において、き裂は長距離伝播し

ないことが実証されたが、圧力や鋼管の形

状・強度によって同様な信頼性が確保されて

いることを確認するためには、数値解析が必

要である。このために、本研究では、水素ガ

スパイプラインにも適用可能な高圧ガスパイ

プラインの高速破壊現象を解析するプログラ

ムを開発した。 

図 7 輻射熱流速の計算結果（水素ガス・天然ガス

パイプライン） 

図8 き裂伝播速度の比較 

（X70鋼管バースト試験 1980年） 

 本プログラムの特徴を以下に記す。(a)鋼管

の変形に対して大変形理論を適用することに

より、大規模塑性変形状態でも精度の高い計

算が可能、(b)計算の高速化を図るために、変

形状態を一次元の微分方程式で表現、(c)開口

したき裂からのガス漏出を考慮することによ

り、鋼管の変形・破壊とガス減圧を連成して

解く、(d)ガス減圧は一次元の微分方程式によ

り計算、(e)系のエネルギー収支とき裂伝播抵

抗の速度依存性の関係からき裂伝播速度を計

算。 

 開発した計算プログラムの妥当性を検証す

るために、データが豊富な天然ガスパイプラ

イン実大試験を中心に解析した。検証

結果の例を図 8、図 9 に示す。図 8 は

き裂伝播長さに対するき裂伝播速度の

変化、図 9 はき裂長さが約 15m におけ

るパイプの変形形状を示す。パラメー

タの合わせ込みをしていないにもかか

わらず、き裂伝播速度の履歴とき裂伝

播距離を精度よく推定できることが確

認された。 

 実施項目②で実施した水素ガスパイ

プライン実大試験の結果を本計算プロ

グラムで解析した。結果を図 10 に示す。

実測のき裂伝播速度の最大値は概ね 200m/s であったのに対して、計算では約 150m/s であった。また、

き裂伝播距離は TMR 鋼管よりも TMCP 鋼管のほうが短かったが、計算でもこの傾向が再現できた。き

裂伝播距離は 20%以上の精度で予測ができた。この実験ではき裂発生直後の遷移域において早期に停

止した。従来の高圧ガスパイプラインの高速き裂伝播を扱うモデルはどれもき裂が長距離伝播して定

常状態に近い状況を扱うものであり、遷移域の高度に非定常な状態におけるき裂伝播・停止を扱うこ

とができなかった。本計算モデルは経験則に基づいた従来モデルとは異なり、物理現象をモデル化し

たものであり、水素ガスパイプラインにおける短距離でのき裂停止による信頼性確保の評価を行う場

合に特に威力を発揮することができると言える。 

図9 鋼管の変形破壊状況の計算結果 

（X70鋼管バースト試験 1980年） 
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 図 11 に、水素ガスと天然ガスのパイプライ

ンにおける高速き裂伝播挙動の計算による比

較を示す（横軸は鋼管中央からの距離、縦軸

はき裂伝播速度）。ここで、初期圧力を 15MPa、

鋼管の直径を 254mm、厚さを 5.7mm とした。

天然ガスパイプラインではき裂伝播抵抗が低

い場合にき裂は長距離伝播するのに対して、

水素ガスパイプラインではき裂は短距離で停

止した。水素ガスのほうが早期に減圧が起き

るためにき裂駆動力が低下してき裂は長距離

伝播することができない。図 12 に、き裂伝播

距離を水素ガスと天然ガスのパイプラインで

比較した結果を示す（横軸はき裂伝播抵抗値、

縦軸はき裂伝播距離）。水素ガスパイプライン

では抵抗値が低くてもき裂は早期に停止する

ことが予測された。すなわち、天然ガスパイ

プラインと同程度の抵抗値を有する鋼管を使

えば水素ガスパイプラインは高速き裂伝播を

防止する観点からは安全性が確保できると言

うことができる。なお、（１）の結果から、き

裂の高速伝播抵抗に対する現実的条件での水

素脆性の影響はほとんどないので、図 12 の結

果とあわせて、水素脆性によるき裂の長距離

伝播への影響は無視できると言える。 

図10 本研究で実施した実大試験におけるき裂伝播速

度の実測と計算の比較 

図 11 水素ガスパイプラインと天然ガスパイプライ

ンのき裂伝播速度履歴の比較 

（４）外部からの指導及び協力（実施項目

④） 

 天然ガスパイプラインの強度に関する専門

家からなる研究会を組織して、本研究に対す

る指導と助言をいただいた。(a)実大試験の条

件設定に際して、天然ガスパイプラインの同

様な試験のデータを提供、(b)実大試験におけ

る圧力や歪の動的計測に関する知見の提供、

(c)実験に供試する鋼管の選定に関する助言、

(d)実大試験の立会、(e)水素脆化試験の方法

と結果の考察に対する助言、(f)漏出ガスの熱

輻射のモデル化に関する助言。 

 

３－２ 成果の意義 

（１）グレード X65 鋼管材料に対して延性き

裂発生・成長における J 積分抵抗曲線に及ぼ

す水素の影響を調査した結果、水素ガスパイ

プラインで想定される現実的な圧力と温度の

上限条件では鋼中に拡散侵入する水素の濃度

は高々0.01ppm 程度以下と低く、準静的・動的

条件ともに水素脆化はほとんど現れないことを確認した。比較のために行った左記条件よりもさらに

厳しいチャージ条件では、水素濃度は高々0.2ppm 程度で、準静的条件において延性き裂抵抗曲線の勾

配が低下したものの、その影響は大きくなく、また、動的な条件では水素の影響は顕著ではなかった。

以上の結果から、今回調査した強度レベルの鋼管において現実的な条件（たとえば 20MPa 以下）では

水素脆化は懸念する必要はないと考えられる。しかしながら、より厳しい条件では水素脆化が顕在化

する可能性があるので、限界条件の見極めのためには、さらに詳細な調査が必要である。 

図12 水素ガスパイプラインと天然ガスパイプライ

ンのき裂伝播距離の比較 

（２）水素ガスパイプラインの実大バースト試験を実施した結果、強制的に発生させた延性き裂は約

200m/s の速度で軸方向に伝播したが、300～600mm 程度伝播後、き裂分岐、または、周方向への逸脱
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によりき裂が停止した。水素ガスパイプラインにおいて、き裂は長距離伝播することはないことが実

証された。 

（３）水素ガスパイプラインの損傷によりき裂開口部から水素ガスが漏出することを想定して、燃焼

ガスの熱輻射に関する数値検討を行った結果、天然ガスパイプラインに比べて水素ガスパイプライン

のほうが熱輻射が小さいという結果が得られた。ただし、詳細な検討を行うためには、熱輻射の実測

とそれに基づいたモデルの高精度化が必要である。 

（４）水素ガスパイプラインにおける高速延性き裂伝播と停止をシミュレーションできる数値計算モ

デルを開発し、目標とする計算精度が得られることを確認した。水素ガスパイプラインと天然ガスパ

イプラインを本モデルで比較した結果、同一靭性（き裂伝播抵抗値）で比較すると、天然ガスパイプ

ラインよりも水素ガスパイプラインのほうがき裂伝播距離が短く、調査した範囲では長距離伝播する

ことはないことを数値計算でも確認した。高速延性き裂伝播現象に関する限り、天然ガスパイプライ

ンと同レベルの靭性を確保しておけば、水素ガスパイプラインでき裂が長距離伝播することを防止で

きると考えることができる。 

（５）以上を総合して評価すると、現実的な条件では水素脆化は顕著に現れることはなく、既存の天

然ガスと同程度の靭性を有している鋼管を用いれば、水素ガスパイプラインは技術的に可能であると

考えることができる。ただし、その実現のためには、鋼管や溶接材料の選定基準、設計・製造基準、

維持基準等を整備する必要がある。 

 

３－３ 特許、論文、外部発表等の件数一覧 

 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（学会口頭発表） 
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 3 件 

H21FY 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 3 件 
（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 

４．まとめ及び課題 

４－１ 研究成果のまとめ 

 水素脆化に関する実験室規模の再現試験、水素ガスパイプラインの実大破壊強度試験、高速き裂伝

播の数値モデル開発と計算を実施した結果、既存の天然ガスパイプラインと同程度の靭性を確保して

おけば、水素ガスパイプラインにおいて大規模な破壊を防止することが可能であると結論した。ただ

し、最終的な信頼性指針確立のためには、以下のような残された課題を検討し、総合的な評価が必要

である。 

４－２ 残された課題 

（１）広範な鋼管材料に対する水素脆化感受性の評価と、現実的な水素圧力と温度における限界条件

の見極め 

（２）より広範な条件における高速き裂伝播と停止に対する評価とこれに基づいた鋼管の必要靭性値

の決定 

（３）事故を想定した漏出水素ガス燃焼輻射の実測と計算による影響度評価 

（４）既存天然ガスパイプラインの各種安全基準の水素ガスパイプラインへの適合性の検討と上記検

討結果を総合した水素ガスパイプラインの信頼性評価指針の確立 

 

５．実用化・事業化見通し 

我が国の製鉄会社で製造される高靭性鋼管を適用すれば高圧水素ガスパイプラインを実現すること

は技術的には可能である。ただし、水素社会の初期段階において高圧水素ガスパイプラインを必要と

する程度の水素輸送量が必要でない段階では、低圧・小径のパイプラインの敷設から開始すべきであ

る。このためにも、各種規格類を整備しておく必要がある。 

 



●全期間成果ｻﾏﾘ（実施期間 ：平成20年度～平成21年度）
・Mg-(V, Zr)-(Li, Na)-H系水素化物において、可逆的に水素を吸蔵・放出する新規水素化物を見出すとともに、水素放出温度と結晶構造との相関を示し得た。
・7種のLi-M-H系新規水素化物（M：遷移金属元素）を見出し Li-Y系水素化物において 可逆的に水素を吸蔵・放出することを確認した

委託先：（独）産業技術総合研究所、東北大学（Ⅲ-7） 超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発

・7種のLi-M-H系新規水素化物（M：遷移金属元素）を見出し、Li-Y系水素化物において、可逆的に水素を吸蔵・放出することを確認した。
・Al系共晶合金、アラネート、AlH3を原料として試みたが、適用条件下では新規水素化物相は得られなかった。

●背景/研究内容･目的 ●全期間実施内容／研究成果
本研究開発は、水素吸蔵合金を用いた自動車向けの水
素貯蔵装置を成立させるため 開発目標値である「質量

Ⅱ．リチウム合金系新規水素吸蔵材料の探索Ⅰ．マグネシウム合金系新規水素吸蔵材料の探索

Ca7Ge型超格子構造、または単純FCC構造を有す

0.1

2

4

1

素貯蔵装置を成立させるため、開発目標値である「質量
貯蔵密度6質量％以上、放出温度100 ℃以下、耐久性
1,000回以上」を可能とする革新的な水素貯蔵材料を探索
し、同材料の有効性を検証・確認することを目的とする。

上記目標を満たすため数GPa（数万気圧）の水素雰囲気
下で新規高密度水素化物の合成を行う超高圧水素合成
法を利用して 革新的な水素貯蔵材料の探索研究を実施

H
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7 型超格子構造、または単純 構造を有す
る新規水素化物Mg6(V,Zr)(Li,Na)nHx の合成に成功 ・化学式: (Y,Li)H3 [FCC構造]

・放出温度：約573 K
・水素含有量：3.5 質量%

・5 MPaで再水素化
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法を利用して、革新的な水素貯蔵材料の探索研究を実施
する。また、これら新材料の可逆的な水素吸蔵・放出特性
評価を行うとともに、放射光などを利用しての精密構造解
析を体系的に行い、高密度水素貯蔵材料の設計指針を
確立する。

FCC

Ca7Ge型超格子

V, Na
超高圧水素とLiで、常圧で不安定な水素化物相
が安定化し、可逆的に水素を放出・再吸蔵する。

7つのリチウム系新規水素化物の合成に成功

水素化物高圧相の安定化機構の解明に期待
超高圧法が強力な探索ツールであることを実証→

高性能材料開発 新 設計指針水素吸蔵量 質量%

平
衡

水
素

圧
, P

実施項目 目標

A:超高圧合成法によ
る新規M 合金系水

「質量貯蔵密度6質量％以上、放出
温度100 ℃以下 耐久性1 000回以

●研究目標

① Ai-Si 過共晶合金 Al-Li-Si-H系 873 -
Al基材料その態 検討した系 合成温度[K] 形成相

産総研おいて、次の状態のAlを起点とした三元/四元系水素化物を探索したが、得られなかった。

Al基材料

Ⅲ. アルミニウム合金系新規水素吸蔵材料の探索

FCC 高性能材料開発の新しい設計指針→水素吸蔵量, 質量%
水素化物の相分率70%を考慮すると、吸蔵量は5.4～ 5.7 質量%

●今後の課題

る新規Mg合金系水
素貯蔵材料の開発

温度100 ℃以下、耐久性1,000回以
上」を可能とする材料を探索する。

B:超高圧合成法によ
る新規Li合金系水素
貯蔵材料の開発

「質量貯蔵密度6質量％以上、放出
温度100 ℃以下、耐久性1,000回以
上」を可能とする材料を探索する。

C 超高圧合成法によ 「質量貯蔵密度6質量％以上 放出 実施項目 成果内容 自己評価

●研究成果まとめ
・高水素吸蔵量を保持しつつ、水素放出温

度を更に低減できる水素化物の組成 構

① Ai Si 過共晶合金 Al Li Si H系 873
② NaAlH4 錯水素化物 Al-Na-Ti-H系 873    TiAl3, Na3AlH6

③ αAlH3 Et2O和水素化物 Al-Si-(-C-O)-H系 823 -
東北大において、6 GPaの超高圧水素雰囲気において、Al-H-X系新規水素化物相を合成。

C:超高圧合成法によ
る新規Al合金系水素
貯蔵材料の開発

「質量貯蔵密度6質量％以上、放出
温度100 ℃以下、耐久性1,000回以
上」を可能とする材料を探索する。

●実施体制及び分担等
●実用化の見通し

実施項目 成果内容 自己評価

A 523 Kで可逆的に水素を放出･吸蔵す
る新規水素化物の合成に成功した。

△

B 新規水素化物の合成に成功し、可逆
的に水素を放出･吸蔵する。

△

新規水素化物は合成されたが その △

度を更に低減できる水素化物の組成・構
造の探索．

・実用化を見据えた“穏和な”条件下での新
規水素化物形成に向けたフィードバック

超高圧合成法は、水素貯蔵材料の探索に、

NEDO 産業技術総合研究所（実施項目A,C）

東北大学（実施項目B,C） 特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

0 5 21 1

C 新規水素化物は合成されたが、その
他の詳細は未同定である。

△
超高圧合成法は、水素貯蔵材料の探索に、
有効的な手段である。今後も、継続的に本
手法を用いて材料を探索することにより、
目標を満足する材料を提案することが可
能であると考える。また、量産法を検討す
ることで、実用化が可能となる。
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「超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発」 

 
実施者：独立行政法人 産業技術総合研究所、国立大学法人 東北大学 

 

１．事業概要 

本研究開発は、水素吸蔵合金を用いた自動車向けの水素貯蔵装置を成立させるため、また、燃料電池

を熱源として水素を放出可能とするために、『NEDO 燃料電池・水素技術開発ロードマップ 2008』に掲

げられた開発目標値である「質量貯蔵密度 6 質量％以上、放出温度 100 ℃以下、耐久性 1,000 回以

上」を可能とする革新的な水素貯蔵材料を探索し、同材料の有効性を検証・確認することを目的とす

る。 

具体的には、数 GPa（数万気圧）の水素雰囲気下で新規高密度水素化物の合成を行う超高圧水素合

成法を利用して、開発目標値を満たすことができる革新的な水素貯蔵材料の探索研究を、この分野の

世界的な研究拠点である独立行政法人産業技術総合研究所と国立大学法人東北大学が共同で実施する。

具体的には、①新規マグネシウム合金系材料（産総研）、②新規リチウム合金系材料（東北大）、③新

規アルミニウム合金系材料（産総研、東北大学）の合成を分担して行い、これら新材料の可逆的な水

素吸蔵・放出特性評価を行うとともに、放射光などを利用しての精密構造解析を体系的に行い、高密

度水素貯蔵材料の設計指針を確立する。 

 

２．事業目標 

 開発目標値である「質量貯蔵密度 6 質量％以上、放出温度 100 ℃以下、耐久性 1,000 回以上」を可

能とする革新的な水素貯蔵材料を①マグネシウム水素化物（MgH2；7.6 質量％）、②リチウム水素化物

（LiH；12.6 質量％）、③アルミニウム水素化物（AlH3；10 質量％）を原材料とし、超高圧合成法に

より高容量水素吸蔵合金の研究として、i）超高圧合成による新材料創製、ii）新材料の水素吸蔵・

放出特性評価、iii）新材料の精密構造解析を体系的に実施し目標値を満たすことができる世界初の

革新的な水素貯蔵材料の開発を目指す。 
 

３．事業成果 

3-1．超高圧合成法による新規マグネシウム合金系水素貯蔵材料の研究開発（産総研） 

超高圧合成による新材料創製 

i）超高圧合成による新材料創製 

a. Mg-V-Li-H 系及び Mg-V-Na-H 系では、Mg:V:(Li, Na)=6:1:n (n=0～1.0)で混合した原料に対して、

合成圧力 8 GPa 以上、合成温度 823 K を適用することにより、新規水素化物が合成された。また、

Li 若しくは Na の添加量が増加すると、新規水素化物の生成率が増加した。 

b. Mg-Zr-Li-H 系及び Mg-Zr-Na-H 系では、Mg:Zr:(Li, Na)=6:1:n (n=0～1.0)で混合した原料に対し

て、合成圧力 8 GPa 以上、合成温度 823 K を適用することにより、新規水素化物が合成された。 

 

ii）水素吸蔵・放出特性評価 

a. Mg-V-Na-H 系新規水素化物は、水素雰囲気中の DSC 測定で、それぞれ 575 K、631 K において吸熱

及び発熱ピークが確認され、合成した新規水素化物は、可逆的に水素を吸蔵・放出することがわ

かった。また、573～523Ｋにおいて PCT 測定を行い、可逆的に約 4 質量%の水素を吸蔵・放出する

ことが確認された。なお、試料中の水素化物の重量分率が 70%であることを考慮すると、新規水素

化物は、5.4～5.7 質量%の水素を可逆的に吸蔵・放出することができる。 

b. Mg-Zr-Li-H 系及び Mg-Zr-Na-H 系新規水素化物は、水素雰囲気中の DSC 測定で、それぞれ 575 K、

631 K において吸熱及び発熱ピークが確認され、合成した新規水素化物は、可逆的に水素を吸蔵・

放出することがわかった。また、Li 若しくは Na の添加量が増加すると、水素放出温度が低下する

傾向が確認できた。また、Mg-Zr-Li-H 系新規水素化物 573～523ＫにおいてＰＣＴ測定を行い、可

逆的に約 3 質量%の水素を吸蔵・放出することが確認された。また、試料中の新規水素化物の重量

分率が 54%であることを考慮すると、新規水素化物は、5.5 質量%程度の水素を可逆的に吸蔵・放

出することができる。 

 

iii）精密構造解析 

a.Mg-V-Na-H 系で合成された新規水素化物は、超格子型 Ca7Ge 構造を有し、Na 添加量の増加に伴い、
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格子定数が増加する傾向を呈した。また、新規水素化物の生成率も、Na 添加量の増加に伴い、増

加する傾向であった。Rietveld 解析の結果、添加した Na 原子は、3 元系水素化物 Mg6VHx において

原子空孔であった 4b サイトを選択的に占有することが分かった。図 1 に超格子型 Ca7Ge 構造を有

する Mg-V-Na-H 系水素化物の結晶構造モデルを示す。 

b. 超高圧合成された Mg-Zr-Li-H 系新規水素化物は、3 元系水素化物 Mg6ZrHx と同じ単純 FCC 結晶構

造を有することが分かった。これに対して、Mg-Zr-Na-H 系新規水素化物は、Na 添加量が増加する

と、単純 FCC 構造から超格子型 Ca7Ge 構造に変化することが分かった。図 2 に超格子型 Ca7Ge 構造

を有する Mg-Zr-Na-H 系水素化物の結晶構造モデルを示す。 

 

図 1 超格子型 Ca7Ge 構造を有する Mg-V-Na-
H 系水素化物の結晶構造モデル 

図 2 超格子型 Ca7Ge 構造を有する Mg-Zr-Na-H
系水素化物の結晶構造モデル 

4a:Na 

4b:Na, Zr

24d:Mg Zr 
4b:Na 

4a:V 

24d:Mg  

 

 

3-2．超高圧合成法による新規リチウム合金系水

a. 

b. 

それぞれ適用することにより、新規水素化物が合成された。 

a. 

b. 

、506 K、564 K で吸熱を伴うピークが観測され、新規水素化物が分解すること

が確認された。 

a. 得られた Li-Y-H 系、Li-Gd-H 系及び Li-Dy-H 系新規水素化物は、常圧･常温で不安定な FCC の BiF3

素貯蔵材料の研究開発（東北大学） 

て合成圧

973 K、973 K 及び 873 K の温度を

の条件で処理することにより、元の Li-

i）超高圧合成による新材料創製 

Li-Y-H 系、Li-Gd-H 系及び Li-Dy-H 系では、LiH-90 mol% REH3（RE = Y, Gd, Dy）に対し

力 2 GPa 以上、合成温度 1173 K を適用することにより、新規水素化物が合成された。 

Li-TM-H 系（TM = Cr, Mn, Fe, Co, Ni, Cu, Zn）の 6 GPa までの超高圧における探索では、TM = 

Cr、Mn、Co 及び Ni の場合において、5 GPa-H2の圧力、973 K、

 

ii）水素吸蔵・放出特性評価 

Li-Y-H 系、Li-Gd-H 系及び Li-Dy-H 系新規水素化物は、Ar 気流中 DSC 測定で、それぞれ 575 K、

631 K、651 K において吸熱を伴い分解することが確認された。更に、Li-Y-H 系で得られた新規水

素化物については、水素放出後の試料を 5 MPa-H2、623 K

Y-H 系新規相に再水素化することが確認された。 

Li-Cr-H 系、Li-Mn-H 系および Li-Co-H 系新規水素化物はそれぞれ、Ar 気流中 DSC 測定により 420 

K、396 K および 400 K において分解することが判明し、また TG-TDS 測定により、分解時に水素放

出を伴うことが確認された。このうち、Li-Cr-H 系、Li-Mn-H 系では分解過程において中間相が確

認された。Li-Cr-H 系新規 FCC 水素化物は水素放出に伴い結晶格子が等方的に収縮し、格子体積が

4.6 %縮減した FCC’相（a = 0.386 nm）が得られた。また、Li-Mn-H 系新規 FCC 水素化物は水素

放出に伴い c 軸方向に異方的に収縮し、体積が 3.3%縮減した体心正方晶構造(I4, No.79)の BCT 相

（a = 0.266420(6) nm、c = 0.3693(1) nm）が得られた。Li-Co-H 系新規水素化物では、Ar 気流

中 DSC 測定の結果

 

iii）精密構造解析 
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型構造を有する FCC-REH3高圧相と類似の格子定数を有する(Li0.1RE0.9)H3-δなる化学式で表すことの

できる化合物であることが分かった。Li-Y-H 系新規水素化物は、Rietveld 解析の結果、Li と Y は

出発組成比とほぼ同じ Li : Y = 0.09 : 0.91(9)で同一サイトを占有していることが判明した。図

3に FCC 構造を有する Li-Y-H 系新規相の結晶構造モデルを示す。 

b. 超高圧合成された Li-Cr-H 系、Li-Mn-H 系及び Li-Ni-H 系新規水素化物は、FCC 構造のγ-TMHx と

同じ結晶構造を有することが分かった。これら新規水素化物の格子定数 a はそれぞれ 0.392733(9) 

nm、0.37678(1) nm 及び 0.37482(1) nm と精密化された。これらの新規水素化物は、GPa オーダー

の水素雰囲気下においてγ-TMHx中の TM サイトに多量に生成された空孔に入り込んだ Li が水素と

結合することにより、常圧･常温下で不安定なγ-TMHx を安定化した構造であると考えられる。ま

た、超高圧合成された Li-Co-H 系新規水素化物は、LiH-16.7mol% Co の組成において FCC 構造を有

し、格子定数が a = 0.69530(8) nm であることが分かった。図 4 に脱水素前後の LiH-80 mol%Mn

試料における新規化合物相の FCC 構造と BCT 構造の結晶学的関係を示す。 

 
 

図 3 FCC 構造を有する Li-Y-H 系新

規相の結晶構造モデル 

 

(a)

 

(b)

 
図 4 脱水素前後の LiH-80 mol%Mn 試料における新規化

合物相の FCC 構造と BCT 構造の結晶学的関係 
(a) 新規 Li-Mn 水素化物（FCC 構造） 
(b)新規 Li-Mn 化合物（BCT 構造） 

 

3-3．超高圧合成法を用いた新規アルミニウム合金系水素貯蔵材料の研究開発 

3-3-1. 超高圧合成法を用いた新規アルミニウム合金系水素貯蔵材料の研究開発（産総研） 

i）超高圧合成による新材料創製 

 水素に対して極めて不活性であり、直接の水素化が困難であるアルミニウム及びその合金の多くに

関しては、これまでに水素化物が得られた例さえ殆ど無いことから、超高圧下での適切な水素化条件

の設定が先ず必要である。そこで、本検討では、水素の拡散促進と反応活性化因子の究明が必要と考

え、組織が微細な Al 基共晶合金（a）、アラネート（b）及び水素化アルミニウム（c）を各々出発原

料に採用することで、三元乃至は四元の新規水素化物相を探索した。 

a. 過共晶合金 Al0.8Si0.2 及び LiH を原料とし、Al0.8Si0.2＋LiH に対して十分な混合及び更なる組織微

細化を図るためにミリング処理を施した。この前駆体に対して、8 GPa, 873 K で 1 hr.の処理を

施したところ、LiAlO2 と Si が生成するのみであった。一方、Al と Si を独立に原料とした場合は

金属 Al 相が独立して現れた。今回の合金を用いる試みでは新規水素化物は形成されなかったが、

Al の水素化に関して単体 Al を出発物質とする場合とは異なる反応メカニズムを期する狙いとして

は適切であったと考えられる。  

b. 錯水素化物 NaAlH4を出発物質に NaAlH4＋xTiH2 （x = 0.10, 0.33）に対して、8 GPa、873 K で 1 

hr.の処理を施した。Na3AlH6 及び TiAl3 が生成されたが、新規水素化物は生成されなかった。

Na3AlH6 は NaAlH4 が高温下で一部の水素を解離したものである（NaAlH4→(1/3)Na3AlH6＋

(2/3)Al+H2）。TiAl3 は TiH2 から水素が解離した Ti と前述の Al が金属間化合物を形成したもので、

この相がエネルギー的に非常に安定であるがために、水素化物が形成されなかったと考えられる。 
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c. 水素化物 AlH3（ジエチルエーテル（Et2O）和物）を出発物質とし、仕込み組成 8αAlH3＋Si に対し

て 8 GPa、823 K で 1 hr.の処理を施した。しかし、原料である AlH3 が Al に分解するのみで、新

規水素化物相は得られなかった。ただ、溶媒和 Et2O が及ぼす影響や、AlH3 と対となる原料に水素

化物を使用しなかったこと（マグネシウム系の検討での経験では原料を全て水素化物としないと

新規相を形成させるのは非常に困難であったが、アルミニウム系も同様か否かは不明）など、合

成に際して検討・改善を要する要素が多い。 

 

ii）水素吸蔵・放出特性評価 

新規水素化物相を示唆する結果が得られなかったことから、水素特性評価は行っていない。 

 

iii）精密構造解析 

新規水素化物相を示唆する結果が得られなかったことから、精密構造解析は行っていない。 

 

3-3-2. 超高圧合成法を用いた新規アルミニウム合金系水素貯蔵材料の研究開発（東北大学） 

i）超高圧合成による新材料創製 

Al-TM-H 系について超高圧合成を通じて新規化合物の探索を行い、新規化合物を示唆する結果

が得られた。 

ii）水素吸蔵・放出特性評価 

水素特性評価を行ったが、新規相の単相化について検討を行い、精密な解析が必要である。 

iii）精密構造解析 

結晶構造解析を行っているが、新規相の単相化について検討の余地があり、本研究計画中では

結晶構造の決定には至らなかった。 

 

特許、論文、外部発表等の件数一覧 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 6 件 

H21FY 0 件 0 件 0 件 5 件 0 件 15 件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 

 

４．まとめ及び課題 

4-1．超高圧合成法を用いた新規マグネシウム合金系水素貯蔵材料の研究開発（産総研） 

 超高圧合成法により、Mg-(V, Zr)-(Li, Na)-H 系において、新規 4 元系水素化物の合成に成功した。

合成した水素化物は、単純な FCC 構造若しくは、超格子型 Ca7Ge 構造を有している。また、これら水

素化物は、反応速度も敏速であり、可逆的な水素吸蔵・放出ができることを実証できた。 

 超高圧法により、多数の新規水素化物の合成に成功し、可逆的な水素貯蔵特性を呈しており、本手

法が有効的な材料探索ツールであることを実証した。しかしながら、これら材料において、目標温度

を満足するには至っておらず、高度な物性評価や結晶構造解析技術をもつ専門グループと連携し、水

素貯蔵材料の探索を行う必要がある。また、実用化を念頭におき、穏和な条件下での新規水素化物形

成に向けたフィードバック等を展開していく必要もある。 

4-2．超高圧合成法を用いた新規リチウム合金系水素貯蔵材料の研究開発（東北大学） 

これまで Li と水素化物を形成しないと考えられていた希土類元素や遷移金属元素との組み合わせ

で新しい複合水素化物を形成することが判明し、従来型の試料作製装置では探索が困難なリチウム系

においても超高圧合成法が有力な探索ツールであることが実証された。特に、構成元素として Y、Gd、

Dy、Cr、Mn、Co、Ni を含む系において、常圧下では安定に存在し得ない高圧水素化物と同じ結晶構造、

同程度の格子定数を有する新規水素化物が得られた。これらの結果は、高圧で安定な水素化物に Li

が存在することにより、高圧相が常圧下でも安定化に存在できるようになったことを示唆している。 

以上は、今後の水素貯蔵材料の設計指針となり得る結果であると考えられる。本研究では考察だ

けにとどまったが、今後更に高度な物性評価や結晶構造解析技術をもつ専門グループと連携または共
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同で研究を進め、中性子回折実験等により結晶構造中での Li および H の存在位置、またその結合状

態を詳細に調べ、安定化の要因を明らかにすることにより、新しい水素貯蔵材料の探索指針の創製が

期待される。 

 

4-3．超高圧合成法を用いた新規アルミニウム合金系水素貯蔵材料の研究開発（産総研） 

Al-Si(-Li)-H 系及び Al-Na-Ti-H 系を対象に、アルミニウムを単体金属としての他、合金や水素化

物の形で出発物質に採用するなどして探索を進めたが、新規水素化物を得るには至らなかった。今後

は、適切な出発物質やその組織状態を選択し、それらの熱力学的特性や機械的特性、混合する材料と

の組成比、反応温度・時間などの試行錯誤を経ながら、水素化物が形成される条件を見極めていく必

要がある。 

 

５．実用化・事業化見通し 

5-1．産総研担当分 

 超高圧合成法により、超高圧法を用いて、マグネシウム系およびアルミニウム系の新規水素化物の

開発に着手し、マグネシウム系において新規４元系水素化物の合成に成功し、その水素特性や結晶構

造の解析を行い、当初計画の成果はほぼ達成された。今後も、本手法を展開することにより、より低

温度下で可逆的な水素吸蔵・放出が可能な材料を探索し、現在推進中の NEDO プロジェクト「水素貯

蔵材料先端基盤研究事業」の放射光科学グループや計算科学グループなどと連携することによって、

低温度化の機構等を解明できると考えている。また、穏和な条件下での新規水素化物形成に向けた

フィードバック等を展開することで、実用化を目指せると考えている。 

 

5-2．東北大学担当分 

超高圧法を用いて、これまでは合成や探索が困難であったリチウム系およびアルミニウム系の新

規水素化物の開発に着手し、それぞれの系において新規水素化物の合成に成功し、その水素特性や結

晶構造の解析を行い、当初計画の成果はほぼ達成された。 

Li-RE-H 系(RE= Y, Dy, Gd)のにおいては、常圧では不安定な水素化物高圧相に Li を含有させて超

高圧合成することによって、常圧化でも安定化し、可逆的に水素吸蔵･放出することが分かった。こ

れまでは高容量水素貯蔵材料開発のため Mg 系や Li 系などの水素化物を如何に不安定化（低温放出

化）させるかが開発指針のトレンドであったが、今回の知見は水素貯蔵材料探索の範囲を大きく拡大

させるものであり、その波及効果は大きい。 

アルミニウム系の結晶構造などの解析については、複雑な回折データのため本研究で行った手法

では限界があったが、今後は現在推進中の NEDO プロジェクト「水素貯蔵材料先端基盤研究事業」の

放射光科学グループや計算科学グループなどと連携することによって、明らかにされると考えられる。 

 

 

 



●全期間成果ｻﾏﾘ（実施期間 ：平成20年度～平成21年度）
・スピルオーバー水素の貯蔵サイトを、炭素担体のエッジ、曲率をもつ部位、含酸素官能基、含窒素官能基に同定できた。
・炭素担体に担持するPtの粒径が小さいほどスピルオーバー貯蔵量が増加することを見出した また 安価な遷移金属（Ni）による貯蔵にも成功した

委託先：東北大学(Ⅲ-8 )ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発

・炭素担体に担持するPtの粒径が小さいほどスピルオ バ 貯蔵量が増加することを見出した。また、安価な遷移金属（Ni）による貯蔵にも成功した。
・スピルオーバー水素貯蔵サイト候補である、含窒素官能基の大量ドープ法の開発に成功した。

●背景/研究内容･目的 ●全期間実施内容／研究成果

吸着系材料は、化学反応を一切伴わず物理吸着により水素を貯
蔵するため 水素の吸蔵 放出に加熱は不要であり しかも吸蔵

1. 細孔制御技術によるゼオライト鋳型炭素（ZTC）の構造最適化

物理吸着量を最大化するため ゼオライト鋳型炭素の比表面積の最大化を行った その結果 4000蔵するため、水素の吸蔵・放出に加熱は不要であり、しかも吸蔵・
放出速度が大きく、繰り返し耐久性も極めて高い。しかし、吸着系材
料の室温における水素吸蔵能は、我々が近年報告したゼオライト
鋳型炭素による2.2 wt% (30 ºC、34 MPa)が最高値であり(J. Phys. 
Chem. C 113 (2009) 3189)、物理吸着だけを利用して同じ温度・圧力

条件においてこれ以上の水素吸蔵能を達成することは極めて困難
である そこで近年着目されているのが 水素分子（H ）の物理吸

物理吸着量を最大化するため、ゼオライト鋳型炭素の比表面積の最大化を行った。その結果、4000 
m2/gが現状の最大であると結論した。粒子外表面に存在するアモルファス炭素層を完全に除去し、かつ

骨格内部に含まれる含酸素官能基を完全に除去できれば、比表面積5000 m2/gを超えるものも理論上は

可能である。これらを実現するには今回の研究開発で調査した方法（水素処理、プラズマ処理、液相酸化、

ゼオライト鋳型の変更）とは異なる新たな方法を用いる必要がある。細孔径制御については、ZTCを機械

的に圧縮することによる細孔径可逆制御が可能であることがわかったである。そこで近年着目されているのが、水素分子（H2）の物理吸
着に加え、スピルオーバーにより生成する原子状水素（H･）の可逆
貯蔵も併用した新しい貯蔵方式である。

本研究開発では、室温・高圧における物理吸着量が極めて大きい
ゼオライト鋳型炭素をベースに、スピルオーバー水素の貯蔵も併用
した高容量水素吸蔵材料の開発を行う。最終目標は、水素貯蔵量6 
mass%を超える材料の開発である。

的に圧縮することによる細孔径可逆制御が可能であることがわかった。

2. 金属担持技術による「新たな相互作用」の導入とその最適化

Pt粒子の粒径が小さいほどスピルオーバー貯蔵量が増加することを見出した。粒径10～30 Åまでの微

少化に成功した。スピルオーバー水素の貯蔵サイトを、炭素担体のエッジ、曲率をもつ部位、含酸素官能

基、含窒素官能基に絞り込むことができた。そこで、貯蔵サイトとして有用である含窒素官能基の大量ドー

プ法の開発を行った。その結果 窒素含有量をN/C = 0 09 mol/molまで増加させることができた。

実施項目 目標

●研究目標

を超える材料の開発である。 プ法の開発を行った。その結果、窒素含有量をN/C  0.09 mol/molまで増加させることができた。

Ni担持した試料においてもスピルオーバーによる水素吸蔵量の増加を確認できた。また、Niナノ粒子の

粒子径が小さい方がスピルオーバー効果が大きいことがわかった。

3. ゼオライト鋳型炭素の水素吸蔵性能評価

実施項目1. および2. に関し、水素吸蔵能の評価を行い、材料合成へフィードバックすることができた。

●今後の課題細孔制御技術によるゼオラ
イト鋳型炭素（ZTC）の構造
最適化

ZTC表面積の増大（目標5000
ｍ2/g）と細孔径の最適化（範囲
0.65 nm〜1.2 nm）

金属担持技術による「新た
な相互作用」の導入とその
最適化

Å、更には原子レベルの金属
担持、及び貴金属以外（Ni、Ti）
の担持

実施項目 成果内容 自己評価

細孔制御技術による
ゼオライト鋳型炭素

4000 m2/g越えには至

らず。細孔径可逆制御

△

・スピルオーバー貯蔵のメカニズム解明
・比表面積5000 m2/gの達成
・「物理吸着＋スピルオーバー」による
6 mass%の達成

●研究成果まとめ

最適化 の担持

ZTCの水素吸蔵性能評価
（１）、（２）で得られたZTCの水
素貯蔵性能を評価する。

●実施体制及び分担等

●実用化の見通し

（ZTC）の構造最適化 の原理を確立。

金属担持技術による
「新たな相互作用」の
導入とその最適化

粒径10～30 Å達成、
Ni担持達成

△

ZTCの水素吸蔵性能 評価結果を材料合成 ○

・高表面積炭素の製造コストの削減

スピルオーバー貯蔵のメカニズム解
明に2年 「物理吸着＋スピルオー

NEDO 委託先：東北大学
（実施項目A～D）

共同実施先：日産自動車
株式会社
（実施項目A～D）

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

3 1 6 1

評価 にフィードバックできた
明に2年、「物理吸着＋スピルオ
バー」による6 mass%達成に1年、貯蔵
材料の製造コスト削減に1年を要する。
最短で、5年後（2015年）の実用化を目
指す。

Ⅲ
2
.
3
-
8
(
0
)



「ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発」 

 

実施者：国立大学法人 東北大学 

１．事業概要 

燃料電池自動車の実用化に向け、大容量の水素貯蔵容器の開発は極めて重要である。現在までに試

作されている燃料電池自動車の多くは圧縮水素ボンベ（～70 MPa）を搭載しているが、その貯蔵量は

十分とは言えない。このため、圧縮水素ボンベの中に水素吸蔵材料を充填し、貯蔵密度を更に増加さ

せる必要がある。 

水素吸蔵材料としては、水素吸蔵合金、化学水素化物、吸着系材料の 3 種類が検討されている。前

者 2 つは吸蔵量が 5 wt%を超えるものも多いが、水素放出時に加熱が必要、繰り返し耐久性が低い、

オンボードでの充填および再生（再水素化）に長時間を要するといった多くの課題がある。一方、活

性炭、カーボンナノチューブ（CNT）、有機金属錯体等に代表される吸着系材料は、化学反応を一切伴

わず物理吸着により水素を貯蔵するため、水素の吸蔵・放出に加熱は不要であり、しかも吸蔵・放出

速度が大きく、繰り返し耐久性も極めて高い。しかし、吸着系材料の室温における水素吸蔵能は、

我々が近年報告したゼオライト鋳型炭素による 2.2 wt% (30 °C、34 MPa)が最高値であり(J. Phys. 

Chem. C 113 (2009) 3189)、物理吸着だけを利用して同じ温度・圧力条件においてこれ以上の水素吸

蔵能を達成することは極めて困難である。そこで近年着目されているのが、水素分子（H2）の物理吸

着に加え、スピルオーバーにより生成する原子状水素（H･）の可逆貯蔵も併用した新しい貯蔵方式で

ある。 

本研究開発では、室温・高圧における物理吸着量が極めて大きいゼオライト鋳型炭素をベースに、

スピルオーバー水素の貯蔵も併用した高容量水素吸蔵材料の開発を行う。 

本研究の目的は、ゼオライト鋳型炭素をベースとし、「物理吸着＋スピルオーバー」のメカニズム

により水素を高密度で貯蔵可能な吸蔵材料の開発を行うことである。最終目標は、水素貯蔵量 6 

mass%を超える材料の開発である。 

 

２．事業目標 

本研究開発においては、以下の４つの項目を実施した。それぞれの項目について、開発目標および

実施内容を記す。 

研究開発項目 1. 細孔制御技術によるゼオライト鋳型炭素（ZTC）の構造最適化 

開発目標：ZTC 表面積の増大（目標 5000ｍ2/g）と細孔径の最適化（範囲 0.65 nm〜1.2 nm） 

実施内容：「物理吸着＋スピルオーバー」の貯蔵方式においては、物理吸着量の最大化とスピルオー

バー貯蔵量の最大化の両方が重要である。特に前者は炭素の構造に大きく左右されるため、これを最

適化する必要がある。そこで、様々な条件でゼオライト鋳型炭素を合成し、比表面積の測定を行った。

また、機械的圧縮により、細孔径の可逆制御を試みた。 

 

研究開発項目 2. 金属担持技術による「新たな相互作用」の導入とその最適化 

開発目標：Å、更には原子レベルの金属担持、及び貴金属以外（Ni、Ti）の担持 

実施内容：スピルオーバー貯蔵のメカニズムはほぼ不明であるため、貯蔵メカニズムを解明し、貯蔵

量を最大化するための材料設計の指針を立てることが必須である。金属粒子サイズおよび炭素構造が

貯蔵に及ぼす影響について検討を行った。 

窒素原子がドープされた炭素は、水素分子および原子状水素と強く相互作用すると予測されている。

そこで、ゼオライト鋳型炭素へ大量の窒素原子をドープする手法の開発を行った。 

スピルオーバー貯蔵に有用な金属として報告されているのは Pt や Pd などの貴金属であり、材料コ

ストが高い。実用化の観点からは、安価な遷移金属によるスピルオーバー貯蔵が望ましい。そこで、

Pt の代替として、Ni を担持したゼオライト鋳型炭素を合成し、スピルオーバー貯蔵量の測定を行っ

た。 

 

研究開発項目 3. ZTC の水素吸蔵性能評価 

開発目標：（１）、（２）で得られた ZTC の水素貯蔵性能を評価する。 

実施内容：ZTC の水素貯蔵能を評価し、材料合成へとフィードバックを行った。 

 

３．事業成果 
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研究開発項目 1. 細孔制御技術によるゼオライト鋳型炭素（ZTC）の構造最適化 

水素物理吸着量を最大化するため、以下の 2つの構造最適化を行った。 

1. 合成条件の最適化 

 ゼオライト鋳型炭素の分子モデルを図 1 に示す。ゼオライト鋳型炭素はナノサイズのグラフェン

シートが 3 次元的に連結した構造をもち、その比表面積はグラフェンのサイズおよびエッジの量、ス

タックの有無に大きく左右される。そこで、様々な合成条件を試し、比表面積を最大化する条件の探

索を行った。 

2. 外表面炭素層の除去 

 ゼオライト鋳型炭素はサブミクロンサイズの微粒子として得られるが、図 2 に示すように、その粒

子外表面には約 20 wt%もの無孔質炭素層が存在している。もしこの外表面炭素を除去できれば、表面

積は 5000 m2/g になるはずである。そこで、外表面炭素の無いゼオライト鋳型炭素の調製を試みた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図1 ゼオライト鋳型炭素の分子モデル 

 図2 ゼオライト鋳型炭素の外表面炭素と表面積 
 

1. 合成条件の最適化の結果 

従来のゼオライト鋳型炭素の合成においては、NaY ゼオライトにフルフリルアルコールを含浸し、

細孔内でこれを重合した後に 700 ºC に昇温してこれを炭素化し、さらに 700 ºC で 1 h のプロピレン

CVD を行い炭素充填を行う。最後に、HF によりゼオライト鋳型を除去してゼオライト鋳型炭素を得る。 

 プロピレン CVD 前のポリフルフリルアルコール炭素化条件の最適化、プロピレン CVD 条件の最適化、

プロピレン CVD をアセチレン CVD に変更、炭素骨格に含まれる含酸素官能基の除去など、多くの合成

条件について検討を行った。しかし、比表面積が従来の 4000 m2/g を超えるものは得られなかった。

ゼオライト鋳型炭素は図 1 に示した分子構造をしており、骨格を細くしてエッジの割合を増加させれ

ば比表面積は増加すると考えられるが、骨格を補足すると機械的強度が低下し、グラフェン同士がス

タックする部位が生じるため、比表面積が低下するものと考えられる。すなわち、従来の合成条件で

得られていたゼオライト鋳型炭素が、最も比表面積を高くする、バランスのよい分子構造をもつこと

が判明した。 

 

2. 外表面炭素層の除去の結果 

上述したように、骨格を細くするアプローチでは比表面積の増加は困難であったため、別のアプ

ローチとして、粒子外表面に存在する外表面炭素層の除去を検討した。 

外表面炭素の除去方法として、炭素を充填したゼオライトへの、液相酸化とプラズマ処理を検討し

た。いずれの方法を用いても、処理後には外表面炭素層が

除去されることを確認した。図 3 に、空気プラズマ処理後

の炭素/ゼオライト複合体の TEM 写真を示す。図 2 で見ら

れていた外表面炭素層が除去されていることがわかる。外

表面炭素層を除去後の炭素/ゼオライト複合体を HF 処理し、

得られたゼオライト鋳型炭素の比表面積測定を行った。そ

の結果、いずれの試料も外表面炭素層を除去する前よりも

比表面積が低下していた。XRD による分析から、液相酸化

10 nmれた

完全に除去さ
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図3 気プラズマ処理後のTEM写真空



およびプラズマ処理は、外表面炭素層だけでなく、ゼオライト内部に存在している炭素の構造も破壊

してしまうことが示唆された。 

結論として、ゼオライト鋳型炭素で達成可能な比表面積は現状では 4000 m2/g が上限である。これ

をベースにして、スピルオーバー貯蔵量の追加により高容量貯蔵を目指す。 

ゼオライト鋳型炭素の粒子外表面に存在するアモルファス炭素層を完全に除去し、かつ骨格内部に

含まれる含酸素官能基を完全に除去できれば、比表面積 5000 m2/g を超えるものも理論上は可能であ

る。これらを実現するには今回の研究開発で調査した方法（水素処理、プラズマ処理、液相酸化、ゼ

オライト鋳型の変更）とは異なる新たな方法を用いる必要がある。 

また、ゼオライト鋳型炭素の機械的圧縮による細孔径可逆制御を試みた。その結果、ゼオライト鋳

型炭素は外力に対して弾性変形し、外力によってその細孔径をÅオーダーで制御可能であることが示

された。 

 

 

研究開発項目 2. 金属担持技術による「新たな相互作用」の導入とその最適化 

「物理吸着＋スピルオーバー」による水素貯蔵においては、物理吸着により水素分子が炭素表面に

蓄えられるのと同時に、白金ナノ粒子から炭素へスピルオーバーした水素原子が貯蔵される。この貯

蔵概念は、ミシガン大のグループにより提唱されたものである。これまでにいくつかのグループが、

炭素に貴金属を担持することで水素貯蔵量が 10～300%増加することを報告する一方で、室温における

スピルオーバー貯蔵を否定する結果も報告されており、そのメカニズムはよくわかっていないのが現

状である。スピルオーバー水素による貯蔵量を増加させるためには、そのメカニズムの理解が重要と

なる。 

まず、白金担持方法の比較を行った。KOH 賦活活性炭およびゼオライト鋳型炭素に種々の方法で白

金担持した際の、担持前後の H2吸脱着等温線の変化を図 5 および図 6 に示す。図 5 において、気相還

元法によって調製した白金担持 KOH 賦活活性炭ではスピルオーバーは見られないが、液相担持法によ

り調製した試料ではスピルオーバーが見られる。両者の違いは白金ナノ粒子の粒径である。図 5 にお

いては、白金ナノ粒子の粒径が小さい方がスピルオーバー効果が大きい。また、図 6 において、ゼオ

ライト鋳型炭素においては気相還元法、液相還元法を問わず、全ての白金担持試料でスピルオーバー

が生じている。これは、ゼオライト鋳型炭素を担体とした場合には、いずれの白金担持法によっても、

極めて小さい Pt 粒子が大量に担持できたためと考えられる。結論として、粒径のごく小さい（< 3 

nm）Pt 粒子のみがスピルオーバー貯蔵に関与している可能性が示唆された。 

以上の結果より、室温における水素のスピルオーバー貯蔵に関しては、炭素の構造及び白金粒子の

構造が大きく影響することが明らかとなった。スピルオーバー貯蔵を最大化するための炭素構造とし

ては、比表面積が大きく、かつ大量のエッジ、グラフェン湾曲部、含酸素官能基および含窒素官能基

をもつものが貯蔵材料として優れていると考えられる。また、白金粒子は粒径 3 nm 以下のものを高

分散で担持することが重要であると考えられる。 
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図5  種々の方法で調製したPt担持KOH賦活活性炭

における、Pt担持前後のH2吸脱着等温線（25 ºC）の

比較。3本の黒色の点直線は、担持前の試料の傾き

を示したもの。 
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図6  種々の方法で調製したPt担持ゼオライト鋳型炭素に

おける、Pt担持前後のH2吸脱着等温線（25 ºC）の比較。

3本の黒色の点直線は、MSC30の傾きを示したもの。 
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次に、種々の炭素に Pt を担持し、担持前後におけるスピルオーバー貯蔵量の比較を行うことで、

炭素の構造が及ぼす影響について検討を行った。 

図 7 に、白金担持前後の H2吸脱着等温線を比較した。ゼオライト鋳型炭素、窒素ドープゼオライト

鋳型炭素、KOH 賦活活性炭においては、等温線の傾きが担持前よりも増加しており、スピルオーバー

貯蔵が生じているが、水蒸気賦活活性炭においてはスピルオーバー貯蔵は殆ど生じていない。これら

の炭素構造の違いから、スピルオーバー貯蔵に重要な因子が下記の構造であることが示唆された。 

・含酸素官能基の量が多い（ゼオライト鋳型炭素、窒素ドープゼオライト鋳型炭素、KOH 賦活活性

炭） 

・炭素を構成するグラフェンにおけるエッジの量が多い（ゼオライト鋳型炭素、窒素ドープゼオライ

ト鋳型炭素、KOH 賦活活性炭） 

・窒素官能基を含む（窒素ドープゼオライト鋳型炭素） 

・グラフェンシートが湾曲している（ゼオライト鋳型炭素、窒素ドープゼオライト鋳型炭素） 
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含窒素官能基がスピルオーバー貯蔵サイトで

あることが示唆されたので、窒素の大量ドープ

法の開発を行った。具体的には、①ゼオライト

鋳型の交換カチオンを従来の Na+から NH4+へ変

更、②ゼオライトに充填する炭素前駆体を従来

のポリフルフリルアルコール（PFA）から 4,6-

dihydroxypyrimidine（DHP）へ変更、の２つの

方法を軸に、様々な条件で試料を合成した。合

成した試料の BET 表面積、N/C、XRD の結果を表

1 に示す。①と②の方法を組み合わせた NH4Y-

DHP-An8(2)-H9(1) では、窒素含有量が N/C = 

0.09 に達した。 

 窒素ドープ試料の水蒸気吸着等温線を図 8 に
図8  窒素ドープ試料の水蒸気吸着等温線（25 ºC） 
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図7 各炭素における白金担持前後のH2吸脱着等温線（25 ºC）の比較 
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示す。いずれの試料も相対圧が 0.3～0.6 の間で水蒸気吸着量が急激に増加することがわかる。細孔

径が同一の場合、吸着量が急激に増加する相対圧が小さいほど材料表面は親水性である。図 8 より、

窒素含有量が大きい試料ほど親水性が大きいことがわかる。すなわち、窒素含有量により材料表面の

極性が大きくなり、H2O 分子との相互作用が強化されたとは明らかである。窒素ドープ試料は水素、

特にスピルオーバーして生じた原子状水素との強い相互作用が期待できる。 
 
 
 表1 窒素ドープ試料の合成条件、BET表面積、N/C、XRD結果のまとめ 
 

試料名 ゼオライトのカチオン 炭素前駆体 BET表面積 N/C ※1 XRD ※2

m2/g mol/mol
NaY-PFA-An8.5(2)-H9(1) Na+ PFA 2900 0.058 ○

NH4Y-PFA-An8.5(2)-H9(1) NH4
+ PFA 2670 0.07 ○

NH4Y-PFA-An8(2)-H9(1) NH4
+ PFA 2650 0.07 ×

NH4Y-PFA-An8(2)-H9(3) NH4
+ PFA 3580 0.013 ◎

NaY-DHP-H7(2)-An8.5(2)-H9(1) Na+ DHP 2010 0.077 △

NaY-DHP-H7(2)-An8(2)-H9(3) Na+ DHP 2420 0.079 ○

NaY-DHP Na+ DHP － 0.37 －

NaY-DHP-H7(2) Na+ DHP － 0.13 －
+

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 NaY-DHP-An8(2)-H9(1) Na DHP 2840 0.05 ○

NH4Y-DHP NH 4
+ DHP － 0.43 －

NH4Y-DHP-An8(2)-H9(1) NH 4
+ DHP 2080 0.09 ×

NH4Y-DHP-An8(2)-H9(3) NH 4
+ DHP 2100 0.084 ×

※1  元素分析により求めた窒素と炭素の組成比
※2  XRDパターンにおける2θ＝6.4°近辺の長周期規則構造を示すピークの強度。◎：非常に強い、○：

 
 
 
 
 図 9 に Ni を担持したゼオライト鋳型炭素の H2吸脱着等温線を示す。比較のために、Pt ナノ粒子を

0.2 wt%担持した試料のデータも示す。液相還元、気相還元のいずれの方法で調製した Ni 担持ゼオラ

イト鋳型炭素も、表面積が担持前より大幅に小さいため、図 9a において、Ni 担持後の H2吸蔵量は担

持前に比べると小さくなるはずである。しかし、液相還元により調製した Ni 担持ゼオライト鋳型炭

素は、担持前よりも大きな H2吸蔵量を示している。さらに、図 9a に示した H2吸蔵量をそれぞれの試

料の BET 表面積で割り、表面積あたりの H2吸着量で表現した図 9b を見ると、いずれの Ni 担持ゼオラ

イト鋳型炭素も、担持前より H2 吸蔵量が大きいことがわかる。このように、安価な遷移金属である

Ni 担持によっても、スピルオーバーによる水素貯蔵量の増加が確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

0 50 100 150

Ni担持ZTC
（気相還元）

ZTC

Ni担持ZTC
（液相還元）

(a)

Pt担持ZTC

水
素

吸
蔵
量

(m
l(S

TP
)/g

)

水素圧力 (kPa)

Pt担持

Ni担持
(液相還元)

未担持

Ni担持
(気相還元)

0.0E+00

1.0E-04

2.0E-04

3.0E-04

4.0E-04

5.0E-04

6.0E-04

7.0E-04

8.0E-04

0 50 100 150

Ni担持ZTC
（気相還元）

ZTC

Ni担持ZTC
（液相還元）

(b)

Pt担持ZTC

水
素

吸
蔵
量

(m
l(S

TP
)/m

2 )

水素圧力 (kPa)

Pt担持
Ni担持
(液相還元)

未担持

Ni担持
(気相還元)

図9  NiおよびPtを担持したゼオライト鋳型炭素のH2吸脱着等温線（25 ℃）; (a) 試料の重量あたり

のH2吸蔵量、(b)試料の表面積あたりのH2吸蔵量 

強
三角：弱い、×：ほとんど無い

Ⅲ2.3-8(5) 



特許、論文、外部発表等の件数一覧 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等） 
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY 1 件 0 件 1 件 0 件 0 件 新聞 2件 

H21FY 1 件 0 件 0 件 0 件 1 件 新聞 1件、学会 3件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 

４．まとめ及び課題 

1.細孔制御技術によるゼオライト鋳型炭素（ZTC）の構造最適化 

 物理吸着量を最大化するため、ゼオライト鋳型炭素の比表面積の最大化を行った。その結果、4000 

m2/g が現状の最大であると結論した。粒子外表面に存在するアモルファス炭素層を完全に除去し、か

つ骨格内部に含まれる含酸素官能基を完全に除去できれば、比表面積 5000 m2/g を超えるものも理論

上は可能である。これらを実現するには今回の研究開発で調査した方法（水素処理、プラズマ処理、

液相酸化、ゼオライト鋳型の変更）とは異なる新たな方法を用いる必要がある。 

 また、細孔径制御技術の原理は確立できたので、今後は実証試験を行う必要がある。 

2. 金属担持技術による「新たな相互作用」の導入とその最適化 

 スピルオーバー水素の貯蔵サイトを、炭素担体のエッジ、曲率をもつ部位、含酸素官能基、含窒素

官能基に絞り込むことができた。また、Pt 粒子の粒径が小さいほどスピルオーバー貯蔵量が増加する

ことも見出した。 

従来法で達成できる窒素含有量は N/C = 0.058 mol/mol に限られていた。今回、合成法を改良する

ことで、従来を大幅に上回る N/C = 0.09 mol/mol の窒素含有量を達成できた。 

 Ni 担持した試料においてもスピルオーバーによる水素吸蔵量の増加を確認できた。また、Ni ナノ

粒子の粒子径が小さい方がスピルオーバー効果が大きいことがわかった。安価な金属を用いたスピル

オーバー貯蔵の可能が示されたことから、Pd, Ru, Fe, Co, Ni, Cu, V 等他の金属や、合金系におけ

る今後の進展が期待できる。 

 これまで、金属担持炭素系における室温でのスピルオーバー貯蔵を報告している例は世界でも少な

く、その効果は半ば疑問視されていたが、今回の研究開発により、炭素担体の構造および金属の担持

状態を適切に設計することで、スピルオーバー貯蔵が確実に起こることを明らかにできた。また、今

まで全く不明であったスピルオーバー貯蔵のメカニズムに関する多くの知見が得られ、スピルオー

バー貯蔵がいくつかのステップから成る複合的現象であることを明らかにした。それと共に、スピル

オーバー貯蔵量を最大化するためには各ステップの効率化が必須であり、１つ１つのステップについ

て、適切な材料設計をする必要があることが判明した。今回は 2 年間という研究開発期間の中で、最

終目標である 6 mass%の達成には至らなかったが、そこへ至るための道筋を示すことができた。今後

の開発課題を以下に示す。 

1. スピルオーバー効果を最大化する金属(および合金)種の探索 

2. 金属種と担体との接合状態がスピルオーバー効果に及ぼす影響の解明 

3. Å オーダーの金属超微粒子の担持技術の開発 

4. 超高表面積をもち、かつ大量のエッジ、グラフェン湾曲部、酸素／窒素官能基をもつ炭素の開発 

5. 高容量貯蔵サイトの更なる探索（O, N 以外のヘテロ原子導入サイトなど） 

6. スピルオーバーした原子状水素の炭素上における表面拡散機構の解明 

7. スピルオーバー貯蔵された原子状水素の放出メカニズムの解明 

 

５．実用化・事業化見通し 

スピルオーバー貯蔵のメカニズム解明に 2 年、「物理吸着＋スピルオーバー」による 6 mass%達成に

1年、貯蔵材料の製造コスト削減に 1年を要する。最短で、5年後（2015 年）の実用化を目指す。 
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●全期間成果ｻﾏﾘ（実施期間 ：平成20年度～平成21年度）
・水素吸収・放出に伴う合金の「相分離」によって、MgH2が熱力学的に著しく不安定化することが実証された（合金構成元素間の結合力に依存）。
・ Ti基を有する非固溶系b c c 合金の合成に成功し 室温で3 5 mass %以上の水素吸収・放出反応が実証された

委託先：学校法人東海大学(Ⅲ-9)  MgおよびTi系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に係る技術開発

・ Ti基を有する非固溶系b.c.c.合金の合成に成功し、室温で3.5 mass %以上の水素吸収・放出反応が実証された。
・ Al水素化合物の物理合成装置の設計・開発を行った。AlH2.5組成を得ており、物理的合成の可能性が実証された。

●背景/研究内容･目的 ●全期間実施内容／研究成果
Mgを含む合金の水素化合物の物性は、Mgと水素の強

い結合力に支配され、燃料電池用水素供給源としての適
• 相分離型水素吸蔵合金により、MgH2の顕著な熱力学的不安定化が実証された(A, B)。
• 下表に示すとおり、合金系によってMgH2の熱力学安定性がことなることが明らかとなり、これらは

正供給圧力および速やかな水素吸収・放出を実現するた
めには、水素化合物の「熱力学的不安定化」が課題である。
本研究開発では、合金の相分離によって発現する「吸熱反
応」を利用して、水素化合物の不安定化を実証した。また、
軽量な水素化合物の代表であるAlH3の物理的合成法の
開発に挑戦した

下表 示す おり、合金系 よ g 2 熱力学安定性 なる 明ら なり、 れらは
合金の構成元素間の電気陰性度差によって整理することが出来た(A, B)。
• TiMg系合金を開発し、常温で水素を吸放出することが明らかとなった(下図)。新たな合金設計手法
として、軽量合金の開発に一定の目処を得た(C, D)。
• TiMgAl系合金を開発し、水素の吸収を確認した(C, D)。
• Al水素化合物の物理合成法を検討し、局部的に水素化合物を得ることが出きた(E)。

実施項目 目標

A: Mg基合金の開発 Mg基合金に関する作製ﾉｳﾊｳを蓄積

●研究目標

開発に挑戦した。

●今後の課題

B: Mg基合金に関す

る熱力学的平衡反
応特性の研究

Mg基相分離型水素吸蔵合金の実証

6.0質量%, 繰り返し1000回, 水素放出
温度100℃

C: Ti基合金の開発 Ti基合金に関する作製ﾉｳﾊｳを蓄積 ●研究成果まとめ
図 Ti75Mg25 の水素吸収特性(室温)

D:Ti基合金に関する

熱力学的平衡反応
特性の研究

Ti基水素吸蔵合金の実証

6.0質量%, 繰り返し1000回, 水素放出
温度100℃

E: Al水素化合物の
合成技術の開発

Al水素化合物の物理的合成法を設計・
開発

実施項目 成果内容 自己評価

A: Mg基合金の開発 Mg系合金を室温で合成 ○

B: Mg基合金に関する熱

力学的平衡反応特性の
研究

相分離型合金の実証に成功

4.7質量%, 20回, 325℃
△

• 結合力の強い合金系による、
MgH2の更なる熱力学的不安
定化(2 bar以上@100℃)
• 実用化を見据えた耐久性の
確認 (1000回以上)
• Al水素化合物の大量物理合

●実施体制及び分担等 ●実用化の見通し

研究

C: Ti基合金の開発 非固溶系Ti合金の合成成功 ○

D:Ti基合金に関する熱力

学的平衡反応特性の研
究

室温で水素吸放出に成功

3.5質量%, 5回, 25℃
△

NEDO
開発工学部

（実施項目C,D）

学校法人
東海大学

Al水素化合物の大量物理合
成法検討

Mg系材料を燃料電池への水

素供給源として実用化するた
めには、現在までに報告されて

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

0 6 15 0

E: Al水素化合物の合成

技術の開発
局部的AlHxの物理合成 △

工学部

（実施項目A,B,E）

めには、現在までに報告されて
いる中で、適正な水素供給圧
力を提供する唯一の手法（相
分離型合金）であることが示唆
される結果である。
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「Mg および Ti 系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に関わる研究開発」 

 

実施者：学校法人 東海大学 

１．事業概要 

 

Mgは最大水素吸蔵量7.6質量%を示すことから、水素吸蔵材料として大きく期待されている一方で、

イオン結合性に由来するMgと水素との結合が非常に強いなど、低温下における速やかな水素吸収・

放出を実現するためには、水素化合物の熱力学的不安定化が課題である。しかしながら、他の元素

と合金化させるなどの伝統的手法では、水素化合物の熱力学的安定性の指標である圧力－組成等温

線図上のプラトー圧力にほとんど変化が見られず、Mg元素を含む合金の水素化合物の物性は、Mg元

素の化学的性格に強く支配されていることが問題であり、実用的な水素供給能力には限界があった。 

最近の研究開発動向では、触媒を利用することで水素吸収・放出温度の低下を目指す「反応速度

論」的研究が主流であるが、Mgと水素の反応は発熱反応系であるため、可動温度の低下と共に水素

放出圧力も著しく低下するのが現状である。実際、多くの研究報告において記述される水素放出温

度の低下とは、真空に対して水素を放出することが可能となったことを意味している。しかしなが

ら、燃料電池等への水素供給源として利用することを念頭に置くならば、適正な水素供給圧力を実

現するための「化学平衡論」的な研究開発が同時に遂行されなければならない。本研究開発では、

「相分離型」水素吸蔵合金という新たなコンセプトを提示し、合金の相分離に伴う「吸熱反応」を

利用して、水素化合物の熱力学的な不安定化を実証することを目指した。従来、水素吸蔵合金の研

究分野において、相分離とは不均化反応と呼ばれ、可逆的な水素吸収・放出反応を阻害する主な原

因とされてきた経緯がある。本研究開発では、その反応をむしろ積極的に利用していることが大き

な特徴である。新たに提唱する「相分離型」水素吸蔵合金の基本コンセプトは、合金の相分離に伴

う「吸熱反応」を利用して、水素化合物の不安定化を狙うことである。化学的に合金化が可能なMg

-X系合金(X:任意の元素)は、単体のMgと比べて熱力学的に安定であるため、MgとXに分解する際の

エンタルピー変化はΔH>0 (吸熱反応)である。同様に、合金MgaXbが相分離を伴って水素化合物を形

成する反応を、次のような2段階反応として考えることが出来る。 

 

)( H                                     

)( H         

MgH22

X-Mg22

発熱

吸熱

水素化

相分離

Δ−+⎯⎯ →⎯

Δ+++⎯⎯ →⎯+

bXaMgH

aHbXaMgaHXMg ba
 

系全体の反応は、 

 

)]( H )( H [        MgH2X-Mg22 発熱吸熱 Δ−Δ++⎯→⎯+ bXaMgHaHXMg ba  

 

と表すことができ、合金の分解および水素吸収を含めた系全体の反応に伴うエンタルピー変化は、単

体 Mg 水素化合物の形成エンタルピーΔHMgH2と比較して、ΔHMg-Xの分だけ負に小さくなることから、

「相分離を伴う」反応系では、水素化合物の熱力学的に不安定化されることが示唆される。本研究開

発では、新しい「相分離型水素吸蔵合金」の開発として、Mg 基および Ti 基を有し、ⅢA族、ⅣA族元

素との合金を作製し、水素吸蔵特性を明らかにすることを目的とした。 

また、現在の水素吸蔵材料開発においては、ナノ構造化が例外のないキープロセスである。ボール

ミリングに代表される固相法（メカニカルアロイング法）では、材料のナノ構造化のみならず、化学

的に合金化されない非固溶反応系においてさえ合金化が可能であるなど、新しい合金設計の重要な

ツールとなる可能性がある。本研究開発では、Ti を中心に非固溶反応系の合金設計と水素吸収・放出

反応について検討を行った。 
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最後に、軽量な Al 水素化合物の利用方法として、使い切りカセット等が提案されているが、水素

の再充填技術には全く目処が立っていないのが現状である。これは、Al と気体水素とが化学的には直

接反応しないことに由来している。本プロジェクトでは、NEDO「微小試料内全元素分析用パルス同期

マルチガスプラズマ分析装置の開発(産業技術研究助成事業)」において、東京工業大学の沖野晃俊教

授らが開発した ICP 源プラズマを材料合成に応用し、Al 水素化合物の新しい物理的合成方法の開発を

行った。 

 

２．事業目標 

 

本研究開発では、新しい設計思想に基づいた Mg 基および Ti 基を有する合金の開発および実証を目

標とした。具体的な数値目標としては、有効水素吸蔵量が 6質量%以上、放出温度 100℃、耐久水素吸

放出回数が 1,000 回である。 

 

３．事業成果 

 

3.1. Mg 基を有する合金の作製と熱力学的平衡反応特性 

Mg17Al12合金の水素吸放出反応を中心に検討を行った。Mg17Al12の水素吸収・放出反応は、下記2段

階の相分離を呈する可逆的な反応であることが明らかとなった。 

 

I:  Mg17Al12 + 18H2 = 9MgH2 + 4Mg2Al3    (1) 

II:  Mg2Al3 + 2H2 = 2MgH2 + 3Al     (2) 

 

また、水素化合物を形成する際のプラトー圧力がMgのものと比較して明らかに上昇していることが

確認された(図1)。熱力学的には、水素化合物形成に伴う相対部分モルエンタルピーΔHを算出し、

Mgのものと比べて、一段階目の反応では2.8kJ(molH)
-1、二段階目の反応においては7.5kJ(molH)

-1だ

け不安定化したことが分かった。Mg-Al合金系の形成エンタルピー変化のデータから、水素化合物

の熱力学的不安定化に対して相分離の寄与を計算したところ、実験結果と良い一致を示した。有効

水素吸蔵量は約4.5質量%であり、相分離を伴う反応が有効水素吸蔵量を保持しながら水素化合物の

不安定化を促すことが明らかとなった。 
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P H 2 [M
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]

[H]/[YMgIn]

MgIn + H2 = MgH2 + In

0                                                  2H / MgIn

573 K (外挿) 

プラトー圧力の急激な上昇 

Mg17Al12 (573 K)

 
図1. Mg-H系, Mg17Al12-H系およびMgIn-H系の圧力－組成等温図. 相分離に伴う 

プラトー圧力の上昇 (水素化合物の不安定化)が顕著に見られる. 

 

相分離の効果を確認するために、MgIn水素化合物の合成と水素吸収・放出反応を測定したところ、

下記1段階の相分離を伴う反応であることが分かった。 
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  MgIn + H2 = MgH2 + In     (3) 
 

プラトー圧力はMg-H系と比較して約5MPa、Mg17Al12-H系と比較して4.5～4.8MPa上昇し、水素化合物

の急激な不安定化が示された(図1)。電気陰性度の観点では、Mg-Al系と比べて、Mg-In系の結合力

が大きいことから(図2)、合金の相分離に伴う「正の」エンタルピー寄与は、Mg17Al12合金と比べてM

gIn合金の方が大きいことが予想される。これは、急激な水素化合物の不安定化が見られた実験結

果と一致し、相分離型水素吸蔵合金の方向性を支持する結果となった。 

他の系について、Mg-Sn系、Mg-Ge系、Mg-Si系およびMg-Pb系の合金化条件を検討し、全ての系につ

いて既に単相の合金を得ることに成功した。現在までの結果からは、10MPa以上の水素雰囲気にお

いてさえも、プラトー圧力が現れておらず、MgIn-H系よりも更にプラトー圧力の上昇が期待される。

これは、電気陰性度の観点からも予想される結果であり、今後も詳細について追求する予定である。 

以上の結果を下の表にまとめた。実質的な水素供給可能圧力は、各合金系のプラトー圧力である。

触媒等の研究成果によって水素吸収・放出速度が改善され、可動温度が100℃にまで低下した場合

のプラトー圧力を示している。相分離型合金では、Mg17Al12ではMgと比べて2桁、MgInでは4桁もの著

しい水素供給圧力の上昇が予想できる。燃料電池用の水素供給源としては、2 bar以上の供給圧力

が必要だとされていることから、他の合金系で更に1桁の圧力上昇が可能となれば、触媒開発の成

果との組み合わせで実用化への展望が開けるのではないかと考えられる。事実、研究継続中である

他の合金系の途中結果では、更なる水素化合物の熱力学的不安定化を示す結果が得られており、今

後も継続的な研究開発を進める予定でいる。 

 

1.2 2.21.0

HMgLi Al In

1.5 1.7

Sn
Si

1.8      
図2. 電気陰性度 (Paulingの値)から観た合金組合せ 
 

3.2. Ti 基を有する合金の作製と熱力学的平衡反応特性 

  Ti基を有する合金開発において、その組み合わせは軽量元素であることが望ましいが、常温にお

けるα-Tiとは化学的に非固溶な組み合わせも多く存在する。本研究開発では、α-Tiに対してボー

ルミリング法によって物理的なエネルギーを印加し、Tiの結晶構造を変化させて互いに非固溶な元

素との親和性を向上させ、これを出発原料として新規合金を開発することを試みた。 

 図3にボールミリング法によってTiの構造が変化する様子を示した。10hのミリング時間からβ-T

i相が出現しており、高温でしか存在し得ない相を室温で作製することが出来た。このβ-Tiを原材

料として非固溶な組み合わせであるTi-Mg系合金の作製を試みたところ、Ti75Mg25組成において単

相を得ることが出来た。このことから、Ti基を有する合金開発においては、β-Tiを原材料として

使用することで、新たな軽量合金の組み合わせに対する許容幅が広がったことになる。図4では、T

i75Mg25合金の水素吸収特性を示している。合金作製直後では水素を吸収しないものの、熱処理を

施すことによって、室温で3.5質量%の水素を吸収することが明らかとなった。また、この反応は可

逆的であることも併せて明らかとなっている。 

この他には、(Ti80Al20)80Mg20合金の作製にも成功し、定性的ではあるものの水素の吸収・放出

反応が可逆的であることまで明らかとなっている。 
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図3 ボールミリングによるα-Ti→β-Ti相変態      図4 Ti75Mg25 の水素吸収特性(室温) 
 
3.3. Al 水素化合物の物理合成法の開発 

 Al と気体水素との反応系は、自由エネルギー変化が正であるため、ほとんど反応を示さず、これ

までに理論的背景から作成された状態図によれば、常圧・室温雰囲気下において、Al 中に固溶する水

素は僅か 10-4 ppb 以下に過ぎない。自由エネルギー変化が正である化学反応系では、化学エネルギー

とは別に、過剰なエネルギーを印加することで、化合物を形成することが出来るとの報告がある。過

剰なエネルギーとしては、プラズマ状態を形成する反応系が考えられる。特に、固相－気相反応系で

は、Ti-N 系において実績があり、最近では量産ラインにおいてもプラズマを利用する機会が増えてい

る。本研究開発では、プラズマ状態によって気体水素を強制的に原子状水素へと解離させ、雰囲気中

に Al を投入することによって水素化合物の形成を目指した。 

作製した試料について、グロー放電発光分光分析(GDS)により元素分析を行った。比較のために Al

試料を用い、Ar によるスパッタリングを行いながら、深さ方向に Al、O、および H原子について分析

を行った。図 5に分析結果を示す。水素ラジカル反応によって作製した薄膜表面近傍では、高濃度な

水素原子の存在が確認され、平均組成は AlH2.5であった。純 Al 薄膜では、表面近傍に水素原子が殆

ど存在しないことから、表面に吸着している H2O の寄与であるとは考えにくく、局部的に AlH3化合物

相が形成されている可能性が示唆される。 

Al-H 反応系では、自由エネルギー変化が正であるものの、Al 水素化合物の表面に Al2O3不動態膜が

形成されることで、Al 水素化合物の存在を可能にしていることが知られている。また、150～200℃の

温度を印加すると、水素化合物の分解が生じ、固体内部から表面に向けて水素原子の拡散、および表

面での再結合・脱離反応が起こる。当該試料では、表面付近に高濃度の水素原子が存在しており、反

応プロセスの中で Al と水素の反応が起きたことは明らかである。しかしながら、均一な水素化合物

相として得ることが出来なかったのには、不動態層の形成も伴う凝集過程にあるのではないかと考え

られる。即ち、気相中において AlH3相が形成されたものの、その後の凝集過程において、冷却速度お

よび不動態形成速度よりも AlH3化合物の分解反応速度の方が速いために、表面付近における水素濃度

が顕著であったのではないかと示唆される。 

 以上より、プラズマ中に冷却部を設置することで、AlH3化合物の分解反応の進行前に凝集・回収す

ることが可能であるのではないかと考え、装置を改造して実験を行った直近の結果からは、試料内部

に高濃度の水素原子が分布していることが明らかとなった。反面、酸素原子の分布量も増加している

ため、現在は詳細な分析を行っているところである。 
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図 5 (a) Al (b) AlHx の GDS 測定結果 

 

特許、論文、外部発表等の件数一覧 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 
その他外部発表 

（プレス発表等）
国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H20FY2008 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 7 件 

H21FY2009 0 件 0 件 0 件 4 件 0 件 8 件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

(b) (a) 

 

４．まとめ及び課題 

 

本研究開発において得られた成果から、Mg 系合金は、相分離型として設計すれば、燃料電池に対し

て適正な供給圧力を確保できる可能性を有する、現状では唯一の手段であることが実証された。しか

しながら、水素吸収放出の動作温度の低下は必要不可欠であり、触媒の研究開発グループの成果との

組み合わせを模索するなどの課題がある。 

Ti 系合金は、α-Ti からβ-Ti を経由・原材料にすることで、新しい軽量合金の合成が可能である

ことが実証された。非固溶系合金であっても、室温で可逆的な水素吸収・放出を示すなど、今後の合

金設計に一定の目処がついたと考えられる。本研究開発では、水素供給圧力の指標となる圧力－組成

等温度線のデータが未取得であり、今後の課題となる。 

Al 水素化合物は、プラズマを利用することで Al 水素化合物の合成が可能であることが示唆され、

合成条件の最適化によって、安定した AlH3合成の可能性が見出された。歩留まりが不安定であり、合

成条件等の見直し・最適化は必須である。 

 

５．実用化・事業化見通し 

 
 高容量水素貯蔵材料として期待される Mg 系合金の中で、本研究開発で提案した相分離型水素吸蔵

合金は、燃料電池に対して適正な供給圧力を確保できる可能性を有する、現状では唯一の手段である。

合金系の組み合わせによって水素吸蔵量に差があるが、Mg の含有量を多くすることによって一定の吸

蔵量を確保できる。相分離反応のみでは、期待される動作可能温度に至らないが、触媒開発の成果と

の組み合わせを条件に、実用化に大きな期待が持たれる。 

 本研究で開発された Ti 系合金は、既に室温での水素吸収・放出が確認されており、水素吸蔵量も

3.5 質量%と実用化されている既存の水素吸蔵材料と比較しても期待以上の成果であった。非固溶系の

組み合わせであるため、合金化可能な組成を予測することは困難であるが、組成の最適化によって更

なる容量増加は十分に考えられる。水素放出温度の目標は達成しており、Mg 系合金よりも実用化の可

能性が大きいのではないかと考えられる。 

Al 水素化合物に関して、水素貯蔵材料としての考え方には各国で温度差があるものの、欧州や米国

では継続的な研究・開発がなされている。日本においても、NEDO の事業内で開発を進めている他グ
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ループが存在している。Al 水素化合物を実用化する上で障壁となる大きな課題は、Al 水素化合物の

新しい製造方法である。10 質量%と高容量材料であるものの、可逆性に乏しいために使い捨て型の使

用が提案されているが、水素の再充填には適当な方法が存在しない。本研究で目指したプラズマを利

用した方法は、Al から直接 Al 水素化合物を合成するものであり、既存の数工程を経る手法とは一線

を画する。また副生成物との分離も必要ないため、再充填方法としては理想的であると考えられる。

実用化に関しては、量産を視野に入れた大型装置を考える必要があるため、現状の実績からは早期の

実用化に至るとは考え難く、基礎的なデータの収集に時間が必要ではないかと考えられる。 

 



●全期間成果ｻﾏﾘ（実施期間 ：平成20年度～平成21年度）
• FCVの導入普及初期の5年間（H20年度）、及びCOCNの新導入シナリオ（H21年度）をベースとし、環境便益の外部便益（外部費用の削減）、および経済的波及効果
を評価し 導入普及施策に対する示唆を得た

（Ⅲ－10） 水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究開発 委託先：産業技術総合研究所

を評価し、導入普及施策に対する示唆を得た。
• 複数のシナリオに対する便益評価を柔軟に実施するため、これまでに開発してきた方法論に従った評価システムを構築した。

●背景/研究内容･目的 ●全期間実施内容／研究成果

背景
FCVは、走行時に大気汚染物質やGHGなどを排出しない

水素燃料電池自動車の導入に係る社会的便益に関する研究
• FCVの導入普及初期の5年間（H20年度）、及びCOCNの新導入シナリオ（H21年度）をベースとし、環FCVは、走行時に大気汚染物質やGHGなどを排出しない

車として、政府による技術開発が促進されている。市場メカ
ニズムの活用が重視される社会の中で、政府がこのような
技術開発に関与する理由は基本的に外部経済の存在に求
められる。即ち、従来自動車の外部費用の削減（→外部便
益）が期待できるということが施策実施の根拠になる。

FCVの導入普及初期の5年間（H20年度）、及びCOCNの新導入シナリオ（H21年度）を スとし、環
境便益の外部便益（外部費用の削減）、および経済的波及効果を評価した。主な結果は下記の通り：

車種別にFCV1台導入あたりの外部便益を算出。また、競合シナリオの検討のため、電気自動車
（EV）、プラグインハイブリッド車（PHEV）、ハイブリッド車に関しても外部便益を算出。

4種類の代替次世代車の外部便益には大きな差はなく、ガソリン利用乗用車（自家用）を代替す
る場合は、1台あたり年間7000円前後の外部便益となる
FCVの各車種に対する外部便益評価の結果から 車種 まり代替する燃料（ガソリン あるい研究内容・目的

FCVの本格的導入普及に向けた水素供給インフラの立上
げ時期を含めたシナリオを念頭に、①FCVの導入に伴う社
会的・経済的便益の評価、及び②社会的便益評価システム
の構築を通じて、FCVの有効な導入施策の検討などを行い、
FCV及び水素の社会的受容の拡大と導入普及の効率的な

FCVの各車種に対する外部便益評価の結果から、車種、つまり代替する燃料（ガソリン、あるい
はディーゼル）や走行形態によって外部便益が異なり、水素燃料1Nm3あたりの外部便益は、ガ
ソリン代替で17円/Nm3（15～31円/Nm3）、ディーゼル代替で8円/ Nm3 （1～27円/Nm3）となる

FCVの普及初期の経済的波及効果について、産業連関分析を行い下記の結果を得た：
投資額合計は10年間累計で17,931億円、経済波及効果は51,599億円、投資額合計に対する比
は2.88倍。また、投資額100万円あたり0.14人の雇用創出。GDP押し上げ効果は年平均0.043%

●研究目標

●研究成果まとめ

FCV及び水素の社会的受容の拡大と導入普及の効率的な
実現施策を支援する。

実施項目 目 標

• 水素燃料電池自動 種々のFCV導入シナリオの下で、既存の

は2.88倍。また、投資額100万円あたり0.14人の雇用創出。GDP押し上げ効果は年平均0.043%

水素燃料電池自動車の社会的便益評価システムの構築
• 複数のシナリオに対する便益評価を柔軟に実施するため、これまでに開発してきた方法論に従った評
価システムを構築した

実施項目 成果内容 自己評価

水素燃料電池自動車の導入
に係る社会的便益に関する
研究

FCVの導入普及初期の5年間（H20年度）、及びCOCNの新導
入シナリオ（H21年度）をベースとし、環境便益の外部便益（外
部費用の削減）、および経済的波及効果を評価を実施した。

○

水素燃料電池自動車の社会 複数のシナリオに対する便益評価を柔軟に実施するため こ

車の導入に係る社
会的便益に関する
研究（H20-21）

市場で経済価値として評価されていない、
FCV特有の便益を経済価値として評価す

ると共に、導入普及による経済的波及効果
を評価する。

• 水素燃料電池自動
車の社会的便益評

FCVや水素インフラの導入施策は、エネル

ギー・環境を巡る情勢の変化や、技術開発

●今後の課題

●実施体制及び分担等
●実用化の見通し

水素燃料電池自動車の社会
的便益評価システムの構築

複数のシナリオに対する便益評価を柔軟に実施するため、こ
れまでに開発してきた方法論に従った評価システムを構築

○価システムの構築
（H20-21）

の進捗などを反映して、ダイナミックに変化
する可能性があるため、これらの情勢変化
に対応したシナリオに対する便益評価を柔
軟にするためのシステムを構築する。

• 技術進歩や新たなFCV導入シナリオに基づいた評価の実施、及び作業性を向上した評価ソフトの開発

●実用化の見通し
特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

2

NEDO (独)産業技術総合研究所

• 外部性評価手法は確立され、その過程で
開発した分析ツールや、評価システムにつ
いては、操作性を向上すれば実用化可能
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水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究開発 

独立行政法人 産業技術総合研究所 

赤井 誠 

 

１．事業概要 

 本研究開発は、特に、水素エネルギーシステム技術の導入と社会との関わりの側面から研究を

実施し、本プロジェクトが目標とする、水素エネルギーの導入・普及に必要な一連の機器及びシ

ステムに関する技術の確立よる新しいエネルギーシステムの構築を支援することを目的とするも

のである。 

 プロジェクトの基本計画にも記載されている通り、燃料電池を核とした水素エネルギーシステ

ムの構築は、長期的には我が国のエネルギー供給の安定化・効率化、地球温暖化問題（CO2）や

地域環境問題（NOx、PM 等）の解決、新規産業・雇用の創出に寄与するものと期待される。 

 本研究は、このような基本的認識に基づいて、堅実な形での水素エネルギーシステムの社会導

入を図るため、水素燃料電池自動車及び上記システムの導入に伴う社会的・経済的便益の分析評

価を通じて、有効な施策を提言するものである。 

 

２．事業目標（設定の理由も含め） 

 本研究開発を含む事業では、来るべき水素エネルギー普及のための水素供給インフラ市場立上

げ（平成 27 年／2015 年頃を想定）に向け、水素製造・輸送・貯蔵・充填に関する低コストかつ

耐久性に優れた機器及びシステムの技術開発、要素技術開発、次世代技術開発及びシナリオ策定、

フィージビリティスタディ等を行い、水素エネルギーの導入・普及に必要な一連の機器及びシス

テムに関する技術を確立することを目的としている。また、技術開発の一翼を担いつつ、実証研

究や基準・標準化に関する事業と連携を図りながら推進することにより、燃料電池の実用化・普

及展開及び国際競争力の確保に資する。 

 本研究は、これらのうち、「シナリオ策定」の成果を反映した「フィージビリティスタディ等」

の一環として、燃料電池自動車の本格的導入普及に向けた水素供給インフラ市場立上げ時期を念

頭において、堅実な形での水素燃料電池自動車の社会導入を図るための方策について、①水素燃

料電池自動車の導入に伴う社会的・経済的便益の評価、及び②社会的便益評価システムの構築を

通じて、燃料電池自動車の有効な導入施策の検討などを行い、燃料電池自動車及び水素の社会的

受容の拡大と導入普及の効率的な実現施策を支援することとし、以下の様な目標を設定して研究

を実施した。 

 

２－１水素燃料電池自動車の導入に係る社会的便益に関する研究 

最終目標 

 燃料電池自動車の本格的導入普及に向けた水素供給インフラ市場立上げ時期を念頭にお

いて、既存の市場で経済価値として評価されていない水素エネルギーシステム特有の便益及

びコストに係る要素を摘出し、それらを経済価値として定量的に評価し、水素エネルギーシ

ステムの外部性として評価することを最終目標とする。また、技術確立に伴う産業経済面で

の波及効果分析を実施する。 



設定理由 

 FCV は、走行時に大気汚染物質や温室効果ガスなどを排出しない車として、政府による技

術開発が促進されている。市場メカニズムの活用が重視される資本主義の社会の中で、政府

がこのような技術開発に関与する理由は基本的に外部経済の存在に求められる。すなわち、

従来自動車の外部費用の削減（�外部便益）が期待できるということが施策実施の根拠にな

る。一方、経済的影響（波及効果）は内部的影響の連鎖を通じてもたらされるため、一般的

な外部性（技術的外部性）ではないが、経済面では重要な意味を持ち、経済的外部性と呼ば

れることもある。これらの分析評価を通じて、FCV の導入意義を明らかにするのみならず、

政府による研究開発施策の有効性・合理的根拠を示すことは施策の評価といった面でも極め

て重要である。 

 

２－２ 水素燃料電池自動車の社会的便益評価システムの構築 

最終目標 

 様々なシナリオに対する評価を柔軟に実施するため、これまでに開発してきた方法論に

沿った評価システムを構築することを最終目標とする。 

設定理由 

 FCV や水素インフラの導入施策は、エネルギー・環境を巡る情勢の変化や、技術開発の進

捗などを反映して、ダイナミックに変化する可能性があり、また本研究と同時並行的に新た

なシナリオが作成される可能性が大であるため、これらの情勢変化に対応したシナリオに対

する便益評価を柔軟かつ迅速に実施できるシステムを整備しておくことが重要である。 

 

３．事業成果 

 図１に示すように、本研究は下記の二つのテーマから成る。 

３．１水素燃料電池自動車の導入に係る社会的便益に関する研究 

 FCV の導入による、局所・地域・地域環境の改善などの外部便益を構成する要因を摘出し、大

気排出物による環境や人体への影響を定量化するための暴露反応関数や、これらを経済価値に換

算するための係数など、便益を定量的に評価するために必要なデータを収集・整備し、FCV の便

益評価項目について検討した。 

 FCV 導入による外部便益は、FCV がガソリンや軽油を使用する従来自動車を代替することによ

る、従来自動車のもたらす外部費用の削減分と考えることができる。主な外部便益の項目として

は、①大気汚染物質（NOx、SOx、SPM 等）の排出削減、②温室効果ガス（CO2）排出削減、③

石油資源消費削減、④エネルギーセキュリティ向上、⑤騒音減少が挙げられる｡①～④は化石燃料

消費に係るものである。これら化石燃料消費に係る影響の経済価値評価の試みは、主として欧米

で行われてきたが、この内貨幣評価の手

法がある程度確立しているのは①②であ

る。⑤に関してはいくつかの経済価値評

価の事例が見られるが、便益移転に困難

な面があると考えられる｡本研究では、

①②⑤について、主要な健康影響を主な

対象とし外部費用削減について評価を

FCVの導入によって
回避された、従来車の

影響（外部コスト）の推定

インベントリデータの作成

曝露評価
（濃度上昇削減量の算出）

曝露影響量評価
（健康影響削減量の算出）

影響量の貨幣価値評価
（外部コストの算定）

ＦＣＶの外部便益

図１ 外部便益算定手順（大気排出物による健康被害削減）
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行った。大気汚染物質の削減による外部便益の評価手順を図 1 に示す。 

 まず、FCV 導入による大気汚染物質及び温室効果ガスの排出削減量（インベントリデータ）を

推定した｡走行時に関しては、FCV は当該物質の排出はゼロなので、代替される従来車の走行時

の当該物質排出量を算出しそのまま削減量とした。インベントリに計上された大気汚染物質によ

る影響に関しては被害経路評価アプローチを採用した。すなわち、産総研において別途開発した

拡散シミュレーションモデル等を用いて大気汚染物質の濃度上昇の評価を行い、既存文献からの

暴露反応係数を用いて、健康リスク削減量評価を行った。健康リスク削減量は、産総研における

過去の研究成果などに基づいた統計的生命価値等を用いて経済的便益に換算した。また、自動車

騒音は現在でも深刻な環境問題となっており、自動車騒音常時監視の対象となる地域では、夜間

に 2 割程度の住居が環境基準を超過していること、及び、道路の延長、自動車の増加によって、

対象地域は増加すると予測されていることから、現状の被害量と車種別の騒音データをもとに、

FCV の導入による自動車騒音改善便益をも評価した。CO2については、ダメージコストに関する

既存研究およびコントロールコストのデータから、推定した。 

 これらの方法論は、本研究に先立つ研究においてほぼ確立したものであるが、本研究において

は、さらに、(1)燃料の資源採掘、輸送・貯蔵、燃料製造、輸送・貯蔵、燃料供給を含めるように

評価バウンダリを拡大し、(2)欧米を含めた排出規制や燃費達成目標の設定動向などを参照した排

出係数の見直しや暴露評価などの分析・評価手法の再検討などを通じた便益評価精度の向上を図

り、FCV の導入初期のシナリオ（NEDO/MRI（2008）、「水素経済社会移行シナリオ等研究」）や、

産業競争力懇話会（COCN）によるシナリオをベースとしつつ、競合する次世代型自動車（電気

自動車（EV）、プラグインハイブリッド自動車（PHEV）、ハイブリッド自動車（HEV））が導入

される競合シナリオなど、種々のシナリオ下での便益評価を実施した。 

 今後の FCV 普及施策選択肢の検討に資するデータの作成を目的として、車種別に 1 台導入あ

たりの外部便益を算出した結果を図２に示す。水素製造における都市ガス改質時および水素圧縮

時における電力消費により、FCV でもある程度の CO2 を排出している。特に、ディーゼル代替

普通貨物車は既存車に対する効率が 1.25 倍と高くないため、CO2に関しては既存車よりやや多く

排出しており、不確実性はあるものの中央値としては負の外部性を有するとの結果となった。そ

れにも関わらず、ディーゼル代替普通バス（営業用、外部便益 29.4 万円/年）に次ぐ 18.3 万円/

年という大きな外部便益をもたらすのは、大気汚染物質削減による外部便益が大きいためであり、

FCV 導入が大気汚染対策

としても効果があることを

示唆している。 
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図２ FCV が既存車を代替した時の 1 台あたりの年間外部便益 

 これらの結果を水素

1Nm3 消費当りの便益とし

て表したのが図３であるが、

外部便益は、水素 1Nm3 あ

たりにすると年間走行距離

の影響が相殺され、FCV の

エネルギー効率が大きく影

響する。 
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 ディーゼル代替普通貨物車（営業

用、自家用）は FCV の効率が 1.35

倍と他の車（ガソリン代替車は 3.5

倍、普通貨物車以外のディーゼル代

替車は 3.2 倍）よりも低いため、水

素 1Nm3 あたりの外部便益は低い結

果となっている。 
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 また、水素 1Nm3 あたりの外部便

益の低い普通貨物車（営業用、自家

用）の水素消費量がディーゼル代替

車の水素消費量の 76%を占めてい

るため、ディーゼル代替車の水素

1Nm3 あたりの平均外部便益はガソ

リン代替車よりも低くなる。年間水

素消費量により加重平均した燃料ご

との外部便益は、ガソリン代替で

16.7 円/Nm3、ディーゼル代替で 8.0

円/Nm3である。 

 次に、FCV と競合する高性能ハイ

ブリッド車（HEV）、プラグインハ

イブリッド車（PHEV）、及び電気自

動車（EV）の年間外部便益を比較して図４に示す。この比較より次のような結果が導かれる： 
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図３ 水素 1Nm3
あたりの外部便益の比較 
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図 4 FCV と競合代替車 1 台あたりの年間外部便益の比較 

 代替車は、ガソリン利用乗用車（自家用）を代替する場合は、1 台あたり年間 6,200～12,500

円の外部便益を持つ。 

 EV は、本分析の航続距離の想定（7,000km）では FCV、PHEV よりも外部便益は少ないが、

他の代替小型乗用車と同程度の年間走行距離を想定すると 4 種類の代替車（小型乗用車）

の中で最も大きい外部便益（8,241 円/年）を持つ。 

 PHEV は夜間電力を用いた EV 走行による効果により、HEV より約 2,000 円高い外部便益

を有する。HEV は 1.05 万円の外部便益であるが、現状普及している技術であり最も安い費

用で導入できると考えられる。また、HEV、PEV はインフラ設置費用が必要ない。 

 FCV は外部便益が大きく、大量導入による大きな外部便益（大気汚染物質および CO2 排

出削減による外部便益）が期待できるが、車両価格が既存車に比べて高いことに加え、イ

ンフラの整備に大きな投資が必要である。 

 図５は、COCN シナリオに

基づいて FCV の外部便益を

評価した結果である。FCCJ

の「FCV と水素ステーション

の普及に向けたシナリオ」

（2010年 3月）はこの COCN

シナリオと整合している。

･
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図５ COCN シナリオによる FCV の外部便益 
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COCN では導入車種を乗用車

（ガソリン普通車、小型車）お

よび貨物（軽以外の貨物、乗合、

特殊車）としており、それ以上

の細分化は行われていない。外

部便益は代替された既存自動車

の車種や燃料に依存するため、

本研究では、現在の車種割合を

用いて、乗用車についてはガソ

リン代替自家用普通乗用車およ

びガソリン代替自家用小型乗用

車、貨物に関してはディーゼル

代替普通貨物車とディーゼル代

替小型貨物車に区分して便益評

価を実施した。 

 その結果、2015～2035 年の

累積便益は、全車種で 2,332 億

円、乗用車のみで 952 億円と

なった。 

 一方、経済的影響（波及効果）

は内部的影響の連鎖を通じても

たらされるため、一般的な外部性（技術的外部性）ではないが、経済面では重要な意味を持ち、

経済的外部性と呼ばれることもある。本研究では、NEDO/MRI（2010）のケース 1（COCN 想定）

を用いて、10 年間でステーション 1,312 基、FCV 保有台数が約 110 万台となった場合の経済的

波及効果について「平成 17 年（2005 年）産業連関表」を用いた分析を行った。結果を図６に示

すが、投資額合計は 10 年間累計で 17,931 億円となり、経済波及効果は 51,599 億円、投資額合

計に対する比は 2.88 倍となった。また、投資額 100 万円あたり 0.14 人の雇用創出効果が見込ま

れ、GDP 押し上げ効果は年平均 0.043%と推計された。一般的に全国レベルの事業の波及効果は

1.9～2.6 倍であり、水素ステーション整備まで含めた FCV 普及事業は経済波及効果誘発比率の

比較的大きい事業といえる。また、波及先の裾野が広いことも特長の一つである。 

 
(a) 累積追加投資額と経済波及効果の比  

 
(b) 追加投資 100 万円あたりの雇用創出（単位：人／百万円） 

図６ FCV 導入による経済波及効果 

 

３－２ 水素燃料電池自動車の社会的便益評価システムの構築 

 市販の数値分析ソフトウェア AnalyticaTM をベースとし、ExcelTM シートで計算条件・導入シ

ナリオを入力し、自動的に Analytica で読み込み、外部コストおよび導入コストを計算し、エク

セルに出力するモデルを構築した。また、主要パラメータに対して確率分布を設定し、モンテカ

ルロシミュレーションにより感度分析も実施可能とした。 

 

３－３ 成果の意義 

 FCV の導入による社会的便益を評価した結果、得られる環境改善便益は水素供給価格目標と比

較して有意な値となることが示された。また経済的波及効果が大であり、政府による研究開発投
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資の意義も提示することができた。本結果は、今後の FCV 導入に係る補助施策（例えば、外部便

益の値を根拠とした水素燃料への補助金など）を検討する際の合理的根拠となる情報を提供する

ものである。 

 

３－４ 特許、論文、講演、報道等の件数一覧 

  区分

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

（プレス発表等） 国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H21FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 

４．まとめ及び課題 

４－１ 成果のまとめ 

 研究に必要な方法論やモデルを開発し、分析評価を行った結果、以下のような成果を得た： 

• FCV の導入普及による環境改善便益を評価した結果、水素の供給目標価格に比して有意な

便益が存在することを明らかにした。 

• FCV の導入は、大きな経済波及効果を有する事業であることを明らかにした。 

• 複数のシナリオに対する便益評価を柔軟に実施するため、これまでに開発してきた方法論

に従った評価システムを構築した。 

 

４－２ 情勢変化への対応（計画実施時の周辺状況変化等を記載。予算や計画の変更等も含む） 

 本研究の進捗と並行して、NEDO/MRI、COCN、FCCJ などにおいて、FCV やインフラの導入

普及シナリオの検討が行われてきたが、本研究ではこれらのシナリオ検討の経過を適宜反映して

分析評価を行ってきた。 

 

４－３ 残された課題 

 本研究成果を発展させる方向性としては、①外部便益評価の不確実性の低減、②技術進歩や新

たな FCV 導入シナリオに基づいた評価、③作業性の向上のためのインターフェイスの開発などを

含めた便益評価用独自ソフトウェアの開発、などが挙げられる。 

 

５．実用化・事業化見通し 

本研究は特定の技術（ハードウェア）開発を目指すものではなく、水素／燃料電池自動車の導

入・普及シナリオの策定に関わる研究を通じて、水素エネルギー技術の開発計画立案と普及実現

に貢献することを目的としているため、研究内容がそのまま実用化や事業化に結びつく性格のも

のではない。ただし、ここで開発した外部便益の評価手法や、評価用データ等は、先例のないも

のが多く、今後の同様な研究に大きく寄与するものと考える。また、本研究では、商用ソフトウェ

アを利用した便益評価システムを構築したが、独自ソフトウエアを構築することによる事業化の

方向も考えられる。 



●全期間成果ｻﾏﾘ
・平成27年（2015年）を想定した水素供給インフラ市場立ち上げに向け、各水素キャリア（高圧水素、液体水素、有機ケミカルハイドライド）を用いた、オフサイト型水素製造
から水素ステーションにおける燃料電池自動車への充填までの一連のフローにおける 経済的成立性や実現性及び普及に向けた今後の技術開発課題について抽出・

（Ⅲ－１１） 水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ 委託先： （財）エネルギー総合工学研究所、岩谷産業（株）、川崎重工
（株） 関西電力（株）、清水建設（株）、三菱重工（株）、千代田化工（株）

●FCVと水素ステーションの普及状況想定

から水素ステ ションにおける燃料電池自動車への充填までの 連のフロ における、経済的成立性や実現性及び普及に向けた今後の技術開発課題について抽出・
検討を行なった。また、課題の解決策についての提言も行った。

●背景/研究内容･目的 ●全期間実施内容／研究成果
地球温暖化問題が国際的な課題として重要性を増す中、わ
が国では燃料電池自動車等の普及のための水素供給インフ 年 2015年 2020年 2030年

●経済性評価及びエネルギー効率

￭いづれの水素キャリアにおいても、既存技術を用いた場合においては、水素供給コストは水素ス
テ シ ンの建設費が高いため 各年及び35MP と70MP のいづれもNEDOロ ドマ プの目標

が国では燃料電池自動車等の普及のための水素供給インフ
ラ立ち上げに向けて各種研究開発が進められている。その中
で、本研究開発は、各水素キャリアを用いた、オフサイト型水
素製造拠点から水素ステーションにおける燃料電池自動車
（FCV）への充填までの一連のフローにおける経済的成立性

や実現性を検討・評価し、普及に向けた今後の技術開発課題
を抽出することを目的に実施した

年 2015年 2020年 2030年

FCV台数 800 150,000 5,000,000

ステーション数 40 500 3,500

テー ションの建設費が高いため、各年及び35MPa と70MPaのいづれもNEDOロードマップの目標
値を 達成できないが、技術開発やコスト低減策により達成できる可能性がある。
￭エネルギー効率は35MPa、70MPaともWtoTで50%以上であることが判明した。

●課題の抽出と対策提言
￭高圧水素供給フロー
・普及初期には簡易な輸送・供給方法の検討が必要。

●研究目標

を抽出することを目的に実施した。
本研究開発では、まず2015年、2020年、2030年時点でのFCV
の普及台数と水素ステーションの設置数を想定し、その条件
下で各水素キャリア毎の水素供給価格、エネルギー効率、環
境性を検討し、技術開発課題を含め実現性を評価した。

・本格普及期には、高圧水素を大量・安価に輸送するため輸送用複合容器の開発と法整備が必要。
・水素ステーション構成機器及び建設費の低コスト化が不可欠。
￭液体水素供給フロー
・LNG冷熱を利用した低温圧縮技術等の採用による液化動力原単位の低減が必要。
・輸送、ステーションにおける移送・運転ロスを低減する70MPa用液水ポンプ等の開発が必要。
・ステーション構成機器の低コスト化並びに普及初期の移動式設備等の開発・投入が必要

実施項目 目標

A 前提条件の設定及び全体の評価を行う

B 高圧水素供給フローの検討を行う

●研究目標

・ステ ション構成機器の低コスト化並びに普及初期の移動式設備等の開発・投入が必要。
￭有機ケミカルハイドライド法による
水素供給フロー
・水素ステーションにおける脱水素反
応／水素精製の効率向上と低コスト
化が必要。
技術実証試験 早期実施が 欠

C 液体水素供給フローの検討を行う

D 有機ケミカルハイドライド法の検討を行う

●実施体制及び分担等

NEDO (財)エネ総工研(実施項目A B） 評価委員会（有識者)

実施項目 成果内容 自己評価

A 適正な条件設定と評価 ○（ほぼ達成）

●研究成果まとめ

・技術実証試験の早期実施が不可欠。
・ステーションの低コスト化。

●今後の課題

NEDO (財)エネ総工研(実施項目A,B）

岩谷産業(株)(実施項目A,C)

川崎重工(株),関西電力(株)
清水建設(株),三菱重工(株)

(実施項目C）

評価委員会（有識者) A 適正な条件設定と評価 ○（ほぼ達成）

B 高圧水素供給フローの検討 ○（ほぼ達成）

C 液体水素供給フローの検討 ○（ほぼ達成）

D 有機ケミカルハイドライド法の検討 ○（ほぼ達成）

(株)ｼﾞ ﾟﾝ ﾅｼﾞ

・「製造～充填」のトータルシステムとして
の最適化検討。

千代田化工(株)(実施項目A,D)

特許出願 論文発表 外部発表 受賞等

０ １ １ ０

(株)ｼﾞｬﾊﾟﾝｴﾅｼﾞｰ
（実施項目D)

・構成機器類の開発（高効率、低コスト）。
・技術／社会実証試験の早期実施。
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水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ 
実施者：財団法人 エネルギー総合工学研究所 

岩谷産業株式会社 
川崎重工業株式会社 
関西電力株式会社 
清水建設株式会社 
三菱重工業株式会社 
千代田化工建設株式会社 

 
1. 事業概要 
 本研究開発は、「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」の一環として、各種水素キャリ

ア（高圧水素、液体水素、有機ケミカルハイドライド）を用いた、オフサイト型水素製造拠点か

ら水素ステーションにおける燃料電池自動車（FCV）への充填までの一連のフローにおける経済

的成立性や実現性を検討・評価し、普及に向けた今後の技術開発課題を抽出することを目的とし

ている。 
 本研究開発を実施するにあたっては、まず、水素供給インフラ立上げの想定である 2015 年の

ほか、FCV の普及が始まると予想される 2020 年、本格的普及時期と予想される 2030 年におけ

る FCV の普及台数と水素供給ステーション設置数を想定し、各年における水素需要量を設定し

た。また、対象となる 3 種の水素キャリアに共通の前提条件を設定した。 
 フィージビリティスタディは、始めに各水素キャリア毎に現状の技術を用いた場合の各年にお

ける水素供給コストを算出し、コスト構成を把握した上で技術開発が期待できる項目を抽出し、

技術開発が達成された際の水素供給コストを集め求め、経済性の評価を行った。また、WtT のエ

ネルギー効率と、環境性（CO2排出量）についても計算を行った。 
 更に、今回の研究開発は各水素キャリアの比較が目的ではないため、各々の特徴が発揮できる

ケースについても検討を行った。 
 それらの検討を基に、各水素キャリア毎に普及に向けての技術開発課題を抽出した。 
 なお、研究開発の実施に際しては、外部有識者及びステークホルダーからなる「水素キャリア

評価委員会」を（財）エネルギー総合工学研究所に設置し、検討の進め方や評価についての助言

をいただいた。 
 また、本研究開発は以下に示す分担で実施した。 
・ 前提条件、評価方法の設定：エネ総工研 
・ 各キャリアのフィージビリティスタディ 
① 高圧水素：エネ総工研 
② 液体水素：岩谷産業、川崎重工、関西電力、清水建設、三菱重工 
③ 有機ケミカルハイドレイド：千代田化工建設 

・ 水素キャリア評価委員会の運営、他WG との調整：エネ総工研 
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2. 事業目標 
2.1 前提条件と評価法の設定 
本研究開発では、高圧水素、液体水素及び有機ケミカルハイドライドという三種類の異なる水 

素キャリアのフィージビリティスタディを行うため、各キャリアに共通となる前提条件を設定し

た。具体例としては、水素製造コスト、水素ステーションの建設コスト、人件費、ユーティティ

コスト等の原単位は共通の値を用いることとし、各キャリアに特有な条件についてはそれらに付

加或いは削除することとした。また、エネルギー効率や、環境性評価のためのCO2排出量を求め

るための原単位についても共通の値を用いることとした。 
 それらの前提条件を統一するとともに評価方法も合わせることにし、条件が変更となった際に

も対応可能なスキームを構築することを目標とした。 
 なお、2015 年、2020 年及び 2030 年における FCV の普及台数や水素ステーションの設置数

は、産業競争力懇談会等の他機関の検討結果を参考とした上で設定した。 
 
 高圧水素供給フロー 
 高圧水素による輸送はこれまでも産業ガス業界が長年に渡って事業を行っており、ある程度技

術的にも確立されている。また、水素ステーションにおける水素供給コストについても、過去の

NEDO プロジェクト等で検討されてきた。そのため、本研究開発においては、コスト面、技術

面で如何にして NEDO ロードマップの目標値に近づけるかを目標にフィージビリティスタディ

を実施した。 
 また、水素供給コストやエネルギー効率等が、液体水素や有機ケミカルハイドライド法を用い

た輸送方法を検討する上での基準となるようにした。 
 
 液体水素供給フロー 
 液体水素による輸送は宇宙開発用等ですでに実用化されており、技術的にもある程度は確立し

ているが、事業規模はまだ小さい。これは、まだ水素需要が少なく、液体水素の優位性である大

量輸送のニーズが少ないことが理由の一つである。そこで、本研究開発においては将来の大量輸

送を想定し、コスト面、効率面で高圧水素と同等以上になるように、LNG 冷熱を用いた水素液

化の効率化やボイルオフ等によるロスの低減等の技術開発課題を明確にし、今後の開発に繋げる

ことを目標とした。 
 
 有機ケミカルハイドライド法による水素供給フロー 
 有機ケミカルハイドライド法による水素の輸送は、基礎研究開発は完了しているが、技術の実

証はまだ行われていない状況である。この方法は大量・長距離輸送に適していると考えられてい

るため、現状技術によるフィージビリティスタディを行った上で、更なるコスト低減及び効率向

上のための課題抽出を行い、今後の技術実証に繋げることを目標とした。 
 
3. 事業成果 
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3.1 前提条件の設定                表－１ FCV と水素ステーション数 
① FCV 普及台数とステーション数         年

表－1 のように設定。 
② FCV 及びステーションの条件 
・ FCV 燃費・年間走行距離： 

100km／kg-H2、10,000km／年 
・ FCV は満充填量の 20%の残量で充填するものと仮定。 
・ 水素ステーション供給能力：300Nm3／h（13 時間／日、365 日／年営業） 

3,50050040ステーション数

5,000,000150,000800FCV台数

本格商用化～普及初期～社会実証フェーズ

2030年2020年2015年

3,50050040ステーション数

5,000,000150,000800FCV台数

本格商用化～普及初期～社会実証フェーズ

2030年2020年2015年年

③ 水素ステーションの建設コスト 
表－２のように設定した。        表－２ ステーション建設費（単位：百万円） 

・ 35MPa 級水素ステーションの現状コス 
トは「NEDO H17～18 水素供給価格シ 
ナリオ分析等」の検討結果を引用した。 

・ 70MPa 級水素ステーションの現状コストは、「NEDO 水素製造・輸送・貯蔵システム

等研究開発／低コスト型 70MPa 級水素ステーションに係る研究開発」中間報告（平成 21
年 1 月 28 日）の資料の「平成 24 年度末での期待効果」のコストを引用した。 

・ この現状コストに、「NEDO H17～18 水素供給価格シナリオ分析等」で採用した学習

効果を各設備毎に適用し、各年の建設コストを算定した。 

415.7344.2376.5435.070MPa級

141.8147.4162.1189.135MPa級

2030年2020年2015年現状コスト

415.7344.2376.5435.070MPa級

141.8147.4162.1189.135MPa級

2030年2020年2015年現状コスト

④ 原料水素 
原料水素はナフサ改質の製油所水素を前提としたが、水素キャリアに応じて特徴が発揮で 

きる原料を選定することとした。 
⑤ 輸送距離 

オフサイト型水素製造設備から水素ステーションまでの輸送距離は 50km と想定した。 
但し、長距離輸送にメリットが出る場合があるため、キャリアによって輸送距離を変えた 

検討も行った。 
⑥ 検討のフロー 

検討フローの一例を図－１に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１ 水素供給フローの例 

製造・精製 輸送 給水素
輸送用貯蔵 車載用

貯蔵
（既存設備利用）

・製油所水素

・鉄鋼COG

・塩電解副生

FCV
自動車

FCVバス

<昇圧・貯蔵・充填>

<ｶｰﾄﾞﾙ・ﾄﾚｰﾗ>圧縮(20MPa)水素

高圧輸送

20MPa

液水
ｺﾝﾃﾅ

<液化・貯蔵・充填>
液体水素

蒸発器

液水ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ

高圧
蒸発器

<ｶｰﾄﾞﾙ・鉄道>

<ｺﾝﾃﾅ・ﾄﾚｰﾗ>

液水輸送
<ｺﾝﾃﾅ鉄道>

<水素化・充填> <ﾀﾝｸﾛｰﾘｰ>

S N

膨張ﾀｰﾋﾞﾝ

芳香族有機化合物水素 ﾀﾝｸ

脱水素化

高圧供給
（35M / 70MPa）

<オフサイト>

（新規設備建設）

・LNG改質

・風力水電解

・太陽光

・バイオマス

・高温ガス炉

（原子力）

ケミカルハイドライド

蓄圧器
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検討は、途中に中継基地等を設けない「シングルパス」とした。 
3.2 検討結果 

フィージビリティスタディの結果の概要を表－３に示す。 
表－３ 検討結果の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

高圧水素 液体水素 有機ｹﾐｶﾙﾊｲﾄﾞﾗｲﾄﾞ  
35MPa 70MPa 35MPa 70MPa 35MPa 70MPa 

2015 年 1,869 3,485 2,160（←） 3,944（←） 2,562 3,998 

2020 年 141 245 148（147）(*3) 241(240)(*3) 175 267 
水素供給コスト 

（円／Nm3-H2） 
2030 年 56(*1) 87(*1) 60(56)(*3) 83(79)(*3) 55(*4) 84(*4) 

2015 年 54.5 52.0 11.4 10.6 37.9 36.6 

2020 年 58.3(*2) 55.7(*2) 50.8(*3) 48.8(*3) 38.4 37.0 
エネルギー効率 

（％） 
2030 年 58.3(*2) 55.7(*2) 57.4(*3) 55.7(*3) 54.1(*4) 52.1(*4) 

2015 年 1.78 1.87 6.04 6.45 2.02 2.12 

2020 年 1.61(*2) 1.70(*2) 1.30(*3) 1.43(*3) 1.99 2.09 
環境性（CO2 排出量） 

（kg-CO2／Nm3-H2） 
2030 年 1.61(*2) 1.70(*2) 1.14(*3) 1.16(*3) 1.62(*4) 1.72(*4) 

2015 年時点での 

実用化の可能性 

◎ 
・初期経済性が相対的に優れている 

・産業用ガス輸送で成熟している技術 

であり、現状の技術で実用化が可能

、現状の技

術での実用化が可能 

・技術的には概ね確立されているの

で、2015 年での実用化は可能

 

・輸送用複合容器の実用化は 2015 年

以降と想定 

◎ 
・既プラントが稼動中であり

・低温圧縮機の実用化は 2015 年以降

と想定 

◎ 

・初期経済性と初期段階におけるエネ

ルギー効率は劣るが、近い将来改善

の見通しがある 

  

主要技術開発課題 

 

・現状輸送用容器は鋼製に限定されて

おり、規制緩和が必要 

・LNG 冷熱を利用した低温圧縮技術等

を用いた液化動力及び大型化による

 

・ｽﾃｰｼｮﾝ構成機器の低コスト化 

・離隔距離等の規制緩和 

(*4) 
・「危険物製造所」の保安距離等の規

制緩和 

 

・水素輸送用大型複合容器の開発

液化コストの削減

・脱水素反応系の効率向上

・実証試験が必要

 
 
 (*1)：約 200L で 35MPa 充填の複合容器が 30 万円／基で製作できた場合を想定 

2)：製油所における水素製造に「高温空気燃焼技術（High Temperature Air Combustion Technology）」を適用した場合を想定 
3)：低温コンプレッサーが開発できた場合を想定 

「液体水素」の（ ）内の数値は、製造・輸送段階に学習効果を加味した値を示す。） 
4)：上

(*
(* 

    （

(* 記(*2)に加え、脱水素反応系の効率向上が成された場合を想定

 
① 経済性（水素供給コスト） 

三方式とも、2015 年時点では水素の需要量が少なく水素ステーションの稼働率が低いの

で、大変割高となる。2020 年時点では大分コストは下がるが、NEDO ロードマップの目標

値を達成することはできない。 
2030 年時点になれば、水素ステーションの稼働率も上がり、また水素ステーションの建

設コスト等の低減や技術開発の成果も期待できるため、35MPa 級水素ステーションでの水

素供給コストはNEDO 目標に近づく。但し、70MPa 級ではまだ高いので、水素供給コスト

の約半分を占める水素ステーション建設費の更なる低減が必要である。 
② エネルギー効率 

高圧水素による供給フローでは、35MPa 級、70MPa 級ともにエネルギー効率は 50%以上 
となることがわかった。 
 液体水素による供給フローでは、水素の需要が少ない 2015 年時点では、水素ステーショ

ンでの受入れロスや充填ロス等のために極端に効率が低くなり、インフラ立上げ時には有利

とはならない。但し、水素の需要が増大し、低温コンプレッサーの開発が期待される 2030
年時点においては、高圧水素を上回る効率の実現が可能と思われる。 
 有機ケミカルハイドライド法による供給フローでは、現状技術のままではエネルギー効率

は 30%台と低いが、水素ステーションにおける脱水素反応の効率向上が成されれば、50%以

上の効率が期待できる。 
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③ 環境性（CO2排出量） 
環境性はCO2の排出量で評価したが、エネルギー効率同様、液体水素及び有機ケミカルハ 

イドライド法は高圧水素に比べ、ロスの分だけ単位供給水素当たりの CO2 排出量は多くな

る。しかしながら、上記の技術開発が行われた場合には、高圧水素と同等以上の環境性が得

られる可能性がある。 
 
3.3 普及に向けての課題の抽出 
① 高圧水素 
・ 水素ステーションの建設コストの低減 ⇒ 今後のNEDO プロジェクトの成果に期待。 
・ 水素供給フローの最適化の検討 

   ⇒ 水素製造から FCV への充填に至る一連の供給フローで、最適となる輸送圧力を検

討する必要がある。 
     水素ステーションでのバンク構成の検討、一次圧変動に対応可能な圧縮機の開発等。 
・ FCV 普及初期における水素ステーション及び輸送方法の簡素化 

   ⇒ 簡易ステーションや移動式ステーションの採用、小型ボンベカードルによる輸送等 
・ 高圧水素の大量輸送の検討 
 ⇒ 複合容器の材質、構造、製造方法等の検討が必要。 

・ 規制緩和への期待 
   ⇒ 高圧ガス保安法による「圧縮水素運送自動車用容器の認定ため、強度・耐久性等の

データを取得し、安全性の確保が必要。各機関における研究の成果に期待。 
② 液体水素 
・ LNG 冷熱を利用した低温圧縮技術等の採用による液化動力原単位の低減（0.97→0.40  

kWh/Nm3-H2）と、大型化技術（36～70t／日）による液化コストの低減。 
・ 輸送、水素ステーションにおける移送・運転ロスを低減する液水ポンプ（70MPa 用）

等の開発。 
・ 水素ステーション構成機器の低コスト化並びに普及初期の移動式設備等の開発・投入。 
・ 規制緩和への期待 

   ⇒ 高圧ガス保安法（液水貯蔵型ステーション技術基準の整備、留置の時間制限や規定

の明確化、保安距離、耐震設計等）、消防法（ガソリンスタンド併設ステーションの

技術基準の整備）、道路運送車両法（車両大型化）、建築基準法（液水貯槽の地下埋設。

用途地域での貯蔵量制限）等。 
③ 有機ケミカルハイドライド法 
・ 本方式は、既に芳香族の水素化プロセスが大規模に工業化されており、これらの適用が

可能。貯蔵輸送工程もガソリンの既存インフラの転用が可能。 
   ⇒ 本供給フローに開発課題はないため、実用化には早期の実証試験が必要。 
・ 水素輸送効率向上のために、脱水素触媒の転嫁率の向上が必要。 

⇒ 現状 95%から 98%程度（目標）。 
・ 水素精製工程のエネルギーロス低減のため、膜分離プロセスの採用が不可欠。 
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・ 規制緩和への期待 
    ⇒ 消防法（高圧ガス設備との保安距離）、建築基準法（立地制限）等。 
 

3.4 成果の意義 
 これまで各々の水素キャリア用いたフィージビリティスタディは NEDO プロジェクトを含め

種々行われてきたが、時間軸と FCV 普及台数（＝水素需要量）を想定し、尚且つ、三種類の水

素キャリアを同一条件の下に実施されたものはなかった。そのため、本研究開発により、各キャ

リアの特徴が発揮される実用化に向けた技術開発課題や開発目標を明確にできた。 
 また、2015 年の水素供給インフラ立上げに向けての課題も明らかになった。 
 
3.5 特許、論文、講演、報道等の件数一覧 

  区分

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

（プレス発表等） 国内 外国 PCT※出願 査読付き その他 

H21FY 0件 0件 0件 1件 0件 1件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

 
4. まとめ及び課題 
 高圧水素、液体水素及び有機ケミカルハイドライド法の三種類の水素キャリアについてフィー

ジビリティスタディを実施した結果、2015 年に想定される水素供給インフラ立上げに向けては、

技術的には何れも実現可能であるとの結果を得られた。但し、水素の需要量が少ない初期におい

ては、経済性、エネルギー効率、環境性ともに高圧水素による供給が有利であることが判明した。

液体水素、有機ケミカルハイドライド法による水素供給は大量輸送或いは長距離輸送に適してい

るため、今後の技術開発によっては、将来の水素需要量の増大に対し、高圧水素よりも有利にな

る可能性があることが示唆された。 
 本研究開発において提案した技術開発課題の実行、有機ケミカルハイドライド法については早

期の実証試験の実施が課題である。 
 
5. 実用化・事業化の見通し 
 本研究開発はフィージビリティスタディが主であるため、成果そのものが製品として実用化或

いは事業化されるものではない。しかし、本研究開発の成果が、水素供給インフラの整備やFCV
普及のための検討や、今後の技術開発の一助となるものと考える。 
 

以上 



 

Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて 

 （実用化の見通しについて） 

１．実用化、事業化の見通しについて 

ＮＥＤＯ燃料電池・水素技術開発ロードマップでは、水素製造・輸送・供給技術について２０１５

年頃、２０２０年頃、２０３０年頃の水素ステーションコスト、水素供給コストの目標をはじめ各要

素機器の事業化に向けた課題を明確化している。また、水素貯蔵技術について水素貯蔵システムの重

量密度・体積密度、容器コストの目標をはじめ、各種容器、水素貯蔵材料の事業化に向けた課題を明

確化した。前述した燃料電池実用化推進協議会（FCCJ）が平成 22 年 3 月に発表した「ＦＣＶと水素

ステーションの普及に向けたシナリオ」において、２０１５年がＦＣＶの一般ユーザー普及開始を目

指す年と位置づけられている。さらに、特出すべき内容は２０２５年がＦＣＶ・ステーションの自立

拡大開始の年として、前提条件としてＦＣＶユーザーのメリット（価格・利便性等）が確保されて順

調に普及が進んだ場合、ＦＣＶ累計 200 万台程度、水素ステーション 1000 箇所程度としている。こ

れは、水素ステーション設置及び水素コストが目標に達し、水素ステーションビジネスが成立する時

期として、１水素ステーション当たりＦＣＶ2000台という目標数値である。 

しかし、実用化に向けた課題もあり、主には要素機器等の低コスト化、高耐久性の検証でありこれ

らは本事業で解決に向けて取り組みことになる。今後、新たに取り組む項目として圧縮機直接充填、

通信充填等の技術的課題であり来年度追加公募予定である。また、実用化のためには規制見直し、規

制緩和が必要であり、また国際標準化のためのデータ取得についても実施予定である。 

 

＜実用化イメージ図（ＪＨＦＣプロジェクトにおいて提示された資料）＞ 

オンサイト水素ステーションは、現地の水素ステーションで都市ガス等から改質し水素を製造し圧縮

機を介して蓄圧器に貯蔵し、ディスペンサよりＦＣＶへ供給するものである。 

 

オンサイト水素ステーション（300Nm3/h ST 70/35MPa）

４０ＭＰａ

蓄圧器
ディスペンサ（２～３機）

ＦＣＶ

８０ＭＰａ ３５/７０ＭＰａ精製器

ＰＳＡ

圧縮機

脱硫/改質

都市ガス

オンサイト水素ステーション（300Nm3/h ST 70/35MPa）

４０ＭＰａ

蓄圧器
ディスペンサ（２～３機）

ＦＣＶ

８０ＭＰａ ３５/７０ＭＰａ精製器

ＰＳＡ

圧縮機

脱硫/改質

都市ガス
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オフサイト水素ステーションは、製鉄所、製油所等からの副生水素を水素トレーラにより水素ステー

ションまで運搬し、圧縮機を介して蓄圧器に貯蔵し、ディスペンサよりＦＣＶへ供給するものである。 

 

オフサイト水素ステーション（300Nm3/h ST 70/35MPa）

４０ＭＰａ

蓄圧器
ディスペンサ（２～３機）

ＦＣＶ

８０ＭＰａ
３５/７０ＭＰａ

圧縮機

水素トレーラ（高圧水素）

Pure
Ｈ２

オフサイト水素ステーション（300Nm3/h ST 70/35MPa）

４０ＭＰａ

蓄圧器
ディスペンサ（２～３機）

ＦＣＶ

８０ＭＰａ
３５/７０ＭＰａ

圧縮機

水素トレーラ（高圧水素）

Pure
Ｈ２

 

 

 

1.1 研究開発項目Ⅰ「システム技術開発」の実用化、事業化の見通しについて 

水素供給インフラ市場立上げ（２０１５年頃を想定）のためには、水素ステーション及び水素貯

蔵・輸送容器に関し、低コストかつ耐久性に優れた機器及びシステムを市場投入する必要がある。

複数機器を連結した「水素供給システム」として、７０ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機器

や車載等水素貯蔵容器の低コスト化・コンパクト化に繋がる開発を行うと共に、水素供給システム

全体としての必要性がある。 

 システム技術開発は、総合的な検証を通して実用化に向け対応している。また、２０２５年頃の

ＦＣＶ・ステーションの自立拡大開始年には事業化へと取り進んでいるものと考えられる。 

 

1.2 研究開発項目Ⅱ「要素技術開発」の実用化、事業化の見通しについて 

   複数機器を連結した「水素供給システム」として、７０ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機

器や車載等水素貯蔵容器のシステム技術開発を支える要素機器として、水素製造装置、圧縮機、蓄

圧器、ディスペンサー、渦流防止弁、緊急離脱カプラー、車載高圧水素ガス容器、複合容器、水素

貯蔵材料、熱交換機等々がある。これらの要素機器についても７０ＭPa 級水素ガス充填対応ステー

ション機器や車載等水素貯蔵容器の低コスト化に向け検討中である。 

   上記 1.1 項の研究開発項目Ⅰ「システム技術開発」の実用化、事業化の見通しと同様に進捗する

ものと考えられる。これらの要素機器を製作する実施者のすそ野は大きく、またこれらの要素機器

のメンテナンス、定期検査等の関連分野への波及効果も大きくものと考えられる。関連分野の拡大

Ⅳ-(2) 

 



Ⅳ-(3) 

 

により技術的な進歩、経済的な効果も期待出来る。 

 

1.3 研究開発項目Ⅲ「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」の実用化の見通し等について 

研究開発項目Ⅲは、２つのテーマがあり一つは次世代技術開発のテーマでは、水素エネルギーの導

入・普及に関する技術開発において、ブレイクスルーを見出すためには、化石燃料以外からの水素製

造など、新規の概念に基づく革新的な次世代技術の探索及び同技術の有効性確認・検証を常に行うこ

とが不可欠である。 

 このような観点において、２０２５年ＦＣＶ・ステーションの自立拡大開始の年に向け様々な技術

を模索することも今後の水素事業関連の発展のためには必要である。２０２５年頃の実用化を目指し

て基礎的研究開発も実施することは必要である。 

もう一つは、早期に水素社会を実現するためには、開発技術が反映される水素エネルギー導入・普

及のための技術開発シナリオの設定・技術開発動向に対応した適時見直し、及び国内規制の見直し、

国際標準化が不可欠である。 

 このようにフィージビリティスタディ等を通しての知見を有効活用するため研究開発項目Ⅰ「シス

テム技術開発」、研究開発項目Ⅱ「要素技術開発」の内容について適宜見直し等を行い実用化、事業

化へ向け計画の微調整を実施している。 

 



平成２１・０３・２６産局第１号

平 成 ２ １ 年 ４ 月 １ 日

エネルギーイノベーションプログラム基本計画

１．目的

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネル

ギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構

築に取り組んでいくことが不可欠である。他方、エネルギー技術開発は、長期間を要すると

ともに大規模投資を伴う一方で将来の不確実性が大きいことから、民間企業が持続的な取組

を行うことは必ずしも容易ではない。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方

向性を示し、官民双方がこの方向性を共有することで、長期にわたり軸のぶれない取組の実

施が可能となる。

エネルギー安全保障の確立や、世界全体の温室効果ガスを２０５０年までに半減すると

いう長期目標を達成するため、以下に政策の柱毎に目的を示す。

１－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

１９７０年代以来、官民をあげて省エネルギーに取り組み、産業構造の転換や新たな

製造技術の導入、民生機器の効率改善等により世界最高水準の省エネルギーを達成して

いる。今後、「新・国家エネルギー戦略」に掲げる、２０３０年までにＧＤＰあたりのエ

ネルギー利用効率を約３０％向上を実現していくためには、産業部門はもとより、全部

門において、総合エネルギー効率の向上に資する技術開発とその成果の導入を促進する。

１－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化

ほぼ１００％を石油に依存する運輸部門は、我が国エネルギー需給構造上、最も脆弱

性が高く、その需給構造の次世代化は、将来に向けた早急な対策が不可欠な課題となっ

ている。

「新・国家エネルギー戦略」に掲げる目標（２０３０年に向け、運輸部門の石油依存

度が８０％程度となることを目指す）の実現のためにも、官民が中長期的な展望・方向

性を共有しつつ、技術開発と関連施策を推進する。

１－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーは、エネルギー源の多様化や地球温暖

化対策の観点から重要である。しかし、現時点では経済性や出力安定性といった普及へ

向けての課題が存在する。

そのため、これらの課題解決に向けた技術開発の推進及び新エネルギーの導入促進の

ための関連施策の実施により、更なる新エネルギーの普及を推進する。

１－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保

原子力発電は供給安定性に優れ、運用時にＣＯ２を排出しないクリーンなエネルギー

源である。安全確保を大前提に核燃料サイクルを含む原子力発電を着実に推進する。

１－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

化石燃料資源の大宗を輸入に依存する我が国にとって、その安定供給の確保は国家安

全保障に直結する課題である。このため、石油・天然ガス等の安定供給確保を目指し、

我が国企業による資源国における資源開発等に対する支援等の施策を進めるとともに、

その有効かつクリーンな利用を図る。
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２．政策的位置付け

○ 低炭素社会づくり行動計画（２００８年７月閣議決定）

２００８年６月の福田総理（当時）のスピーチ「福田ビジョン」等を受け、我が国が

低炭素社会へ移行していくための具体的な道筋を示すため、国全体を低炭素化へ動か

す仕組みや革新的な技術開発、国民一人ひとりの行動を促すための取組について策定。

「環境エネルギー技術革新計画」や「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」等に

示された革新的技術の開発に５年間で３００億ドル程度を投入するという具体的な

目標が示された。

○ 環境エネルギー技術革新計画（２００８年５月）

温室効果ガスの大幅な削減を目指すだけでなく、エネルギー安全保障、環境と経済の

両立、開発途上国への貢献等を考慮し、以下の戦略等を策定。

１．低炭素社会実現に向けた我が国の技術戦略

２．国際的な温室効果ガス削減策への貢献策

３．革新的環境エネルギー技術開発の推進方策

○ Cool Earth－エネルギー革新技術計画（２００８年３月）

２００７年５月の総理イニシアティブ「クールアース５０」を受け、世界全体の温

室効果ガスの排出量を現状に比して２０５０年までに半減するという長期目標を達

成するため、エネルギー分野における革新的な技術開発について検討をおこない、２

１の技術を選定。

○ エネルギー基本計画（２００７年３月閣議決定）

重点的に研究開発のための施策を講ずべきエネルギーに関する技術及びその施策

として、

１．総合エネルギー効率の向上に資する技術

２．原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保に資する技術

３．運輸部門のエネルギー多様化に資する技術

４．新エネルギーに関する技術

５．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用に資する技術

以上が位置づけられている。

○ 新・国家エネルギー戦略（２００６年５月）

世界最先端のエネルギー需給構造の実現を図るため

１．省エネルギーフロントランナー計画

２．運輸エネルギーの次世代化計画

３．新エネルギーイノベーション計画

４．原子力立国計画

以上の計画が位置づけられている。また、資源外交、エネルギー環境協力の総合

的な強化を図るため、「総合資源確保戦略」が位置づけられている。

○ 第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定）

国の存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠な研究開発課題を

重視して研究開発を推進する「推進４分野」であるエネルギー分野、分野別推進戦略

（２００６年３月総合科学技術会議）における「推進４分野」であるエネルギー分野

に位置付けられている。

ｴﾈﾙｷﾞｰｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ基本計画　2／46



○ 経済成長戦略大綱（２００６年７月財政・経済一体改革会議）

資源・エネルギー政策の戦略的展開として

１．省エネルギーフロントランナー計画

２．次世代自動車・燃料イニシアティブ等による運輸エネルギー次世代化

３．新エネルギーイノベーション計画

４．原子力立国計画

５．資源外交、環境・エネルギー協力等の総合的な強化

以上が位置づけられている。

○ 京都議定書目標達成計画（２００５年４月閣議決定）

「京都議定書の約束を達成するとともに、更に「脱温暖化社会」に向けて長期的・

継続的な排出削減を進めるには、究極的には化石燃料への依存を減らすことが必要で

ある。環境と経済の両立を図りつつ、これらの目標を達成するため、省エネルギー、

未利用エネルギーの利用等の技術革新を加速し、効率的な機器や先進的なシステムの

普及を図り、世界をリードする環境立国を目指す。」とされている。

３．達成目標

３－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

転換部門における「エネルギー転換効率向上」、産業部門における「製造プロセス効率

向上」、民生・運輸部門における「省エネルギー」などにより、ＧＤＰ当たりのエネルギ

ー消費指数を２０３０年度までに少なくても３０％改善することを目指す。

３－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化

バイオマス由来燃料、ＧＴＬ、ＢＴＬ、ＣＴＬなどの新燃料、電気自動車や燃料電池

自動車などの導入により、現在ほぼ１００％の運輸部門の石油依存度を２０３０年まで

に８０％程度とすることを目指す。

３－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーの技術開発や燃料電池など革新的なエ

ネルギー高度利用を促進することにより、新エネルギー等の自立的な普及を目指すこと

で、エネルギー源の多様化及び地球温暖化対策に貢献する。

３－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保

２０３０年以降においても、発電電力量に占める比率を３０～４０％程度以上とする

ことを目指すため、高速増殖炉サイクルの早期実用化、既設軽水炉代替へ対応する次世

代軽水炉の開発、軽水炉技術を前提とした核燃料サイクルの確立、放射性廃棄物対策な

どの技術開発を推進する。

３－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

石油・天然ガスの化石燃料の安定供給確保を目指し、資源獲得能力の強化に資する先

端的な技術開発を推進するとともに、環境負荷低減のために化石燃料の効率的かつクリ

ーンな利用を促進するための技術開発・導入を目指す。
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４．研究開発内容

４－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

４－Ⅰ－ⅰ．共通

（１）省エネルギー革新技術開発事業（運営費交付金）

①概要

テーマ公募型事業として、「Cool Earth-エネルギー革新技術計画」に基づき、

「先導研究」、「実用化開発」及び「実証研究」の３つの技術開発フェーズに加え、

「挑戦研究」フェーズを追加し、革新的な省エネルギー技術の開発を行う。

②技術目標及び達成時期

世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比べて２０５０年までに半減するとい

う長期目標を実現するための「Cool Earth-エネルギー革新技術計画」の主旨に基

づき、大幅な省エネルギー効果を発揮する革新的なエネルギー使用合理化技術に

ついて研究開発・実用化を推進する。

③研究開発時期

２００３年度～２０１３年度

（２）エネルギー使用合理化産業技術研究助成事業（運営費交付金）

①概要

産業界や社会のニーズに応える省エネルギー技術のシーズの発掘とその育成、

並びに、省エネルギー技術に関する次世代の研究リーダーの育成を図る。この目

的のため、産業界からの期待が高い技術領域・課題を提示した上で、大学や独立

行政法人の研究者等から研究開発テーマを募集する。厳正な外部評価によって省

エネルギー効果があり且つ独創的・革新的なテーマを選定し、研究者代表者個人

を特定して助成金を交付する。

②技術的目標及び達成時期

独創性のある研究者等を助成すると共に、中間評価ゲート方式が醸成する競争

的環境の下で企業との連携を強化させることにより、１０～１５年後の実用化が

有望な革新的省エネルギー技術の研究開発を促進する。本事業では革新的省エネ

ルギー技術の実用化への第１歩となる特許について、助成期間終了後の出願比率

を１００％とすることを目標とするとともに、省エネルギー技術に関する次世代

の研究リーダーの育成を図る。

③研究開発期間

２０００年度～

（３）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

（４）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）
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４－Ⅰ－ⅱ．超燃焼システム技術

（１）環境調和型製鉄プロセス技術開発（運営費交付金）（再掲）

①概要

高炉ガスからの効率的な二酸化炭素分離と中低温排熱の有効活用及び水素を炭

素（コークス）の一部代替として鉄鉱石を還元する革新的製鉄プロセスの開発を

行う。

②技術的目標及び達成時期

最終的な技術開発目標として製鉄プロセスにおけるＣＯ２排出量を３０％削減

することを目指し、２０５０年までに実用化する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１７年度

（２）資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発（運営費交付金）

①概要

高品位な製鉄材料（鉄鉱石・石炭等）の入手が困難になってきていることから、

原料使用量の低減及び、比較的入手が容易な低品位原料の使用拡大を図ることが

喫緊の課題となっている。本技術開発では、還元剤として低品位な石炭と鉄鉱石

の塊成物を開発し、炉内反応の高速化・低温化を実現することにより、省エネル

ギーで高効率な革新的製銑プロセスを開発する。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、①革新的塊成物の組成・構造条件の探索、②革新的塊成

物の製造プロセス、③革新的塊成物による高炉操業プロセスを開発する。これら

による効果は、年産４００万トン規模の中型高炉に適用した場合の炭材使用量の

うち高品位炭使用量が約８０％から５０％程度に削減可能となるとともに、革新

的塊成物を高炉に使用する操業技術の改良による還元材比の低減により、新開発

のプロセスを含めた製銑プロセスでの投入エネルギーは約１０％削減される。

③研究開発期間

２００９年度～２０１１年度

（３）革新的ガラス溶融プロセス技術開発（運営費交付金）

①概要

プラズマ等による高温を利用し瞬時にガラス原料をガラス化することにより、

極めて効率的にガラスを気中で溶融（インフライトメルティング法）し省エネに

資する革新的ガラス溶融プロセス技術を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術的目標及び達成時期

２０１２年度までに、インフライトメルティング法により原料を溶解する技術、

カレットをガラス原料として利用するため高効率で加熱する技術、カレット融液

とインフライトメルティング法による原料融液とを高速で混合する技術を開発す

る。
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③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（４）革新的マイクロ反応場利用部材技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、マイクロリアク

ター、ナノ空孔などの精密反応場を利用し、反応分子の自由な運動を活性種レベ

ルで制御した革新的な化学反応プロセスと新機能材料創成技術の確立を目指す。

さらに、マイクロリアクターとナノ空孔反応場の組み合わせ、各反応場とマイク

ロ波等のエネルギー供給手段との組み合わせにより協奏的反応場を構成し、さら

なる高効率生産等を可能にする基盤技術を開発する。これらの技術の確立により、

反応システムの小型化、多段プロセスの簡略化等を通じた化学産業の製造工程等

の省エネルギー化を図る。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術的目標及び達成時期

２０１０年度までに、マイクロリアクター技術、ナノ空孔技術を軸とし、これ

らに更にマイクロ波、超臨界流体等のエネルギー供給手段を組み合わせた協奏的

反応場を構成することにより、これまでにない革新的な化学反応プロセスを確立

し、新機能材料創成技術を実現する。さらに、これらの技術を用いて高性能・高

機能電子材料、医薬中間体などの部材を開発する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（５）鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発（運営費交付金）

①概要

プラント、構造物や自動車等の革新的な高効率化、省エネルギー化、長寿命化、

安全・安心化を図るため、最新の科学的知見を導入し、鉄鋼材料及び鋼構造体を

超高機能化する基盤的研究開発を行う。具体的には、高強度鋼、高機能鋼の実用

化拡大の基盤となる (１)高級鋼厚板(高強度鋼、極低温用鋼、耐熱鋼)溶接部の信

頼性・寿命を大幅に向上する溶接施工技術（高密度・清浄熱源溶接技術）、及びク

リープ破壊、金属組織制御技術を基本とする溶接材料技術（クリープ破壊及び水

素破壊の機構解明等を踏まえた）の開発、(２)部材の軽量化を図るために強度、

加工性等の最適機能傾斜を付与する機械部品鍛造技術（駆動部材の信頼性確保の

ための耐疲労破壊特性の向上を踏まえた）の開発を行う。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、高級鋼厚板（高強度鋼・極低温用鋼・耐熱鋼）の溶接を

予熱・後熱なしに可能とする溶接技術と材料技術を開発するとともに、傾斜機能

部材の鍛造技術を開発する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度
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（６）希少金属等高効率回収システム開発

①概要

小型電子・電気機器にはベースメタルや、金、銀等の貴金属の他、インジウム、

ニッケル等の希少金属等を含有している。現状では、これらの機器が廃棄された

後は、非常に高温で処理する乾式製錬技術を用いてリサイクル・処理されている

ため、多大なエネルギーを消費するばかりか、回収可能な金属が銅、金、銀等に

限定されており、その他の希少金属等は回収できずに廃棄処分されている。この

ため、湿式製錬技術を活用した高効率な最適技術の開発等を通じて、回収工程の

省エネルギー及び希少金属等の回収率向上を図る。

②技術目標及び達成時期

・ 従来方法（乾式製錬）で処理する場合に比べて、大幅な省エネルギーの実現（省

エネルギー効果：原油換算で約７８万ｋｌ／年削減）

・ 廃小型電子・電気機器、廃超硬工具等中に含まれる希少金属等の回収率の向上（イ

ンジウム０％→９０％、ニッケル５０％→９５％、コバルト０％→９５％タンタ

ル０％→８０％、タングステン９０％→９５％、レアアース ０％→８０％）

③研究開発期間

２００７年度～２０１０年度

（７）低品位鉱石・難処理鉱石に対応した革新的製錬プロセス技術の研究開発

①概要

世界的な鉱石品位の低下、不要元素等の不純物の増加に対応するため、我が国

非鉄金属業においては、低品位鉱石の利用拡大による我が国の鉱物資源の安定供

給確保の強化が喫緊の課題となっているため、低品位・難処理鉱石の革新的な省

エネルギー型の製錬プロセスを開発する。

②技術目標及び達成時期

低品位鉱石及び難処理鉱石から効率的に銅等有用な非鉄金属を回収するため、

低品位鉱石・難処理鉱石に対応した省エネルギー型プロセスによる新たな選鉱技

術、製錬技術及び不純物対策技術の研究開発を行う。

（１）高品位精鉱回収技術

低品位鉱石・難処理鉱石から高品位の精鉱を得る選鉱技術の開発。

ハンドリングが難しい極微細鉱等難処理鉱を処理する製錬技術の開発。

（２）有用金属の抽出等回収技術

低品位精鉱から含有金属を高効率に回収する製錬技術の開発。

（３）高濃度不純物の除去等対策技術

不要な元素（ヒ素、ビスマス、アンチモン等）等を多く含む精鉱からの

不純物除去、分離、安定化等技術の開発。

上記要素技術を開発し、将来的にエネルギー消費原単位の悪化が予測される非

鉄金属製錬について、省エネルギー見込み量、原油換算約２．６万ＫＬを達成。

③研究開発期間

２００９年度～２０１２年度
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（８）環境調和型水循環技術開発

①概要

我が国が強みを持つ、膜技術を始めとする水処理技術を強化し、省水型・環境

調和型の水循環システムの開発に資する省エネ・省水型の要素技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１３年度までに、以下の技術を開発する。

� 革新的膜分離技術の開発：

従来法に比べ膜透過加圧エネルギー等を 50％以上削減。

� 省エネ型膜分離活性汚泥法（MBR）技術の開発：

従来法に比べ膜洗浄の曝気（空気気泡）エネルギー等を 30％以上削減。

� 有用金属・有害物質の分離・回収技術の開発：

従来法に比べ汚泥の削減により汚泥処理･処分エネルギーを 80％以上削減。

� 高効率難分解性物質分解技術の開発：

従来法に比べ窒素処理に係るエネルギーを 50％以上削減。

オゾン酸化法等のエネルギーを 50％以上削減。

③研究開発期間

２００９年度～２０１３年度

（９）微生物機能を活用した環境調和型製造基盤技術開発

i）微生物機能を活用した高度製造基盤技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、省エネルギーか

つ環境負荷が少ないといった特徴を有する微生物機能を活用した有用物質の革新

的な生産プロセス（モノ作り）の技術を構築するため、産業用途に必要な機能既

知遺伝子で構成されたゲノムを持ち、物質生産性向上につながる性能を備えた高

性能宿主細胞の創製や、微生物反応の多様化・高機能化技術を開発するとともに、

バイオマスを原料として有用物質を体系的かつ効率的に生産する（バイオリファ

イナリー）ための基盤技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、物質生産性向上につながる性能を備えた高性能宿主細胞

を創製するとともに、バイオプロセスの実用化適用範囲の拡大のための微生物反

応の多様化・高機能化技術の開発を行う。バイオリファイナリー技術については、

バイオマスを高効率で糖化し、糖から高効率で各種化成品の基幹物質を生産する

バイオプロセス体系を構築する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度
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ii）微生物群のデザイン化による高効率型環境バイオ処理技術開発（運営費交付

金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、従来エネルギー

多消費・廃棄物多排出型であった廃水・廃棄物処理において、微生物群の構成及

び配置等を人為的に制御（デザイン化）することで、その処理効率を大幅に向上

させ、省エネルギーで廃棄物も少ない高効率型廃水、廃棄物処理の基盤技術を確

立する。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、特定有用微生物群を人為的に安定導入・維持もしくは人

為的に空間配置・優先化させる等のデザイン化技術を開発し、従来の廃水、廃棄

物処理に比べより高効率で省エネルギーな処理技術を開発するとともに、実用化

に資するための実証可能なテストプラント規模にて評価する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（１０）省エネルギー型化学技術創成研究開発補助事業

①概要

化学企業が有する技術シーズの中で、省エネルギーのポテンシャルが大きいに

もかかわらず民間だけで事業を進めるには開発リスクが大きいこと等がネックに

なって十分な研究開発費が投じられていない技術に対して、戦略的な研究開発支

援を実施することにより、化学産業のみならず、各種最終製品や他産業において

抜本的なエネルギー効率の改善を促進するものである。

②技術的目標及び達成時期

２０１０年度までに、将来の発展が有望な技術に関する研究開発の実施とその

実用化と普及を通し、化学産業のみならず他分野も含めた我が国省エネルギー対

策への一層の寄与を目標とする。

③研究開発期間

２００４年度～２０１０年度

（１１）エネルギー使用合理化繊維関連次世代技術開発

①概要

製造エネルギーの低減を図ることができる革新的な繊維製品製造技術の開発や、

使用することでエネルギー消費の低減が可能となる新たな繊維製品を開発。

②技術的目標及び達成時期

２０１０年度までに、以下の開発を行う。

①次世代資材用繊維の開発

②ポリエチレンテレフタレート製造エネルギー低減技術の開発

③研究開発期間

２００５年度～２００９年度
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（１２）高効率ガスタービン実用化技術開発

①概要

省エネルギー及びＣＯ２削減の観点から電力産業用高効率ガスタービンの実用

化を目指し、大容量機（２５万ｋＷ程度（コンバインド出力４０万ｋＷ））の高効

率化（５２％→５６％）のために１７００℃級ガスタービンの実用化に必要な先

端要素技術を適用した各要素モジュールの検証等を実施する。また、小中容量機

（１０万ｋＷ程度）の高効率化（４５％→５１％）のために有望とされている高

湿分空気利用ガスタービンの実用化に必要な多段軸流圧縮機、多缶燃焼器等の開

発を行うとともにシステムの信頼性等の検証を行う。

②技術的目標及び達成時期

１７００℃級ガスタービン実用化技術開発：先端要素技術を活用した燃焼器、

タービン、圧縮機等各モジュールの検証等を行い、送電端熱効率５６％以上の達

成が可能なことを確認する。

高湿分空気利用ガスタービン実用化技術開発：２０１１年までに軸流圧縮機の

３．５％（空気重量比）吸気噴霧冷却技術、低ＮＯx 燃焼技術（運用負荷帯で１

０ｐｐｍ以下）等を開発すると共に、実機に近い条件での要素機器の信頼性・耐

久性を確認する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１１年度

（１３）エネルギー使用合理化高効率パルプ工程技術開発（運営費交付金）

①概要

紙パルプ産業では、環境に関する自主行動計画に基づき、２０１０年度までに

製品当り化石エネルギー原単位を１９９０年度比１３％削減し、ＣＯ２排出原単

位を１０％削減することを目指し、紙パルプ工程における省エネルギー対策を着

実に進めているものの、より一層の省エネルギー対策を進めるためには、技術開

発によるブレークスルーが必要となっている。紙パルプ産業は、エネルギー多消

費型産業のひとつであり、紙パルプ工程での省エネルギー対策は波及効果が大き

いことから、紙パルプ工程におけるエネルギー使用合理化に資する技術開発を提

案公募により実施する。

②技術的目標及び達成時期

京都議定書の第１約束期間中、又は、第２約束期間中を目途として実用化に至

るような技術開発を行うことで、京都議定書の第１約束期間の目標を着実に達成

するとともに、現在、検討が行われている第２約束期間に向けた省エネルギー対

策の更なる深化を進めていく。

③研究開発期間

２００５年度～２０１０年度

（１４）革新的省エネセラミックス製造技術開発（運営費交付金）

①概要

小型炉設備で生産可能な小型セラミック中空ユニットを複数組みあわせること
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で、これまでその製造が難しかった複雑な形状を持つ大型セラミックス部材を省

エネで製作することができる革新的なセラミック部材製造技術を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１３年度までに、高機能化された小さな精密ブロックを立体的に組み上げ、

高効率で接合、一体化をし、複雑な形状の部材や大型の部材を製造可能とする革

新的なプロセス技術の基盤を確立し、高耐性部材、高温断熱部材及び高比剛性部

材の試作を行う。

③研究開発期間

２００９年度～２０１３年度

（１５）発電プラント用超高純度金属材料開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照）

（１６）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発（４－Ⅴ－ⅳ参照）

（１７）噴流床石炭ガス化発電プラント開発（４－Ⅴ－ⅳ参照）

（１８）石油精製高度機能融合技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照）

４－Ⅰ－ⅲ．時空を超えたエネルギー利用技術

（１）カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクト（運営費交付金）

①概要

高純度、高密度に配向した長尺の単層カーボンナノチューブの大量合成技術を

開発するとともに、これを用いた従来よりも格段にパワー（電力）と蓄電量が大

きなキャパシタを開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、単層カーボンナノチューブの高度配向技術及び大量生産

技術を確立するとともに、キャパシタ製造技術を確立することで、２０Ｗｈ／Ｋ

ｇの高エネルギー密度と耐久性を有する電気二重層キャパシタを開発する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（２）イットリウム系超電導電力機器技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅳ参照）

（３）高温超電導電力ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅳ参照）

（４）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅲ－ⅴ参照)

（５）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（６）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発(運営費交付金）(４－Ⅲ－ⅴ参照）

（７）水素貯蔵材料先端基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（８）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（９）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（１０）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）（４－Ⅳ

－ⅴ参照）

（１１）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅳ－ⅴ参照)

（１２）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅲ参照）

ｴﾈﾙｷﾞｰｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ基本計画　11／46

itohjni
ハイライト表示

itohjni
ハイライト表示



４－Ⅰ－ⅳ．省エネ型情報生活空間創生技術

（１）グリーンＩＴプロジェクト（運営費交付金）

①概要

情報化社会の進展に伴うIT機器の消費電力の大幅な増大に対応し、抜本的な省

エネを実現するため、サーバ、ネットワーク機器等の各装置の省エネに加え、省

エネ型の巨大コンピューティング技術（グリーン・クラウドコンピューティング

技術）、パワーエレクトロニクス技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、ＩＴ機器・システムのエネルギー消費効率を２倍に向上

させる基盤技術を開発する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（２）次世代高効率ネットワークデバイス技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ネットワークで

伝送されるデータ量の爆発的増加に伴い、関連機器の消費エネルギーが増大して

いる中で、ネットワーク全体の消費電力量を抑制することが喫緊の課題であり、

消費エネルギーの低減に大きく貢献するルータ・スイッチの高速化のための研究

開発を実施するとともに、機器そのものの消費エネルギーを低減するための研究

開発を実施する。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、１チャンネルあたり４０Ｇｂｐｓ超の通信速度に対応す

るトラフィック計測・分析・管理技術や４０Ｇｂｐｓのインターフェース、さら

なる通信速度向上（１００Ｇｂｐｓ超）を実現するハードウェア技術、ＳＦＱ（単

一磁束量子）スイッチに関する実現を可能とするための基盤技術を開発する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（３）次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、次世代の大型液

晶及び大型プラズマディスプレイに関する低消費電力ディスプレイを実現するた

めの研究開発を行う。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、液晶に関しては、高効率バックライト、革新的なＴＦＴ

アレイプロセス技術・製造装置及び低消費電力型の画像処理エンジン等に係る技

術を確立する。また、プラズマディスプレイに関しては、超低電圧駆動等に係る

技術を確立する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度
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（４）有機発光機構を用いた高効率照明の開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、蛍光灯に代わる

高効率照明として有機ＥＬ発光機構を用いるための技術開発課題（発光効率、演

色性、面均一性、生産コスト）等を明らかにし、それをブレークスルーしうる技

術シーズを抽出する。

②技術目標及び達成時期

２００９年までに現在一般に普及している蛍光灯照明に代わる高効率照明とし

ての必要スペックを達成するとともに、次世代照明として同じく期待されている

ＬＥＤとの差別化要素を技術的に達成し、大面積／高スループット／低コストで

量産するプロセス技術を開発する。また、現在蛍光灯の間接・拡散照明が用いら

れている照明機器を代替する有機ＥＬ照明を実用的なコストで製造できる技術を

確立する。

③研究開発期間

２００７年度～２００９年度

（５）マルチセラミックス膜新断熱材料の開発（運営費交付金）

①概要

住宅やビルなどの冷暖房における大幅な省エネを実現する画期的な断熱性能を

持つ壁および窓材料を、セラミックスのナノ多孔体構造やポリマー複合化構造な

どからなるマルチセラミックス膜アセンブリ技術によって開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、熱貫流率（熱の伝わりやすさ）が０．３Ｗ／ｍ2Ｋ以下、

壁厚さ１０ｍｍ程度の超断熱壁材料および熱貫流率が０．４Ｗ／ｍ2Ｋ以下、光（可

視光）透過率が６５％以上（Ｌｏｗ－Ｅガラス使用）、ヘイズ率が１％以下の超断

熱窓材料を実現する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（６）超フレキシブルディスプレイ部材技術開発（運営費交付金）

①概要

製造工程等の省エネルギー化を実現するために行う。従来、表示デバイスの製

造には、真空蒸着と高温下での焼成と、それに伴う排ガス排水処理が必須であっ

た。これを、ロールｔｏロール方式に代替することで常圧、常温下での製造を実

現し、フレキシブルな薄型ディスプレイを製造する。そのために、有機ＴＦＴ材

料およびコンタクトプリント技術等を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。
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②技術的目標及び達成時期

２００９年度までに、実用化に向けた実証のための巻き取り方式ディスプレイ

のプロトタイプを試作する。またフレキシブルデバイス材料開発に貢献する部材

ならびに薄膜複合化技術を開発し、これらをパネル化するための実用化技術を確

立する。

③研究開発期間

２００６年度～２００９年度

（７）低損失オプティカル新機能部材技術開発（運営費交付金）

①概要

近接場光の原理・効果を応用した低損失オプティカル新機能部材技術を開発し、

実用化の目処を得ることを目的とする。動作原理に近接場光を用いるオプティカ

ル新機能部材は、従来の材料特性のみに依存した光学部品では不可能な機能・性

能を発揮し、液晶プロジェクター・液晶ディスプレイなど情報家電の省エネルギ

ー、高性能・高信頼化を図る上でのキーデバイスとなることが期待できる。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、共通基盤技術として、ナノ構造部材の設計・作製・評価

技術を開発するとともに、ナノ構造部材に発現する近接場光の機能を動作原理と

する低損失オプティカル新機能部材を検討し機能を確認する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（８）次世代光波制御材料・素子化技術（運営費交付金）

①概要

ガラス材料に関する精密モールド技術を確立し、機能性の高い光波制御素子を

低コストで生産できるプロセス技術を開発することで部材の小型化・高機能化を

図りつつ、省エネを実現する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までにサブ波長レベルの微細構造をガラス表面にモールド成形す

る技術を実現し、実装可能な具体的なデバイスを作製する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（９）次世代高効率エネルギー利用型住宅システム技術開発・実証事業

（運営費交付金）

①概要

ゼロ・エミッションハウスによる生活の大幅な省エネの実現に向け、家屋内直

流配電システムや、電力需給の状態に応じた太陽電池等の分散型電源の制御、電

力ネットワークを活用した家電の制御等、住宅全体としてエネルギーの最適制御
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を行うシステムの開発・実証を行う。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、直流給電・配電に関する規格の標準化、直流配電の電流・

電圧の規格化、蓄電池設置に係る安全規制の改正に対する提案が可能となる技術

を確立する。

③研究開発期間

２００９年度～２０１１年度

４－Ⅰ－ⅴ．先進交通社会確立技術

（１）エネルギーＩＴＳ（運営費交付金）

①概要

平成１９年５月の「次世代自動車・燃料イニシアティブ」に基づき、運輸部門

のエネルギー消費効率改善のため、自動運転・隊列走行技術、高度交通流制御技

術等の省エネルギーに資するＩＴＳ 技術の開発を行う。

②技術的目標及び達成時期

２０１２年度までにＣＯ２削減効果評価方法の確立を図るとともに、２０２０

年代に実用化が見通せる運転制御、隊列走行の基盤技術の確立を目指す。

③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（２）サステナブルハイパーコンポジット技術の開発（運営費交付金）

①概要

炭素繊維複合材料は、軽量、高強度等の優れた特性を有している。従来の熱硬

化性樹脂を用いた炭素繊維複合材料では成形性・加工性に乏しくリサイクルが困

難であったため、熱可塑性樹脂を用いた炭素繊維複合材料（ＣＦＲＴＰ）の開発

を行う。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、炭素繊維と熱可塑性樹脂との中間基材を開発し、高速成

形技術、接合技術及びリサイクル技術を開発する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（３）次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代航空機用）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、航空機、高速車

両等の輸送機器への先進材料の本格導入を加速させるため、先進複合材料及び先

進金属材料について部材開発、設計試作及び評価を実施することで、軽量化によ

りエネルギー使用効率を大幅に向上させる革新的な構造部材の創製・加工技術の

開発を行う。
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②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、複合材の構造健全性診断技術、チタン合金の創製・加工

技術を確立するとともに、航空機用エンジンへの適用を目指し、耐熱・耐衝撃性

に優れた複合材料を開発する。

③研究開発期間

２００３年度～２０１２年度

（４）環境適応型小型航空機用エンジン研究開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、エネルギー使用

効率を大幅に向上し、環境対策にも優れた次世代の小型航空機用エンジンの開発

にとって重要な要素技術の研究開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、エネルギー使用効率を大幅に向上する構造設計技術、騒

音、ＮＯｘ等の環境負荷対応に優れた環境対策技術、インテグレーション技術、

高バイパス比化等の高性能化技術といった要素技術の研究開発・実証を行う。

③研究開発期間

２００３年度～２０１０年度

（５）省エネ用炭素繊維複合材技術開発

①概要

航空機、自動車、鉄道、船舶等の輸送機械等における炭素繊維複合材の適用範

囲を拡大し、省エネルギーの促進を図るため、先進的な炭素繊維複合材成形技術

や、耐雷対策の容易化技術等の研究開発・実証を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１３年度までに、従来の方法に比べ、曲率の大きな部位の成形も行うこと

ができるＶａＲＴＭ（バータム）法等の炭素繊維複合材成形技術や、炭素繊維複

合材を用いた製品の耐雷性能を容易に確保する技術の研究開発・実証を行う。

③研究開発期間

２００８年度～２０１３年度

（６）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（７）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照）

４－Ⅰ－ⅵ．次世代省エネデバイス技術

（１）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発 －うち窒化物系化合物

半導体基板・エピタキシャル成長技術の開発（運営費交付金）

①概要

窒化物系化合物半導体は、パワーデバイス、高周波デバイス、発光デバイス等、

重要なデバイスの飛躍的な性能向上と消費電力削減への貢献を期待されている。

このため、従来の半導体材料では実現出来ない領域で動作可能なハイパワー・超
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高効率の電子素子、超高速電子素子等の作成に必要な窒化物系化合物半導体先進

技術の国際競争力を強化すべく、高品質かつ大口径単結晶基板、高品質かつ大口

径エピタキシャル成長技術等の開発を行う。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、次世代窒化物系半導体デバイスを実現する以下結晶作製

技術を開発する。

１）基板技術（ＧａＮ、ＡｌＮバルク結晶作製技術）

・口径２～４インチで高品質エピ成膜を可能とする低コストの単結晶基板作製

技術の確立。

２）エピ技術（エピタキシャル成膜及び計測評価技術）

・低欠陥高品質エピ層を実現する成膜技術及び膜成長過程を計測評価する技術

の確立。

・高出力かつ高安定動作可能なエピ層の実現

・高耐圧超高速な新しいデバイス構造の開発

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（２）次世代低消費電力半導体基盤技術開発（ＭＩＲＡＩ）（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展、

ＩＴ利活用の高度化を支え、あらゆる機器に組み込まれている半導体の低消費電

力化を図るため、テクノロジーノード（微細化レベル）４５ｎｍ以細の次世代低

消費電力半導体を実現するため、微細加工の基盤技術やマスク（半導体素子製造

過程で用いる原板）の低コスト化・製造時間短縮に必要な基盤技術の開発等を行

う。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、マスク設計・描画・検査の各工程に共通的なマスクデー

タ処理技術、繰り返しパターンやパターン重要度を利用した描画・検査高速化技

術等の基本的な開発及びＥＵＶＬマスク基盤技術として、許容欠陥の指標明確化、

ブランクスの位相欠陥検査技術の確立等を完了する。

③研究開発期間

２００１年度～２０１０年度

（３）半導体アプリケーションチッププロジェクト（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、情報通信機器、

特に、情報家電（車載を含む）の低消費電力化を実現できる半導体アプリケーシ

ョンチップ技術の開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに情報家電の低消費電力化を実現できるアプリケーションチ
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ップ技術を開発する。

③研究開発期間

２００３年度～２００９年度

（４）次世代プロセスフレンドリー設計技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、あらゆる機器に

組み込まれている半導体の低消費電力化を図るため、テクノロジーノード４５ｎ

ｍ以細の半導体に対応するＳｏＣ（Ｓｙｓｔｅｍ ｏｎ Ｃｈｉｐ）設計技術を

開発する。具体的には、テクノロジーノード４５ｎｍ以細の半導体の共通設計基

盤技術開発として、ＤＦＭ（Ｄｅｓｉｇｎ Ｆｏｒ Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎ

ｇ）基盤技術を中核とした設計及び製造の全体最適を確保する全く新しいＳｏＣ

製造フローを開発する。

②技術目標及び達成時期

テクノロジーノード４５ｎｍ以細のＳｏＣ開発において製造性を考慮した共

通設計基盤技術を確立し、システムＬＳＩデバイスの省エネルギーを実現すると

ともに、設計生産性を従来予想に比べ２倍にすることを目標とする。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（５）半導体機能性材料の高度評価基盤開発（運営費交付金）

①概要

情報通信機器の高機能化や低消費電力化等の要求を満たす半導体集積回路を

実現するため、新たな機能性材料開発に貢献する評価基盤技術を開発し、さらに

開発した機能性材料の半導体及び半導体集積回路への適用を可能とする統合的な

ソリューション技術を開発する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術的目標及び達成時期

２０１１年度までに、半導体デバイス性能に直結する接合素子の性能性及び信

頼性等、半導体製造プロセス全体を俯瞰しつつ、機能性材料開発が可能となる評

価基盤技術を開発し、開発した機能性材料を用いた統合的なソリューションが提

案できる材料評価基盤を構築する。

③研究開発期間

２００９年度～２０１１年度

４－Ⅰ－ⅶ．その他

（１）次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代衛星基盤）

①概要

国際商業市場における我が国衛星メーカーの競争力を強化するべく、準天頂衛

星システム※（利用者に対し、米国が運用するＧＰＳとの補完による高精度な位置

情報等の提供を可能にするシステム）の構築に不可欠な基盤技術（産業競争力強
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化にも直結する衛星の軽量化、長寿命化に関する技術等）の開発を行う。本プロ

ジェクトの一部については、他部門と比較して需要増加の割合が高い運輸部門の

エネルギー消費を抑制すべく、自動車、高速車両等の輸送機器の軽量化・効率化

にも資する複合材料製造設計等の基盤技術を確立するためのものであり、エネル

ギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

※ 静止軌道と一定の角度をなす傾斜軌道に複数の衛星を配置し、見かけ上、常に

天頂付近に最低１つの衛星を位置させるシステム。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、準天頂衛星システムの構築に不可欠な基盤技術（産業競

争力強化にも直結する衛星の軽量化、長寿命化に関する技術等）の開発を実施し、

宇宙空間での技術実証を行う。

③研究開発期間

２００３年度～２０１０年度

４－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化

４－Ⅱ－ⅰ．共通

（１）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

（２）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

４－Ⅱ－ⅱ．バイオマス由来燃料

（１）新エネルギー技術研究開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照）

（２）Ｅ３地域流通スタンダードモデル（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照）

（３）バイオマス等未活用エネルギー実証事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照）

（４）バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参

照）

（５）セルロース系エタノール革新的生産システム開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ

参照）

４－Ⅱ－ⅲ．ＧＴＬ等の合成液体燃料

（１）天然ガスの液体燃料化（ＧＴＬ）技術実証研究（運営費交付金）（４－Ⅴ－ⅱ参

照）

４－Ⅱ－ⅳ．燃料電池自動車および水素関連技術

（１）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅲ－ⅴ参照)

（２）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（３）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（４）水素貯蔵材料先端基盤研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（５）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（６）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

４－Ⅱ－ⅴ．電気自動車

（１）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照）

（２）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅲ参照）
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４－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進

４－Ⅲ－ⅰ．共通

（１）新エネルギー技術研究開発（運営費交付金）

① 概要

新エネルギーの自立的普及に向けて、太陽光、風力、バイオマスなど新エネル

ギー分野でのイノベーションを促進すべく、高効率かつ低コストを目指した先進

的技術開発を実施する。具体的には以下の研究開発を実施する。

Ａ．革新的な太陽電池の開発を実施する研究拠点を形成し、海外との研究協力等を

行いながら、超長期の視野に立って、飛躍的な性能向上を目指した太陽光発電技

術の開発を推進する。（革新型太陽電池国際研究拠点整備事業）

Ｂ．中長期的に、より一層の高効率化と低コスト化を目指して、革新的な材料、構

造等を採用した太陽光発電技術の開発を推進する。（太陽光発電システム未来技

術研究開発）

Ｃ．２０２０年の目標発電コスト１４円／ｋＷｈおよび太陽光発電システムの大幅

な効率向上を実現すべく、未来技術研究開発などで得られた要素技術開発の成果

の内、実用化が期待できる太陽電池作製に係る技術について課題を設定し早期実

用化を助成する。（太陽光発電システム実用化促進技術開発）

Ｄ．電力供給源としての太陽光発電の信頼性を確立し、今後の太陽光発電システム

の円滑な普及促進を図るため、太陽光発電システムの大量普及時に不可欠な性能

評価技術やリサイクル・リユース技術等システムの共通基盤技術に係る研究等を

実施する。（太陽光発電システム共通基盤技術研究開発）

Ｅ．ＰＶシステムの普及拡大のため、「集中連系型太陽光発電システム実証研究」

の設備を有効利用しながら、認証制度にも資する複数台連系に係わる試験方法を

確立する。（単独運転検出装置の複数台連系試験技術開発研究）

Ｆ．風力発電技術の国際的な動向を把握しつつ、我が国の複雑地形における風力発

電利用上の各種課題を克服するための基礎から応用までの技術について研究開

発を行う。具体的には我が国の厳しい風特性を反映した風特性モデルの確立及び

高々度風況観測を簡便に行うためのリモートセンシング技術の精度検証・評価を

行う。

また、全国規模での落雷電流計測、落雷様相観測による雷特性の把握、落雷特

性・落雷保護対策と被害実態との相関把握、上記を踏まえた効果的な落雷保護対

策の検討及び実機規模での実雷による保護対策検証等を実施し、高精度落雷リス

クマップを作成するとともに、風力発電設備へのより効果的な落雷等に対する対

策を策定する。（次世代風力発電技術研究開発事業）

Ｇ．我が国特有の海上特性や気象・海象条件を把握し、これらの自然条件に適した

洋上風況観測法や風力発電システムに関する技術開発とその実証を行なうと共

に、環境影響評価システム手法を確立する。（洋上風力発電技術研究開発）

Ｈ．バイオマスのエネルギー利用の促進を図るためには、発生地域が分散し、形状・

性状が多種多様にわたるバイオマス資源を利用しやすい形態の有用エネルギー

へ効率的に転換できる技術を開発する。（バイオマスエネルギー等高効率転換技

術開発）
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Ｉ．世界的にもベンチャー企業による太陽光発電、新型風力発電、燃料電池、バイ

オ燃料分野におけるイノベーション活動が活発化していることを踏まえ、詳細目

標設定・多段階選抜形の米国ＳＢＩＲ制度を参考に特定のキーテクノロジーに対

するベンチャーのチャレンジを強力に支援する。（新エネルギーベンチャー技術

革新事業）

② 技術目標及び達成時期

Ａ．２０５０年までに「変換効率が４０％超」かつ「発電コストが汎用電力料金並

み（７円/ｋＷｈ）」の太陽電池を実用化することを目指した研究開発の中で、変

換効率４０％超の実現に向けた技術の基礎・探索研究段階と位置づけて研究開発

を実施する。

Ｂ．２０２０年頃に業務用電力料金並の発電コスト（１４円／ｋＷｈ、モジュール

製造原価として７５円／Ｗ程度）、２０３０年頃に火力発電の発電コスト（７円

／ｋＷｈ、モジュール製造原価として５０円／Ｗ程度）の実現に向けた中・長期

的な技術開発を行う。

Ｃ．２０１５年に向けて市場競争力を備えた本格生産・商用化を目指す。

Ｄ．２０２０年度の技術開発目標である発電コスト１４円／ｋＷｈを目指し、中期

的な視点での太陽光発電の普及拡大に資する。

Ｅ．２００９年度末までに、電力系統側が受け入れ可能な、導入台数の制限のない

能動型単独運転検出装置の試験方法を確立する。

Ｆ．２０１２年度までに、風力発電の基礎から応用までの技術について、国際的な

動向を把握しつつ、我が国特有の気象・地形に起因する各種問題（風車耐久性等）

を克服するための研究開発を行って、我が国の風車産業の振興に資するとともに、

ＩＥＡ ＲＤ＆Ｄ ＷＩＮＤなどの最先端の国際的風力発電共同研究に研究成果

を反映させる。

また、２０１２年度までに、高精度落雷リスクマップを作成するとともに、風

力発電設備へのより効果的な落雷等に対する対策を策定する。

Ｇ．２０１３年度までに、我が国の海象・気象条件に適した、洋上風況観測システ

ム、洋上風力発電システム及び環境影響評価の手法等の技術を確立する。

Ｈ．２００４年度より、バイオマスエネルギー転換プロセスにおける各工程のボト

ルネックを抽出し、２００８年度までに開発が完了するよう、それぞれのボトル

ネックをブレークスルーする要素技術開発を提案公募方式により実施する。更に、

２００５年度より２００９年度まで、バイオマスのエネルギー転換・利用技術等

の分野において２０３０年の普及を目指した新規な革新的技術を発掘するため

の先導技術研究開発を提案公募方式により実施する。

Ｉ．潜在的なオプションの顕在化や関連産業分野の技術開発による技術革新により、

新エネルギー導入促進技術オプションの多様化と経済性の向上に寄与する。

③ 研究開発期間

２００７年度～２０１１年度
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（２）新エネルギー技術フィールドテスト事業（運営費交付金）

① 概要

２０１０年度の新エネルギー導入目標達成に向け、新技術を活用した太陽光発

電及び太陽熱利用システムの有効性の検証、バイオマス熱利用システムの性能・

経済性等の検証、風車立地に必要な高所の風況データの収集・解析など総合的な

新エネルギーフィールドテストを実施する。具体的には以下のフィールドテスト

を実施する。

Ａ．新技術を活用した太陽光発電システム等を設置し、出力特性等の情報収集及び

分析を行うことで、その有効性を確認するとともに、ガイドラインの策定等によ

り広く情報発信を行う。（太陽光発電新技術等フィールドテスト事業）

Ｂ．新利用形態の太陽熱利用システムや未利用分野においてシステムを設置し、出

力特性等の情報収集及び分析を行うことで、その有効性を確認するとともに、ガ

イドラインの策定等により広く情報発信を行う。（太陽熱高度利用システムフィ

ールドテスト事業）

Ｃ．広く薄く賦存するバイオマスを、民間企業や研究機関等において研究開発が終

了段階をむかえた高効率に熱利用できるシステムを設置し、設置場所の熱需要に

合わせたフィールドテストを実施することにより、実運転におけるバイオマス熱

利用転換システムとしての課題抽出、解決を行い、早期実用化を図り、バイオマ

スエネルギーの導入促進を行う。（地域バイオマス熱利用フィールドテスト事

業）

Ｄ．風力発電の導入目標（２０１０年度３００万ｋＷ）を達成するため、共同研究

事業者と大型風車の導入普及に必要な高所の風況データの収集・解析・評価を行

い、公開する。（風力発電フィールドテスト事業）

② 技術目標及び達成時期

Ａ．設置システムについて、２００７年度に策定したガイドラインを２００９年度、

２０１２年度及び２０１５年度に見直し改訂する。

Ｂ．設置システムについて、２００７年度に策定したガイドラインを２００９年度

に改訂する。また、２０１２年度及び２０１５年度に見直し改訂する。

Ｃ．一定レベルまで確立されたバイオマス熱利用技術について、性能や経済性等の

状況・データを収集・分析し、熱利用システムの有効性を実証するとともに、こ

れらの結果を公表することで汎用性の高い熱利用システムの確立し、２０１０年

度のバイオマス熱利用の導入目標（３０８万ＫＬ）達成を目指す

Ｄ．２０１０年度までに、高所の風況データの解析・評価を行い、導入普及に有用

な資料の取りまとめを行い、これらの結果を風力発電事業者、研究機関や風力発

電事業を計画している各種団体等に公開することにより、風力発電導入の素地を

形成し、風力発電の導入を拡大する。

③ 研究開発期間

２００７年度～２０１１年度
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（３）新エネルギー技術実用化補助金（運営費交付金）

① 概要

科学技術基本計画における戦略的技術領域・課題にかかる技術課題等で石油代

替エネルギーの製造・生成・利用に資する実用化開発を行う民間企業に対し助成

支援する。

② 技術目標及び達成時期

助成事業終了後３年以上を経過した時点で２５％の実用化達成率。加えて、知

的資産経営の方針に対する審査時の評価を通じて、「技術等の知的資産を活かす

経営の下で収益拡大を図る（技術を経営、収益につなげる）」意識を普及させる。

③ 研究開発期間

２０００年度～

（４）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）

① 概要

産業界や社会のニーズに応える石油代替技術のシーズの発掘とその育成、並び

に、石油代替技術に関する次世代の研究リーダーの育成を図る。この目的のため、

産業界からの期待が高い技術領域・課題を提示した上で、大学や独立行政法人の

若手研究者等から研究開発テーマを募集する。厳正な外部評価によって石油代替

効果があり且つ独創的・革新的なテーマを選定し、研究者代表者個人を特定して

助成金を交付する。

② 技術目標及び達成時期

独創性のある若手研究者等を助成すると共に、中間評価ゲート方式が醸成する

競争的環境の下で企業との連携を強化させることにより、１０～１５年後の実用

化が有望な革新的石油代替技術の研究開発を促進する。本事業では革新的石油代

替技術の実用化への第１歩となる特許について、助成期間終了後の出願比率を１

００％とすることを目標とするとともに、石油代替技術に関する次世代の研究リ

ーダーの育成を図る。

③ 研究開発期間

２０００年度～

４－Ⅲ－ⅱ．太陽・風力

（１）太陽光発電無線送受電技術の研究開発

① 概要

将来の新エネルギーシステムとして期待される宇宙太陽光発電システム（ＳＳ

ＰＳ）の中核的技術として応用可能なマイクロ波による太陽光発電無線送受電技

術の確立に向け、安全性や効率性等の確保に不可欠な精密ビーム制御技術の研究

開発を行う。

② 技術目標及び達成時期

２０１２年度までに複数のフェーズドアレイパネル間の位相同期を行い、パイ

ロット信号の方向にマイクロ波を電送するレトロディレクティブ技術を活用した

精密ビーム制御技術の確立を目指す。
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③ 研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

４－Ⅲ－ⅲ．電力系統制御・電力貯蔵

（１）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金）

① 概要

電池の基礎的な反応原理・反応メカニズムを解明することで、既存の蓄電池の

性能向上及び革新型蓄電との実現に向けた基礎技術の確立を目指す。

② 技術目標及び達成時期

世界最高レベルの放射光施設を用いた評価装置により、蓄電池の反応メカニズ

ムを解明するとともに、２０３０年に電気自動車の航続距離５００ｋｍ、コスト

１／４０を実現すべく、新材料の開発を行う。

③ 研究開発期間

２００９年度～２０１５年度

（２）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照）

（３）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）（４－Ⅳ－

ⅴ参照）

４－Ⅲ－ⅳ．バイオマス・廃棄物・地熱等

（１）Ｅ３地域流通スタンダードモデル創成事業（運営費交付金）

① 概要

離島(全域)におけるエタノール３％混合ガソリン（Ｅ３）の製造から給油まで

の大規模なフィールドテストを通じ、Ｅ３利用に関する社会システムモデルの構

築と一般社会へ適用する際の技術課題の抽出を行う。

② 技術目標及び達成時期

２０１０年の｢京都議定書目標達成計画｣の導入目標（５０万ｋｌ）に資するた

め、２００９年度にＥ３利用の社会モデルを構築し、２０１１年度までにその検

証を行う。

③ 研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（２）バイオマス等未活用エネルギー実証事業（運営費交付金）

① 概要

地域に賦存する未活用な資源であるバイオマスをエネルギーとして有効活用す

るため、溶融ガス化等熱化学的変換技術による燃料化システムやメタンガス等生

物化学的変換技術による燃料化システム等の実証試験事業、事業可能性調査等を

実施し、利用ノウハウ等を蓄積、本格的なバイオマス等エネルギーの導入を推進

する。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度までに、バイオマス等の種別やエネルギー変換手法、更には地域
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特性を加味した一連のエネルギー転換システム毎のフィージビリティスタディや

試験設備の設置により、バイオマス等の運搬・収集、エネルギー転換及びエネル

ギー利用に係るデータの収集、分析、評価を実施し、その結果をフィードバック

することによって本格的なバイオマス等エネルギーの導入を目指す。

③ 研究開発期間

２００１年度～２００９年度

（３）バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（運営費交付金）

① 概要

バイオマスエネルギーの資源収集・運搬、転換、残渣処理、利用までの一連の

利活用システムについての、各要素の連携の最適化を図るための実証を実施する

ことによって、地域特性に適合した地域主導によるバイオマスの地産地消・地域

循環型の先導的モデルシステムを構築することによりバイオマスエネルギーの導

入を促進する。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度までに、国内バイオマス資源の安定的かつ経済的な供給システム、

最適なエネルギー転換技術、エネルギー転換後に発生する残渣の処理等の一連の

地産地消型エネルギー転換システムについて、ノウハウ蓄積、課題抽出及びその

対策方法の策定、技術確立を行う。また、ここで確立されたバイオマスエネルギ

ーシステムは他地域への波及を先導する事例となることを目標とする。

③ 研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（４）セルロース系エタノール革新的生産システム開発（運営費交付金）

① 概要

大規模安定供給が可能で、かつ食料と競合しない、草本系、木質系のセルロー

ス系バイオマス原料の栽培からバイオエタノール製造までの一貫生産システムを

構築し、環境負荷、経済性等を評価する。加えて、大規模生産に当たり危惧され

ている、生態系破壊、森林破壊、ライフサイクルでの環境負荷増大等の負の影響

についての適切な評価、認証等、持続可能なバイオ燃料の生産拡大を担保する社

会システム整備のあり方についても調査研究を行う。

② 技術目標及び達成時期

２０１５年までに、製造コスト４０円／Ｌ以下、エネルギー回収率３５％以上

を達成するための技術開発を行う。

③ 研究開発期間

２００９年度～２０１３年度
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４－Ⅲ－ⅴ．燃料電池

（１）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金）

① 概要

自動車用、家庭・業務用等に利用される固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）の

実用化・普及に向け、要素技術、システム化技術及び次世代技術等の開発を行う

とともに、共通的な課題解決に向けた研究開発の体制の構築を図る。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度までに、固体高分子形燃料電池の経済性・耐久性の向上や高性能

化のための技術開発を行い、燃料電池の普及段階へ向けて必要な基本的技術を確

立する。

③ 研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（２）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）

① 概要

燃料電池の基本的反応メカニズムについての根本的な理解を深めるために、高

度な科学的知見を要する現象解析及びそのための研究体制の整備を行い、現状の

技術開発における壁を打破するための知見を蓄積する。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度までに、燃料電池内における反応機構を電気化学（電極触媒反応、

イオン移動、分子移動等）及び材料化学（溶解・腐食反応、錯形成反応、ラジカ

ル反応、固相内拡散等）の観点から解明する。また、燃料電池新技術の性能を適

切に評価・実証するための基本システムを構築する。

③ 研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（３）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発（運営費交付金）

① 概要

固体酸化物形燃料電池(ＳＯＦＣ)は発電効率が高く、分散型電源として期待さ

れるが、実用化・普及のためには耐久性・信頼性向上、低コスト化等の課題を解

決することが必要であり、材料開発や劣化要因解明など基盤的な要素技術の研究

を行う。

② 技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、①耐久性・信頼性の向上のための劣化要因解明等の基礎

研究、②低コスト化のための材料等や高出力セルスタックの開発、③起動停止対

応等の実用性向上のための技術開発を実施する。

③ 研究開発期間

２００８年度～２０１２年度
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（４）セラミックリアクター開発（運営費交付金）

① 概要

低温域かつ高効率なエネルギー変換を可能とする次世代型セラミックリアクタ

ーの実現のため、世界最高効率の燃料電池ミクロセルの集積構造技術等の開発を

行う。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度までに、新電解質材料の適用や電極反応の高効率化等による、低

温作動時 (６５０℃以下)での出力性能を向上させる材料技術と共に、ミクロセ

ルの集積構造化や精緻なインターフェース構築のための製造プロセス技術を開発。

そして、これらの技術を統合することにより、次世代型セラミックリアクターと

してのプロトタイプモジュール実証（出力性能２ｋＷ／Ｌ等）を行う。

③ 研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（５）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）

① 概要

水素の製造･輸送・貯蔵等に係る機器やシステムについて、性能・信頼性･耐久

性の向上や低コスト化を目指す水素利用技術の研究開発を行い、水素社会の実現

に必要な基盤技術の確立を図る｡

② 技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、水素製造・貯蔵・輸送・充填に関する機器やシステムの

信頼性・耐久性向上、低コスト化、性能向上等実用化検証や要素技術開発、及び

当該技術を飛躍的に進展させることができる革新的技術開発や調査研究などを行

い、その成果を産業界に提供することにより、水素エネルギー初期導入間近の関

連機器製造・普及技術として完成させ、水素社会の真の実現に必要な基盤技術の

確立を図る。

③ 研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（６）水素貯蔵材料先端基盤研究事業（運営費交付金）

① 概要

世界トップ水準の優れた研究者を中核に、国内外の研究機関・企業のバーチャ

ルな連携の下、高圧水素貯蔵に比べよりコンパクトかつ効率的な水素貯蔵を可能

とする水素貯蔵材料の性能向上に必要な条件等を明らかにすることにより、燃料

電池自動車の航続距離の飛躍的向上を図る。

② 技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、水素貯蔵材料の基本原理、さらには水素貯蔵能力の革新

的向上に必要な条件を明らかにすることにより、水素をより安全・簡便・効率的

かつ低コストに輸送・貯蔵するための技術基盤を確立する。
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③ 研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（７）水素先端科学基礎研究事業（運営費交付金）

① 概要

水素の輸送や貯蔵に必須な材料に関し、水素脆化等の基本原理の解明及び対策

の検討を中心とした高度な科学的知見を要する先端的研究を、国内外の研究者を

結集し行うことにより、水素をより安全・簡便に利用するための技術基盤を確立

する。

② 技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、水素脆化、水素トライボロジーの基本原理の解明及び対

策の検討等を行い、水素をより安全・簡便に利用するための技術指針を産業界に

提供する。

③ 研究開発期間

２００６年度～２０１２年度

（８）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）

① 概要

燃料電池の導入・普及に資する基盤整備のため、製品性能の試験・評価手法及

び国内外の基準・標準の確立を図る。

② 技術目標及び達成時期

２００９年度を目途に、安全性等に係るデータを取得し、そのデータを基に試

験・評価手法の確立、国際標準の確立、規制の再点検を三位一体で進める。

③ 研究開発期間

２００５年度～２００９年度

（９）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）

① 概要

発電効率が高く、分散型電源として期待される固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦ

Ｃ）の研究開発・実用化の促進のため、耐久性を始めとしたデータの取得・課題

抽出等のための実証を実施する。

② 技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、ＳＯＦＣシステムの実証試験を数十～数百台規模で実施

し、蓄積が不足している耐久性を始めとした実証データの取得・課題抽出等を行

い、ＳＯＦＣ技術開発等へのフィードバックを行う。

③ 研究開発期間

２００７年度～２０１０年度
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（１０）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）

① 概要

実条件に近い中での燃料電池自動車等の実証走行や、高圧水素貯蔵システム、

多角的な燃料供給システムの検証を進め、水素エネルギー社会における水素利用

の課題等を抽出するとともに、燃料電池・水素に対する国民的理解の醸成を図る。

② 技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、実使用条件下における技術的課題を抽出するとともに、

環境特性、エネルギー総合効率、安全性、耐久性等に関する基準・標準に資する

データを取得し、燃料電池自動車、水素ステーションの研究開発等へのフィード

バックを行う。

③ 研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（１１ ）将来型燃料高度利用技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照）

４－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保

４－Ⅳ－ⅰ．軽水炉・軽水炉核燃料サイクル

＜新型軽水炉＞

（１）次世代軽水炉等技術開発

①概要

２０３０年前後に見込まれる大規模な代替炉建設需要に対応するため、安全

性・経済性、信頼性等に優れ、世界標準を獲得し得る次世代軽水炉の技術開発を

行

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、次世代軽水炉の実現に必要となる要素技術開発等及びプ

ラント概念の成立性について見通しを得るための概念設計検討を行う。

③研究開発期間

２００８年度～２０１０年度（見直し）

＜軽水炉使用済燃料再処理技術の高度化＞

（２）使用済燃料再処理事業高度化

①概要

再処理施設で用いられるガラス固化技術について、より多くの白金族元素等を

含む高レベル廃液を溶融可能な新しい性状のガラスを開発するとともに、これに

対応しうる新型の溶融炉を開発することにより、我が国の使用済燃料再処理技術

の高度化を図る。新型ガラス溶融炉の開発に際しては、六ヶ所再処理工場の運転

経験を反映する研究もあわせ行う。

②技術目標及び達成時期

より多くの白金族元素等を含む高レベル廃液を溶融可能なガラス及び溶融炉の

開発等によって、より高品質のガラス固化体を製造可能なガラス固化技術を開発

する。
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また、本事業によって開発されたガラス固化技術を、５年程度で更新が計画さ

れている日本原燃株式会社六ヶ所再処理工場のガラス溶融炉及び同工場のガラス

固化施設の運転に反映させる。

③研究開発期間

２００９年度～２０１１年度

＜プルサーマルの推進＞

（３）全炉心混合酸化物燃料原子炉施設技術開発

①概要

プルサーマルが当面のプルトニウム利用策として期待されていることを踏まえ、

既存の軽水炉に比べ約３倍のプルトニウムを装荷することができる全炉心混合酸

化物燃料原子炉に必要な技術開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、原子炉の開発に必要な設計、解析、試験等を行い、全炉

心混合酸化物燃料原子炉技術を確立する。

③研究開発期間

１９９６年度～２０１１年度

＜軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへの円滑な移行のための技術開発＞

（４）高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発

①概要

ＦＢＲ実証炉及び関連サイクル施設の早期実現を図るため、文部科学省と連携し、

「高速増殖炉サイクル実用化研究開発」を推進する。そのなかで、次世代再処理工場

から発生する高線量回収ウラン等を既存軽水炉燃料製造施設で取扱可能とする、次

世代再処理工場と調和可能な回収ウラン等の除染技術について、調査・基礎試験等を

行い、商業的に利用可能な除染技術候補の検討等を実施する。選定された技術につ

いては、プロセス試験等を実施する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、回収ウラン等の除染プロセスの候補技術の洗い出し及び

候補プロセス技術の基礎試験を終了し、次世代再処理技術との適合性の検証を行

い、プロセス試験を実施すべき除染プロセス技術を選定する。

また、２０１５年までに、選定した除染プロセス技術について工学化規模での

プロセス試験を行い、商業的に利用可能な転換前高除染技術としての実効性を検

証する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１５年度

＜ウラン濃縮技術の高度化＞

（５）遠心法ウラン濃縮技術開発

①概要

我が国におけるウラン濃縮技術や生産能力の維持・向上のため、世界最高水準
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の性能を有するなど国際的に比肩し得る経済性と性能を有する新型遠心分離機を

開発する。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、国際役務価格＄１００／ｋｇＳＷＵ相当を目指して、現

在実用化している金属胴遠心分離機の約５倍という高い分離性能や同遠心分離器

を上回る寿命など国際的に比肩し得る技術レベルを有する新型遠心分離機の開発

を目指すとともに、最終仕様の新型遠心分離機を多数台用いたカスケード試験の

実施により商用プラントとしての信頼性を確立し、運転要領の策定を行う。

③研究開発期間

２００２年度～２００９年度

＜回収ウラン＞

（６）回収ウラン利用技術開発

①概要

六ヶ所再処理工場で回収される回収ウランを再濃縮し、再び軽水炉で利用する

ため、濃縮施設等既存施設への影響等を把握し、転換プロセスを中心とした回収

ウラン利用技術を開発する。併せて劣化ウラン酸化固形化についても検討を行う。 
②技術目標及び達成時期

２０１２年頃までに、劣化ウランの取扱・管理の容易さや貯蔵効率を向上させ

るための劣化ウラン酸化固形化（再転換を含む）技術の研究開発を行い、同技術

に係る基礎プロセスを確立する。２０１５年度頃までに、再処理により回収され

る回収ウランの濃縮が可能な商用遠心分離機の設計を確定する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１５年度

＜共通基盤技術開発＞

（７）革新的実用原子力技術開発

①概要

第４世代原子力システムに関する国際フォーラム（ＧＩＦ）や国際原子力エネ

ルギー・パートナーシップ（ＧＮＥＰ）等の国際協力枠組みにおいて国際連携に

よる研究開発が提案されている技術分野や、近年希薄化が懸念される原子力を支

える基盤技術分野について、産業界の参画やニーズ提示のもと、大学等が実施す

る研究活動への支援や将来の原子力人材の育成を実施しており、各分野の目的に

沿った革新的な技術開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度まで、基盤技術分野、国際協力技術分野において個別テーマ毎に

研究開発を実施する。

③研究開発期間

２０００年度～２０１１年度（見直し）
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４－Ⅳ－ⅱ．高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル

（１）発電用新型炉等技術開発

①概要

ＦＢＲ実証炉及び関連サイクル施設の早期実現を図るため、文部科学省と連携

し、「高速増殖炉サイクル実用化研究開発」を推進する。具体的には、実証炉に必

要な要素技術のうち、設計・建設段階において必要となる実プラント技術として、

格納容器設計技術、耐震性評価技術、高温材料設計技術、保守・補修技術、大型

構造物製作技術の試験等を実施する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、実証炉の概念設計へ反映しうる設計基準データ等の技術

的根拠を得る。

③研究開発期間

２００７年度～２０１０年度

（２）高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発（４－Ⅳ－ⅰ参照）

４－Ⅳ－ⅲ．放射性廃棄物処理処分

（１）地層処分技術調査等

①概要

ⅰ）地層処分共通技術開発

高レベル放射性廃棄物等の地層処分における共通的技術として、今後段階的

に進められる処分地選定の際に重要となる地質等調査技術の高度化開発を行う。 
ⅱ）高レベル放射性廃棄物関連処分技術開発

高レベル放射性廃棄物処分に係る基盤技術として、人工バリア等の長期性能

評価技術、処分場操業の際のオーバーパック溶接や搬送・定置等の遠隔操作技

術の開発を行う。 
ⅲ）ＴＲＵ廃棄物処分関連技術開発

ＴＲＵ廃棄物の地層処分に係る基盤技術として、高レベル放射性廃棄物との

併置処分の可能性も念頭に、ＴＲＵ廃棄物に固有に含まれる核種の閉じ込め技

術や人工バリア等の長期性能評価技術の開発を行う。 
②技術目標及び達成時期

ⅰ）地層処分共通技術開発

２０１１年度までに、処分地選定の初期段階で必要となる地上からの調査技

術のうち、特に沿岸域の環境や高精度での地下水評価等に係る調査評価技術の

高度化・確証を行う。 
ⅱ）高レベル放射性廃棄物関連処分技術開発

２０１１年度までに、人工バリア等の長期性能評価技術や遠隔操作等の工学

技術について高度化を図り、幅広い地質環境に対応可能な技術選択肢と成立性

を提示する。

ⅲ）ＴＲＵ廃棄物処分関連技術開発

２０１１年度までに、ＴＲＵ廃棄物に固有に含まれるヨウ素１２９や炭素１
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４の閉じ込め、高アルカリ環境下での人工バリアの性能評価等に関し、幅広い

地質環境に対応可能なデータ・モデルの整備と技術選択肢の提示を行う。 
③研究開発期間

１９９８年度～２０１１年度

（２）管理型処分技術調査等

ⅰ）地下空洞型処分施設性能確証試験

①概要

ＴＲＵ廃棄物や発電所廃棄物等の余裕深度処分において検討されている「地下

空洞型処分施設」の成立性確認のため、実規模大の空洞を利用した総合的な確証

試験を行う。 
②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、実規模大の空洞内にコンクリートピット等からなる地下

空洞型処分施設を構築し、施工性や初期性能の総合的な確証を行う。 
③研究開発期間

２００６年度～２０１１年

（３）放射性廃棄物共通技術調査等

①概要

ⅰ）放射性廃棄物重要基礎技術研究調査

放射性廃棄物処分に係る国内外の最新知見の収集・分析、重要かつ基礎的な

課題の抽出並びに研究を実施し、長期に及ぶ処分事業等を支える技術基盤の拡

充を図る。 
ⅱ）放射性核種生物圏移行評価高度化調査

放射性廃棄物処分の安全評価に共通的な基盤情報として、生物圏における核

種移行プロセスを評価するため、日本の風土を反映した核種移行パラメータ・

モデルを整備する。

②技術目標及び達成時期

ⅰ）放射性廃棄物重要基礎技術研究調査

２０１１年度までに、放射性廃棄物処分に共通的な重要基礎技術として、地

質環境の長期安定性評価、人工バリアや岩盤の長期挙動評価等に係る知見を整

備する。

ⅱ）放射性核種生物圏移行評価高度化調査

２０１１年度までに、沿岸域の環境も含めたわが国表層環境への適用とＴＲ

Ｕ廃棄物に固有の核種等を考慮した、生物圏核種移行のモデルとデータベース

を構築する。

③研究開発期間

２００１年度～２０１１年度
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４－Ⅳ－ⅳ．原子力利用推進に資する電力系統技術

（１）イットリウム系超電導電力機器技術開発（運営費交付金）

①概要

世界的にも我が国が最先端の技術力を有する次世代高温超電導線材を活用し、

経済社会の基盤となる電力の安定的かつ効率的な供給システムを実現するため、

系統を適正に制御し、電力供給を安定化させるための技術及び発電電力を無駄な

く輸送するための高効率な送電技術の確立を目指す。

②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、イットリウム系超電導線材を用いたＳＭＥＳ、電力ケー

ブル、変圧器実現のための重要な技術開発を行い、各機器の成立性を実証する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

（２）高温超電導ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金）

①概要

革新的な高効率送電技術を確立して高温超電導ケーブルの実用化を促進するた

め、工業生産プロセスで実用化レベルに達している高温超電導線材（ＤＩ－ＢＳ

ＣＣＯ等）を活用し、首都圏の系統に接続する実証試験及び評価を行う。

なお、本事業は、発電用施設による電気の供給の円滑化を図る観点から行うも

のである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、２００ＭＶＡ級の中間接続部を有した三心一括型高温超

電導ケーブルを、冷却装置や保護装置などの付帯設備とともに６６ＫＶ実系統に

接続して、１２ヶ月以上の長期連系試験を行うことによって総合的な安全性や信

頼性を実証する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１２年度

４－Ⅳ－ⅴ．その他電力供給安定化技術

（１）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）

①概要

大規模太陽光発電を電力系統に連系した場合に課題となる系統安定化対策やピ

ーク対策のための技術等を開発するとともに、その有効性を実証する。

また、国内外の先進的な次世代技術の価格性能を比較することを通じて技術開

発を加速する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、下記の実証研究を行い、その有効性を確認する。

（イ）蓄電池等を組み合わせた出力変動抑制システムの有効性。

（ロ）発電出力のピーク制御（午後のピーク帯へのシフト）の有効性。

（ハ）大型インバータによる高調波抑制システムの有効性。

（ニ）国内外メーカーの太陽電池モジュールの特性比較を行い、性能、経済性等
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を比較・検証。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（２）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）

①概要

蓄電池技術は、新エネルギーの出力安定化や燃料電池自動車（ＦＣＶ）・ハイブ

リッド自動車（ＨＥＶ）・電気自動車（ＥＶ）等の高効率次世代自動車に共通する

重要なコア技術である。そこで、高性能蓄電システムに係る要素技術開発、新材

料開発及び基盤技術の開発を行う。

Ａ．系統連系円滑化蓄電システム技術開発

Ｂ．次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発

②技術目標及び達成時期

Ａ．２０１０年度末において、寿命１０年、コスト４万円／ｋＷｈ、１ＭＷ規模

のシステムおよび要素技術の確立と２０３０年において寿命２０年、コスト１．

５万円／ｋＷｈ、２０～３０ＭＷ規模の蓄電システムを見通せる技術開発。ま

た、新エネルギー対応の充放電パターン等、基礎データの整備、大型化に伴う

安全性や寿命等の評価手法の確立。

Ｂ．２０１１年度末において、電池開発では、０．３ｋＷｈモジュールを作製し、

重量エネルギー密度１００Ｗｈ／ｋｇ、出力密度２０００Ｗ／ｋｇ、寿命１０

年、コスト４万円／ｋＷｈを達成すること（条件：３ｋＷｈの組電池、１００

万台生産ベース）。電池構成材料及び電池反応制御技術の開発では重量エネル

ギー密度２００Ｗｈ／ｋｇ、出力密度２５００Ｗ／ｋｇ、コスト３万円／ｋＷ

ｈを小型単電池で達成すること（上記と同条件）。たま、電池周辺機器開発で

は、格段の高性能化、コンパクト化、低コスト化を達成すること。さらに、重

量エネルギー密度５００Ｗｈ／ｋｇを見通せる新規概念・構造の蓄電池基礎開

発の他、劣化・寿命診断法、安全性評価などの各種試験法等の開発およびそれ

ら共通基盤技術の基準・標準化。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（３）発電プラント用超高純度金属材料の開発（運営費交付金）

①概要

超高純度金属材料を発電設備の蒸気配管等に実用化することを目指し、高純度金属

材料の高度化に向けた低コスト・量産化製造技術を開発し、実使用環境における超高

純度金属材料の耐久性試験等を行う。 
なお、本事業は、発電用施設における電気の供給の円滑化を図る観点から行うもの

である。

②技術目標及び達成時期

２００９年までに、不純物総量１００ｐｐｍ未満、溶解量数１００ｋｇ以上での低

コスト・量産化技術製造技術を開発するとともに、製造された超高純度材料が発電プ
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ラントの各種機器に適用でき、本材料の持つ優れた特性を長期に亘って発揮できるこ

とを確認する。

③研究開発期間

２００５年度～２００９年度

４－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

４－Ⅴ－ⅰ．石油・天然ガス・石炭の探鉱・開発・生産技術

（１）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金）

①概要

石油及び可燃性天然ガス資源の開発に係る技術の振興を図る観点から、大水深、

複雑な地層といった悪条件化が進む石油・天然ガスの探鉱・開発技術、利用拡大

が見込まれる天然ガス田の開発促進に資する天然ガス有効利用技術等について、

短期間で実用化が期待され、民間ニーズに直結した研究開発を提案公募により実

施する。

②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、我が国の石油・天然ガスの探鉱・開発技術力の向上、及

び天然ガスの利用の促進に向けた天然ガスの有効利用技術の開発を行う。

③研究開発期間

２００１年度～２０１２年度

（２）石炭生産技術開発

①概要

石油代替エネルギーである石炭の安定供給を図るため、発熱量が低いものの低

灰分、低硫黄といった特徴を有する低品位炭の有効利用を目的として、低品位炭

の発熱量を高め、自然発火性を抑制する低品位炭改質技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、3500～5000kcal/kg の発熱量の低品位炭を瀝青炭並みの

6000kcal/kg 以上に改質する低品位炭改質技術を開発し、600t/d 大型実証プラン

トでの製造技術を確立する。

③研究開発期間

２００６年度～２００９年度

（３）石油精製物質等簡易有害性評価手法開発（運営費交付金）

①概要

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から、石油製品等に含まれる化学物質

によるリスクを把握し、必要な対策を適切に行うことを可能とするため、ｉｎｖ

ｉｔｒｏ培養系技術等の活用により遺伝子組換え細胞等を用いたｉｎｖｉｔｒｏ

系簡易有害性予測手法、また、トキシコゲノミクスを活用した短期動物試験結果

と相関する遺伝子発現データセットを開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、遺伝子導入技術、幹細胞分化誘導技術、生物発光技術等
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を適用した培養細胞を用いて、試験期間１ヶ月程度、発がん性、催奇形性及び免

疫毒性を予測評価できる試験手法を開発し、また、遺伝子発現解析技術を短期動

物試験に適用し、２８日間反復投与試験結果と相関する遺伝子発現データセット

を完成させる。また、標準的な試験プロトコルを策定する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（４）石油資源遠隔探知技術の研究開発

①概要

我が国が開発・運用する多様な地球観測センサ（ＡＳＴＥＲ、ＰＡＬＳＡＲ等）

の地球観測データを用いて、石油・天然ガス等の安定供給確保のため、資源開発・

探査、環境観測等に有効なデータの処理解析手法の研究開発を行う。また、地球

観測データのような大容量のデータを容易に扱えるシステムの研究開発を実施す

ることで資源開発・探査、環境観測を含む多様な分野でのリモートセンシングの

利用拡大を図る。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、資源開発・探査、環境観測等の分野における地球観測デ

ータ処理・解析技術の向上及び地球観測データの利用の拡大を図る。

③研究開発期間

１９８１年度～２０１０年度

（５）ハイパースペクトルセンサ等の研究開発（運営費交付金）

①概要

資源開発に有効な岩石・鉱物や地質構造解析の高次元解析を可能とするハイパ

ースペクトルセンサの開発を行うとともに、軌道上におけるデータ取得の実証を

行い、センサ技術の確立を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までにスペクトル分解能２００バンド前後のハイパースペクトル

センサを開発し、地表面のスペクトル情報を取得して資源開発に有効なセンサ技

術の実証を行う。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（６）次世代合成開口レーダ等の研究開発

①概要

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から行うものであり、石油及び可燃性

天然ガス資源等の開発に資するため、資源探査能力を格段に向上した合成開口レ

ーダである次世代合成開口レーダ（ＰＡＬＳＡＲ）の健全性評価やセンサを維持

することにより、取得される画像データを用いた石油・天然ガス資源の遠隔探知

を行う技術を確立する。
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②技術目標及び達成時期

ＰＡＬＳＡＲの開発、健全性の評価・維持を実施することにより、２０１０年

度までに、レーダ技術の高度化（アンテナ指向の電子制御化、分解能の向上、多

偏波観測等）を図る。

③研究開発期間

１９９３年度～２０１０年度

（７）極軌道プラットフォーム搭載用資源探査観測システムの研究開発

①概要

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から行うものであり、石油及び可燃性

天然ガス資源等の開発に資するため、資源探査能力を格段に向上した光学センサ

である資源探査用将来型センサ（ＡＳＴＥＲ）の健全性評価やセンサを維持する

ことにより、取得される画像データを用いた石油・天然ガス資源の遠隔探知を行

う技術を確立する。

②技術目標及び達成時期

ＡＳＴＥＲの開発、健全性の評価・維持を実施することにより、２０１０年度

までに、センサ技術の高度化（ポインティング機能の追加、分解能の向上、熱セ

ンサの搭載等）を図る。

③研究開発期間

１９８７年度～２０１０年度

４－Ⅴ－ⅱ．石油・天然ガスの有効利用技術

（１）石油燃料次世代環境対策技術開発

①概要

バイオマス燃料から製造した石油製品が自動車排出ガスに及ぼす影響、新たな

自動車燃焼技術（自着火燃焼（着火までに燃料と空気を十分に混合し、その混合

気体を点火プラグの使用なしで圧縮することにより着火させる燃焼法でＮＯｘ排

出低減、熱効率が高い等の利点がある））に適応した燃料に関する技術開発を実施

する。

また、建設機械、発電機等のオフロードエンジンの排ガスによる環境負荷低減

や石油燃焼機器の効率的な利用を進めるための技術開発を実施する。

②技術目標及び達成時期

バイオマス燃料の利用時における、燃料と自動車エンジン技術の両面の影響評

価を進め、技術的課題を解決し、運輸部門における燃料多様化を目指す。

また、オフロードエンジンの規制は欧米が先行していることから、２０１２年

頃、欧米において規制強化が予定されている排ガス規制に対応した技術を確立し、

我が国における規制強化に対応可能な燃焼技術を実現することを目指す。

③研究開発期間

２００２年度～２０１１年度
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（２）石油精製高度機能融合技術開発

①概要

石油精製業を中心とする石油コンビナート全体の横断的かつ高度な運営機能の

融合を図り、単独企業のみでは達成困難なコンビナート域内の省資源、省エネル

ギーの向上を進めるため、異業種異企業間における限りある貴重なエネルギー資

源の利用効率の高い生産技術に関し技術の開発・実証を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、我が国における他のコンビナートへの波及効果を含め、

ＣＯ２排出量を６３万トン／年削減可能とする技術を確立する。

③研究開発期間

２００６年度～２００９年度

（３）将来型燃料高度利用技術開発

①概要

省エネ、二酸化炭素削減効果が見込まれる燃料電池自動車の燃料である高純度

（９９．９９％以上）水素を安定的かつ経済的に供給することは重要である。石

油は、その長所として豊富な水素供給余力と安価な水素製造技術及び全国に展開

した災害に強いガソリンスタンドを保有している。これら石油の長所を活かした

水素供給システムの確立により、水素社会の早期実現に貢献するものである。本

事業では、製油所からの高純度水素供給技術開発とガソリンスタンドを拠点とす

る高純度水素製造技術開発を行う。

②技術目標及び達成時期

コスト低減のため製油所におけるナフサから高効率（８０％以上）な高純度水

素製造を可能とする新たな技術を開発する。また、供給地のガソリンスタンドに

おいて有機ハイドライドから高純度の水素を高効率（８０％）に取り出すための

水素発生装置を開発する。また、脱硫後の灯油硫黄分を検出限界以下の１０ｐｐ

ｂ以下とする脱硫剤の開発を行うとともに、貴金属使用量を２－３ｗｔ％から０．

５ｗｔ％以下まで低減しても、従来と同等の高い性能が維持できる改質触媒を開

発する。さらに、膜分離型反応器を用いた９９．９９％高純度水素の製造効率を

８０％、４万時間の耐久性が期待できる水素製造システムを開発する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１０年度

（４）革新的次世代石油精製等技術開発

①概要

原油価格の高騰・高止まりや原油の重質化と製品需要構造変化等の石油を巡る

大きな環境変化のなか、連産品である石油製品を今後とも長期的に安定化かつ効

率的に供給するためには、製油所の更なる高度化に向けた技術の開発実用化が必

要である。このため、非在来型原油を含めた重質油を原料として、製油所におけ

るボトムレス化、余剰となる分解留分の高付加価値等のためのプロセスや触媒技

術等の開発を行う。また、次世代の技術シーズ創出のため、これまでの技術とは
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異なる発想により我が国唯一の革新的な新規触媒研究、新規膜分技術研究、新規

製造プロセス研究等を産官学の連携等により実施する。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに重質油対応型高過酷度接触流動分解技術（ＨＳ－ＦＣＣ）

については、３千ＢＤ規模（商業レベルの１／１０規模）の実証研究を通じ、プ

ロピレン収率２０％以上（既存技術４％程度）、将来不足が予想される高オクタン

価ガソリン基材（ＲＯＮ９８（既存技術９２程度））の製造を可能とする技術を確

立する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（５）次世代高信頼性ガスセンサー技術開発

①概要

一酸化炭素中毒やガス漏れなどのガス事故を限りなくゼロに近づけるため、セ

ンサ素子のナノレベルでのメカニズム解析及び開発設計を行い、コードレスで高

信頼性を有する次世代高信頼性ガスセンサ（ＣＯセンサ・メタンセンサ）を開発

する。

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、最先端のナノテクノロジー及びＭＥＭＳ技術を導入し、

電池駆動で５年以上の長寿命、高信頼性（数百ｐｐｍ以下の故障率）、低コストな

ＣＯとメタンのセンサを開発する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１１年度

（６）天然ガスの液体燃料化（ＧＴＬ）技術実証研究（運営費交付金）

①概要

硫黄等を含まず排出ガスがクリーン、着火性が高いという特徴を有することか

ら石油系燃料代替として期待されるＧＴＬについて、天然ガス中に含まれるＣＯ

２を除去せず、原料として積極的に活用することから、従来利用が困難であった

ＣＯ２を多く含むガス田からの天然ガスが利用可能、ＣＯ２除去装置が不要であ

ることによる生産設備コストの低減が可能、といった強みを有する我が国独自の

ＧＴＬ製造技術の確立を図る。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、実証プラントによる運転研究（５００バレル／日）を行

い、商業規模でのＧＴＬ製造技術を確立する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（７）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金）（４－Ⅴ－ⅰ

参照）

（８）高効率ガスタービン実用化技術開発（４－Ⅰ－ⅱ参照）
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４－Ⅴ－ⅲ．メタンハイドレート等非在来化石資源の利用技術

（１）メタンハイドレート開発促進委託費

①概要

日本周辺海域に相当量の賦存が見込まれ、国産のクリーンなエネルギー資源と

して有望なメタンハイドレートを利用可能とするため、資源量評価手法、生産手

法及び環境影響評価手法等の確立のための技術開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１６年度までに、商業的産出のための技術を整備することを目指し、日本

周辺海域におけるメタンハイドレートの賦存状況と特性の明確化、有望賦存海域

からのメタンハイドレート資源フィールドの選択及び現場産出試験等による生産

手法の確立等を推進する。

③研究開発期間

２００１年度～２０１６年度

（２）革新的次世代石油精製等技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照）

４－Ⅴ－ⅳ．石炭クリーン利用技術

（１）革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト

①概要

石炭の高効率な利用を図るために、

ⅰ． 酸素吹きによる石炭ガス化発電の開発実証及び化学吸収法によるＣＯ２の

分離・回収技術の実証

ⅱ．石炭ガス化発電からＣＣＳまで一貫したトータルシステムの設計等

ⅲ．次世代ＩＧＣＣ（石炭ガス化複合発電）など革新的な石炭ガス化技術にか

かる先進基盤研究

を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、パイロットプラントにおいて、高圧の石炭ガスからＣＯ

２の分離・回収技術の確立及びガス化炉の信頼性向上へ向けて、３炭種以上の適

応炭種拡大試験を実施する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１２年度

（２）国際革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト補助金

①概要

石炭火力発電から排出されるＣＯ２の削減技術について諸外国との実証事業等

を実施し、当該技術の普及基盤を整備することにより、エネルギー供給に対する

環境上の制約を取り除き、もって我が国エネルギー需給構造の安定化を図る。

②技術目標及び達成時期

石炭ガス化技術等実証普及事業では、海外において取り組みが進められている

ゼロエミッション型石炭火力発電の石炭ガス化・発電技術、ＣＯ２分離回収技術、
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ＣＯ２輸送貯留技術等に関する情報収集や関連する技術調査の実施等により、我

が国におけるゼロエミッション型石炭火力発電の実用化開発に資する技術・知見

を得る。

酸素燃焼国際共同実証事業では、既存の微粉炭火力発電の改造による酸素燃焼

方式のゼロエミッション型石炭火力発電プラントの実用化を目標とするものであ

り、既存のプラントの改造により対応可能であること、酸素燃焼を行うことによ

り、燃焼ガスからＣＯ２を分離する装置が不要であることから、比較的低コスト

で極めて大きなＣＯ２削減効果が期待できる。

石炭火力発電原油増進回収国際共同事業では、２００８年５月の日中首脳会談

で合意された「日中間でのＣＣＳ－ＥＯＲ（二酸化炭素の回収・貯留、石油増進

回収法）協力」に係る日中共同事業として、中国における石炭火力発電ＣＣＳ－

ＥＯＲ事業の事前調査としてＣＣＳ－ＥＯＲの有効性確認、ＣＣＳ－ＥＯＲの経

済性・事業実現性等を検討する。これらにより、多量のＣＯ２排出削減を実現す

るモデルの構築、世界のＣＯ２排出削減への貢献が期待出来る。

③研究開発期間

２００７年度～２０１６年度

（３）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発費補助金

①概要

従来の超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は、蒸気温度の最高温度は６３０℃程度

が限界で、送電端熱効率も４２～４３％が原理的限界といわれてきた。しかしな

がら、近年の材料技術の進歩により、７００℃以上の蒸気温度を達成できる可能

性が見えてきたことから、これらの材料を活用した先進超々臨界圧火力発電技術

（Ａ－ＵＳＣ）の開発を行うものである。Ａ－ＵＳＣ は、蒸気温度７００℃級で

４６％、７５０℃級で４８％の高い送電端熱効率の達成が可能な技術であり、２

０２０年以降増大する経年石炭火力発電のリプレース需要に対応するため、早急

に技術開発を進める必要がある。そのため、ボイラーメーカー、タービンメーカ

ー及び材料メーカーが共同でＡ－ＵＳＣ の技術開発に取り組む。

②技術目標及び達成時期

平成２２年度までにシステム基本設計を完了し、シミュレーションにより送電

端熱効率４６％～４８％の達成が可能なことを確認する。平成２４年度までにボ

イラー、タービン部材等が７００℃以上の蒸気温度に耐えられるかどうかを試作、

評価し、経済性を含めたシステム成立性への見通しを得る。平成２７年～平成２

８年度に実缶試験、回転試験を実施し、蒸気温度７００℃以上の条件下でボイラ

ー、タービンの信頼性を確認する。また、ボイラー、タービン部材について３万

～７万時間の長期信頼性試験を実施し材料特性を検証する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１６年度
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（４）石炭利用技術開発（一部、運営費交付金）

①概要

環境適合的な石炭利用の拡大を図るため、石炭利用プロセスにおける環境影響

を低減させる手法の開発等、クリーン・コール・テクノロジーの開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、

・ 化学原料等に利用可能な合成用ガスを石炭乾留ガスから無触媒で製造する技

術をパイロットプラントで確立する（無触媒石炭乾留ガス改質技術開発）。

２０１１年度までに、

・ 石炭利用プロセスにおいて、環境分析技術の高精度化、環境影響成分の挙動

解析のためのモデルの構築等により、環境への影響低減手法を開発する（戦

略的石炭ガス化・燃焼技術開発）。

③研究開発期間

１９９５年度～２０１１年度

・戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発 ２００７年度～２０１１年度

・無触媒石炭乾留ガス改質技術開発 ２００６年度～２００９年度

（５）噴流床石炭ガス化発電プラント開発費補助金

①概要

供給安定性に優れた石炭の高効率かつ低環境負荷での利用を図るため、石炭を

ガス化して燃料とし、コンバインドサイクル（ガスタービンと蒸気タービンの組

合せ）を駆動する高効率発電技術（石炭ガス化複合発電技術（ＩＧＣＣ：Ｉｎｔ

ｅｇｒａｔｅｄ ｃｏａｌ Ｇａｓｉｆｉｃａｔｉｏｎ Ｃｏｍｂｉｎｅｄ Ｃｙｃ

ｌｅ）の実証試験を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、２５万ｋＷの実証機を用いた実証試験により、熱効率４０．

５％（送電端、高位発熱量ベース）を目指す。この目標は５０万ｋＷの商用機にお

ける熱効率４６～４８％に相当する。本技術は実証試験終了後の２０１０年度より

商用化が可能である。

③研究開発期間

１９９９年度～２００９年度

（６）資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発（運営費交付金）（４－Ⅰ

－ⅱ参照）

ｴﾈﾙｷﾞｰｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ基本計画　43／46



４－Ⅴ－ⅴ．その他・共通

（１）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

（２）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

（３）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅲ－ⅴ参照)

（４）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（５）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発(運営費交付金）(４－Ⅲ－ⅴ参照）

（６）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（７）水素貯蔵材料先端基盤研究事（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（８）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（９）水素先端科学基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（１０）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）

（１１）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照）
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５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組）

５－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

� 事業者単位の規制体系の導入

� 住宅・建築物に係る省エネルギー対策の強化

� セクター別ベンチマークの導入と初期需要創出（高効率機器の導入補助等）

� トップランナー基準の対象機器の拡充等

� アジアにおける省エネルギー対策の推進を通じた我が国の国際競争力の向上

� 国民の省エネルギー意識の高まりに向けた取組

５－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化

� 公共的車両への積極的導入

� 燃費基準の策定・改定

� アジアにおける新エネルギー協力

� 国際標準化による国際競争力向上

５－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進

� 補助金等による導入支援

� 新エネルギーベンチャービジネスに対する支援の拡大

� 新エネルギー産業構造の形成

� 電気事業制度・ガス事業制度の在り方の検討

５－Ⅳ．原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保

� 電力自由化環境下での原子力発電の新・増設の実現

� 資源確保戦略の展開

� 次世代を支える人材育成

� 中小型炉の海外市場への展開、我が国原子力産業の国際展開支援

� 原子力発電拡大と核不拡散の両立に向けた国際的枠組み作りへの積極的関与

� 国と地域の信頼強化

５－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

� 資源国等との総合的な関係強化（研究開発の推進・協力、人材育成・技術移転、経

済関係強化など）

� 化石燃料のクリーンな利用の開拓

６．研究開発の実施に当たっての留意事項

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金による実施されるもの（事業

名に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付

金の総額の範囲内で当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。

また、事業名に（採択テーマ）と記載された事業は、提案公募事業により採択されたテ

ーマを記載したものであり、その採択や評価等は、提案公募事業の実施機関の責任の下、

実施されるものである。

ｴﾈﾙｷﾞｰｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ基本計画　45／46



７．改訂履歴

（１）平成１６年７月７日付け、省エネルギー技術開発プログラム基本計画、新エネルギ

ー技術開発プログラム基本計画、燃料技術開発プログラム基本計画、電力技術開発プ

ログラム基本計画、原子力技術開発プログラム基本計画制定。固体高分子形燃料電池

／水素エネルギー利用プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第６号）は、

新エネルギー技術開発プログラム基本計画に統合することとし、廃止。

（２）平成１７年３月３１日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成

１６・０６・０４産局第８号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１６・

０６・０４産局第１０号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４

産局第１２号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局第１１

号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局第１３号）は、

廃止。

（３）平成１８年３月３１日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成

１７・０３・２５産局第１４号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

７・０３・２５産局第９号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２

５産局第１７号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１

２号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１３号）は、

廃止。また、次世代低公害車技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２９産

局第２号）は、省エネルギー技術開発プログラム基本計画及び燃料技術開発プログラ

ム基本計画に統合することとし、廃止。

（４）平成１９年４月２日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

７・０３・３１産局第１９号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１８・

０３・３１産局第１５号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１

産局第１８号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１７

号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１６号）は、

廃止。

（５）平成２０年４月１日付け、エネルギーイノベーションプログラム基本計画制定。省

エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２６産局第１号）、新エネ

ルギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２０産局第４号）、燃料技術開

発プログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第７号）、電力技術開発プログラム

基本計画（平成１９・０３・１６産局第３号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平

成１９・０３・２３産局第２号）は、本プログラム基本計画に統合することとし、廃

止。

（６）平成２１年４月１日付け制定。エネルギーイノベーションプログラム基本計画（平

成２０・０３・２５産局第５号）は廃止。
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Ｐ０８００３ 

 

 

（エネルギーイノベーションプログラム） 

「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」基本計画 

 

燃料電池・水素技術開発部 

 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネルギー技術

の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構築に取り組んで

いくことが不可欠である。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方向性を示し、官民双

方がこの方向性を共有することで、将来の不確実性に対する懸念が緩和され、官民において長期に

わたり軸のぶれない取組の実施が可能となることを目指し「エネルギーイノベーションプログラム」が

制定された。本事業は、その「エネルギーイノベーションプログラム」の一環として実施する。 

燃料電池及び水素技術は、上記の目的達成に向けたキーテクノロジーとして、その実用化への期

待が高い。第３期科学技術基本計画（２００６年３月）においては「先進燃料電池システムと安全な革

新的水素貯蔵・輸送技術」が戦略重点科学技術として選定され、新・国家エネルギー戦略（２００６年

５月）では燃料電池自動車に関する技術開発の推進が記され、経済成長戦略大綱（２００６年７月）に

おいて運輸エネルギーの次世代技術開発が重点分野として位置付けられている。エネルギー基本

計画（２００７年３月）、次世代自動車・燃料  イニシアティブ（２００７年５月）においても燃料電池及び

燃料電池普及のために必要となる水素技術開発の重要性が述べられ、さらには、Cool Earth 50－エ

ネルギー革新技術に定置用燃料電池、燃料電池自動車及び水素製造・輸送・貯蔵が位置付けられ

ている。 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、｢ＮＥＤＯ技術開発機構｣という。）で

は、「水素安全利用等基盤技術開発事業」（平成１５年度～１９年度）において、水素の安全性に係る

データの取得に基づく安全技術の確立、水素の製造・輸送・貯蔵・充填等に係わる技術開発を行い、

関連する各機器について基本仕様を固め、性能において世界をリードできるレベルにまで到達させ

た。安全技術の確立は、「水素社会構築共通基盤整備事業」（平成１７年度～２１年度）に引き継がれ、

燃料電池の大規模な導入・普及や技術レベルの進展に対応した既存規制の見直し等に資するため

の安全確認データの取得、国際標準の提案並びに製品性能の試験・評価手法の確立を、産業界と

の密接な連携のもとで実施している。 

また、「水素先端科学基礎研究事業」（平成１８年度～２４年度）では、水素物性等に係る基礎的か

つ高度な科学的知見の集積を行い、水素社会到来に向けた基盤整備に資することを目的に、液化・

高圧化した状態における水素物性の解明並びに液化・高圧化による材料の水素脆化に関する基本

原理の解明及び対策検討など、根本的な現象解析を実施中である。加えて、「水素貯蔵材料先端基

盤研究事業」（平成１９年度～２３年度）では、高性能かつ先端的水素貯蔵材料開発に必要な水素貯

蔵に関する基本原理の解明及び材料の応用技術に必要な基盤研究を実施中であり、両事業から基

 
プロジェクト基本計画-(1) 

 



 
プロジェクト基本計画-(2) 

 

礎固めを行うことにより、水素供給インフラを支える材料、機器及びシステム開発に関するブレイクス

ルーに繋がることを企図している。 

本研究開発では、これらの動向や並行実施事業の進捗状況を踏まえ、来るべき水素エネルギー

普及のための水素供給インフラ市場立上げ（平成２７年／２０１５年頃を想定）に向け、水素製造・輸

送・貯蔵・充填に関する低コストかつ耐久性に優れた機器及びシステムの技術開発、要素技術開発、

次世代技術開発及びシナリオ策定、フィージビリティスタディ等を行い、水素エネルギーの導入・普及

に必要な一連の機器及びシステムに関する技術を確立することを目的とする。また、技術開発の一

翼を担いつつ、実証研究や基準・標準化に関する事業と連携を図りながら推進することにより、燃料

電池の実用化・普及展開及び国際競争力の確保に資する。 

 

（２）研究開発の目標 

これまでの関連事業成果を踏まえながら、平成２２年度末を目途に、水素エネルギーの導入・普及

に必要な低コスト機器及びシステムを試作開発し、その試作開発結果を基に平成２４年度までに耐

久性評価等を行う。 

研究開発項目毎の目標（中間目標、最終目標）は、別紙の研究開発計画に示す。 

 

（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づき、研

究開発を実施する。 

 〔委託事業、共同研究事業（NEDO負担率：２／３）〕 

Ⅰシステム技術開発：「水素供給システム」を構成する機器である、水素ステーション機器や車

載等水素貯蔵/輸送容器について、低コスト化・コンパクト化に繋がる開発を行うと共に、複数

機器を組み合わせた｢水素供給システム｣の全体として耐久性等の検証を行う。 

Ⅱ要素技術開発：水素製造・輸送・貯蔵・充填機器及びシステムに関する高性能化、軽量化、低

コスト化及び長寿命化のための要素技術を開発し、検証する。 

Ⅲ次世代技術開発・フィージビリティスタディ等：水素エネルギーの導入・普及に関する新規の概

念に基づく革新的な技術（例えば、化石燃料以外からの水素製造等）の開発（国外研究機関

を活用した国際共同研究や国際協力を含む）及び水素社会実現に向けた技術開発シナリオ

の検討、水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ、燃料電池自動車および水素インフ

ラ等に係る基準・標準化のためのデータ取得等を行う。 

 

平成２２年２月に実施する研究開発項目Ⅱ、Ⅲに関する追加公募については、（ⅰ）実用化ま

で長期間を要するハイリスクな「基盤的技術」に対して、産学官の複数事業者が互いのノウハ

ウ等を持ちより協調して実施する事業、又は（ⅱ）試験・評価方法、基準・プラットフォームの提

案等、国民経済的には大きな便益がありながらも、民間企業の研究開発投資に見合うものが

見込めない「公共財の研究開発」事業であり、原則、委託事業として実施する。ただし、（ⅰ）に

ついては、上記以外のもの（※１）は、共同研究事業〔NEDO負担率：２／３〕として実施する。 

※１ 民間企業単独、民間企業のみでの連携、大学等の単独等、産学官連携とならないもの 
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開発の実施方式 

技術開発機構が、単独ないし複数の原則、本邦の企業、研究組合、公益

法

を最大限に活用するなど効率的

な研

２）研究開発の運営管理 

行に責任を有するＮＥＤＯ技術開発機構は、経済産業省及び研究開発

責

．研究開発の実施期間 

成２０年度～平成２４年度の５年間とする。 

 

．評価に関する事項 

は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技

術

．その他の重要事項 

い 

発の成果は、ＮＥＤＯ技術開発機構、実施者とも普及に努めるものとする。 

②知的基盤整備事業又は標準化等との連携 

盤整備事業または標準化等との連携を図るため、

２．研究

（１）研究開発の実施体制 

本研究開発は、ＮＥＤＯ

人等の研究機関（原則、本邦の企業等で日本国内に研究開発拠点を有していること。なお、国外

の企業等（大学、研究機関を含む）の特別な研究開発能力、研究施設等の活用または国際標準獲得

の観点から国外企業との連携が必要な部分を、国外企業等との連携により実施することができる。）

から公募によって研究開発実施者を選定後、委託により実施する。 

また本研究開発の参加企業等が保有する研究開発ポテンシャル

究開発の推進を図る観点から、技術分野ごとにワーキンググループ（ＷＧ）等を設置して分野間

の連携を図り効率的な研究開発を実施する。 

 

（

研究開発全体の管理・執

任者や研究開発実施者と密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標並びに本研究開

発の目的及び目標に照らし適切な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じてＮＥＤＯ技術開

発機構に設置する技術検討委員会等における外部有識者の意見を運営管理に反映させる他、適時

委託先からプロジェクトの進捗について報告を受けるなどを行う。また、事業を効率的に推進するた

めに、年に一回程度、本事業の実施者が一堂に会する報告会を開催し、実施者間及び関係産業界

等との情報の共有と共通認識を図ることとする。 

 

３

本研究開発の期間は平

４

ＮＥＤＯ技術開発機構

的意義並びに将来の産業への波及効果などについて、外部有識者による研究開発の中間評価を

平成２２年度、事後評価を平成２５年度に実施する。中間評価結果を踏まえ必要に応じプロジェクト

の加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。なお、評価の時期については、当該研究開発に係わる技

術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 

 

５

（１）研究開発成果の取扱

 ①成果の普及 

  得られた研究開

 

 

  得られた研究開発の成果については、知的基

データベースへのデータ提供、標準技術情報（ＴＲ）制度への提案等を積極的に行う。 
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③知的財産権の帰属 

に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産業技術

 

④関連事業との連携 

基盤整備事業｣及び｢燃料電池システム等実証研究事業（

 

  委託研究開発の成果

総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則として、すべ

て委託先に帰属させることとする。 

 

｢水素社会構築共通 水素・燃料電池実

証プロジェクト）｣等の成果や進捗状況を踏まえ、安全性に配慮した、低コストな材料や要素技術を

本研究開発で採用すると共に、産業界が中心となって進める基準・標準化整備に沿った機器・シス

テムの試作開発及び耐久性の検証に努めるものとする。また、｢水素先端科学基礎研究事業｣及

び｢水素貯蔵材料先端基盤研究事業｣と連携し、水素用材料に発生した劣化に関する基礎的メカニ

ズムや水素貯蔵材料中の水素貯蔵に関する基本原理解明等の成果も活用しながら水素環境下

にて耐久性に優れる機器またはシステムの試作開発及び検証を行うものとする。また、「固体高分

子形燃料電池実用化推進技術開発」等、燃料電池に係わるプロジェクトの成果も活用しながら事

業を進めるものとする。 

 

２）基本計画の変更 

構は、研究開発の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内外の研究開

発

）根拠法 

クトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第一号

ハ

本計画の改訂履歴 

 

ションプログラム基本計画の制定により、｢（1）研究開発の目的｣の記載

（３） ３月、中間目標等を追記して改訂。 

との連携を追記して改訂。

（

ＮＥＤＯ技術開発機

動向、政策動向、プログラム基本計画の変更、第三者の視点からの評価結果、研究開発費の確

保状況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基

本計画の見直しを弾力的に行うものとする。 

 

（３

本プロジェ

に基づき実施する。 

   

６．基

（１）平成２０年３月、制定。

（２）平成２０年７月、イノベー

を改訂。 

平成２１年

（４）平成２２年２月、研究開発項目Ⅱ、Ⅲの拡充、関連事業  
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（別紙）研究開発計画 

 

研究開発項目Ⅰ：｢システム技術開発｣ 

 

１．研究開発の必要性 

水素供給インフラ市場立上げ（２０１５年頃を想定）のためには、水素ステーション及び水素貯蔵・

輸送容器に関し、低コストかつ耐久性に優れた機器及びシステムに関する技術を確立する必要があ

る。 

 

２．研究開発の具体的内容 

これまでに開発した要素技術及び機器をベースに、複数機器を連結した「水素供給システム」とし

て、７０ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機器や車載等水素貯蔵容器の低コスト化・コンパクト

化に繋がる開発を行うと共に、水素供給システム全体としての耐久性等を検証する。 

 

（１）７０ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

低コスト化、コンパクト化及び高耐久性に関する機器及び市場立上げ時期に必要となるシス

テム仕様の検討、試作開発、性能検証・評価を実施すると共に、複数機器を連結させた水素供

給システム全体としての性能評価を実施する。実施に際しては下記の技術課題に留意する。 

 

①圧縮機、蓄圧器、ディスペンサー等主要部品に関し、 

・ 低コスト・耐水素脆化材料の採用 

・ 高圧シール(７０ＭPa 級対応)の工夫・検証・評価 

・ 耐久性・メンテナンス性・製造加工性を考慮した構造・仕様の検証・評価 

・ 省スペース化のための工夫・検討 

・ カプラー、接続継ぎ手部、溶接部の耐久性・信頼性の確認 

・ 部品の定期的検査方法（非破壊検査を含む）の検討・検証 

・ 複合容器、バルブ、配管等燃料電池自動車部品の供用・活用 

・ （圧縮機について）振動・騒音対策、遠隔監視等の検証・評価 

・ （ディスペンサーについて）プレクール機能の検証・評価 

 

②過流防止弁、緊急離脱カプラー等水素取扱にて安全確保上必須部品に関し、上記①に掲

載した項目に加え、 

・ 国内における製造技術の確立 

 

③水素供給システム全体としての性能評価 

・ 市場立上げ・普及に対応したシステム仕様の最適化 

・ 連動性・制御性・負荷追従性確認・評価 

・ 性能評価結果を元にした機器システム開発へのフィードバック 
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（２）車載等水素貯蔵/輸送容器システム技術に関する研究開発 

低コスト化、コンパクト化及び高耐久性に関する機器及び市場立上げ時期に必要となるシス

テム仕様の検討、試作開発、性能検証・評価を実施すると共に、水素ステーション機器システム

と連動させたトータルシステムとしての性能評価を実施する。実施に際しては、下記技術課題に

留意する。 

 

①車載高圧水素ガス容器、ハイブリッド容器、運送用複合容器等に関し、 

・ 低コスト・耐水素脆化材料の採用 

・ 高圧シールの工夫・検証・評価 

・ 耐久性・メンテナンス性・製造加工性を考慮した構造・仕様の検証・評価 

・ 省スペース化のための工夫・検討・評価 

・ 溶接、接続継ぎ手部の耐久性・信頼性の確認 

・ 部品の定期的検査方法（非破壊検査を含む）の検討・評価 

 

②水素貯蔵材料、熱交換器、容器を組み合わせた貯蔵システムに関し、 

・ 低コスト・高耐久性水素貯蔵材料の採用 

・ 水素吸放出に伴う温度制御性（熱交換機能）の工夫・検証・評価 

・ 用途に応じた最適容器形状やシステム構成の検討・評価 

・ 水素貯蔵材料及び収納容器を含む水素貯蔵システムとしての性能評価・材料開発への

フィードバック 

 

③水素ステーション機器システムと連動させたトータルシステムとしての 性能検証・評価 

・ 市場立上げ・普及に対応したシステム仕様の最適化 

・ 連動性・制御性・負荷追従性確認・評価 

・ 性能評価結果を元にした機器開発へのフィードバック 

 

 

３．達成目標 

 各研究開発テーマに関する達成目標は下記の通り。 

（１）７０ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

市場立上げ時期に必要となる７０ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システムとして以

下を満足する技術を確立する。 

『最終目標』 

低コスト化：設備コスト ２億円以下／システム 

［３００Ｎｍ３/ｈ規模の場合、土地取得価格を除く］ 

高耐久性 ：各機器メンテナンス回数 １回以下/年 

［日常的な簡易検査やメンテナンスを除く］ 

『中間目標』 

「水素安全利用等基盤技術開発」にて開発した要素機器等に必要な改良を加えつつ、水
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素ステーションシステムとして構成配置し、延べ 1 年以上（DSS 運転等を含む）の耐久性

を検証する。 

 

（２）車載等水素貯蔵/輸送容器システム技術に関する研究開発 

水素ステーション機器システムと連動させたトータルシステムの中で、車載等水素貯蔵／輸送シ

ステムに水素をスムーズに充填できると共に、以下を満足する技術を確立する。 

『最終目標』 

低コスト化：２０万円以下／容器システム 

高性能化 ：圧縮水素容器システムの場合は、 

圧力＝７０ＭPa 

質量貯蔵密度（システム）＝６．５wt％ 

          水素量/容積/容器質量＝５ｋｇ/１２０Ｌ/７５ｋｇ 

 

          ハイブリッド容器システムの場合は、 

          圧力＝３５ＭPa 

          質量貯蔵密度（システム）＝３wt％ 

               水素量/容積/容器質量＝５ｋｇ/１００Ｌ/１６５ｋｇ 

 

『中間目標』 

低コスト化：水素貯蔵合金のコストを￥１０，０００/ｋｇ以下にする目処をつける。 

高性能化 ：容器体積密度（外容積）＝２８（ｇ－Ｈ２／Ｌ） 以上 

（ハイブリッド容器システムの場合） 
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研究開発項目Ⅱ：｢要素技術開発｣ 

 

１．研究開発の必要性 

 水素エネルギーの導入・普及のためには、機器単体及び要素技術レベルにおいて高性能化、軽量

化等効率向上を行っておくことが不可欠である。 

 

２．研究開発の具体的内容 

水素製造・輸送・貯蔵・充填機器及びシステムの高性能化・軽量化等効率向上に繋がる要素技術

について、ユーザーの立場を考慮した高性能化、低コスト化・長寿命化・メンテナンス性向上のため

の要素技術開発を行う。 

（１）水素製造機器要素技術に関する研究開発 

高性能化に関する機器仕様検討、試作開発、性能評価を実施すると共に、ユーザーの立場を

考慮した低コスト化・長寿命化・メンテナンス性向上に関する仕様検討、試作開発、性能検証・評

価を実施する。実施に際しては下記の技術課題に留意する。 

  たとえば、水蒸気改質方式に関して、 

・ 改質反応温度の低温化のための材料探索・メンブレン構造仕様検討・試作開発 

・ 低温高活性改質触媒の探索・試作開発 

・ 耐久性向上のためのメンブレン製造加工方法の工夫・検討 

・ 起動時間短縮のための機器構造・システム仕様検討・試作開発 

・ 省スペース化のための工夫・検討 

・ 遠隔監視、通報・診断機能の工夫・検討 

 

（２）水素貯蔵材料・水素貯蔵/輸送機器要素技術に関する研究開発 

高性能化に関する機器仕様検討、試作開発、性能検証・評価を実施すると共に、ユーザーの

立場を考慮した低コスト化・長寿命化・メンテナンス性向上に関する仕様検討、試作開発、性能

検証・評価を実施する。実施に際しては下記の技術課題に留意する。 

①水素貯蔵合金、無機系貯蔵材料等に関して、 

・ 水素貯蔵密度の向上 

・ 水素吸放出温度低温化 

・ 耐久性・製造加工性を考慮した材料組成・仕様の検討・試作開発 

・ 低コスト材料の採用 

・ 材料性能評価方法の検討 

 

②上記水素貯蔵材料を収納した容器（低圧、高圧）等に関し、 

・ 水素吸放出に伴う温度制御性の向上（熱交換機能の工夫） 

・ 用途に応じた最適容器形状の検討（省スペース化のための工夫を含む） 

 

 

（３）水素ステーション機器要素技術に関する研究開発 
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高性能化に関する機器仕様検討、試作開発、性能検証・評価を実施すると共に、ユーザーの

立場を考慮した低コスト化・長寿命化・メンテナンス性向上に関する仕様検討、試作開発、性能

評価を実施する。実施に際しては、下記の技術課題に留意する。 

 

①圧縮機、蓄圧器、ディスペンサー等主要部品に関し、 

・ 低コスト・耐水素脆化材料の採用 

・ 高圧シール(７０ＭPa 級対応)の工夫・検証・評価 

・ 耐久性・メンテナンス性・製造加工性を考慮した構造・仕様の検証・評価 

・ 省スペース化のための工夫・検討 

・ カプラー、接続継ぎ手部、溶接部の耐久性・信頼性の確認 

・ 部品の定期的検査方法（非破壊検査を含む）の検討・検証 

・ 複合容器、バルブ、配管等燃料電池自動車部品の供用・活用 

・ （圧縮機について）振動・騒音対策、遠隔監視等の検証・評価 

・ （ディスペンサーについて）プレクール機能の検証・評価 

・ 機器開発加速のための材料開発および国内規制見直しに資する材料データ取得 

 

②過流防止弁、緊急離脱カプラー等水素取扱にて安全確保上必須部品に関し、上記①に掲

載した項目に加え、 

・ 国内における製造技術の確立 

 

３．達成目標 

達成目標は下記の通り。なお、いずれもシステム技術に適用できる要素技術であることから、シス

テム技術開発で設定した達成目標を満たす内容とする。 

 

（１）水素製造機器要素技術 

  水蒸気改質方式に関して、 

『最終目標』 

改質効率＝８０％以上 

起動時間＝３時間未満 

設備サイズ＝１０ｍ３以下 

設備コスト＝３０万円/Ｎｍ３・ｈ 

『中間目標』 

小規模のパイロットプラントを設計・製作し、性能の検証を行う。 

 

（２）水素貯蔵材料（同材料容器を含む）・水素貯蔵/輸送容器要素技術 

『最終目標』 

(ア) 貯蔵材料（同材料容器や関連部品を含む）に関しては、 

質量貯蔵密度＝６wt％以上、 

水素放出温度＝１５０℃以下、 
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耐久性＝１０００回吸放出で初期貯蔵性能の９０％保持、 

材料コスト＝１０００円/ｋｇ 

(イ) 圧縮水素容器に関しては、 

圧力＝７０ＭPa 

質量貯蔵密度（システム）＝６．５wt％ 

水素量/容積/容器質量＝５ｋｇ/１２０Ｌ/７５ｋｇ 

コスト＝２０万円以下／容器  

(ウ) ハイブリッド容器に関しては、 

圧力＝３５ＭPa 

質量貯蔵密度（システム）＝３wt％ 

水素量/容積/容器質量＝５ｋｇ/１００Ｌ/１６５ｋｇ 

コスト＝２０万円以下／容器 

『中間目標』 

材料系の探索と開発を実施し、そこから材料組成等を絞り込み、最終目標の質量水素密度

６ｗｔ％以上および水素放出温度１５０℃以下を達成する新規材料の開発の可能性を見極

める。 

 

 （３）水素ステーション機器要素技術 

  水素ステーション機器システムに適用される要素技術として、下記目標達成に繋がる

技術として確立する。 

『最終目標』 

低コスト化：設備コスト ２億円以下/システム 

［３００Ｎｍ３/ｈ規模の場合、土地取得価格を除く]  

高耐久性 ：各機器メンテナンス回数 １回以下/年 

［日常的な簡易検査やメンテナンスを除く］ 

『中間目標』 

普及に向けた水素ステーションシステム及び機器に関するコストダウン検討を行い、

その対策案を検証する。 
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研究開発項目Ⅲ：｢次世代技術開発・フィージビリティスタディ等｣ 

 

１．研究開発の必要性 

水素エネルギーの導入・普及に関する技術開発において、ブレイクスルーを見出すためには、たと

えば化石燃料以外からの水素製造など、新規の概念に基づく革新的な次世代技術の探索及び同技

術の有効性確認・検証を常に行うことが不可欠である。また早期に水素社会を実現するためには、

開発技術が反映される水素エネルギー導入・普及のための技術開発シナリオの設定・技術開発動向

に対応した適時見直し、及び国内規制の見直し、国際標準化が不可欠である。  

 

２．研究開発の具体的内容 

水素エネルギーの導入・普及に対し、新規の概念に基づく革新的な次世代技術（たとえば、化石

燃料以外からの水素製造等）の探索及び同技術の有効性確認・検証を行うと共に、水素社会実現の

ための技術開発シナリオの検討、水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ、基準・標準化に資

するデータ取得等を行う。 

 

①革新的な次世代技術の探索・有効性検証に関する研究開発 

（ア）国内外技術開発動向の調査（国際研究協力を含む） 

（イ）革新的な次世代技術（たとえば、化石燃料以外からの水素製造等）の探索・有効性検証 

 

②水素エネルギー導入・普及のための技術開発シナリオに関するフィージビリティスタディ等研究

開発 

(ア) 技術開発シナリオの調査・検討 

(イ) 技術開発動向を踏まえたシナリオ見直し 

(ウ) 水素キャリア(有機ハイドライド、液体水素等)に応じたフィージビリティスタディ 

（エ）  燃料電池自動車および水素インフラに係る基準・標準化のためのデータ取得等 

 

３．達成目標 

 （１）革新的な次世代技術の探索・有効性検証 

  現有ガソリン供給インフラと同等の設備コストで対応可能となる（水素供給インフラを構成する）材

料、機器、システムの設計指針または概念設計を確立する（平成２１年度までの目標）。さらに、そ

れまでの研究開発成果を評価し、更に１年間の継続可と判断する研究開発について、実用化のた

めの詳細検討・検証等を行う（平成２２年度までの目標）。 

 

（２）水素エネルギー導入・普及のための技術開発シナリオに関するフィージビリティスタディ等 

  水素エネルギー導入・普及に向け、社会コストミニマムとなる展開シナリオ及び水素キャリア（有

機ハイドライド、液体水素等）に応じたケーススタディやフィージビリティスタディを行い、今後の技

術開発における課題を抽出する（平成２１年度までの目標）。 

また、国際標準に関しては、取得したデータを基に、水素燃料仕様等の国際標準化において日本

が主導的にIS化を進め、期限内に完了する。国内規制見直しに関しては、水素エネルギー導入・
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普及に向け、使用可能鋼材の拡充、耐圧安全係数検討等に資するデータを取得し、産業界主導で

見直しを完了する（平成２４年度までの目標）。 

 



資源に乏しいわが国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネ
ルギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社
会の構築に取り組んでいくことが丌可欠である。他方、エネルギー技術開発は、長期間
を要するとともに大規模投資を伴う一方で将来の丌確実性が大きいことから、民間企業
が持続的な取組を行うことは必ずしも容易ではない。このため、政府が長期を見据えた
将来の技術進展の方向性を示し、官民双方がこの方向性を共有することで、将来の丌確
実性に対する懸念が緩和され、官民において長期にわたり軸のぶれない取組の実施が可
能となる。

また、「新・国家エネルギー戦略」や「エネルギー基本計画」においても、エネル
ギー技術戦略策定の必要性が明記されており「新・国家エネルギー戦略」が想定する
2030年という長期の時間設定の中、超長期エネルギー技術ビジョン（2005年10月策定）
を参考にしつつ、2006年11月策定のエネルギー技術戦略マップ2006をベースにし、技術
戦略マップ2007（エネルギー分野）を作成した。技術戦略マップ2008は2007年5月の総
理イニシアティブ「クールアース50」を受けて策定された「Cool Earth-エネルギー革
新技術計画」（2008年3月策定）をもとに、足下の2030年頃までの見通しに変更があっ
たものについて修正を行ったものである。

技術戦略マップ2009の策定に当たっては主に下記の3項目の内容について見直しを実
施し、改訂を行った。
・省エネルギー技術戦略との整合【参考資料：省エネルギー技術戦略2009】
・既存ロードマップに最新技術を反映
・個別技術の統廃合（235技術→178技術（新2技術））

エネルギー分野
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Ⅱ．技術の特徴付けについて

エネルギー技術分野全体を俯瞰するため、有識者にアンケート調査を行い、5つの政
策目標に対する寄不について定性的な評価を行った。

Ⅲ．エネルギー技術全体の俯瞰図について

評価結果を基に、5つの政策目標に対する寄不を示したエネルギー技術全体を俯瞰す
るマップを作成した。

エネルギー分野の技術戦略マップ

Ⅰ．検討の手順
技術戦略マップは、政策目標を実現するために必要な技術を要素技術を含めて抽出し

た技術マップ、技術開発の進展を時間軸に沿って示した技術ロードマップ、及び技術開
発とそれ以外の関連施策を併せて示した導入シナリオから構成されている。
本技術戦略マップの作成にあたっては、2006年に策定した「新・国家エネルギー戦

略」における政策の柱を踏まえ、①総合エネルギー効率の向上、②運輸部門の燃料多様
化、③新エネルギーの開発・導入促進、④原子力の利用、そして、⑤化石燃料の安定供
給確保と有効かつクリーン利用、の5つの政策目標を設定した上で、これらに寄不する
主なエネルギー分野の技術を抽出した。

次に、抽出した技術を時間軸展開することによりロードマップの作成を行い、技術開
発及びその成果が導入されるにあたって必要となる関連施策を整理した導入シナリオの
作成を行った。

⑤化石燃料の安定供給確保と
有効かつクリーンな利用

①総合エネルギー効率の向上 ②運輸部門の燃料多様化

③新エネルギーの開発・導入促進
④原子力利用の推進と

その大前提となる安全の確保

評価項目 内 容

政策目標に関する指標

①総合エネルギー効
率の向上

転換部門における「エネルギー転換効率向上」、産業部門における「製造プ
ロセス効率向上」、民生・運輸部門における「省エネルギー」など、GDPあ
たりの最終エネルギー消費指数を向上することに寄不する技術

②運輸部門の燃料多
様化

バイオマス由来燃料、GTL（Gas to Liquid）、BTL （Biomass to Liquid） 、
CTL （Coal to Liquid）などの新燃料、EV（電気自動車）やFCV（燃料電池
自動車）など、運輸部門の石油依存度を低減することに寄不する技術

③新エネルギーの開
発・導入促進

太陽、風力、バイオマス等を起源とするエネルギーに関連する技術の開発・
導入促進に寄不する技術。また、再生可能エネルギーの普及に資する新規技
術、エネルギー効率の飛躍的向上に資する技術、エネルギー源の多様化に資
する新規技術など「革新的なエネルギー高度利用技術」も含む。

④原子力利用の推進
とその大前提となる
安全の確保

2030年以降においても、発電電力量に占める原子力発電の比率を30～40％程
度以上とすることに寄不する技術。負荷平準化等、原子力利用の推進に資す
る技術や安全確保に資する技術も含む。

⑤化石燃料の安定供
給とクリーン・有効
利用

化石資源の開発・有効利用技術、CCT（クリーン・コール・テクノロジー）
などのクリーン利用や、資源確保に資する技術
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エ
ー

テ
ル

（
D

M
E
）

超
重

質
油

高
度

分
解

・利
用

技
術

◆
オ

イ
ル

サ
ン

ド
油

等
の

高
度

分
解

・処
理

技
術

◆
オ

イ
ル

サ
ン

ド
・ビ

チ
ュ

メ
ン

等
の

高
度

利
用

・活
用

技
術

石
油

精
製

技
術

◇
石

油
精

製
ゼ

ロ
エ

ミ
ッ

シ
ョ

ン
化

・
環

境
適

合
化

技
術

重
質

原
油

利
用

技
術

○
◆

重
質

油
等

高
度

対
応

処
理

・
合

成
軽

油
製

造
技

術
○

◇
低

品
油

か
ら

の
高

オ
ク

タ
ン

価
ガ

ソ
リ

ン
製

造
技

術

電
力

貯
蔵

▽
☆

□
N

aS
電

池
▽

☆
□

揚
水

発
電

新
電

力
供

給
シ

ス
テ

ム
▽

★
需

要
地

シ
ス

テ
ム

技
術

蓄
熱

▽
☆

蓄
熱

シ
ス

テ
ム

熱
輸

送
▽

☆
熱

輸
送

シ
ス

テ
ム

未
利

用
エ

ネ
ル

ギ
ー

▽
☆

温
度

差
エ

ネ
ル

ギ
ー

利
用

▽
☆

熱
電

変
換

▽
☆

圧
電

変
換水

素
利

用
▽

☆
水

素
燃

焼
タ

ー
ビ

ン燃
料

電
池

▽
☆

◇
リ

ン
酸

形
燃

料
電

池
（
P

A
F
C

）
▼

☆
◆

溶
融

炭
酸

塩
型

形
燃

料
電

池
（
M

C
F
C

）
▼

★
◆

固
体

酸
化

物
形

燃
料

電
池

（
S
O

F
C

）

高
効

率
コ

ー
ジ

ェ
ネ

▼
☆

◇
燃

料
電

池
コ

ー
ジ

ェ
ネ

高
効

率
コ

ー
ジ

ェ
ネ

▼
◇

ガ
ス

・石
油

エ
ン

ジ
ン

コ
ー

ジ
ェ

ネ
▼

◇
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
コ

ー
ジ

ェ
ネ

▽
◇

高
効

率
工

業
炉

・ボ
イ

ラ
ー

▼
◇

コ
プ

ロ
ダ

ク
シ

ョ
ン

石
炭

火
力

発
電

▼
◆

A
-
U

S
C

▼
◆

IG
C

C
▼

◆
IG

F
C

高
効

率
天

然
ガ

ス
発

電
▼

◆
高

温
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
▽

◇
ア

ド
バ

ン
ス

ド
高

湿
分

空
気

燃
焼

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

発
電

（
A

H
A

T
）

L
P

ガ
ス

利
用

技
術

▽
◇

L
P

ガ
ス

高
効

率
燃

焼
機

器
技

術

石
油

精
製

技
術

▽
◇

省
燃

費
・高

耐
久

性
潤

滑
油

開
発

技
術

高
効

率
内

燃
機

関
自

動
車

▽
〇

◇
ガ

ソ
リ

ン
自

動
車

▼
●

◆
デ

ィ
ー

ゼ
ル

自
動

車
▽

○
◇

天
然

ガ
ス

自
動

車

▽
●

◇
高

性
能

鉄
道

▽
○

◇
高

性
能

船
舶

▽
○

◇
高

性
能

航
空

機

先
進

交
通

シ
ス

テ
ム

▼
○

◇
モ

ー
ダ

ル
シ

フ
ト

石
炭

利
用

技
術

○
◆

石
炭

液
化

技
術

（
C

T
L
）

水
素

製
造

○
★

◇
ガ

ス
化

水
素

製
造

バ
イ

オ
マ

ス
燃

料
製

造
○

★
◇

バ
イ

オ
マ

ス
資

源
供

給
●

★
◇

セ
ル

ロ
ー

ス
系

の
エ

タ
ノ

ー
ル

化
(資

源
作

物
・木

質
・
草

木
等

）
●

★
◇

デ
ィ

ー
ゼ

ル
用

バ
イ

オ
燃

料
○

★
◇

ガ
ス

化
B

T
L
製

造

バ
イ

オ
マ

ス
燃

料
製

造
○

☆
メ

タ
ン

発
酵

（
下

水
汚

泥
・
畜

糞
・
食

廃
等

W
E
T
系

）
○

☆
水

素
発

酵

水
素

製
造

●
☆

固
体

高
分

子
水

電
解

○
☆

次
世

代
水

分
解

水
素

製
造

（
高

温
水

蒸
気

電
解

・
光

触
媒

）
●

☆
ア

ル
カ

リ
水

電
解

水
素

貯
蔵

●
☆

無
機

系
・合

金
系

水
素

貯
蔵

材
料

○
☆

有
機

系
・炭

素
系

水
素

貯
蔵

材
料

●
☆

水
素

貯
蔵

容
器

水
素

輸
送

・
供

給
●

☆
圧

縮
水

素
輸

送
・供

給
●

☆
液

体
水

素
輸

送
・供

給
○

★
水

素
パ

イ
プ

ラ
イ

ン
●

☆
水

素
ガ

ス
供

給
ス

タ
ン

ド
安

全
対

策
技

術

バ
イ

オ
マ

ス
燃

料
製

造
☆

◇
石

炭
付

加
バ

イ
オ

マ
ス

燃
料

製
造

技
術

電
力

貯
蔵

▽
●

☆
ニ

ッ
ケ

ル
水

素
電

池
▼

●
★

リ
チ

ウ
ム

イ
オ

ン
電

池
▼

○
☆

キ
ャ

パ
シ

タ

電
力

貯
蔵

▽
☆

超
電

導
電

力
貯

蔵

石
炭

利
用

技
術

☆
◆

石
炭

ガ
ス

化
多

目
的

利
用

技
術

電
力

貯
蔵

☆
□

圧
縮

空
気

電
力

貯
蔵

（
C

A
E
S
）

•
技

術
名

の
前

に
記

し
た

色
抜

き
の

記
号

（
▽

○
☆

□
◇

）
は

、
そ

の
技

術
が

寄
与

す
る

政
策

目
標

を
示

す
（
▽

：
総

合
エ

ネ
ル

ギ
ー

効
率

の
向

上
、

○
：
運

輸
部

門
の

燃
料

多
様

化
、

☆
：
新

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

開
発

・
導

入
促

進
、

□
：
原

子
力

利
用

の
推

進
と

そ
の

大
前

提
と

な
る

安
全

の
確

保
、

◇
：
化

石
燃

料
の

安
定

供
給

と
ク

リ
ー

ン
・
有

効
利

用
）
。

•
特

に
政

策
目

標
へ

の
寄

与
が

大
き

い
と

思
わ

れ
る

技
術

に
つ

い
て

は
、

そ
の

寄
与

が
大

き
い

政
策

目
標

を
、

色
塗

り
の

記
号

（
▼

●
★

■
◆

）
で

示
し

、
技

術
名

は
、

赤
字

・
下

線
付

き
で

記
載

し
た

。

ク
リ

ー
ン

エ
ネ

ル
ギ

ー
自

動
車

▼
●

★
◇

プ
ラ

グ
イ

ン
ハ

イ
ブ

リ
ッ

ド
自

動
車

▼
●

☆
◇

電
気

自
動

車
▼

●
★

◇
燃

料
電

池
自

動
車

▽
○

☆
◇

水
素

エ
ン

ジ
ン

自
動

車

燃
料

電
池

▼
●

★
◇

固
体

高
分

子
形

燃
料

電
池

（
P

E
F
C

）
▽

○
☆

◇
ダ

イ
レ

ク
ト

メ
タ

ノ
ー

ル
形

燃
料

電
池

（
D

M
F
C

）

高
効

率
送

電
▼

☆
■

◇
超

電
導

高
効

率
送

電
▼

☆
■

◇
大

容
量

送
電

産
業

間
連

携
▼

◇
産

業
間

エ
ネ

ル
ギ

ー
連

携

省
エ

ネ
型

産
業

プ
ロ

セ
ス

▼
蒸

気
生

成
ヒ

ー
ト

ポ
ン

プ

省
エ

ネ
家

電
・
業

務
機

器

▼
高

効
率

デ
ィ

ス
プ

レ
イ

▼
有

機
E
L
デ

ィ
ス

プ
レ

イ
▼

省
エ

ネ
型

情
報

機
器
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ス
テ

ム
▼

大
容

量
高

速
ネ

ッ
ト

ワ
ー
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通
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・

光
ネ

ッ
ト

ワ
ー
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通

信
▽

省
エ

ネ
型

冷
凍

冷
蔵

設
備

▽
待

機
時

消
費

電
力

削
減

技
術

新
電

力
供

給
シ

ス
テ

ム
★

配
電

系
統

の
分

散
型

電
源

連
系

技
術

新
電

力
供

給
シ

ス
テ

ム
★

□
基
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系

統
の

分
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型
電

源
連

系
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術
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度

石
油

利
用

技
術

○
◇

石
油
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造
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送
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◇
自

動
車

用
新
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用

技
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○
◇

燃
料
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利
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用
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術

▽
☆
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オ
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フ
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ー

②
運
輸
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の

燃
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化
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効

率
内

燃
機

関
自

動
車

▼
〇

★
◆

ハ
イ

ブ
リ

ッ
ド

自
動

車

バ
イ

オ
マ

ス
・
廃

棄
物

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用
☆

◇
バ

イ
オ
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ス

・
廃
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物

直
接

燃
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★
◇

バ
イ

オ
マ

ス
・
廃

棄
物
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ス
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発

電

先
進

交
通

シ
ス

テ
ム

▼
○

高
度

道
路

交
通
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ス

テ
ム

（
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S
）

未
利

用
エ

ネ
ル

ギ
ー

☆
雪

氷
熱

利
用

▼
◇

コ
ン
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ナ

ー
ト
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度
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合
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技

術
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O

2
回

収
貯

留
◆

C
O

2
分
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回

収
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術
◆
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O

2
地

中
貯
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◆

C
O

2
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高
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率
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発

電
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☆
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ス
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合

発
電
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Ⅳ 技術マップ・技術ロードマップ・導入シナリオの見方

○技術マップ

エネルギー分野全体から2030年頃までに実用化され、5つの政策目標に寄不すると思
われる178個の技術を洗い出し、それぞれの政策目標の達成に寄不する技術別に、分
類・整理してリストとして示すともに、下図のように一次エネルギー／二次エネルギー
／最終エネルギー消費のエネルギーの流れ、電気／熱／燃料等のエネルギーの形態、産
業／民生／運輸の需要部門別に整理を行い図示した。

石炭

石油

天然ガス

非在来型化石燃料

化石資源

水素

燃料

熱

運輸

産業

バイオマス

太陽

風力

水力

海洋

地熱

原子力

自然エネルギー
電気

民生

二次エネルギー

一次エネルギー

最終需要部門
電気

電気

水素

エネルギーの流れ

供給部門

転換部門

エネルギー輸送

燃料

熱

燃料

水素
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○技術ロードマップ

それぞれの政策目標達成に寄不する技術について、技術開発を推進する上で必要な要
素技術・課題、求められる機能等の向上、技術開発フェーズの進展等を時間軸上にマイ
ルストーンとして展開した

また、技術スペックの記載にあたっては、分野別推進戦略や他分野のロードマップを
参考とした 。

個別技術No.は次の考え方で区分した。

1桁目 ：「新・国家エネルギー戦略」における5つの政策目標のうち
一番関連が強い政策目標を表す。

2,3桁目 ：エネルギー技術を指す。

（4桁目 ：個別の番号）
5桁目 ：俯瞰図における位置を指す。

研究開発段階 実証試験段階 導入段階 普及段階

性能目標、コスト目標等

要素・関連技術、課題等

技術が実現し、設備・製品が量産化されて
市場に導入される時期。通常の導入支援
策を前提とし、経済性、技術の実現可能性
など総合的に考慮。

転換、産業部門などの大型設備は１号機
導入、民生・運輸部門などでは市場で競合
できる時期を表す。

研究開発により、各要素技術
等がほぼ確立あるいは課題
が解決される時期。ただし、導
入時期もあわせ、今後の技術
の進展および技術以外の要
因により時期は前後する。

個別技術

エネルギー技術

政策目標に対する寄与の評
価が可能なレベルで細分化
した技術

市場ニーズ・社会ニーズを実
現するためのシステム・プロ
セス・製品などの技術群

※各ロードマップの線の色は、主として属する技術分野を表す。
緑：省エネ技術 青：新エネ技術 橙：電力・ガス技術
赤：原子力技術 紫：燃料技術

A

B

D

I

L

J

Q

C G
E

K

Ｏ Ｓ

Ｈ

Ｎ

Ｆ

Ｍ

Ｒ
Ｐ

①総合エネルギー効率の向上

④原子力利用の推進と
その大前提となる安全の確保

⑤化石燃料の安定供給とクリーン・有効利用

③新エネルギーの開発・導入促進

②運輸部門の
燃料多様化

要素技術の注釈として【】および ・ を表記。
【】：複数の要素技術により達成される技術
・ ：より詳細な要素技術

○導入シナリオ

5つの政策目標毎に、国内外の背景、エネルギー政策の動向、主な技術開発及び関連
施策、その政策目標を達成するための共通関連施策について整理した。
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Ⅴ．改定のポイント

 省エネルギー技術戦略との整合【参考資料：省エネルギー技術戦略2009】
 既存ロードマップに最新技術を反映
 個別技術の統廃合（235技術→178技術（新2技術））
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Ⅵ 政策目標に寄不する技術の
「技術マップ」・「技術ロードマップ」・「導入シナリオ」

ⅰ．総合エネルギー効率の向上

（ⅰ－１）目標と将来実現する社会像
1970年代以来、官民をあげて省エネルギーに取り組み、産業構造の転換や新たな

製造技術の導入、民生機器の効率改善等により相当程度の成功を収めてきた。今後
約30年においても、「新・国家エネルギー戦略」に掲げるこれまでと同程度の成果
（2030年までにGDPあたりのエネルギー利用効率を約30％向上）を実現していくため
には、産業部門はもとより、全部門において、総合エネルギー効率の向上に資する
技術開発とその成果の導入を促進することが丌可欠である。

（ⅰ－２）研究開発の取組み
関連技術を5つ分類した。

○燃料を省く、または効率的に利用することによる製造プロセスの抜本的な効率化を
図るための「超燃焼システム技術」

○余剰エネルギーを時間的・空間的な制約を超えて利用し、エネルギー需給のミス
マッチを解消するための「時空を超えたエネルギー利用技術」

○生活スタイルの変化に伴う民生部門でのエネルギー消費量の増加に対応し、高効率
機器とＩＴとの融合により省エネルギーを図るための「省エネ型情報生活空間創生
技術」

○運輸部門のエネルギー消費量の削減に向け、輸送機器の効率化とモーダルシフト等
利用形態の高度化により省エネルギーを図るための「先進交通社会確立技術」

○幅広い分野で使用される半導体等のデバイスの高性能化により省エネルギーを図る
ための「次世代省エネデバイス技術」

また、電力貯蔵技術等の電力安定供給に資する技術、送電ロスを大幅に低減する
技術等は、「時空を超えたエネルギー利用技術」に分類した。

（ⅰ－３）関連施策の取組み
○事業者支援補助金による初期需要創出（高効率機器の補助導入など）
○セクター別ベンチマークの導入によるエネルギー消費原単位改善
○省エネ評価制度の国際的整備
○国際標準化・規格化による国際競争力の向上
○国民の省エネルギー意識の高まりに向けた取組
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ⅱ．運輸部門の燃料多様化

（ⅱ－１）目標と将来実現する社会像
ほぼ100％を石油に依存する運輸部門は、わが国エネルギー需給構造上、最も脆

弱性が高く、その需給構造の次世代化は、将来に向けた早急な対策が丌可欠な課題
となっている。

「新・国家エネルギー戦略」に掲げる目標（2030年に向け、運輸部門の石油依存
度が30％程度となることを目指す）の実現のためにも、官民が中長期的な展望・方
向性を共有しつつ、技術開発と関連施策を推進していくことが必要である。

（ⅱ－２）研究開発の取組み
○バイオマス由来燃料

地域における実証的な取組が進みつつあるが、供給インフラの未整備や、燃料利
用の際の利便性に関する制約等の課題が存在する。このため、こうした課題の解決
に向け、バイオマス由来燃料の導入促進に向けた実証実験の推進や供給インフラの
整備に加え、低コストなエタノール製造技術等の技術開発を推進することが必要で
ある。

○天然ガスを起源とするGTL（Gas to Liquid）
ディーゼルエンジンでの活用が可能であり、また、硫黄分等を含まないため環境

面で優れた新たな形態の燃料として注目されている。今後、バイオマス由来のBTL
（Biomass to Liquid）や石炭由来のCTL（Coal to Liquid）とともに、これら合成
液体燃料の製造技術の早期確立を図ることが必要である。

○燃料電池自動車関連
走行距離の拡大、燃料電池本体の抜本的低コスト化や耐久性の向上等の技術の確

立とともに、水素供給に係わるインフラの整備及び水素製造、並びにそれらの安全
対策の確立が丌可欠である。

○電気自動車等
近年急速に普及しているハイブリッド自動車の技術をさらに進め、搭載する電池

の性能を向上させることにより、プラグインハイブリッド自動車、さらには電気自
動車の技術開発を推進することが必要である。

（ⅱ－３）関連施策の取組み
○公共的車両への積極的導入
○燃料基準の策定・改定
○アジアにおける新エネルギー協力
○国際標準化による国際競争力向上
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（ⅱ－4）改訂の主たるポイント
○技術の目的、方向性が同一の技術であるものを統廃合し、45の技術とした。

具体的には、
・「天然ガス等からのLPガス合成技術」は同じ天然ガスからの液化技術である5521
「天然ガス液体燃料化技術（GTL）」に統廃合した。
・「LPG/DME混合燃料利用技術」は、同じDMEの製造・利用技術である5524J「ジメチ
ルエーテル（DME）」に統廃合した。
・水素貯蔵材料は、貯蔵メカニズムや水素との反応速度など基礎的なメカニズムが
解明され、新材料の開発などのステージにある3331I「無機系・合金系水素貯蔵材
料」と、基礎的なメカニズムがまだ完全に解明されていない3332I「有機系・炭素系
水素貯蔵材料」に分別した。
・「石油からの水素製造・輸送技術」 、「石油残渣コークス・ピッチからの水素製
造・輸送技術」は同じ製油所から副生、製造される水素の製造・輸送技術であるこ
とから5311J「石油・ピッチからの水素製造・輸送技術」に統合した。
・船舶管理システムである「高効率海運システム」は、2301N「高性能船舶」に統廃
合した。
・「バイオマス等非在来石油高度利用活用技術」、「GTL等新燃料、石油の共利用技
術」は、同じ新燃料利用技術であることから5312J「自動車用新燃料利用技術」に統
合した。
・「環境負荷低減オフロードエンジン技術」、「自動車燃費向上・排ガスクリーン
化燃料技術」は同じクリーン化技術であることから5313J「燃費向上・排ガスクリー
ン化燃料技術」に統合した。

○2008年6月の燃料電池・水素ロードマップの改定に伴い、2123S「燃料電池
自動車」等の改定を行った。

○新エネルギーに定義されているクリーンエネルギー自動車（2121S「プラグインハ
イブリッド自動車」、「2122S電気自動車」）に、次世代自動車用蓄電池の技術動向
を中心に要素技術、マイルストーンの改定を実施した。

○2101N「ガソリン自動車」、2102N「ディーゼル自動車」に省エネ技術戦略の要素技
術を加味すると共に、最新の技術動向を追加した。

○バイオ燃料、GTL等新燃料の混合技術である5312J「自動車新燃料利用技術」は燃料
の多様化に欠かせない技術であることから政策寄不度が大きいと思われる技術に位
置づけた。
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②「運輸部門の燃料多様化」
に寄与する技術の技術マップ（技術リスト）（1/2）

※それぞれの政策目標への寄与が大きいと思われる個別技術を で示す。赤字

3203Q ディーゼル用バイオ燃料

3205I  メタン発酵 (下水汚泥・蓄糞・
食廃等WET系）

3207I  水素発酵

5521J  天然ガス液体燃料化技術
（GTL）等

5523J  天然ガスからの
次世代水素製造技術

2124S  水素エンジン自動車

2123S  燃料電池自動車

3305R  ダイレクトメタノール形燃料
電池（DMFC）

5632J  石炭液化技術（CTL）

20 バイオマス燃料製造

52 天然ガス利用技術

12 ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ自動車

30 燃料電池

バイオマス由来燃料

GTL等の合成液体燃料

燃料電池自動車・
水素関連技術

②「運輸部門の燃料
多様化」

②「運輸部門の燃料
多様化」

3324I 水素ガス供給スタンド
安全対策技術

32 水素輸送・供給

63 石炭利用

5633Q  石炭水素化熱分解技術

3201Q バイオマス資源供給

3204Q  ガス化BTL製造

3304R  固体高分子形燃料電池
（PEFC）

3311Q  ガス化水素製造

3312I  固体高分子水電解

3313I  次世代水分解水素製造
（高温水蒸気電解・光触媒）

3314I  アルカリ水電解

3321I  圧縮水素輸送・供給

3322I  液体水素輸送・供給

3323I 水素パイプライン

3331I 無機系・合金系水素貯蔵
材料

3332I  有機系・炭素系水素貯蔵
材料

3333I  水素貯蔵容器

政策目標 中分類 エネルギー技術 個別技術

環境適合技術 エネルギー安定供給技術

5311J  石油・ピッチからの
水素製造・輸送技術

31 高度石油利用技術

5524J  ジメチルエーテル(DME)

3202Q ｾﾙﾛｰｽ系のｴﾀﾉｰﾙ化
（資源作物・木質・草木等）

31 水素製造

33 水素貯蔵
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②「運輸部門の燃料多様化」
に寄与する技術の技術マップ（技術リスト）（2/2）

※それぞれの政策目標への寄与が大きいと思われる個別技術を で示す。赤字

3543M  ニッケル水素電池

3544M  リチウムイオン電池

3545M  キャパシタ

2102N  ディーゼル自動車

2101N  ガソリン自動車

2104 S ハイブリッド自動車

2103N  天然ガス自動車

2201N  高性能鉄道

2301N  高性能船舶

5201J  重質油等高度対応処理・
合成軽油製造技術

5202J  低品油からの高オクタン価
ガソリン製造技術

5313J  燃料向上・排ガスクリーン化
燃料技術

5312J  自動車用新燃料利用技術

54 電力貯蔵

10 高効率内燃機関
自動車

12 ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ自動車

20 高性能鉄道

30 高性能船舶

40 高性能航空機

20 重質原油利用技術

31 高度石油利用技術

電気自動車・電力貯蔵

その他・共通技術

②「運輸部門の燃料
多様化」

②「運輸部門の燃料
多様化」

2121S  ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車

2122S  電気自動車

2401N  高性能航空機

政策目標 中分類 エネルギー技術 個別技術

環境適合技術 エネルギー安定供給技術

1401E  高度道路交通システム

1402N  モーダルシフト

40 先進交通システム
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②「運輸部門の燃料多様化」
に寄与する技術の技術ロードマップ（1/7）

No. エネルギー技術
個別技術

2010 2015 2020 2025  2030～

3201Q
3201Q
3201Q
3201Q 20.バイオマス燃料製造
3201Q
3201Q
3201Q バイオマス資源供給
3201Q バイオマス原料用植物の選抜・育成 遺伝子組み換え技術

3201Q 栽培技術の開発・実証

3201Q 収穫・乾燥・圧縮・運搬技術

3201Q 機器・彫像技術の低コスト化

3201Q 基盤技術（ゲノム情報の整備、ミネラルの回収・再利用技術など）

3201Q
3201Q
3202Q
3202Q
3202Q
3202Q 20.バイオマス燃料製造
3202Q ETBE安全性確認 100円/L（木質・林地残材等から）
3202Q ETBE導入 40円/L（資源作物等から）
3202Q セルロース系の
3202Q エタノール化 糖化プロセス効率化 大規模エタノール製造技術

3202Q （資源作物・木質・ C5糖のエタノール変換効率向上 ｴﾈﾙｷﾞｰ回収効率向上 製造コスト低減

3202Q 草木等） リグニン等バイプロの有効利用 蒸留・脱水工程の省エネ

3202Q 収集運搬効率化・低コスト化 廃液処理技術 糖分解酵素の開発

3202Q 未利用木質資源の利用 酵母機能改変等によるバイオプロセス効率化

3202Q バイオマス燃料（エタノール）精製処理技術（エタノールの膜分離精製など）

3202Q バイオマス熱分解液化燃料製造技術

3203Q
3203Q
3203Q
3203Q 20.バイオマス燃料製造
3203Q
3203Q
3203Q ディーゼル用バイオ燃料
3203Q 水素化バイオ軽油 地産地消型BDF利用

3203Q 連続エステル化製造

3203Q 高品質化・製造コスト削減 低コスト資源作物

3203Q グリセリン等バイプロ有効利用

3203Q 自動車用バイオマス燃料利用技術

3203Q 石油とバイオマス燃料の共利用技術

3203Q
3204Q
3204Q
3204Q
3204Q 20.バイオマス燃料製造
3204Q
3204Q
3204Q ガス化BTL製造
3204Q BTL製造技術 BTL製造効率の向上

3204Q FT合成技術 バイオマス/廃棄物ガス化技術 水電解水素による収率向上 低コスト化

3204Q 効率的廃棄物収集システム

3204Q
3204Q
3204Q
3204Q
3205I
3205I
3205I
3205I 20.バイオマス燃料製造
3205I
3205I 大規模施設・工場導入 中小規模施設・工場導入

3205I メタン発酵
3205I （下水汚泥・畜糞・ 発酵効率向上

3205I 食廃等WET系） 可溶化技術 都市ガスへの混合供給

3205I 発酵菌改良 直接燃焼との組合せシステム

3205I プロセス最適化 下水処理場内の電気・熱利用

3205I 都市ガスとの混焼 設備低コスト化

3205I
3205I
3207I
3207I
3207I
3207I 20.バイオマス燃料製造
3207I
3207I
3207I 水素発酵
3207I 嫌気性水素発酵技術 光合成細菌による光水素生産技術

3207I 二段発酵（水素＋メタン）技術 水素生産菌株（高温耐性）探索・育成

3207I 高効率フォトバイオリアクター

3207I 高効率化・低コスト化 水素発酵微生物の高密度化

3207I
3207I
3207I
5521J
5521J
5521J
5521J 52.天然ガス利用技術
5521J ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ実証
5521J 7 bbl/d 500 bbl/d実証
5521J 天然ガス液体燃料化
5521J 技術（GTL）等 液体燃料（GTL）製造

5521J FT合成技術　（コバルト系触媒の高生産、安定的生産）

5521J 天然ガス・石炭・CO2等からのLPG合成技術

5521J スケールアップ手法、運転技術

5521J 合成ガス製造技術 （累積6,600時間の安定的運転）

5521J
5521J
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②「運輸部門の燃料多様化」
に寄与する技術の技術ロードマップ（2/7）

No. エネルギー技術
個別技術

2010 2015 2020 2025  2030～

5523J
5523J
5523J
5523J 52.天然ガス利用技術
5523J
5523J
5523J 天然ガスからの次世代
5523J 水素製造技術 水蒸気改質＋PSA 水素透過型メンブレンリアクタ CO2分離型水素製造

5523J CO2分離膜

5523J
5523J
5523J
5523J
5523J
5524J
5524J
5524J
5524J 52.天然ガス利用技術
5524J
5524J 間接DME合成法 直接DME合成法

5524J ジメチルエーテル（DME）
5524J 電気分解水素による製品収率向上、設備コスト低減

5524J LPG/DME混合燃焼試験、耐久試験等

5524J DME/LPG直噴ディーゼル技術

5524J DME自動車

5524J DME燃料電池等の利用技術

5524J DME貯蔵・供給技術

5524J LPG/DME混合燃料に対する機器耐久性向上

5632J
5632J
5632J
5632J 63.石炭利用技術 設備規模（国内） 3,000 t/d 6,000 t/d
5632J 設備規模（中国） 3,000 t/d 6,000 t/d
5632J 1 t/d試験装置(PSU)（インドネシア） アジア地域への普及のための研修
5632J 石炭液化技術（CTL）
5632J アップグレーディング技術 褐炭液化技術の適用検証

5632J ガス化技術 技術者・運転員研修

5632J FT合成技術 商用装置設計建設

5632J
5632J
5632J
5632J
5633Q
5633Q
5633Q
5633Q 63.石炭利用技術
5633Q 実証試験

5633Q パイロット試験

5633Q 石炭水素化熱分解技術
5633Q
5633Q 多炭種対応技術

5633Q 高稼働・信頼性確立

5633Q コプロダクション技術

5633Q
5633Q
5633Q
2123S
2123S
2123S 車両効率(HHV) 約50% 60%
2123S 12.クリーンエネルギー自動車 耐久性 3,000時間 5,000時間 5,000時間以上
2123S 始動・作動温度 -30～約90℃ -30～約90-100℃ -40～約100-120℃
2123S スタック製造原価 約5～6万円/kW 約1万円/ｋW 約4000円/ｋW未満
2123S 燃料電池自動車
2123S モーター効率向上（高温運転化、触媒高活性化、新触媒等）

2123S 水素充填圧力の最適化 高密度水素貯蔵技術 燃料電池スタック耐久性向上（電解質膜改良等）

2123S 水素供給システム

2123S 低コスト化(白金代替触媒、量産化）

2123S
2123S
2123S
2124S
2124S
2124S
2124S 12.クリーンエネルギー自動車
2124S ロータリーエンジン 水素直噴・ターボ過給システム

2124S レシプロエンジン

2124S 水素エンジン自動車
2124S 水素エンジン効率化

2124S 水素搭載技術

2124S 低コスト化

2124S 水素供給システム

2124S
2124S
2124S
3304R
3304R
3304R
3304R 30.燃料電池
3304R 発電効率(HHV) 約33% 約34% ＞36%
3304R 耐久性 約4万時間 約4～9万時間 9万時間
3304R 固体高分子形
3304R 燃料電池（PEFC） 劣化機構解明  家庭用コージェネ普及

3304R 高温・低加湿対応技術 燃料電池自動車普及

3304R 白金量低減 白金代替触媒 新規直接形PEFC

3304R 耐被毒触媒 MEA・セパレータ等量産技術

3304R 膜内水分制御

3304R
3304R
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②「運輸部門の燃料多様化」
に寄与する技術の技術ロードマップ（3/7）

No. エネルギー技術
個別技術

2010 2015 2020 2025  2030～

3305R PC・携帯用 ＞15 ＞20 ＞40
3305R ( 出力密度(W/kg)、 ＞1,500時間 ＞1万時間
3305R 耐久性(時間) ) ＞5千時間
3305R 30.燃料電池 小型移動体用 ＞28(低速)、＞52(中速・高速) ＞33(低速)、＞54(中速・高速)
3305R ( 出力密度(W/kg)、 ＞1,200時間 ＞2,500時間
3305R 耐久性(時間) ) ＞1,500時間
3305R ダイレクトメタノール形
3305R 燃料電池（DMFC） PC，PDA，携帯用実用化・普及

3305R 小型移動体(車いす、スクーター等)用実用化・普及

3305R 超低クロスオーバー膜

3305R 低コスト化 低膨潤膜

3305R 耐久性向上 高活性触媒

3305R
3305R
3311Q
3311Q
3311Q
3311Q 31.水素製造 水素価格（水素製造全体）
3311Q 150円/Nm3 80円/Nm3 40円/Nm3
3311Q 5 t/d パイロットプラント
3311Q ガス化水素製造
3311Q ケミカルループ利用ガス化技術

3311Q 吸収剤リサイクル技術 CO2回収技術

3311Q
3311Q 部分酸化改質 石炭ガス化 水素分離膜技術

3311Q 水蒸気改質 オートサーマル改質 バイオマスガス化

3311Q ガスクリーンアップ

3311Q
3312I
3312I
3312I
3312I 31.水素製造
3312I 電解効率(HHV) 70%(3A/cm2)・80%(2A/cm2) 75%(3A/cm2)・85%(2A/cm2)
3312I 設備費 約１億8千万円/Nm3/h(300Nm3/h) 約１億2千万円/Nm3/h(300Nm3/h)
3312I 固体高分子水電解
3312I セパレータの低コスト化 更なる低コスト化

3312I MEA製造方法改良 耐久性向上

3312I 高電流密度化によるコンパクト化

3312I 酸素過電圧抑制触媒

3312I 貴金属削減

3312I
3312I
3313I 【高温水蒸気電解】

3313I 高温水蒸気電解運転圧力の高圧化

3313I 高温水蒸気電解大電流密度化技術

3313I 31.水素製造 インターコネクタ技術

3313I 高温水蒸気電解シール技術

3313I
3313I 次世代水分解水素製造
3313I （高温水蒸気電解・
3313I 光触媒） 【光触媒】

3313I 可視光応答型光触媒

3313I 格子欠陥の尐ない光触媒調製法

3313I 活性化エネルギーの低い

3313I 水素生成サイトの構築

3313I 光触媒反応装置基礎検討

3314I
3314I
3314I
3314I 31.水素製造
3314I
3314I 設備費 40万円(Nm3-H2@500Nm3/h) 25万円(Nm3-H2@500Nm3/h)
3314I アルカリ水電解
3314I 低コスト化

3314I 総合効率の向上

3314I 高電流密度化

3314I 大型化

3314I
3314I
3314I
3321I
3321I
3321I
3321I 32.水素輸送・供給
3321I
3321I 水素輸送コスト 10円/Nm3 ７円/Nm3
3321I 圧縮水素輸送・供給
3321I 高強度金属材料技術 高圧水素ディスペンサ技術

3321I 軽量化 高速充填技術

3321I 高圧水素圧縮機技術 耐久性向上

3321I 圧縮効率向上 低コスト化

3321I 圧力・容量最適化 大型CFRP容器技術

3321I 高圧大型圧縮機

3321I
3322I
3322I
3322I
3322I 32.水素輸送・供給
3322I 水素輸送コスト
3322I 6円/Nm3 3円/Nm3
3322I 液体水素輸送・供給
3322I 内槽タンク支持構造技術 液体水素ディスペンサ・流量計技術

3322I タンク断熱法改善 耐久性向上

3322I 高効率液化システム技術 低コスト化

3322I 磁気冷凍技術

3322I 液水容器断熱性能向上

3322I
3322I
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②「運輸部門の燃料多様化」
に寄与する技術の技術ロードマップ（4/7）

No. エネルギー技術
個別技術

2010 2015 2020 2025  2030～

3323I
3323I
3323I
3323I 32.水素輸送・供給
3323I ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝの技術基準策定
3323I 工業用水素輸送 短距離（周辺・家屋）
3323I 水素パイプライン
3323I 炭素鋼鋼管と溶接部の材料検討 水素配管方法

3323I 施工条件の確立 水素計測技術

3323I 漏洩検知技術の確立

3323I 摺動部・可動部の保持方法・シール材 高圧輸送技術 メタン・水素混合輸送・供給

3323I
3323I
3323I
3324I
3324I
3324I
3324I 32.水素輸送・供給
3324I 基準・規格の見直し
3324I 安全性検討と例示規準作成
3324I 水素ガス供給スタンド
3324I 安全対策技術 ｽﾃｰｼｮﾝ安全計装ｼｽﾃﾑ 低コスト化

3324I 高速充填への対応（通信、ﾌﾟﾚｸｰﾙ） ｽﾃｰｼｮﾝ総合効率の改善

3324I ボイルオフ低減

3324I 予防保全ｼｽﾃﾑ

3324I
3324I
3324I
3331I 【合金系材料】

3331I 材料の劣化機構の解明と対策案検証

3331I 水素吸蔵・放出速度の向上技術

3331I 33.水素貯蔵 水素放出温度の低温化

3331I 合金系材料新規探索

3331I 合金系材料 無機系材料

3331I 無機系・合金系
3331I 水素貯蔵材料 アラネート系

3331I アミド・イミド系 【無機系材料】

3331I ボロハイドライド系 有望材料の探索と材料組成最適化

3331I 複合系　など ハンドリング技術の確立

3331I 吸蔵・放出温度低温化

3331I 反応速度・耐久性向上

3331I 副反応生成物等の放出抑制

3332I
3332I
3332I
3332I 33.水素貯蔵
3332I
3332I 有機系水素貯蔵材料 炭素系水素貯蔵材料

3332I 有機系・炭素系
3332I 水素貯蔵材料 【有機系水素貯蔵材料】 【炭素系水素貯蔵材料】

3332I 高性能水素放出触媒 高水素吸蔵量材料の構造設計

3332I ステーション用水素発生装置 または合成指針の確立・適用

3332I 水素ステーション用輸送・回収技術 （新規形状、化学修飾、元素置換、複合化など）

3332I 有機ハイドライド貯蔵技術

3332I
3332I
3333I
3333I
3333I
3333I 33.水素貯蔵 水素貯蔵容器コスト
3333I （車１台あたり）約300～500万円 ～数十万円
3333I 水素車載量 5kg 約5～7kg 約7kg
3333I 水素貯蔵容器
3333I 圧縮水素容器 高強度材料

3333I 液体水素容器 耐久性向上

3333I ハイブリッド（高圧水素貯蔵材料容器）

3333I 軽量・コンパクト化

3333I 断熱性能向上

3333I
3333I
5311J
5311J
5311J
5311J 31.高度石油利用技術 灯油等改質オフサイト水素製造技術

5311J 灯油改質等オンサイト水素製造技術 水素製造触媒技術

5311J ピッチの粘結材利用技術 水素製造プロセス技術

5311J 石油・ピッチからの
5311J 水素製造・輸送技術 灯油吸着脱硫技術

5311J 灯油脱硫・改質技術 灯油改質触媒技術

5311J 膜分離技術 SOFC用熱自立型改質器システム技術

5311J 自動車オンボード改質技術

5311J 水素貯蔵・輸送・供給技術

5311J
5311J
2121S ﾊﾞｯﾃﾘｰ性能 2,000W/kg
2121S 出力密度 1,800W/kg 2,500W/kg
2121S ｴﾈﾙｷﾞｰ 70Wh/kg 100Wh/kg 200Wh/kg
2121S 12.クリーンエネルギー自動車 密度
2121S コスト 約20万円/ｋWh 約3万円/ｋWh 約2万円/ｋWh
2121S 約10万円/ｋWh
2121S プラグインハイブリッド
2121S 自動車 モータ効率向上

2121S 高性能二次電池（高エネルギー密度化・長寿命化・低コスト化）

2121S 最適走行制御技術

2121S 電力供給システム

2121S 小型・軽量化

2121S
2121S
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No. エネルギー技術
個別技術

2010 2015 2020 2025  2030～

2122S ﾊﾞｯﾃﾘｰ性能
2122S ｴﾈﾙｷﾞｰ 100Wh/kg 150Wh/kg 250Wh/kg 500Wh/kg
2122S 密度 約10万円/ｋWh
2122S 12.クリーンエネルギー自動車 コスト 約20万円/ｋWh 約3万円/ｋWh 約2万円/ｋWh 約1万円/ｋWh
2122S 走行距離 80 km(/80kg) 120 km(/80kg) 200 km(/80kg) 400 km(/80kg)
2122S 一般ｺﾐｭｰﾀｰ型EV 本格的EV
2122S 電気自動車
2122S モーター効率向上 パーソナルビークル（コンパクトシティ対応）

2122S 高性能二次電池（高エネルギー密度化・長寿命化・低コスト化）

2122S 軽量化 インホイールモーター

2122S 電力供給システム

2122S
2122S
2122S
3543M
3543M
3543M
3543M 54.電力貯蔵 サイクル寿命 10年 20年
3543M 風力・太陽光発電の安定化
3543M ハイブリッド車用 負荷変動補償
3543M ニッケル水素電池
3543M 高出力化

3543M 高エネルギー密度化

3543M 自己放電特性改善

3543M
3543M
3543M
3543M
3544M
3544M
3544M
3544M 54.電力貯蔵
3544M サイクル寿命 10年 20年
3544M モバイル用 ハイブリッド車用 プラグインハイブリッド車、電気自動車用 革新型蓄電池
3544M リチウムイオン電池
3544M 高出力化 風力・太陽光発電の安定化

3544M 高エネルギー密度化

3544M 安全性向上

3544M 低コスト化

3544M
3544M
3544M
3545M
3545M
3545M ｴﾈﾙｷﾞｰ密度 4 Wh/kg（ﾓｼﾞｭｰﾙ） 20 Wh/kg（デバイス）
3545M 54.電力貯蔵 出力密度 1.5 kW/kg（ﾓｼﾞｭｰﾙ） 10 kW/kg（デバイス）
3545M 民生用

3545M 電力品質維持用 運輸用

3545M キャパシタ
3545M 電気二重層キャパシタ 低コスト化 新概念に基づくキャパシタ

3545M エネルギー密度向上 レドックスキャパシタ

3545M ナノカーボン電極材料 ハイブリッドキャパシタ

3545M
3545M
3545M
3545M
1401E
1401E
1401E 交通流改善技術

1401E 40.先進交通システム ・最適出発時間予測システム（プローブ情報利用）　 自動運転・

1401E ・異常事態検知システム（プローブ情報利用） 自動運転・隊列走行（高速道路） 協調走行

1401E プローブ情報利用信号制御 信号連携エコドライブ 信号連携グリーンウェーブ走行

1401E 高度道路交通システム
1401E （ITS） サグ渋滞等対策システム 合流支援システム

1401E リアルタイム燃費計

1401E 最適経路誘導システム

1401E 駐車場対策システム

1401E ETC カーナビ活用エコドライブ制御システム 

1401E VICSシステム エコドライブルート情報システム

1401E ナビゲーションシステム

1402N
1402N
1402N インテリジェント集配システム

1402N 40.先進交通システム 汎用標準化送配システム（ICタグの高度利用）

1402N デュアルモードトラック

1402N バイモーダル物流システム（道路→鉄道、船舶）

1402N モーダルシフト
1402N 新交通システム

1402N 軽量軌道交通（LRT） コミュニティEVバス 走行車両への給電技術

1402N ガイドウェイバス

1402N デュアルモードビークル（DMV）

1402N
1402N
1402N
2101N
2101N
2101N バイオマス等代替燃料・混合燃料利用エンジン技術

2101N 10.高効率内燃機関自動車 部分負荷効率向上のための気筒停止

2101N 最適傾斜機能鍛造軽量部材 超高強度CFRP製造技術

2101N HCCIエンジン

2101N ガソリン自動車
2101N
2101N 低摩擦材料表面制御 高負荷領域におけるノック抑制

2101N リーンバーン技術 可変圧縮（膨張）比

2101N 連続可変バルブ/可変気筒

2101N 軽量化

2101N オクタン価向上

2101N MgCo(OH)系利用実証試験
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②「運輸部門の燃料多様化」
に寄与する技術の技術ロードマップ（6/7）

No. エネルギー技術
個別技術

2010 2015 2020 2025  2030～

2102N
2102N
2102N バイオマス等代替燃料・混合燃料利用エンジン技術

2102N 10.高効率内燃機関自動車 低エミッション後処理技術（尿素SCRなど）

2102N 高効率・低エミッション燃焼技術

2102N HCCIエンジン

2102N ディーゼル自動車
2102N
2102N 最適傾斜機能鍛造軽量部材 超高強度CFRP製造技術

2102N 低摩擦材料表面制御

2102N 小型・軽量化

2102N 乗用車用噴射系の向上（超高圧化）・小型高過給化

2102N
2102N MgCo(OH)系利用実証試験

2103N
2103N
2103N
2103N 10.高効率内燃機関自動車
2103N
2103N
2103N 天然ガス自動車
2103N ガソリンとのバイフューエル車

2103N 燃料タンクの長寿命化 天然ガス吸蔵材料

2103N MgCo(OH)系利用実証試験

2103N
2103N 天然ガスエンジンの高効率化（小型化、ハイブリッド化等）

2103N 充填インフラの低コスト化 ガス供給インフラの拡充

2103N
2104S ﾊﾞｯﾃﾘｰ性能
2104S 2,000W/kg
2104S 出力密度 1,800W/kg 2,500W/kg
2104S 10.高効率内燃機関自動車 コスト 約20万円/ｋWh 約3万円/ｋWh 約2万円/ｋWh
2104S 約10万円/ｋWh
2104S 次世代HEV

2104S ハイブリッド自動車
2104S 動力回生システム

2104S エンジン効率向上 高性能二次電池（高エネルギー密度化・長寿命化・低コスト化）

2104S 低摩擦材料表面制御

2104S 軽量化

2104S
2104S
2104S
2201N
2201N
2201N
2201N 20.高性能鉄道
2201N 高速鉄道

2201N ハイブリッド鉄道車両 燃料電池鉄道車両

2201N 高性能鉄道
2201N 車体軽量化

2201N 車体傾斜ｼｽﾃﾑ

2201N 遺伝アルゴリズムによる空力解析

2201N
2201N
2201N
2201N
2301N
2301N
2301N
2301N 23.高性能船舶
2301N ディーゼル発電/電動モータ推進 超電導モーター推進船

2301N 電動ポッド推進 航行支援システム 高信頼度知能化船

2301N 高性能船舶
2301N 陸運との連携 ハブ港ネットワーク化

2301N 排ガス後処理システム 軽量化 燃料電池

2301N エンジン廃熱回収 船型等省エネ機器技術

2301N 摩擦抵抗低減技術 性能評価シミュレーション技術

2301N
2301N
2301N
2401N
2401N
2401N
2401N 24.高性能航空機
2401N
2401N
2401N 高性能航空機
2401N 炭素系複合材利用拡大などによる軽量化

2401N ジェットエンジンの高効率化 更なる省エネ化

2401N 環境性、経済性、安全性等の一層の向上

2401N
2401N
2401N
2401N
5201J
5201J
5201J
5201J 20.重質原油利用技術
5201J
5201J
5201J 重質油等高度対応処理・
5201J 合成軽油製造技術 HSFCCプロセス開発技術 重質油からの合成軽油製造技術（ATL）

5201J 分解軽油水素化分解触媒技術

5201J 分解ガス成分異性化触媒技術

5201J FT合成技術 重質油対応直接脱硫触媒技術

5201J 水素化分解技術 残油分解触媒技術

5201J 重質油のガス化技術

5201J 組成制御型高度石油精製技術
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②「運輸部門の燃料多様化」
に寄与する技術の技術ロードマップ（7/7）

No. エネルギー技術
個別技術

2010 2015 2020 2025  2030～

5202J
5202J
5202J
5202J 20.重質原油利用技術
5202J
5202J
5202J 低品油からの
5202J 高オクタン価 低級ナフサ有効利用技術

5202J ガソリン製造技術 新規ナフサ異性化触媒技術

5202J 高オクタンガソリン製造流動接触分解触媒技術

5202J 高オクタンガソリン製造触媒技術

5202J 高度脱硫（サルファーフリー）技術

5202J ・高度脱硫触媒

5202J ・高度脱硫プロセス

5312J
5312J
5312J
5312J 31.高度石油利用技術
5312J
5312J バイオ燃料・GTL等新燃料とガソリン・軽油との混合の燃料技術

5312J 自動車用新燃料
5312J 利用技術
5312J GTLとの混合利用 高度脱硫（サルファーフリー）技術

5312J 石炭液化油との混合利用技術 ・高度脱硫触媒

5312J 混合燃料対応自動車技術 ・高度脱硫プロセス

5312J
5312J
5312J
5313J
5313J
5313J 超低セタン価対応技術

5313J 31.高度石油利用技術 定置式・汎用ディーゼルエンジン用低セタン価燃料開発技術

5313J 低セタン価対応エンジン技術

5313J
5313J 燃費向上・排ガス
5313J クリーン化燃料技術 最新ディーゼル車対応燃料技術

5313J 自動車燃費向上技術 HCCI等の次世代自動車対応燃料技術

5313J アンチノック性向上技術 高度脱硫（サルファーフリー）技術

5313J ・高度脱硫触媒

5313J 燃料多様化対応技術 ・高度脱硫プロセス

5313J 排ガス等高精度大気シミュレーション技術

5313J
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バイオマス由来燃料、GTL、BTL、CTLなどの新燃料、電気自動車や燃料電池自動車などの導
入により、現在ほぼ100％の運輸部門の石油依存度を2030年までに80％程度とすることを目指
す。

②「輸部門の燃料多様化」に向けた導入シナリオ

　　2030～2005 20252010 2015 2020

その他・共通技術

燃料電池自動車関連

国
内
外
の
背
景

運
輸
部
門
の
燃
料
多
様
化

Advanced Energy Initiative(2006)

主
な
技
術
開
発
お
よ
び
そ
の
関
連
施
策

バイオマス由来燃料

GTL等の合成液体燃料

バイオマス由来燃料供給インフラの整備

アジアにおける新エネルギー協力

共
通
関
連
施
策

電気自動車等

公共的車両への積極的導入

国際標準化による国際競争力向上

燃料規格の整備

ディーゼルシフトの推進

燃費基準の策定・改定

含酸素化合物の混合上限規定見直し

2020年までに
再生可能エネルギーの

割合を20％に

ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車の導入・普及 燃料電池車の大量普及

2017年迄にバイオエタノール30%導入
（一般教書演説2007）

とうもろこしのセルロースエタノールの製造コスト低下

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ用ﾊﾞｲｵ燃料

エタノール/ETBE製造

合成液体燃料の製造

海外ｴﾀﾉｰﾙ/ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ用ﾊﾞｲｵ燃料導入

GTL（天然ガス）製造

DME直接合成、CTL（石炭）製造

　　　　　　燃料電池の高性能化

水素燃料タンク軽量化
燃料電池自動車の導入・普及

ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車、電気自動車の導入・普及

電池軽量化、モーター・電力変換効率の向上

　ニッケル水素電池

自動車税のグリーン化、自動車取得税の軽減化など

　　リチウムイオン電池

トップランナー方式の効果的運用、ラベリング制度の活用

荷主と輸送事業者の連携

先進交通システムの導入・モーダルシフトの推進

新燃料とガソリン／軽油との混合利用

電力供給インフラの整備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水素インフラ（輸送・貯蔵システム）の本格化

（ローリング）新・国家エネルギー戦略(2006.5)

Cool Earth-エネルギー革新技術計画(2008)

低炭素社会づくり行動計画(2008)

運輸部門の石油依存度を
2030年度までに80％程度に

2020年度までに新車販売のうち
次世代自動車の割合を50%に

燃費改善（小型・軽量化、エンジン高効率化）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水素製造（水電解水素製造、ガス化水素製造など）

水素インフラの本格普及・安全対策

Ｅｕｒｏｐｅａｎ Ｓｔｒａｔｅｇｉｃ Energy Technology Plan(2007)

電池の高性能化

バイオ燃料シェアを
15-20％に（2030年）
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特許-(1) 
 

 

【特許リスト】 

 

70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

１ 

 

横浜ゴム㈱ 特願 

2010-021658 

国内 2010/2/2 公開 水素充填用ホースと

ホース金具のアッセン

ブリ品の製造方法 

大倉美恵 

 

 

車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術に関する研究開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

１ サムテック

㈱ 

日本重化学

工業㈱ 

特願 

2010-080035 

 

国内 2010/3/31 出願 熱処理容器、それを用

いた水素貯蔵タンクの

製造方法、それを用い

て製造された水素貯蔵

タンク、並びに、それ

を用いた酸化処理物の

製造方法 

阪口善樹、西

脇秀晃、高橋

和也、東條千

太、角掛繁、

布浦達也 

２ 

 

サムテック

㈱ 

特願 

2010-079949 

国内 2010/3/31 出願 スピニング加工装置 原田敦、田中

慎一 

 

 

水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

1 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願  

2008-268672 

国内 2008/10/17 公開 水素製造装置 梶谷昌弘他 

2 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願  

2008-270173 

国内 2008/10/20 公開 水素製造装置 田中裕之他 

3 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願 

2009-273573 

国内 2009/12/01 公開 水素製造装置 彦坂英昭他 

4 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願 

2009-273574 

国内 2009/12/01 公開 水素製造装置 三矢耕平他 

5 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願 

2009-277080 

国内 2009/12/04 公開 円筒形水素分離型改質

器における水素分離膜

用保護膜及びその形成

方法 

黒川英人他 

6 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願 

2010-004982 

国内 2010/01/13 出願

 

水素分離装置及び水素

分離装置の製造方法 

彦坂英昭他 

7 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

特願 

2010-061419 

国内 2010/03/17 出願 水素製造装置 西井匠他 



特許-(2) 
 

業㈱ 

8 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願 

2010-061561 

国内 2010/03/17 出願 水素製造装置 西井匠他 

9 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願 

2010-061679 

国内 2010/03/17 出願 水素製造装置 西井匠他 

10 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願 

2010-116959 

国内 2010/05/21 出願 ガスシール複合体及び

該ガスシール複合体を

備えた装置 

三矢耕平他 

11 東京ガス㈱ 

日本特殊陶

業㈱ 

特願 

2010-116960 

国内 2010/05/21 出願 ガス分離装置及びその

製造方法 

彦坂英昭他 

 

 

CO2膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

１ ㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジ ー ・ リ

サーチ 

特 願 2009-

012353 

国内 2009/1/22 公開 二酸化炭素分離装置 岡田 治 外５

名 

2 ㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジ ー ・ リ

サーチ 

PCT/JP2009/0

51000 

PCT 2009/1/22 公開 ＣＯ２促進輸送膜及び

その製造方法 

岡田 治 外５

名 

 

 

ホウ素系水素貯蔵材料の開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

1 ㈱豊田中央

研究所 

特願 

2009-156394 

国内 2009/06/30 出願 水素化物複合体及び水

素貯蔵材料 

松本満 他 

2 

 

㈱豊田中央

研究所 

特願 

2009-168302 

国内 2009/07/16 出願 水素化物複合体及び水

素貯蔵材料 

松本満 他 

 

 



特許-(3) 
 

 

低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

１ 新日本石油㈱ 

国立大学法

人九州大学 

サムテック

㈱ 

特願 

2009-067786 

国内 2009/3/19 出願 複合容器の製造方法

及び複合容器の製造

装置 

鬼鞍宏猷他

２ 

 

新日本石油㈱ 

国立大学法

人九州大学 

特願 

2009-268616 

国内 2009/11/26 出願 複合容器の品質判定

装置および方法 

鬼鞍宏猷他

３ 新日本石油㈱ 

国立大学法

人九州大学 

特願 

2009-268617 

国内 2009/11/26 出願 複合容器の製造試験

用ライナー、及び、

製造試験方法 

鬼鞍宏猷他

４ 

 

新日本石油㈱ 

国立大学法

人九州大学 

サムテック

㈱ 

特願 

2009-198238 

国内 2009/12/28 出願 複合容器の製造方法 鬼鞍宏猷他

５ 

 

新日本石油㈱ 

国立大学法

人九州大学 

PCT/JP2010/

54858 

PCT 2010/3/19 出願 複合容器の製造方法

及び製造装置 

鬼鞍宏猷他

 

 

低コスト型 70ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

１ ㈱日本製鋼

所 

出願手続き中 国内 出願手続き

中 

公開 高圧水素環境中き裂進

展評価装置 

石垣良次他 

２ ㈱キッツ 6/30 出願済 国内 2010/06/30 

 

出願 トラニオン型ボール弁 中崎幹雄 

３ ㈱キッツ 6/30 出願済 国内 2010/06/30 出願 高圧用回転弁の軸封止

構造 

五味健 

渡辺統 

４ ㈱キッツ 6/30 出願済 国内 2010/06/30 

 

出願 バルブ作動機取付構造 五味健 他 

５ ㈱キッツ 6/30 出願済 国内 2010/06/30 出願 ボールバルブ 五味健 

渡辺統 

６ 

 

㈱山武  国内 予定 出願 水素ステーションの流

量調節弁（仮） 

木原、林、中

村 

７ 

 

㈱山武  国内 予定 出願 水素ステーションの制

御システム（仮） 

石川、小幡、

吉田 

 

 

 



特許-(4) 
 

 

都市型コンパクト水素ステーションの研究開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

１ 清水建設㈱ 特願 

2008-194576 

国内 2008/7/29 公開 水素関連施設 酒井喜則 他 

２ 

 

清水建設㈱ 特願 

2008-329975 

国内 2008/12/25 公開 水素燃焼制御システム 井上雅弘 他 

３ 清水建設㈱ 特願 

2009-028939 

国内 2009/2/10 公開 爆風圧エネルギー変換

装置 

尾熊紘而 他 

４ 

 

清水建設㈱ 特願 

2009-036932 

国内 2009/2/19 公開 水素関連施設 酒井喜則 他 

５ 清水建設㈱ 特願 

2009-123111 

国内 2009/5/21 公開 水素取扱施設における

安全設備 

吉澤善男 他 

６ 

 

清水建設㈱ 特願 

2010-014269 

国内 2010/1/26 公開 水素関連施設における

壁面構造 

酒井喜則 

７ 

 

清水建設㈱ 特願 

2010-112322 

国内 2010/5/14 公開 爆風圧低減構造体 野津 剛 他 

 

 

可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研究開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

１ (財)産業技

術総合研究

所 

特願 

2009-116118 

国内 2009/05/13 出願 可視光応答性組成物と

これを用いた光電極、

光触媒、光センサー 

草間 仁他 

２ 

 

(財)産業技

術総合研究

所 

特願 

2009-128700 

国内 2009/05/28 出願 可視光応答性組成物と

これを用いた光電極、

光触媒、光センサー 

草間 仁他 

３ (財)産業技

術総合研究

所 

特願 

2009-128704 

国内 2009/05/28 出願 可視光応答性組成物と

これを用いた光電極、

光触媒、光センサー 

草間 仁他 

 

4 

(財)産業技

術総合研究

所 

特願 

2009-128711 

国内 2009/05/28 出願 可視光応答性組成物と

これを用いた光電極、

光触媒、光センサー 

草間 仁他 

 

5 

(財)産業技

術総合研究

所 

特願 

2009-128709 

国内 2009/05/28 出願 可視光応答性組成物と

これを用いた光電極、

光触媒、光センサー 

草間 仁他 

6 

 

(財)産業技

術総合研究

所 

特願 

2009-203596 

国内 2009/09/03 出願 表面改質処理により高

性能化された半導体光

触媒及びその製造方法

並びに該光触媒を用い

た水素製造方法 

三石 雄悟他 

 

 

 

 



特許-(5) 
 

 

ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名    称 発明者 

１ ㈱ 日 産 自

動車 

東北大 

㈱ 新 日 鐵

化学 

特願 2008-269764 

国内優先 

2009-127456 

国内 2009/5/27 公開 

 

特 開

2010-

120836

ミクロポーラス炭素

系材料、ミクロポー

ラス炭素系材料の製

造方法、吸着材及び

ミクロポーラス炭素

系材料を用いた水素

吸蔵方法 

伊藤仁,京谷

隆 , 西 原 洋

知,侯鵬翔, 

李莉香,秦恭

平,水内和彦

２ 

 

㈱ 日 産 自

動車 

東北大 

㈱ 新 日 鐵

化学 

特願 2008-45069 

特願 2008-268753

国内優先 

2009-40932 

PCT/JP2009/53450 

PCT 2009/2/24  ミクロポーラス炭素

系材料、ミクロポー

ラス炭素系材料の製

造方法及びミクロ

ポーラス系炭素材料

を用いた水素吸蔵方

法 

伊藤仁,京谷

隆 , 西 原 洋

知,侯鵬翔, 

李莉香,秦恭

平,水内和彦

３ ㈱ 日 産 自

動車 

東北大 

㈱ 新 日 鐵

化学 

特願 2008-45069 

特願 2008-268753 

国内優先 

2009-40932 

国内 2009/2/24 公開 

 

特 開

2010-

115636

ミクロポーラス炭素

系材料、ミクロポー

ラス炭素系材料の製

造方法及びミクロ

ポーラス系炭素材料

を用いた水素吸蔵方

法 

伊藤仁,京谷

隆 , 西 原 洋

知,侯鵬翔,

李莉香,秦恭

平,水内和彦

 

 



論文-(1) 
 

 

 

【論文リスト】 

 
70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年 

１ 

 

 

田中誠一 

門出政則 

佐賀大学 高圧水素充てん過程の決

定パラメータとその推定

式の提案 

自動車技術会論文集 無 2010/5 

 

 

車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術に関する研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年 

１ 渋谷直哉，

中村仁， 

榎浩利， 

秋葉悦男 

産総研 High pressure 

hydrogenation 

properties of Ti-V-Mn 

alloy for hybrid 

hydrogen storage vessel

Journal of Alloys and 

Compounds, 475 (2009) 

543-545. 

有 2009/5 

 

 

 

水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年 

1 白崎義則 東京ガス㈱ 膜反応器を用いる高効率

水素製造技術 

クリーンエネルギー 

Vol.17, No,11 (2008) 

1-6 

無 2008/11 

2 白崎義則 東京ガス㈱ Development of 

Membrane Reformer 

System for Highly 

Efficient Hydrogen 

Production from 

Natural Gas 

International Journal 

of Hydrogen Energy 34 

(2009) 4482–4487 

有 2009/3 

 

3 黒川英人 東京ガス㈱ CO2回収を伴う都市ガスか

らの高効率分散型水素製

造 

燃料電池 (夏号), 

Vol.9, No.1 (2009) 

88-92 

無 2009/7 

4 黒川英人 東京ガス㈱ CO2分離回収を同時に行

う高効率水素製造技術の

実証 

クリーンエネルギー

Vol.18, No.1 (2009) 

23-27 

無 2009/11 

5 黒川英人 東京ガス㈱ 分散型水素製造における

CO2分離回収の検討 

FC Report （夏号）, 

Vol.28, No.3 (2010)  

 

無 2010/7 

 

 

 

 

 



論文-(2) 
 

 

 

CO2膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、

ページ番号 
査読 発表年 

1 

 

 

K. Shimada, K. 

Kuzushita, E. 

Kamio, H. 

Matsuyama, N. 

Ohmura, S. 

Nishiyama, 

 K. Mae, T. Maki, 

K. Fujiwara, S. 

Terada, T. 

Umegaki and O. 

Okada 

（学）神戸大学、㈱

ルネッサンス・エナ

ジー・リサーチ 

DEVELOPMENT OF 

ADVANCED 

REFORMING SYSTEM 

FOR H2 STATION 

USING CO 

CONVERTER 

EQUIPPED WITH 

CO2 SELECTIVE 

MEMBRANE II 

2008 Fuel 

Cell 

Seminar 

&Exposition

 ,P100 

 

無 2008/10

 

 

 

ホウ素系水素貯蔵材料の開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、

ページ番号 
査読 発表年 

1 T. Noritake 

M. Aoki 

M. Matsumoto 

S. Towata 

㈱豊田中央研究所 Crystal sructure 

analysis of mixed 

complex hydrides 

for the hydrogen 

storage material 

development 

SPring-8 

User 

Experiment 

Report 

無 2008/10 

 

2 則竹達夫 

青木正和 

松本満 

砥綿真一 

㈱豊田中央研究所 水素貯蔵材料開発

のための混合水素

化物の結晶構造解

析 

SPring-8 

重点産業利

用課題報告

書 

無 2009/2 

3 

 

 

H.-W. Li 

T. Sato 

Y. Yan 

S. Orimo 

東北大学金属材料研

究所 

Formation of 

intermediate 

compound with 

B12H12 cluster: 

Experimental and 

theoretical 

studies on 

magnesium 

borohydride 

Mg(BH4)2 

Nanotechno

logy 20 

204013-1-7 

有 2009/4 

K. Miwa 

N. Ohba 

S. Towata 

㈱豊田中央研究所 

T. Fujita 

M.W. Chen, 

東北大学 WPI-AIMR 

4 H. Tanaka 

T. Kiyobayashi 

N. Kuriyama 

産業技術総合研究所 Hazard assessment  

of complex 

hydrides as 

hydrogen storage 

materials 

Int. J. 

Hydrogen 

Energy 

34(7)3210-

3218 

有 2009/4 

K. Tokoyoda 太平洋セメント㈱ 

M. Matsumoto ㈱豊田中央研究所 

Y. Suzuki ㈱日本カーリット 

5 T. Noritake 

S. Towata 

㈱豊田中央研究所 The development 

of hydrogen 

SPring-8 

User 

無 2009/7 



論文-(3) 
 

 

S. Orimo 東北大学金属材料研

究所 

storage materials 

by crystal 

structure 

analysis of light 

element hydride 

Experiment 

Report 

6 Y. Yan 

H.-W. Li 

N. Umeda 

S. Orimo 

東北大学金属材料研

究所 

Dehydriding and 

rehydriding 

properties of 

yttrium 

borohydride 

Y(BH4)3 prepared 

by liquid-phase 

synthesis 

Int. J. 

Hydrogen 

Energy 

34(7)5732-

5736 

有 2009/4 

T. Sato 東北大学 WPI-AIMR 

K. Miwa 

S. Towata 

㈱豊田中央研究所 

7 Z.Z. Fang 

X.D. Kang 

P. Wang 

Shenyang National 

Laboratory for 

Materials Science, 

Institute of Metal 

Research, Chinese 

Academy of Sciences

Unexpected 

dehydrogenation 

behavior of 

LiBH4/Mg(BH4)2 

mixture 

associated with 

the in situ 

formation of 

dual-cation 

borohydride 

J. Alloys 

Compd. 491 

L1-L4 

有 2010/2 

H.-W. Li 

S. Orimo 

東北大学金属材料研

究所 

8 T. Noritake 

M. Aoki 

M. Matsumoto 

K. Miwa 

S. Towata 

㈱豊田中央研究所 Crystal structure 

and charg density 

analysis of 

Ca(BH4)2 

J. Alloys 

Compd. 491 

57-62 

有 2009/11 

H.-W. Li 

S. Orimo 

東北大学金属材料研

究所 

9 J. Sugiyama 

Y. Ikedo 

T. Noritake 

K. Miwa 

S. Towata 

㈱豊田中央研究所 Microscopic 

indicator for 

thermodynamic 

stability of 

hydrogen storage 

materials 

provided by mu+SR

Phys. Rev. 

B 81 

092103  

有 2010/3 

O. Ofer 

T. Goko 

E.J. Ansaldo 

J.H. Brewer 

TRIUMF 

10 M. Månsson Laboratory for 

Neutron 

Scattering, Paul 

Scherrer Institut, 

ETH Zürich 

Microscopic 

indicator for 

thermodynamic 

stability of 

hydrogen storage 

materials 

provided by muon-

spin spectroscopy

J. of 

Physics. 

Conference 

Series 

In press 

有 2010 

 

K.H. Chow Department of 

Physics, 

University of 

Alberta 



論文-(4) 
 

 

J. Sugiyama 

Y. Ikedo 

T. Noritake 

K. Miwa 

S. Towata 

㈱豊田中央研究所 

O. Ofer 

T. Goko 

E.J. Ansaldo 

J.H. Brewer 

TRIUMF 

M. Månsson Laboratory for 

Neutron 

Scattering, Paul 

Scherrer Institut, 

ETH Zürich 

K.H. Chow Department of 

Physics, 

University of 

Alberta 

11 青木正和 

高橋直子 

野中敬正 

野崎洋 

松本満 

砥綿真一 

㈱豊田中央研究所 水 素 放 出 に 伴 う

Mg(BH4)2中の B の化

学結合状態変化 

九州シンク

ロトロン光

研 究 セ ン

ター成果報

告書 

無 2010/5 

 

李海文 

折茂慎一 

東北大学金属材料研究

所 

12 則竹達夫 

青木正和 

松本満 

砥綿真一 

㈱豊田中央研究所 高容量水素貯蔵材

料の結晶構造解析 

SPring-8 重

点産業利用

課題成果報

告書 

無 2010/2 

 

李海文 

折茂慎一 

東北大学金属材料研究

所 

13 T. Noritake 

M. Aoki 

M. Matsumoto 

K. Miwa 

S. Towata 

㈱豊田中央研究所 Crystal structure 

change in the 

dehydrogenation 

process of the 

Li-Mg-N-H system 

J. Alloys 

Compd. 

In press 

有 審査中 

H.-W. Li 

S. Orimo 

東北大学金属材料研究

所 

14 池田一貴 

李海文 

折茂慎一 

東北大学金属材料研究

所 

高密度水素貯蔵を

目指した水素化物

の材料設計と特性

評価 

化 学 工 業 

60 51-55 

無 2009/12 



論文-(5) 
 

 

15 折茂慎一 東北大学金属材料研究

所 

燃料電池と水素貯

蔵材料 

金属材料の

最前線 近

未来を拓く

キー・テク

ノ ロ ジ ー 

第８章 

241-259 

無 2009/7 

16 砥綿真一 ㈱豊田中央研究所 ホウ素系水素貯蔵

材料 

水素貯蔵・

吸 蔵 ・ 貯

蔵・輸送材

料と安全化 

無 2010/8 

予定 

李海文 

折茂慎一 

東北大学金属材料研究

所 

 

 

低コスト型 70ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年 

１ 

 

 

木 原 、

中 村 、

山本 

㈱山武 省エネ・環境と安全に貢

献する調節弁のシール技

術 

トライボロジスト（日本

トライボロジー学会誌）

特集号 

無 2011/2 

 

 

 

可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、

ページ番号 
査読 発表年 

１ 

 

 

Kazuhiro 

Sayama 他 

産総研エネルギー

技術研究部門 

Effect of Carbonate 

Ions on the Photo-

oxidation of Water 

over Porous BiVO4 

Film Photoelectrode 

under Visible 

Light”, 

 Chem. Lett., 
39 (2010) 

17。 

有 2010/1 

 

２ 

 

 

H.Kusama,

他 

産総研エネルギー

技術研究部門 

Combinatorial 

Search for 

Iron/Titanium-Based 

Ternary Oxides with 

a Visible-Light 

Response 

J. Comb. 

Chem. 

12(2010)356  

有 2010/7 

３ 

 

 

Yugo 

Miseki 他 

産総研エネルギー

技術研究部門 

Highly efficient 

WO3 photocatalysts 

modified by 

alkaline ion for 

water splitting 

J. Phys. Chem. 

Lett., 1 

(2010) 1196 

 

有 2010/3 

４ 

 

 

Yugo 

Miseki 他 

産総研エネルギー

技術研究部門 

Significant Effects 

of Anion in Aqueous 

Reactant Solution 

on Photocatalytic 

O2 Evolution and 

Fe(III) Reduction 

Chem. Lett., 
in press. 

有 2010/8 

 

 

 



論文-(6) 
 

 

非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計および開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、

ページ番号 
査読 発表年 

１ 

 

 

Koichi 

Matsuzawa, 

Chikako 

Igarashi, 

Shigenori 

Mitsushima, 

Ken-ichiro 

Ota 

Yokohama 

National 

University 

Non-precious metal 

electrocatalyst for 

oxygen evolution in 

polymer electrolyte 

water electrolysis 

ECS Trans., 

２５ (２３) 

119-124 

無 2010/1 

 

 

高効率水素液化磁気冷凍の研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年 

１ 

 

 

松本宏一 金沢大 High sensitive 

capacitive liquid 

hydrogen level meter 

Cryogenics 有 2010/11 

予定 

２ 

 

 

松本宏一 金沢大 Magnetic 

Refrigeration For 

Hydrogen Liquefaction 

Proceeding of 

International Cryogenic 

Engineering Conference 

有 2010/12 

予定 

３ 

 

 

中山祐介 大阪大 Experimental study of 

Active Magnetic 

Regenerator (AMR) 

composed of spherical 

GdN 

Cryocoolers [投稿済み] 有 2010 

 

４ 

 

 

李晶 NIMS Numerical modeling on 

a reciprocating 

Active Magnetic 

Regenerator 

Refrigeration 

Cryocoolers [投稿済み] 有 2010 

 

５ 

 

 

松本宏一 金沢大 Magnetocaloric 

effect, specific heat 

and entropy of iron-

substituted 

gadolinium gallium 

garnets Gd 3 (Ga1-

xFex)5O12 

Japanese Journal of 

Applied Physics, vol. 48, 

no. 11 (2009) 113002. 

有 2009 

６ 

 

松本宏一 金沢大 Magnetic refrigerator 

for hydrogen 

liquefaction 

Journal of Physics: 

Conference Series, vol. 

150 (2009) 012028. 

有 2009/11 

７ 

 

 

松本宏一 金沢大 Numerical analysis of 

active magnetic 

regenerators for 

hydrogen magnetic 

refrigeration between 

20 and 77 K 

Journal of Physics: 

Conference Series, vol. 

150 (2009) 012028. 

有 2009/3 

８ 

 

 

李晶 NIMS Numerical modeling on 

an Active Magnetic 

Regenerator 

Refrigeration 

Cryogenics [投稿済み] 有 2009 



論文-(7) 
 

 

９ 

 

 

沼澤健則 NIMS Development of a 

Magnetic 

Refrigenrator for 

Hydrogen Liquefaction 

Advances in Cryogenic 

Engineering, vol. 53 

(2008) 1183-1189. 

有 2008/3 

 

 

水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年 

１ 

 

 

粟飯原周二 東京大学 Coupled Numerical 

Model of Gas-

Decompression and 

Unstable Ductile 

Crack Propagation in 

High-Pressure Gas 

Pipelines 

Pipeline Technology 

2009, Ostend, Belgium, 

Oct. 12-14, 2009, Paper 

No. Ostend2009-009. 

無 2009/10 

 

２ 

 

 

粟飯原周二 東京大学 Full-Scale Burst 

Test of  Hydrogen 

Gas X65 Pipeline 

International Pipeline 

Conference IPC2010, 

Sept. 2010, Calgary 

Canada, IPC2010-31235, 

ASME. 

有 2010/9 

３ 

 

 

粟飯原周二 東京大学 A New Model for 

Dynamic Crack 

Propagation and 

Arrest in Gas 

Pipelines 

International Pipeline 

Conference IPC2010, 

Sept. 2010, Calgary 

Canada, IPC2010-31475, 

ASME 

有 2010/9 

 

 

超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名、ページ

番号 
査読 発表年 

１ 

 

 

Riki 

Kataoka  

Atsunori 

Kamegawa  

Hitoshi 

Takamura  

Masuo Okada 

東北大学大学院 

工学研究科 

High Pressure 

Synthesis of 

Novel Mg(Ni1−xCux)2 

Hydrides (x=0–
0.2) 

Mater. Trans., 

50(5), 1179-1182. 

有 2009/5 

２ 

 

 

Masatsugu 

Kawakami  

Takahiro 

Kuriiwa  

Atsunori 

Kamegawa  

Hitoshi 

Takamura  

Masuo Okada 

東北大学大学院 

工学研究科 

Optimum Hydrogen 

Desorption 

Properties in 

LiH-LiOH 

Composites 

Mater. Trans., 

50(7), 1855-1858. 

有 2009/7 



論文-(8) 
 

 

Tomohiro 

Kaburagi 

日産自動車 

３ 

 

 

Riki 

Kataoka 

Takahiro 

Kuriiwa  

Atsunori 

Kamegawa  

Hitoshi 

Takamura  

Masuo Okada 

東北大学大学院 

工学研究科 

High Pressure 

Synthesis of 

Hydride in Li-Y 

System 

Mater. Trans., 

50(8), 2069-2072. 

有 2009/8 

４ 

 

 

Yasutaka 

Kamata  

Takahiro 

Kuriiwa  

Atsunori 

Kamegawa  

Masuo Okada 

東北大学大学院 

工学研究科 

Effect of Cu or 

Ti Substitution 

in MgNi on 

Crystal Structure 

and Hydrogen 

Absorption-

Desorption 

Properties 

Mater. Trans., 

50(8), 2064-2068. 

有 2009/8 

５ 

 

 

Xiao Yang  

Nobuhiko 

Takeichi  

Kenji Shida  

Hideaki 

Tanaka 

Nobuhiro 

Kuriyama   

Tetsuo 

Sakai 

産業技術総合研究

所  

ユビキタスエネル

ギー研究部門 

Novel Mg-Zr-A-H 

(A = Li, Na) 

hydrides 

synthesized by a 

high pressure 

technique and 

their hydrogen 

storage 

properties  

 

J. Alloys Comp. 有 2010/3 投

稿 

 

 



論文-(9) 
 

 

 

ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年 

１ 西原洋知 

京谷隆 

東北大 ゼオライト鋳型炭素に

よる水素吸蔵 

燃 料 電 池 , 9, 37-42 

(2009). 

無 2009/7 

 

伊藤仁 

内山誠 

日産 

 

 

Mg および Ti 系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に係る技術開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年 

1 久慈俊郎 東海大開

発工 

Synthesis of Mg-Al 

Alloys by Bulk 

Mechanical 

Alloying and Their 

Hydrogen 

Solubility 

Materials 

Transactions 49, 

2679-2685  

有 2008 

2 久慈俊郎 東海大開

発工 

Improvement of 

MgAl alloys for 

hydrogen storage 

applications 

International Journal 

of Hydrogen Energy 

34, 1937-1943  

有 2009 

3 佐藤正志 東海大工 Effect of H2 Flow 

Rate on the 

Plasmatic 

Synthesis of Al 

Hydride 

Proc. 10th 
International 
Symposium on 
Sputtering & Plasma 
Processes 

有 2009 

4 佐藤正志 東海大工 Phase separation 

assists the 

destabilisation of 

MgH2: Mg17Al12-H 

system.  

to be published in 

American Journal of 

Chemical Society 

有 投稿準備中

5 佐藤正志 東海大工 Nano-crystaline 

growth of Mg-Al 

intermetallics 

to be published in 

Nanotechnology 

有 投稿準備中

6 村上貴洋 東海大工 ボールミリング法に

より作製した BCC-

TiAlMg 合金の水素親

和性 

to be published in 

Trans. JIM 

有 投稿準備中

 

 

水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年 

１ 

 

 

國分裕一 （財） 

エネルギー

総合工学研

究所 

高圧水素の輸送に

かかわるコストと

エネルギー効率 

水素エネルギーシステ

ム VOL.34 NO.4 

有 2009/12 

 



外部発表-(1) 
 

【外部発表リスト】 

 

70MPa 級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

１ 

 

 

舘 勇希 東邦ガス㈱ 70MPa 水 素 ス テ ー

ションの建設と技術

開発の取り組みにつ

いて 

都市ガスシンポジウム（主催：日

本ガス協会） 

2010/6/8 

２ 田中誠一 佐賀大学 高圧水素急速充填中

の容器内水素の熱的

特性 

日本機械学会長崎講演会 2009/10/10

３ 田中誠一 佐賀大学 高圧水素貯蔵容器に

おける水素放出中の

熱特性 

第 29 回水素エネルギー協会大会 2009/12/3 

４ 大倉美恵 横浜ゴム㈱ 超高圧充填用ホース

の出展 

（※NEDO および岩谷

瓦斯ﾌﾞｰｽでの出展） 

第 6回国際水素・燃料電池展「FC 

EXPO 2010」 

2010/3/3-5

５ 梅田良人

ほか 

東邦ガス㈱ 70MPa ステーション

完成発表 

■新聞社 

日本経済新聞 

朝日新聞、読売新聞 

毎日新聞、日刊工業新聞 

中部経済新聞、電気新聞 

岐阜新聞、伊勢新聞 

北海道新聞 

2010/3/16 

中日新聞 2010/3/19 

ガスエネルギー新聞 2010/3/24 

日経産業新聞 2010/4/5 

■テレビ 

NHK 

2010/3/15 

６ － 横浜ゴム㈱ 高圧水素ｶﾞｽ用ﾎｰｽ

ibar HG70 開発に関

するﾆｭｰｽﾘﾘｰｽ 

重化学工業会記者クラブへのプレ

ス発表 

2010/4/22 

ゴム報知新聞 

ゴムタイムス 

2010/4/26 

ゴム化学新聞 

ガスエネルギー新聞 

2010/5/5 

工業ガス専門誌ガスレビュー 2010/5/15 

 

 

車載等水素貯蔵・輸送容器システム技術に関する研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 

 

 

秋葉悦男，中村

仁，岩瀬謙二，

Chai Yujun，榎

浩利，榊浩司，

浅野耕太，中村

優美子 

 

 

産総研 Crystal Structures and 

Hydrogenation Behaviors 

of the RMn (3<n<5) (R=La, 

Mg; M=Ni, Co) 

``Superlattice" Alloys 

口頭発表 

2009MRS Fall Meeting 

（ボストン，米国） 

2008/12 

 

2 

 

秋葉悦男 産総研 新しい Metal Hydrides の探

索あるいは創製 

口頭発表 

日本金属学会 春期大

2009/3 

 



外部発表-(2) 
 

 会 

（東京工業大学） 

3 

 

 

秋葉悦男 産総研 高性能な水素貯蔵材料の実

現に向けて 

口頭発表 

日本金属学会 春期大

会 

（東京工業大学） 

2009/3 

 

4 

 

 

上條亮毅，Leng 

Haiyan，秋葉悦

男 

産総研 Ti-V-Mn 三元系合金の水素吸

蔵特性 

口頭発表 

日本金属学会 春期大

会 

（東京工業大学） 

2009/3 

 

5 

 

 

秋葉悦男 産総研 水素の貯蔵輸送と水素貯蔵

材料 

総説 

伝熱, 48 (2009) 20-

25. 

2009/4 

 

6 

 

 

秋葉悦男 産総研 水素吸蔵合金および水素吸

蔵技術の現状と課題 

総説 

触媒, 51 (2009) 287-

291. 

2009/6 

 

7  布浦達也，角掛

繁，寺下尚克 

日重化 水素吸蔵合金と高圧複合容

器によるハイブリッド貯蔵

タンク 

Semiconductor FPD 

World 2009.8 

2009/7 

8 

 

 

浅野耕太，榎浩

利，秋葉悦男 

産総研 Mg-Ti 系合金および水素化物

の合成 

口頭発表 

材料における水素有効

利用研究会 

（北海道北見市） 

2009/8 

 

9 

 

 

秋葉悦男 産総研 水素貯蔵材料 総説 

工業材料, 58 (2010) 

42-43. 

2010/1 

 

10 

 

 

秋葉悦男 産総研 Investigation of hydrogen 

storage alloys and their 

application to on-board 

storage tank 

口頭発表 

4th Symposium 

Hydrogen & Energy 

（Wildhaus，スイス） 

2010/1 

 

11 角掛繁 日重化 HEV 用電池材料から燃料電池

用水素タンクの開発まで 

日本粉体工業技術協会 

第３回 電池製造技術

分科会 

2010/1 

 

12 

 

 

秋葉悦男，浅野

耕太，角掛繁，

布浦達也，坂口

善樹，門出政則 

産総研，

日重化，

サムテッ

ク，佐賀

大 

Development of hybrid 

tank system and 

investigation of hydrogen 

absorbing alloys 

口頭発表 

Materials Innovations 

in an Emerging 

Hydrogen Economy 2008 

（フロリダ，米国） 

2010/2 

 

13 角掛繁 日重化 高容量水素吸蔵合金とハイ

ブリッド水素貯蔵タンクの

開発 

日本化学会第 90 春季年

会 依頼講演 

2010/3 

14 

 

 

浅野耕太，中島

典行，榎浩利，

秋葉悦男 

産総研 Ti-V-Mn 系合金中の BCC 相の

格子定数と C14 相の生成が

水素吸蔵性に及ぼす影響 

口頭発表 

日本金属学会 秋期大

会 

（北海道大学） 

2010/9 

 

 

 

 

 



外部発表-(3) 
 

 

水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 発表年月 

1 白崎義則 東京ガス㈱ 水素分離型改質器の開発 化学工学会 第 40 回秋

季大会 

2008/9 

2 西井 匠 東京ガス㈱ Development of Highly 

Efficient Hydrogen 

Production Module with 

Membrane On Catalyst 

2008 Fuel Cell 

Seminar & Exposition 

2008/10 

3 西井 匠 東京ガス㈱ 触媒一体化モジュールの開発 第 28 回 水素エネル

ギー協会大会 

2008/12 

4 白崎義則 東京ガス㈱ Development of Distributed 

Highly-efficient Hydrogen 

Production System based on 

Membrane Reformer with CO2 

Capture 

HYPOTHESIS VIII 2009/4 

5 黒川英人 東京ガス㈱ CO2回収を伴う都市ガスから

の高効率分散型水素製造 

第 16 回燃料電池シンポ

ジウム 

2009/5 

6 黒川英人 

 

東京ガス㈱ CO2回収を伴う都市ガスから

の分散型水素製造 

2009 年都市ガスシンポ

ジウム 

2009/6 

7 西井 匠 東京ガス㈱ Reforming Performance of 

Hydrogen Production Module 

Based on Membrane On 

Catalyst 

9th International 

Conference on 

Catalysis in Membrane 

Reactors 

2009/6 

8 黒川英人 東京ガス㈱ 分散型水素製造における CO2

回収 

第 18 回日本エネルギー

学会大会 

2009/7 

9 黒川英人 東京ガス㈱ CO2回収を伴う高効率水素分

離型リフォーマーの開発 

化学工学会 第 41 回秋

季大会 

2009/9 

10 黒川英人 東京ガス㈱ Highly Efficient 

Distributed Hydrogen 

Production from Natural 

Gas with CO2 Capture 

2009 Fuel Cell 

Seminar & Exposition 

2009/11 

11 黒川英人 東京ガス㈱ 分散型水素製造における CO2

分離回収 

第 29 回 水素エネル

ギー協会大会 

2009/12 

12 西井 匠 東京ガス㈱ 触媒一体化モジュールの改質

性能 

第 29 回 水素エネル

ギー協会大会 

2009/12 

13 黒川英人 東京ガス㈱ 分散型水素製造における CO2

回収の検討 

JFCA テクノフェスタ 2010/1 

14 西井 匠 東京ガス㈱ 水素製造用触媒一体化モ

ジュールの改質性能[第一報]

化学工学会第 75 年会 2010/3 

15 西井 匠 東京ガス㈱ 水素製造用触媒一体化モ

ジュールの改質性能[第二報]

化学工学会第 75 年会 2010/3 

16 白崎義則 東京ガス㈱ メンブレンリフォーマーによ

る分散型水素製造と CO2回収

の検討 

日本鉄鋼協会 第 159

回春季講演大会 

2010/3 

17 井関孝弥 東京ガス㈱ A Compact Hydrogen 

Production Module with 

Membrane on Catalyst 

NHA Hydrogen 

Conference & Expo 

2010/5 

18 黒川英人 東京ガス㈱ Demonstration of Highly-

Efficient Distributed 

Hydrogen Production from 

Natural Gas with CO2 

18th World Hydrogen 

Energy Conference 

2010 

2010/5 



外部発表-(4) 
 

Capture 

19 高木保宏 日本特殊陶業

㈱ 

Reforming Performance of 

Hydrogen Production 

Modules Based on Membrane 

On Catalyst 

18th World Hydrogen 

Energy Conference 

2010 

2010/5 

20 矢加部久孝 東京ガス㈱ 水素分離型リフォーマーの高

耐久化・低コスト化研究開発

第 17 回燃料電池シンポ

ジウム 

2010/5 

 

 

CO2膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

１ 

 

 

T.Ishikawa, K.Shimada, 

O. Okada, S. Tsuruya, 

Y. Ichihashi and S. 

Nishiyama 

㈱ルネッサン

ス・エナジー・

リサーチ 

Strong 

effect of 

CO2 and H2 

on the rate 

of water-

gas shift 

reaction 

5th International 

Conference on 

Environmental 

Catalysis(Belfast) 

2008/8/31 

 

2 

 

 

島田敬子、寺本正明、  

神尾英治、葛下かおり、

岡田治、曽谷知弘、松山

秀人 

(学)神戸大学、

㈱ルネッサン

ス・エナジー・

リサーチ 

CO2分離型メ

ンブレン CO

変成器に用

いる CO2分離

促進輸送膜

の開発 

化学工学会 

第 40 回秋季大会 

2008/9/24-

26 

3 

 

 

K. Shimada, K. 

Kuzushita, E. Kamio, 

H. Matsuyama, N. 

Ohmura, S. Nishiyama, 

 K. Mae, T. Maki, K. 

Fujiwara, S. Terada, 

T. Umegaki and O. 

Okada 

（学）神戸大

学、㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジー・リサーチ 

DEVELOPMENT 

OF ADVANCED 

REFORMING 

SYSTEM FOR 

H2 STATION 

USING CO 

CONVERTER 

EQUIPPED 

WITH CO2 

SELECTIVE 

MEMBRANE II 

Fuel Cell Seminar 

2008 (USA) 

2008/10/26

-30 

4 

 

 

岡田 治 ㈱ルネッサン

ス・エナジー・

リサーチ 

次世代型水

素ステー

ションの開

発 

化学工学会姫路大会 2008/11/17

5 

 

 

岡田 治 ㈱ルネッサン

ス・エナジー・

リサーチ 

ＣＯ２選択

透過膜の水

素製造プロ

セス 

先端膜工学研究推進機

構春季講演会 

2009/3/9 

6 

 

 

島田敬子、寺本正明、神

尾英治、葛下かおり、岡

田 治、羽川和希、曽谷

知弘、丸山達生、松山秀

人 

㈱ルネッサン

ス・エナジー・

リサーチ、

（学）神戸大学 

ＣＯ２分離

促進輸送膜

の開発とメ

ンブレンリ

アクターへ

の応用 

化学工学会 

第 74 年会 

2009/3/18-

20 

7 

 

 

Kazuki Hagawa, 

Yoshikage Ohmukai, 

Tatsuo Maruyama, Keiko 

(学)神戸大学、

㈱ルネッサン

ス・エナジー・

Application 

of membrane 

reactor 

The  Fifth 

Conference of 

Aseanian  

2009/7/12-

14 



外部発表-(5) 
 

Shimada, Kaori 

Kuzushita,  Eiji 

Kamio, Masaaki 

Teramoto, Osamu Okada, 

Hideto Matsuyama 

リサーチ with CO2-

selective 

membrane to 

water gas 

reaction 

for H2 

purificatio

n 

Membrane Socie 

8 

 

 

Keiko Shimada, Kaori 

Kuzushita, Eiji Kamio, 

Masaaki Teramoto, 

Osamu Okada, Kazuki 

Hagawa, Yoshikage 

Ohmukai, Tatsuo 

Maruyama, Hideto 

Matsuyama 

(学)神戸大学、

㈱ルネッサン

ス・エナジー・

リサーチ 

Development 

of 

facilitated 

transport 

membrane 

for CO2 

separation 

at elevated 

temperature

s. 

The  Fifth 

Conference of 

Aseanian  

Membrane Societ 

2009/7/12-

14 

9 

 

 

牧泰輔 （学）京都大学 マイクロリ

アクターを

用いた触媒

反応場の設

計 

化学工学会秋季大会

（展望講演） 

2009/9/16 

10 

 

 

福田、工藤、牧、前 （学）京都大学 金/酸化鉄触

媒の低温還

元処理に伴

う担体構造

変化と CO 変

性反応の活

性評価 

化学工学会秋季大会 2009/9/17 

11 

 

 

前田友洋，森 卓哉，石

川哲也，市橋祐一，西山 

覚 

(学)神戸大学 水性ガスシ

フト反応用

Cu-Zn-Al 触

媒に対する

La 添加効果 

第 104 回触媒討論会 2010/9/27-

30 

12 

 

 

岡田治 ㈱ルネッサン

ス・エナジー・

リサーチ 

CO2選択透過

膜を用いた

次世代型水

素ステー

ション膜の

開発 

化学工学三支部合同北

九州大会 

2010/10/26

-30 

13 

 

 

Osamu Okada,  Kaori 

Kuzushita, Keiko 

Shimada, Eiji Kamio, 

Maiko Nakayama Satoru 

Nishiyama Katsutoshi 

Nagaoka Tetsuo Umegaki 

㈱ルネッサン

ス・エナジー・

リサーチ、

（学）神戸大

学、（学）大分

大学 

Development 

of advanced 

catalysts 

for CO 

converter 

equipped 

with CO2 

selective 

membrane 

Fuel Cell Seminar 

2009 (USA) 

2009/11/16

-19 

14 

 

 

T. Ishikawa, K. 

Shimada, O. Okada, K. 

Taniya, T. Horie, S. 

(学)神戸大学、

㈱ルネッサン

ス・エナジー・

Cerium-

Modificatio

n of 

The 11th 

International 

Symposium on Eco-

2010/1/9-

12 



外部発表-(6) 
 

Tsuruya, Y. Ichihashi, 

S. Nishiyama 

リサーチ Copper-Zinc 

Oxide-

Alumina 

Catalysts 

for Water 

Gas Shift 

Reaction 

Materials Processing 

and Design 

15 

 

 

羽川 和希, 大向 吉景,  

丸山 達生, 松山 秀人,  

島田 敬子, 寺本正明 ,  

神尾 英治, 岡田 治 

(学)神戸大学、

㈱ ル ネ ッ サ ン

ス・エナジー・

リサーチ 

水素製造を

目的とした

CO2選択透過

性膜を用い

たメンブレ

ンリアク

ターの性能

評価 

化学工学会 第 75 年会 2010/3/18-

20 

 

 

ホウ素系水素貯蔵材料の開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 

 

 

青木正和 

松本満 

則竹達夫 

大庭伸子 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央研究所 Mg(BH4)2+xMg(NH2)2 混合

体の水素放出特性 

口頭発表 

日本金属学会 2008 年秋

期大会 

（熊本大学） 

2008/9 

 

李海文 

折茂慎一 

東北大学金属材料

研究所 

2 

 

 

李海文 

菊池健太郎 

中森裕子 

折茂慎一 

東北大学金属材料

研究所 

TiCl3 添加によるマグネ

シウムボロハイドライ

ドの水素貯蔵特性の向

上 

口頭発表 

日本金属学会 2008 年秋

期大会 

（熊本大学） 

2008/9 

 

青木正和 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央研究所 

3 梅田尚義 

厳義剛 

李海文 

佐藤豊人 

池田一貴 

折茂慎一 

東北大学金属材料

研究所 

マグネシウムボロハイ

ドライドの脱･再水素化

特性に対する添加物の

効果 

口頭発表 

日本金属学会 2008 年秋

期大会 

（熊本大学） 

2008/9 

 

青木正和 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央研究所 

4 折茂慎一 東北大学金属材料

研究所 

エネルギー利用を目指

した錯体水素化物の材

料設計”、化学工学会  

シンポジウム「燃料電

池、太陽電池、二次電

池等の電池およびその

関連技術」 

招待講演 

化学工学会第 40 回秋季

大会 

（東北大学） 

 

2008/9 

5 

 

S. Orimo 

H-.W. Li 

東北大学金属材料

研究所 

Energy-related 

materials science on 

招待講演 

The 2008 Asian 

2008/11 

 



外部発表-(7) 
 

 M. Matsuo 

T. Sato 

K. Ikeda 

metal borohydrides Conference on 

Nanoscience and 

Nanotechnology  

（Singapore） 

6 砥綿真一 ㈱豊田中央研究所 クリーンモビリティ燃

料電池車の実用化 -水

素貯蔵技術の進展- 

特別講義 

九州工業大学工学部総

合システム工学科 

（九州工業大学） 

2008/12 

7 M. 

Matsumoto 

K. Aoki 

T. Noritake 

K. Miwa 

N. Ohba 

S. Kitajima 

M. Satoh 

S. Towata 

㈱豊田中央研究所 Liquid phase 

synthesis of 

magnesium amide and 

amide based hydrogen 

storage materials 

口頭発表 

3rd Symposium 

Hydrogen & Energy 

（EMPA） 

2009/1 

H.-W. Li 

S. Orimo 

東北大学金属材料

研究所 

8 池戸豊 

杉山純 

則竹達夫 

砥綿真一 

㈱豊田中央研究所 ミュオンスピン回転・

緩和法によるホウ素形

錯体水素化物中のプロ

トンの解析 

口頭発表 

日本物理学会 2009 年春

季大会 

（立教大学） 

2009/3 

E. J. 

Ansaldo 

TRIUMF 

J. H. 

Brewer 

Univ. of British 

Columbia 

9 池戸豊 

杉山純 

則竹達夫 

砥綿真一 

㈱豊田中央研究所 ミュオンスピン回転・

緩和法によるホウ素形

錯体水素化物中のプロ

トンの解析 

口頭発表 

日本金属学会 2009 年春

期大会 

（東京工業大学） 

2009/3 

E. J. 

Ansaldo 

TRIUMF 

J. H. 

Brewer 

Univ. of British 

Columbia 

10 梅田尚義 

Yan Yigang 

李海文 

池田一貴 

折茂慎一 

東北大学金属材料

研究所 

マグネシウムボロハイ

ドライドの再水素化特

性およびそれに対する

添加物の効果 

口頭発表 

日本金属学会 2009 年春

期大会 

（東京工業大学） 

2009/3 

佐藤豊人 東北大学 WPI-AIMR 

青木正和 

松本満 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央研究所 

11 厳義剛 

梅田尚義 

李海文 

折茂慎一 

東北大学金属材料

研究所 

Thermodynamics and 

kinetics 

investigations of 

magnesium borohydride

口頭発表 

日本金属学会 2009 年春

期大会 

（東京工業大学） 

2009/3 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央研究所 



外部発表-(8) 
 

12 則竹達夫 

青木正和 

松本満 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央研究所 Mg(BH4)2+xMg(NH2)2混合

系の結晶構造解析 

口頭発表 

日本金属学会 2009 年春

期大会 

（東京工業大学） 

2009/3 

李海文 

折茂慎一 

東北大学金属材料

研究所 

13 三輪和利 

青木正和 

松本満 

則竹達夫 

砥綿真一 

㈱豊田中央研究所 複合水素化物に対する

熱力学的安定性の第一

原理計算 

口頭発表 

日本金属学会 2009 年春

期大会 

（東京工業大学） 

2009/3 

李海文 

折茂慎一 

東北大学金属材料

研究所 

14 H.-W. Li 

M. Matsuo 

Y. Yan 

N. Umeda 

Y. Miura 

H. Oguchi 

M. Menjo 

K. Ikeda 

S. Orimo 

東北大学金属材料

研究所 

Metal borohydrides 

for energy storage 

口頭発表 

4th China-Japan 

hydrogen storage 

seminar 

（Guangzhou） 

2009/4 

T. Sato 東北大学 WPI-AIMR 

15 S. Orimo 東北大学金属材料

研究所 

Development of light-

weight and compact 

hydrides 

口頭発表 

Task 22 IEA HIA 

Expert meeting AGENDA 

– SPRING 2009 

（Jeju） 

2009/4 

16 H.-W. Li 

M. Matsuo 

Y. Yan 

N. Umeda 

Y. Miura 

H. Oguchi 

M. Menjo 

K. Ikeda 

S. Orimo 

東北大学金属材料

研究所 

Borohydrides for 

energy applications 

口頭発表 

4th UK-Japan Workshop 

on Solid-State 

Hydrogen Storage 

（東北大学） 

2009/5 

T. Sato 東北大学 WPI-AIMR 

17 H.-W. Li 東北大学金属材料

研究所 

Metal borohydrides, 

M(BH4)n - 

thermodynamic 

stability depends on 

electronegativity of 

M- 

ポスター発表 

4th UK-Japan Workshop 

on Solid-State 

Hydrogen Storage 

（東北大学） 

2009/5 

18 H.-W. Li 東北大学金属材料

研究所 

Magnesium 

borohydride, Mg(BH4)2 

-synthesis, 

dehydriding and 

rehydriding 

properties- 

ポスター発表 

4th UK-Japan Workshop 

on Solid-State 

Hydrogen Storage 

（東北大学） 

2009/5 

19 S. Orimo 東北大学金属材料 Energy-related ポスター発表 2009/7 



外部発表-(9) 
 

研究所 materials science on 

metal borohydrides 

Gordon Research 

Conference (Hydrogen-

Metal Systems) 

(Lucca) 

20 三輪和利 ㈱豊田中央研究所 水素貯蔵材料の理論設

計 

招待講演 

第 22 期 CAMM フォーラ

ム 7月例会 

(東京) 

2009/7 

21 S. Orimo 東北大学金属材料

研究所 

Metal borohydrides 

for energy storage 

招待講演 

42nd IUPAC CONGRESS 

"Chemistry Solutions, 

Materials, Hydrogen 

Storage" 

(Glasgow) 

2009/8 

22 李海文 

梅田尚義 

Yan Yigang 

佐藤翔平 

池田一貴 

折茂慎一 

東北大学金属材料

研究所 

マグネシウムボロハイ

ドライドの水素貯蔵機

能 

口頭発表 

材料における水素有効

利用研究会 

(北見) 

2009/8 

青木正和 

松本満 

則竹達夫 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央研究所 

23 S. Orimo 

H.-W. Li 

M. Matsuo 

T. Sato 

K. Ikeda 

M. Menjo 

東北大学金属材料

研究所 

Energy-related 

materials science on 

metal borohydrides 

招待講演 

THERMEC’2009 

International 

Conference on 

PROCESSING & 

MANUFACTURING OF 

ADVANCED MATERIALS 

2009/8 

T. Sato 東北大学 WPI-AIMR 

24 S. Towata, 

K.. Miwa,   

T. 

Noritake,  

M. 

Matsumoto,  

M. Aoki 

㈱豊田中央研究所 Development of Solid 

State Hydride for 

Hydrogen Storage 

System of Fuel Cell 

Vehicles 

招待講演 

THERMEC’2009 

International 

Conference on 

PROCESSING & 

MANUFACTURING OF 

ADVANCED MATERIALS 

2009/8 

25 松本満 

則竹達夫 

青木正和 

砥綿真一 

㈱豊田中央研究所 Ca 系複合水素化物の合

成と水素放出特性に関

する研究 

口頭発表 

日本金属学会 2009 年秋

期大会 

（京都大学） 

2009/9 

李海文 

折茂慎一 

東北大学金属材料

研究所 

26 梅田尚義 

李海文 

Yan Yigang 

池田一貴 

折茂慎一 

東北大学金属材料

研究所 

再水素化条件の最適化

による Mg(BH4)2 の水素

貯蔵特性の解明 

口頭発表 

日本金属学会 2009 年秋

期大会 

（京都大学） 

2009/9 



外部発表-(10) 
 

青木正和 

松本満 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央研究所 

27 三輪和利 

則竹達夫 

青木正和 

松本満 

砥綿真一 

㈱豊田中央研究所 第一原理計算による 

Mg(BH4)(NH2)の結晶構造

予測 

口頭発表 

日本金属学会 2009 年秋

期大会 

（京都大学） 

2009/9 

李海文 

折茂慎一 

東北大学金属材料

研究所 

28 兵藤義浩 

梅田尚義 

佐藤翔平 

Yan Yigang 

池田一貴 

折茂慎一 

東北大学金属材料

研究所 

中間相の生成を伴う 

Mg(BH4)2 の脱水素化お

よび再水素化特性 

ポスター発表 

日本金属学会 2009 年秋

期大会 

（京都大学） 

2009/9 

青木正和 

松本満 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央研究所 

29 厳義剛 

梅田尚義 

李海文 

池田一貴 

折茂慎一 

東北大学金属材料

研究所 

Synthesis and 

dehydriding/rehydridi

ng properties of 

Y(BH4)3 

ポスター発表 

日本金属学会 2009 年秋

期大会 

（京都大学） 

2009/9 

佐藤豊人 東北大学 WPI-AIMR 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央研究所 

30 H.-W. Li 

S. Orimo 

東北大学金属材料

研究所 

Development of light-

weight and compact 

hydrides 

口頭発表 

Task 22 IEA HIA 

Expert meeting Paris 

- autumn 2009 

（Paris） 

2009/10 

31 S. Orimo 東北大学金属材料

研究所 

High-density hydrogen 

storage and lithium 

super-ionic 

conductivity in metal 

borohydrides 

基調講演 

5th IUPAC 

International 

Symposium on Novel 

Materials and 

Synthesis (NMS-V) 

&19th International 

Symposium on Fine 

Chemistry and 

Functional Polymers 

(FCFP-XIX) &3rd 

Symposium on Power 

Sources for Energy 

Storage and their Key 

Materials (PS-III: 

International) 

（Shanghai） 

2009/10 

32 J. Sugiyama ㈱豊田中央研究所 Muon-spin 

rotation/relaxation 

招待講演
Advanced Science 

2009/11 



外部発表-(11) 
 

study on hydrogen 

storage materials 

Research Symposium 
2009(ASR2009), 
Positron,Muon and 
other exotic particle 
beams for material 
and atomic/molecular 
science 
（Tokai） 

33 S. Orimo 東北大学金属材料

研究所 

Stability and 

dynamics of metal 

borohydrides 

招待講演 

2009 MRS Fall Meeting  

（Boston） 

2009/11 

34 S. Orimo 東北大学金属材料

研究所 

The 4th LANL-NEDO-

AIST Workshop -

Hydrogen Storage 

Materials- 

招待講演 

2009 MRS Fall Meeting  

（Boston） 

2009/12 

35 K. Miwa 

T. Noritake 

M. Aoki, 

M. 

Matsumoto 

S. Towata 

㈱豊田中央研究所 Structural and 

thermodynamical 

properties of double-

anion complex 

hydride, Mg(BH4)(NH2) 

ポスター発表 

EMPA 4th Symposium 

Hydrogen & Energy 

（Wildhaus） 

2010/1 

H.-W. Li 

S. Orimo 

東北大学金属材料

研究所 

36 S. Orimo 東北大学金属材料

研究所 

Physics and chemistry 

of hydrogen storage 

materials 

招待講演 

JAEA-Symposium on 

Synchrotron Radiation 

Research 2010 —

Material Science on 

Metal Hydride— 

（佐用） 

2010/2 

37 砥綿真一,  

三輪和利 

青木正和 

則竹達夫 

松本満 

蒲沢和也 

杉山純 

㈱豊田中央研究所 Development of boro-

hydrides for hydrogen 

storage with advanced 

materials analyses 

口頭発表 

Internation Forum for 

Hydrogen Strogae 2010 

（東京） 

2010/3 

李海文 

折茂慎一 

東北大学金属材料

研究所 

38 S. Orimo 東北大学金属材料

研究所 

High-density hydrogen 

storage and lithium 

super-ionic 

conductivity in metal 

borohydrides 

口頭発表 

5th Japan-China 

hydrogen storage 

seminar 

（東京） 

2010/3 

39 H.-W. Li 

N. Umeda 

Y. Yan 

S. Orimo 

東北大学金属材料

研究所 

Hydrogen desorption 

and reabsorption 

properties of Mg(BH4)2

ポスター発表 

5th Japan-China 

hydrogen storage 

seminar 

（東京） 

2010/3 

K. Miwa 

S. Towata 

㈱豊田中央研究所 



外部発表-(12) 
 

40 Y. Yan 

N. Umeda 

H.-W. Li 

K. Ikeda 

S. Orimo 

東北大学金属材料

研究所 

Hydrogen storage 

properties of Y(BH4)3 

ポスター発表 

5th Japan-China 

hydrogen storage 

seminar 

（東京） 

2010/3 

T. Sato 東北大学 WPI-AIMR 

K. Miwa 

S. Towata 

㈱豊田中央研究所 

41 則竹達夫 ㈱豊田中央研究所 X 線結晶構造解析によ

る水素貯蔵材料の開発 

招待講演 

平成 21 年度シンクロト

ロン光利用者研究会 第

3回粉末回析グループ

利用者 研究会 

（ウインク愛知） 

2010/3 

42 三輪和利 

青木正和 

則竹達夫 

松本満 

砥綿真一 

㈱豊田中央研究所 複合水素化物

LiBH4/MgH2に対する分

子動力学計算 

口頭発表 

日本金属学会 2009 年秋

期大会 

（筑波大学） 

2010/3 

李海文 

折茂慎一 

東北大学金属材料

研究所 

43 松村大樹 

大山隆啓 

岡島由佳 

西畑保雄 

原子力機構 X 線吸収分光による

Mg(BH4)2 の水素貯蔵特

性における TiCl3 添加

効果の解明 

口頭発表 

日本金属学会 2009 年秋

期大会 

（筑波大学） 

2010/3 

李海文 

池田一貴 

折茂慎一 

東北大学金属材料

研究所 

44 Y. Yan 

H.-W. Li 

M. Menjo 

K. Ikeda 

S. Orimo 

東北大学金属材料

研究所 

Enhanced dehydriding 

and rehydriding 

properties of LiBH4 

by Ni addition 

口頭発表 

日本金属学会 2009 年秋

期大会 

（筑波大学） 

2010/3 

K. Miwa 

S. Towata 

㈱豊田中央研究所 

45 李海文 

梅田尚義 

Y. Yan 

佐藤翔平 

池田一貴 

折茂慎一 

東北大学金属材料

研究所 

水素貯蔵材料としての

マグネシウムボロハイ

ドライド 

― 単相合成、脱・再水

素化特性、添加物効果 

― 

口頭発表 

日本金属学会 2009 年秋

期大会 

（筑波大学） 

2010/3 

松本満 

青木正和 

則竹達夫 

三輪和利 

砥綿真一 

㈱豊田中央研究所 

 

 

 



外部発表-(13) 
 

 

ラーベス構造を有した高容量水素吸蔵合金の開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 発表年月 

１ 

 

 

 

寺下尚克 

角掛繁 

榊浩司 

中村優美子 

秋葉悦男 

日重化 

日重化 

産総研 

産総研 

産総研 

（Mg1-xPrx）Ni2系 C15b型

ラーベス相合金の水素

化特性 

口頭発表 

日本金属学会 2009 年春季大会（東

京工業大学） 

2009/3/29 

２ 

 

 

 

寺下尚克 

角掛繁 

榊浩司 

中村優美子 

秋葉悦男 

日重化 

日重化 

産総研 

産総研 

産総研 

REMgNi4系 C15b型ラーベ

ス相の水素化特性

(RE=La, Ce, Pr,  Nd, 

Sm, Gd) 

口頭発表 

日本金属学会 2009 年秋季大会（京

都大学） 

2009/9/16 

３ 

 

 

 

榊浩司 

中村優美子 

秋葉悦男 

寺下尚克 

角掛繁 

産総研 

産総研 

産総研 

日重化 

日重化 

In-Situ XRD 測定によ

る Mg2-xRexNi4系（Re=La, 

Pr, Nd）C15b ラーベス

相合金の結晶構造変化

の解析 

口頭発表 

日本金属学会 2010 年春季大会（筑

波大学） 

2010/3/29 

４ 

 

 

 

榊浩司 

中村優美子 

秋葉悦男 

寺下尚克 

角掛繁 

産総研 

産総研 

産総研 

日重化 

日重化 

Dependence of the 

chemical composition 

on the crystal 

structure of Mg2-

xRExNi4 (RE: La, Pr, 

Nd, Sm, Gd, x=0.6, 
1.0) hydride 

口頭発表 

International Symposium on 

Metal-Hydrogen Systems（ＭＨ

2010, Moscow, Russia） 

2010/7/19-

23 

５ 

 

 

 

 

寺下尚克 

角掛繁 

榊浩司 

中村優美子 

秋葉悦男 

日重化 

日重化 

産総研 

産総研 

産総研 

Hydrogenation 

properties of the 

ternary compounds Mg2-

xPrxNi4 and MgRENi4 

(0.6 ≤ x ≤ 1.4, RE: 
La, Ce, Pr, Nd, Sm, 

Gd) 

ポスター発表 

International Symposium on 

Metal-Hydrogen Systems（ＭＨ

2010, Moscow, Russia） 

2010/7/19-

23 

６ 

 

 

 

 

榊浩司 

中村優美子 

秋葉悦男 

寺下尚克 

角掛繁 

産総研 

産総研 

産総研 

日重化 

日重化 

C15b 型ラーベス相合金 
Mg0.8Pr1.2Ni4の水素吸蔵
特性と水素誘起アモル
ファス化 

 

口頭発表 

日本金属学会 2010 年秋期大会（北

海道大学） 

2010/9/25-

27 

 

 

低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

１ 

 

 

岡崎順二 ＪＸ日鉱

日石エネ

ルギー㈱ 

７０ＭＰａ級水素ガス

充填対応型複合容器の

開発 

福岡水素エネルギー戦略会議平成

２１年度研究分科会（第５回） 

2010/2/19 

 

２ 

 

 

中川 

幸次郎 

ＪＸ日鉱

日石エネ

ルギー㈱ 

Nippon Oil's 

activities toward 

realization of 

hydrogen society 

World Hydrogen Energy 

Conference 2010 

2010/5/20 

 

 

 



外部発表-(14) 
 

 

低コスト型 70ＭPa 級水素ガス充填対応ステーション機器に係わる研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

１ 

 

 

和田 日本製鋼

所 

高容量化に対応した超高

圧水素蓄圧器の開発（仮

題） 

学術振興会第 129 委員会 2010/12 

 

２ 

 

 

木原 ㈱山武 Some issues on control 

valve application 

under high pressure 

hydrogen atmosphere 

Hydrogenius Tribology 

Symposium 

2010/2 

 

３ 

 

 

吉田、山本 ㈱山武 水素ステーション計装制

御システムおよび高圧水

素用流量調節弁 

FC EXPO 2010 2010/3 

 

 

可視光応答性半導体を用いた光触媒および多孔質光電極による水分解水素製造の研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

１ 

 

 

佐 山 和 弘

ら 

産総研エ

ネルギー

技術 RI 

光触媒・電解ハイブリッ

ドシステムによる太陽光

利用水素製造 

電気学会、第 4 回新エネルギー

シンポジウム、つくば 

2009/03 

 

２ 

 

 

佐山和弘 産総研エ

ネルギー

技術 RI 

２０５０年の夢技術：光

からエネルギー、挑戦続

く 

日刊工業新聞 2009/05 

３ 

 

 

佐山和弘 産総研エ

ネルギー

技術 RI 

技術で社会を先導 産総

研 R&D 次世代の低コス

ト太陽エネルギー変換シ

ステム 

日刊工業新聞 2009/11 

４ 

 

 

佐山和弘 産総研エ

ネルギー

技術 RI 

人工光合成 日刊工業新聞 テクノ編集局 2010/01 

５ 

 

 

佐山和弘 産総研エ

ネルギー

技術 RI 

セシウムで表面処理した

高性能光触媒を開発－太

陽光を用いた新しい水素

製造システムの実現に近

づく－ 

プレスリリース 2010/03 

６ 

 

 

佐山和弘 産総研エ

ネルギー

技術 RI 

酸化タングステン光触媒

反応活性 10 倍以上 

日刊工業新聞 2010/03 

７ 

 

 

佐山和弘 産総研エ

ネルギー

技術 RI 

太陽光による水素製造シ

ステムに道、高性能光触

媒 

日経産業新聞 2010/03 

８ 

 

 

佐山和弘 産総研エ

ネルギー

技術 RI 

水素製造向け新光触媒 化学工業日報 2010/03 

９ 

 

 

佐山和弘 産総研エ

ネルギー

技術 RI 

NHK ニュースワイド茨城 テレビ報道 2010/03 

10 

 

 

佐山和弘 産総研エ

ネルギー

技術 RI 

Introduction of the 

researches on 

Photoelectrochemical 

and photo catalytic H2 

IEA-HIA Annex-24 国際会議、

米国・サンフランシスコ 

2009/04 



外部発表-(15) 
 

production in Japan 

11 

 

 

佐山和弘 産総研エ

ネルギー

技術 RI 

－革新的な太陽光エネル

ギー利用技術－可視光応

答型光触媒による水分解

水素製造と環境浄化 

時代を刷新する会、東京 2009/05 

12 

 

 

三 石 雄 悟

雄 悟 、 佐

山和弘ら 

産総研エ

ネルギー

技術 RI 

可視光応答性半導体を用

いた光触媒および多孔質

電極による水分解水素製

造の研究開発 

東京 2009/07 

13 

 

 

佐山和弘 産総研エ

ネルギー

技術 RI 

太陽エネルギーの革新的

利用－光触媒を用いた環

境浄化から水分解水素製

造まで－ 

表面科学会市民講座、東京 2009/08 

14 

 

 

佐 山 和 弘

ら 

産総研エ

ネルギー

技術 RI 

多孔質半導体光電極によ

る水分解水素製造におけ

る電解質の影響 

電気化学会、東京 2009/09 

15 

 

 

三 石 雄

悟 、 佐 山

和弘ら 

産総研エ

ネルギー

技術 RI 

種々の金属塩水溶液中で

水熱処理した WO3 光触媒

による Fe3＋からの酸素

生成反応 

電気化学会 東京 2009/09 

16 

 

 

荒 野 大

輔 、 佐 山

和弘ら 

産総研エ

ネルギー

技術 RI 

WO3 光触媒を用いた光触

媒・電解ハイブリッドに

よる水素製造 

触媒学会、宮崎 2009/09 

17 

 

 

三 石 雄

悟 、 佐 山

和弘ら 

産総研エ

ネルギー

技術ＲＩ 

様々な金属塩水溶液で表

面処理した WO3 光触媒に

よる Fe3＋からの酸素生

成反応 

第 28 回固体・表面化学討論

会、京都 

2009/11 

18 

 

 

佐 山 和 弘

ら 

産総研エ

ネルギー

技術ＲＩ 

可視光応答性多孔質半導

体光触媒による水分解の

炭酸塩効果 

光触媒シンポジウム、川崎 2009/12 

 

19 

 

 

佐山和弘 産総研エ

ネルギー

技術ＲＩ 

太陽光水素製造および化

学エネルギー貯蔵のため

の人工光合成技術 

応用物理学会、神奈川 2009/03 

20 

 

 

佐山和弘 産総研エ

ネルギー

技術ＲＩ 

太陽エネルギーの革新的

利用－光触媒を用いた環

境浄化からの水分解水素

製造まで 

表面科学会東北支部市民講座、

仙台 

2009/08 

21 

 

佐 山  和

弘 

産総研エ

ネルギー

技術研究

部門 

可視光応答性の半導体光

触媒および光電極による

水分解水素製造システム 

電気学会誌  

78 (2010) 64 

2010/01 

22 

 

 

佐 山  和

弘他 

産総研エ

ネルギー

技術研究

部門 

半導体光触媒および光電

極による水分解水素製造

システム－人工光合成－ 

クリーンエネルギー  

19 (2010) 39 

2009/12 

23 

 

 

佐 山  和

弘他 

産総研エ

ネルギー

技術研究

部門 

人工光合成技術による水

素製造 

高圧ガス 

47(2010)10 

2010/01 
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非貴金属化合物を用いた水電解用高機能酸素発生アノード触媒の設計および開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

１ 

 

 

五十嵐 千香

子, 松澤 幸

一, 光島 重

徳, 太田 健

一郎 

横浜国立大学 部分酸化処理した非貴金属材

料の酸素発生触媒能評価 

2009 年 電気化学秋

季大会 

2009/9 

 

２ 

 

 

Koichi 

Matsuzawa, 

Chikako 

Igarashi, 

Shigenori 

Mitsushima, 

Ken-ichiro 

Ota 

Yokohama 

National 

University 

Non-precious metal 

electrocatalyst for oxygen 

evolution in polymer 

electrolyte water 

electrolysis 

216th ECS Meetings 2009/10 

 

３ 

 

 

山内 亨祐, 

松澤 幸一, 

光島 重徳, 

太田 健一郎 

横浜国立大学 硫酸中における Ta 系化合物薄

膜の 

酸素発生触媒能評価 

電気化学会第 77 回

大会 

2010/3 

 

 

 

高効率水素液化磁気冷凍の研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 

発表 

年月 

１ 

 

 

Koichi 

MATSUMOTO and 

Takenori 

NUMAZAWA 

Kanazawa 

University 

and NIMS 

Magnetic Refrigeration for 

Hydrogen Liquefaction 

23rd International 

Cryogenic 

Engineering 

Conference 

2010/7 

 

２ 

 

 

Yusuke 

Hirayama, 

Hiroyuki 

Okada, Takashi 

Nakagawa, 

Takao A 

Yamamoto, 

Takafumi 

Kusunose, 

Takenori 

Numazawa, 

Koichi 

Matsumoto, 

Toshio Irie, 

and Eiji 

Nakamura 

Osaka 

Univerisit

y, 

Kanazawa 

Univeristy 

and NIMS 

Experimental study of 

Active Magnetic Regenerator 

(AMR) composed of spherical 

GdN  

16th International 

Cryocooler 

Conference 

2010/5 

３ 

 

 

Takenori 

Numazawa, Yuta 

Hirano, 

Hideyuki 

Hattori, 

Masamitsu 

Sobue, Kai 

NIMS, 

Chiba 

University 

and 

Kanazawa 

University 

Experimental Study for 

Hydrogen AMR Cycle 

16th International 

Cryocooler 

Conference 

2010/5 



外部発表-(17) 
 

Asamoto, 

Hideki 

Nakagome, and 

Koichi 

Matsumoto 

４ 

 

 

Jing LI, 

Takenori 

Numazawa, 

Hideki 

Nakagome, and 

Koichi 

Matsumoto 

Chiba 

University

, NIMS and 

Kanazawa 

Univeristy 

Numerical modeling on a 

reciprocating Active 

Magnetic Regenerator 

Refrigeration 

16th International 

Cryocooler 

Conference 

2010/5 

５ 

 

 

Koichi 

MATSUMOTO, 

Takuya KONDOH, 

and Takenori 

NUMAZAWA 

Kanazawa 

University 

and NIMS 

Numerical analysis of 

active magnetic 

regenerators for hydrogen 

magnetic refrigeration 

between 20 and 77 K 

Asian Conference 

on Applied 

Superconductivity 

and Cryogenics 

2009/12 

６ 

 

 

Jing LI, 

Takenori 

NUMAZAWA, 

Hideki 

NAKAGOME, and 

Koichi 

MATSUMOTO 

Chiba 

University

, NIMS and 

Kanazawa 

Univeristy 

Numerical modeling on an 

Active Magnetic Regenerator 

Refrigeration 

Asian Conference 

on Applied 

Superconductivity 

and Cryogenics 

2009/12 

７ 

 

 

平野雄大, 王

鵬、服部英之、

祖父江雅充、朝

本海、西村優

大、松本宏一、

沼澤健則 

千葉大学、 

金沢大学、 

物質・材料

研究機構 

水素磁気冷凍用 AMR サイクル

評価試験装置の構築 

2009 秋季超電導・低

温工学会 

2009/11/20

８ 

 

 

祖父江雅充、朝

本海, 西村優

大、松本宏一、

沼澤健則 

金沢大学、 

物質・材料

研究機構 

水素磁気冷凍用静電容量式液

面計の研究 

2009 秋季超電導・低

温工学会 

2009/11/20

９ 

 

 

朝本海、祖父江

雅充、西村優

大、松本宏一、

沼澤健則、森高

桂、入江年雄 

金沢大学、 

物質・材料

研究機構、 

三徳 

水素磁気冷凍用粒状化 RT2 系

磁気作業物質の特性 

2009 秋季超電導・低

温工学会 

2009/11/20

10 祖父江雅充、朝

本海, 西村優

大、松本宏一、

沼澤健則 

金沢大学、 

物質・材料

研究機構 

水素磁気冷凍用静電容量式液

面計の研究 

2009 年度日本物理学

会北陸支部定例学術

講演会 

2009/12 

11 朝本海、祖父江

雅充、西村優

大、松本宏一、

沼澤健則、森高

桂、入江年雄 

金沢大学、 

物質・材料

研究機構、 

三徳 

水素磁気冷凍用粒状化 RT2 系

磁気作業物質の特性 

2009 年度日本物理学

会北陸支部定例学術

講演会 

2009.12 

12 祖父江雅充、近

藤卓矢、仙波直

人、松本宏一、

神谷宏治、沼澤

健則 

金沢大学、 

物質・材料

研究機構 

MgB2 を用いた水素用液面計 2008 年度日本物理学

会北陸支部定例学術

講演会 

2008/11 



外部発表-(18) 
 

13 近藤卓矢、祖父

江雅充、松本宏

一、沼澤健則 

金沢大学、 

物質・材料

研究機構 

水素用磁気冷凍 –AMR サイク

ルの解析 2- 

2008 年度日本物理学

会北陸支部定例学術

講演会 

2008/11 

14 近藤卓矢、祖父

江雅充、松本宏

一、沼澤健則 

金沢大学、 

物質・材料

研究機構 

水素用磁気冷凍 –AMR サイク

ルにおける二次転移材料の転

移温度制御 2- 

2008 年度秋季 低温

工学・超電導学会 

2008/11 

15 吉岡尚吾、近藤

卓矢、神谷宏

治、沼澤健則、

中込秀樹、松本

宏一 

千葉大学、 

物質・材料

研究機構、 

金沢大学 

水素磁気冷凍 AMR サイクル用

ガーネット磁性材料の検討 

2008 年度秋季 低温

工学・超電導学会 

2008/11 

16 K. Matsumoto, 

T. Kondo, S. 

Yoshioka, K 

Kamiya, and T. 

Numazawa 

Kanazawa 

University 

and NIMS 

Magnetic refrigerator for 

hydrogen liquefaction 

25th International 

Conference on Low 

Temperature 

Physics  

2008/8 

17 近藤卓矢、池田

正和、祖父江雅

充、松本宏一、

神谷宏治、沼澤

健則 

金沢大学、 

物質・材料

研究機構 

水素用磁気冷凍 –AMR サイク

ルにおける二次転移材料の転

移温度制御- 

2008 年度春季 低温

工学・超電導学会 

2008/5 

18 吉岡尚吾、近藤

卓矢、松本宏

一、神谷宏治、

沼澤健則 

千葉大学、 

金沢大学、 

物質・材料

研究機構 

ＡＭＲ磁気冷凍機の開発 -実

験結果とサイクルについて- 

2008 年度春季 低温

工学・超電導学会 

2008/5 

19 松本宏一、沼澤

健則 

金沢大、物

質・材料研

究機構 

水素磁気冷凍機の開発の現状 超電導 Web21, 2009

年 6 月号 p. 9 

2009/6 

20 K. Matsumoto, 

T. Numazawa 

金沢大、物

質・材料研

究機構 

Present status of 

cryocooling/cold energy 

technology – Present status 

of the development of 

magnetic cryocooler for 

Hydrogen liquefaction – 

Superconductivity 

Web21, October 15, 

2009. 

2009/10 

 

 

水素ガス輸送用パイプラインの信頼性評価技術の研究開発 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 発表年月 

1 

粟飯原周二 東京大学 ガス減圧と動的破壊

現象を連成した高圧

ガスパイプライン高

速延性き裂伝播シ

ミュレーションモデ

ルの開発 

日本鉄鋼協会 第 156 回秋季

講演大会、CAMP-ISIJ 

vol.21(2008)-1432 

2008/9 

2 

粟飯原周二 同上 Unstable ductile 

fracture of 

hydrogen and 

methane gas 

pipelines 

8th Int. Symp. Japan 

Welding Society, Kyoto, 18, 

Nov. 2008. 

2008/11 

3 

粟飯原周二 同上 ガス減圧と動的破壊

現象を連成した高圧

ガスパイプライン高

速延性き裂伝播シ

日本鉄鋼協会 第 157 回春季

講演大会、CAMP-ISIJ 

vol.22(2009)-402 

2009/3 



外部発表-(19) 
 

ミュレーションモデ

ルによる伝播挙動解

析 

4 

粟飯原周二 同上 高圧ガスパイプライ

ン高速延性き裂伝播

シミュレーションモ

デルを用いたバース

ト挙動に対するバッ

クフィル影響の評価 

日本鉄鋼協会 第 158 回秋季

講演大会、CAMP-ISIJ 

vol.22(2009)-1319 

2009/9 

5 

粟飯原周二 同上 Unstable Crack 

Propagation and 

Arrest Behaviors in 

a Hydrogen Gas 

Pipeline Burst Test

CAMP-ISIJ vol.23(2010)-355 2010/3 

6 

粟飯原周二 同上 水素ガスパイプライ

ンの不安定延性破壊

試験 

パイプラインの安全性に関す

るシンポジウム、東京 

2010/3 

 

 

超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

1 

 

 

片岡 理樹 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工学研究

科 

超高圧合成法による新規Li-

TM系水素化物の合成(TM = 

Cr, Mn, Ni) 

ポスター発表 

MH利用開発研究会 平成

20年度シンポジウム 

（滋賀県立大学） 

2008/10 

2 

 

 

川上 真世 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工学研究

科 

超高圧法による新規RE-Pd系

水素化物の探索 (RE = Y, 

La) 

ポスター発表 

MH利用開発研究会 平成

20年度シンポジウム 

（滋賀県立大学） 

2008/10 

3 

 

 

鎌田 康孝 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工学研究

科 

超高圧合成されたMgNi化合物

の水素吸放出特性とCuおよび

Ti置換の影響 

口頭発表 

平成20年度材料におけ

る水素有効利用研究会 

（ホテルアトールエメ

ラルド宮古島, 沖縄） 

2008/11 

4 

 

 

片岡 理樹 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工学研究

科 

超高圧合成法による新規Li-

TM系水素化物の探索（TM= 

Cr, Mn, Ni） 

口頭発表 

平成20年度材料におけ

る水素有効利用研究会 

（ホテルアトールエメ

ラルド宮古島, 沖縄） 

2008/11 

5 

 

 

亀川 厚則 東北大学 

大学院 

工学研究

科 

超高圧合成法による新規水素

化物の創製 

口頭発表 

第1回先端水素貯蔵材料

研究交流会 

（（独）産業技術総合研

究所関西センター, 大

阪） 

2009/1 

6 

 

 

片岡 理樹 

八木 洋光 

山家 勇一 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工学研究

科 

超高圧法による新規 Li-TM 

系水素化物の合成(TM＝Ti, 

V, Zr, Nb, Hf) 

口頭発表 

日本金属学会 2009年春

期大会 

（東京工業大学大岡山

キャンパス） 

2009/3 

7 R. Kataoka 東北大学 High-Pressure Synthesis of ポスター発表 2009/5 



外部発表-(20) 
 

 

 

 

 

T. Kuriiwa 

A. Kamegawa 

M. Okada 

 

大学院 

工学研究

科 

Novel Hydrides in Li-TM 

Systems. (TM= Cr, Mn, Fe, 

Co, Ni. Cu, Zn) 

UK-Japan Workshop  

（東北大学金属材料研

究所, 宮城） 

8 

 

 

片岡 理樹 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工学研究

科 

Li添加によるFCC-REH3の安定

化(RE = Y, Gd, Dy) 

口頭発表 

平成21年度材料におけ

る水素有効利用研究会 

（サロマ湖鶴雅リゾー

ト,北海道） 

2009/8 

9 

 

 

井上 亮史 

片岡 理樹 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工学研究

科 

超高圧法による新規Mg-Y系金

属間化合物の合成 

ポスター発表 

第4回水素若手研究会 

（関西大学, 大阪） 

2009/8 

10 

 

井上 亮史 

片岡 理樹 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工学研究

科 

超高圧法による新規Mg-Y系金

属間化合物の合成 

ポスター発表 

MH利用開発研究会 平成

21年度シンポジウム 

（大阪府立大学） 

2009/9 

11 

 

 

片岡 理樹 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工学研究

科 

Li添加によるFCC-REH3高圧相

の安定化(RE = Y, Dy, Gd) 

ポスター発表 

MH利用開発研究会 平成

21年度シンポジウム 

（大阪府立大学） 

2009/9 

12 

 

 

竹市 信彦 

志田 賢二 

鄢 俊敏 

田中 秀明 

栗山 信宏 

境 哲男 

産業技術

総合研究

所 

超高圧下で合成したMg-V-Na

系水素化物の水素貯蔵特性と

結晶構造 

口頭発表 

日本金属学会 2009年秋

期大会 

（京都大学吉田キャン

パス） 

2009/9 

13 

 

 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工学研究

科 

超高圧合成法によるMg系新規

水素貯蔵材料の探索 

口頭発表・基調講演 

日本金属学会 2009年秋

期大会 

（京都大学吉田キャン

パス） 

2009/9 

14 

 

 

N. Takeichi 

X. Yang 

J. Yan 

K. Shida 

H. Tanaka 

N. Kuriyama 

T. Sakai 

産業技術

総合研究

所 

Structural Analysis for 

novel Mg-based Hydrides 

Prepared by Gigapascal 

Hydrogen Pressure Method 

ポスター発表 

MRS 2009 Fall Meeting  

(Boston, USA) 

2009/11 

15  

 

 

 

R. Kataoka 

T. Kuriiwa 

A. Kamegawa 

M. Okada 

東北大学 

大学院 

工学研究

科 

FCC-REH3 high pressure 

phase stabilized by Li (RE 

= Y, Gd, Dy) 

口頭発表 

KINKEN-WAKATE2009 

6th Materials Science 

School for Young 

Scientists 

（岩沼屋ホテル, 宮城

） 

2009/12 

16 

 

 

M. Kawakami 

T. Kuriiwa 

A. Kamegawa 

M. Okada 

東北大学 

大学院 

工学研究

科 

High-Pressure Synthesis of 

Novel Hydrides in Pd-X 

Systems (X = Ba, Y, La) 

口頭発表 

KINKEN-WAKATE2009 

6th Materials Science 

School for Young 

Scientists 

2009/12 



外部発表-(21) 
 

（岩沼屋ホテル, 宮城

） 

17 

 

 

 

片岡 理樹 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工学研究

科 

超高圧法による新規Li-TM系

水素化物の合成 

口頭発表・受賞講演 

MH利用開発研究会 平成

21年度第4回研究会 

（大阪科学技術センタ

ー） 

2010/2 

18 N. Takeichi 

X. Yang 

J. Yan 

K. Shida 

H. Tanaka 

N. Kuriyama 

T. Sakai 

産業技術

総合研究

所 

Structural Analysis for 

novel Mg-based Hydrides 

Prepared by Gigapascal 

Hydrogen Pressure Method 

 

ポスター発表 

5th JAEA Symposium 

（SPring-8, 兵庫） 

2010/2 

 

19 

 

 

X. Yang 

N. Takeichi 

H. Tanaka 

N. Kuriyama 

T. Sakai 

産業技術

総合研究

所 

Hydrogen Storage 

Properties and Crystal 

Structural for novel FCC-

type Mg-based Hydrides 

Prepared by Gigapascal 

Hydrogen Pressure Method 

 

ポスター発表 

5th Japan-China 

Seminar on Hydrogen 

Storage Materials 

（東京国際交流館プラ

ザ平成） 

2010/3 

20 

 

竹市 信彦 

楊 肖 

志田 賢二 

鄢 俊敏 

田中 秀明 

栗山 信宏 

境 哲男 

産業技術

総合研究

所 

超高圧法で合成されたMg基水

素化物の結晶構造と水素貯蔵

特性 

 

口頭発表 

日本金属学会 2010年春

期大会 

（筑波大学, 茨城） 

2010/3 

21 

 

片岡 理樹 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工学研究

科 

超高圧法による新規Li-TM系

水素化物の合成(TM = Nb, 

Ta) 

口頭発表 

日本金属学会 2010年春

期大会 

（筑波大学, 茨城） 

2010/3 

 

 

 

ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

１  東北大 

日産 

東北大が水素吸着の炭素物質

を開発、日産と燃料電池へ利

用へ 

日本経済新聞朝刊第 13

面 

2009/3 

２ 

 

 東北大 東北大がゼオライトを鋳型と

するカーボン材料の開発に成

功 

日経産業新聞第 19 面 2009/3 

 

３ 

 

 東北大 東北大がゼオライトを鋳型と

するカーボン材料の開発に成

功 

日経産業新聞 online 2009/4 

 

４ 

 

 東北大 東北大が開発したゼオライト

を鋳型が、新たなエネルギー

貯蔵材料として紹介される 

東日本放送「東北大学

の新世紀」にて放映 

2009/12 

 

５ 

 

 

S. 

Ittisanronnach

ai 

東北大 The mechanism of H2 storage 

through spillover in Pt-

loaded zeolite-templated 

ポスター発表 

第 36 回 炭素材料学会

年会 

2009/12 

 



外部発表-(22) 
 

H. Nishihara 

Li.-X. Li 

T. Kyotani 

carbons （仙台戦災復興記念

館） 

 

M. Ito 

T. Kaburagi 

M. Uchiyama 

日産 

６ 

 

 

S. 

Ittisanronnach

ai 

H. Nishihara 

Li.-X. Li 

T. Kyotani 

東北大 Enhanced H2 adsorption at 

25 °C on porous carbons by 

platinum loading 

ポスター発表 

第 9 回東北大学多元物

質科学研究所研究発表

会 

（東北大学） 

※ポスター賞受賞 

2009/12 

 

M. Ito 

T. Kaburagi 

M. Uchiyama 

日産 

７ 

 

 

S. 

Ittisanronnach

ai 

H. Nishihara 

Li.-X. Li 

T. Kyotani 

東北大 High Pressure Hydrogen 

Storage 

in Zeolite Templated Carbon 

招待講演 

CIMTEC 5th Forum on 

New Materials 

（Palazzo dei 

Congressi, 

Montecatini Terme） 

2010/6 

 

M. Ito 日産 

 

 

Mg および Ti 系相分離型高容量水素吸蔵合金の設計と実証に係る技術開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 発表年月 

1 久慈俊郎 東海大 

開発工 

MA による Mg-Al 系水

素吸蔵合金の創製とそ

の特性 

日本金属学会 2008 年秋期大会 2008/9 

2 久慈俊郎 東海大 

開発工 

ボールミリングで作製

したナノ構造 MgAl 合

金の結晶化挙動とその

水素吸蔵特性 

軽金属学会第 115 回秋期大会  2008/10 

3 佐藤正志 東海大工 Plasma Driven 

Synthesis of Al 

Hydride Thin Film 

The 4th Vacuum and Surface 
Sciences Conference of Asia and 
Australia 

2008/10 

4 佐藤正志 東海大工 Effect of H2 Flow 

Rate on the 

Plasmatic Synthesis 

of Al Hydride 

The 4th Vacuum and Surface 
Sciences Conference of Asia and 
Australia 

2008/10 

5 久慈俊郎 東海大 

開発工 

Mg および Ti 系相分離

型高容量水素吸蔵合金

の設計と実証に関わる

研究開発 

水素貯蔵フォーラム 2009  2009/2 

6 佐藤正志 東海大工 Recent Research 

Activity 

Einladung zum seminar: 

Fortshritte in der 

Physikalischen Chemie, 

Institute fuer Physikalische 

Chemie der Universitaet Wien  

2009/3 

7 佐藤正志 東海大工 相分離を呈する

Mg17Al12 合金の可逆

的水素吸蔵特性 

日本金属学会 2009 年春期大会  2009/3 



外部発表-(23) 
 

8 佐藤正志 東海大工 Mg17Al12 金属間化合

物の水素吸蔵特性 

2009 年春季第 57 回応用物理学関係

連合講演会 

2009/4 

9 佐藤正志 東海大工 Effect of H2 Flow 

Rate on the 

Plasmatic Synthesis 

of Al Hydride 

The 10th International Symposium 
on Sputtering & Plasma 
Processes 

2009/7 

10 佐藤正志 東海大工 相分離を呈する

Mg17Al12の水素吸放出

に関する熱力学的特性

2009 年秋季第 70 回応用物理学会学

術講演会 

2009/9 

11 佐藤正志 東海大工 Thermodynamic 

Behaviour of Mg- or 

Ti- Based Alloy – H2 

Systems 

5th Japan-China Seminar on 
Hydrogen Storage Materials 

2010/3 

12 村上貴洋 東海大 

開発工 

ボールミリング法によ

り作製した BCCTiAlMg

合金の水素親和性 

日本金属学会 2010 年春期大会 2010/3 

13 佐藤正志 東海大工 バルクメカニカルアロ

イング(BMA)による

Mg17Al12金属間化合物

の合成 

粉体粉末冶金協会平成 22 年度春季

大会(第 105 回講演大会) 

2010/5 

14 佐藤正志 東海大工 Mg-Zn 系相分離型モデ

ルによる MgH2の熱力学

的不安定化 

2010 年秋季第 71 回応用物理学会学

術講演会 

2010/9 

15 佐藤正志 東海大工 Mg17Al12の水素吸収に

伴う相分離反応の熱力

学的考察 

日本金属学会 2010 年秋期大会 2010/9 

 

 

水素エネルギーシステムの社会的便益に関する研究開発 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

１ 

 

 

斉藤文 

板岡健之 

 

赤井誠 

みずほ情

報総研 

 

産総研 

クリーン自動車の環境性

能に対する支払意志額調

査結果の適用方法の検討 

 

環境経済･政策学会 2008 年大会 

口頭発表 

2008/9 

 

２ 

 

 

斉藤文 

板岡健之 

 

赤井誠 

みずほ情

報総研 

 

産総研 

クリーン自動車の導入に

おける 

外部便益の比較分析：ハ

イブリッド自動車、プラ

グインハイブリッド車、

電気自動車、燃料電池自

動車 

環境経済･政策学会 2008 年大会 

口頭発表 

2009/9 

 

 

水素キャリアに応じたフィージビリティスタディ 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表媒体等 発表年月 

１ 

 

 

國分裕一 （財） 

エ ネ ル

ギ ー 総

合 工 学

研究所 

水素キャリアに応じた

フィージビリティスタ

ディ（高圧水素を中心と

して） 

第 29 回水素エネルギー協会大会 2009/12/3 

 

 



受賞-(1) 
 

 

【受賞リスト】 

 

水素分離型リフォーマーの高耐久化・低コスト化研究開発 

番

号 受賞者 
所

属 

受賞タイトル名 

（報道 見出し等） 

主催者名 

（報道機関） 

受賞年月 

（報道年月

日） 

1 東京ガス  CO2排出を半減 朝日新聞 2008/8/27 

2 東京ガス  水素製造時の CO2回収 ガスエネルギー新聞 2009/3/11 

3 東京ガス  水素製造時の CO2回収 日本経済新聞 2009/3/13 

4 東京ガス  水素製造時 CO2回収 日本経済産業新聞 2009/3/13 

5 東京ガス  東ガス、CO2半減 日刊工業新聞 2009/3/13 

6 
東京ガス  東ガス 水素製造と同時に CO2

分離回収 
ビジネスアイ 

2009/3/13 

7 東京ガス  CO2を同時回収・半減 化学工業新聞 2009/3/13 

8 東京ガス  水素製造時に CCS 電気新聞 2009/3/13 

9 東京ガス  CO2排出量を半減 ガスエネルギー新聞 2009/3/18 

 

 

CO2膜分離法を用いた水素製造装置改質システムの開発 

番

号 
受賞者 所属 受賞タイトル名 主催者名 受賞年月 

１ 

 

 

岡田治 ㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジー・リ

サーチ 

ＪＶＡ２０１０環境

特別賞 

（独）中小企業基盤整備機構 2010/2/2 

 

２ 

 

 

㈱ルネッサ

ンス・エナ

ジー・リ

サーチ 

 経済産業省産業クラ

スター計画  関西

フロントランナー大

賞 2010 

（財）関西情報・産業活性化セ

ンター ネオクラスター推進共

同体 

2010/2/23 

 

 

 

超高圧水素合成法による新規水素吸蔵合金の研究開発 

番

号 
受賞者 所属 受賞タイトル名 主催者名 受賞年月 

１ 

 

 

片岡 理樹 

栗岩 貴寛 

亀川 厚則 

岡田 益男 

東北大学 

大学院 

工学研究

科 

平成 21 年度シンポジウム 優

秀賞 

MH利用開発研究会 

 

2009, 9  

 

 

 

ゼオライト鋳型炭素をベースとしたスピルオーバー水素貯蔵に関する研究開発 

番

号 
受賞者 所属 受賞タイトル名 主催者名 受賞年月 

１ 

 

 

S. 

Ittisanronnachai 

東北大 第 9回多元物質科学研究所研究

発表会ポスター賞 『Enhanced 

H2 adsorption at 25 °C on 

porous carbons by platinum 

loading』 

東北大学多元物質科

学研究所 

2009，12 

 

 
 



２．分科会における説明資料 
次ページより、プロジェクト推進・実施者が、分科会においてプロジェクト

を説明する際に使用した資料を示す。 
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参考資料１ 評価の実施方法 
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本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて研究評価

を実施する。 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究

評価の手順は、以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分

科会にて研究評価を行い、評価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会にお

いて確定している。 
● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 
● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 ● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

  
  
  

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

評価結果公開

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

研究評価部 

研究評価委員会

推進部署
評価結果の事業等への反映

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

国 民

評価結果の事業等への反映
推進部署 

推進部署

研究評価委員会

評価部 

事務局

分科会Ａ

分科会Ｂ

分科会Ｃ

分科会Ｄ
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１．評価の目的 
 
評価の目的は「技術評価実施規程」において。 
● 業務の高度化等の自己改革を促進する 
● 社会に対する説明責任を履行するとともに、 

経済・社会ニーズを取り込む 
● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を 

促進する 
としている。 
本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画

の妥当性、計画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等につ

いて検討・評価した。 
 
２．評価者 
 
技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識

者からなる委員会方式により評価を行う。分科会委員選定に当たっては以下の

事項に配慮して行う。 
● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 
● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 
● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他

社会的ニーズ関連の専門家、有識者 
● 産業界の専門家、有識者 
● ジャーナリスト 

また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象か

ら除外し、また、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価

に関与していない者を主体とする。 
これらに基づき、分科会委員名簿にある８名を選任した。 
なお、本分科会の事務局については、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構評価部が担当した。 
 
３．評価対象 
 
平成２０年度に開始された「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」プ

ロジェクトを評価対象とした。 
なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プ
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ロジェクトの内容、成果に関する資料をもって評価した。 
 
４．評価方法 
 
分科会においては、当該事業の推進部署及び研究実施者からのヒアリングと、

それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価及び実

施者側等との議論等により評価作業を進めた。 
なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認

められる場合等を除き、原則として分科会は公開とし、研究実施者と意見を交

換する形で審議を行うこととした。 
 
５．評価項目・評価基準 
 
分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。こ

れは、研究評価委員会による『各分科会における評価項目・評価基準は、被評

価プロジェクトの性格、中間・事後評価の別等に応じて、各分科会において判

断すべきものである。』との考え方に従い、第 1 回分科会において、事務局が、

研究評価委員会により示された「標準的評価項目・評価基準」（参考資料 1-9 頁

参照）をもとに改定案を提示し、承認されたものである。 
プロジェクト全体に係わる評価においては、主に事業の目的、計画、運営、

達成度、成果の意義や実用化への見通し等について評価した。各個別テーマに

係る評価については、主にその目標に対する達成度等について評価した。 
 



評価項目・評価基準 

 
１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・ 「エネルギーイノベーションプログラム」の下で実施する事業の場合、当

該施策・制度の目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 
 

(2)事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
 

(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
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・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われ

る体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 
(4)研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化、事業化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化、事業化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、

かつ妥当なものか。 
 
(5)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果
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に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

(5)成果の最終目標の達成可能性 

・ 最終目標を達成できる見込みか。 

・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 

 

４．実用化、事業化の見通しについて 

●各論に適用 
●個別テーマのうち「1～2.システム技術開発」および「3～5.要素技術開発」に

適用 
 

(1)成果の実用化可能性 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 

 

(2)事業化までのシナリオ 

・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 

・ 市場の規模や成長性、コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事業

化までの期間、事業化とそれに伴う経済効果等の見通しは立っているか。 

 

(3)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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４．実用化の見通しについて 

●個別テーマのうち「6.次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」に適

用 

 

(1)成果の実用化可能性 

・ 実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。 

・ 実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーン

を明確にしているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われる見通し

は立っているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 

 

(2)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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標準的評価項目・評価基準（中間評価） 

２０１０．３．２６ 
【中間評価 標準的評価項目・評価基準の位置付け（基本的考え方）】 

 
標準的評価項目・評価基準は、第２５回研究評価委員会（平成２２年３月２

６日付）において以下のとおり定められている。（本文中の記載例による１･･･、

２･･･、３･･･、４･･･が標準的評価項目、それぞれの項目中の(1)･･･、(2)･･･が
標準的評価基準、それぞれの基準中の・ ･･･が視点） 
 
ただし、これらの標準的評価項目・評価基準は、研究開発プロジェクトの中

間評価における標準的な評価の視点であり、各分科会における評価項目・評価

基準は、被評価プロジェクトの性格等に応じて、各分科会において判断すべき

ものである。 
 
１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・ 特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・

制度の目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 
 

(2)事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 
(2)研究開発計画の妥当性 



・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 
(4)研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 
・ 成果の実用化、事業化につなげる戦略が明確になっているか。 
・ 成果の実用化、事業化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、

かつ妥当なものか。 
 
(5)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
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(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
 
４．実用化、事業化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 
・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
 

(2)事業化までのシナリオ 
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・成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 

・市場の規模や成長性、コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事業

化までの期間、事業化とそれに伴う経済効果等の見通しは立っているか。 
 

(3)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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※基礎的・基盤的研究及び知的基盤・標準整備等の研究開発の場合は、以下の

項目・基準による。 
 
＊基礎的・基盤的研究開発の場合 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
 

(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 
(4)研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 
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(5)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(5)成果の最終目標の達成可能性 
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・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
 

４．実用化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 
・ 実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。 
・ 実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーン

を明確にしているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われる見通し

は立っているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
 

(2)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
 
＊知的基盤・標準整備等の研究開発の場合 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
 

(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
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・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 
(4)研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 
 
(5)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は公開性が確保されているか。 
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(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 研究内容に新規性がある場合、知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、

著作権や回路配置利用権の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事

業戦略、または実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
 
４．実用化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 
・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得られて

いるか。 
・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されているか、

その見込みはあるか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 
・ 一般向け広報は積極的になされているか。 

 
(2)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 



 

本研究評価委員会報告は、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集して

います。 
 

平成２２年１１月 
 
 NEDO 評価部 
 部長 竹下  満 
 主幹 寺門  守 

 担当 室井 和幸 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（http://www.nedo.go.jp/iinkai/kenkyuu/index.html） 

 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

      ミューザ川崎セントラルタワー20F 

TEL 044-520-5161  FAX 044-520-5162 
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